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序 文

コ ンピュー タの性能 、通 信技術の発達と両者 の融合に よるニューメデ ィアの出現によって、産業 、

金融 、流通 の分野のみな らず、社会や個人生活 にも大きな変革が もた らされ ようと してい ます。

コンピュー タ白書 は1967年 発 刊以来年 次報告書 として、コ ンピュータ関連産業 および情報通信事業

の動 向、 コンピュータ利用 の状況等の調査 、統計資料を提供 するとと もに、政府 の情報産業政策 、通

信政策 を紹介 する目的で編集 し、今年 で17年 を迎えま した。

情報化の波 は、国内のみならず国際的なうね りとなって広が りつつ ありますが、各国の情報化の均

衡 ある発展 のためには、通信 インフラス トラクチャーの促進が必要 である として、国連総会決定 によ

る 「世界 コミュニ ケー ション年」 が催 され たので、その概要 を掲載 しました。

また、特 に関心 と注 目を浴びているニ ューメデ ィア問題を特集 と してと りあげま した。光 ファイバ ー

や衛星通信 などのニューメデ ィアの定義 と種類 を説 明 し、システム実現の見通 しと対策につ いて、通

産 ・郵政両省 の委員会 における検討 内容の概要 を紹介 しま した。

また、コンピュー タをめぐる新 しい情報技術の進展 は著 しい ものがありますが、特 に、(1)ロー カル ・

エ リア ・ネッ トワーク(2)双方 向CATVと 衛 星通 信(3)コ ン ピュータ ・グラフィックスの最新技術の動 .

向一 をと りあげて解説 を行いま した。

ここに、本 白書 がいささかな りともわが国の情報化社会の進展の理解 に役立つ ことを期待 します。

終 わ りに、編集 グループと執筆者各位の ご尽 力、ならびに、貴重な資料 とご助言をいただき深 く感

謝の意 を表 します。

1983年12月'

財団法人 日本情報処理開発協会

会 長 島田 喜仁
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8第1部 総 論

1わ が 国 に お け る コ ン ピュ ー タの実動状況

Aコ ン ピュー タの実 動状況

わが国の コンピュータ需要動向 に関する通商産業省 「電子計算機納入下取調査」 によって、1982年

6月 末現在 のわが国の コンピュータの動 向を概観すれば次のようになるであろ う。

1982年6月 末現在で実 動 している汎用 コンピュータ ・シス テムのセ ッ ト数は、110,388セ ッ ト(前

年比20.5%増)、 買価換算金額4兆8,373億6,400万 円(同13.59%増)で あ り、年間18,785セ ッ ト、金

額5,787億7,100万 円 の純増 とな り、純増分の平均1セ ッ ト当た りの システム規模 は3 ,081万 円で あっ

た。

実動 コ ンピュー タ ・シス テムを型 別 にみ ると、大型機 は3,563セ ッ ト(前 年3,250セ ッ ト)、2兆

7,332億 円(同2兆4,798億 円)で1セ ッ ト当た りシステム規模 は7億6,710 .6万 円(同7億6,301万 円)

で5年 来大型化の傾 向をたど り、中型機は11,436セ ッ ト(同9,820セ ッ ト)、1兆1 ,258億7,100万 円(同

9.680億2,900万 円)、 小型機 は33,768セ ッ ト(同27 ,623セ ッ ト)、6,156億8,600万 円(同5,098億1,700

万 円)、超小型機 は61,621セ ッ ト(同50,910セ ッ ト)、3,625億7,300万 円(同3,009億6,000万 円)で ある。

セ ッ ト数 の伸 びでは小型機22.2%、 超 小型機21.0%、 中 型機16 .4%、 大型機9.6%、 金 額 の伸 び率

は小型機20.7%、 超 小型機20.4%、 中型機16.3%、 大型機10.2%の 順 で、大型機 の全汎用 コンピュー

タに占めるセ ッ ト数の割合 はわずか3.2%で あ るにもかかわ らず、金額比 では56 .5%で あ り、逆 に超

小型の セッ トの割合 は、55.8%、 金 額比 は7.5%に す ぎず、分極化の傾向がさらに強まっている。

B産 業別設置金額

産 業 別 に 設 置 金 額 を み れ ば 、 第1位 の 卸 ・小 売 ・商 事 は7,287億 円(前 年6,148億 円)で 全 産 業 の

15.06%(同14.4%)、 第2位 の 金 融 業 は7 ,181.5億 円(同6,798億 円)で 全 産 業 の14.84%(同15.9%)、

第3位 の 電 気 機 械 は5,368億 円(同4,473億 円)、11.09%(同10.5%)、 第4位 の サ ー ビ ス 業 は4 ,060.5

億 円(同3,374億 円)、8.39%(同7.9%)、 第5位 の 政 府 関 係 機 関 は3,617億 円(同3,320億 円)、7.47%

(同8.2%)で あ っ て 、2,000億 円 以 上 の 上 位5産 業 だ け で 全 産 業 の56、87%(同56.8%)を 占 め て い る 。

第6位 以 下10位 ま で は 輸 送 機 械 製 造2,013.7億 円(前 年1,734億 円)、7位 化 学 ・石 油1,784、5億 円(同

1,566億 円)、8位 保 険1,518億 円(同1,375億 円) 、9位 政 府1,475億 円 、10位 大 学1,423.9億 円 で あ り、

こ れ ら上 位10業 種 で 、 全 産 業 の73.85%を 占 め て い る 。
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C産 業別設置台数

産 業 別 に セ ッ ト数 を み れ ば 、 第1位 は卸 ・小 売 ・商 事 の47,786セ ッ ト(前 年38,337セ ッ ト)で 、 全

産 業 の43.28%(同41.9%)、 第2位 は サ ー ビ ス 業 の8,834セ ッ ト(同7,255セ ッ ト)で8.0%(同7.9%)、

第3位 は 金 融 の6,404セ ッ ト(同6,040セ ッ ト)で5.8%(同6.6%)、 第4位 電 気 機 械4,730セ ッ ト(同

4,046セ ッ ト)の4.28%(同4.4%)、 第5位 法 人 団 体 ・農 協4,185セ ッ ト(同3,773セ ッ ト)で 、3.79%

(同4.1%)の 順 で あ る 。

シ ス テ ム 規 模 に つ い て は 政 府 関 係 機 関 の3億2,296万 円 を 最 大 に 、 保 険 業(2億2,968.9万 円)、 証

券(2億2,334万 円)、 政 府(1億9,037.5万 円)、 電 気 ・ガ ス(1億5,535.7万 円)、 鉄 鋼(1億2,300

万 円)、 大 学(1億2,191.5万 円)、 輸 送 用 機 械 製 造(1億1,351万 円)、 電 気 機 械(1億1,349.7万 円)、

金 融(1億1,121.4万 円)が 上 位10部 門 で あ っ て 、1981年6月 末 調 査 と 大 き な 変 化 は な い 。

D地 域別実動状況

1982年6月 末 現 在 の 地 域 別 実 動 状 況 に よ れ ば 、 東 京 都 が36,238セ ッ ト、(全 国 比32.8%)、1兆

9,124億 円(全 国 比39.53%)で 第1位 で あ り 、次 い で 大 阪 府(16,547セ ッ ト、6,120億 円)、 愛 知(6,695

セ ッ ト、2,780億 円)、 神 奈 川(4,162セ ッ ト、4,018億 円)、 福 岡(3,947セ ッ ト、1,291億 円)、 北 海 道(3,899

セ ッ ト、1,149億 円)、 広 島(2,942セ ッ ト、1,043億 円)、 兵 庫(2,648セ ッ ト、1,289億 円)、 埼 玉(2,370

セ ッ ト、857億 円)、 静 岡(2,241セ ッ ト、850億 円)、 京 都(2,135セ ッ ト、738億 円)、 千 葉(1,730セ ッ

ト、733億 円)、 宮 城(1,728セ ッ ト、598億 円)、 新 潟(1,483セ ッ ト、398億 円)、 長 野(1,181セ ッ ト、

422億 円)、 岐 阜(1,081セ ッ ト、331億 円)、 香 川(1,016セ ッ ト、246億 円)、 岡 山(1,010セ ッ ト、360

億 円)、i茨 城(1,002セ ッ ト、1,160億 円)の 順 で あ り 、 こ れ が1,000セ ッ ト以 上 を 設 置 し て い る 都 道 府

県 で あ る 。1シ ス テ ム 規 模 で は茨 城(1億1,584.8万 円)、 神 奈 川(9,654万 円)、 東 京(5,277.5万 円)、

滋 賀(5,158万 円)、 兵 庫(4,868.9万 円)、 千 葉(4,239万 円)、 愛 知(4,153万 円)、 静 岡(3,795万 円)、

栃 木(3,704万 円)、 大 阪(3,698.8万 円)の 順 で あ っ て 、 東 京 、 大 阪 隣 接 県 の シ ス テ ム 規 模 が 依 然 と

して 高 い 。

2わ が 国 の コ ン ピ ュ ー タ政 策 、

情報産業の振興育成の将来における重要性を、きわめて初期から認識していたわが国政府は、1956

年に始まる「機械工業振興臨時措置法」(機振法)お よび1957年 に始まる「電子工業振興臨時措置法」(電

振法)を 施行 し、電子産業政策を打ち出したのである。当時、わが国ではほんのわずかのコンピュー

タが稼動していたにすぎない。人力以外に資源の乏 しいわが国が、将来の経済的波及効果の大きい電
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子産業の育成 にの り出 したのは当然の ことであった。 この ような政府の努力、および1960年 代 の高度

経済成長政策 と相 まって、 コンピュータ産業 は技術 力 ・生産力を高めていった。

その後、「機械工業振興臨時措置法」お よび 「電子工業振興臨時措置法」 の両法 は、1970年 代 の資

本 自由化その他の内外経済情勢 の変化に対応す るため、1971年 度 より統合 されて 「特定電子工業 およ

び特定機械工業振興臨時措置法」(機 電法)と なった。 この機電法 によって振興対象と された機種 は、

電子工業 で37種 、機械工業 で58種 、合 わせ て95種 に及んでお り、それ ぞれの高度化計画 が策定 された。

しか し、技術先端機器の向上 、経営基盤の充実、発展途上国の追 い上 げに対処 する品質 ・性能の向上、

ハー ドウェアお よびソフ トウェア を高度 に組 み合わせ たシス テムの開発促進 など、機械 情報産業 は

種 々の課題 を抱えている。以上の ような課題 に応 えようと1978年 に制定 されたのが 「特定機械情報産

業振興 臨時措置 法」(機 情法)で 、高度化計画 の策定、所要資金 の確保 、税制上の措置 、規格の制 限

など共 同行為の指示等 、情報産業の振興 および高度利用の推進に きめ細かい各種の対策 を講ず ること

になった。

わが国の情報化促進 および情報産業の振興 を図 るため、政府のとるべ き施策 の方向につ いて は、電

子工業審議会、産業構造審 議会情報産業部会 によって近年 では次のような答 申が されている。1974年

答 申では自由化後 の新 たな情報化 ・情報産業 の展望を示 した。1981年 答 申では1980年 代 の新たな情報

化 ・情報産業 の展望 を示 した。

技術開発の促進で は、「次世代電子計算機用基本技術開発促進」 と して第4世 代電子計算機開発の

緊急性 が高ま り、1976年 度 より1979年 度 までの4カ 年計画で、ハー ドウェアの中核 であ るLSI(大

規 模集積回路)を 、高密度 ・高速化 した超LSIの 研究 開発 を行 った。

次世代電子計算機基 本技術 の開発促進 としてソフ トウェアを取 り上 げ、超高級言語処理技術 、ネッ

トワーク管理技術 の基本 ソフ トウェア(OSお よび新周辺端末装置)を1979年 度 よ り1983年 度 まで、

5カ 年計画 で総額470億 円 の研究開発資金 を投 じてい る。

電子計算機基礎技術 開発(第5世 代 コンピュー タ)で は、新 しい理論 ・技術に基づ く1990年 代 初頭

の コンピュータと して"プ ロ ト型"を 実現 するために、前期(1981年 度 一・1984年 度、基本技術開発)、

中期(1985年 度 ～1988年 度 、サブ システム開発)、 後期(1989年 度 ～1991年 度 、トータル システム開発)

に分 けて研究開発 を行 う。1981年 度 は、一般会計予算 より、約1 ,500万 円 で国と しての技術開発課題、

スケジュール、体制 などに関す る調査 を行 った。

1982年 度 は、第5世 代 コンピュータの基礎技術開発 と して、一般会計 より約4億2 ,600万 円 をかけ、

推論 サブシステム、知識ベース ・サ ブシステム、および第5世 代 コンピュータ ・ソフ トウェア開発用

パイロ ッ トモデルに関する概念 、機能設計等 を行 った。

1983年 度 は、前年度 に行 った概念 ・機能設計 をもとに、詳細設計 および一部試作 等を27億2
,000万

円 かけ、実施 する予定 である。
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科学技術用高速計算 システム研究開発費は、宇宙衛星か ら送 られ る画像の高速処理 、核融合炉 のシ

ミュ レーシ ョン、および気象解析等超高速 計算が強 く望まれ、予算15億6,700万 円(57年 度8億1,300

万 円)が 計上 されている。

光応用計測制御 システムの開発費 は、現在 のシステムでは困難で ある画像情報処理 が可能な光伝送

路、光 セ ンサ ー等 を用 いたシステムを開発すると して、予算33億8,500万 円(同32億2,700万 円)が 計

上 されている。

新 機能素子の長期開発費 は、従来の半導体素子の機能 を飛躍的 に向上 させ た素子、全 く新たな機能

を有 する超格子素 子、三次元 回路素子 お よび耐環 境強化素子 の研 究開発費 と して、14億5,100万 円

(同11億2,800万 円)が 計上 されている。

情報 システムの開発と しては、1978年 度 か ら6カ 年計画で、ヘルスケア ・ネ ッ トワーク ・システム

の開発 が行われ てお り、1982年 度1億7,100万 円(1981年 度1億9,600万 円)を 計上 し、代替エ ネル

ギー利用型 コ ミュニテ ィ ・エネルギー ・シス テム開発計画調査に2,900万 円(同3,500万 円)、 その他

情報処理サ ービス業安 全対 策等情報 化の基盤整備 に10億9,800万 円 を計上 し、そのうち商工会議所 な

どへの コンピュータ導入 の促進への補助が2億8,700万 円(同3億6,600万 円)で ある。

わが国の情報産業政策 の うち、税制 につ いて付言 すれば、生産性の高い汎用 ソフ トウェアの開発を

促進 するため、1979年 度 の税制改正において、汎用 ソフ トウェア取引 にかかわる収入金額 の50%を 限

度 と して、無税 による準備金の積立 を認 め(4年 据 え置 き、4年 均等取 り崩 し)、 さ らに機情法に基

づ く特別措置 として、工業化促進機種 に指定 されている重要複合機 で、特に普及 を促進 すべきものに

ついて、設置者 に初年度100分 の13を10%と して特別償却 を認めているが、1979年 度 の税制改正に よ

り、高性能電子情報遠隔処理装置特別償却制度 を2年 間延長 した。

そのほか、 日本電子計算機㈱ を通 じて レンタル された コンピュータが、 レンタル ・バ ックされ た場

合、 コンピュー タ ・メーカーの損失 を補 うために電子 計算機買戻損失準備金 制度 があるが、同制度が

延長 された。

ソフ トウェア振興策 と して 「情報処理振興事業協 会等に関する法律」(情 張法)に 基づいて、特定

プログラムの委託開発 、ソフ トウェア生産技術開発計画、ソフ トウェア保守技術 開発計画、汎用 プロ

グラムの登録、複 合的情報処理技術の開発業務等が実施 されているが、情報処理振興事業協会 に対す

る補助金 は、1983年 度 は20億8,300万 円 、1982年 度 は26億2,000万 円 であった。わが国のコンピュータ

産業の長期発展の基盤 を確保す るための共同 レンタル会社である日本電子計算機㈱ に対 して、1972年

か ら続いている開発銀行の融資 は、電子計算機振興 のための開発銀行融資 その他に統合 され、1983年

度55億 円(1982年 度51億5,000万 円)の 内数 が計上 され、情報処理振興金融措置 の資金 は40億 円(同

50億 円)で あった。

わが国でデータ通信 が始 まったのは1964年 で あるが、その後 回線利用制限 の緩和、加入電話網 や加
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入電信網への コンピュータの接続の要望 が強 ま り、1971年 に 「公衆電気通信法」 が改正 されて、デー

タ通信回線 と して特定通信 回線 と公衆通信回線が法定 され た。

デー タ通信 は、この 「公衆電気通信法」の改正 を契機 と して、シス テム数が急激 に増加 し、社会の

各分野 において利用 されるに至 った。

1979年12月 に は、新 しいデ ィジタル交換網 として 「回線交換サービス」が、1980年7月 か らは 「パ

ケ ッ ト交換サ ービス」 が開始 された。1982年10月23日 郵 政省令の改正 により、データ通信 は利用の多

様化 と増加の一途 をたどることは明 らかである。今後、データ通信はローカル ・ネッ トワーク化が進

展 し、ハ ー ドウェア、ソフ トウェア、デー タ等の効率的利用 が行われてい くと考え られており、郵政

省 では、デー タ通信高度化のための開発調査 を進めている。

1977年 度 か ら1979年 度 にかけて、標準 プロ トコル(CCNP)の 設 定 を行 ったが、1979年 度 か らは

ユ ーザ ーの作成 したプログラムが、 この標準 プロ トコルに適合 しているかどうかを検証す るシステム

の開発 に着手 し、1982年 度 開発 を終 了 した。

また、複数 のデータベースをネッ トワークにより接続 し、相互 に利用可能 とする技術 を開発 、接続

実験 を実施 し、利用技術 の確認 と評価 を行 った。

「データ通信 向き言語の開発調査」 として共通的なア クセス言語(ア クセス ・コマ ン ド)を開発、運

用実 験によ り言語仕様 を確認 し、評価 を行 った。

「ネ ッ トワー ク化 に伴 う諸問題の調査(デ ータ保護手法の研究開発)」 として暗合化手法 を取 り上 げ、

MIX方 式 を開発 し、暗合化手法の標準化 および普及を図ることになっている。

さらに 「データ通信 における総合安全対策 システムの開発調査」と して、1983年 度 において、10億

6,979万 円(同499万 円)を 計上 し、総合安全対策 システムを構築 する予定である。

3わ が国政府関係機関および地方公共団体における

コンピュータ利用状況

A行 政機関

1982年 度 末現在 、わが国の行政機関 において利用 されているコンピュータの総数は3 ,078セ ッ ト(前

年2,207セ ッ ト)で 、各省庁345セ ッ ト(同331セ ッ ト)、特 殊法人786セ ッ ト(同742セ ッ ト)、地方公

共団体1,947セ ッ ト(同1,134セ ッ ト)で ある。

1982年 度 の各省庁別 コ ンピュータ利用 セッ ト数 をみると、郵政省80セ ッ ト(前 年度83セ ッ ト)、運

輸省67セ ッ ト(同60セ ッ ト)、 防衛庁51セ ッ ト(同51セ ッ ト)、大蔵 省21セ ッ ト(同19セ ッ ト)、建設

省20セ ッ ト(同19セ ッ ト)の 順 である。
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政 府 各省庁 におけ る1982年 度 末 現在 、大型機 のセ ッ ト数187セ ッ ト(前 年度190セ ッ ト)で 総数の

54.2%(同57.5%)、 オ ンライン処理機241セ ッ ト(同223セ ッ ト)で 全体の69.9%(同67.4%)、 オ ン

ライン端末機35,051セ ッ トとな り、ます ます高度化 ・大型化 の傾 向を示 している。

各省庁 の コンピュータ利用 の高度化 に伴 い、その運用経費 は大幅 に増加 し、1,449億 円(対 前年比

14.0%増)と なってお り,こ の内訳 は、機器調達費820億 円(全 体の57%)、 通 信回線使用料163億 円(同

11%)、 消耗品費 ・備 品費155億 円(同11%)、 外 注費109億 円(同8%)と な っている。

B特 殊法人(政 府関係機関)

総数99機 関(前 年度103機 関)の 特殊法人における コンピュータ利用の現状 は、1982年 度 末現在の

法人数 は59機 関(59.6%)と 前 年 より2機 関減 じたが、1シ ス テム1,000万 円 以上の汎用 コ ンピュー

タのセ ッ ト数 は786セ ッ ト(対 前年 比5.9%増)、 設置 金額2,275億 円(対 前年 比11.9%増)、 要員 数

7,180人(対 前年比0.02%増)と 増加の傾向 を示 している。

この ほか、超小型機 並びに端末機のみ設置 および外部 のコンピュータを利用 しているのは31法 人 あ

る。

C地 方公共団体

1982年4月 現 在 の地 方公共団体 の コンピュータ利用 については、超小型機 を含 ん だ導入セ ッ ト数

1,947セ ッ ト(前 年1,557セ ッ ト)で 前年 より390セ ッ ト増加 した。

実動 セ ッ ト数の内訳 は、超 小型機 まで含めて都道府県869セ ッ ト、市区町村1,041セ ッ トとな り、前

年に比べて前者は253セ ッ ト、後者は200セ ッ トの増加 となってい る。

コンピュータの利用 団体数 につ いては、都道府県 は47の 全 団体 、市 区町村 について は単独利用 が

587団 体 、共同利用288団 体 であ り、委託団体で市 区町村全 団体 の93%(3,273団 体)が コンピュ:一ータ

を利用 している。

都道府県 、市 区町村 ともオ ン ライン処理 が増加 して お り、都道 府県 で はオ ンライ ン利 用団体 が

39.9%、 市 区町村 では42.1%と な っている。また都道府県ではデータベースの利用が進 んで おり、統

計、税務、病院などの事務処理が進展 してお り、漢字情報処理 も進展 している。

4コ ン ピュ ー タ利 用 状 況調 査

日本情報処理開発協会 は、1983年 度 版 『コンピュータ白書』の ため、1982年9月 末現在で、わが国

におけるコンピュータ利用状況調査 およびオ ンライン化調査 を実施 したが、主要項 目は次の とお りで

ある。
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Aコ ン ピュー タの規模

5年 後 に自社の コンピュー タ ・システムを拡大 すると予想す る企業 は、回答事業体1,214企 業 のう

ち62.2%(前 年60.4%)で あ り、5年 後の規模拡大率1.9倍(前 年1.9倍)を 予想 し、前年 とほとんど

変わ らない。

5年 後 の平均予想拡大率の高 い業種 は、大学の2.7倍 、広 告 ・調査 ・情報提供サ ービス業 が2 .4倍 、

さらに不動産業 が2.3倍 、 地方公共団体が2.2倍 、 非鉄金属 ・金属製品製造業が2 .2倍 で あ り、予想拡

大率 の低 い業種 の石油製品製造業 で さえ1.4倍 を予想 している。

BEDPS運 用経費

1982年9月 末 現在の月間EDPS運 用経 費は、全産業1事 業体 当た り、業種別月商比の集計対象企

業(823事 業 体)の 平均では、3,851万 円(前 回調査3,369万 円)で あ り、経費細 目に記入 回答事業体(1 ,066

事 業 体)の 平均 では4,032万 円(同3,766万 円)で あって、人件費 はこの全体 の26 .3%(同26.2%)、

機 械設備関係経費の うち機械 レンタル料25.8%(同27.6%)、 機 械償却 費5 .9%(同7.7%)で 、人件

費がO.1%の 増加 を示 した。保守費 ・保 険費14.8%(同10.0%)、 電 力費3.9%(同4.1%)、 外 注費13 .0%

(同13.9%)、 その他連絡 費2.1%(同1.6%)な ど となっている。

機械設備費 のう ちCPU10.3%(同11.5%)、 周 辺装置4.2%(同5.0%)、 周辺 記憶装置4.1%(同

5.3%)、 端 末装置12.8%(同13. .5%)で あ るが 、CPU対 周 辺端末装置の割合 は32.9:67.1(同32.6

:67.4)で 過 去6年 連続 してCPUの 割 合が減少 し、今回 および昨年度 と上回っている。 レンタル料

対償却費の割合 は81.3:18.7(同77.8:22.2)で あ って増加傾 向にあった買い取 りが若干低下 した。

1社 当たり月間経費対月商比の全 国平均 は0.0036(同0 .0039)で やや下降 し、公務 を除 く全産業の

1社 当 たり ・1従 業員当 た り月間経 費 は20,800円(81年 度17,600円 、80年 度15 ,400円 、79年 度16,800

円 、78年 度16,800円)で 経 費的には微増 である。

Cコ ンピュータ要員の待遇および問題点

1982年9月 に おけるコンピュータ要員の平均給与額 は、パ ンチャー12万3 ,900円(対 前年比6,500円

増)、 オペ レーター15万2,900円(同9,700円 増)、 プログラマ ー18万5,100円(同8 ,600円 増)、SE23万

3,400円(同1万2,300円 増)で 、 オペ レー ターの対前年比は6 .8%増 、SEの 対 前年比は5.6%増 で 、

パ ンチ ャー、プログラマーが それぞれ5 .5%、4.9%増 となっている。

賃金 を産業別 ・職業別 にみると、パ ンチャーは、輸送用機械器具製造業 の13万4,100円 が最 も高 く、

次 いで食 品製造業の12万5,800円 、 さ らに卸業 ・商社が12万4,100円 で あるが、その他の業種 は全産業

平均12万3,900円 ±1万 円に集 中 している。
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オペ レーター にっいては、広告 ・調査 ・情報提供サ ービス業28万 円 が最高で、輸送用機械器具製造

業17万3,900円 、 金融業17万1,800円 の 順で あり、プ ログラマーは鉄鋼業20万1,500円 、広 告 ・調査 ・

情報提供サ ービス業19万7,000円 、建設業19万6,400円 、SEに つ いては、金融業25万3,400円 、運輸 ・

通信 ・倉庫業25万3,400円 、化学工業24万5,900円 な どが高い。

社内要員 に関する問題点 は、第1に 職種にかかわ りなく、他部門か らの配置転換が困難 であること

である。のべ回答数の54.3%(1981年 度52.2%,1980年 度52.8%)、 職 種別 には、プログラマーにつ

いて61.6%、(1981年 度58.5%)、SEに つ いて53.6%(同50.2%)が 配 置転換 の困難 であることをあ

げている。

第2の 問 題点 は、依然 と して教 育 に手 間が かか る ことであ り、のべ回答数 の48.9%(1981年 度

46.3%)、 職 種 別 には とりわけSEに つ いて57.2%(同55.0%)、 プ ログラマーにつ いて54 .7%(同

50.1%)が この問題を訴 え、第3の 問題 はスペ シャ リス トと しての地位が確立 していない ことである。

この問題 につ いてはのべ 回答数 の33.2%、 特 にSEに つ いては46 .8%(前 年48.0%)、 プ ログ ラマー

については34.1%(同40.6%)が 確 立 していないと回答 している。

絶対数 について は、SEの 不 足 を49.8%(同48.3%)、 プ ログラマ ーの不足 を41.8%(同40.6%)

が訴 え、残業時間が長 いとい う設 問に対 して は、SEに つ いて20.8%(同20.1%)、 プ ログラマー に

つ いて22.7%(同22.1%)の 企 業が残業が長 いと答 え、コンピュータ化の深化 は、SE、 プ ログラマ ー

にますます負担 を大き くしていることをうかがわせ、パ ンチャーの定着率は依然 と して低 く、19.4%

(同23.3%)が 低 いと答えている。 この ような結 果か らすると、SEお よ びプログラマーの教育、要

員の確保、地位 の確立がなお切実 な課題である。

D情 報サービス機関の利用

1982年9月 末 現在で、諸派遣要員および外注パ ンチ単価 に関する調査結果 は、次のとお りである。

アンケー ト回収事業体総 数1,181事 業 体の うち、455事 業 体38.5%(前 年38.1%)が 外 部か ら派遣要

員を受 け入れ、年 々受 け入 れ事業数の割合 は増加 しているが、全産業平均1社 当た りの被派遣 要員 の

受 け入れ数 は、パ ンチャー4.5人(1981年 度4.9人)、 オペ レー ター5.3人(同6.4人)、 フ.ログ ラマー

5.6人(同4.4人)、SE1、9人 となってお り、総数 と しては18.0人(同19.7人)で 微減 である。派遣元

への支払 いは、1日 当 たり、パ ンチャー1万4,100円(同1万1 ,300円)、 オペ レーター1万8,700円(同

1万6,100円)、 プログラマー2万500円(同1万9,000円)、SE2万5,100円(同2万3 ,700円)で あった。

外注パ ンチ1字 当 たり平均単価 は、全産業 で数字32.2銭(前 年31.3銭)、 英字41.5銭(同41.5銭)、 カ

ナ文字55.4銭(同54.3銭)で 大きな変化 はない。
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Eコ ン ピュー タ教育 費用

コンピュータ教育に対 する企業の費用負担 については、1企 業当 たり平均年間教育費は、コンピュー

タ部門の要員 に対 して、110万3,400円(前 年107万6,900円)、 一般社員 に対 して、230万6,000円(同

185万9,200円)で 年々上昇 してい るが、これ を1人 当た りに直すと、コンピュータ部門要員 に対 して

は3万800円(同3万2,200円)、 一般社員 は800円(同600円)に す ぎない。

Fシ ステム事故 ・障害、安全対策状況

本 白書 は昨年度 よりシステム事 故 ・障害状況、システム保護対策 、システム建屋の不可侵性対策、

コンピュータ ・ルームの不可侵性対策 、地震対策 、火災対策、停電 および漏水対策の項 目の レベルづ

け調査 を行 った。
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第1章 ニューメデ ィアの実現へ

1ニ ュ ー メ デ ィ ア と は

メデ ィアとは社 会における神経系 である。最近のエ レク トロニ クス技術の進歩、なかんず く半導体

集積 回路、光 ファイバ ー、衛星技術 などの急速 な進歩 により、メディアにも大 きな変化が生 じつつ あ

る。

在来 の手紙 、新聞、電話 、ラジオ、テ レビ、 レコー ドな どのメディアに加えて、新 しく電子郵便、

ファクシミリ、 ビデオテ ックス、衛星放送、CATV、 オ ーディオディスク、ビデオデ ィスクなど、多

数のメデ ィアが登場 しつつ あり、すでにその一部 は実用に供 されている。

メデ ィアは社会の神経系 であり、 メデ ィアの変容 は、社会の各方面 に大 きなインパ ク トを与 えつつ

ある。新聞、電気通信、放送などの分野はもちろんの こと、行政、金融 ・証券 、流通 、運輸、印刷 ・

出版、教育 、福祉 ・医療など多方面の分野 に大 きなイ ンパ ク トが予想 されている。

メデ ィアの過 程 を一般的 に情報 の収集、 また は作成 、処理 ・加工、伝送利 用 の過 程 に分 解す れ

ば、ニュー メデ ィアとは、 このいずれにおいても在来技術 と異 なり、新 しい技術 を採用 したものであ

る。光 フ ァイバーを利用 した通信 システム、または通信衛星 を利用 した通信 システムなどが代表的な

ものである。光 ファイバ ー、通信衛星などはニューメデ ィアである。

しか し、これ らの通信 システム を単に電話 や電信 に利用 した場合は、サ ービスと しては在来サー ビ

スであるが、この場合 で も通 信の適用領域の拡大、経済性 など大 きなイ ンパ ク トが考 えられ る。光

ファイバーや通信衛星 を利用 した通信 システムでは、通信サー ビスの うえでも、広域にわたる広帯域

通信回線を経済的 に提供 できる可能性を有す る点で、大 きな特徴 を有するニューメデ ィアと考 え られ

る。

フ ァクシ ミリ通信網サ ービスは、網における処 理が全 く新 しいという意味で特徴 のあるサー ビスと

いえる。 この網 を用 いることによ り、画像伝送 に関する種 々の通信サ ービスを受 けることができる。

同報サ ービス、蓄積サ ービスなどが代表的なサ ービスである。

この ようにサー ビス形 態と して、新 しいニ ューメデ ィアを、"ニ ューメディア ・サー ビス"と 呼 ん

で、単 に構成要素 と してのニ ューメデ ィアと区別す ること もで きる。
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2ニ ュ ー メ デ ィ ア の種 類

ニ ューメデ ィアは有線系 メデ ィア、無線系 メデ ィア、パ ッケージ系 メディアの三つ に分類 される。

次にこれ らの代表的 なものを列記す る。

① 有線系 ニューメディア

●電子郵政

●ファクシ ミリ

●ファクシ ミリ通信網サー ビス

●テ レビ電話

●テ レビ会議

●電子 メール

●ボイス ・メール

● ビデオテ ックス(キ ャプテン ・システ ムを含む)

● テ レックス

●画像応 答 システム(VRS)

●有 線 テレビジ ョン放送

② 無線系ニューメデ ィア

●テ レビジ ョン音声多重放送

●テ レビジ ョン文字多重放送

●静止画放送

●フ ァクシ ミリ放送

●コー ドデー タ放送

●高品位テ レビ

●衛星放送

③ パ ッケー ジ系ニューメデ ィア

●オーデ ィオデ ィスク

●ビデオデ ィス ク

3ニ ュ ー メ デ ィア の 動 向

次 に、主要 なニューメデ ィアの動向 について述べ る。
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(1)電 子 郵便

電子郵 便 とは、「電気 通信 による伝送 と郵便 による配達 とを組み合 わせ た通信 メデ ィア」であ り
、

わが国では郵政省によ り昭和56年7月 か ら東京 、大阪、名古屋の3都 市 でフ ァクシ ミリを利用する電

子郵便が実験サー ビスとして開始 され、その後、昭和57年6月 には札 幌、福 岡の両都市に も拡大 され、

現在 、全国の主要5都 市 をサ ービス地域 と して、14の 郵 便局 において引 き受 けが行 われている。

国際間では、す でに1980年6月 か らイギ リスー カナダ間で、ファクシ ミリを利用 した電子郵便サー

ビスが"イ ンテルポス ト・サ ー ビス"と 名づ けて開始 され、その後順次、サ ービス地域が拡大 され、

イギ リス、アメリカ、カナ ダ、オランダ、ス イスなどの諸国がサービス を行 っている。

イギ リスでは、1981年2月 か ら、国際電子郵便サ ービスと同名の"イ ンテルポス ト・サー ビス"と

呼ばれ る国内電子 郵便 サー ビスを開始 している。 これはイギ リス全土 の115の 郵 便局 にG2お よ びG

3規 格 の ファクシ ミリ端末を設置 し、郵便局間 で伝送 を行 うものである。

この他 、フランスは"ボ ステク レール"と 呼 び1974年9月 か ら、西 ドイツは"テ レブ リーフ"と 呼

び1980年6月 か ら、スイスは"ビ ューロフ ァクス"と 呼び1976年5月 か ら、スウェーデ ン、オランダ、

オース トラリアもいずれもファクシ ミリを用 いて同様のサー ビスを開始 している。

(2)フ ァクシ ミリおよびファクシミリ通信網等

ファクシミリは漢字 を使用す るわが国の国民生活 に適 したニーズの高 い通信手段 と して、すでに定

着 しつつある通信手段であるが、今後 さらに使 いやすい、また経済的 な端末 が開発 されるにつれて、

日常生活 に広 く利用 されることとなろう。 この意味で、電話 に次 ぐメディアと して、 ここでニューメ

ディアにあげた。

電話網 を利用 したフ ァクシ ミリにつ いては、G1機(6分 機 ・低速機)、G2機(3分 機 ・中速機) 、

G3機(1分 機 ・高速機)の 三種が広 く普及 してお り、それぞれCCITTに お いて、1968年 、1976年 、

1980年 に国際標準 が勧告 されている。わが国 では昭和54年 にG2機 、56年 に はG3機 に関す る推奨通

信方式 を告示 しており、現在、公 衆データ網 を利用する次世代機のG4機 につ いて検討 を行 っている。

わが国の動向と して は、最近特 に、G3機 の 小形化 ・経 済化が著 しく、大 きな伸 びを示 している。

電電公社においては、フ ァクシ ミリ通信の大衆化の ために、56年9月16日 か らフ ァクシ ミリ通信網

サ ービスおよび ミニ ファックス ・サー ビスを開始 した。

ファクシ ミリ通信網サ ービスは、蓄積変換装置(STOC)と デ ィジタル伝送路 を用いて、高 スピー

ドで効率 的にファクシミリ信号 を送 ることができるために、遠距離 の場合で も比較的安 い料金で通信

で きる。さらに、昭和57年9月 か らは利用者設置のフ ァクシ ミリ装置 も接続で きることになっている
。

また、 ミニファックスは、 ファクシ ミリ通信網 および電話網 に接続で きるA5版 サ イズの ファクシ

ミリ端末 であるが、機能の簡易化 などによ り、低価格化、小型化が図 られている。

フ ァク シ ミリ通信網サ ービス な らびに ミニ ファックス ・サー ビスの加入 も順 調な伸 びを示 してい
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る。

(3)テ レビ電話お よびテ レビ会議

テ レビ電話 は、夢 の通信手段 として、以前 か ら世界各国が開発 に力 を入 れてきている。わが国 でも、

45年 の万 国博で利用 され たの をは じめと して、私設の電気通信設備 と して、各所で導入 されて いる。

しか し公衆電気通信サ ービスと しては、従来のアナ ログ技術に基づ いた方式 では、テ レビ電話の効用

に比べ コス トが高 く、現在 のところ普及 の傾 向にない。しか し、夢の通信手段であることに変 わ りなく、

今後、各種機能の充実、経済化等 、システム全般 にわたる技術開発、検討が継続 して進め られている。

テ レビ会議 は、遠隔地で臨場感 を もって会議 が行 えるもので、交通の代替 、省エネルギーに貢献 す

るものと して、その実用性 が高 いと考 え られる。わが国 では、電電公社に より51年5月 から55年1月

まで、世界で最初の カラーテ レビ会議 システムがモニ ターテス トと して、東京一大 阪間で実施 された。

さらに伝送路 を多端末 で共用するなど、 システム全体 と して経済化 を図 った新 しいテ レビ会議方式 の

実用化が進め られている。

(4)電 子 メールおよびボ イス ・メール

電子メール とは、通常キ ーボー ドか ら入力 されたメ ッセージを相手端末 か らの呼び出 しに応 じて、

メ ッセージを相手端末のCRT上 に表示す るものであ る。相手端末で は、 これ を必要に応 じてハー ド

コピーの形で取 り出す ことがで きる。

現在、国際規格 の検討が進め られているファクシミリG4機 お よびテレテ ックス端末を用 いて も、

同様の機能 を実現することがで きる。フ ァクシ ミリG4機 お よびテ レテキス ト端末では、か なり高度

の インテリジェン ト端末の利用が考 え られている。これに対 して、電子 メールの場合には、通常は、

センター機能 に文書処理 を依存 し、端末 自体 としては簡易な ものを利用するもの を指すことが多い。

音声メ ッセージを、音声の形 で同様の機能 を実現 したものがボイス ・メールである。

2-1-1図

電 子 メー ル

フ ァイ ル



22第2部 特 集

電子 メールおよびボ イス ・メールは、現在オ フィス ・オー トメーション(OA)の 有 力な機能と して、

新 しく構築 され たオフ ィスの私設通信網 に標準的機能 として付加 される傾向 にある。

現在 、公衆網 における同様の機能 の実現が検討 されている。

(5)ビ デ オテ ックス

テ レビ受像機 とプ ッシュホ ンなどを組み合 わせ た端末か ら、電話網 を介 して、画像 セ ンターにアク

セス し、情報検索 ・案内などの社会生活に必要な情報 を得 る会話形画像情報方式の開発が先進諸国で

進 め られている。情報内容は主 と して文字 な らびに簡単な図形 を主体 としてお り、国際的には"ビ デ

オテ ックス"と 呼ぶ。

わが国で現在開発 が進 められているキャプテ ン ・システムは、 ビデオテックスの一種 である。キャ

フ ァン ・システムは、郵政省 と電電公社が関係方面の協力 を得て準備 を進め、54年12月 、東京23区 内

の約1,000端 末 のモニ ター を対象 と し、実験サ ービスを開始 した。 システムの運用 は、54年12月 に設

立 された勧 キャプテンシステム開発研究所が行 ってい る。実験サー ビスに必要 な情報につ いては
、多

分野 にわ たる約200団 体 の情報提供者の協力 を得 てお り、蓄積画面数 は56年3月 時点で約10万 画 面の

規模 となった。

さ らに56年8月 か らは、モニ ター、情報提供者などの要望 を踏 まえ、ハ ー ドコピー装置の付加など

利用者端末機 能の充実、情報提供宅か ら簡易情報入力端末により画面 の入力 ・更新 を可能 とす るなど
、

情報入力機能 の充実、外部 セ ンター とのオンライ ン接続 など、各種機能の拡充 を図るとと もに、蓄積

情報画面容量 を20万 画 面 と倍増 し、モニ ター数 も2,000端 末 として実験 サービス を行 っている
。さ ら

に簡易動画 、メロディー音 、ハ イブ リッ ド伝送方式などの機能を付加す るとと もに
、商用 システムの

開発 が進 められ、59年11月 か ら商用化が予定 されている。

諸外国 において も,イ ギ リス郵電 公社 の 「プ レステル」(54年3月 商用 開始)を は じめ、フランス

の 「テ レテル」、西 ドイツの 「ビル トシルムテキ ス ト」、カナダの 「テ リ ドン」'等、各種 システムの開

発が進 められている。

(6)テ レテ ックス

テ レテックスは、ワー ドプロセ ッサーに通信機能 を付加 したもの に相 当するニ ューメディアである
。

テ レテ ックスの標準 化については、CCITTに お いて、1980年 の 総会で欧文 を基本 とするテ レテッ

クスの勧告が採択 されている。西 ドイツでは、1981年3月 か ら試行運用 を開始 し
、1982年3月 か ら商

用サ ービスを開始 した。このサ ービスは、回線交換 デー タ網 を用い、テ レックスとの相互通信が可能

とな っている。

わが国でも、近年 の日本語情報処理技術の進歩 により、日本語 ワー ドプロセ ッサーの普及が進み、

これに伴 い、 日本語の扱いが可能なテ レテックスの開発 が期待 される
。郵政省では、わが国の通信網

の実態 に適合 し、かつ利用者 の要求 に合致 した日本語 テ レテックスの標準通信方式の検討 を開始 して
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2-1-1表 諸 外 国 に お け る ビデ オテ ック スの 開発 状 況(1)

国 名 機 関 名 シス テ ム名/サ ー ビス 名 開 発 状 況 等

イ ギ リ ス 郵電公社 プ レ ス テ ル

(PRESTEL)

1978.6実 験 サ ー ビ ス開 始

1979.3商 用サ ー ビ ス開 始

端 末 数11,000

蓄 積 情 報 量183,000ペ ー ジ

情報 提 供 者数522

国際プレステル 1980.3実 験 サ ー ビ ス開 始

1981.7商 用サ ー ビ ス開 始

端 末 数300

蓄 積 情 報 量20,000ペ ー ジ

情報 提 供 者数60

フ ラ ン ス 郵電省

'

テ レ テ ル

(TELETEL)

1981.7ベ リジー で実 験サ ー ビス 開始

端 末 数3.000

蓄 積 情 報 量15,000ペ ー ジ

情報 提 供 者数200

電 子 式 電 話 帳

(AnnuaireElectronique)

1980、4サ ンマ ロ で実 験サ ー ビス 開始

1982イ ル ・エ ・ビ レヌ で商 用サ ー ビ

ス開 始

端 末 数150

西 ド イ ツ 郵電省 ビル トシ ルム テ キ ス ト

(BILDSCHIRMTEXT)

1980.6デ ュ ッセル ドル フ 、西ベ ル リン

で実 験サ ー ビス 開始

端 末 数6,000

蓄 積 情 報 量120,000ペ ー ジ

情報 提 供 者数570

オ ラ ン ダ 郵電総局 ビ デ ィ テ ル

(VIDITEL)

1980.8全 土 で 実験 サ ー ビ ス開 始

端 末 数6,000

蓄 積 情 報 量125,000ペ ー ジ

情報 提 供 者数160

ス イ ス 郵電庁 ビ デオ テ ッ ク ス

(VIDEOTEX)

1980.7ベ ル ンで実 験サ ー ビ ス開始

端 末 数120

蓄 積 情 報 量60,000ペ ー ジ

情報 提 供 者数110

フ ィンラン ド サノマ出版会社
ヘルシンキ電話会社

ノキア電子会社

テ ル セ ッ ト

(TELSET)

1978.6ヘ ル シ ン キで 実験 サ ー ビス開 始

1980.4商 用 サ ー ビ ス開 始

端 末 数300

蓄 積 情 報 量20,000ペ ー ジ

情報 提 供 者数20

スウ ェー デン

・

電気通信庁 デー タ ビジ ョン

(DATAVISION)

1979.4ス トッ クホル ム で技 術 試験 開 始

1981実 験 サ ー ビ ス開 始

端 末 数40

蓄 積 情 報 量10,000ペ ー ジ

情報 提 供 者数40

デ ン マ ー ク 都電総局 テ レ デ ー タ

(TELEDATA)

1981.8実 験 サー ビス 開 始

端 末 数200

蓄 積 情 報 量40,000ペ ー ジ

情報 提 供 者数10
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2-1-1表 諸外 国 に お け る ビデ オテ ック スの 開発 状 況(2)

国 名 機 関 名 シ ステ ム 名/サ ー ビス 名 開 発 状 況 等

イ タ リ ア 郵電省およびイタリア ビ デ オ テ ル 1981ミ ラ ノ で実験 サ ー ビス 開始

電話公社 (VIDEOTEL)
端 末 数1,000

カ ナ ダ ベルカナダ電話会社 ビ ス タ 1981.5ト ロ ン ト 、 モ ン ト リ オ ー ル で 実

(VISTA)'
〉

験サービス開始

端 末 数500
蓄 積 情 報 量100,000ペ ー ジ

アルパータ州政府電話 AGT 1981.7カ ル ガ リー で実 験 サー ビス 開 始

会社

端 末 数30

蓄 積 情 報 量45,000ペ ー ジ

情報提供者数5

マニ トバ電話会社 ア イ ー ダ 1980.6サ ウス ・ヘ デ ィン グ リー で 実験

(IDA) サ ー ビス開 始

端 末 数33

蓄 積 情 報 量3,500ペ ー ジ

グ ラ ス ル ー ツ 1981.6ウ イニペ ッ グで 実験 サー ビス 開

(GRASSROOTS) 始

端,末 数60

蓄 積 情 報 量50,000ペ ー ジ

エ リ ー 計 画 1981エIl－ で実 験サ ー ビス 開始

(ELIE)
端 末 数150

蓄 積 情 報 量61,000ペ ー ジ

ブ リテ ィ ッ シ ュ ・コ ロ ビデ オ テ ッ クス 1981バ ン クーバ ー で 実験 サ ー ビ ス開

ンビア電話会社 (VIDEOTEX) 始

端 末 数150

ニ ュー プ ラ ン ズウ ィ ッ マ ー キ ュ リ ー 1981.1セ ン ト ・ジ ゴ ン で 実 験 サ ー ビ ス

ク電話会社 (MERCURY) 開始

端 末 数20

テ レ ケー ブ ル 書ビデ オ テ リ ド ンII 1982.秋 モ ン トリオー ル で 実験 サー ビス

トロ ン社 (TELIDONII) 開始

端 末 数250

ア メ リ カ 農務省 グ リー ンサ ム 計画 1980.3ケ ンタ ッキー で実 験サ ー ビス開

(GreenThuni)Han) 始

端 末 数200

ナ イ ト ・リッダー 新 聞 ビ ュ ー ト ロ ン 1980.7コ ー ラ ル ・ゲー プ ル ズ で実 験サ

社 、ア メ リカ電話 電 信 (VIEWTRON) 一 ビス 開始

会社(AT&T) 1981.2第II期 実験サ ー ビズ 開 始

端 末 数260
蓄 積 情 報 量18,000ペ ー ジ

CBS社 、AT&T 1982.秋 リッ ジウ ッ ドで 実験 サー ビス 開

始

1
端 末 数200
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い る。

(7)画 像 応答 システム(VRS)

セ ン ターと加入者宅を広帯域回線(同 軸 ケーブルまたは光 ファイバ ー)で 結 び、加入者宅 のテ レビ

受像機上 に、文字図形 情報 だけでな く、静止画、 さらには動画まで表示す ることを可能 としたシステ

ムで、現在 、電電公社 において、開発 が進 められている。加入者線 と して広帯域回線が必要 であ り、

さらにセ ンターには大容量静止画蓄積装置、動画 フ ァイル など高価 な施設 が必要で あり、これらの技

術開発 、経済化が実用化 の課題 とされている。

(8)テ レ ビジョン音声多重放送

テ レビジ ョン音声多重放送 はテレビジ ョン放送 の音声信号に別 の音声信号 を重畳 して放送 し、受信

側ではテ レビジ ョン受像機 にアダプターを付加 して聴取す るものである。

わが国では、電波の効率的利用を図るとともに、テ レビジョン放送番組 をいっそ う多彩 で魅力 ある

ものとするため に、53年9月 か ら実用化試験局と して実施 され、ステレオ放送 、2カ 国語放送な どが

提供 されて きてお り、57年12月 か ら順次 に本放送への移行が行 われている。

(9)テ レ ビジョン文字多重放送

テ レビジ ョン文字 多重放送 はテレビジ ョン放送 の電波 を利用 して文字または図形 を送信 し、受信側

ではテ レビジ ョン受像機 にアダプターを付加する ことにより、受信者の欲 する情報 を随時画面 に映 し

出 し、あるいは受信機 に記録装 置を付加す ることによってハー ドコピーと して紙 にプリン トす ること

ができるもので、放送 の速報性 と活字の記録性 を備 え、また難聴者 に対するテ レビジョン放送視聴の

補助手段 と して期待 されて いる。

文字放送の方式 にはパ ターン方式 とハ イブ リッ ド方式が あり、パ ター ン方式 については、56年3月

に郵政省電波技術審議会か ら答申が出され、 さらに現在、ハ イブリッ ド方式の検討 が進 められている。

また 「放送法等の一部 を改正す る法律」(昭 和57年 法 律第60号)の 施行 に伴 い、文字放送の実用化

の道 も開かれ た。本年10月 か らはNHKが パ ター ン方式 によって、ニ ュース、 ドラマ 「お しん」など

について、主と して難聴者 を対象 に、字幕 サー ビスを開始 している。

外 国において も文字放送 に関 しては、鋭意 その実用化が進 め られてお り、すでに イギ リス、ア メリ

カ、フランス、西 ドイツ等で実用化の段階にあ り、本放送 もしくは実験放送 を行っている。

イギ リスではイギ リス放 送協会(BBC)が"シ ー ファックス(CEEFAX)"と い う名称で、1976年

か ら本放送 を開始 してお り、1979年9月 か らはニュース、天 気予報、株価情報等の一般向 けのサー ビ

スに加 え、聴力障害者 向けの字幕放送 を行 っている。またインデペ ンデ ン ト放送協会(IBA)で は オ

ラクル(ORACLE)と い う名称 で、1981年9月 か ら広告放送 を開始 している。

アメ リカで は、公共放送 サー ビス(PBS)、ABC、NBSが"ラ イン21(LINE21)"と い う名称 で、

聴力障害者のための字幕放送を行 っている。,.
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この他、 フランス では"ア ンチオープ ・デ ィ ドン(ANTIOPE-DIDON)"と い う名称 で、1979年

10月 か らは これま での実験 放 送の 一部 を本 放送 と して開 始 し、西 ドイツで は西 ドイ ツ放送 連盟

(ARD)と ドイツ第2テ レビ協会(ZDF)が"ビ デオテキス ト(VIDEOTEXT)"と い う名称 で、

また ドイツ新聞協会(DBZV)が"ビ ル トシル ムツアイ トンク(BILDSCHIRMZEITVNG)"と い

う名称 で、 それぞれ1980年6月 か ら実験放送 を開始 した。 この実験放送 にはARD、ZDFお よび新聞

社5社 が参画 している。

OO)静 止 画放送

静止画放送 はテ レビ放送1チ ャネル台の電波 を利用 して、同時に50番 組 程度 の音声がついた静止画

像(ス ライ ド映画の ような もの)を 伝送 し、受信側で は、テ レビジョン受信機 にアダプターを付加 し

て、必要なときに希望 する静止画 を選択 して画面上に表示 することがで きるようになるもので、放送

に画期的な多チャネル化を もた らす ものと期待 されている。特に技術講座 、語学講座などの教育分野

への利用 に有効で あると考 えられている。

この方式 については、現在、基礎技術の研究開発 が進 められている。

㈹ ファクシミリ放送

ファクシ ミリ放送はテ レビジ ョン放送 の電波のすき間を利用 して、文字 、図形、写真 などの信号 を

伝送 し、受信機では、フ ァクシ ミリ装置 によってハー ドコピーと して記録 ・保存 できるようにした も

のである。

現在 、郵政省電波技術審議会 において規格の検討 が行われている。

(12)コ ー ド・データ放送

コー ド・データ放送 は、 ラジオ放送 やテレビジョン放送に コー ド信号 を付加 して、受信側の ラジオ

や、テ レビジョン受信機 を制御 した り、種々のデータを伝送 したりするものである。

昭和56年12月 に 、電波技術審議会か ら緊急警報信号方式 につ いて答 申が出 された。

㈹ 高精細度 テ レビジョン

現行 テ レビジ ョンの走電線 を、約2倍 の1,125本 に した方式がNHKに よ って研究開発が行 われ て

いる。アスペ ク ト比 を3:5の 横 長 に し、画面 を大型画面とすることにより、臨場感 と迫 力を もつ テ

レビジ ョン放送 が実現 される。

各 国か らも将来の放送方式 と して注 目されている。

(14)衛 星 放送

衛星放送 として現在 開発が進 め られてい るの は、12GHz帯 を利用 するもので、わが国 には、国際

的 に8チ ャネル分が割 り当 てられている。

わが国で は、初の実用放送衛星BS-2aが 来 年2月 に打 ち上 げ られ る。 これ は主 と してNHKの テ

レビジ ョン放送の難視聴解消 を目的 としたものである。 さらに昭和64年 に は、第2世 代の実用放送衛
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星 、BS-3が 打 ち上 げられ る予定で、 これにはNHKの ほかに、民間放送事業者の参加が規定 され、

本年9月 末 を期限と して免許 申請が受理 されている。

(15)有 線 テ レビジョン放送

昭和57年 末 現在 、わが国の有線 テ レビジ ョン(CATV)放 送 の施設数 は約3万4,000、 受 信契約者

数 は約366万 世 帯、NHKテ レ ビジ ョン放送の受信契約者数 の約12%に 達 している。 しか しなが ら、

従来のCATV施 設 は、テ レビジ ョン放送の難視聴 対策 を主 目的 と していたため小規模の施設が多 く、

郵政大臣の許可 を受けた大規模 な施設 は384施 設 にす ぎない。

しか しなが ら、 ここ数年 間のア メリカのCATVブ ー ムは、わが国 にも大 きな影響 を与 え、全国各

地 で都市形CATVの 計 画 が報 ぜ られ るな ど、ア メリカのCATVブ ー ムが わが 国にも到来 しつつあ

る様相 を示 している。

現在 アメ リカで ブー ムを迎 えてい るCATVは50チ ャネルか ら100チ ャ ネルにおよぶ多チ ャネル形

のCATVで 、 衛星 を用 いて分配 され た多数の テ レビジョンチャネル ならびに各種 の多様 な文字情報

チャネルを特徴 とする。このような新 しいCATVを 都 市形CATVと い う。

わが国で も大都会 を中心 と して、電鉄会社 、商社 、スーパー、番組製作会社、既存CATV会 社 な

ど幅広い業界が多彩な計画 を発表 して、注 目を集 めている。

都市形CATVの モ デル実 験 と して は、現在、筑波研究 学園都市 をモ デル地 区 と して、郵政 省に

よって、新 しく 「高度総合情報通信 システム」の開発研究が行われている。 このシステムでは、① 当

該地域 において、大都市 との情報格差の是正 、地域の行政、産業 、文化等の活性化、② または波及効

果 と して、簡易 、低 廉 なCATV機 器 の開発 や番組 ソフ ト供給業者の進 出による既存 のCATV施 設

(現 在、全 国に約3万 あ る)tの 活 性化 とそれに伴 う関連産業(ハ ー ド、番組 ソフ ト)の 振興 などが期

待 され ると同時 に、それ らがこの開発の課題 とされている。

通産省 では、有線 テ レビジョン網(CATV)と コ ンピュータを結 びつける ことに より、双 方向の

情報 システムをつ く り、情 報の主体的選択 、各人の能 力とニーズに適応 した新知識の習得 が図れ るほ

か、テ レビショッピング、テ レメータリング、キ ャッシュ レス システム等 を効率的 に行 える ようにし、

生 活 の情 報 化 も飛 躍 的 に促 進 しよ う とい う もの で、映像 情 報 シス テ ムの実 験 ジス テム を設 置

(Hi-OVIs－ 奈 良県東生駒)で 公開実験 を行 っている。

4通 信網の高度化の動向

ニューメディアに関係 が深 いものに通信網の高度化が ある。21世 紀 の通信網 と しては、衛星通信 、

光 ファイバー等の大容量通信技術やデ ィジタル伝送技術 を利用 して、現在 の電話網 やフ ァクシ ミリ網

などの個別 のネ ッ トワークを統合 したISDN(lntegratedServicesDigitalNetwork:サ ー ビス総合
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2-1-2図21世 紀 の 電 気通 信 シ ステ ムの 概 念 図

コン ピュー タ

(デ ー タ処理)

販売在庫管理システム

科学技術計算システム
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⇔

生鮮食料品流通情報システム

救急医療情報システム

販売時点管理システム

ディジタル統合網

{覧難 曇》

⇔

宅内㈱ ◎

一ーー

i閨藷
〈注〉 口 は加入者 線まで光フ ァイバー 化された場 合
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(デ ー タ処理)

健 康 管理 情 報 処理 システ ム

ホー ムバ ンキ ン グ'シ ステ ム

ホー ム シ ョッピ ン グ ・シス テム

自動 翻 訳 シ ス テム

世 論 調査 シ ステ ム

電 子 図 書 館 シス テム

()宅 ・織 置
「一 ー

i閨藷

デ ィジタル網)が 構想 されている。このようなISDNを 利用 すれ ば、電話 やファクシ ミリのほかにホー

ム ショッピングやホームバ ンキ ング、テ レビ会議 や超高速 ファク シミリによる電子新 聞などの多種多

彩なサービスが、企業か ら一般家庭 まで幅広 く提供可能 とな る。

世界的 にも、国際電気通信連合(ITU)の 下 部機構であるCCITTを 中 心 と して、ISDNの 構 想が

検討 され、 イギ リス、 フランス、西 ドイツなどにおいても、 このISDNを 指 向 した総合的 な電気通

信政策 が進め られている。

わが国において も、企業か ら一般家庭 に至 るまで、多様多彩なサービスを提供 できるためには、そ

の基盤 と しては21世 紀 をめ ざしてISDNの 構 築 は、電気通信政策 の最重要課題 といえる。

VAN(付 加 価値通信網)や デー タベースな どがわが国で十分 に有効に機 能す るために もISDNは

必 要 である。ISDNの 構 築 に関 しては、電気通信事業体 と関連産業との役割 り分担 をどうするか、企

業 内の閉域通信網(LocalAreaNetwork:LAN)と の かかわ り合 いなどに関 してどのよ うに考え る

かなどの多数の政策課題 が残 されている。

5ニ ュー メ デ ィア を め ぐる政策 展 開

ニューメディアならびに電気通信 システムに関 しては、新技術の導入 がきわめて盛 んである。テ レ

ビジ ョン文字多重放送 は本年10月 か らNHKで 一 部実用化 され、また ビデオテ ックスの一種 である

キ ャプテ ン ・システムについて も、昭和59年 中 には商用化 される。わが国最初 の実用通信衛 星CS-2
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aに つ いて は、現在順調 に運用 中であ り、また同 じく初 の放送衛星BS-2aに つ いては、昭和59年2

月 に打 ち上 げが予定 されている。

ISDNに っ いては、わが国でも世界的 な通信網 のデ ィジタル化の流 れと並行 して、電電公社 が電気

通信事業体 と して、効率 的で多彩 なサー ビスを可能 とするネ ッ トワークを提供 する立場か ら高度情報

通信 システム(INS:InformationNetworkSystem)構 想 を提唱 し、三鷹 ・武蔵野地区でモデルシス

テムの構築 が行 われている。

この ような情勢 を背景 と して、行政の立場か らもニューメディアを含 めた電気通信 システム全体 の

あ り方 についての総合的な検討が なされている。

まず郵政省において は、最終利用者(エ ン ド・ユ ーザー)で ある国民の利益を常 に念頭に置 き、ま

た電気通信事業体 や民間産業 の活力 に立脚 しつつ、利害 関係者の調整 を図 りなが ら、多 くの幅広 い国

民的 コンセ ンサスを得て、総合的かつ長期 的 ビジ ョンの策定 を行 うため、その一環 と して、昭和57年

8月 に省内に 「電気通信 システムの将 来像 に関す る調査研究委員会」 を設置 し、21世 紀 の電気通信 シ

ステムのあ り方 を検討 した。

本年8月 に7回 の審議を終 了 し、報告書 が提出 された。報告書の内容 は次のとお りである。

1.21世 紀へ向けての社会環境変化の趨勢と電気通信の動向

1.21世 紀へ向けての社会構造変化の趨勢

2.電 気通信をめぐる動向

ll.高 度情報社会と電気通信

1.工 業化社会から高度情報社会への移行

2.高 度情報社会の姿

3.高 度情報社会における電気通信の果たす役割

皿.電 気通信 システムの将来像を検討するにあたっての政策課題

W.電 気通信 システムの将来像の構築 と政策のあり方

1.21世 紀の電気通信サービスイメージの想定と効率的でかつ高度な電気通信システムの構築

2∴ 効率的でかつ高度な電気通信システムを構築するための条件整備

3.電 気通信 システムの全体的調整

4.情 報通信産業の充実 ・強化

5.電 気通信システムの高度化により、大きな影響を受ける国民生活および産業界への配慮

6.国 際化への対応

V.提 言
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特 に提言の部分 では、

1、.光 ファイバ 、衛星通 信を導入 した広帯域 デ ィジタル統 合網 を構築すること

2.衛 星 通信の利用の促進 を図ること

3.全 分 野に競争原理の導入を図ること

4.標 準 化 を推進 すること

5.研 究 開発体制 の整備 を図ること

6.情 報 通信産業 の充実 ・強化 を図 ること

7.デ ー タベースの構築 を図ること

8.料 金 の遠近格差の是正に向けて努力すること

9.法 制 度 の整備 を図 ること

などを提言している(詳 細は7部3参 照)。

また通商産業省においては、昭和57年度末に産業構造審議会情報産業部会に 「情報化の健全かつ円

滑な進展を図るための基盤整備の具体的方策の在り方いかん」に関 して諮問し、現在 この諮問の一環

として、ニューメディア小委員会を同部会に設置し、ニューメディアの基盤整備の具体的方策のあり

方について検討中である。

同小委員会は現在、検討のフレームとして、

1.ニ ューメデ ィアの範囲

H.検 討 の基本的前提

1.ニ ュ ーメディアの位置づ けと将来像

2.ニ ュ ーメディアのわが国産業 の社会 に及ぼす影響

In.ニ ュ ーメデ ィアの健全 な発展の方 向と施策 の在 り方

1.検 討 の視点

2.具 体 的検討課題

(1)情 報 の収集 ・作成部門

(2)情 報 の処理 ・加工部門

(3)情 報 の伝送部門

(4)情 報 の利用部門

(5)ニ ュ ーメデ ィア関連機器、ソフ トウェア産業

(6)標 準 化

(7)国 際 的展開
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2-1-2表 内外 の 主 な ニ ュー メ デ ィアの 現状(1)

分 既 二

類 存
ユ

伝 分
メ

デ

[

メ 日 本 の 状 況 海 外 の 状 況 主な機能サー ビス

、、' 配 デ
送 形 イ イ

系 態 ア ア

●BS(実 験 用 放送 衛 星 「ゆ り」 ●ATS-6号(米 国 、1974年 ● 多チ ャネ ル

1978年 打 上 げ) 打上げ) ●高精細度テレビ

片 衛
●BS-2a(1984年 打 上 げ 予

定)

●STC計 画等(米 国で多数計

画中)

●難視聴対策

●有料 テ レビ(ペ イ テ レ ビ)

ラ
星

●BS-2b(1985年 打 上 げ 予
,

定)

●ANIK-A1号(カ ナ ダ 、

1972年 打 上 げ)
●非常災害対策

●BS-3(予 定) ●ANIK-C1号(カ ナ ダ 、
無 ジ

放 1982年 打 上 げ)

オ
●TDF-1(フ ラ ン ス 、1985

放
送

年打上げ予定)

方 送
●TV-SAT(西 ドィ ッ 、

1985年 打上げ予定)
・

テ

その他

レ
●文字多重放送(1983年10月 ● シ ー フ ァ ッ ク ス(英 国 、 ●情報提供

テ
3日 開 始) 1976年 本放送開始)

●聴力障害者向け字幕放送
ビ レ

テ
●オ ラ クル(英 国 、1981年 広

放
キ

告放送開始)

向 送 ス ●ア ン テ ィオ ー プ(フ ラ ン ス 、

線 ト 1979年 本放送開始)

その他

加
入
●特に大きな動きはない q米 国 で局 が27(1982.7)、 加 ●有料 テ レ ビ(ペ イ テ レビ)

テ 入 契約 数120万(1981.11)と

ヒ もい われ てい る

●CS(実 験用中容量静止衛星 ●SBS(米 国 、1980年1号 打 ●高密度通信(高 速データ通

「さ くら」1977年 打 上 げ 上げ) 信 、テ レビ会 議 等)

双 衛 、

●CS-2a(1983年 打 上 げ) ●ウ ェス ター(米 国 、1974年 ●災害対策用通信

●CS-2b(1983年 打 上 げ) 1号 打上げ) ●離島通信

星 ●CS-3(予 定)
●RCA-Satcom(米 国 、1975 ●臨時通信

系
方

年1号 打上げ) ●同報通信

● コム ス ター(米 国 、1976年 ●移動通信
通 1号 打上げ)

●TELECOM-1(フ ラ ンス 、

向 信
1983年 打上げ予定)

●ECS(欧 州 、1983年 以降 打

上げ予定)

＼
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2-1-2表 内外 の 主 な ニ ュ ーメ デ ィア の現 状(2)

分 既 二

類 存
ユ

1

伝 分

メ

デ
メ 日 本 の 状 況 海 外 の 状 況 主 な機能サー ビス

送 配
形
イ
デ

イ

系 態 ア ア

●CATVの 許可施設数 〈米 国 の状 況 〉 ● 多チ ャネル

片 (57年 度 末) ●CATV施 設数(1981年)
●自主放送

C C 384施 設 約4,300

A A ●CATV受 信契約者数
●有料 テ レ ビ(ペ イ テ レビ)

方
T T

(1983年)

約2,200万

○難視聴対策

●高精細度テレビ

V V (加入率約37%)

向 ●衛 星 に よ るCATV局 のネ ッ

トワー ク化

有

●キ ャプ テ ン ●プ レ ステ ル(英 国 、1979年 ●情報検索
双

方
電 ビ

1979年 実 験 開始

(1000端 末)

商 用 サー ビ ス開 始)

13,000端}末(1982.9現 在)
● ゲ ー ト ウ ェ イ ・サ ー ビ ス

向 信

デ

オ
1981年 第2期 実 験開 始 ●テ レテ ル(フ ラ ンス 、1981

(2000端 末) 年より実施サービス開始)
一

電 ・

ア 1984年 商用化の予定 2,500端 末

線 ツ
話
回
線 電

ク

ス

●VRS

l977年 実 験開 始
○ビル トシル ム テ キ ス ト(西

ドィ ッ 、1980年 よ り実験
タ
イ
プ
話 等

(広帯域伝送路により動画

の送信が可能)
サー ビ ス開 始)

7,000端 末
)

その他

双至
言活 電 テ

● 日本語 テ レテ ッ クス ●1980年CCITT ●文書通信

方ナ 信 レ 1983年 標準方式郵政省 欧文 テ レテ ッ ク ス標準 化
一' 1

, ツ
糸
向 タl
liI
電 ク 告示 ●西 ドイ ツ 、 ス ウ ェ ー デ ン 、

穆 話 ス カナダ等でサービス実施

双
方9 OHトOVIS ●キ ュー ブ(米 国 、1977年 サ ● 多チ ャ ネル
向
(
広

1978年 実 験 開始
丁

一 ビ ス開 始)
●自主放送

帯 方 (約170端 末 、光 フ ァイバ 加 入数 約40,000戸
域
画

向
C

一 ・ケ ー ブ ル) (上 りは信号のみ)
●有料 テ レ ビ(ペ イテ レ ビ)

薗 A 上 り、下 りと も映 像 を送 ●情報検索

夢
T

V
ることのできる完全双方 ●高精細度テレビ

イ
向CATV

フ. ● ゲ ー トウ ェ イ ・サ ー ビ ス
)
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2-1-2表 内外 の 主 な ニ ュー メデ ィアの 現状(3)

分 既 1二

存
ユ

1メ

伝

送

分
配
形

デ

イ

メ

デ

イ

日 本 の 状 況 海 外 の 状 況 主 な 機 能 サ ー ビ ス

系 態 ア ア

努 ●INS ●テ レマ テ ィー ク構 想(フ ラ ●情報処理

皇 ン ス) ●情報検索
ア 1

膓 S

●シ ステ ム ×計 画(英 国)
●遠隔制御

z ●電子 メー ル

統 D

合 ●超高 速 フ ァク シ ミ リ
網 N

孝
●テ レ ビ会議

ご ●その 他

(8)ニ ューメデ ィアの適切 な発展 を図るための組織体制

を設定 し、中間と りまとめのための審議を進 めている。

2-1-2表 は 内外の主なニューメディアの現状を示 したものである。
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第2章 ソフ トウェア流通について

1ソ フ トウ ェア流通 概 論

1969年10月 、北大西洋条約機構科学委員会 の席上 で、 ソフ トウェア危機(SoftwareCrisis)な る こ

とばが用 い られて以来 、コ ンピュー タ社会 にお ける主要な問題 はソフ トウェア危機だ、とす る考 え方

が広 く世界 に行 きわたった。

危機は何事 につ け、短命 であって、 さもなければ社会の変革 のような事件 が起 きる、というのが常

識 である。 と ころがソ フ トウェア危 機 だけは、以来す でに15年 を経過 し、な お生 き長 らえている変

わった存在 である。その正体 も近年 になっては明快 に説明できる姿 をとっているとは思えない。

具体的な社会現象が起 きていない、 とい う弱点 はあっても、どうやら、ソフ トウェアは脱工業化社

会の要であ り、情報的職業 の占め る率が急速 に上昇 しつつ あって、この分野 における生産力不足が社

会 の発展の妨 げになる可能性 がみえて きた、というダニエル ・ベルの所説は大方の受 け入 れるところ

となったかにみえる。

ソフ トウェア問題解決の緒 は、3項 目に分類 できる。

●ソフ トウェアの流通 を促す ことによる、 ソフ トウェア資産の利用効率の向上

●ソフ トウェア工学 の研究 ・開発 による生産性 ・品質の向上

●人工知能等の新技術の発明 ・発見 を推進することによる、問題 の抜本的解決

人工知能 などの新技術 については、基礎的な研究の進展 とともに、問題解決の可能性がみえてきた

段階にある。 しか し、いつ 、どんな形 で実用化 されるだろうか、 という点 については、発見的進歩が

求め られるだけに、だれ にも予測ができない。 ソフ トウェア問題 を考 えるにあたって、忘れてはなら

ない分野 であるという指摘 をするにとどめる。

ソフ トウェア工学の実用化 は、現在最 も力が注がれている分野 である。とはい って も、エ ドガ ・ダ

イクス トラが 「"GOTO"文 は有害 だ」 という有名 な論文 を発表 してか ら約16年 経 って しまった。多

くの実用 的手法が開発 され 、それを組 み合 せてソフ トウェア開発環境を形成 する技術 開発が行 われて

いる段階である。一歩一歩改善 されてきているものの、この方向が きわめてゆるやかな革新 とい う形

をとることが、ほぼ明 らか になって きた。

ソフ トウェア流通の特徴 は、問題 に対する即効性にある。汎用化 に成功すれば、多数の利用者 は、
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全 く開発作業 をな くす ことがで きる。欧米、特 にアメ リカでは、ソフ トウェア産業の売上 の過半 を、

汎用 ソフ トウェア製 品が占め るまでに成長 している。 なぜかわが国 にお けるソフ トウェア流通の展開

は遅 れて いる。本稿 は、流通の現状 、環境等 を、データを中心 に明 らかにすることを目的 とす る。

A流 通環境

わが国の コ ンピュー タ ・ユーザー は、1社 当 たり約1,000本 の プロ グラムを抱え ている(1980年 現

在)。 保有本数 は1977年 か らの4年 間 に50%以 上 増加 している。 しか し設置台数の85%が 買 取4,000万

円 以下の システムであることを考えると、中 ・大型機ユ ーザーはたいへんな数 のプログラムをもって

いることになる。そ して最近 の増加率 を参考 に して、全 プログラムを新製するに要す る期 間を推定す

ると、11年 強 となる。現実 にはアプリケーシ ョンの寿命 は2-・4年 だろうか ら、ソフ トウェア技術者

の作 業時 間の大部分が保守 ・改善 に向け られて いる実情 がわかる。

2-2-1表

ア プ リケ ーシ ョン ・

プ ログ ラム 保有 状 況

年 度 1977 78 79 80

対 象 企 業 数(社) 5,224 5,496 5,472 5,667

プログラム本数(千 本) 3,647 4,635 5,302 6,037

平 均(本/社) 698 843 969 1,065

〈出所 〉 情報処理実態調査

新規開発能 力が著 しく不足 してきているの は明 らかであるが、対応策 としては欧米型のソフ トウェ

ア購入 とい う方法 はとられていない。2-2-2表 の 「業種別 ・コンピュー タ経費月額平均」 に明 ら

かなように、 プログラム購入費 は総予算 の0.5%に す ぎない。 ソフ トウェア関連の費用 は人件費(自

社開発の場合)と 、外注費(外 注 開発の場合)に 含 まれるが、それ らとの対比 において も、購入率 は

1.9%、3.8%に す ぎない。

原因 を探 るのは本項の 目的ではないが、情報処理実態調査の中に、当該年度に新 しく保有 したプロ

グラムの開発分担 がまとめ られているので紹介 してお きたい。2-2-3表 に よれば、比重は年 々低

下傾 向にあるとはいえ、ソフ トウェアの最大 の供給者 は電算機 メーカー、すなわちメイン ・フレーマ

であることがわかる。第2位 はいわゆる自社 開発で、 これが約3分 の1を 占め るが、やはり減少傾 向

にある。 そ して問題 とされ るソフ トウェア製品は 「購入 または賃借」 として示 されてお り、1980年 で

5%と な って いる。数字 はきわめて小 さいが、ここ4年 間で47%も の成長 を遂 げている点 に注 目した

い。

2-2-3表 か らは、ほかに も種 々の興 味深 い情報 を読 み取 ることができる。メイン ・フレーマが
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2-2-2衷 業 種 別 ・コ ンピ ュ ー タ経 費 月額 平 均 (単 位:千 円)

経 費 名

薬種 別
回 答 数 人 件 費 機械設備 消 耗 品 外 注 費

外注費の内

プログラム

購 入 費

そ の 他 総 計

一次産業計
金額

(%)

4
2,940.8

(12.5)

11,768.8

(50.2)

2,770.8

(11.8)

4,727.5

(20.2)

180.3

(0.8)

1

1,237.5

(5.3)

23,445.3

(100.0)
1

二次産業計
金額

(%)

474
12,582.7

(30.6)

18,513.7

(45.0)

3,223.8

(7.8)

4,969.6

(12.1)

193.0

(0.5)

1,859.4

(4.5)

41,149.2

(100.0)

三次産業計
金額

(%)
517

9,317.2

(22.7)

19,513.6

(47.5)

3,556.8

(8.7)

5,544.4

(13.5)

255.8

(0.6)

3,133.0

(7.6)

41,065.0

(100.0)

公 務 計
金額

(%)
71
7,416.7

(24.4)

15,404.5

(50.6)

1,784.6

(5.9)

4,695.3

(15.4)

50.9

(0.2)

1,116.6

(3.7)

30,417.7

(100.0)

全 産 業計
金額

(%)

1,066
10,618.7

(26.3)

18,766.3

(46.5)

3,287.7

(8.2)

5,229.2

(13,0)

214.0

(0.5)

2,425.3

(6.0)

1

40,327.2

(100.0)

〈出所 〉 コン ピュー タ利用状況調査

供給 してい るの は基本 プログラム(OSお よ び言語 プロセ ッサー等)で あって、その分野での比重は

80%を 超 えている。きわめて当然ととるか、ア ンバ ン ドリングの遅 れと解釈す るかは、立場 によって

異なる。

ア プリケー シ ョン、すなわ ち応 用 プログラムの分野 では3分 の2前 後 のプログ ラムが コンピュー

タ ・ユ ーザーの 自社開発に頼 っている。 しか しその比重 は減少傾 向にある
。減少分 を埋 めて いるもの

につ いて は、明確 な指摘ができる状態にはない。応用 プログラム分野でのソフ トウェア製品 は
、存在

を主張するにはやや実績不足 といってよい。製品 としてぱ基本 プログラム系のほうが健闘 している
。

自社 開発 にせ よ、外注開発 にせ よ、戦力 となるのは技術者である。 ソフ トウェア問題 は角度 を変 え

てみれば、技術者問題 となる。情報処理技術者 につ いては、いくつかの基本的問題点が指摘 されてい

る。主 なもの を再録す ると次のようにな る。

●技術的適性 を有す る者 を探 し出す方法がないにもかかわ らず、就業後の較差 は数倍 、数十倍 に達

す る。

●適切な教 育 ・訓練 を受 けた者の数が絶対的 に不足 しており
、オン ・ザ ・ジ ョブ ・トレーニ ングに

頼 らざるを得 ない。

●技術革新が激 しく、かつ急速なため、陳腐化 が激 しい。

統 計上 も、補充率 の悪 さとい う形 で表 面化 して いる。2-2-4表 に示 した ように、キーパ ン



2-2-3表

保有プログラムの開

発分担状況
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種 類 基 本 フ。ロ グラ ム 応 用 フ.ログ ラム 計

区 分 年 件 数 比率 件 数 比率 件 数 比率

77 618 3.2 5,778 30.2 6,396 33.4

78 716 3.3 6,485 30.0 7,201 33.3

自 社
79 951 3.9 7,032 28.7 7,983 32.6

80
.

676 3.0 6,455 29.1 7,131 32.1

77 8,957 46.8 1,152 6.0 10109
,

52.8

78 10,174 47.0 1,353 6.3 11527, 53.3

電 算 機 メ ー カ ー
79 10,482 42.8 1,805 7.3 12287

, 50.1

80 9,867 44.4 1,331 6.0 11198, 50.4

77 297 1.6 486 2.5 783 4.1

78 306 1.4 601 2.8 907 42
ソ フ ト ウ ェ ア 会 社

79 462 1.9 884 3.6 1,346 5.5

80 426 1.9 816 3.7 1,242 5.6

77 265 1.4 589 3.1 854 4.5

自 社 の共 同

電 算機 メー カー

78

79

291

410

1.3

1.6

607

824

2.8

3.4

898

1,234

4.1

5.0

80 325 1.5 670 3.0 995 4.5

77 66 0.3 279 1.5 345 1.8

78 51 0.2 310 1.4 361 1.6

自 社 の共 同

ソフ トウェア会 社
79 95 0.4 458 1.9 553 2.3

80 76 0.4 453 2.0 529 2.4

77 369 1.9 293 1.5 662 3.4

78 425 2.0 317 1.5 742 3.5

購 入 ま た は 賃 借
79 626 2.6 472 1.9 1,098 4.5

80 669 3.0 446 2.0 1,115 5.0

77 10,572 55.2 8,577 44.8 19,149 100.0

78 11,963 55.3 9,673 44.7 21,636 100.0

計
79 13,026 53.2 11,475 46.8 24,501 . 100.0

80 12,039 54.2 10,171 45.8 22,210 100.0

〈出所〉 情報処理実態調査
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2-2-4衷

要員の補充予定およ

び補充達成状況

(畿2)

区
分漣 シ ス テ ム

エ ン ジニ ア
上 級

プロ グラマー

初 中 級

プログラマー
オペ レー ター

キーパ ンチ ャ
ー等

実

員

数

51 15,541 15,887 17,313 18,821 29,681

52 17,490 17,607 17,505 19,336 28,359

53 20,495 19,142 18,949 20,855 29,531

54 21,119 20,537 19,277 21,073 28,683

55 21,569 19,814 19,326 19,367 26,143

補

充

所

要

数

51 642 693 3,167 2,070 3,915

52 818 735 3,651 2,118 3,061

53 659 810 4,484 2,027 2,981

54 685 723 3,730 1,832 3,089

55 836 988 4,489 2,084 2,841

補

充

達

成

数

51 292 242 2,298 1,436 3,203

52 328 199 2,489 1,460 3,246

53 217 368 2,532 1,379 2,401

54 215 222 2,665 1,240 2,342

55 288 334 3,165 1,196 2,133

達

成

率

%

51 45.5 34.9 72.6 71.1 81.8

52 39.5 27.0 68.2 68.9 76.6

53 32.9 45.4 56.5 68.5 80.5

54 31.4 30.7 71.4 67.7 75.8

55 34.4 33.8 70.5 57.'4 71.6

〈出所〉 情報処理実態調査

チャーなどを除けば全体として所要数は充足されておらず、ことに上級プログラマー、システムエン

ジニアなど、適性、訓練、経験を兼ね備えなければならない機種では非常な人手不足をきたしている。

ソフ トウェアの開発は、比較的特定 した段階に集中的にマンパワーを必要とする。情報化の初期に

は、所要最大数の人員を社内で調達することが普通だった。情報処理の新鮮さと、処理需要の急激な

伸びが、超過人員の存在を許さなかった、ということができる。ところが低成長経済の時代に入って、
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どの企業 も減量を志 し、かつ外注化 が推奨 されるよ うになると、 コンピュー タ関係 も例外 ではい られ

な くなった。外注 化 は必 然的 に受 託側 の情報 産業(情 報処 理サ ービス業 、ソフ トウェア業、 デー タ

ベ ース提供業等)の 発展 を促 した。2-2-1図 は情報処理振興事業協会 の調査か ら、主要400社 前 後

の集計をまとめた ものである。数千社 あるといわれる業界で はあるが、別途行 われている特定サ ー ビ

ス業実態調査 の結 果(年 間売上8,000億 円)と 比 べて、カバ レッジは約65%と 高 い。前者 は汎用 プロ

グラムに関す る経営上 の実態分析 を行 っているので、ここに掲載することと したい。

2-2-1図iP

情報処理産業売上高 億
推移 巴

500

400

300

200

100197879

〈出所〉 情報処理 産業経営 実態調査

80

情報処理産業

合 計

情報処理

サービス業

ソフ トウェア 業

81(年 度)

＼
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2-2-1図 か ら明 らかな ように、ソフ トウェア業の成長 は著 しく、早晩、情報処理サ ービス業 と

肩 を並 べるものと思 われる。当該産業全体 をみても、1982年 の総売上高は9,000億 円 を超 えた(特 定

サ ービス業実態調査速報)。

急速な成長 を続 けるソフ トウェア業の中でも、汎用 ソフ トウェアの売上 は非常 に少ない。3%前 後

を低迷 している。 しか し成長率 はきわめて高 く、1978年 か ら1981年 までの平均成長率は、年間20%以

2-2-2図

ソ フ トウ ェア 業 に お

け る業務 別 売上 高

(億 円)
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2-2-5表

プ ログラム 流 通の 各

国比 較

日 本 ア メ リカ イ ギ リス ド イ ツ フ ラン ス

億円 億 ドル 億 ドル 億 ドル 億 ドル

ソ フ ト ウ ェ ア 産 業 1,289 40.9 7.5 8.7 15.8

う ち *

ソフ トウ ェア ・プ ロ ダ ク ト 49.5 21.7 2.3 3.3 4.3

(3.8%) 佃.1%) (37.3%) (37.9%) (27.2%)

そ の 他 1,239.5 19.2 4.7 5.4 11.5

(96.2%) (46.9%) (62.7%) (62.1%) (72.8%)

〈出所 〉 情報処理産業の現状

〈資料>L米 、英 、独 、仏については 、米国INPUT調 査(1980)

2.日 本 は特定サー ビス業 実態 調査(1979)

〈注 〉*日 本のソフ トウ ェア ・プロダク トの流通量 は本調査 に基づ く試算値であ る

上 である。ソフ トウェア受託開発 の年率27%、 ハ ー ドウェア販売 の年率23%に 次 ぐ位置にある。

通産省の 「情報処理産業の現状」 とい う資料 に、 この間の事情 の各 国比較 を行 った資料がある。2

-2-5表 「プログラム流通 の各国比較」 によれば、ソフ トウェア産業 の年 間売上 高に ソフ トウェ

ア ・プロダ ク トが占 め る割 合 は、わ ずか に3.8%(1979年)で あ る。 これ に比 べ て、 アメ リカの

53.1%は 別 格 と して も、イギリスが37.3%、 ドイツが37.9%、 そ してフランスが27.2%と 、 いずれ も

日本の実情 とは一桁違 う実態が浮 き彫 りにされている。

コ ンピュー タ利用での彼我 の差 は大 きくない、というコンピュータ ・ユーザー側の意識 か らすると、

2-2-5表 の デー タを単 に時間的遅 れ とい ってか たづ けることはできない。商売上 か らす ると、

"買 い手"す なわ ち需要 が顕在化 しないため に
、"売 り手"す なわ ち販売業者が育 たず、市 場 も成立

しな い、 というス トー リーになるが、 これは現象論である。アンバ ン ドリングの遅 れなど、環境の未

熟 な点 もあろう。 しか しそれ にも増 して、供給者側 には汎用化技術 の開発、利用者側 には汎用 ソフ ト

ウェアの利用技術の体得が望 まれ る。

Bソ フ トウェア流通市場

売上高 は少 なくて も、成長率が高い という事実が示すように、わが国でも汎用 ソフ トウェア製品の

市場が成長 しつつ ある。汎用 コンピュータ分野の ソフ トウェア需要 の成長 はハ イペースで続いてお り、

これにマ イクロ ・コンピュータ応用、パ ソコ ン ・ソフ ト需要が加わって、ソフ トウェアに対す る需要

が急激に膨張 したのが主 因であろう。

汎用 コンピュータに対 するソフ トウェア製品市場の詳細 な公的調査資料 は入手 できなか ったので、

製品別普及数 とい ったデータは他の資料 に譲 ることとして、供給側 か らの状 況を明 らかに しよう。

1979年7月 か ら、汎用 プログラムの流通 を促進す ることを目的 として、汎用 ソフ トウェア開発準備
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2-2-3図
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1979 80 81 82(年 度)

科学技術計算用プログラム

生産用プログラム

流通サービス用プログラム

経営計画管理用プログラム

特殊情報処理検索用プログラム

社会開発用プログラム

ソフトウェア開発 ・管理支援プログラム

言語 プ ロセ ッサ ー

通信制御プログラム

制御プログラム
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金制度 が税制上の特別措置 として設 け られ てい る。年度 によ り多少の差異が あるが、汎用 プログラム

として情報処理振興事業協会 に登録 されたプログラムの販売 、付 帯サー ビス等 による売上の35%を 準

備金 として積 み立てる ことが認 められる。準備金 は4年 据 え置 き、4年 均等取 り崩 しと定 められてお

り、開発先行型の汎用 ソフ トウェア事業 にとっては資金繰 り上 、たいへん有利 な制度である(数 字 は

1982年 税 制 による)。 国産汎用 ソフ トウェアの市販 を業 とする場合 には、ほとんどすべての場合 に、

この制度が利用 されて いる と考 えてよか ろう。

有効な登録数 は1979年 の647か ら始 まって、1982年 度 末には2,938に 達 している。増加率 は、1982年

にや や鈍 っているが、1983年 に反転 する可能性 もある(2-2-3図)。

2「・2-4図
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登録 されてい るプログラムで最 も多 いものは言語 プロセッサーで691本(23.5%)、 第2位 は ソフ ト

ウェア開発 ・管 理支援 プロ グラムの510本(17.4%)で あ り、基本 プログラム系 が48 .6%、 これにソ

フ トウェア開発 ・管理支援系 を加えると66%と な って圧倒的である。応用 プログラムでは経営計画 ・

管理用 プログラムの369本(12.6%)、 科 学技術計算用 プログラムの274本(9.3%)が 主 たるもので、

応用 プログラム全体 では34%と な る(1982年 度 末)。

販売収入がなければ登録 して も意味がないので、登録 されたプログラムは少なくとも販売活動の対

象 とされていると考 えて よかろう。 アメリカに比べれば決 して大きな数字ではないが、わが国の汎用

ソフ トウェア市場 も着実 に成長 しつつある、といえるひとつの兆候 であろう。

流通 だけを目的 と した制度 ではないが、同一 プログ ラムを利用 することによって、手続 き上 の簡素

化 を図っているものに、日本建築セ ンターの電算 プログラム評定制度がある。

評定 は、プログラムの内容 について論理上、 コーデ ィング上 の妥当性 、プログラムの課用 に対する

対策 、 システム運用面 での対策 などについて行われ る。適切 と評定 され たプログラム(お よび使 用

者)に 対 しては評定書が発行 され、その プログラムを使用 した場合には法令上定め られている必要書

類の一部が提 出免除 される。

建築計算 に関係す るプログ ラムなので、法令で定 め られてい る計算手順 を守 っていること、および

結果が妥 当であること等が基本的要件 となるが、使用環境 についても厳格 な条件が付加 される。すな

わ ち1プ ログラム を使用 できる会社等 の環境条件 も含 めて、評定対象 とされるのである。

最近有効 とされている評定 プログラムは約30件 で ある(1982年6月 現在)。

情報処理振興事 業協会 は情報産業育成 のために、1970年 以 来 、汎用 ソフ トウェア製品の委託開発、

普及 を事業 として行ってきた。特定 プログラム制度 と呼ばれている事業 である。発足当初 は唯一の汎

用 ソフ トウェア制作 ・販売者 として、昨今で も主要な製品供給者 としての地位 を占めている。事業 の

推移 を2-2-5図 に示す。制度の変動などのため、単調増加的な姿 にはなっていない部分 もあるが、

全体 と して非常 な上昇傾向にある。開発対象が一般と競合 しがたい中 ・大型 ソフ トウェアであ ること

を考え ると、対象ユ ーザー数 が限定 されるため、普及件数その ものは急激 な上昇傾向にはない。参考

までに、販売件数10件 以上 の特定 プログ ラムの普及状況 を一 覧表 と して載 せることとする(2-2-

6表)。

これまでの数字 や環境か らは汎用 ソフ トウェア市場の外 国なみの発展 を予言することは困難 であ る
。

しか しソフ トウェア流通の主役 になろうとしているパ ソコン ・ソフ ト市場がある点 を見過 ご してはな

るまい。

2-2-6図 はパ ソコン ・ソフ トウェアの分野別製品点数 を表 したものである。パー ソナル ・コン

ピュー タに関 する調査(日 本電子工業振興協会)は 、主 として供給側の提供件数 を調べていて、今ま

での小論 の内容に はよくマ ッチ している。約2,000件 の うち、基本 ソフ トウェア(S/W)が 多 いのを
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〈出所〉 情報処理振興事業協会報

別 にすれば、 ビジネス用 が群 を抜 いてお り、これにゲーム関係(422)が 続 く。前者 をOAの 先 駆的

インジケータ、後 者をホーム ・エ レク トロニ クス市場 とみ ることができる。

2-2-7表 に 同 じ調査 からプログラムの流通状況 をまとめた。販売数量の面 では基本 ソフ トウェ

ア とゲームが群 を抜 いている。一方 ビジネス、技術計算 といったオーソ ドックスな分野 には今ひとつ

関心度が低い感 じを受 ける。

いずれ に して もパ ソコ ンの世界で はソフ トウェア流通 は十分成立 しており、汎用 ソフ トウェア製品

市場 のよき前 兆 となっているので はないかと思われる。
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2-2-6表 特定 プ ロ グラム 普 及状 況(1)

順位 特定プログラム名 概 要 完成
年度
販売
件数 主 ユー ザ ー 名

1
FORTRAN・H

(小 型機用FORTRAN)

JIS水 準5,000に 準 拠 した 言 語 仕 様 をも

っ た小 型機 用 のFORTRANコ ンパ イラ
49 77

日本事務器㈱

商業高校、郵政省ほか

2

AUTOREPAIR

(中 小 サー ビス 業 向け フ

ロ ン ト ・シ ステ ム)

中小サービス業におけるサービスの質的

向上および作業の迅速化を目標にサービ

ス履歴の管理、日報、月報の作成、売掛

金管理業のフロント業務の合理化、省力

化を図るプログラム

54 48 大和 自動車ほか

3

FEMIS

(会話型有限要素法デー

タ生成システム)

構造解析プログラム用の入力データを自

動作成し、特に研究、設計業務の中で構

造解析作業の効率化を図るグラフィック・

デ ィスプレイを使用するオンライン会話

型システム

53 38

石川島播磨重工業㈱

関西電力㈱

松下電器産業㈱ほか

4

FEMOS

(会話型有限要素法ポス

トプロセッサー)

グ ラ フ ィック・デ ィスプ レイ を用 い て、有

限要 素 法 プログラムの解 析 結 果 を管理 、抽

出、 図 化 、作 表 し、安 定評 価 を迅 速 、 的

確 に行 え る よ うに した オ ンラ イ ン会話 型

シス テ ム

54 35

新 日本製鉄㈱

東京瓦斯㈱

関西電力㈱ほか

5

COMDESIGN

(ス タン ドア ロ ン型 自動

製図 シ ステ ム 用 プ ロ グラ

ム)

クロス ワイヤー 方 式の 高速 デジ タイザー ・

プロ ッター をハー ドウ ェア と して用 い た対

話 型 の 製図 シ ス テム 用 プ ロ グラム で 、図

形 の定 義 、保 存 、操 作 、作 図(拡 大 、縮

少 、抽 出)お よ び部 品 化登 録等 の機 能 を

有 す る シス テム

55 29 協和発酵工業㈱ほか

6

COBOL

FLOWCHARTER

(COBOLフ ローチ ャーター)

COBOL言 語 で書 か れ た ソー スプ ロ グ ラ

ム か ら標 準 的 な フロー チ ャー トを作 成 す

るプ ロ グラ ム

47 25

静岡県庁

大阪府警察本部

足立、杉並区役所ほか

7
STAR

(半導体試験管理

システム)

複数の半導体試験器を集中管理し、新半

導体の開発、試験コストの軽減、品質の

向上を図ることを目的として、試験プロ

グラムの管理、入出力周辺機器の制御、

データの解析処理を行 うプログラム

54 20 沖電気工業㈱ほか

7

ADAPT

(汎 用 フ ァイル 編 集 プ ロ

グ ラム)

一般 事 務 処理 シ ステ ム の省 力 化 を図 るデ

ー タ処 理 用パ ッケ ー ジ で 、簡単 な制 御 文

を作 成 す るこ とに よ り、デー タ転送 、演

算 、集 計 、抽 出 な ど を どん な フ ァイル へ

で も容 易 に行 え るプ ロ グラ ム

56 20
㈱高島屋

呉羽化学工業㈱ほか

9

HIDOC

(ハ イア ラー キ ドキ ュメ

ン トラ イ タ ー)

COBOL言 語で書かれたソースプロ グラムから

デバ ック、保守お よびプ ログラム構造の分析

評価等 に有用な10種 類の ドキ ュメン トやチャ
ー トを提 供 し、 さらに 、不統一な書式で記述
されたCOBOLソ ースプロ グラム をユーザー
の標準的 な書式に変換す るプ ログラム

53 18 日本生命保険(株)ほ か
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2-2-6表 特 定 プ ログ ラム普 及状 況(2)

順位 特定プログラム名 概 要 完成
年度
販売
件数

主ユ ー ザー 名

10

WINGS

(卸商業団地総合情報シ

ステム)

卸商業団地の組合員企業 と事務局の営業、

管理事務および財務管理事務の処理に必

要なプログラムをパラメーター方式によ

リジェネレー トするプログラム

50 15
日本電気情報サービス

㈱ほか

11

TEMSIS

(ト ー タル エ ネ ル ギー 管

理 シス テム)

自家発電の効率的運用、プロセス蒸気の

節減、排熱回路再利用等用役エネルギー

の発生、供給の合理化を図るコンピュー

タによる運転管理システム

53 13

日本合成ゴム㈱

三菱化成工業㈱

帝人㈱ほか

12

FORTRAN

FLOWCHARTER

(FORTRANフ ローチャーター)

FORTRAN言 語 で 書か れ たソー ス プ ロ

グラ ムか ら標 準 的 な フ ロー チ ャー トを作

成 す るプ ロ グ ラム

49 12

日本国有鉄道

大阪府庁

富士通㈱ほか

12

MASAP

(工作機械構造解析プロ

グラム)

工作機械の設計図面から、静剛性、動剛

性、熱剛性等の特性を、有限要素法を用

いて高精度かつ効率的に解析計算を行う

プログラム

50 12 日本機械学会ほか

12

SHORTHANDCOBOL

(シ ョー トハ ン ド

COBOL)

COBOLの もつ ドキ ュ メ ン トと しての有

用性 を生 か しつ つ 、 コー デ ィン グやパ ン

チ 等 の作 業 の省 力 化 をめ ざす もの で、 略

記 法や 省 略 法に よ り短絡 化 して記 述 され

たソー ス プ ロ グラ ム を入 力 と して 、通常

のCOBOLソ ー ス プ ロ グ ラム を生 成 す る

COBOLプ リプ ロ セ ッサ ー

51 12 中国電力㈱ほか

15
COMPACT

(住民情報生活システム)

地 方公 共 団体 の 住 民記 録 、住 民税 、国民

年 金 、国 民 健康 保 険等 の 業 務 を処 理 す る

プ ロ グラ ム で あ り、マ ス ター フ ァイ ルの

デー タベ ー ス化 を図 る こ とに よ り、即時

性 、正 確性 等 現状 の ニー ズに十 分 対 応 で

き るシス テ ム

48 10

.

㈱南日本情報処理セン

ターほか

15

DPS

(ダ イ ナ ミ ッ ク ・プ ロ セ

ス ・シ ミ ュ レ ー シ ョ ン)

化 学 プロ セ スの 変 化 を動 的 に シ ミュレー

トす るプ ロ グ ラム のTSS化 を図 る こ とに

よ り、TS端 末か ら会話 形 式 で デー タの

入 出 力 、修正 お よび再 実 行 を行 うこ とが

で き、即 時性 、操 作性 の 向 上等 をね らっ

たシ ステ ム

49 10 住友化学㈱ほか
F

15

BFORTRAN

(FORTRAN用 機 能拡

張 パ ッケー ジ)

FORTRANに 事務処理に必要な機能を

付加し、適用分野の拡大およびプログラ

ミングの能率向上を図るプログラム

51 10
㈱ 日本 ビ ジネ ス コ ンサ

ル タン トほか



48第2部 特 集

2-2-6図

パ ソ コ ン ・ソ フ トウ

ェア流 通 状況

2-2-7表

パ ソ コン ・ソ フ トウ

ェア流 通 動 向
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基本S/W,ビ ジ ネス 家 庭 ・教育 ゲー ム

パー ソナル ・コンピュー タに関す る調査

技術計算 計測 その他

分類 基本ソフ
販売
数量 トウ ェア

ビ ジネ ス 家庭 ・教育 ゲ ー ム 技術計算 計 測 そ の 他

10,000

本以 上
8件 0 0 15 0 0 1

10,000

～ 14 0 2 1 0 0 0
5,000

5,000

～ 13 6 20 40, 11 0 2
1,000

1,000
～ 10 15 10 2 12 0 4
500

500

～ 15 30 15 8 25 1 19
100

正00

～ 49 48 12 9 12 3 14

〈出 所 〉 パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュー タ に関 す る調 査

2 ソ フ トウェ ア ・プロ ダ ク トの活 用

60年 代 の後半 に本格化 してきたわが国の情報化は、70年 代 の高度経済成長期 の波 に乗 って着実 に定

着 し、いまやコンピュー タの普及ではアメ リカに次ぐ世界のコ ンピュータ大国へと成長 した。
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この コンピュータの 目覚 ま しい普及 は、エ レク トロニ クス技術の飛躍的 な進歩 と これに伴 うコン

ピュー タの低価格化 に起 因す るところが大 きいが、一方 、コ ンピュー タの運用 ・活用面 において は

ハ ー ドウェアにみ られるほどの技術進歩 はみ られず、依然マ ンパ ワーに依存す る部分が大 きいのが現

状 である。

オイル ショック以来の経営の減量化 と本格的な経済低成長時代 を迎えて、企業間競争はいっそうの

激 しさを加 え、経営効率化の要請 は企業 に とって切実 な ものが あり、 これ にオ フィス ・オー トメー

ション機器 の普及 と通信技術の進歩 が加 わって、 システム化ニーズはますます高度化 ・多様化の一途

をたどっている。

一方、 このニーズに応 えるべ きユーザ ー企業の コンピュータ部 門は、 コンピュータの導入歴 、企業

規模の大小、業種 などによってそれぞれ事情 は異 なるものの、多 くの企業 では限 られた人員 と予算の

中で高齢化 が進 む要員 と膨大 な既存 システムのメ ンテナンスを抱 え、新 しく生 じるシステム化ニーズ

に十分に応 じきれない状況 にあるといわれている。

この ような状況 に対処するため、かつ ては自社開発 が基本であったソフ トウェアも外注化が進み、

最近で は外部 で開発 された ソフ トウェアその もの を導入 する、いわゆるソフ トウェア ・プロダク トへ

の関心 も徐 々に高 ま りをみせている。

ここでは社 団法人 日本デー タ ・プロセ シング協会 が昭和57年 に ユーザー企業 を対象に行 った 『ソフ

トウェア開発 の現状 とソフ トウェア ・プロダク トの活用 に関す る調査研究報告書』 に基づ き、ソフ ト

ウェア ・プロダ ク トの利 用状況 と今後の動 向および流通上 の問題 点 について概要 を述べ、併せて、

ユ ーザー開発 ソフ トウェアの高品化の推進 と普及について考 えてみる。

Aソ フ トウ ェア ・プ ロダク トの利用状 況

(1)利 用 の実態

ソフ トウェア ・プロダク トの概括的な利用状況 は2-2-7図 で ある。

① 現在利用 している企業 は回答企業850社 の 中で約50%の430社 で、利 用 していない企業 の420社 と

ほぼ半々の割合 になって いる。

② しか し、 この中で現在利用 して いないが以前 に利用 したことがあると答えた企業が40社(4.7%)

あ り、また一方 、利用 している企業の中でも積極 的に利用 している企業が45社(5.3%)と 少 ない。

(2)情 報 の入手経 路

現在使用 しているソフ トウェア ・プロダク トに関す る情報 の入手経路 は2-2-8表 で ある。

① 最 も多 い のが コ ン ピュー タ導入 時 にメー カー か ら勧 め られ たケー ス で、851社 の うち326社

(38.3%)を 占 め、2位 のセールスマ ンの売 り込 み147社(17.3%)、3位 の 講習会 ・セ ミナー等 の

116社(13.6%)に 比 べて非常に高い比率 を示 している。
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2-2-7図

ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ

ダ ク トの利 用 状況

80%

70%

積極 的 に利 用 して い る

45(5.3%)

利 用 した こ とは

1度 もな い

380(44.7%)

40
(4.7
%)

利 用 して いる

385(45.3%)

以 前 に は利 用 した こ とが あ る
50%

〈注〉 図中の数字は、回答件数 とその比率 を示す

2-2-8表 資 本 金別 ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ト情 報 入手 方法

情報入手
方法

回

答

資本金 数
(働

セールス

マン
カタログ 一般新聞 業界新聞

COMP

・雑誌

COMP

機 関誌
専門雑誌

ソフ ト年

鑑

ソ フ ト ・

シ ョー
講 習 会 口 こ み

メーカー

のすすめ
そ の 他

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率

件

数

比

率
合 計

1 卜10 27 142 6 3.2 1 0.5 3 L6 5 2.6 1 0.5 5 2.6 1 0.5 1 α5 26 13.7 4 2.1 99 52.1 11 5.8 190

2 10～30 22 14.4 8 5.2 0 0.0 6 39 3 2.0 5 3.3 10 6.5 0 0.0 5 3.3 19 12.4 6 3.9 64 4L8 5 3.3 153

3 30斗00 41 209 13 6.6 1 0.5 7 3.6 9 4.6 3 1.5 12 6.1 1 0.5 2 1.0 33 16.8 13 6.6 59 30.1 2 1.0 196

4 100以 上 43 2L8 13 6.6 1 0.5 8 4ユ 15 7.6 7 3.6 22 L2 2 LO 2 1.0 26 13.2 5 2.5 49 24.9 4 2.0 197

② しか し、資 本金別 に分析 す ると資本金 が1--10億 円程 度の企業 で は過半 数(52.1%)が コ ン

ピュータ導入時のメーカーの勧め によって ソフ トウェア ・プロダク トの導入 を決定 しているが、資

本金 が大 きくなるに従 って減少 し、 この割合 だけ新聞 ・雑誌等 の一般 的な情報の比率 が高 くなって

いる(2-2-8図)。 ・'
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2-2-8図

資本 金 別 ソフ トウェ

ア ・プ ロ ダク ト情報

入手 方 法

1--10億

10～30億

30～100億

セー ル スマ ン

カ タ ロ グ

新 聞 ・雑 誌 ・年 鑑 その他

ソ フ トシ ョー

ロ こみ

講 習会 メー カー の すす め

14.2%
'
響11弘7 52.1%

、

5.8

%

…%71,
.、バ 頸 、2・1%1

・邑 ・・3・3%・'＼ ・

14.4% 15.7%

'

12.4%
3.9

% 41.8%
`

＼'、'、 ・、 、、t＼＼ ・
、 ＼ ㌦、 ・、 ＼ 、

＼
、 ＼、 ＼>1.o%＼ ＼ 、 、

⑳・・%ピ 16.8%16.8%
6.6
% 30.1% 1

一 ＼ ＼ ＼il

li＼`1・ ・蹄2.5%;

3.3%

:1.0%

100億 以上 21.8%
6.6

%
28.0% 13.2% 24.9%

2.0%

(3)導 入の評価方法

ソフ トウェア ・プロダク トの導入 を検討するときの評価は何 によってな されてい るのであろうか。

2-2-9図

ソ フ トウ ェア ・プ ロ

ダ ク ト導 入の 検 討

(ソ フ トウ ェア ・プ

ロ ダク トを利 用 して

いない 方)

80%

70%

その他18(4.5%)

90%

過去 に 検討 は した が

導 入 に 至 ら なか っ た

201(50.6%)

60%

ソフ トウ ェア ・プ ロ ダ ク トの

あ る こ と を知 らな か った

4(1%)

利 用 を考 えた

こ とは な い

174(43.8%)

40%

20%

30%

50%
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① 回答 した企業 は850社 の 中でわずか17社 に すぎず、 いまだソフ トウェア ・プロダ ク トに対する明

確 な評価基準は確立 されていない。

② ソフ トウェア ・プロダク トの評価 は外部の専門家の意見が作用 するケースはまれで、ほとんどは

企業内 でなん らかの評価 を独 自に下 している。

③ 企業 内で使用 している評価基準 の内容をみると、いちばん多いのが他社 の使用例 や評価 を聞いて

確 かめるとい う、安全性 を重視 した追随型の評価基準 にな っている。

④ ソフ トウェア ・プロダク トの客観的な評価 に主眼が置かれていないため、結果と してソフ トウェ

ア ・プロダク トの積極的な利用に結びつかない傾向になっている(2-2-9図)。

(4)導 入状況

① ソフ トウェアの種類 か らみ た導入実績

導入 ソフ トウェア ・プロダク トの利用率 を知るために、種類別にソフ トウェア ・プロダク トの導

入本数と自社開発 ソフ トウェアとの比率 を調 べてみる(2-2-9表)。

2-2-9表 ソ フ トウ ェFJ・ プ ロ ダ ク ト本 数の 自社 開発 と導入 の比 較

ソ フ トウ ェア ・

プ ロ ダ ク ト

ソフ ト

ウ ェア の種 類

自 社 開発

の 本 数

(A)

導 入 本数

(B)

プ ロ ダ ク ト

本 数

(A)+(B)

導 入 プ ロ ダ ク ト

利 用 比率(%)

(B) ×100

㈹+(B)

1事 務 計 算 1,286,017 10,279 1,296,296 0.8

2経 営科学(OR等) 18,859 1,064 19,923 5.3

3技 術 計 算 114,791 2,784 117,575 2.4

コ ン ピュー タ室の4

運 用 管理 シス テム
23,892 3,188 27,080 11.8

5ユ ー テ ィ リ テ ィ 16,288 5,799 22,087 26.3

6DBMS・ 情 報 検索 28,348 1,292 29,640 4.4'

ソ フ ト ウ ェ ア7

開 発 ・保 守 支 援
18,147 1,665 19,812 8.4

8言 語 プ ロセ ッサ ー 486 1,727 2,213 78.0

9そ の 他 32,677 2,564 35,241 7.3

合 計 1,539,505 30,362 1,569,867 1.9
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⑥ 導入 プロダク トの利用率 は全 体と してわずか1.9%と 非常 に低い。

⑤ 利用率の高 いの は言語 プロセ ッサーの78%で 、 次いでユ ーティリテ ィの26.3%、 コ ンピュータ

室 の運用管理 システムの11.8%で 、総 じてシステム回 りのソフ トウェアの利用率 が高 い。

◎ 事務計算 については、構成比率 は最 も高いが、自社開発の保有数 自体 が多いため、プロダク ト

の利用率 は最 も低 く、わずか0.8%と な っている。

② 提供先 か らみ た導入実績

導入 したソフ トウェア ・プロダク トをどこか ら入手 したか を調べると次の とお りで ある。

③ 回答者が使用 しているコンピュー タ ・メーカーが提供 しているソフ トウェア ・プロダク トを利

用 するケースが72.4%と 圧 倒的 に多い。

⑤ しか し、 コンピュータ室 の運用管理 システムと技術計算 の分野ではメーカー提供 のソフ トウェ

ア以外 でもよ.く使 われている。

③ 有償 ソフ トウェア ・プロダク トの導入実績

ソフ トウェア ・プロダク トを有償 で導 入 して いる割合 はどの くらいあるので あろうか(2-2

-10図) 。

⑤ 有償で導入 した比率は44.8%で 、 導入 ソフ トウェア ・プロダク トの過半数はメーカーなどか ら

2-2-10図

有 償 ソフ トウェア・

プロダク トの 導 入本 線

80%

70%

0

言語 プロセッサー

2,601(20.9)

ソフ トウ ェア

開発保守支援

1,735

(13.9)

DBMS

情報検索

1,004

(8.1) ユー テ ィリテ ィ

1,956(15.7)

事務計算

4.Ol6(32.2)

30%

695

〔5.6)経 済 不斗学108(0
.9)

技 術 計 算

40%

コンピュータ室の運用管理システム

338(2.7)

〈注〉 図中の数字は 、プ ロダク ト本数 お よび構成比率(%)を 意味す る
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無償で提供 されている。

⑤ ソフ トウェア ・プロダク トの種類か らみると言語プロセ ッサー、ソフ トウェア開発保守支援
、

DBMS・ 情 報検索 に関 しては、有償 による提供 という考え方が浸透 している
。

(5)導 入理 由

ここではユ ーザ ー企業 が ソフ トウェア ・プロダク トの導入 を検討 した結果
、どのような理 由で導入

に踏 みきったか、また、逆 に導入 に至 らなかったかの理 由を示す
。

① 導入 した理 由(2-2-10表)

④ 最 も多いのが 自社開発 能力の不足分 を補 う目的 で利用 されるケースで、38.9%で あ る。

⑤ 開発能 力という意味は、技術的側面 と工数的側面があるが
、前者が27.9%、 後 者が11.0%で 、

前者が後者 をはるかに凌 いでいる。

2-2-10表 ソ フ トウ ェ ア ・プ ロダ ク トを導入 した理 由

分 類

ア ンケ ー ト項 目
自社の開発能力 経済的理由 ソフ トの機 能

ソフトや提供者に対す

る一般的情報 ・評判

1自 社開発より経済的 19.0

2自 社開発が技術的に困難 27.9

3特 殊 の 機 能 を備 えて い る. 9.4

4自 社開発では時間的に間に合わない 8.5

5自 社開発より品質がよい
5.8

6需 要が多く、自社開発では限界 2.5

7同 業ユ ー ザ ー が開 発 した ソ フ トだか

ら
0.8

8自 社 システムとの融合性 2.6

9エ ン ドユー ザ ー か らの指 定 0.6

10提 供者の評判がよい
0.7

11提 供者と特別なつなが りがある
0.9

12信 頼 で きる 人 ・機 関 の 紹 介
0.6

13有 力企業が導入している
0.6

14他 社 で利 用 し、効 果 が わか って い る
8.1

15よ ければ買うのが会社の方針 1.4

16シ ステ ム 全体 の レベ ル ア ップ
7.7

17安 価 である 0.4

18優 遇 策 が とられ て い た 0.2

19無 償 で あ る 2.3

合 計 38.9 2L9 27.5 11.7
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2-2-11表 ソ フ トウ ェア ・プ ロ ダ ク トを導 入 しな い 理 由

分類

ア ンケー ト内 容
自社の開発能力 経済的理由

ソフ トの機 能

(ハ ー ドの制 約)

ソフトや提供者に対す

る一般的情報 ・評判

1自 社 開 発の ソ フ トウ ェアで すべ て 16.7

まかなえる

2自 社開発が会社の方針で予算をと 7.4

るのが難しい

3ニ ー ズに 合 っ た ソフ トウ ェア ・プ 21.8

ロダ ク トが な い

4ソ フ トウ ェア ・プ ロ ダ ク トに関 す 10.2

る情報が少ないので判断が難 しい

5,提 供 者 の 信用 に 問題 が あ る 0.5

6ソ フ トウ ェア ・プ ロ ダ ク ト自身 の 2.3

信頼性に問題がある

7自 社に必要のない余分な機能が多 6.4

すぎる

8価 格が高すぎる 11.7

9融 通性 ・拡張性に問題がある 14.2

10自 社 の コ ン ピ ュー タで は使 えな い 6.3

もの が 多い

11ソ フ トウ ェア会 社 のPR資 料 が不 1.4

足 して い る

合 計 16.7 19.1 51.0 12.1

◎ 機能に満足 しているケースが2位 で27.5%、 次 いで経済的な面 での メリッ トを感 じるケースが

21.9%で あ る。

② 導入 しない理由(2-2-11表)

導 入 しない理由の中で最 も多いのが、ソフ トウェア ・プロダク ト自体の機能 に対す る不満 で51%

と半 数を占めて いる。この内容 は次のようになっている。

④ 自社 のニーズに合うものがない(21.8%)

⑤ 融通性 ・拡張性 に問題が ある(14.2%)

◎ 余分 な機能が多い(6.4%)

③ 信 頼性 に問題 がある(2.3%)

既 存 のソフ トウェア ・プロダク トを利用す る場合 、それ はある程度規格化 され たものであることは

まぬがれない。 このことを考え ると⑤ 、⑥、◎ の比率が高い ことは今後 の流通化の推進 を図 るうえで、

かなり難 しい問題 を示 して いるといえる。



56第2部 特 集

2-2-11図

ソ フ トウ ェア ・プ ロ

ダ ク トを導 入 して満

・ 足 した点

社 内 の
レベ ル ア ップ

123(3.4)

80%

70%

生 産 性 の向 上 に

役立.つ

719

(19.8)

要求 に対 して反 応が 速 い

42(1.2)

マニ ュア ルが よい

16(4.4)

メンテ ナ ン スが 容易

133(3.7)

対 外 的 な信 用 が高 まっ た37(1.1)

その他29(0.8)

機 旨旨カマ期 そ寺通 り

1,044(28.7)

20%

30%

・・%孝 慈ξ㌶ ∴リ6謂

サービスがよい61(L7)

(6)導 入 後の満足度

ソフ トウェア を自社開発 するのであれば、自社 のニーズに沿 ったもの ができるが、外部の ソフ ト

ウェア ・プロダク トを導入 した場合 には、どのような利点、欠点 があるのであろうか。

① 導入 して満足 した点(2-2-1咽)

ソ フ ト の 内 容 ソ フ ト の 運 用

機能が期待どおり 28.7% 生産性の向上に役立つ 19.8%

効果が期待どおり

使いやすい

10.8%

8.9%

エ ン ド ・ユ ーザ ー に対 す る

サー ビス が 向上
7.9%

標準化が進んだ 6.8%
マ ニ ュアル が よい 4.4%

メンテナンスが容易 3.7%
社 内の レベ ルア ップ 3.4%

サ ー ビス が よ い 1.7%
対外的な信用が高まった 1.1%

要求 に対して反応が速い 1.2%

コ ン ピ ュー タ ・リ ソ ー ス が
1.1%

予想 より少ない
-

合 計 60.5% 合 計 39.0%
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⑤ ソフ トウェア ・プロダク トの内容 に満足 しているの は全体 の60.5%で あ る。

⑤ ソフ トウェア ・プロダク トの運用 により業務 の改善 を図 り、その成功によ り満足 しているの は

39%と な っている。

② 導入 して不満な点(2-2-12図)

不 満 な点 は特定の項 目に集 中せず、各項 目に分散 しているが、問題 なのは 「マニュアルがわか り

に くい」 が1位 で16.7%、 「コンピュー タ ・リソースが多 くいる」が2位 で13%と な って お り、基

本的 な面 に対す る不満が上位 を占めている。 ソフ トウェア ・プロダク トを導入す る際の評価方法の

貧弱 さが感 じられ る。

2-2-12図

ソ フ トウ ェア ・プ ロ

ダ ク トを導 入 して不

満 足 な点

販 売 業者 の技 術 レベ ル

19

(1.5)

90%拡 張 性

自社開 発 シ ス テム が な い

との イ ン タフ ・一 ス4671(5・7)

(3.9)

80%機 能 変 更 に対

す る要 望 に 応 じ

ない112(9.0)

要求に対する提供者
の反応が遅い

マ ニ ュアル と内容

が あっ て いな い

マ ニ ュアル が

わか りに くい

209

(16.7)

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン21.(1.9)

信 頼 性29(2.3)

10%機 能44(3 .5)
修正 作 業

73(5.8)効 率60(4 .8)

20%

使 い に くい

112(9.0)

コン ピ ュー タ ・リソ
ー スが 多 くい る

162(13・0)30%

メ ンア

ナ ン スが

困難

107

(8.6)40%

提 供者 のサ ー ビス

50%40(3.2)

Bソ フ トウ ェア ・プ ロダク トの今後 の利用 動向

ここではソフトウェア ・プロダク トの利用に関 して、どのような方針をもっているかについてみて

みる。

今後の利用方針については、利用経験のある回答者とまだ利用経験のない回答者とに分けて調べて

いる。
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2-2-13図

ソ フ トウ ェア ・プ ロ

ダ ク トの 利 用 方針

(ソ フ トウ ェ ア ・プ

ロダ ク トを利 用 して

い ない 方)

80%
今 の とこ ろ利 用は

考 え てい ない

149(36.1%)

今 後 と も利 用 す るつ も りは な い

11(2,7%)

その 他3(0.7%)

これ か らは積 極 的 に利用 して い く

方 針 で あ る11(2.7%)

これ か らは利 用

の 検 討 を真 剣 に

考 え て い きた い

53(12.8%)

これ か らは 、利 用 を考 え

て いか な けれ ば な ら ない

であ ろ う

186(45.0%)

50%

(1)導 入 未経 験者の今後の利用方針(2-2-13図)

① ソ フ トウェア ・プロダ ク トの利用 について肯定的に考えている企業 は60 .5%で あ る。

⑧ 積極的 に利用する2.7%

⑤ 利 用 の検討 を真剣 に考 える45.0%

これ に対 し、否定 的に考 えてい る企業 は38 .8%で あ る。
ト
ベ

◎ 今 のところ利用 は考え ていない36二 斗%

④ 今後 も利用するつ もりはない2.7%

したが って、現在 まだ利用経験 のない企業 でも意識の上 では今後利用 していきたい と考 えている企

業 が過半数 を超 えてお り、良質のソフ トウェア ・プロダク トに対す る潜在的 な需要はかな りあるとい

える。

② 導入経験者 の今後の利用方針(2-2-14図)

⑧ 今後 とも利用 してい くと答 えた企業 は92.6%で あ る。

⑤ そのうち今まで よりもいっそ う積極的 に利 用 してい くと答えた企業 は39 .3%で あ る。

◎ 「今後 は利用 していくつ もりはない」 と 「その他」 を合わせ た消極 的な回答 は7 .4%で あ る。

全体 的に導入経験企業 の方が未経験企業 に比べて大幅な積極的姿勢がみ られ、ソフ トウェア ・プロ
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2-2-14図

ソ フ トウ ェア ・プ ロ

ダ ク トの利 用 方針

今 後 は利 用 してい く

つ も りはな い

17(3.8%)

90%

80%

今 まで と同 じ よ うに

利用 して い きた い

240(53.3%)

16(3.6%)

今 まで よ りいっ そ っ

積 極 的 に利 用 して

い く方 針

177(39.3%)

20%

30%

50%

ダ ク トの利点 をよく認識 してい る傾 向が現れている。

Cソ フ トウェア ・プロダ ク ト流 通上 の課 題

以上、 ソフ トウェアの活用状 況 として、他社が開発 したソフ トウェアがユーザー企業 にどの ように

活用 されているか をみてきた。そ こではソフ トウェアは自 ら開発 するものという従来の観念 か ら徐々

に脱 しつつある傾向 をはっき りと示 している。 しか し、ソフ トウェア ・プロダク トの商 品と しての本

格 的な流通 という観点か らこれ をみ るとき、まだ解決 すべ き多 くの問題が残 されて いる。

それでは、ユ ーザーの立場か らソフ トウェア ・プロ ダク トが円滑 に流通 してい くため には、何 に問

題 があ り、何が必要 とされているのであろうか(2-2-15図)。

(1)一 度 も利用 したことがない企業

① 「ユーザーの ソフ トウェア ・プ ロダク トに対 する認識 ・関心が まだ薄いの で、 メ リッ ト、 デメ

リッ トなどや事例 発表 などの啓 蒙活動 を積極 的 に行ってい くことが必要」 とするものが359社 の う

ち162社 で45%を 占 めてい る。

使 いたい けれどもよくわか らない、または知 らな い、というケースがかな りあることを示 してい

る。
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2-2-15図 ソフ トウ ェア ・プ 回ダ ク トの要 望
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企業(368社)

認翌翌 一度も利用 し
たことが ない

企業(359社)

② 「現在 流通 してい るソフ トウェア ・プロダク トは、開発側の一方 的なものが多 いので、もっと

ユ ーザーのニーズ を把握 したもの を開発 してい くことが必要」 が35%で2位 となって いる。

③ また特徴的 なもの と して 「当社のニーズに合ったソフ トウェア ・プロダク トを探 してもなかなか

見当 たらないので、 もっと種類 を豊富に してい くことが必要」 というのが31%を 占めている。

(2)現 在利用 してい る企業

① 「現在 流通 してい るソフ トウェア ・プロダク トは、適用機種 や機能 に制約 が多 いので、改善 を

行 ってい くことが必要」 が368社 の うち42%の156社 で1位 となっている。

②2位 は 「何 がどこにあるのかの情報が不足 しているので、情報が容易に入手で きるようにするこ

とが必要」 で36%を 占 めている。

③ 次 いで 「何 を選 んだらよいのか不安なので、選択 の目安 となる客観的な評価 を中立 ・公正な機 関

が行 い発表 してい くことが必要」が35%と 続 いている。

以上の要望 をまとめてみると、その多 くは流通機構 の整備 とユーザ ー ・ニーズの把握 に集約するこ

とができる。

コンピュー タの 目覚 ま しい普及 とそれに対応 する ソフ トウェア需要の増大 によって、ソフ トウェ

ア ・プロダク トに対 するユ ーザーの関心 は徐 々に高ま りをみせているが、 このような現状 においては、

ユーザ ーにとって好 むと好 まざるとにかかわ らず、必要以上 にソフ トウェアの外注や要員派遣に よる

自社開発 に依存 せ ざるを得 ないのが実情であろう。

ソフ トウェアは、他 の工業製品に比べて よりいっそ うユ ーザ ー ・オ リエ ンテ ッ ドな ものでなければ、
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商品と して成 り立 たない。まず、ユ ーザーサイ ドに立 った ソフ トウェア ・プロダク ト開発の仕組みと、

販売専業者の育成 などの流通基盤の整備が必要 であることを示 している。

なお、情報処理振興事業協会 においては、 このような観点か らソフ トウェア ・プロダ ク トの開発に

対 してユ ーザーと開発者 とで構成 され る研究会 を設 置 し、ユーザー ・ソフ トウェアの発掘 あるい は

ユ ーザー ・ニーズの把 握につ とめるなど、国 において もユ ーザーサイ ドに立ったソフ トウェア ・プロ

ダク トの開発 が図 られる ようになってきている。

Dユ ーザー開発 ソフ トウェアの商品化の推進 と普及

ハー ドの時代か らソフ トの時代に移行す るに及 んで、ソフ トウェアの需要 は大 きく拡大 し、 もはや

個 々のユーザー企業 の開発力のみでは対応が難 しくなって きた。

ソフ トウェア資産 の有効活用 とユーザ ー ・ニーズに適合 した ソフ トウェア ・プロダク トの流通 とい

う両面か らこれ をみ るとき、ユーザー企業の保有 する膨大 なソフ トウェア資産 に着 目し、これを商品

化 して種類 ・内容 ともに充実 させ、流通 させ ることに よって市場 に活力 を与 えるの も、 ひとつの有効

な手段 にな り得 る。

従来の ソフ トウェア ・プロダク トは、そのほとんどがメイン ・フ レーム ・メーカーか らの提供 であ

り、独立系のソフ トウェア ・ハ ウスの ものがこれ に次いでいる。

しか し、わが国の特徴 として、ユーザー企業の コンピュータ リゼーシ ョンの勢いはす さま じく、こ

のなかで開発 されたよ り実務 的なソフ トウェアは、長年使 いこなして改良 に改良を加 えられた ことも

あり、高 い信頼性 と高度 な品質、使 いやす さを備 えたものが多 い。そこでユーザー開発 ソフ トウェア

の商品化 に関心が高 まるの は当然 である。

ここでは前項 と同 じく、社 団法人 日本 デー タ ・プロセシング協会が行 った調査に基づ き、ユーザー

開発 ソフ トウェアの商品化 について考 えてみる。

(1)商 品化 の意向について(2-2-16図)

① 回 答企業733社 の うち40%が 自社開発 ソフ トウェアの商品化 に関心 を示 している。 これ は企業規

模 にあま り関係 なく、大企業か ら小企業 まで同 じ傾 向である。

② すでに商品化 を実行 してい る企業 は全体で4.0%あ り、大企業 になるほどこの率は高 く、資本金

100億 円以上の企業 では20%に も達 している。

③ 商品化 を行いたい意志のある企業 は、計画 中、機会があれ ば将来 は考えたいを合 わせ ると小企業

か ら大企業まで一様 に40%前 後 であ り、関心 の高 さが うかが える。

④ この反面、全 く商品化 を考えていない企業 も50.6%と 約 半数 あり、商品化傾 向が非常 に高いとは

いいがたい。 しか し、商品化に関心が なか った り、ソフ トウェア商品が商売 と して成 り立つ とい う

認識がまだ薄いのも事実で あり、この関心は今後高 まるものと思われる。
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2-2-16図

ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ

ダ ク ト化の 意 向

す で に実 行(4.0%)

80%

70%

(回答企業数733社)

機 会 が

あれ ば

(15.1%)

社外に出す考えはない(3.8%)

将 来 は

考 え た い

(21.8%)

その他(2.7%)

計 画 中(1.9%)

プ ロダ ク ト化 は

全 く考 え てい な い

(50.6%)

30%

50%

2-2-17図

プ ロ ダ ク ト化 す る理

由

(回答企業数

80%

その 他

(4.7%)

積極 的 に

商 品化 し

た い

(11.2%)

開 発 費 の

回収 を考 え たい

(25.2%)

他 の企 業 で も

十分 利 用 で き る

(58.9%)

20%

30%

50%

`
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(2)商 品化 する理由(2-2-17図)

① 商 品化をする理由と しては、58.9%の 企 業が他社 でも利用 できるとしている。

② 積極的にソフ トウェアが今後の有望 商品とみて商 品化 を進 めたいと している企業 は11.2%で あま

り高 くはない。今後 ソフ トウェアがすべて有料 で流通 するようになれ ば、 この比率 は上 がってくる

ものと思われる。

③ また別 に、開発 にかかった費用 を回収 したいとい う、はっきりした目標 をもった企業が25.2%も

あ った。

(3)商 品化作業 はどこで行 うか(2-2-18図)

商 品 化作業 にはプログラムの汎用化 ・標準化 も含 め、高品質 なソフ トウェアのための改良、機能追

加 、マニュアルの書 き直 し、サー ビス体制の確立 などがあるが、実際にその商品化作業 を、 どこで誰

が担当するのであろ うか。

① コンピュータ ・メーカーとタイア ップ して行 いたいとする企業が43.1%あ り、大半 を占めている。

現在のソフ トウェア ・プロダク トは大半が メイン ・フ レーム ・メーカーか ら持 ち込 まれ てお り、
ヘ ヘロ

特 にその コンピュー タを使用す るためのソフ トウェアという位置づ けが多いので、 この傾 向が強 く

なるの は当然 かもしれない。

② ソフ トウェア ・ハ ウスに任 せてもよいという企業 は28.1%あ り、高度な商品化技術をもったソフ

2-2-18図

プ ロダ ク ト化作 業 は

どこでや るか
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70%
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(回答企業数267社) 50%
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トウェア ・ハ ウスの出現 が待 たれ る。

③ 商品化作業 を自社 で進 めるとい う企業 も25.4%あ り、その うち、すべての作業 を自社で行 うとす

る企業C412.7%、 社 外の コンサルテーシ ョンを受 けて自社 で行 うが、同 じく12.7%あ っ た。

(4)ま とめ

流通 ソフ トウェア ・プ ロダク トは、 よりコンピュータ向きのソフ トウェアを提供 する メイン ・フ

レーム ・メーカー、よ り適用業務向 きのソフ トウェアを提供するユーザ ー企業 、より汎用的で効率的

な汎用/専 用 ソフ トウェアを提供する独立系 ソフ トウェア ・ハ ウスの三者が一体 とな って、それぞれ

の得意の分野 でソフ トウェア ・プ ロダク トを開発 し、流通 させていかない と、本 当の意 味のソフ ト

ウェア流通市場は構成 できない。

特 に、ユーザー開発 ソフ トウェアは企業現場 での切実 なニーズにより開発 され たもので、この意味

で最 も実務的な ものであ り、また長年使い こな し、改良 に改良を加 えられた こともあって、高い信頼

性 と高度 な品質、使 いやす さを備 えたものが多 い。

この調査に よれば、ユーザー相互の ソフ トウェアの流通がメーカー提供 のソフ トウェアに次いで多

く利用 されてお り、他 を大 きく引き離 している現状 をみ るとき、今後の ソフ トウェアの流通を考 えて

い く場合 に、 この あたりが大きなポイン トになるのではないか。

現在 でも個 々のソフ トウェア ・ハ ウスがユーザーのソフ トウェアを発掘 して商品化 し、成功 してい

る例 もいくつかはあるが、その経緯 をみるとか なり偶然性 が支配 してお り、組織 的な仕組みを考 える

時期 にきている。

また、わが 国はその固有の企業体質 と終身雇用制 によって技術が外 に出に くいといわれ、ソフ ト

ウェア産業はなかなか先端的応用技術の蓄積が難 しい環境にあるといわれている。ユ ーザー開発の ソ

フ トウェアを商品化 してい く過程 で、 このような技術 をソフ トウェア産業が少 しずつ取得 していくこ

と も可能で、将来 これが技術 の普及の大きな突破口となることも予想 される。

しか し、ユーザ ー開発 ソフ トウェアの商品化 を組織的に推進 してい くためには、流通機構 の確立と

母体 となる強 力な推進機 関の育成 をは じめ、各種の標準化 など、その前提 には準備 すべ き多 くの難 し

い問題 も残 されている。

3パ ー ソナ ル ・コ ン ピュー タに お け るソフ トウェア ・

プロダク トの流通調査研究

昭和57年10月 か ら11月 末 にか けて、ソフ トウェア流通促進セ ンターの ソフ トウェア ・プロダク ト流

通調査委員会で、国内のパ ーソナル ・コ ンピュー タ(以 下パ ソコン)、 マ イクロ ・コンピュータ(以

下マ イコン)の ソフ トウェア ・プロダク トの流通 に関 して、いかなる問題点 があるか を研究するため
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2-2-19図

ア ンケー ト回収社 の

地 域分 布

中部 ・東 海

甲信越

4.342%

四 国,九 州

東北 ・北海道

関 東

アンケー ト調査 を実施 した。

この調査の対象 を、マ イコン、パ ソコンの個人的利用者ではな く、企業内での利用者 とい うことに

し、すでに利用 してい るユーザーが、どの ような動機で利用 しようと考 え、いかに してその情報 を集

め、そ して導入 した結果が どうであったか、今後 はどんな点 を要望するか、 といった点 を調査項 目と

した。そ こで、アンケー ト調査の調査票 を 『電子 計算機ユ ーザ ー調査年報(1982年)』 一ー一從情報処

理学会編一 か らソフ トウェア開発 ・計算 セ ンター、電子 計算機 メーカー関係 を除 く23業 種 の958社

を任意に抽出 して発送 し、回答を求 めた。回収数236件 、回収率 は24.6%で あ った。

調査票 では、質問項 目を次の6つ のグル ープに分 けた。

① マ イコン ・パ ソコ ンの利用の有無

(回 答の記入 は、○ ×式)

② マイコン ・パ ソコンのパ ッケー ジ ・ソフ トウェアの利用の有無

(回 答の記入 は、○ ×式)

③ マイコン ・パ ソコンのパ ッケー ジ ・ソフ トウェアの利用実態

(回答の記入 は、○ ×式)

④ パソコンの利用実態

(回答の記入 は、○ ×式)

⑤ 要望 と展望

(回答の記入は、任意の文章)

⑥ 導入社の フェイス

(回答 の記入は、該当項 目に必要事項 を記入)
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2-2-12表

ア ンケ ー ト回収 社 の

業 種 分 布

業 種 回 答 社 数

鉱 業 1

建 設 3

窯 業 3

農 水 産 食 品 1

繊 維 ・ 紙 3

化 学 11

鉄 鋼 1

非 鉄 金 属 3

機 械 ・ 精 密 8

電 気 機 器 12

輸 送 3

そ の 他 製 造 15

運 輸 倉 庫 ,1

商 業 17

金 融 3

保 険 ・ 証 券 4

官庁 ・公共 団体 4

学 校 病 院 8

諸 団 体 4

通 信 ・放 送 ・出版 5

ソフ トウ ェア産 業 9

無 回 答 ・他 49
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マ イコン、パ ソコンの導入状況 では、ア ンケー ト回収社の236社 中71%が 導入 済みであ、り、残 りの

約半数 は導入 の検討 を行 ったと回答 している。導入 しなかった理由は、マ イコン、パ ソコン以外の手

段が効率的であると判断 したものが最 も多 く、次いで 「情報不 足」 であった。

以下、調査結果 を図表 にまとめてみることにする。

(1)パ ソ コン利用の現状

① 最初の導入年度

会

社

数

52年 以前53年 54年 55年 56年 57年 無 回答

② 導入台数分布

20～49台

10～19台

5～9台

2～4台

4.9

%

50台 以上

1台
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③ 導入機種のフルシ
ステム価格帯

200万 以上

150～200万

100～150万

40.3%

100万 未 満

(2)パ ソ コン導入の動機

① パソコン導入の動

機 導 入 の 動 機 回答率(%)

1 事務能率を上げるため 48.0

2 生産部門の生産性を上げるため 8.0

3 生産部門の人員削減のため 2.7

4 ホ ス ト ・コン ピ ュー タ で処 理 してい な い業 務 を処 理す る ため 46.0

5 他社に遅れをとらないため 4.0

6 OA推 進の一貫として 34.0

7 社内教育用 19.3

8 システム開発用 10.7

9 複雑な計算などは自分でするのが面倒だから 10.7

10 これか らはパ ソコン、マ イコンのこ とを知 らな くてはな らないか ら 25.3

11 なんとなく興味があったから 10.7

12 そ の 他 7.3
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② 導入時のハード面

の留意点

③ 導入時のソフトウェ

ア面の留意点

④ 導入的その他の留

意点

ハ ー ド 面 の 留 意 点 回答率(%)

1 操作が容易 41.3

2 システムの拡張性が高い 52.7

3 記憶容量が大きい 34.7

4 設置面積が少なくてすむ 3.3

5 騒音があまり出ない 6.0

6 コス トが安 い 44.7

7 割引率が大きい 3.3

8 エラー修正が容易 6.0

9 ホ ス トや メー カー との関 係 32.0

10 そ の 他 4.7

ソ フ ト 面 の 留 意 点 回答率(%)

1 パ ッケー ジ ・プ ロ グラ ム が豊 富 に用 意 され て い る 38.0

2 プログラマーを自社で確保する必要がない 8.7

.3 要求に応じてプログラムをす ぐ組んでくれる 5.3

4 オペ レー テ ィング ・シス テム が 優 れ てい る 20.0

5 その他 10.7

そ の 他 の 留 意 点 回答率(%)

1 レ ン タル ・リー ス契 約 を利用 で きる 72.0

2 技 術サ ー ビ ス な ど、サ ー ビスが よいか ら 13.3

3 メー カー に対 す る信頼 51.3

4 セ ー ル スマ ンの 熱 意 0.7

5 親会社 ・取引先 ・系列会社との関連 10.7

6 媒体 コス トが か か らな い 9.3

7 そ の 他 4.0
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(3)パ ッケ ージ ・ソフ トの利用実態

マ イコン、パ ソコンのパ ッケ ージ ・ソフ トウェアの利用実態 に関 しては次の表 に基づいて回答 を得 た
。

2-2-12表 マ イコン・パソコンのパッケージ・ソフトウェアの利用実態鯛査衷

ω 利 用 分 野

② ・購 入 源 (3)評 価 (4)価 格

1.

ノぐ

ソ

コ

ン

・

メ

「

カ

|

2,

デ

イ

1

ラ

1

3.

ノぐ

ソ

コ

で
シ

ニ
フ。

4.

ソ

フ

ト

ウ
工

了

;
ス

5.

通

信

販

売

6.

出

版

社

7.

]fF

店

8、

そ

の

他

1.

満

足

2。

や

や

満

足

3.

や

や

不

満

4.

不

満

1,

元
円
以
下

2.

;
円
～

五

万
円

3.

五

万
円
～

十

万
円

4.

十

万

円

～

ニ
ート

万

円

5,

二、

十

万

Pj

以

上

業

務

別

利

用

1.販 売 管理(在 庫 ・仕入 含む)

2.雇 頁 客 管:田 里

3.財 務 会 計 管 理

4.給 与 計 算

5.原 価 計 算

6.経 営 計 画

7.人 事 管 理

8.生 産 管 理

9.特 定 業 種 専 用

用

途

別

利

用

10.ワ ー ド プ ロ セ ッ サ ー

f乍業 計 算 ・ 簡 易 言 言吾11
.(汎 用 デ ー タ 処 理)

12.グ ラフ ィックス、 ミュー ジ ッ ク

13.統 計 処 理

14.技 術 計 算

15.制 御 ・ 計 測

利 非

用 業

務

16.一 般 実用(家 庭 教 育etc)

17.ホ ビ ー 、 ゲ ー ム 用

シ ソ

ス フ

テ ト

ム

18.オ ペ レ ー シ ョン ・シ ス テ ム

19.言 語

20.ユ ー テ ィ リ テ ィ

21.そ の 他
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利用分野の順位は次の表のようになる。

順位 利 用 分 野 比率(%)

1 作表計算 ・簡易言語 46.4

2 ワー ドプ ロセ ッサ ー 36.9

3 ホ ビ ー 、 ゲ ー ム 用 29.8

4 言 ≡五
目 ロロ 16.7

4 ユ ー テ ィ リテ ィ 16.7

6 グ ラ フ ィ ッ ク ス ・ ミ ュー ジ ッ ク 15.5

7 財務会計管理 10.7

8 販売管理(在庫 ・仕入含む) 9.5

9 顧客管理 8.3

9 オ ペ レ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム 8.3

9 特定業種専用 8.3

12 統計処理 7.1

13 技術計算 6.0

13 経営計画 6.0

15 原価計算 4.8

利用分野グループ別 にみると、次 のとおりである。

非業務利用

システ ム ソ フ ト

(全 利用分 野=100)

業務別利用

用途別利用
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パ ッケージ ・ソフ トウェアを購入 する際の情報 の入手先の傾向は、全体 的にみると次の ようになる。

順位 情 報 源 比 率(%)

1 メ ー カ ー 、 デ ィー ラ ー の シ ョー ル ー ム 43.2

2 パ ソ コ ン ・マ イ コン関 係 の雑 誌 、新 聞 、年 鑑 等 の 記事 36.4

3 パ ソ コ ン ・マ イ コン関 係 の雑 誌 、新 聞 、年 鑑 等 の 広告 34.1

4 コ ン ピ ュー タ導 入 時の メー カー の推 せ ん 23.9

5 パ ソ コ ン ・マ イ コ ン シ ョ ッ プ 22.7

6 ソ フ トウ ェア ・ハ ウス の カ タロ グ 8.0

7 ソフ トウ ェア 関 係 の雑 誌 、新 聞 、年 鑑等 の 記事 6.8

8 パ ソ コン ・◆マ イ コ ン関 係 の クラブ とそ の機 関 紙 5.7

8 コ ン ピ ュー タに 関す る見 本市 、 シ ョー 5.7

10 ソフ トウ ェア 関 係 の雑 誌 、新 聞 、年 鑑等 の 広告 4.5

10 メー カー 友 の 会 誌 4.5

10 知 人 ・関連 会 社 か らの 口こみ 、推 せ ん 4.5

13 郵送されてきた案内書(ダ イレクトメール等) 3.4

13 セ ー ル スマ ンの売 り込 み 3.4

15 講 習 会 、セ ミナー 、研 究会 等 2.3

16 コ ンサ ル タ ン トの推 せ ん 1.1

17 コ ン ピ ュー タ関 係 団体 の機 関 紙 0

17 単 行 本 0

そ の 他 5.7

これを、「直接見学型」、「印刷媒体型」、 「口 こみ ・推せん型」 と分 けてみると、その傾 向は次 のと

お りである。
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情 報 源 グ ル ー プ 比 率(%)

直 接 見 学 型 45.5

印 刷 媒 体 型 56.8

口 こ み ・ 推 せ ん 型 30.7

さらに利用分野グループ別にみた結果が次の表である。

(単位:%)

(各利用分野グループ=100)

パ ッケージ ・ソフ トウェアを購入 する場合、ユーザ ーはどの ような判断条件 に基づいて意思決定す

るか、判断基準 を11項 目 あげ、重要度 が高 いと思 われるものか ら順 に5つ を選んで回答 して もらった。

その傾向は次 のとおりである。 第1位 を3点 、2位 を2点 、3位 を1点 と してまとめた。

情 報 源利用

分野グループ
直接見学型 印刷媒体型

口こみ ・

推 せ ん 型

業 務 別 利 用 29.6 49.3 21.1

用 途 別 利 用 29.0 55.2 15.8

シ ス テ ム ソ フ ト 27.6 54.0 18.4

非 業 務 利 用 38.6 52.8 8.6

順位 判 断 基 準 点 数

1 適用業務に必要な機能 277

2 使 いやす さ 172

3 価 格 63

4 信 頼 性 58

5 効 率 35

6 提供者の実績 13

7 修正 ・拡張性 12

8 説明書 のわか りや す さ 9

9 説明書 とプ ログラム の整合性 6

10 提 供者 のサ ー ビス 4

11 ソフ ト開 発者の実績 2
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購入源 についての全体的傾 向は次のとお りである。

ソフ トウ ェ ア ・ハ ウ ス

パ ソ コ ン シ ョ ップ

その他(書 店 、出版社 、通信販 売)

パ ソ コ ン メ ー カ ー

ア イー フー

62.6%

(全 購 入源;100)

各利用分野グループ別にみた結果が次の表である。

(単位:%)

価 格 についての全体的傾 向は次の とお りであった。

20万 円以.L

利用分野グループ

購入源
業務別利用 用途別利用 システムソフ ト 非業務利用

パ ソコ ンメー カー ・デ ィー ラー 57.6 73.3 69.8 25.8

パ ソ コン シ ョップ 30.3 13.3 14.0 48.4

ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ ス 9.1 8.6 11.6 3.2

そ の 他 3.0 4.8 4.7 22.6

10万 円～20万 円

5万 円 ～10万 円

(各利用分野 グループ=100)

1万 円 以下

1万 円～5万 円

(全 パ ッ ケー ジ ・ソ フ トウェ ア=100)
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これを利用分野 グループ別にみた結果が次の表である。

(単位:%)

利用分野グループ

価 格

業務別利用 用途別利用 システム ソフ ト 非業務利用

1万 円 以 下 11.8 12.4 12.5 88.5

1万 円～5万 円 23.5 33.0 45.0 11.5

5万 円～10万 円 38.2 44.3 22.5 0

10万 円～20万 円 8.8 7.2 15.0 0

20万 円 以 上 17.6 3.1 5.0 0

ユ ーザーが購入 したパ ッケージについて、全体の傾向 と しては次の ように評価 している。

評 価 比 率(%)

満 足 19.0

や や 満 足 44.5

や や 不 満 28.4

不 満 8.1

利用分野 グルー プ別 にみると次のようになる。

(単 位:%)

利用分野グループ

評 価

業務別利用 用途別利用 システムソフ ト 非業務利用

満 足 26.2 12.8 28.6 14.8

や や 満 足 31.0 55.3 37.1 44.4

や や 不 満 3f.0 22.3 34.3 29.6

不 満 11.9 9.6 0 11.1

パ ッケージを利用 してい るユーザ ーが、どんな点で満足 しているか、また不満 をもっているか、評

価基準項 目を11項 目掲 げ、得 られた回答を次ペ ージ① の ようにまとめた。
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順位 満 足 な 点 点 数

1 使いやすさ 177

2 適用業務に必要な機能 126

3 信 頼 性 42

4 効 率 38

5 価 格 31

6 修正 ・拡張性 28

7 説明害のわか りやすさ 21

8 提供者のサービス 15

9 ソフト開発者の実績 10

9 説明書とプログラムの整合性 10

これを利用分野グループ別にみると次の ようになる。

利用分野

グループ
順位

業務 別利 用 用途別利用 シス テ ム ソフ ト 非業務 利用

第1位 使いやすさ 使いやすさ 使いやすさ 使いやすさ

第2位
適用業務に必

要な機能

適用業務に必

要な機能

適用業務に必

要な機能

適用業務に必

要な機能

第3位 修正 ・拡張性 効 率 信 頼 性 信 頼 性

パ ッケージ ・ソフ トウェア利用者 の不満な点の傾向 は次ページ①のとおりである。

利用分野 グループ別にみると次ページ②のとおりになる。

以上、調査票 に回答項 目を用意 し、○ ×式 で得 られた回答をまとめてみたが、文章 で記入 して も

らった評価 、要望についても全 く同様 の傾向があった。
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① 順位 不 満 な 点 点 数

1 説明書のわかりやすさ 109

2 修正 ・拡張性 98

3 適用業務に必要な機能 78

4 効 率 62

5 価 格 58

6 使いやすさ 51

7 説明書 とプログラムの整創生 43

8 提 供者のサービス 29

9 信 頼 性 23

10 ソフト開発者の実績 8

② 利用分野
グループ

順位

業務別利用 用途別利 用 シ ステ ム ソ フ ト 非業務 利用

第1位
適用業務に必

要な機能
修正 ・拡張性

説明書のわか

りやすさ

説明書のわか

りやすさ

第2位 価 格
説明書のわか

りやすさ

適用業務に必

要な機能
修正 ・拡張性

第3位
説明書とプログ

ラムの整合1生

適用業務に必

要な機能
使いやすさ 価 格

s

4輸 入 ソフ トウ ェア の流通

輸入 ・国産 にかかわ らず、ソフ トウェアの流通 に鍵 とな るものがある。それ は、「だれ」がつ くっ

たソフ トウェアであるかという提供者信用性である。輸入.一 つまり、技術提携 による一 場合には

「だれがつ くった」 かということは定 かで ない場合 がある。 この場合 には、国内の 「だれ」が ソフ ト

ウェアを提供 しているかという ことが大切 となる。簡単 にいうな らば、「あの」会社が提供するソフ

トな らば間違 いないだろうとユーザ ーはまず判 断するか らである。'
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2-2-13表 プ ログ ラ ムの流 通 の 各 国比 較

日 本 ア メ リ カ イ ギ リ ス ド イ ツ フ ラ ン ス オー ス トラリア

億円 億ドル 億ドル 億 ドル 億ドル 億 ドル

ソ フ ト ウ ェ ア 業 1,289 40.9 7.5 8.7 15.8 2.12

うち

ソフ トウ ェア ・プ ロダク ト 49.5 21.7 2.3 3.3 4.3 0.98

(3.8%) (53.1%) (37.3%) (37.9%) (27.2%) (37.7%)

そ の 他 1,239.5 19.2 4.7 5.4 11.5 L14

(96.2%) (46.9%) (62.7%) (62.1%) (72.8%) (62.3%)

〈資 料>1.米 、 英 、 独 、 仏 に つ い て は ア メ リカINPUT調 査(1980)

2.日 本 は 特 定サ ー ビ ス業 実 態 調 査(1979)

3.オ ー ス トラ リア はIDC(オ ー ス トラ リア)社 調 査(1980)

こうい う信用 を築 き上 げることは実にたいへんなことなのである。今までカスタム ・ソフ トウェア

の制作 で信用 を築 いたソフ トウェア ・ハ ウスは、そうでないところと比べると、若干の利点 はあって

も確実 な信用 があるとは限 らない。その分野での実績 を着実 に積み上げることが必要である。

この ような信用性 を創造 できた あるいはできつつあ る ソフ トウェア ・ハ ウスが続 々と生 ま

れ てきている。 これが ソフ トウェア ・プロダク トの流通 を支える基盤となる。情報処理振興事業協会

が毎年行 う 「経営実態調査」 でも、 ソフ トウェア ・プロダク トの販売高の成長率は33.7%で あ り、 カ

スタム ・ソフ トウェアの成長率 をはるかに抜 いている。 もっともこの数字 は、対比すべ き前年の数字

が小 さいため、大 きな比率 になるという見方 もあろうが、確実 に離陸 したとい ってよいであろう。

ソフ トウェアの販売高 に占めるソフ トウェア ・プロダク トのそれ は約4%と 推定 されている。 この

数字 は諸外 国の比率(2-2-13表)に 比 べ てみても非常に低 く、急速な成長が期待 され、また容易

に推論できるものである。

なぜ輸入 か。多分 に前述の提供者信用性 にかかわることであろう。従来 は、なんとい っても高 い信

用 を保持 していたソフ トウェア ・サ プライヤーはハ ー ドウェア提供者であった。 さらにはアメ リカで

独立系 のソフ トウェア ・ハ ウスで1,000本 以 上のベス トセ ラーを出す ところがでて きた。それ を伝え

聞いたわが 国のユ ーザ ーの一部 は、「ベ ス トセ ラー」 という信用 でその ソフ トを導入 した。そ して、

その取次者が生 まれてきたの も当然の帰結 であった。一般的にアメ リカはソフ トウェア先進 国とみ ら

れている。 したがって、 その先進 国でベス トセラーになったということは、大 きな信用性 の付与 にほ

かな らない。

ところが、アメ リカでの ソフ トウェア ・プロダク トの販売高 のうち、アプ リケー ション ・ソフ トが、

システム ・ソフ トの売上高 を上回っている。わが国ではアメリカでベス トセラーとなっているアプ リ

ケー ション ・ソフ トウェア ・プロダク トはまだ売れていない。わが国で流通 している輸入 ソフ トウェ
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2-2-19図 ア メ リカに お け る情 報 処 理 の平 均 年間 成 長 率

(10イ意 ドノレ)
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〈資料〉 『イ ンプ ッ トaお よび 『ビジネス ウイー クs6月20日 号

1987

イ ンテ プレー テ ッ ド ・シス ァ ム

ソフ トウェ ア ・プ ロ ダ ク ト

プ ロ フ ェ ッ シ ョナ ル ・サ ー ビ ス

プ ロセ ッシ ン グ ・サ ー ビス

アは圧倒的 にシステム ・ソフ トウェアといわれるものである。 これは非常に興味の ある現象 である。

一般に
、ソフ トウェアが流通 し始 めた理由の第一 に、ユーザ ーのバ ック ・ログの解消 とい うことが あ

げられる。で あるとすれば、ユーザ ーの抱 えるバ ック ・ログの大部分 はアプリケーションであるはず

である。それが、アプ リケー ションが流通 せずにシステム ・ソフ トウェアが流通 しているのである。

輸入 ソフ トウェアの特色。2-2-14表 に示 すとお り、輸入 ソフ トウェアが流通の金額 および本数

ともに上位 を占めている。 そ してまた、容易に気づ くことは、それがアプ リケーシ ョンを構築 するた

めのツールと しての ソフ トウェアであ ることである。言語、ユー ティリテ ィ、 あるいはデータベ ー

ス ・マネ ジメン ト・システムも購入 のモチベー ションとなったのは、 システム構築 のツール として生

産性向上を期待す るためのものであ った。最近で こそ生産性 向上 から脱皮 して、 もう一歩踏み込 んだ

高度 な活用が関心事 にな りつつ はあ るが。
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2-2-14衷 ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ト販 売実 績情 報 な らび に輸入 ソ フ トの 現状(1)

(掲 載 は社 名別50音 順)販 売実 績 金 額(累 積 額) (1983年8月 末現 在)

分

類
プ ロ ダ ク ト 名 販 売 会 社 名

販売実績金額

(累積額)

●
ADABAS

(デ ー タベ ー ス ・マ ネ ジ メン ト ・シ ステ ム)
ソ フ トウ ェ ア ・エ ー ジ ー 30億 ～40億 円未 満

● EASYTRIEVE(レ ポー ト作 成 用 簡易 言 語) ア シ ス ト 25億 ～30億 円 未満

● MARKIV(ア プ リケ ー シ ョン 開 発 シス テム) コン ピ ュー タア プ リケー シ ョンズ 20億 ～25億 円 未満

A-AUTO(コ ンピ ュー タ 自動 運用 シス テム) ソ フ トウ ェ ア'エ ー ジ ー 9億 ～10億 円未 満

JASPOL(事 務処理用簡易言語) 日本 シ ステ ムサ イエ ン ス 8億 ～9億 円未 満

●
PANVALET

(ソ ー ス ・プ ロ グラ ム管 理 シ ステ ム)
ア シ ス ト

5億 ～6億 円未満

● FOCUS(第4世 代の言語) フ ォー カ ス

●
NATURAL

(4次 元 会話 型 プ ロ グ ラ ミン グ言語)
ソ フ ト ウ ェア'エ ー ジー

4億 ～5億 円未満○ PC-PAL(デ ー タ集 計用 簡 易 言語) パ ー ソ ナ ル ・ビ ジ ネ ス ・ア シ ス ト

● MODEL204(デ ー タベ ー ス管理 シス テム) 三井情報開発

●
COM-PLETE

(3次 元オ ンラ イ ン ・モニ タ)
ソフ トウ ェ ア ・エ ー ジ ー

3億 ～4億 円未満DCP(デ ー タ圧縮 管 理 プ ロ グ ラム) ソ フ トウ ェア ・リサ ー チ ・ア ソ シェ イ ツ

●
UCSDP-system

(ソ フ トウ ェア開 発/教 育 用 言語)
日本 ビ ジネ ス オー トメー シ ョン

●
JARS(ジ ョ ブ ・ア カ ウ ン テ ィ ン グ ・レ ポ ー

ト ・シ ス テ ム)
ア シ ス ト

2億 ～3億 円 未満

●
UFO(CICSオ ンラ イ ン ・ア プ リケー シ ョン

開 発 ツー ル)
ア シ ス ト

● DATAMANAGER(デ ー タ ・デ ィク シ ョナ り)

・

コン ピ ュー タア プ リケー シ ョン ズ

○ SORD-PIPS-m(汎 用 情 報処 理 シ ステ ムIII) ソ ー ド
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(1983年8月 末'現在)

分

類
プ ロ ダ ク ト 名 販 売 会 社 名

販売実績金額

(累積額)

DYANA(総 合 的 テ ス ト評 価 ツー ル) ソ フ トウ ェア ・リサ ー チ ・ア ソシ ェ イ ツ

2億 ～3億 円未 満● PRIDE(シ ステ ム ・マ ネ ジ メン ト方 法論) 日本 シス テ ミッ クス

MASP(フ ァイル ・メ ンテ ナ ン ス ・ア ン ド ・

サ マ リプ リ ン ト ・プ ロ グ ラム)
日本 ビ ジネ ス ・コンサ ル タ ン ト

● ANSWER/2(リ ポ ー トライ ター) コ ン・ピ ュ ー タ ア プ リ ケ ー シ ∋ ン ズ

1億 ～2億 円未 満

●
MARKV

(オン ライン・アプ リケー シ ョン開発 システム)

.

コン ピ ュー タア プ リケー シ ョン ズ

● IFPS(対 話型意志決定支援 システム) コ ン ピ ュ ー タ ア プ リ ケ ー シ ョ'ン ズ

● SHRINK(フ ァイ ル圧 縮 シ ステ ム) ジ ェー ・エ ム ・エ ー ・シ ス テ ム ズ

○ SORD-PIPS-II(汎 用情 報 処 理 シ ステ ムII) ソー ド

○ BASIC-II(ベ ー シ ッ ク) ソー ド

●
PRO/TEST

(プ ロ グラム ・テ ステ ィン グ ・ツー ル)

ソフ トウ ェア ・リサ ー チ ・ア ソ シェ イ ツ

● UCCSEVEN(電 算室生産管理システム) コン ピ ュー タア プ リケー シ ョン ズ

、

5,000万 ～1億 円未 満

●
DMS/OS

(ダ ス ドスペ ー ス総 合 管 理 シ ステ ム)
シ ー イ ー シ ー

● SYNCSORT(分 類 プ ロ グラ ム) シ ー イ ー シ ー

○ KBASIC-II(漢 字ベ ー シッ ク) ソ ー ド

SOAR(情 報検索言語) ソ フ ト ウ ェア'エ ー ジ ー

ADAPT(汎 用 フ ァイ ル編 集 プ ロ グ ラム)
一 一"、

ア イー ア イー ン ー

● QUIKJOB(ク イ ック ジ ョブ) 日商 エ レ ク トロニ クス

○ PCOM(通 信用プログラム) パ ー ソ ナ ル ・ビ ジ ネ ス ・ア シ ス ト

HIDOC

(階 層 的 ドキ ュメ ン ト自動 作 成 シ ス テム)
日立 ソ フ トウ ェア エ ンジニ ア リン グ

STAMPS

(事務データ処理用標準化 システム)
日立 ソフ トウ ェアエ ンジニ ア リン グ

〈注>O印 はマ イ コ ン用 ソ フ トウ ェア 、 ● 印 は 輸 入 ソ フ トウ ェア で あ る こ と を それ ぞれ 示 す

〈資 料 〉 ソ フ トウ ェア 流 通No.17、Oct.'83



82第2部 特 集

UNIXの 普 及 も実 はその豊 富なツール群にあるといわれる。オペ レー ティング ・システムは巨大化

し、 ます ます複雑化す る一方、「使 いやすさ」か らはますます遠 ざか ってい くようである。その よう

な点 からも、 これか ら 「使いやすい」 ツールと してのソフ トウェア ・プロダク トはいっそ うその普及

の度合 を高め、また深めるに違 いない。

今後の見通 し。 アプ リケー ション ・ソフ トウェアはその国の文化 やインフ ラス トラクチ ャーに依存

する。 そのため簿記の シス テムが違 えば使えない。 日本語の問題 もあろう。 さまざまな問題が アプ リ

ケー ション ・ソフ トウェアの流通 を妨 げている。さらには企業戦略上 「差別化」の必要性 か らアプ リ

ケーシ ョン ・ソフ トの採用に踏 みきれ ないでいるのか もしれない。

しか し、そんな悲観 的見 方だ けで なく、例 えばCAD/CAMな ど の億 以上の ソフ トが売 られ始 め

ている。 また技術計算用の高額 なソフ トも流通 し始めていることは周知 のとお りであり、アプリケー

ション ・ソフ トウェアである。

ただいえる ことは、やは りツールであって前述の制約条件はあまり関係 はなさそうである。ある技

術 のための技術であって、英 語であっても気にな らないのであろう。それ よりも、すでに解かれた解

答 は、買 ってでも使 うほうが賢明なのか もしれない。ますます普及す る分野 のソフ トウェアであるは

ずだ。

も うひ とつの不 思議 はDC(デ ー タ ・コミュニケーション)、 あ るい はテ レプロセ ッシングのソフ

トウェアの普及である。ほ とんどのプロダク トが、ハー ドウェア ・サ プライヤーの提供 するものであ

る。 ご く一部のTP(テ レプロセシング)ソ フ トウェアは30本 く らい売 れて、善戦 しているがで全体

のTPイ ンス トレー ション数 に比 べれば無視 される ようなパーセ ン トで しかない。 これ も、なぜな

のだと考察す る価値 はありそ うだ。 ～

海外で流通 して いるすば らしいTPは い くつ もある。 しか しダメな、前述 の提供者信用性 で説 明

する以外 には説明の しようがないなん社かのベ ンダーも数年前にはあった。今はその中で継続 して提

供 し、サポー トをしているところは1--2社 しかない。売れないか ら止めたのか、あるいはその他 の

理由で止めたのかの詮議 はすまい。ただいいたいことは、「い ったん上 げた旗 は絶対 に下 ろす な」 と

いうことである。ハー ドウェア ・サプライヤーは提供 したソフ トウェアが どんなに不評で も、 ほとん

ど絶 対といってよい くらい基幹 となるソフ トウェアか らは撤退 しない。かな りの無理 をしてエ ンハ ン

ス し、一貫 して継続 させている。 この根気 とい うか根性 がなければ成功 は しない。雨後の竹の子のご

とく、われもわれ もとプロダク トを数多 くの ソフ トウェア ・ハ ウスが扱 うことが望 まれ る。 しか し、

やる以上 は、「絶対」 に途中で止めな いでほ しい。それは自然淘汰なのかも しれ ないが、も し止める

ベ ンダーが出たとなると しか し、それは業界にとって大 きな犠牲 なので あるが一 やは りソフ ト

ウェア ・ハ ウスの提供 するソフ トウェア ・プロダク トは信用 できないということになるか らである。

まだまだ海外の ソフ トウェアを紹介するだけの価値 はある。 ますますツール としての ソフ トは流通



第2章 ソフ トウ ェ ア流通 につ いて83

す るに違いない。それを通 してソフ トウェア ・プロダク ト・ビジネスの ノウハ ウを蓄積で きることは、

何 にも勝 る大きな財産 となる。ソフ トウェアのマ ーケ ッ.トは木 さくなるのは自明である。その中 に占

・め るプロダク ト・マーケ ッ トはますます加速 するに違 いな いはずだ。'

}



84第2部 特 集

第3章 通信 ・情 報 ・エ レク トロニ ク ス技 術

(1990～2010年)

科学技術庁 は、昭和56年 に技術予測調査 を行 い、その調査結 果を昭和57年12月 に公表 した。 これは、

昭和46年 、51年 の調査に続 く第3回 目の ものであり、技術予測を行 うことによ り、今後 の科学技術政

策の展開に資 するとともに、広 く公表 することによって民間における科学技術活動 への指針とするこ

とを目的と してい る。

今 回の調査の対象範囲 は、次の13分 野 に分類 した。

●エネルギー ・鉱物資源 ・水資源 ●農林 ・水産資源 ●生活 ・教育 ●環境 ・安全 ●保健 ・医

療 ●ライフサイエ ンス ●都市 ・土木 ・建築 ●交通 ・運 輸 ●通信 ・情報 ・エ レク トロニ クス

●宇宙 ●海洋 ●材料 ・素子 ●生産 ・労働

予測期間は西暦2010年 頃 までの30年 間 と し、その期 間には世界的 な規模 での戦争あるいはわが国の

経済社会 をくつがえす規模 の天変地異 は起 こらない ものと仮定 した。

技術予測手法 と しては、前回、前 々回と同様、デルファイ(Delphi)法 を用い、2回 のアンケー ト

により意見 を収れん させる方式 とした。第2回 ア ンケー トは、第1回 ア ンケー トの集計結果 を提示 し

て回答 を求 めた。

ア ンケー ト対象者 は、産 ・学 ・官等各界の 自然科学分野 だけでな く、人文 ・社会科学分野 にわたる

各分野 の専門家 を対象 と し、全体 で約2,000名 で ある。 ア ンケー トの 回収率 は第1回 、第2回 ア ン

ケー トともに各分野 の平均で88%で あ った。

デルフ ァイ法による技術予測 は、質問する課題の良否 がその予測の内容 に大 きく影響 するので、課

題 の設定の方法 が重要である。その方法と しては、課題設定 グループを設 け課題 を設定 する方法と、

アンケー ト対象者 に課題 を発掘 して もらう方法が あるが、今回の調査では前者の方法 によった。具体

的 には、技術予測検討会 を設 け、 その分科会 において当該分野における現状、問題点 、今後の展望 、

技術開発に影響 を及ぼす社会的要因などを明示 した客観的な背景 を作成 し、その中での位置づけを念

頭 に置 きつつ、前回調査(昭 和51年)の 個別技術 開発課題等 も参考に して課題 を設定 した。またアン

ケー トに際 して、課題 の設定および設問 に関する視点 を明確 にする ことにより、技術予測の信頼性 を

高 めるために、 ここで作成 した客観的な分野 の背景 を提示 した。

ア ンケー トの実施時期 は、第1回 が昭和56年12月 、第2回 が昭和57年'7月 で ある。
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1通 信 ・情 報 ・エ レク トロ ニ ク ス分 野

(1)分 野 の特徴

通 信 ・情報 ・エ レク トロニクス技 術は、高 度化 、多様化す る社会 において、国民生活 の向上 、社

会 ・経済の発展を支える基盤技術 と して重要な役割 を果 たしてお り、その範 囲も素材 ・部品技術か ら

応用 システム技術まで多岐 にわたっている。今回は、2-3-1図 の ような分類 によって、85課 題 を

取 り上げた。通信 ・情報技術の大半 は、広義にみたエ レク トロニクス技術に包含 されるとみなす こと

もできるが、ここでは前者 は主 として情報 システム的な技術 を中心 に、また後者 は素材的、部品的、

装置的な技術 を中心に考 えることとする。

これらの85課 題 の、 アンケー ト調査結果 の一例 を2-3-1表 に 示す。 この表 は、課題番号11か ら、

課題番号20ま での調査結果を示 してい る。

2-3-1表 の 見方 について簡単 に説明する。

① 回答者数 とは、全 回答者数(第1回 ・216名 、 第2回 ・198名)の うち専 門度 を 「大 、中、小」 と

答えた人の数で、「な し」 と答えた人 は含 まれない。

2-3-1図

課題 分 類 図

通 イ言 ・'1青報 ・

エ レ ク ト ロ ニ

ク ス 分 野

通信 ・情報技術

エ レ ク トロ ニ ク

ス技 術

丁

一・一 毛 辮

応用・・テ・一[竃 麓 ㌶

甦 技術一仁 二㌫ ㌶

マ イ ク ロ ・エ レ ク

素材・部品技術 一[宗 ㌘甥 、

ロニ ク ス技術

応用技術一十 雛i
－

技術
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へ
2-3-1衷

ア 回 専門度% 重要度(%
ン

ケ
答

な 不

1区 分
課 題 1 者

1 ト 大 中 小 大 中 小
区 数

分 (人) し 要

11非 ノイ マ ン型(例 え ば デー タ フ ロー 型)の コン ビ ュー 1 157 13 31 29 27 60 35 5 0
タが実用化される

2 154 11 38 29 22 68 31 1 0

専 22' 73 27 0 0

情 12図 形 、文 書 、 メモ類 等 の 入 力 、処理 、蓄積 、検 索 が容 1 179 18 34 31 17 58 36 6 0

要 易 に で きるイ メー ジデ ー タ・プロセッサー が実 用 化 され る
2 173 12 47 29 13 68 31 1 0

専 23 87 13 0 0

報
13音 声パターン(声 紋)の 個人識別が即座にできるパタ 1 197 11 43 38 9 26 52 20 2
一ン認識技術が実用化される

素
2 184 10 47 36 7 23 62 14 1

専 19 37 53 11 0
・

14特 定分野の外国文献(英語)を 、客語の文章の中での文 1 187 9 37 41 13 53 41 6 0

処 法的役割を分析する構文レベルで、日本文に翻訳できる

技術が実用化される
2 179 8 43 39 10 65 34 2 0

'

専 16 88 13 0 0

15図 面 と文章の組み合せで全体の意味がわかるもの(例 1 170 11 36 31 21 36 47 14 2

理
えば特許公報)を 処理できるシステムが開発される

2 173 10 44 33 13 29 63 7 0

専 19 42 53 5 0
機

16図 書 、資料の要約 ・抄録を自動的に行う装置(要 求に 1 176 10 33 38 19 35 47 18 0

より任意の圧縮比で出力ができる)が 開発される
2 175 9 40 39 12 28 62 9 0

技
専 17 53 47 0 0

器 17あ いまいな日本語で質問できる推論機能を備えたデー 1 174 10 38 32 19 33 48 17 2
タベ ー ス ・システム が実 用 化 され る

2 169 12 38 35 15 29 59 11 1

術 専 23 61 39 0 0

技
18フ ー リエ変換演算を基本機能 とし、有効数字3桁 程度 1 131 6 20 35 39 14 44 35 8
の精 度 の デー タが得 られ るアナ ロ グ光 コ ン ピ ュー タが 開

発 され る
2 130 5 21 40 34 12 48 36 4

専 9 44 22 33 0

19垂 直磁化方式による100kBPI程 度の記憶装置が実 1 138 7 26 31 36i 47 43 7 1

術 情
報

用化される
2 136 6 27 36]31

」・・
46 1 1

十 一一

蓄 専 11
.

73 27 0 0

積 20分 子レベルにおける高密度な記憶(DNAやRNAの 1 128 4 14 42 41 49 40 10 0
技

術
ような機能)が 可能な素子が開発され、より複雑な情報

処理が可能になる
2 119 5 12 43 40 52 42 5 0

専 9 1 67 33 0 O
l
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非実現の理由

%

研究開発推

進の方法%
研究開発推
進の主体(灼

国としての施策㈱

技 社 経 そ 自 技 国 国 国 民 資 人 体 そ 不
実 現 時 期

198519901995200020052010年

術
的
制

ムム

的
制

済

的

制

の

、

王

技
術
開

術

導

際
協
同
開

地
方
公
共
団

お
よ
び

民

の

▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ 約 約 約 他 発 入 発 体 問 間 金 材 制 他 要
ll
lI 1 0 0 0 36 8 52

..一_一 「一.一_唖 一一
0 0 0 1 38 0 60 1 85 7 47 12 27 2 3

一 一 二 ー ー 一 「 ≡ ⇔,一 一 一 「

1`

－II 0 0 0 5 59 0 41 0 86 9 50 18 27 0 0

1

1: 1 0 0 0 70 6 21

唖 0 0 0 0 79 2 16 1 59 34 42 2 18 1 24

ll
」 一 合 一,⊇-」

一 一←-1 0 0 0 0 70 4 22 0 65 30 61 4 17 0 13

ll
`I

Il 2 0 0 0 73 4 13
[唖 2 1 0 0 88 1 9 6 59 26 36 11 16 2 22

::-

ll
5 0 0 0 84 0 11 11 79 5 58 5 32 0 5

lI

ll 4 0 2 0 69 2 26

ご 一 1 1 0 0 74 0 23 6 73 16 46 11 19 2 11
一 ー ー ー 一'r-'一 合 一 一 「

一___◇-F

,
0 0 0 0 69 0 25 13 88 0 50 19 25 6 0

,

` 6
'1
1 0 67 4 20

1 0 1 0 79 1 16 8 61 25 40 14 17 2 16

:一
:

」

0 0 0 0 79 0 11 11 63 21 32 21 16 5 21

「

1 16 1 0 1 64 3 23

z 6 0 0 1 78 0 16 11 65 17 42 11 21 1 11
参「

0 12 71 47 24 18 6 0} 0 0 82 0 18 6

9 0 0 1 81 1 10

2 0 0 0 90 1 5 8 68 15 38 15 20 2 12
→

1一 : 4 0 0 0 96 0 4 9 78 13 48 22 17 4 9

i 1 0 2 0 50 10 24
1

1 0 1 0 58 3 25 8 63 14 37 15 16 1 12
←

11 33 44 22 22 22 33 11 11w 0 0 0 0 78 0

0 0 1 0 81 2 12

c 0 0 0 0 92 0 4 1 54 38 46 4 7 5 26
「

一 ,

0 0 0 0 100 0 0 0 55 46 36 9 18 9 27
,

:
:

11 0 0 0 26 9 52

1

: 8 0 0 0 28 1 68 18 71 6 42 20 24 4 2
」

1

: 十 0 0 0 0 33 0 67 33 67 0 33 11 44 11 Ol
: 1
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② 専門度(%)は 、全回答者 に対 する、専 門度の分布 を示す。

③ 「重要度」、「非実現の理 由」、「研究開発推進の方法」、「研究開発推進の主体」、「国と しての施策」

のそれぞれの分布(%)は 、① の回答者数 を母数 としている。ただ し、無 回答 および無効回答があ

る場合が あるので、必ず しも合計が100%と はな らない ことがある。

④ ア ンケー ト区分 における 「専」 の行 は、第2回 アンケー トにおいて、 「専 門度」 を 「大」 と答 え

た人 の数およびそれ を母数 とする各設問の回答の分布 を示 している。

⑤ 実現時期については、〔2〕 が第1回 のアンケー ト糸吉果を、吻 が第2回 のそれを示 している。こ

こでこの 図形の左端 は全体の1/4位 数 、中央 は1/2位 数 、右端は3/4位 数 を示 す。 したが ってこの図

形 は回答者の うち、半数の人の回答に示 された実現時期 の分布 を示 している。 また十 は、専 門

度 「大」 と した回答における実現時期 の同様の分布 を示 している。

この分野の調査結果の特徴 について概観す ると次のとお りである。

回答者についてみ ると、平均年齢 は全分野の中でいちばん低 く、また、職業 は会社員 および公務員

が多 く、 この二者で全体 の3分 の2を 占めており、大学関係者 が比較 的少 ない。課題 に対する平均の

専 門度 は、 「大」 が12%、 「中」 が37%、 「小」 が35%、 「な し」 が16%で あ り、専 門度 「中」 または

「小」 の回答者 が大部分である。課題 ごとの専門度 「大」の比率のば らつ きは3～28%と そ れほど大

き くないが、専門度 「な し」の比率 は3～70%と 課 題 によってばらつ きが大きい。

課題の重 要度 の傾向 を重要度 「大」 の比率 でみ ると、平均44%と か な り高 く、また、50%以 上 の課

題 が39(全 課 題 数の約46%)と 多 い。一方、重要度 「大」 の比率 が20%以 下 の課題 数 も全課 題の約

28%を 占めている。特に、「基盤技術」お よび 「素材 ・部品技術」 とい った基礎技術の重要度が高 く、

家庭用 システムや民生用技術 に関連する課題の重要度 が低い。専門度 「大」 とした回答者は、全般 に

重要度 を高 めに評価 してい る。特 に、「汎用複 合端末機 が現在の複写機 なみに普及す る」(課 題7)、

「公共関係 のデー タベースの オンライ ン提供サ ービス」(課 題41)、 「オ プ ト・エ レク トロニクスによ

る高速の論理回路や高速のメモ リーの実用化」(課 題62)、 「光 ファイバ ー入出力端 をもったプロセッ

サ ーの実現」(課 題65)な ど では、専門度 「大」 とした回答者 の評価 が著 しく高 くなっている。

課題 の実現 時期 につ いて は、1991～95年 を 中心 にほぼ対称 に分 布 してお り、実現 時期の平均 は

1993.6年 と比較的早い時期 に実現するとされ た課題 が多 く、この分野 にお ける技術の進歩が著 しいこ

とをうかがわせ る。専 門度 「大」 と した回答者は実現時期を若干早め(平 均 で0.8年)に みている。

また、「2010年 まで は非実 現」 と した回答者 の比率 は、「宇宙空間太 陽光発電所 の建設」(課 題85)

の42%が 際 立って高 く、ほか は10%程 度 以下 である。課題85の 非 実現の理由 は、「技 術的制約」お よ

び 「経済的制約」 が高 い。 しか し、重要度 は、「大」 と 「中」 を加えるとほぼ90%に 達 し、比較的高

い。

研究 開発推進の方法 については、全般的に 「自主技術開発」の比率が高 く、その比率 が90%以 上 の
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課題 が29課 題(全 課題の約34%)あ る。「技術導 入」 の比率 は全課題 にわたって5%以 下 と低 いが、

「国際協同開発」 の比率が50%以 上 の課題 が7課 題 ある。「国際データ通信網 の形成」(課 題30)は 別

格 と して、ほか は宇 宙通信 、宇宙 開発関連(課 題29、35、36お よ び85)お よ び非 ノイマ ン型 コン

ピュータなどの新 しい発想 による情報処理 関連(課 題11お よ び20)で あ る。

研究 開発推進 の主 体 につい ては、「国 ・地方公共 団体 および民 間」 とす る回答者 が多 く、比率 が

50%以 上 の課題数 は65(全 課 題 の約76%)と な ってお り、研究開発において国 ・地方公共団体 と民間

の緊密 な連携iの必要性 を示 して いる。「民間」 が これ に続 いてお り、比 率が50%以 上 の課題 数が18

(約21%)あ る が、これ らの課題 の重要度 は低 く、重要度 「大」 の比率が最大 でも43%、 平 均で約

17%で あ る。 この18課 題 をみると、民生用または家庭用 の機器、 システムに関する課題が大部分 であ

る。「国 ・地方公共 団体」 と した回答者 は少な く、15%以 上 の課題数で も6し かない。

国と しての施策 につ いて は、「資金」 の比率がいちばん高 く、「不要」、「体制」 がこれに続 いてお り、

「人材」の比率 は低 い。国 としての施策が 「不要」の比率 は課題 によってばらつきが大 きく、研究開

発推進の主体 における 「民 間」 とほぼ対応 して民生用または家庭用の機器 、システムに関連する課題

において高 くなってい る。

(2)重 要 度 「大」の比率の高 い課題

通信 ・情報 ・エ レク トロニ クス分野の85課 題 のうち、重要度 「大」 の比率が50%以 上 の課題 は39課

題(全 課題の約46%)あ る。 この うち、重要度 「大」の比率 が75%以 上 の17課 題 を重要度 「大」の比

率の高 い順に並べると2-3-2表 の とお りである。

これ をみ ると、 コ ンピュータ犯罪 、天災 などに対 す る情報の保護、保全 に関す る技術(課 題54、

55)、 新 しい高性能素子 に関する技術(課 題10、57、58、59)、 デ ータ通信 、光通信 などの新 しい通信

システムに関連す る技術(課 題5、23、26、30、56)な ど の重要度が高 くなってお り、このほかソフ

トウェアに対 する需要 の急激 な高 ま りを反映 した 「ソフ トウェア検 証技術」(課 題51)、 「地震予知 セ

ンサーの開発」(課 題81)、 医療 への応用(課 題43、80)が め だつ。

(3)前 回 お よび前 々回調査 との同一課題

今回の調査 と前 回および前々回調査 との同一課題(類 似 を含 む)は2-3-3表 に示す17課 題(全

課題 の20%)で あ る。

まず、重要度 「大」 の比率の推移 をみ ると、概略次の3つ のパ ターンがあ り、比率 自体 は前回と比

較するとほとんどすべ ての課題 において上昇 している。

① 重要度 「大」 の比率の変化 が小 さいもの(課 題53、54、55等)

このうち、情報の保護 、保全に関する課題54お よ び55は 、3回 の調査 とも一貫 して重要度 「大」

の比率が きわめて高 い。

② 前回調査 において大幅 に重要度 「大」の比率 が低下 したが、今回全面 的にあるいは部分的 に回復
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2-3-2衷 重要度 「大」の比 率の高 い課題

課 題
重要度 「大」

の比率(%)

実現 時期

(年)

56符 号 、図形 、画像 、文轡 を含め たデー タの通 信情 報処理 に関 す る標準 化が行 わ

れ 、異機種 の コンピ ュー タ端 末、オ フ ィス ・オー トメー シ ョン機 器間 で自由に通

信が行 えるよ うに なる

88 1993

51ソ フ トウ ェア検証技 術が進み 、誤 りの ない大規模 ソフ トウェア の短期開 発が可

能 とな る

87 1996

55情 報が天災に よ りまたは人為的 に破壊 、消滅 しないよ うな安全 なシステム が確

立 する

87 1995

54個 入や 集団の プライバ シーや機密 が もれ ない ような信頼度の高 い保護シ ステム

が普 及す る

85 1993

10GaAs素 子 、ジ ョセ ブソ ン素子等 の超 高速素子 を使用 し、1秒 間に1011回 以上の

計 算が可能 なスーパー ・コン ピュー タが実用 化 され る

84 1993

26電 話 、フ ァクシ ミリ、デー タ通信 、画像通 信等 を総 合的に提供 するディジタル総

合サ ー ビス網(ISDN)が 全国 レベ ルで形成 され る

84 1994

571チ ップ当 た1)108～109素 子以上 の超LSIが 実用化 され る 84 1994

81温 度 、圧力 、ガス、湿度 等 多種の感 知機能 を統合 、モ ジ ュール化 した地震予知

セ ンサ ーが 開発 され、全 国に配備 される

84 1996

67宇 宙空 間 、海 中、原子炉 の中等の特 殊環境下 で人間 に代 わって作業 を行 う知能

ロボ ッ トが実用 化され る

81 1993

23光 ファイバ ー を使 用 した光ヘ テ ロダイン方式 に よ り、超大容量光通 信方式が 実

用化 され る

78 1992

43医 用機器 とコンピ ュー タ技術 を活用 し、地域 の医療機 関の間で 、高度 医療情報

お よび高度 医療 システムの 共同利用 、健康 管理 デー タの一 元的利用 な どを図 る医

療 情報 システム が実 用化 される

78 1992

59論 理素子、記憶素子等を多層に積層化した超高速超高集積素子が実用化される 78 1993

80長 寿命の動力源(例 えば原子力電池)を 備えた半永久使用の埋込型人工蔵器が

開発される

77 1998

5電 話 、フ ァクシ ミリ、デー タ通信等 を一元的 にかつ同 時に扱 える とともに デ ィ

ジタル信号 で加入者 線に接 続 され る複合 端末機 が実用化 され る

76 1988

58106素 子 以上のセ ミカス タムLSI(メ モ リー 、マ イ クロ ・プロセ ッサー の よ う

な汎用LSIと 異 な り、注文主 の要 求 仕様 に合 わせ て特別 につ くる多品種 少量L

SI)が 実 用化 され る

76 1991

63効 率10%以 上 のア モル ファス太陽電 池が実用 化 され る 76 1990

30全 世 界のほ とん どの国 をおお う国際 デー タ通 信網が形 成 され 、国内デー タ通 信

網か ら自動接続 が可能 となる

75 1994
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2-3-3表 前 回 お よび前 々回調 査 との 同一課 題(1)

重要度「大」の比率(%) 実 現 時 期(年)

課 題

今 回 前 回 前々回 今 回 前 回 前々回

1明 確に記載された漢字混じり文の手書文字を読み取 70 1988

ることのできる文字読取装置が実用化される(誤 読率

0.1%以 下 で15画 程度 の教 育 漢字 、標 準字 体 の もの)

〈情 報 〉

25明 確 に記載された漢字混じり文の手書文字を読み 61 1993

取ることのできる文字読取装置が実用化される(誤

読率1%以 下で、15画程度の教育漢字、標準字体の

もの)
■

〈情 報 〉

42明 確 に記載された漢字混じり文の手書文字を読み 82 1984

取ることのできる文字読取装置が実用化される(誤

読率1%以 下で、15画程度の教育漢字、標準字体の

もの)

2数 字だけでなく数百語程度の単語を含むデータを入 74 1989

力できる音声入力装置が実用化される(不 特定話者に

よる連続単語発声の場合)

〈情 報 〉

26数 字だけでなく数百語程度の単語を含むデータを 28 1989

入力できる音声入力装置が実用化される(特 定の訓

練された人が明確に発音する場合)

〈情 報 〉

43数 字だけでなく数百話程度の単語を含むデータを 76 1986

入力できる音声入力装置が実用化される(特 定の訓

練された人が明確に発音する場合)

13音 声 パ ター ン(声 紋)の 個 人識 別 が即 座 に で き るパ 23 1992

ターン認識技術が実用化される

〈情 報 〉

13音 声 パ ター ン(声 紋)の 個 人識 別 がで きるパ ター 20 1990

ン認識技術が開発される

〈情 報 〉

46音 声パ ター ン(声 紋)の 個 人識 別 が で き るパ ター 30 1987

ン認識技術が開発される

14特 定分野の外国文献(英 語)を 、各語の文章の中で 65 1994

の文法的役割を分析する構文レベルで、日本文に翻訳

できる技術が実用化される

〈情 報 〉

30外 国文献(英 語)を 日本文に翻訳できる技術が開 27 1999

発される

〈情 報 〉

48外 国文献(英 語)を 日本文に翻訳できる技術が開 80 1987

発される
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2-3-3表 前 回 お よび前 々回 調査 との 同一 課題(2)

重要度「大」の比率(%) 実 現 時 期(年)

課 題

今 回 前 回 前々回 今 回 前 回 前々回

16図 書 、資料の要約 ・抄録を自動的に行う装置(要 求 28 2000

によ り任意の圧縮比で出力ができる)が 開発される

〈情 報 〉

18図 書 、資料の要約 ・抄録を自動的に行 う装置(要 35 2005

求に より任意の圧縮比で出力ができる)が 実用化さ

れる

〈情 報 〉

82図 書 、・資 料 の要 約 ・抄 録 を自動 的 に行 う装 置(要 26 1994

求により任意の圧縮比で出力ができる)が 実用化さ

れる

20分 子レベルにおける高密度な記憶(DNAやRNA 52 2004

のような機能)が 可能な素子が開発され、より複雑な

情報処理が可能になる

〈情 報 〉

21DNA、RNAの よ うな機 能 を もつ 高密 度 記 憶 素 9 2005

子が開発され、より複雑な情報処理が可能になる

〈情 報 〉

50分 子 レベルにおける高密度な記憶(DNAやRN 70 1998

Aの よ うな機能)が 可能な技術が開発される

29レ ーザーを利用した衛星通信が実用化される 24 1995

〈情 報 〉

7レ ーザーを利用した衛星通信が実用化される 6 1995

〈工 業 ・資 源 〉

14宇 宙通 信 用 レーザ ー が 開 発 され る 73 1981

30全 世 界のほとんどの国をおおう国際データ通信網が 75 1994

形成され、国内データ通信網から自動接続が可能とな

る

〈情 報 〉

33全 世界をおおう国際データ通信網が形成され、国 50 1993

内データ通信網から自動接続が可能 となる

33任 意 の場 所 か ら送受 信可 能 なポ ケ ッ ト ・テ レ ホ ンが 22 1992

実用化される

〈情 報 〉

54任 意 の 場所 か ら送 受 信 可能 なポ ケ ッ ト ・テ レホ ン 1ユ 1994

が実用化する

40行 政事 務 の オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョン 化 が進 み 、 72 1993

許認可事務、手続業務、財政管理などのうち、定型化

可能な業務の大半がコンピュータ化される

〈情 報 〉

47許 認可事務などの判断業務の大半は、定型化され、 11 1994

コ ンピ ュー タ化 され る
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2-3-3表 前 回 およ び前 々回調 査 との 同一 課題(3)

重要度「大」の比率(%) 実 現 時 期(年)

課 題 ・

今 回 前 回 前々回 今 回 前 回 前々回

〈情 報 〉

13許 認可事務などの判断業務の大半は、定型化され、 19 1984

コ ン ピ ュー タ化 され る

42技 術内容の詳細や図面などが体系的に入力されてい 55 1993

る専 門家 向 け科 学技 術 デ ー タベ ー ス ・シ ス テム が実 用

化 され 、オ ン ライ ン提 供サ ー ビス に よ り容易 に 検 索可

能 となる

〈情 報 〉

35専 門家向けの(技 術内容の詳細や図面などが、体 30 1994

系的に入力されており、検索の容易な)特 定分野の

科学技術データ・バンク(国 家規模)が 実用化され

る

〈情 報 〉

18専 門家向けの(技 術内容の詳細や図面などが、体 70 1985

系的に入力されており、検索の容易な)科 学技術デ
一 タ ・バ ン ク(国 家 規 模)が つ くられ る

53通 信網のトラピック状況を全国的規模で自動監視す 73 1991

るシス テ ム が実 現 し、 異常 トラ ピッ ク発 生 時や 災 害時

において回線の切替や トラピックの流れを自動遠隔制

御 で き る よ うに な る

〈情 報 〉

39通 信網のトラピック状況を全国的規模で自動監視 68 1987

す るシ ス テム が 実現 し、異常 トラ ピ ッ ク発生 時や 災

害時において回線の切替や トラピックの流れを自動

遠隔制御できるようになる

54個 入や集団のプライバシーや機密がもれないような 85 1993

信頼度の高い保護システムが普及する

〈情 報 〉

41個 入や集団のプライバシーや機密がもれないよう 78 1989

な信頼度の高い保護システムが確立する

〈情 報 〉

39個 入や集団のプライバシーや機密がもれないよう 87 1987

な信頼度の高い保護システムが確立する

55情 報が天災によりまたは人為的に破壊、消滅しない 87 1995

ような安全なシステムが確立する

〈情 報 〉

42情 報が天災または人為的に破壊、消滅しないよう 8.7 1992

な安全システムが確立する

〈情 報 〉

38情 報が天災または人為的に破壊、消滅しないよう 89 1990

な安全システムが確立する
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2-3-3表 前 回 お よ び前 々 回調 査 との 同一課 題(4)

重要度「大」の比率(%) 実 現 時 期(年)

課 題

今 回 前 回 前々回 今 回 前 回 前々回

62オ プ ト ・エ レ ク トロニ クスに よる高 速 の論 理 回路や 49 1995

高 速の メモ リー が 実 用化 され る

〈情 報 〉

10オ プ ト ・エ レ ク トロニ クス に よ る高 速の ロジ ッ ク 12 1994

回路や高速のメモリーが実用化される

〈情 報 〉

101オ プ ト ・エ レ ク トロニ クス に よ る高 速 の ロ ジ ッ ク 43 1986

回路や高速のメモリーが実用化される

74ホ ロ グ ラフ ィー 等 を利用 した立 体 テ レ ビが 開 発 され 5 1997

る

〈工業生産〉

36レ ーザー放射式などの立体映像(少 し横から見れ 4 1991

ぱ側面が見える)の ディスプレイ装置が実用化され

る

85巨 大 な太陽電池板をもつ宇宙空間太陽光発電所が建 54 2009

設 され 、電 力が マ イ ク ロ波 で地上 に伝 送 され る よ うに

な る

〈宇 宙開 発 〉

17人 工衛星方式を用いた太陽光による発電所技術 49 2003

(出 力数 万kW程 度)が 開 発 され 、地上 に ミリ波 で

送電することが可能となる

〈工 業 ・資源 〉 F

62人 工衛星方式を用いた太陽光による発電所(出 力 5 2000年

100万kW程 度)が 設 置 され 、地上 に ミリ波 で 送電 す る まで は

ことが実現する 非現実

しているもの(課 題2、14、20、42、62等)

この うち、「分子 レベルにおける高密度な記憶素子の開発」(課 題20)は 、 近年 のライフサ イエ ン

スに関す る研究開発の急速 な高 ま りを反映 してお り、また課題2お よび14は 、 オフ ィス ・オー ト

メーシ ョン(OA)と も関連 したパ ターン認識技術の急速 な発展を反映 した結果 といえ よう。

③ 今 回重要度 「大」の比率 が大幅 に上昇 したもの(課 題30、40等)

特 に、「行政事務のオ フィス ・オー トメーシ ョン化」(課 題40)は 前 回調査か らの重要度 「大」の

比率 の上昇が著 しく、ここ数年来の オフィス ・オー トメーションに対 する関心の高ま りを反映 した

結 果と考 えられる。

一 方、実現時期については、全般的 に前々回調査 より遅 くなっているものの、前回調査 と比較する

とほ ぼ同程度 の課題が多い。特に、課題1、2、13お よび14で は、誤読率の向上 、特定話者 から不特
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定話者へ、あるいは開発 か ら実用化 へのように条件 が厳 しくな っているのに もかかわ らず、実現時期

はほぼ変わ らず、早 まっている課題 さえある。 これは、ここ数年来の通信 ・情報 ・エ レク トロニ クス

技術 、特 に超LSIに 代表 され るマ イクロ ・エ レク トロニクス技術の著 しい進歩 に負 うと ころが大 き

いと考 え られ る。 しか し、課題54お よ び55の 「情報 の保護、保全に関連す る技術」 は、重要度の高 さ

に反 して回を追 うごとに実現時期が先 に延 びており、 このような技術、普及 における困難 さを示 して

いる。

2-3-4表 他 分 野 との 同 一課 題

L

課 題

重要度「大」

の比率(%)

実現時期

(年)

20分 子レベルにおける高密度な記憶(DNAやRNAの ような機能)が 可能

『
な素子が開発され、より複雑な情報処理が可能になる

〈ライフサイエンス>

30分 子 レベルにおける高密度な記憶(DNAやRNAの ような機能)が 可

能な素子が開発され、より複雑な情報処理が可能になる

52

22

2004

2007

29レ ー ザ ー を利 用 した衛 星通 信 が実 用 化 され る

〈宇 宙 〉'

14レ ー ザ ー を用 いた衛 星 間通 信 シス テム が 実 用 化 さ れ る

24

38

1995

1995

38オ フ ィス にお い て、和 ・英文 書 の 編集 、作成 、保 管 、検 索や オ フ ィス間 に

お け る文書 通 信 が電 子 化 され 、ペ ー パー レス オ フ ィス が普 及す る(現 在 の テ

レ ッ クス なみ の 普 及)

〈生 産 ・労 働>

50オ フ ィスに お いて 、書 類 ・統 計 の 編集 、作 成 、保 管 、検 索 お よび オ フ ィ

ス間 の文 書 通 信 、会議 等 が すべ て電 子 化 され たペ ーパ ー レス オ フ ィス が普

及す る

43

13

1993

1998

85巨 大 な太陽電池板をもつ宇宙空間太陽光発電所が建設され、電力がマイク

ロ波で地上に伝送されるようになる

〈エネルギー ・鉱物資源 ・水資源〉

人工衛星方式を用いた太陽光による発電技術(出 力数万kW程 度)が開発

され、地上にマイクロ波で送電することが可能となる

〈宇 宙>

21人 工衛星方式を用いた太陽光による発電所(出 力数百万kW程 度)建設技

術が開発され、地上にマイクロ波で送電することが実現する

54

8

51

2009

2010年

までは

非実 現

2008
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なお、「宇宙空間太陽光発電所の建設」(課 題85)に つ いては、実現時期がそれ ぞれの調査で設定 し

た非実現の時期 の境界付近になってい る。

(4)他 分野 との同一課題

他分野との同一課題(類 似 も含む)は 、2-3-4表 に示 す4課 題 である。

「分子 レベルにおける高密度な記憶素子の開発」(課 題20)に つ いては、ライフサイエ ンス分野 と比

較 して重要度 「大」の比率が高 く、実現時期 も早 く、当分 野が楽観的にみている ことを示 している。

ただ し、専門度 「大」の回答者の実現時期は ライフサ イエ ンス分野 と一致 している。

「レーザー を利用 した衛星通信 の実用化」(課 題29)に つ いては、両分野の評価 に大 きな差異はみ ら

れない。

「ペーパー レスオフ ィスの普及」(課 題38)に つ いて は、生産 ・労働分野 と比較 して重要度 「大」の

比率 が高 く、実現時期 も5年 も早 くなっている。 これには、供給者側(通 信 ・情報 ・エ レク トロニク

ス分野)と 利用者側(生 産 ・労働分野)の 意識の差が現れていると考え られる。

「宇宙空 間太陽光発電所 の建設」(課 題85)に つ いては、宇宙分野 とは重要度 「大」の比率 、実現時

期 ともほぼ一致 しているが、エ ネルギー ・鉱物資源 ・水資源分野 とは、実現時期に大 きな差異 はない

ものの重要度 「大」の比率は当分野のほ うがきわめて高 くなっている。 これは、エネルギー ・鉱物資

源 ・水資源分野 では、宇宙空間太陽光発電 をさま ざまなエネルギー源のひとつ としてとらえ、その重

要度 を相対 的に低 くみたためと考え られる。

(5)ま とめ

以上、通信 ・情報 ・エ レク トロニ クス分野 における技術予測調査の結果の概 略を述 べた。

前 々回(昭 和46年)の 調査の時点は、高度経済成長期でもあり、また未来学 などが さかんに もては

やされ た時代 でもあり、未来 に対 し楽観的な夢にあふれてお り、それが調査結果 にもうかがわれた。

しか し、その直後に顕在化 して きた公害 などによる環境汚染 や、オイルシ ョックなどにみ られる資源

問題な どで技術の社会的なマイナス面が浮 き彫 りにされてきた。前回(昭 和51年)の 調査で、各技術

課題の重要度が低 く見積 もられているの は、 この ような技術 に対 する不信感の表れであるともいえる。

近年 、公害防止技術 や省エネ技術 の達成や、遺伝子工学、マイクロ ・エ レク トロニクスの急速な進

展や、各種のオ ンライ ン ・サー ビスの実用化等 々技術進歩 は活発 となり、再 び技術 に対する期待が大

きくな りつつある。今 回の調査結果 をみても、十分 それが うかが える。

通信 ・情報 ・エ レク トロニクス技術 は、他の個別技術分野 のみならず、すべての社会 ・経済分野 に

まで浸透 している。ここで は、各分野 と同一技術課題 だけを取 り上 げて分析 したが、それ以外 にも各

分野 で多数の通信 ・情報 ・エ レク トロニ クス関連課題が取 り上 げ られている。それらを含 め、各分野

を通 じ、横 断的 に分析 する必要が あるだろう。

調査結果の詳細 なデータなどは、科学技術庁計画局編 『技術予 測報告書』 を参照 されたい。

)
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第1章 わが国のコンピュータ産業政策

および情報処理産業政策

1法 律

わが国における情報産業の振興を図る法制は、3-1-1図 のような変遷を経ている。

(1)特 定機械情報産業振興臨時措置法(機 情法)

1956年 に制定された 「機械工業振興臨時措置法」(機振法)お よび、1957年 に制定された 「電子工

業振興臨時措置法」は、1950年 半ばからのわが国電子機械工業の発展の大きな支柱であったというこ

とができる。この両法は、1970年 代の資本自由化その他の内外経済情勢の変化に対応するため、1971

年より一本化 されて 「特定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法」(機電法)と なった。機電

法によって振興対象とされた機種は、電子工業で37種、機械工業で58種、合計95種 に及んでおり、そ

3-1-1図 情報産業振興法の系譜

機械工業振興臨時措置法

(機 根 法)

特定電子工業および

特定機械工業振興臨

時措置法

(機 電 法)

特定機械情報産業

振興臨時措置法

(機 情 法)

[=====コ[======コ

(一 次)

(二 次)
〔特定機械工業振興〕

〔特定電子工業振興〕

〔特定機械工業振興〕

〔特定電子工業振興〕

〔ソフトウェア業振興〕

電子工業振興臨時措置法

(電 振 法)

情報処理振興事業協会等に関する法律

1

〔ソフ トウ ェア 開 発 促進 〕

〔情 報処 理 サー ビス 業等 育 成 〕

1955 60 65 70 75 80 85
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れそれの高度化計画が策定され、高度化資金の確保などにより、その目標を達成するよう努力が払わ

れてきた。これらの努力もあって、機械情報産業全体としての技術 レベルは向上し、多くの分野で電

子技術の機械への応用(機 電一体化)な ど高度化が図 られた。

しかし、

① 技術先端機器分野における技術水準はなお十分ではなく、また総じて経営力もぜい弱な状況にあ

り、これらの克服が肝要となっていること。

② 一部の電子部品などの分野では、近隣発展途上国の追い上 げを受けつつあり、これに対応して、

品質 ・性能の向上などの合理化努力をいっそう図らなければならなくなっていること。

③ わが国機械情報産業においては、ソフ トウェア面での技術の遅れが特に大きく、今後、広範な分

野で複合化 ・システム化された機器の供給が求められていくことを考慮すると、ソフ ト機能の中核

的担い手である産業の育成が急務となっていること。

など、機械情報産業は依然として種々の課題を抱えている。

1978年 に、機電法の期限切れを受けて制定 された 「特定機械情報産業振興臨時措置法」(機情法)

は、以上のような課題に応えようとするものである。

機情法は生産技術の向上、生産の合理化などを促進するため、基本的には機電法の体系 ・措置を引

き継いでおり、特定の業種について

① 高度化計画を策定 し、

② その目標実現のために所要資金の確保、税制上の措置を講ずる、

ほか、

③ 規格の制限など共同行為の指示をし、

④ 大規模な事業の開始などに対する勧告を行う。

としている。

一方、機電法とは次のような相違点がある。

① 振興の対象としてソフトウェア業を加えるとともに、電子工業、機械工業、ソフトウェア業相互

の依存関係を強調したこと。

② 機械にかかわる指定要件を一部変更 したこと。

③ 合併促進税制に代えて、新たに複合機械器具に関する普及促進のための税制措置を講ずるよう努

める旨の規定を定めたこと。

なお、特定機械産業ごとに定める高度化計画は、1978年12月 に89種について、ソフ トウェア業を含

む62本が定められ、告示された。

(2)情 報処理振興事業協会等に関する法律(情 張法)

コンピュータのハー ドウェアと並んで、わが国の情報化の進展を進めていくうえで、ソフトウェア
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面での振興を図ることが急務であることが認識され、ソフ トウェアの開発 ・流通の促進および情報処

理サー'ビス業などの育成のため、特に資金面での特別措置が要求されアこことを受け、1970年 に 「情報

処理振興事業協会等に関する法律」(情張法)が 制定されている。

同法においては、汎用プログラムの委託開発、買い取 りおよび貸し付け、情報処理サービス業(情

報提供サービス業などを含む)の 業務の高度化に必要な資金などにかかる債務保証などを業務とする

「情報処理振興事業協会」を設立するとともに、コンピュータの利用促進および汎用プログラムの開

発促進に関する 「電子計算機利用高度化計画」の策定、「プログラム調査簿」の作成、「情報処理技術

者試験」の実施などにつき、規定 している。

なお、第3次 の電子計算機利用高度化計画は、1981年7月 、1985年度末を目標に情報処理振興審議

会の了承を得て告示されている。

2審 議会 にお け る方 向づ け(ビ ジ ョン)

わが国の情報化促進および情報産業の振興を図るため、政府のとるべき施策の方向については、電

子工業審議会、産業構造審議会情報産業部会によって、次のような諸答申が行われている(3-1-

1表)。

これらの答申の中で基本的なものは、電子計算機産業につき、根幹的な路線を引いた1966年答申、

3-1-1表

審 議 会 にお け る方 向

づ け

●電子工業審議会

1966年3月 「電子計算機工業の国際競争力強化のための施策に関する諮問に対す

る答申」

●産業構造審議会情報産業部会

「情報処理および情報処理産業の発展のための施策に関する中間答申
」

一 コンピュータリゼーションを中核として情報化の推進

「情報処理および情報処理産業の発展のための施策に関する答申
」

一 情報化社会の扉を叩こう

「産業の情報化に関する中間答申
」

一 企業行動における情報処理の高度化を通じて知識集約化の推進を

「情報産業部会 中間答申
」

一 産業分野の情報化により社会 ・生活分野の情報化へ

「昭和60年 度におけるわが国の情報化及び情報産業の計量予測
」

-1974年9月 中間答申をうけた情報化及び情報産業の定量的把握

「情報産業部会 中間答申
」

-80年 代の情報化及び情報産業の在 り方並びにこれらに対する施策

の在 り方

「情報産業部会 答申」

-80年 代の情報化及び情報産業の在 り方並びにこれらに対する施策

の在 り方
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情報処理振興事業協会の設立をターゲッ トとし、情報処理および情報処理産業の強化をうたった1969

年答申、自由化後の新たな情報化 ・情報産業の展望を示 した1974年 答申、そして1980年 代の新たな情

報化 ・情報産業の展望を示した1981年 答申である。

3技 術開発の促進

(1)次 世代電子計算機用基本技術 開発促進

世界 のコンピュー タ市場 の56%の シェアをもつIBMは 、1980年11月 に3081D、1981年12月 に3081

K、1982年4月 に3084、3081Gを 発 表 した。 この308Xシ リーズは、従 来の機種 に比 して、コス ト・

パ フォーマ ンスが格段 に向上 した新機種であ り、これ を契機 に、電子計算機はいよいよ新 しい世代(第

4世 代)に 突入 した。

このような情勢 にあって、わが国 において も、第4世 代電子計算機 システムの開発の緊急性 が一段

と高まってい る。

第4世 代機のハー ドウェア面での技術的 中核 とな るの は、現在のLSI(大 規 模集積回路)を さ ら

に高密度 ・高速度化 した超LSIで あ るが、これはソフ トウェア技術 よりも先行 して開発 する必要 が

あるため、すでに1976年 度 より4カ 年計画で開発を行 った。なお、研究開発 は順調に進 み、1979年 度

をもって当初予定 どお り終 了した。

しか し、第4世 代機 では、ハー ドウェア面のみな らず、ソフ トウェア面 でも従来 にないきわめて画

期 的な新機能 が要求 される もの とみ られるが 、従来 か らわが国の ソフ トウェア技術 は、ハ ー ドウェア

以上 に外国 との格差が大きいといわれてお り、ネッ トワーク管理技術 、超高級言語処理技術等の基本

ソフ トウェア(オ ペ レーテ ィング ・システム:OS)技 術 を緊急に開発す る必要 がある。

さらに、次世代においてはマ ン ・マ シン ・インタフェースが改善 された、使いやすいコンピュータ ・

システムが必要とされ るが、このためには日本語 による入出力 などを可能 とす る高性能新周辺端末装

置技術 も併せて開発す ることが必要 であ る。

このため、1979年 度 か ら1983年 度 までの5カ 年計画で、総額470億 円 の研究 開発資金 を投 じ、一 本

化 した研究組合体制(電 子計算機基本技術研究組合)の 下 で、基本 ソフ トウェア(OS)技 術 お よび

新周辺端末装置技術 を開発 することとし、これに対 し、補助 を行 うことと しており、計画最終年度に

あたる1983年 度 も、引き続 き開発をいっそう強力に推進す る(3-1-2表)。

(2)電 子 計算機基礎技術開発

情報関連技術 は多 くの産業 を支える基盤的技術 であ り、わが国経済社会 を支 える最重要技術で ある。

技術立国をめざすわが国が創造的な 自主技術 を確 立 しつつ、情報 関連技術 開発 を推進 してい くために

は、先導 的 ・革新的技術開発 として、新 しい理論 ・技術 に基づ く1990年 代 のコ ンピュー タ(第5世 代
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3-1-2表 技 術 開 発
(単位:百 万円)

年度項目 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983

電子計算機開発促進費補助金 3,500 8,640 10,052 8,606 5,785 6,200 5,616 2,860

①次世代電子計算機用大規模集

積回路開発促進費補助金
3,500 8,640 10,052 6,906 一 一 一 一

②次世代電子計算機用基本技術

の開発促進
一 一 一 1,700 5,785 6,200 5,616 2,860

{
基本ソフトウェア(OS)

新周辺端末装置
(1,450)

(250)
(4,910)

(875)

(5,150)

(1,050)
(4,986)

(630)

(2,360)

(500)

コンピュー タ)の 研究開発 を積極的 に推進 していかなけれ ばな らない。

コン ピュー タはそれに使 われている素子 によって"第1世 代"(真 空管)
、"第2世 代"(ト ラ ンジス

タ)、"第3世 代"(IC:集 積 回路)、"第3.5世 代"(LSI:大 規 模集積 回路)と 区分 され 、現在 は超

LSIを 使 用 する第4世 代のコ ンピュー タが出現 しつつ ある。

これ らの コンピュー タは、 いず れ も"ノ イマ ン型 コンピュータ"と 呼 ばれ、デー タ処理 の手続 き

(プ ログラム)を 内蔵の記憶装置 に蓄えて、制御装置か らの指示 により、デー タを逐次処理 する方式

を特徴と しているが、複雑 な処理に対 してソフ トウェアが複雑かつ大規模 になるなどの問題点が指摘

されている。

そ して、これまでの技術変遷周期(ラ イフサイクル)か ら、1990年 代 初頭には、従来のコンピュー

タの もつ種 々の問題点 を解決 し、 しかも人間にとって使 いやすい画期的 なコンピュー タが出現すると

いわれてお り、1990年 代 初頭に この コンピゴ一夕の プロ トタイプを実現 し、技術 を確立 するためには

遅滞 な く研究開発 を推進 してい く必要がある。

すでに諸外国で は、わが国 に先行 して従来 の コンピュータの構造的欠陥 を克服 する新方式 のコ ン

ピュータに関 して、大学の研究室、企業の研究所などで研究 が開始 されている。

わが国 と して も、創造的 自主技術の確立、諸外国への積極 的貢献 という観点か ら、この研究 開発 を

強力 に推進 してい く必要がある。

革新的 な理論、技術 に基づ くコンピュータの研究開発に は、約10年 の期間 を要することか ら、"前

期"(1982～84、 基 本技術開発)、"中 期"(1985～88年 度 、サブ システム開発)、"後 期"(1989～91年 度 、

トータル システム開発)一 の大 きく3つ の期 間に分 けて研究開発 を行 うこととしている。

1981年 度 は、国の プロジェク トと して研究開発 を行 う場合 の技術開発課題 、スケジュール、体制な

どに関する調査 を、一般会計約1,500万 円 によ り行 った。
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1982年 度 は、第5世 代 コ ンピュータの基本技術開発 と して、一 般会 計約4億2,600万 円 によ り、推

論サ ブシステム、知識 ベース ・サ ブシステム、基礎 ソフ トウェア ・システム、ソフ トウェア開発用パ

イロ ット・モ デルに関する概念設 計、機能設計等 を行 った。

1983年 度 は、1982年 度 に行 った概念設計、機能設計 をもとに、詳細設計、一部試作などを行 う。

1984年 度 は、前期基本技術開発の最終年度 として位置づ けられ、1981,1982年 度 に行 った概念設計 、

機能設計 、詳細設計 、一部試作を もとに試作 ・試験評価 を行 う予定 である。

(3)科 学技術用高速計算 システム(大 型 プロジェク ト)

人 工衛星 か ら送 られて くる画像情報処理 、核融合炉 のプラズマ ・シミュ レー ション、気象解析、航

空機設計における空気力学計算な どではきわめて膨大 な量の計算を処理す る必要 がある。現行の電子

計算機では処理で きない これ らの科学技術計算 を、現実的 に意 味のある時間内で処理するためには、

現在の コンピュータの処理能力を1,000倍 高 め た、100億FLOPS(FLOPSと は コンピュータが1秒

間に処理する浮動小数点演算 の数)と いう飛躍的な処理能力 を有 する高速科学計算 システムの実現が

望 まれる。

このため、

① シリコン素子 に代 わる新 しい高速論理素子 および高速 記憶 素子 と して、 ジ ョセ ブソン接合素子

(JJ素 子)、 高電子移動度 トラ ンジスタ素子(HEMT素 子)、 ガ リウム砒素電界効果 トランジスタ

素子(GaAs素 子)

② 現在の多 くの電子 計算機 では、1台 のプロセ ッサー(演 算装置)に より入力 されたデータをすべ

て処理 しているが、多数(100～1,000台)の 基本プロセ ッサーを同時 に動作 させて大規模 な演算 を

高速に行 う並列処理方式

③ 新 しい高速素子 お よび並列処理方式 を用 いて構成 される高速演算用並列処理装置、大容量高速記

憶装置および分散処理用並列処理装 置の性能 を最大限に発揮 させるため、 フロ ン ト・エ ン ド・プロ

セ ッサー、高速磁 気デ ィスク装置等 の周辺装置を設置 した総合 システム

について、研究開発 を実施 し、科学技術用高速計算 システムを実現す ることと している(1981年 ～

1989年 、約230億 円)。

1983年 度 は、次の研究 開発 を行 っている。

① 高速論理素子お よび記憶素子の研究

JJ素 子 、HEMT素 子 、GaAs素 子 のMSI規 模 の試験 チ ップ設計 ・試作 などに よる材 料 プロセ

ス技術、LSI化 技 術の研究

② 並列処理方式の研究

前年度までの研究 に基づき、総合 システムの基本 仕様 を固 め、 さらに並列処理 アーキ テクチャな

らびにソフ トウェアの研究
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3-1-3表 開 発研 究 費 (単 位:百 万 円)

年 度項 目 1979 1980 1981 1982 1983

科学技術用高速計算システム

開 発 研 究 費
一 一

30 813 1,567

光 応 用計測制御 システム

開 発 研 究 費
51 927 2,418 3,237 3,333

3-1-2図 研 究開 発 ス ケ ジ ュー ル

年度
研究項目

1981 82 83 84 85 86 87 88 89

1.高 速論理 および

記憶素 子の研 究

q

4

4

JJ素 子の研究 高 度 化

、一一ーー一◆

高度化i
HEMT紫 子の研究

,

l
GaAs素 子 の研究

,

ノ ー

,rv-一 一◆

高 度 化

一'一 一じ

,

∫「●

2.並 列処理 方式の研 究
並列処理方式の研究

並列処理アーキテクチャの研究
■
」. 「

, 「

.1 ,並 列処理 ソフ トウ ェアの研究
、 ● 、

3.総 合 システムの研 究
▼ ■r- ■.

喝

総合システムの研究

1

● ●

総合評価
運転実験

(4)光 応用計測制御システムの開発(大 型プロジェクト)

化学 ・鉄鋼などの大規模産業プラント分野、工業団地 ・大規模ビルなどの事業所分野、交通情報 ・

地域情報システムなどの社会システム分野において発生する画像情報を含む大量情報を、電磁誘導 ・

可燃性ガスの存在、その他の悪環境下でも安全かつ安定に計測 ・伝送 し、制御することを可能とする

システムの実用化に必要な技術の開発を目的としている。

従来の有線通信方式は、銅などの通信(伝 送)ケ ーブル(電 線)に 音声や画像、アナログ量やディ

ジタル量などの情報信号をのせた電流を流すことによって、情報を伝送するシステムである。

これに対 して、光を応用 した計測制御システムは、通信ケーブル(電 線)の 代わりにグラスファイ

バー(繊 維状のガラス)を 使い、電流の代わりに光(レ ーザー光)を 用いて行 うシステムである。

本プロジェク トでは、画像に関連するもの(高 速画像情報サブシステム、高品質画像情報サブシス

テム)、プロセス情報に関連するもの(高 速プロセス情報サブシステム、複合プロセス情報サブシス
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テム)お よび情報管理に関するもの(情 報管理サブシステム)の5つ の機能別サブシステムに分けて

開発を行い、これに必要な新しい発 ・受光素子の開発などの光要素技術の開発を行 う。また トータル

システムとしては、機能別サブシステム技術の組み合わせによる実証システムについて実験 ・検証を

行うこととしている(1979--1986年 、約180億 円)。

1983年度は、次の研究開発を実施 している。

① トータルシステムについては、前年度の概念設計に基づいて実証システムの基本設計を行 う。

② 各種機能別サブシステムについては、前年度までの成果に基づいて基本機能を確認するシステム

の製作に着手する。

③ 各機能別サブシステムを構築するために必要な各種半導体 レーザー、各種センサー、光回路素子

および伝送線の要素技術について引き続き研究開発を行う。

特に、光要素共通技術である結晶基板製作技術等の確立をめざして研究開発を進める。

3-1-3図 研 究 開 発 スケ ジ ュール

年 度
研究項目

1979 80 81 82 83 84 85 86

1.ト ー タルシステムの研究

1)実 証 システムの研究

2)機 能別サブシステムの

実証研究

3)実 証 システム固有要素

技術の研究

各分野の
トータルシステムの 研究 1

ウ 実証システムの (詳細設計) (製 作 ・運転 ・評価)・晴 レ ・●

(概 念設計)
↑(基本設計) ↑ ,

↓

4q・

:製 作 ・運転 ・評価 ・改 良

♪ll
■

↓

↑ 製 作 ・評 価 ・改 良
,

2.機 能 別 サ ブ シ ステ ム の

研 究

信 ㌘)一
各種機能別サブシステムの

↓

ピ 蕊確認
モデルの試作

■

(基本設計)

1,

(詳 細設 計)

3.光 要素技術の研究

-

要素 技術 の研究開 発
[1

.(各 種 レーザー ・
イ メージ フ ・イパ一 等)1

1・
:

♪
1 1

高度集積型素子、評価技術等の研究開発

,

、

(5)新 機能素子の研究開発(次 世代産業基盤技術研究開発制度)

半導体技術は、1947年 に トランジスタが発明されて以来、1960年 のIC技 術をはじめとして、急激

な技術開発が行われてきたが、従来の技術だけでは、1980年 代半ばにして技術的限界につきあたるこ

とになるといわれている。
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新機能素子の技術開発は、技術的限界を打開する革新的基盤技術を開発 し、1990年 代への新しい技

術先端産業基盤を確立するため、1981年 度より次世代産業基盤技術研究開発制度の一環として実施さ

れている。

現在、

① 超格子素子

極薄結晶膜の精密成長等により、原子 レベルの寸法まで制御 した構造の中で現れる新 しい電子現

象を利用 した素子

② 三次元回路素子

半導体集積回路層と絶縁物層を交互に積層 した素子

③ 耐環境強化素子

放射能、熱、衝撃などに耐え、宇宙空間、原子炉内、自動車搭載などのいかなる環境下でも安定

に動作する集積回路素子

について研究開発を実施している。

3-1-4表

新機能素子の開発費

(単 位:百 万円)

年 度項 目
1981 1982 1983

新機 能 素 子 の 開発 費 673 1,127 1,451

(6)フ ァクシミリ製造業の製品保証引当金制度の対象業種への追加

ファクシミリは、情報化社会の担い手として、その利用が急速に拡大しているが、他方、ファクシ

ミリは新しい機器であることもあって初期故障が一定の確率で発生 し、その無償補修に要するファク

シミリ製造業者の費用 も増大 している。

このため法人税法で定められている製品保証引当金制度(製 品の無償補修制度について、当該製品

の収益額に補修費支出割合または5/1000を 乗 じた額を限度として、損金に算入することを認める制

度)の 政令指定業種にファクシミリ製造業を追加することとし、もってファクシミリの初期故障に適

切に対処し、アフターサービスの充実を図るとともに、製造業者の財務の健全性を確保 し、わが国の

情報化の一層の促進を図る。

(7)半 導体集積回路製造設備の法定耐用年数

集積回路は、先端技術分野の中核を成すものであり、技術革新が激 しく、その製造設備も技術的陳

腐化が激 しいことから、製造設備の法定耐用年数について 「新規産業用機械および装置」 として、素

子数100以 上のものについて、5年(他 のものおよび個別半導体素子は7年)の 特例措置を講 じてい

るが、現行制度が引き続き2年 間(昭 和59年度末まで)延 長されることとなっている。
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4社 会システムの開発

(1)医 療 情報 システムの開発

① ヘルスケ ア ・ネ ッ トワーク ・システムについて

わが国の医療分野では、診療体制 の不備、医療の地域格差 、救急医療体制 の不備、総医療費の増大

など、多くの問題 が生 じている。 これ らの問題 を解決す るためには、 コンピュータと新 しい医療機器

か らなる、医療情報 システムを開発 し、導入することが不可欠 である。

このため、1978年 度 か ら6カ 年計画 で、病院、診療所、健診 ・検査セ ンター等の各種医療機関 をコ

ンピュータ ・ネッ トワークで結び、医療情報の伝送 ・各種医療用情報処理 を実現す るためのシステム

と して、ヘルスケア ・ネ ッ トワー ク ・システムを開発 している。

これは、医療情報 の共同利用、健康管理デー タの一元的管理 、高度医療資源の共同利用 を図 るうえ

で有効なシステムである。

この システムは、医療情報の伝送 を行 う基本 ネ ッ トワークと、これ を利用 して医療用 の情報処理 を

行 うアプ リケーションと して、放射線残量計算 システム、臨床検査 システム、臨床医薬品情報 システ

ムの3シ ステムか ら成 っている。

1983年 度 は、開発 を終 了 し、実際の医療機関においてフィール ド実験を行 い、その評価 を実施する

こととしている。

② 診療支援 システムの開発

近年、医学 医術の進歩 、高性能医療機器の開発普及、疾病構造の変化 などに より、医学知識、診療 デー

タなどの医療情報 が急増 している。

それに もかかわ らず、特 に医師の診療業務の情報化 が遅れているため、 これ らの大量の知識 、デー

タを扱 うことがで きずに、"KnowledgeCrisis"と 呼 ばれ る危機 に陥 っている。

これ を解決 するため、医師が診療 に必要 な情報を即時 に判断 しやす い形で提供す ることによ り、診

断 、処置 、治療などの意思決定 を支援するシステム 「診療支援 システム」 の開発が必要である。

本 システムは、次の ような機能 をもつ システムを トータル化 したものである。

●電子 カルテ ・システム……カル テ情報 をデー タベース化 し、検索 ・利用できるシステム

●画像 診断システム……各種 医療用画像 をデー タベース化す るとともに、画像 の読影について医師

をサポー トす るシステム

●コンサルテーシ ョン ・システム……疑 いのある病 名、必要な検査項 目と検査手順、治療方法等 に

ついてのコンサル テー ションを行 うシステム

1983年 度 は、本 シス テムの開発調査 ・概念設計 を行 う。
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3-1-5表

医療 情 報 シ ス テム の

開発 費

(単 位:百 万円)

年度
項目

1978 1979 1980 1981 1982 1983

医療情報システムの開発 192 191 222 222 196 171

(2)代 替 エネルギー利用型 コミュニテ ィ ・エネルギー ・システムの調査研究

現下 のエ ネルギー需要動向 にかんがみ、都市において も省エ ネルギーを推進 しなけれ ばな らないが、

そのためには、エネルギーの生産か ら消費 に至るまで を、一貫 した システムとしてとらえ、 トータル

として省エ ネルギー化 を図 る必要がある。

こうした観点か ら、本事業 は、1978、79年 度 において、「地域エネルギーセンター(CEC)」 「省エ

ネルギー都市機械 システム」 について、その基礎的調査研究 を行 った。1980、81、82年 度 においては、

上記の成果 を踏まえて、さらに代替 エネルギー移行の観点 から、石炭 を一次エネルギー源とする 「代

替エネルギー利用型 コ ミュニ ティ ・エネルギー ・シス テム」 に関する調査研究 と して、 ロケーシ ョン

調査 によ り、環境条件、エネルギー負荷 などの各種 データを収集 し、本 システムの最適 化設計、モデ

ル開発計画の立案 、主要技術開発課題 などに関す る調査研究 を行 った。

1983年 度 は、 これ までの調査研究 を踏 まえ、熱併給発電 システムにおける石炭型 システムの位置 づ

けを明確 にする ことを目的と した調査研究 を行 うこととしてい る。

1978年 度

1979年 度

1980年 度

1981年 度

1982年 度

1983年 度

十 般会計 「省エネルギー綱 械システムのための研究調査」

石炭ならびに石油および石油代替エネルギー対策特別会計

3-1-6表

1982年 度情 報産 業 開

発 調 査費

(単 位:百 万円)

年度項目 1978 1979 1980 1981 1982 1983

省エネルギー都市機械システム

開 発 調 査'費

9 9 一 一 一 一

代 替 エ ネ ル ギ ー 利 用 型

コ ミュニ テ ィ ・エ ネ ル ギ ー ・

シス テ ム 開 発 計 画 調 査 委 託 費

一 一 42 45 35 29

(3)業 種 別 システム化促進

コンピュータリゼーシ ョンの進行 に伴 い、産業の システム化が浸透 しつつあるが、 このような情報
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化における総合的かつ的確な行政施策などを見い出すため、「産業活動のシステム化」の実態とその

動向を調査する。

(4)情 報処理システム化促進のための開銀融資

今後とも、いっそうの充実が望まれるオンライン情報処理システムおよび医療、交通、防災等の諸

問題の解決に資する、社会性の高い情報処理システムの導入などに必要な設備資金につき、開銀融資

を行う。

5情 報化基盤整備

A高 度情報化関連産業動向調査

(1)高 度情報化関連産業動向調査

近年のコンピュータと通信の結合によって生まれたニューメディア(衛 星通信、衛星放送、CATV、

ビデオテックス、テレテキス ト、ISDN等)は 、今後の高度情報化社会のインフラス トラクチャーとして、

重要なものになると予想される。このニューメディアの発展の動向およびその産業に与えるインパク

トなどを調査 ・検討する。予算約600万 円。

(2)電 子計算機システム安全対策の推進

電子計算機による情報処理がますます増大 し、企業活動、社会活動等の高度化に寄与しているが、

一方では、データ漏洩 ・火災 ・地震等によるデータの破損などのための経済 ・社会活動の停滞、プラ

イバシーの侵害等、社会に悪影響を及ぼす危険性 も増大する傾向にある。

このため、1974年9月 の産業構造審議会情報産業部会中間答申において、情報化に伴う副次的マイ

ナス効果の除去という観点から、マニュアルの作成などの安全対策面での施策の充実の必要性が指摘

された。

また、1976年2月 には、自治省から地方公共団体に対 し、地方公共団体がデータ処理を外部に委託

する場合には、機密保護の対策を行わせることなどを指示内容とする通達が出されるなど、わが国に

おいても、情報処理における安全対策の充実を求める気運が高まってきた。

そこで通商産業省としても、今後の情報処理の健全な発展を図るために、以下のような施策を講 じ

ている。

① 安全対策基準の策定

前述の産業構造審議会情報産業部会中間答申の指摘を受けて、省内にコンピュータ・システム安全

対策委員会を設置し、1975年 度および1976年度の2年 度にわたって電子計算機利用にかかわる安全問

題について総合的に検討を進めてきたが、その検討を踏まえ、1977年4月 に 「電子計算機システム安
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全対策基準」を策定し、公表 した。

本基準は、電子計算機利用者に対するわが国初の安全対策に関する指針であり、電子計算機利用者

が安全対策を講ずるにあたってのチェック基準となるものである。

② 情報処理サービス業電子計算機 システム安全対策実施事業所認定制度

情報処理サービス企業は、他人のデータを預かり、電子計算機で処理するという機能をもっている

ため、電子計算機が事故で停止 したり、機密データが漏洩したりすると、他人の財産の喪失や他人の

経済活動の停滞をもたらすとともに、電子計算機利用への信頼を損う結果になる。

このため、情報処理サービス企業の安全対策の実施の促進を図り、わが国情報化および情報処理サー

ビス業の健全な発展を図ることを目的として、電子計算機 システムに関して一定の安全対策を実施 し

ている事業所を通商産業大臣が認定する 「情報処理サービス業電子計算機システム安全対策実施事業

所認定制度」 を1981年7月20日 に創設した。

本制度は、情報処理サービス事業者が、まず、安全対策実施事業所の認定を受けようとする事業所

について指定検査機関(㈱ 機械電子検査検定協会)に よる設備に関連する検査を受け、その検査結果

に基づき、交付される検査書を添付 して、通商産業局に申請する。通商産業局は、運用に関する事項

について書面審査ならびに必要に応 じて実施調査を行う。

通商産業大臣は、この申請に基づき、通商産業省に設けられる情報処理サービス業電子計算機 シス

テム安全対策認定委員会の意見を聞いて認定を行い、認定証を交付するとともに公表する。

認定の有効期間は3年 間としているが、その間、毎年6月 末までに通商産業大臣に安全対策に関す

る報告書を提出することになっている。

(3)電 子計算機納入下取調査

わが国電子計算機産業の振興を図るため、個別システムごとに機種 ・金額などを調査 し、わが国に

おける電算機市場の動向およびその市場構造の変化などを把握する。

(4)情 報処理実態調査

わが国の情報処理の実態 を継続的かつ体系的に把握 し、情報処理振興対策の前提となる基礎資料の

整備を行うため、本調査を実施する。

(5)情 報化月間の実施 、

情報化に関する国民の理解と認識を深めるため、1972年 から毎年10月の第1週 を"情 報化週間"と

して改め、一般市民などを対象とした情報化に関する各種啓蒙行事を実施した。

さらに、1982年 からは、情報化が第2次 情報革命ともいうべき新たな発展段階を迎えていることに

伴い、"週間"を"月 間"と 改め、内容の質的充実を図り、10月1日 から1カ 月間にわたり、全国的

に多彩な行事を行っている。

』
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(6)ソ フ トウェアの法的保護

ソフ トウェアの流通対策 と して、ソフ トウェアの法的保護 の方法につ き調査研究 を行 うとともに、

シス テムの信頼性 、安全性、効率性 を合理的にチェ ック し、健全な情報化社会 を実現す るためのシス

テム監査 に関 し、調査研究 を行 う。

(7)プ ロ グラム調査簿 の作成

プログラムに対 する重複投 資 をで きるだ け避 け、 プログラムの円滑 な流通 を促進 するため、 コン

ピュータ ・ユ ーザーなどが保有 しているプログラムの うち、特 に円滑な流通 を図 る必要が あると認め

られ るものを収録 したプログラム調査簿 を作成 し、 これ を一般の閲覧に供す る。

(8)デ ー タベ ース台帳

デー タベー ス ・サー ビスに利用 で きるデー タベー スを対象 に して、1982年 度 か らデータの概要、

サー ビスの内容、検索方法 などについて調査 し、台帳 を作成 のうえ、各通商産業局 などに設置 して一

般の閲覧 に供 している。

(9)プ ロ グラム信 用保 険制度

プログラムの取引については、今後 、割賦販売 、 リースなどの信用取 引が増加するもの と見込 まれ

ているが、中小企業には、いまだ信用基盤が確立 していないものが多 く、割賦販売業者や リース業者

も、中小企業 に対 して長期間 にわたって信用を供与す ることを躊躇する例が数多 くみ られ る。

このため、プログラムの割賦販売、 リースなどによる取引に伴 うリスクを保険するため、1982年4

月 、「機械類信用保 険法」 を改正 し、プログラムが対象となるよう措置 した。 この制度の創設 により、

ユ ーザーが割賦、 リースなどの取引によ りプログラムを入手 しやす くなるとともに、ソフ トウェア業

の販路拡大 および開発 費の早期回収が期待 される。

⑩ 商工会議所等への電子計算機導入の補助

中小企業 の記帳機械 化を促進す るため、都道府県商工会連合会 および商工会議所に対 して、電算機

レンタル料 の一部 を補助する。

⑪ 高性能電子情報遠隔処理装置特別償却制度

「特 定機械情 報産業振 興臨時措置法 」(機 情法)に 基づ く税制面 での特別措置 と して、工業化促進

機種 に指定 されて いる重要複合機械 で、特 に普及 を促進 すべ きもの について、その設置者 に初年度

100分 の13の 特 別償却 を認 める ことと しているが、1979年 度税制改正 によ り、高度 な性能 ・機能 を有

したオンライ ン電算機 システムがその対象 に加え られている。

3-1-7表

1982年 度 情 報 産業 振

興 税 制 改正 一 覧

項 目 改 正 の 内 容

高性能電子情報遠隔処理装置

特 別 償 却 制 度
●2年 延長 ●特別償却率(13%→10%)
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なお、1982年 度税制改正において、特別償却率 を100分 の10に 変 更 した。

Bコ ンピュータ産業の基盤整備

(1)日 本電子計算機株式会社に対する開銀融資

IBMの308Xシ リーズ発表を契機に、電子計算機はいよいよ新 しい世代(第4世 代)に 突入した。

第4世 代においては、ハー ドウェア価格の大幅ダウンが予想されるため、従来にも増 して、厳 しい販

売競争が展開されることは不可避である。さらに今次、市場開放第2弾 において、電算機関税率の

MTN最 終譲許税率までの引き下げが決定されていること、また、IBMが308Xシ リーズの発表に伴

い、従来の機種の大幅値下げを行うなどの積極的な攻勢をかけてきていることなど、販売体質のぜい

弱なメーカーにとって、いっそう厳 しい市場環境になっている。

このような状況のもとで、わが国電子計算機産業の長期的発展基盤を確保するため、共同 レンタル

会社である日本電子計算機㈱(JECC)に 対 して、最優遇金利による開銀融資を継続する。

(2)新 機種電子計算機製造促進のための開銀融資

国産電算機メーカーの新機能電子計算機(第4世 代)の 製造を促進するため、その製造に要する生

産検査設備について開銀融資を行う。

(3)電 子機械工業高度化開銀融資および中小公庫融資

電子機械工業の高度化を促進するため、特定電子機械工業に対し、融資を行 う。

(4)電 子計算機買戻損失準備金制度

日本電子計算機㈱などを通 じて レンタルされたコンピュータが、レンタル ・バ ックされた場合、電

算機メーカーに多額の買戻損失が生 じることになるが、この損失に備え、企業経理の適正化を図るた

め、1968年 に当該売上高の一定割合を準備金として積み立てることとする本制度が創設 された。本準

備金が実質的には負債性の引当金的性格を有することから、1978年以降は、過去の実績 を勘案 した額

での積立が認められている。本年度は、1983年 税制改正において2年 間延長された。

C情 報処理産業の基盤整備

(1)情 報 処理技術者試験

わが国における情報処理技術者の技術 水準 の向上、技術者の確保お よび社会的地位の確立 を目的 と

し、1969年 よ り実施 され ている。試験 は第 一種(上 級 プログ ラマー向 け)、 第二種(一 般 プログラ

マー向け)お よび特種(シ ステム ・エ ンジニア向け)か ら成 ってお り、1982年 度 までにおける合格者

は、のべ6万7,788人 に達 してい る。

(2)情 報 処理技術者問題調査

情報処理技術 者の需給ギ ャップの拡大化傾 向、技術 レベルの進歩に応 じた教育体制の確保など、情



第1章 わが国のコンピュTタ 産業政策および情報処理産業政策113

3-1-8表 情報処理技術者試験応募者等一覧

特 種 一 種 二 種 合 計
種別

年度 応 募 者 合格 者 応 募 者 合 格者 応 募 者 合 格者 応 募 者 合 格 者

1969 12,924 811 29,098 1β32 42,022 2,643

1970 10,279 977 24,200 !,649 34,479 2,626

1971 3,086 244 7,740 568 18,499 1,279 29,325 2,091

1972 2,497 236 6,643 406 13,821 2,280 22,961 2,922

1973 2,460 257 7,914 631 15,518 2,304 25,892 3,192

1974 2,409 215 8,489 544 16,230 2,024 27,128 2,783

1975 2,595 189 9,239 495 17,438 2,636 29,272 3,320

1976 2,912 244 10,956 866 21,193 3,085 35,061 4,195

1977 3,561 229 11,767 881 24,371 3,417 39,699 4,527

1978 4,866 295 13,713 973 29,247 4,138 47,826 5,406

1979 5,866 442 16,777 1,327 35,427
F

5,089 58,070 6,858

!980 7,123 490 19,596 1,430 42,058 5,507 68,777 7,427

1981 8,283 547 23,161 2,054 53,864 5,845 85,308 8,446

1982 9,563 615 27,316 2,671 71,596 8,066 108,474 11,352

累 計 55,221 4,003 186,513 14,634 412,560 49,151 654,294 67,788

報処理技術者 をめ ぐる諸問題 について、総合的 な調査 を実施 し、検討 を行 っている。

(3)情 報 処理サー ビス企業等台帳制度

情報処理サ ービス業(情 報提供 サービスなどを含む)お よびソフ トウェア業の健全 な発展 を図 り、

併せてユ ーザ ーの利 便に資す るため、1972年 度 から 「情報処理 サービス企業 など台帳制度」 を設 け、

情報処理サ ービス企業等 の概要、安全対策、機密保持に関する実態などを調査 し、台帳 を作成 のうえ、

一一般の閲覧 に供 している
。

(4)ソ フ トウェアの安全対策

ソフ トウェアや コンピュータ ・システムの安全対策の充実に資す るため、コンピュータ ・ユーザ ー

の安全対策 の実施状 況 を調査す るとともに、1977年 度 に公表 した 「電子計算機 システム安全対策基
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3-1-9衷 情報処理高度化開銀等融資 (単位:億 円)

年度項
目

1978 1979 1980 1981 1982 1983

電

子

計

算

機

振

興

開

銀

融

資

日本電子計算機㈱のレンタル資金

確保のための開銀融資
560 500 480 460

5]5 550

電子計算機産業の構造改善のため

の開銀融資

情報処理高度化のための開銀融資 (1981年 度まではソフ トウ ェア開発設備等融 資)

情報処理システム化促進等のため

の開銀融資

電子計算機システム安全対策促進

のための貸付制度
25 30 30

情 報 処 理 振 興 金 融 措 置 80 70 50 50 50 40

準」の見直 しなどの検討 を行 う。

(5)情 報処理高度化開銀融資

わが国の情報化促進の担い手であ る情報処理産業に対 し、ソフ トウェア開発に資 する設備 、な らび

に業務の高度化 を図 るための自動化 ・省力化 ・共同化 および教育 ・研修 に必要な設備 などに対 する融

資 を行 う。

(6)情 報処理振興金融措置

情報処理振興金融措置 は、資金運用部 の金融債引受 を見返 りと して、長期信用銀行3行 が通産省の

推薦 に基づき、プログラムの開発に必要 な資金お よび情報処理サー ビス業な どの高度化 に必要 な資金

の融資 を行 うものである。

(7)プ ロ グラム準備金制度

① 汎用 プロ グラム開発準備金制度

第4世 代 システムにお ける特徴 は、ハー ドウェア技術の大幅革新に伴 うハ ー ドウェア ・コス トの大

幅ダウンと、ソフ トウェアのウエ イ ト急増 である。

優秀 なソフ トウェア技術を有 し、市場 において優位性 をもつ企業 は、ソフ トウェアの商品化 によっ

て来 たるべ き第4世 代の時代 に対応す ることが できる ものの、わが国 コンピュー タ ・メーカー、情報

処理企業 は、技術的遅れ と"ソ フ トウェアはおまけ"と いう販売方針により、 ソフ トウェアの市場商

品化(有 償化)を 円滑に進 ませ得ない状況 にある。

この ような状況 を打 開 し、 ソフ トウェアの市場商品化慣行の確立 を図 るには、 よ り良質の ソフ ト
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ウ ェ アの開発 、特 に生産性 の高 い汎 用 ソフ トウェアの開発 を促進 する ことが必要 である。 このため

1979年 度税制改正 において、汎用 ソフ トウェア取引にかかわ る収入金額の40%を 限 度 として無税 によ

る準備金の積立 を認め ることと した(4年 据 え置き、4年 均等取 り崩 し)。

なお、1981年 度 税制改正 において、本制度 は積立率 を40%に 変 更 して2年 間延長 された。

② プログラム保証準備金制度の充実

本制度 は、 ソフ トウェア企業の経理 の健全化 を通 して経営の安定化 を図るもの で、 プログラム補修

費用 の事前積 立を認 めるものである。1980年 以 降は補修費の0.25%を 積 立限度 と し、4年 据 え置 き、

4年 均等取 り崩 しと している。

6行 政情報処理の推進

(1)通 商産業省内情報処理の推進

省内の電子計算機による各種業務の情報処理の推進および政策情報システムの開発などを行う。

(2)政 府共通の電子計算機利用技術の開発

リソース ・シェアリング ・システム、日本語情報処理システムなど、各省庁に共通する電子計算機

利用技術の調査研究およびシステム開発を推進する。

(3)特 許情報の機械検索システムの開発

働)日本特許情報センターは、内外の特許情報をあらかじめ電算機にインプットしておき、要求に応

じて迅速かつ的確に特許情報を検索 し、提供することを主たる業務とするものである。

3-1-10表

省 内情 報 処理 等 予 算

(単 位:百 万円)

年度
項目

1979 1980 1981 1982 1983

省内情報処理の推進 4,139 4,278 4,417 4,354 4,301

政府共通の電子計算

機利用技術の開発1
64 62 65 60 58

(4)特 許業務の機械システム化促進

出願事務処理、審査事務処理、公報発行事務処理などの特許業務を円滑に進めるため、総合的な電

算機システムの構築をめざし、'特許業務のシステム化を促進する。
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7ソ フ トウ ェア振興 施 策 に基 づ く

ソ フ トウェア開発 と流通促進

(1)ソ フ トウェア開発 ・流通振興の法制と組織

わが国におけるソフ トウェア振興のための施策は、1970年 に制定された 「情報処理振興事業協会等

に関する法律」によってスター トした。この法律は 「電子計算機の利用およびプログラムの開発を促

進 し、プログラムの流通を円滑にし、ならびに情報処理サービス業等の育成のための措置を講ずるこ

とによって、情報化社会の要請に応え、もって国民生活の向上および国民経済の健全な発展に寄与す

ることを目的とする」という趣旨のとおり、プログラムの開発 ・利用の促進等、情報処理振興のため

の施策を体系的に講ずるために制定 されたものである。

この法律に基づいて、1970年10月1日 に設立された情報処理振興事業協会(lnformation-Techno .

logyPromotionAgency、 略称IPA)は 、同法の目的とする電子計算機利用の高度化など情報処理

の振興を図るため、情報処理振興分野における唯一の国家的機関としてプログラムの開発および利用

の促進、情報処理サービス企業などの助成事業を行っている。

情報処理振興事業協会の性格は、公団、事業団に似ている反面、この事業が民間の創意と自主性と

を十分に取 り入れて進められるよう、その設立にあたっては、民間有力者が設立発起人となって、政

府の認可によって設立 される 「特別認可法人」の形をとっており、資本金 も政府および民間の共同出

資となっている。

また、協会には協会運営全般にわたる諮問機関として、評議員会が置かれ、さらに、プログラムの

開発および普及業務に関する諮問機関としてプログラム専門委員会が、汎用プログラムの登録に際し、

プログラムの内容を審査するための審議機関として汎用プログラム登録審査委員会が、先進的情報処

理技術の開発事務に関する重要事項を審議するための審議機関として、技術委員会が置かれており、

これらの機関を通 じて、協会の事業運営に民間学識経験者の意見が十分反映されるところとなってい

る。

情報処理振興事業協会の事業運営の基盤は、政府および民間の出資金、民間の出えん金、政府補助

金および自己収入から構成 されており、事業運営のしくみは3-1-4図 のとおりとなっている。

情報処理振興事業協会が設立以来実施 しているソフ.トウェアの開発および流通促進事業は、特定 プ

ログラムの委託開発、特別開発委託、情報処理関係企業等に対する金融機関の融資についての債務保

証、汎用プログラムの登録業務などであるが、このほか1981年 度からは、先進的情報処理技術の開発、

さらに1983年度からは、中小企業情報化促進事業が行われている。
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3-1-4図 情報処理振興事業協会の事業運営のしくみ(1983年 度)

『
出資 金 お よ び

出 え ん 金

10.3億 円

国

出 資 金

10.5億 円

補 助 金

26.2億 円

資 金 運 用 部

(金融債引受)

(40億円)

情 報 処 理 振 興 事 業 協 会

』信用 保証 事 業

信 用 基 金

20.8億 円

特 定 プ ロ グラ

ム の 開発 委 託

事 業
17.8億 円

先進的情報処
理技術の開発
促 進 事 業
6.4億 円

中小企業情報

化 促進事 業

5.3億 円

中小企業向け
汎用プログラム

開発委託

ソフトウェア保守4.0億 円

長 期 信 用 銀 行 3行

1

債務保証枠
208億 円

(残高ベース)

プ ロ グ ラム の

開 発委 託

9.4億 円

技 術の 開 発委 託
8.4億 円

中小企業向け
電子計算機利用

技術開発委託
1.3億 円

プログラム開発資金等

融 資
40億 円

(実行ベース)

情報処理サービス業 ソフ トウ ェア 業
一・般 企 業

(2)特 定プログラムの委託開発

わが国の情報化は、コンピュータ ・テクノロジーの活用により、急速に進展 しつつあるが、ハー ド

ウェア面での著しい技術革新に比し、ソフ トウェアの面では、情報処理の適用分野の拡大とそれに伴

う需要の急増にかかわらず、いまだ欧米諸国に大きく立ち遅れているのが現状である。情報関連技術

の開発は、わが国産業の高度化 ・知識集約化のためには必須であり、企業活動面において従来の計算、

検査、制御など単純な事務処理的業務のソフ トウェアから、生産、設計、計画、予測など高度な情報

処理への展開が望まれているほか、高度福祉社会実現のため、社会や生活面全般に情報処理システム

を積極的に組み込んでいくことが必要である。しかし、これらの分野のソフトウェアは経済的 ・技術

的リスクが大きく、また、情報処理業界の経営基盤がいまだぜい弱であるなどのため、民間企業が独

自に開発することの因雑なものが多い。

このようなソフ トウェアの開発を促進し、わが国のプログラム開発の技術水準を向上させることを

目的として、情報処理振興事業協会では、法第3条 第1項 の規定に基づいて定められた 「プログラム

開発に係る電子計算機利用高度化計画」(3-1-5図)に 沿った開発対象に属するプログラムであっ

て、

① 開発を特に促進する必要がある(先 進的)

② 開発の成果が事業活動に広く用いられると認められる(汎 用的)
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3-1-5図 電子計算機利用高度化計画に列記するプログラム

1

シ

ス

テ

.ム

プ

ロ

グ

ラ

ム

制 御 プ ロ グ ラム

汎 用コ ンピュー タ ・システム 用プ ログラム

通信制御プログラム

言 語 プ ロ セ ッ サ ー

ご;;二　 シ　 玉影 藤1㌧
仮 想マ シ ン・シス テム 用 制 御 プ ロ グ ラ ム

⊇;:　 ワーク　 モi三i念三1;1=賜
コンピュー タ ・ネッ トワー ク運転管理

用 プログラム

デー タ交換網用通信制御プ ログラム

高度通信制御プ ログラム

汎用言語プロセ ッサー

簡易言語プロセ ッサー

システム記述用言語プ ロセ ッサー

問題向き口語 プロセッサー

システム開発管理支援プ ログラム

シス テム 開 発 ・

運 用支 援 プ ロ グ ラム

システム設計支援 プログラム

ソフ トウ ェア作成支援プロ グラム

システム検査 ・評価支援 プロ グラム

ソフ トウ ェア保守支援 プロ グラム

システム運 用支援 プログラム

プログラム変換 支援 プログラム

・マ ルチ ノデ ィア 用通 日制 御 プ ロ グラム

{ ■構内通Ω網用通{澗1御 プログラム

●図形処理用言賠プロセ ッサー

上●π踏 プ ロセ ッサ ー ・ジ ェネ レー タ■特定 アプ リケー シ ョン・プロ グラム・ジェネ レー タ

●シ ステ ム開 発プ ロ ジ ェ ク ト管理 支援 プ ロ グ ラム

上 ●プログラム管理支援プログラム● ドキュノント管理支援プログラム

●システム1設計要求定義支援プログラム

{ ● シス テム 構成 設 計支援 プロ グ ラム

■ ソフ トウ ェア 設計 要 求定 茂 支援 プ ロ グラ ム

{ ●プ ロ グラ ミン グ支援 プ ログ ラム

● ソフ トウ ェア 検査 ・評価 支援 プ ロ グラ ム

{ ●システム性能i酬面支援プログラム
●ソフトウェア保守作業支援プログラム

ー[
●ドキュノント作成支援プログラム

デ ー タ ベ ー ス 用

プ ロ グ ラ ム

デー タベー ス管理 システム 用プログラム
ーE デー タベー ス運 用支援 プログラム
情報検 索用プ ログラム

フ

ロ

グ

フ

ム

基礎土通的情報処理

用プログラム

社会公共用プログラム

産業用プ ログラム

研究開発用プログラム

パ ター ン情報処理 用プログラム

文香処理用プ ログラム

知識情報処理用 プログラム

機密保識用プ ログラム

医療用 プログラム
.教育用プ ログラム

環境管理用プ ログラム

防災 ・防犯用プ ログラム

生活情報サー ビス用プロ グラム

道路交通管制システム用プロ グラム

家庭用プログラム

経 営計画 ・経 営管理用プログラム

設計 ・生産用プロ グラム

流通 ・サ ービス用プログラム

実験 支援 ・解 析用プログラム

シ ミュレー シ ョン用プログラム

宇宙 開発用プログラム

原子 力プログラム

資源探査 用プ ログラム

気 象予 測用プ ログラム

地震予知用プ ログラム

遺伝子工学用プ ログラム
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3-1-6図 委託 開 発 業務 の し くみ

公 募

(新聞・通産省公報など) ⇒
応 募

(受注申請) ⇒
一次審査

(形式審査) ⇒

二次審査

(内容審査)

技術面

普及面

経営面

口
テーマの選定

および

委託先決定

＼

＼
1

⇔
プログラム専門委員会

(候補テーマの審議)

ぐ]
ヒアリング

技術面

普及面

経営面

1
L____●____一_

開発契約

一 ー 一 「

1

協 会 ＼
および

普及契約 委託先企業 ＼ ユ ー ザ ー

ドキ ュメン ト

＼

一 一 ー ー 一 一

検 査

プログ ラ ム の 開 発
〔設計・]一ティング・デバック・ドキュメント}

使用契約

`

ブロ
ー グラム

ドキ・メ・ト1

プ ロ

グラム

ドキ ュメン ト

喝
納 入

●

ドキ・メ・ ト1 プ ロ

グラム
プロ

グラム 1

)

＼ ＼ ＼

③ 企業などが自 ら開発することが困難である(非 採算的)

の3要 件 を満たすプログラム(特 定 プログラム)を 広 く一般か ら公募 し、民間企業などに委託 して

開発 を行 っている。特定 プログラムの委託開発の しくみは、3-1-6図 の とおりとなっている。

この特定 プログラムの開発 は、1g82年 度 末 までに154本 に 達 してお り、この うち電子計算機利用高

度化計画 に基 づ く分類 によるシステム ・フ.ログラムは55本 、 アプリケーシ ョン ・プログラムは99本 と

なってい る。

各年度の開発本数お よび累積本数 は3-1-7図 の とお りである。
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・㌫ 謝
完成 状 況

(1983年

3月31日 現 在)
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ノ27

19717273747576777879808182

(年 度)

(3)特 別 開発事業

① ソフ トウェア生産技術 開発

情報化 はハ ー ドウェアおよびソフ トウェアの両分野 が相 まって推進 されるものであるが、種 々の技

術革新によって年々低 下するハ ー ドウェア ・コス トに対す るソフ トウェア ・コス トの相対的上昇 、お

よびますます大規模 ・複雑化 するソフ トウェアの信頼性の確保は、単なる情報 システムの開発の問題

であるにとどま らず、社会的問題 として認識 されるに至 っている。

この ようなソフ トウェアの生産性 ・信頼性の問題の抜本的解決 を図 るため、情報処理振興事業協会

で は、1976年 度 か ら6年 間にわたり、協 同システム開発㈱ を中核 と して情報処理業界の中心的企業 の

全面的な協力の もとに、ソフ トウェア生産技術開発 を進め、 ソフ トウェアの設計 および作成 をよ り正

確かつ効果的 に行 え るよう支援 する 「CPL-A言 語 系」、 プログラム ・モ ジュール を管理 する 「プ

ログラム ・モジュール ・デー タベース系」、異機種間の移植性 を配慮 した 「CPL-B言 語 系」 な らび

に 「周辺関連 ツール」 の4つ の柱か ら構成 される ソフ トウェア生産技術 システムの開発 を行 った。こ
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れ に より開発 したソフ トウェア生産技術 プログラムは、1982年 度 か ら本格的な普及活動段階に入 って

いる。

② ソフ トウェア保守技術開発

このソフ トウェア特別開発事業 においては、ソフ トウェア生産技術 開発 に続き、ソフ トウェア保守

技術開発が行 われている。

わが国の情報化 の進展 は、近年 目をみ はるものが あるが、このような情報化の進展 に伴 って、ソフ

トウェア資産 も増大 を続 けている。 ソフ トウェアは、ハ ー ドウェアやOSな どの処理環境の変化 や多

様なユ ーザー ・ニーズに対応 した既存 ソフ トウェアの手直 し、機能追加 などの保守作業 を必要とする

が、 これ ら保守作業 は新規開発作業 よ り、 さらに複雑な作業 を伴 い、また頻繁に行 われ ることが多く、

ユーザ ーの保守ニーズが多岐 にわたるなどの理 由か ら、 ソフ トウェアの開発段階以上 に手作業 で行 わ

れ、生産性 ・信頼性 が上 が らず、作業量 は膨大 なもの となっている。そのため、情報処理 コス ト全体

の うち、保守 コス トは7割 程度 を占め、ソフ トウェア ・コス ト上昇の主要因 とな っており、わが国の

情報化の進展の大 きなネ ックとな っているのが実情 である。情報処理振興事業協会 において、1981年

度 か ら5カ 年計画によ り実施 しているソフ トウェア保守技術 開発 は、 このような状況 を克服 し、ソフ

トウェア保守作業の効率化 、信頼性 の向上、保守費用の低 減、保守 ソフ トウェアの信頼性 を大幅に改

善する技術の確立 をめ ざしたものである。 この開発 は、 ソフ トウェア生産技術開発 につ いてと同様 に、

ソフ トウェア専業企業育成 のね らい も込 めて、協同 システム開発㈱ を中核 と して情報処理業界の中心

的企業の全面的な協 力のもとに行われている。 この計画の開発構想 は3-1-8図 に示す とお りで、

統合的 なソフ トウェア保守 支援環境SMEF(SoftwareMaintenanceEngineeringFacility)を 構 築

し、その開発、利用および普及の プロセスを通 して、ソフ トウェア保守 のための正 しい方法論 を確立

しようとするものであ り、その重 点項 目は、

① 単機能の基本的ツール群 を統 合 し、複合的な保守支援 ツールを構築 する 「キ ッ ト方式」

② 汎用 のオペ レーテ ィング ・システム上 に仮想 的なソフ トウェア環境 をつ くる 「仮想 オペ レーテ ィ

ング ・システム」

③ パー ソナルな保守支援環境 を実現する 「保守専用 ワークステーシ ョン向けオペ レーテ ィング ・シ

ステム」

などである。

(4)先 進 的情報処理技術 開発

① ソフ トウェア技術セ ンター

情報処理の分野 は、近年急速 な発展 を遂 げつつあ るものの、その歴史 は浅 く、欧米先進 国と比較す

るとかな りの技術格差が存在 しているため、社会的 ・経済的 に大きな障害に さえなっている。

本年、 この分野 は、機器部門、ソフ トウェア専業 部門、エ ン ド・ユーザー部門および研究機 関を含
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3-1-8図 ソフトウェア保守技術開発計画

■膨大なソ7ト ウェア遺産の活用

●保守の効率向上

●保守の立場に立った開発

▼
SMEF

(SoftwareM已intenanceEngineeringFacility)

●ハ ー ドウ ェア の価 格/性 能 比 の 大幅 低 下

●高性 能 ミニ/マ イ クロ'コ ン ピ ュー タの 出現

●不 ッ トワー ク技 術 の 進 展

分析支援系

管理支援系

文書化支援

変更支援系

性能評価
支援系

ユ ー ザ ー

イ ン タ フ ェ ー ス

テスト支援系 変換支援系

めた広 い意味での学界 とい う四者 の緊密な連 携と共同作業 によって、よりいっそうの成 果をおさめ う

るイ ンターディシプ リナ リーな技術領域 といえるが、特に基礎的 ・先進的情報処理技術 、高度 なアプ

リケーシ ョン技術 など、複合的情報処理技術 の開発については、こうした共同作業 が必要不可欠であ

る。

わが国の場合、機 器部 門については進展著 しく、情報処理の領域における技術的 リーダーの役割 を

果 た してはいるが、企業相互間の競争は激 しく、いきおい多機種化の傾 向にあ り、ユ ーザーが必要 と

す る異機種 間の互換性 の確保 などが遅 れていることは否めない。ソフ トウェア専業部門 は、企業規模

において も、技術水準 において も、一部 に優れ た企業 が出現 しつつあるものの、大半 はいわば、発展

途上にあ り、また、生産性向上などの課題の解決が急 がれている。エ ン ド・ユーザ ー部門は、優 れた

ユーザ ー ・ノウハ ウをもち、 ソフ ト開発力 をもつ もの も多 く、自社内で問題解決 にあた る傾 向が強 く

み られているが、最近 では、 ソフ トウェア需要およびメンテナンス需要の累増 によって、自社内処理

も限界 にあることが指摘 されている。特 に自社 内開発体制 をもたない過半数のエ ン ド・ユーザ ーにお

けるソフ トウェア需給 ギ ャップは日増 しに激化 の一途 をたどっているとさえいえる。
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3-1-9図 先進的情報処理技術開発のしくみ

ソフトウェア技術センター
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学界等 については、その研究成 果が産業界 で十分 に利用 され ていないのが実情であ り、今後、協 力

関係の いっそうの強化 が望 まれている。

ソフ トウェア開発 ・保守費用が増大する中にあって、わが国の情報処理技術の発展 の鍵 は、上述の

四者間 で実践的経験 の迅速 な交換 などの連携 が強化 され、 ソフ トウェア開発部門の技術力の強化 向上

と、ソフ トウェア環境の基盤整備が図 られることにあるといえ る。

この ような現状 と課題 を背景 と して、1981年 ユ0月、情報処理振興事業協会 にソフ トウェア技術 セン

ター(SoftwareTechnologyCenter:STC)が 設 け られたが、同技術 セ ンターに おい ては、研究開

発 に必要な複合組織の電子計算機群 を導入 し、情報処理産業、 コンピュータ ・メーカー、ユーザ ー、

研究機 関等 の技術者か らなるプロジェク ト・チームにより、共 同研究開発業務などが進め られている

(3-1-9図)。

② 主要 な研究開発対象領域

技術 セ ンターの調査 ・研究開発の対象領域 は次 のような もの とされている。

◎ ソフ トウェア開発部 門を中心とする共同研究開発に より、技術 力の向上 、ソフ トウェアの環 境

整備 などに特に顕著 な効果 をもた らす ような課題

⑤ 標準化や異機種 間の互換性確 保など、本来商業ベースにの りにくい課題

◎ 非常 に高度でかつ複合 的技術 を要するアプリケーシ ョン(図 形認識 を含むCAD/CAM、CAI、

高 度分散型 デー タベースなど)や ソフ トウェア自動生産 といった、技術的なフィージ ビリテ ィが

明確 でなく、 リスキーな課題

③ 日本語処理、品質保証 など、技術的にみて成果が得 られ るまでに非常に長期間にわたる検討 を

要 する課題、など民間企業が単独 では着手す ることが困難 な課題 のうち、国民経済的観点などか

らみて、特 に重要 と考え られる課題

③ 具体的開発 ・調査 テーマ

1982年 度 の事業と しては、前年度 に引 き続 き、開発 テーマと して 「ソフ トウェア ・エ ンジニア リン

グ」、「コン ピュー タによる設計支援技術」お よび 「コンピュータによる教育支援技術」 の3テ ーマ、

調査 テーマと して、「新 しい プログラ ミング言語の実現方法 に関する調査」、「分散 データベース技術

に関する調査」 および 「コンピュータ利用における運用技術 に関する調査」の3テ ーマの業務をそれ

ぞれ進 め るとともに、新 たな調査 テーマと して 「ドキュメン ト作成の ための日本語辞書 に関 する調

査」、「ソフ トウェア ・プロダク トの評価方法に関す る調査」の2テ ーマの調査が実施 され、 これ らの

うち、コンピュー タ利用 にお ける運用技術に関す る調査が完了 している。な お、1983年 度 においては、

前年度 に引 き続 き、各 テーマの開発 ・調査が継続 ・実施 されている。 これ ら研究開発 ・調査 テーマ内

容 の要点 は3-1-11表 の とお りである。

技術 センターによ り実施 される各種の プロジェク トの調査 ・研究 ・開発につ いて は、これ らの調査
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3-1-11表 先進的情報処理技術研究開発 ・調査テーマ内容

開

発

テ

ー

マ

ソ フ トウ ェア ・エ ン ジニ ア リング
ソフ トウェアの製作技術が家内工業的手工業の域をまだ出ていないの

でこれを近代工業化する技術を開発する

①ソフ トウェア要求定義支援

技術

デ ー タ フ ロー モ デ ル に基 づ い た ソフ トウ ェア 要 求 定義 モ デル とその モ

デ リン グ技 法 と を開 発す る。 さ らに 、 この技 法 に よ る ソフ トウ ェア要

求 定 義 支援 シス テ ム を試 作 す る

② ソフ トウ ェア ・ライ フサ イ

クル 統合 化技 術

ソフ トウェア生産系のプロトタイプとして、要求モデルとアルゴリズ

ムモデルの作成と両者の分析的比較とをなしうるものを実現する技術

を開発する

③ ソフ トウ ェア ・ツー ル 最 適

利 用技 術

ソフ トウェア生産の道具(ツ ール)に ついての利用上の情報を生産者

に提供し、利用法をガイダンスする方式を開発する

コン ピ ュー タ に よ る設 計 支援 技 術

設計支援技術は機器の発達 とサブルーチン体系化により整備されつつ

あるが、利用面で険路になっている図面入力と設計後の製造支援技術
への連携とを解決する

①装置系統図の自動入力技術

スキ ャナ ー が 入 力 したプ ラ ン トのパ イ ピン グ設 計 図面 を細線 化 して 、

文 字 ・数 字 ・図 形 を分 離 し、認 識 して 図 面の論 理 的 構 造 を解 釈 す る シ

ス テ ム を開 発 す る

②3次 元図形処理と形状モデ

リング技術の調査

3次 元構造をコンピュータ内でモデル化する手法の現状 と技術レベル

を調査する。さらに特に3次 元形状物体をコンピュータ内で表現する

能力を既存のシステムについて検証する

③統合的CAD/CAMと 要 素

システム実現の調査

機械加工工程における設計用の形状表現から製造指示にいたる各工程

要素をモデル化し、設計 ・製造工程再編成の方向を探 る

コ ン ピ ュー タに よる教 育 支援 技 術

日本語や図形の処理能力が向上してきたので、教育支援にコンピュー

タ能力を適用する効果が期待される。教育者の教程作成を支援するツ
ールを開発してこの期待に応える

調

査

テ

ー

マ

新しいプログラミング言語の実現

方法に関する調査

プ ロ グ ラ ミン グ 言語 の新 しい動 向 とそ の実 現 方法 を、特 にAdaを 中心

に 調査 す る。 さ らに ソフ トウ ェア文 書 用語 の あ り方 を明 らか に す るた

め 、 日本 語 の用 法 デー タ を収 集 す る

分散データベース技術に関する調

査

機 種 の異 な る複数 の コン ピ ュー タ に分散 して い るデー タベ ー ス を統 一

的 に利 用 す る可 能 性 とその 方 法 、規 模 の大 きなデ ー タベ ー ス の構 築 方

法 、そ の運 用 ・管理 体 制 、管 理 シ ステ ム等 につ い て一部 実験 を行 いつ

つ調 査 す る

コ ン ピ ュー タ利 用 に おけ る運 用技

術 に関 す る調 査

情報処理サービス業における工程再編の途を探るため、各工程への品

質管理技術の適用効果について調査する

ドキュメント作成のための 日本語

辞書に関する調査

日本語処理システム開発の陸路となっている日本語知識ベースの整備

およびソフトウェア文書の改善に資するため、これに必要な言語学調

査、日本語知識ベースの構築方法調査、ソフトウェア文書の品質改善

方法等についての調査等を行う

ソフ トウ ェア ・プ ロダ ク トの 評価

方法 に 関す る調 査

ソフトウェア ・プロダクトの開発 ・運用に対する定量的管理のための

評価技法のひとつとしての製品特性計測の指標について応用状況を調

査し、その実践的応用性を調査する
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の研究開発がそれぞれ成果を上げ、その成果が公開されて広く一般に利用されるのはもちろんである

が、同時にこれらのプロジェクト・チーム活動による研究開発などを通 じ、人材の育成、産業間 ・企

業間の技術交流、ソフ トウェア環境の整備などが行われることも併せて期待 されている。

(5)需 要動向 ・経営実態等の調査

わが国の産業や社会が必要としている汎用プログラムの開発、情報処理企業の育成を図って、情報

化を的確に推進するためには、広範にわたるユーザー等のプログラムの需要動向、情報処理産業の経

営実態を十分に把握するとともに、欧米先進諸国のソフ トウェア開発動向などを把握 しておく必要が

ある。このため、情報処理振興事業協会においては、国内および海外にわたり、各種調査を行ってい

る。

国内動向調査としては、例年特定プログラムの開発および普及の推進に資するためのプログラムの

需要動向、ソフ トウェア開発、流通等に関する調査分析を行う 「需要動向調査」、電子計算機の運用

技術の向上を図るための 「電子計算機利用技術高度化調査」、さらに、情報処理産業における資金需

要 ・経営実態を把握するための 「情報処理産業経営実態調査」などを実施しているが、1982年度にお

けるプログラム需要動向調査においては、特に中小企業向けソフトウェア ・プロダク トの需要調査を

行っており、また電子計算機利用技術高度化調査においては、情報処理サービス業におけるインプッ

ト処理の合理化に関する調査を行っている。また、プログラム開発促進のための研究調査として、小

売チェーンにおける商品プロセッシング ・システム、輸出入貿易業務システム、組合管理システム、

患者情報管理システムなどの調査研究を行っている。

また、海外動向調査としては、例年海外におけるプログラムの需要動向 ・開発の方向および体制、

プログラム流通の実態と方向などを中心とする調査を実施 しており、1982年度においては、特にアメ

リカにおけるアプリケーション開発とその保守の生産性向上に関する動向調査などを行っている。

(6)中 小企業情報化の促進

中小企業が経済社会の環境変化に対応 し、今後も経営基盤を充実 させていくためには、中小企業の

情報化を強力に推進する必要がある。しか し、ハー ドウェア面の高性能化 ・低価格化に比べ、ソフ ト

ウェア面は、中小企業にとって使いやすいプログラムの不足、高いコス ト負担などの問題を有してお

り、中小企業における情報化推進の大きな阻害要因となっている(3-1-10図 および3-1-11

図)。

このような状況を踏まえ、中小企業庁および情報処理振興事業協会では、1983年度から、従来特定

プログラム開発等の一環として行われてきた、中小企業情報化関連事業をいっそう強化するため、新

たに中小企業情報化促進事業として、中小企業向けソフトウェアの開発等に積極的に取り組むことと

なった。具体的な業務としては、次のような事項が予定されている。

① 中小企業向けプログラムの調査
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3-1-10図
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<注>L現 在 コンピュー タ を利用 してい る企業に対 す る調査結 果で ある

2.複 数 回答のため合 計は100を 超 える

〈資料 〉 中小企業庁 ・中小企業事業 団 「コンピュー タの利用 に関する実態 調査」56年12月

3-1-11図
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〈注 〉 現在 コン ピュータ を利用 している企業 に対す る調査結果 である

〈資料 〉 中小企業庁 ・中小企業事業団 「コンピュー タの利用に関す る実態調査」1981年12月
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中小企業 におけるソフ トウェアの利 用分野の うちで、開発が難 しい先進性の高いプログラム、お

よび業務 の性格上 、個別 アプ リケー ションの総合化 をする必要のあるものについては、その開発お

よび普及 の円滑な促進 を図 るためには、ユ ーザーのニーズ、 システムの実現手法 など、開発すべき

テーマに関 し、事前 に調査研究 を行 うことが不可欠である。 このため、具体的ニーズをもつ多 くの

中小企業者 を中心 に、開発担当者、研究者 を交 えた研究会方式等によ り、中小企業 におけるソフ ト

ウェアの利用動向調査お よび中小企業向 けプログラムの効果的な開発促進 を行 うために必要な研究

調査 を行 う。

② 中小企業向け汎用 プログラムの開発

中小企業につ いては、社内に コンピュー タ要員を配置 している例 は少な く、また、 コス ト面から

自社業務 に合 わせ た専用 ソフ トウェアを開発す ることは困難な状況 にあ ると ころか ら、汎用プログ

ラムをそのまま入手 し、使用 する例が多いが、中小企業者にとって業務に適応 し、使 いやすいもの

は少 な く、 コンピュータの導入 が必ず しも業務の 円滑化 に結 びつか ない状況 にある(3-1-12

図)。

この ような状況に対応 し、中小企業 における情報化 を促進 するため、中小企業者 にとって使 いや

す く、ニーズを的確 に反映 した汎用プログラムの開発 を行 う。

③ 中小企業向 け電子 計算機利用技術の開発

近年、ハ ー ド'ウェアの性能価格 比の著 しい向上がみ られ,こ れに伴 いパ ーソナル ・コンピュータ

の高処理能力化 ・低 コス ト化が急速に進み、中小企業でのパ ーソナル ・コンピュータの普及 が著 し

い。 しかし、パー ソナル ・コンピュータで利用 できるソフ トウェアは限 られた機能 しか実現 されて

いないため、エ ン ド・ユ ーザ ーが簡単 にコンピュー タを利用す るためには多 くの制約がある。

特に中小企業では、コ ンピュータの専門要員を確保するのが困難であ り、 プログラマーなどの専門

家でな くとも容易 に特定業務向 けアプ リケー ション ・プログラムの作成、 プログラムの変更 ・改良

などが行 えるシステムの確立が要求 されている。また、業務量の増加 に対応 して必要 となるシス テ

ム ・ア ップが低 コス トで行 えることが、中小企業者 にとってはきわめて重要である。 このため、パ

ソコンの増設によ り、簡単 にシステム ・アップが図れるネ ッ トワーク機能を もつ ソフ トウェアを開

発 し、既存のハ ー ドウェア、 ソフ トウェアの有効活用 を可能 とする必要がある。

このような状況 を踏 まえ、本開発計画 は1983年 度 か ら3カ 年計画 によ り、 プログラマ レス ・シス テ

ム、簡易 データベース ・システム、統合制御 システムの3項 目か ら構成 される システム ・ソフ トウェ

ア(3-1-13図)を 開 発す ることとなってお り、1983年 度 においては、 まず これ らについての基 本

設 計が進め られている。

(7)金 融 措置 ・債務保証

コンピュー タの普及 とその利 用分野の拡大に伴 い、情報処理専業者 はもちろんの こと、一般企業 に
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3-1-12図
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〈注 〉 現在 コンピュー タを利用 している企業に対す る調査結果 である

〈資料 〉 中小企業庁 ・中小 企業事業 団 「コンピュー タの利用 に関す る実態調 査」1981年12月

おいても、多方面にわたるソフ トウェアが開発され、また、情報処理業務の高度化のための多くのプ

ロジェク トが企画 ・実施されている。このため、所要の資金需要はますます増加 しつつあるが、情報

処理専業者の場合は、一般に担保力などの面で、これらの資金を通常の市中金融によって十分に調達

することは容易でないのが実情である。このような状況は、情報化の進展する中で、情報処理専業者

の成長およびこれに対する評価の高まりなどもあって、漸次改善されつつあるものの、基本的な事情

には変わりがない。

これに対処するため、通産省は、1970年 度以降、「情報処理振興金融措置」により、長期信用銀行

3行 を窓口とした、長期かつ安定 した金融の確保のための措置を講 じている。この制度は、ソフ ト

ウェア業、情報処理サービス業など専業者の業務高度化資金および一般企業のプログラム開発資金の

円滑な供給を確保することによって、情報処理専業者の発展とプログラム開発の促進を図ることを目

●
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3-1713図

中小企業情報化全体

システム構成図

プ ロ グラマ レス ・シ ステ ム
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管理システム 鶉 竺)解 ㌫1)(笑 篇

的とするものであ り、情報処理振興事業協会 はこの制度 に基づいて、通産省の推せ ん したプロジェク

ト資金 を企業 が長期信用銀行 か ら借 り入 れるにあ たり、その債務保証を行 っている(3-1-14図)。

この金融措置 ・債務保証 の対象 となる借入資金 は、

① ソフ トウェア業者または情報処理 サー ビス業 者については、電子計算機 の導入、 プログラムの開

発、その他、業務または技術の改善 および向上 のために必要な資金

② 一 般企業 については、事業 活動 の効率化に寄与す るプログラムの開発のために必要 な資金

となっている。

これまでの債務 保証実績 は、1982年 度 末現在 で1 ,149件 、510億 円 にのぼって いる(3-1-12表)。

(8)プ ロ グラム普及の促進

情報処理振興事業協会で は,委 託開発等 によ り取得 したプログラム を積極的に販売 するなどの普及

事業 を実施する ことによって,電 子計算機 の利用水準の向上、利用形 態の高度化 とソフ トウェア流通

市場の形成 を図っている。

従来、わが国では、 ソフ トウェアは機械 に付属 してメーカーが無償 サービスすべきものであるとい

うユ ーザーの感覚 や、 コンサル ティングのような無形 の技術提供 には金 を出 し惜 しむ傾向があ り、こ

れ らは徐 々に変 わって きてはい るが、 ソフ トウェアに対 し、十分 な評価が なされていない き らいが

あった。 しか し、ソフ トウェアは、発 明に比べてマ ンアワーの積み上 げによってできる要素が強 く、

そうとうの対価が得 られなけれ ばソフ トウェアの開発 は進展 しない。そこで、この事業は プログラム
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3-1-14図 金 融 措置 ・信 用 保 証 の し くみ

、

長 期 信 用 銀 行

(3行)

通 産 省

機械情報産業局

(情報処理振興課)

情報処理サー ビス業

ソ フ トウ ェ ア 業

般 企 業

⑤保証の承諾(銀行経由)

⑧ 保証料の支払い(銀 行経由)

●債務保証の条件

保証期間 原則として3年 以内 保 証 額 融資額の95%

保証料率 保証額残高に対し年0.7%融 資限度 所要資金の80%

●推せん申請受付期間 毎年度4月 、7月 、10月 、1月 の4回

金 利 年7.8%

(1983年3月31日 現 在)

の流通を促進する ことによ り、対価支払の慣習 をつ くり、 プログラム に対 する正当な評価 が行われる

体制 を確立す るとともに、流通市場の形成 を図ることを大 きなね らいのひとっ と している。協会が委

託開発 した特定 プログラムのうち、普及件数の多いプログラム(販 売件数10件 以 上)は2-2-6表

(p46参 照)の とお りである。

なお,汎 用 プロ グラムの開発 ・流通 の促進の観点 か ら、民 間企業な どの開発 した汎用 プログラムの

登録制度 が設 けられている(後 述(9)項参 照)。

(9)汎 用 プログラムの登録

汎用 プログラムの開発 および流通の促進 を図る観点か ら、汎用 プログラムの開発にかかる準備金制

度(租 税特別措置法第20条 の2お よび第56条 の9)が1979年 度 に創設 された。

本制度 は、汎用 プログラムと して情報処 理振興事業協会 に登録 されたプログラムにかか る取引収入

金額 の最高35%ま で(1954～55年 度 は50%、1956～57年 度 は40%で あ った)を 、汎用 プログラム開発



3-1-12表 債 務 保証 状 況 推 移(1983年3月31日 現 在) (単 位:百 万 円)

申 請 時 期

(年度)

申 請 状 況

推 せ ん 状 況 実 行 状 況

情報処理サービ
ス 業 者 等 そ の 他 計 情報処理サービ

ス 業 者 等
そ の 他 計

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金.額 社 数 金 額

1970 107 5,642 53 2,129 10 234 63 2,363 36 1,282 15 910 51 2,192 45 2,083

1971 103 6,969 78 3,914 9 524 87 4,438 89 2,486 21 1,383 110 3,869 76 4,839

1972 91 3,140 77 2,255 3 237 80 2,492 78 2,169 6 808 84 2,977 98 5,309

1973 130 6,627 94 4,305 11 538 105 4,843 93 3,735 6 461 99 4,196 116 6,099

1974 151 8,311 116 4,345 17 1,993 133 6,338 118 4,229 18 1,974 136 6,203 129 8,409

1975 168 8,903 129 5,192 23 3,090 152 8,282 130 4,890 22 3,012 152 7,902 149 11,500

1976 148 8,157 113 5,084 12 2,061 125 7,145 122 5,125 11 1,942 133 7,067 155 12,093

1977 78 3,993 58 2,895 2 150 60 3,045 63 3,042 6 269 69 3,311 131 8,266

1978 82 2,974 68 2,466 1 23 69 2,489 64 2,528 3 83 67 2,611 101 5,369

1979 81 3,527 67 2,949 2 77 69 3,026 66 2,821 2 77 68 2,898 84 4,639

1980 66 3,089 .47 2,339 一 一 47 2,339 56 2,474 　 一 56 2,474 72 4,251

1981 69 2,873 52 2,504 一 一 52 2,504 55 2,549 一 一 55 2,549 73 4,010

1982 71 2,982 65 2,662 2 156 67 2,818 67 2,665 2 156 69 2,821 87 4,184

合 計 1,345 67,187 1,017 43,039 92 9,083 1,109 52,122 1,037 39,995 112 11,075 1,149 51,070 / /
〈注>1.本 表記載 の金額(債 務保証 残高 を除 く)は いずれ も融 資ペー スの金額 であ り、この95%相 当額 を保証 してい る

2.「 情報処理サー ビス業者等」 とは、情報処理サー ビス業 または ソフ トウェア業を営む会社 または個人をい う(法 弟28条 第1項 第4号)

3.「 その他」 とは、情報処理サー ビス業者等以外の者 をい う(法 弟28条 第1項 第5号)

4.「 件数 」 は、「申請状況」 お よび 「推せ ん状況」 については 申請数 、「実行状況」 については債務保証書 発行数で ある

口
N

ω
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のための準備金として積み立てることを認めるものである。この積み立てられた金額は、その積立を

行った年度分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入 されることとなっている。

準備金積立の対象となる収入金額 は、

① 情報処理振興事業協会に登録されたプログラムの譲渡または提供にかかる当該事業年度の収入金

額

② 当該プログラムの譲渡または提供に付帯 して行う情報処理に関する専門的な知識および技能を必

要とする役務の提供にかかる当該事業年度の収入金額

である。

当該準備金は、その積立をした事業年度終了の日の翌日から4年 間を限度として積み立てることが

でき、また、積立をした事業年度終了の日の翌 日から4年 を経過 した準備金は、その後4年 間を限度

として均等に取り崩すことができる。ただし、これは4年 間積立、およびその後4年 間均等取り崩し

を義務づけているものではなく、積み立ててから4年 経過する以前に取り崩 したり、あるいは積立後

5年 目、あるいは6年 目に全額取り崩 したりすることは自由にできることになっている。

プログラムを登録できる者はソフ トウェア業を営む個人または法人であって、

① 登録 しようとするプログラムを、自らの負担において開発(共 同開発を含む)し 、かつ当該プロ

グラムを保有 している者

または、

② 登録しようとするプログラムを、情報処理振興事業協会の委託を受けて開発 し、かつ普及の義務

を負っている者

である。

また、登録できるプログラムの内容は、

① 「情報処理振興事業協会等に関する法律」第3条 第1項 の規定に基づいて定められたプログラム

の開発にかかる電子計算機利用高度化計画に列記された種類のものであって、高度なものであるこ

と

② 基本的改変を行わずに、複数の顧客に譲渡または提供できるほか、広く利用される可能'性がある

ものであること

③ わが国の国内で開発されたものであること

の3要 件を満たしているものである。この制度の適用を受けるには、情報処理振興事業協会に申請

し、登録簿に登録 し,登 録証明の交付を受けることが必要とされている。

登録申請の受付窓口は、一般のソフ トウェア産業振興協会ソフトウェア流通促進センター、また日

本電子計算機㈱出資企業の場合は、同社技術部となっている。

1982年度末においては、累計2,523本 のプログラムおよび416本 のサブプログラムが登録 されており、
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3-1-15図

登 録 プ ログ ラム 分野

色 別 一覧

(1983年3月31日 現在)

特 殊 情報 処 理 ・検 索 用 プ ロ グラム

114

(3.9%)

経 営 計 画 ・

管理 用

プ ロ グ ラム

流 通 ・サ_ビ ス 用369

プ ロ グ ラム(12・6%)

145

(4・9%)ア プ リケ_

生産 用

プ ロ グラ ム プログラム

491・002

(1.7%)科 学 技 術 計算(34・1%)

用 プ ロ グラム

274

(9.3%)

社会開発用プログラム

51

ソフ トウェア開発

管理支援プログラム

510

(17.4%)

〈注〉 プログラムの頒 はぽ 子瀬 機利用融 化緬 に基づくプ・グラム微 衷によ
る

その分野別登録状況 は分野別一覧(3-1-15図)の と おりである
。 これ らの プログラム登録簿 は、

情報処理振興事業協会において、その利用促進 の見地か ら広 く一般の閲覧 に供 されている
。
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第2章 わが国の情報通信政策

1わ が国の電気通信政策

A電 気通信法制の概要 とデータ通信

わが国の電気通信法制 は、3-2-1図 に示す ように、電気通信の基本 を定 める 「有線電気通信法」

(1953年7月)、 「電波法」(1950年5月)、 公衆電気通信サ ービスの利用条件等 を規定する 「公衆電気

通信法」(1953年7月)、 公衆電気通信サ ービスの提供主体 に関する規定を行 っている組織関係法と し

ての 「日本電信電話公社 法」(1952年7月)、 「国際電信電話株式会社法」(1952年8月)を 中核に、電

気通信 に関す る規律 関係法である 「有線放送電話 に関す る法律」(1957年6月)、 「有線 ラジオ放送業

務の運用の規正 に関する法律」(1951年4月)、 「有線 テ レビジョン放送法」(1972年7月)、NHKの 組

織等 を定め る 「放送法」(1950年5月)か ら成 り立 っている。

このように、わが国の電気通信法制の仕組 みの骨格 は、戦後す ぐに形づ くられたものであるといえ

る。

電信電話等の サー ビスにつ いて は、「有線電気通信法」に より、電気通信設備の設置 はだれで もが

自由に行い、利用 することができるが、 これ を用いて業 と して他人の通信 を媒介 し、その他 、他人の

通信の用に供 すること(公 衆電気通信業務)は 、電電公社および国際電電 の独 占とされている。

従来、 この公衆電気通信 は、電信 電話サ ービスが中心 であったが、現在 、電電公社と国際電電が提

供 する公衆電気通信サ ービス は、「第4部 第3章 わが国の情報通信事業」の中でふれ られているよ

うに、単な る電信電話サ ービス以外 に、データ通信 回線サー ビス、デ ィジタル ・データ交換網 サー ビス、

データ通信設備サー ビス等が登場 するなど、その内容 は著 しく多様化 してきている。

特 に、1971年 、 公衆電気通信法 の改正 によりデータ通信が法制化 され、データ通信回線サ ービスが

創設 された結果、一定 の制約の下 ではあるが、民間においてもデータ通信 回線 を用 いて公衆電気通信

業務 を提供す る情報通信業 を行 うことが可能 とな り、すでに多くの民 間企業が参入 してい る。また、

今回の公衆電気通信法 の改正に伴 い、データ処理のための利用が 自由となった結果 、民間情報通信業

を行 うことのできる業務範囲は、よ り広範 なもの となる。

ノ



136第3部 政 策

3-2-1図

わが国の電気通信法制

規律関係法

電 波 法

(日召25.5)

有線電気通信法

(日召28.7)

有線放送電話の業務に関する法律

(昭38.6)

有 線 ラ ジオ放 送 業務 の 運用の 規正 に 関 す る法 律

(日石26.4)

有線テレビジョン放送法

(日召47.7)

利用関係法く 公衆電気通信法

(日召28.7)

組織関係法

日本電信電話公社法

(ロ召27.7)

国際電信電話株式会社法'

(日召27.8)

B電 気通信政策の見直 しとデータ通信回線利用の 自由化

1980年10月 、郵政大臣の私的懇談会として、電気通信政策懇談会が設けられ、1980年 代の課題と展

望を明らかにするということで検討が進められてきたが、1981年8月24日 電気通信政策懇談会提言と

して 「80年代の電気通信政策のあり方」が郵政大臣に提出された。

エ レク トロニクス技術、電気通信およびその関連技術の著しい発展は、データ通信、画像通信、

CATVな ど多様 なメディアの出現 をもたらした。また、これ らのメディアは、互いに技術的に融合

化 してきている。すなわち、電気通信と情報処理の融合化、CATVと データ通信の結合、衛星通信 ・

光通信の導入により、電話 ・画像通信 ・データ通信等の総合的サービスの実現の可能性が増 した。そ

の結果、放送と電気通信、郵便と電気通信等の境界の入 り込み現象、無線通信と有線通信の統一的規
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律の必要性、公衆電気通信の概念および公衆電気通信業務の範囲の再検討、電電公社 ・国際電電が提

供すべき分野とその他の分野の調整の必要性等、多くの問題が生 じている。

このような状況に対 し、電気通信に対する現在の行政の基本的枠組み(法制)は 、歴史的経緯 もあり、

いわゆる有線 ・無線という伝送手段の差異に着目し、それぞれ別個に切 り離されて存在 している。さ

らに子細にみると、固定通信、移動通信、放送、公衆通信、自営通信等、形態別 ・方式別 ・用途別によっ

ても、多かれ少なかれ別個の行政が行われており、総合性 ・統一性に欠けるところがみられると指摘

されており、電気通信における新秩序の確立についての提言が行われている。

具体的には、①総合的電気通信政策の推進、②データ通信分野における積極的な競争原理の導入、

③市場原理の導入が不適当な分野(電 信 ・電話のような国の基本的電気通信サービスとして位置づけ

られる必要のある分野)に おける料金 ・利用制度等の改善、④当面の緊急課題としてデータ通信回線

利用の自由化一 が掲げられている。

このように、わが国の電気通信の基本的枠組み(法制)の見直しが求められる状況となってきており、

わが国の電気通信政策は、1980年 代という大きな転換期にさしかかっており、今後の政策展開が注目

されるところである。

この提言で特筆すべきことは、特 に他人使用において、アメリカにみられるようなVAN(Value

AddedNetwork)サ ービス等の高度通信サービスについて、民間企業の参入を認めるべきであると

している点である。

郵政省は、各界の要望やこの提言の趣旨に沿って、①公衆電気通信法の改正によるデータ処理のた

めの回線利用の原則自由化、②新法の制定によりVANサ ービスを民間企業が行えるようにするため

の制度の創設一 という2本 立ての法律要綱案をとりまとめ、政府部内の調整に入った。

結局、データ処理の部分だけの自由化が行われることとなり、VANサ ービスについては政府内の

調整が整わず継続検討ということになった。

そこで、本格的なVANサ ービスが可能 となるまでの間の暫定的措置として、中小企業者等に対 し

て民間企業がVANサ ービスを提供することを可能とする、「中小企業VAN制 度」が郵政省令によ

り創設され、すでに10社近くの民間企業が中小企業VANサ ービスを提供 している。

C電 気通信政策における重要課題

わが国の電気通信は、社会経済活動および国民生活に深く浸透 し、技術の急速な進歩とともに、そ

の利用形態も多様なものとなっている。特に、コンピュータの処理機能、交換機能、蓄積機能を活用 し、

これを通信媒体として用いる技術が進展 してきたことに伴い、多様多彩な通信サービスに対するニー

ズがでてきている。

こうしたニーズに迅速かつ適切に対応するためには、電電公社 ・国際電電がすべての通信サービス
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を提供することは可能ではなく、この分野に民間能力が活用され、民間企業の活力と創意工夫によっ

て多様なサービスへの対応が実現されることが必要となる。すなわち、通信分野への民間企業の参入

という形で競争原理を導入することにより、今後の高度化 ・多様化するニーズに合わせた便利で効率

的 ・経済的な通信サービスの提供が可能となると考えられる。

こうした期待に応えるものとして出現 したものが、アメリカでもすでにサービスが行われている付

加価値通信サービス(VAN)で ある。付加価値通信サービスとは、コンピュータを交換機として利

用 し、異なるデータ通信システムの結合(プ ロトコル変換サービス)や コンピュータの蓄積 ・編集 ・

同報機能を活用 した文書伝送(メ ール ・サービス)等 を提供することにより利用者の通信の媒介を行

うサービスであり、このようなサービスの出現によって、企業間システムの効率的な結合が促進され、

将来における高度な電気通信利用の実現の鍵となるものと考えられる。

3-2-2図

電気通信の健全な発展

とVANの 出現

便 利
効 率

経 済

多様多彩な

通信サービス

に対するニーズ

通信分野における

市場原理の導入

通信サービスの

安全性 ・信頼性

に対する配慮

手続きの公正さ

独占業務との調整

あまねく公平基本的

公衆電気通信サービス

VANの 出現

調和ある電気通信分野の発展
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民間企業によるVANサ ービスへの参入 を認めるにあたっては、サービスの公共性から、利用者保

護のための通信の秘密確保や安全性 ・信頼性に対する配慮が必要となる。また、電信 ・電話などを全

国あまねく公平に提供すべき電電公社 ・国際電電のサービスに支障のないよう、独占業務との調整を

行う必要もある。手続的な面でも回線提供者である電電公社 ・国際電電が、競争相手となるVAN業

者に対 して、回線提供の是非を判断することは、公正確保上好ましいことではなく、公平な第三者で

ある国の判断が必要とされよう。

したがって、こうした枠組みを整えるための法制面での措置が求められているところである。

電気通信は、情報化社会におけるインフラス トラクチャーとして重要な役割を果たしているが、高

度かつ多様な民間の本格的VANサ ービスの出現により、あまねく公平に提供 される基本的公衆電気

通信サービスと相まって、調和のとれた電気通信分野の発展を招来し、わが国の情報化の進展、社会

経済活動の効率化 ・高度化、国民生活の充実等に大いに寄与することとなると考えられる。郵政省で

は、本格的なVAN制 度の創設をわが国電気通信政策上の重要な課題としている(3-2-2図 電

気通信の健全な発展 とVANの 出現参照)。

2デ ータ通信高度化の課題 と施策

Aデ ータ通信高度化の意義

データ通信は、①社会 ・経済活動の効率化、国民生活の利便の向上および科学 ・文化の向上に大き

く貢献すること、②社会 ・経済活動における省力化 ・省エネルギー化を促進できること、③通信関連

産業、コンピュータ産業、ソフ トウェア業等の広範な関連分野をもち、またそれ自体、付加価値の高

い知識集約産業として大きな期待がかけられていること、④社会 ・経済活動の基礎をなす情報を扱う

ため、国益上も重視されていることなど、わが国にとってきわめて重要な役割を果たすものであるた

め、データ通信の普及 ・高度化を推進 していくことは、重要な政策課題である。

仮 にデータ通信を関連分野も含めてひとつの産業関連構造(す なわちデータ通信の供給構造)と み

なせば、3-2-3図 のようになる。データ通信の発展を図る場合には、これらの各方面にわたる総

合的かつ偏りのない配慮が必要である。

Bデ ータ通信高度化の課題 と施策

データ通信の高度化 を図 るための課題 と施策 を総合的 に図示 すると、3-2-4図 の ようになる。

(1)デ ー タ通信高度化 プロジェク ト

郵政省 においては、データ通信 の高度化 を推進 するためのプロジェク トと して、3-2-1表 に示
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3-2-3図 デ ー タ通 信 の供 給 構 造

公衆電気通信業者

(電電公社 ・国際電電)

)

データ通信システム

設置者

(企業、官公庁等)

メー カー

通 信 機 器 、 コ ン ピュー タ、

端 末 等 製造 業 者

ソ 開

1フ 発ト分

ウ 担

1ア

ソ フ トウ ェア業 者

b-」_
ソフ トウェ ア開 発

ぐ=ニ データ通信サービスの供給

〔 一一ハ ー ドウ ェア の供 給

ペ ーー ソ フ トウ ェア の供 給

す内容 のプロジェク トを実行 している。t

① 標準 プロ トコルの開発等

近年 の電気通信技術 、電子計算機技術、ソフ トウェア技術等の急速 な発達に伴 い、コンピュータ ・

ネ ッ トワークは、従来のホ ス ト集中型か ら分散型 ネッ トワー クへと発展 しつつある。 このような分

散型 ネ ッ トワークを構築す る場 合には、必然的 に異機種マ シンを通信回線によ り結合する必要に迫

られ 、異機種マ シン間の通信 を容易にするため、通信規約(プ ロ トコル)の 標準化が強 く要請 される。

このため、1977年 度 か ら標準 プロ トコル(CCNP:コ ン ピュー タ ・コ ミュニ ケー シ ョン ・ネ ッ

トワーク ・プロ トコル)の 開発 、総合評価等 を行い、その下位 プロ トコルにつ いては、1980年11月 、

郵政省 により推奨通信方式 として告示 されている。

さらに、1979年 度 か らは、標準 プロ トコルの普及 を図 るため、ユーザーの作成 した プログラムが
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3-2-4図 データ通信の高度化を図るための課題と施策

データ通信の高度化

/＼

/
郵政省の施策

/

＼

＼

関係分野の協力

①データ通信高度化プロ
ジェクトの推進

②データ保護対策の策定

③情報通信業の育成

④電電公社 ・国際電電の

指導監督

⑤データ通信制度の検討

⑥電気通信の長期展望の

策定

⑦国際間データ流通問題
の検討

①公衆電気通信業者

②民間情報通信業者

③通信機器/コ ンピュー

タ・メーカー

④学識経験者

⑤データ通信利用者

⑥関係省庁

⑦その他

高度化を推進するための課題 高度化に伴う問題点に関する課題

①ネットワーク形成のための各種

技術開発

②標準の確立

③データ通信回線利用制度の整備

④情報通信業の育成

①国際データ流通問題

②プライバシー/デ ータ保護対策
、

③総合安全対策

/＼

データ通信の高度化ニーズ

標 準プロ トコルに適合 しているかを検証す るシステム(プ ロ トコル検証 システム)の 開発 を行 って

お り、プログラムの開発と システムの総合 評価 を実施 し、1982年 度 に本 システムの開発を終 了 した。

プロ トコル検証 システムがユーザ ーに提供 されれ ば、標準 プロ トコルに適合 したデータ通信 システ

ムの開発や ネッ トワークの構築 が容易 になり、標準 プロ トコルの普及 が図 られ ることになる。

② デー タベ ース利用技術の開発調査
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3-2-1衷 デ ー タ通信 高 度 化 プ ロジ ェ ク ト予算 (単位:千 円)

年 度項 目 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983

① 標準プロトコルの開発等 5,934 11,661 149,149 98,064 92,398 68,833 (0)

② データベース利用技術の開発調査 (0) 20,040 49,316 38,009 48,656 (0)

③ データ通信向き言語の開発調査 (0) 6,105 30,797 48,064 37,163 (0)

④ ネットワーク化に伴う諸問題の調査

(データ保護手法の研究開発)
(0) 21,891 29,661 26,547 (0) (0)

⑤ データ通信における総合安全対策シ
ステムの開発調査 (0) 4,992 106,979

デー タベースの構築が各方面 で重要な課題 となっているが、データベースは、データ通信 システ

ムによりオ ンライン化 ・ネ ッ トワー ク化 され ることによって、その利用価値が飛躍的 に高 められ る

ものである。

わが国の現状 は、データベ ースの構築の緒についたばか りであり、その利用形態 も個別 のシステ

ムに閉 じた閉鎖的 なものにとどまっている。 しか し、今後多 くの分野 でデータベ ースの構築お よび

利用が効率的 ・経 済的 に行 われてい くためには、デー タベースのネ ッ トワーク化が不可欠 であ るこ

とか ら、複数のデータベースをネ ッ トワークによ り接続 し、相互 に利用可能とす る技術の開発 を進

めている。本 プロジェク トは、1979年 度 か ら実施 されているが、1982年 度 に、これまでに開発 され

た分散型 データベースの接続利用技術の確認のため、データベース接続実験 を実施 し、接続利用技

術の確認 と最終評価 を行い、プロジェク トを終了 した。

③ データ通信 向き言語の開発調査

現在わが国のデータ通信 で利用 されているアクセス言語(ア クセス ・コマ ン ド)は 、同一 の方式(例

えば、TSS:タ イ ム ・シェア リング ・システム)で あっても、その組み立 て方や入力手順 が異 なっ

ている状況にある。今後 システム相互の結合 によってネ ッ トワーク化 を促進 し、データ通信 の発展

を図 るためには、アクセス言語の共通化を進め、各 システムに容易に適用可能と して いくことが必

要 である。

この ような観点か ら、1979年 以 降郵 政省 において、共通ア クセス言語(デ ータ通信向き言語)の

開発が行 われてお り、1982年 度 に、運用実験に よりこれ までに開発 したアクセス言語につ いて必要

な見直 しを行 い、ア クセス言語仕様 を確定 して、この最終成果を技術上 ・運用上の諸点か ら評価 し、

本 プロジェク トを終 了 した。

④ ネッ トワーク化 に伴 う諸問題の調査(デ ー タ保護手法 の研究開発)

デ ータ通信のネ ッ トワーク化の進展 は、わが国経済 ・社会の効率化 、国民生活の利便の向上に大
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き く寄与 する反面、 ひとたび障害や犯罪 、エ ラー等 が発生 した場合 には、その影響 はきわめて重大

なもの となるおそれがある。 この ような状況が ら、データ通信 ネ ッ トワー クにおけるデータの漏え

い、改 ざん、き損等 の防止 に有効なデータ保護手法 について、早急 な検討 が必要 となっている。

そこで郵政省 では、1979年 か ら3カ 年計画 で、ネ ッ トワーク上のデータ保護 に最 も有効な手法 と

して暗号化手法 を取 り上 げ、その標準的利用方法の研究開発 を実施 した。その成果 と して、伝統的

な暗号方式 である慣用暗号系(DES方 式)と 、新 しい概念の暗号 方式 である公開鍵暗号系(RSA方

式)、 両者 の特長 を併有 した暗号方式(MIX方 式)を 開発 し、それ を適用 した銀行 ・商社間の電子

資金搬送 システム(EFTS)を 実 験的 に構築 ・運転 し、技術確認 を行った。今後 は、暗号化手法の

標準化 な らびに普及 を図ってい くこととな っている。

⑤ データ通信 にお ける総合安全対策 システムの開発調査

デー タ通信 は、経済活動、国民生活等、社会の広 い局面で、重要 な役割 を担 っている。換 言すれば、

デー タ通信 は、社会 に深 く浸透 し、いまや社会の生命線 となってきてい る。 この ような状況下にお

いて、データ通信 システムにいったん障害が発生 すると、 それが社会の中に深 く組み込 まれている

だけに、深刻 な影響 を広範囲に及 ぼす可能性が生 じている。 また、ひとつの システム内の設備や装

置の障害等が、そのシステムの機能停止をもたらすばか りでな く、それ につながる他の システムに

も影響 を与え、ネ ッ トワー ク全体の障害 ・機能停止にも及ぶ とい う危険性 も増大 して いる。

そこで、郵政 省においては、データ通信 において必要とされ る基本的 ・標準的な総合安全対策 を

明確 にす るとともに、その内容にのっとった、共通的 ・汎用的 な総合安全対策 システムの構築技術

を開発す ることとしている。

1982年 度 に、基本的調査研究 として、現状調査 、事例研究、システムの構想検討などを実施 して

きた ところで あり、1983年 度 は、総合安全対策 システムの構築 に着手する予定で ある。

(2)デ ー タ保護対策

データ通信 の利用分野が、社会経済、国民生活のすみず みまで行 きわたるに伴 い、広範かつ重要な

情報 がデータ通信 によ り提供 され、あるいは蓄積 され る結果、事故や犯罪 による情報の漏えい等 は、

個 人のプライバ シー、企業機密 に重大 な影響 を与 えるほか、外国企業 などによる国家的 に重要 な情報

の管理 は、国家主権 にも深 くかかわる問題になってい る。

郵政省 においては、技術面 における対応 として前項でふれた施策 を実施 しているところで あり、制

度面 において は、 プライバ シー保護 に関するOECD勧 告 など、世界の動 向に留意 しつつ も、通信の

保護等伝統的政策課題 を踏 まえた、現実的なデー タ保護の あり方 について、検討 を進めているところ

である。

(3)国 際 間 データ流通問題の検討

近年、情報化 と国際化の進展 に伴い、国境 を越 えて流通す る情報 の量 は、年 とともに大量 なものと
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なってい るが、これに伴 う種 々の問題が顕在化 してきてお り、 これら国際間 データ流通 問題 への対応

が必要.となってきてい る。この ため郵政省 では、① データ通信 システムの国際化に伴 う国際間 デー タ

流通に関する調査研究 、② データベース海外流通促進方策の検討一一 を実施 してお り、国際化時代 に

即応する情報通信政策 の検討に資することと している。

① データ通信 システムの国際化 に伴 う国際間データ流通に関す る調査研究

近年 の国際 デー タ通 信 システムの急速 な増 大に伴 い、国際間 デー タ流通(TDF:Transborder

DataFlow)が 著 しく伸 びてきてい る。国際間データ流通 の成長 は、電気通信 とコンピュータの進

歩 と融合 という技術的要 因および国際貿易の拡大などの経済的要因 によって促進 されてきたもので

あるが、各国の情報化政策 のうちには、国際間 デー タ流通 を制約するもの もでてきたため、この制

約部分の国際的調整 を求 める議論が さかんになってきてお り、1970年 代 後半 より、各国 ・諸国際機

関 において研究 ・検討が進め られている。

本研究 は、こうした状況 にかんがみ、この ような国際間データ流通問題 に対 し、わが国の的確 な

情 報通信政策 を策定 するために実施 して いるものであ り、国際間データ流通 の実態調査 を行 うとと

もに、各 国 ・諸国 際機関 に おけ る各種 制約要 因(情 報サ ー ビスに対す る課税 ・関税 、 プライバ

シー ・データ保護等)の 検討動向 について調査研究を実施 しているところである。

② データベース海外流通促進方策の検討.

情 報通信 技術の発展は、社会経済活動 の急速 な情報依存性 を高 めてお り、国際化 の進展 とともに、

国境 を越えて流通す る情報 の量 は、増大 してきているが、 これ らの情報流通に は国際間の不均衡 が

生 じてお り、各国間の情報流通格差 の是正 といった問題について種 々の議論が巻 き起 こされている

ところである。

この情報流通の格差 問題 に大 きな影響 を与 えているものにデータベースの海外依存が あり
、わが

国で は、市況情報、新 聞記事等の情報が それぞれデータベース化 され 、サー ビス提供 されているも

のの、まだ緒についたばか りで、大半 はアメ リカのデータベ ースに依存 している状況にある
。

この ような、データベースの外国依存 とい ったわが国の現実の状況 に対 して
、わが国において も

独 自のデータベース ・シス テムの構築が進め られてお り、国際化 の進展 、国際 デー タ通信網の拡充

と も相 まって、わが国のデータベースに対する海外か らのニーズも次第 に増 えつつある
。郵政省で

は、このような状況 を踏 まえ、「データベ ース海外 流通促進 ワーキ ンググループ」 を設置 し
、わが

国独 自の データベ ース について、将 来的な格差の解消と経済資源の 自立化 をめ ざし、データベース

の海外流通促進 というテーマについて、実務的側面を中心と して種 々の観点か ら問題点 および実現

方策 を検 討 してきたと ころであ る。
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3そ の他の情報通信関連施策

前節で解説 したデータ通信高度化施策のほか、郵政省では、次のような情報通信政策関連施策が実

施されている(主 要なもののみ示す)。

Aキ ャプテ ン ・システム

キャプテ ン ・シス テム(CharacterAndPatternTelephoneAccesslnformationNetworkSystem

:文 字 図形情報 ネ ッ トワー ク ・システム)は 、家庭 に広 く普及 した電話回線 にテ レビ受像機 を接続 し、

利用者の リクエ ス トに応 じ、センターか ら多様な情報 を文字 と図形 で提供す るもので、郵政 省と電電

公社 が共同 で1979年12月 か ら第1期 実験 を行 った。1981年8月 か らは、東京23区2,000名(第1期 実

験 は1,000名)の モニターを対象 に第n期 実験 を実施 した。 この実験 では、蓄積情報量 を倍増(20万

画 面)、 情報検索 サー ビスを充実 させるほか、利用者端末か ら商品の注文 ・予約な どを可能 とす る注

文 ・応募サ ービス(オ ー ダー ・エ ン トリー ・サー ビス)、 特定の グル ープだけに特定 の情報 の提供 を

可能 とす る会員制サ ービス(ク ローズ ド・ユ ーザー ・グループ ・サー ビス)な どの新 しいサー ビスや

端末の新 しい機能 を盛 り込 み、より実用化(1984年11月 実 用化予定)に 近づけた形の ものを実施 した。

第llma実 験 のシステムの構成 は、3-2-5図 に示 すとお りであ る。

B高 度総合情報通信システム

近年、技術の進歩に伴い、光ファイバーや衛星通信 といった新 しい情報通信手段が登場 し、電気通

信メディアのもつ可能性は大きく広が り、日常の社会生活を取 り巻く通信環境は著しい変化を示 して

いる。

郵政省は、このような通信環境の変化に伴い、高度化 ・多様化する情報ニーズに対応 した新しい政

策を積極的に展開すべきであるとの観点から、CATV施 設 を高度に利用し、各種の情報の提供が可

能な新 しい地域情報通信システムのモデルである高度総合情報通信システムの開発調査を推進 してい

る。

この開発調査は、多摩CCIS実 験の成果を生かすとともに、最新の電気通信技術 を駆使 して、セ

ンターからの情報を一方的に利用者に送るだけでなく、利用者側か ら情報の選択や番組への参加を可

能とする双方向通信機能を付加 し、地域で求められる生活情報、行政情報、教育情報、都市管理情報

などを、映像、音声、文字などさまざまな形で提供 しようとするものである。

システムの概要は、3-2-6図 に示すとおりである。



146第3音IS政 策

3-2-5図 キ ャプ テ ン ・シ ステ ム 実験 の 概要
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C総 合テレ〆一ター ・システムの実用化のための開発調査

(1)総 合 テレメーター ・システムの開発会議

現在、電気、ガス、水道 などの公益事業 の検針員が各戸訪問 して行 っているメーターの検針作業 を、

電気通信手段 に切 り替 え、検針セ ンターか ら電話回線 を通 じ、いつでも、 どの メーターで も瞬間的に

検針 できるシステムの標準方式 を確立 しようとするものである。『

この開発調査 は、郵政省が、'公益事業者 、電電公社、通信機器 メーカーお よび学識経験者などの協

力 を得て、1978年 か ら4年 間実施 してきたが、その結果、 システムの基本構成 、網 および端末の基本

機能、通信形態と インタフェース、施行方法等 を内容 とするシステムの標準 方式 の全体像がほぼ明 ら

かになった。
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(2)ノ ー リンギング回線 サー ビス

この開発会議の 開発成 果であ る標準方式 に よる回線 サー ビス を電 電公社は 「ノー リンギ ング回線

サー ビス」 と して、制度化 して実施 するとともに、東京都水道局 はこれを利用 し、総合 テ レメーター.

システム実用化第1号 と して東京都工業用水の 自動検針 を開始 した。

ノー リンギ ング回線サ ービスの概要 は次のとお りである。

〔概 要〕

検針セ ンターのコンピュー タ等の電話局 の交換設備 を接続す るとともに、加入電話の加入 回線 に加

入者宅にある水道 ・ガスなどのメー ターセ ンサ ー等 を接続 することにより、検針セ ンターか ら電話機

のベルを鳴 らす ことな く、メーターの計量値 を自動的に読み取ることができるサー ビスである(3-

2-7図 ノー リンギング回線 システム構成参照)。

(接 続手順)

① 検針セ ンターの コンピュータか らの信号 で、着信局の ノー リンギング トランクを駆 動する。

② コンピュー タか ら次の信号 で、 ノー リンギ ング トランクか ら電話の呼出信号 と異なる周波数 によ

り、端末用網制御装 置を駆動 させ る。 この とき電話機のベルは鳴 らない。

③ 検 針 セ ンターの コンピュー タと端末用網制御装 置が接続 され ると、 コンピュータが必要 な メー

ターセ ンサー を起動 させてメーターの計量値等 を読 み取 る。

(サ ー ビスの特徴)

① 端末用網制御装置 には、複 数の接続端子 があ り、ひとつの加入回線 で水道 、ガス等の メー ターを

最大7種 類まで読 み取 ることができる。

3-2-7図 ノ ー リンギ ン グ回線 シス テム 構成
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② 通信回線として既存の加入電話回線を利用するので新たに通信回線を設定する必要はない。

③ 電話の呼出方式と異なる呼出方式を採るので電話機のベルを鳴らすことなく検針できる。

④ 検針中に加入者が発信 しようとした場合はただちに検針を中止 し、加入者の通話を優先させる。

4デ ィジタル通信の動向

A電 電公社のサービスの概要

'電 電 公社の新デー タ網サー ビス(通 称DDX:DigitalDataExchange)Vま 、最新のデ ィジタル交換 ・

伝送技術等 を用いて、高速 ・高品質の従量制料金 による交換網サー ビスで、「回線 交換サ ービス」と 「パ

ケッ ト交換 サービス」の2種 類がある。回線交換 サー ビスは、1979年12月 か ら、パケ ッ ト交換サー ビ

スは、1980年7月 か らサ ービスを開始 した。

新 デー タ網サ ービスでは、端末 の伝送速度 に応 じて、3-2-2表 の とお り、200bpsの 低 速 か ら、

48Kbpsの 高 速まで7種 類 のサ ービス品 目があ り、伝送品質については、 ビッ ト誤 り率 で現在の特定

通信 回線 と同等以上の品質 が確保 され、また、接続 時間についても、公衆通信 回線が数秒 か ら10数 秒

かかるのに比べ 、平均1秒 程度に短縮 される。

新 データ網 サービスもス ター トして、はや4年 を迎 えているが、 この間、回線交換サー ビスにおけ

る 「グルー プ形 閉域接続機能」、 また、パ ケ ッ ト交換 サービスにおける 「着信課金機能」 「伝送制御手

3-2-2表

新 デ ー タ網 サ ー ビス

の サ ー ビス 品 目

サ ー ビス

品 目

内 容

回線交換

サービス

パケ ッ ト交換サー ビス

一般端末 パケット

形態端末

200bps 200bps(以 下)の 符号 伝送 が 可能 な もの ○ ○ 一

300bps 300bps(以 下)の 符号 伝送 が 可能 な もの ○ ○

1,200bps 1,200bps(以 下)の 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ ○ 一

2.400bps 2,400bpsの 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ ○ ○

4,800bps 4,800bpsの 符号 伝 送 が可 能 な もの ○ ○ ○

9,600bps 9,600bpsの 符号 伝 送 が 可能 な もの ○ ○ ○

48Kbps

、

48Kbpsの 符号伝送が可能なもの ○ 一 ○

〈注 〉()内 の以下は 回線交換サー ビスの場合 である
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順の拡大」、 さらには 「網制御装置(NCU)の 料 金値下 げ」「加入 区域 の拡大」 な ど、サー ビス内容

の充実 ・改善が逐次図 られている。

(1)回 線 交換サー ビス

回線交換サ ービス は、データ通信、データ伝送 、フ ァクシミリ伝送等の用 に供するため、時分割交

換技術 とデ ィジタル伝 送技術 を用いて、高速 ・高品質の符号伝送 を行 うサービスであり、本サー ビス

に加入 した任意 の加 入者相互間 で従量制料金 による通信 ができ る公衆ネ ッ トワーク ・サ ービスで あ

る。

本サ ービスの特徴 は、通信のつど回線が設定 され、通信中 の伝送制御手順についてなん ら規定 され

ない トランスペア レン ト伝送方式であることか ら、伝送 する電文の形式 や符号 に制約がないので、比

較的多量の情報を短時 間で送 るデータ通信や ファクシ ミリ通信 に適 している。

回線交換サー ビスの主要 な料 金等 は、3-2-3表 の とおりである。

(2)パ ケ ッ ト交換 サービス

パ ケ ッ ト交換 サー ビスは、主 としてデー タ通信のための公衆ネ ッ トワーク ・サ ービスであ り、 これ

に加入す ると任意 の相手加入者 との間で、高速 ・高品質の符号伝送 を行 うことがで きる。

本サ ービスは、発信側か ら送 られたデー タをいったん交換 機に蓄積 し、パケ ッ トと呼 ばれる一定 の

長 さの電文に分割 して伝送する蓄積交換方式 を用いており、伝送路の使用効率が高ま り、通信の品質

が向上す る。

3-2-3表 回線交換サービスの主要料金等(1回 線ごとの料金等)

区

サ 分

|

ビ
ス
品

目

新 設 時 毎 月

加

入

料

設

備

料

基

本

料

通 信 料

単

位

料

金

課 金 秒 数

同 －

MA内

隣接MA

～30km
～60km ～120km ～240km ～420km ～750km

750kmを

超 える

もの

200bps
円

300

一τ一円

140

・r刊

18

10円

秒

120

秒

90

秒

65
秒
40

秒
25

秒

17

⇔

13

秒

11

300bps 300 140 18 100 80 55 35 22 14 11 9

1200bps 300 140 20 60 45 30 18 11 7.5 6 5
、

2400bps 300 140 22 55 40 27 17 10 7 5.5 4.5

4800bps 300 140 24 50 35 25 15 9 6.5 5 4

9600bps 300 140 26 45 30 20 14 8 6 4.5 3.5

48Kbps 300 140 30 20円 12 8 5.5 4.5 3.5 2.5 1.5 1

↓
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3-2-4表 パ ケ ッ ト交換 サ ー ビスの 主要 料 金 等 (1回 線ご との料 金等)

区

サ
1分

㌦
品
目

新 設 時 毎 月

加 入 料 設 備 料 基 本 料

通信料(;び ㍑ 吉7ξ'28オ ク)

～100km ～500km 500km

超 え る もの

200bps 300円 110千 円 16千 円

0.4円 0.5円 0.6円

300bps 300 110 16

1200bps 300 140 22

2400bps 300 140 26

4800bps 300 140 28

9600bps 300 140 30

48Kbps 300 140175

本サー ビスの特徴 は＼異速度端末 間でも通信ができ、また、パ ケ ッ ト多重化機能 を利用 すれ ば1本

の加入回線 で複数の通信相手 と、同時に通信がで きる。さ らに、通信料については、情報量 に応 じた

料金 となっていることか ら、一度に送 る情報量が比較的少 なく散発的 なデー タ通信 に適 している。

パ ケ ット交換サ ービスの主要 な料金等 は、3-2-4表 の とお りである。

(3)付 加 サービス

新 データ網 サー ビスは、データ伝送という基本的な機 能のほか、サービスの効用 を高めるため 「閉

域接続機能」 など、8つ の付加サ ービスを提供 している。

付加サー ビスの概要、料金等 は、3-2-5表 の とお りである。

(4)加 入 区域

サー ビス開始時には、回線交換サー ビスは、東京 、横浜、名古屋、大阪の4加 入 区域 、パ ケッ ト交

換サー ビスは、前述の4加 入区域に福岡 、仙台、札幌 を加え7加 入区域でスター トしたが、1983年3

月 末 における加入区域 は、3-2-6表 の とお りである。回線交換サ ービスは69加 入 区域 、パケ ット

交換サー ビスは129加 入 区域 に、それぞれ拡大 が図られている。

B国 際電電のサービスの概要

「国際公衆 データ伝送 サー ビス(略 称VENUS-P)」 は、1982年4月1日 か らサー ビスを開始 した

CCITT標 準 の公 衆パ ケ ッ ト交換 サー ビス であ り、 コンピュー タ間通 信、端末間通信 な ど広範 囲の
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3-2-5表

付 加 サ ー ビスの 概要

・料金 等

(1回 線 ごとの料金等)

区 分 料 金

サ ー ビ ス の 概 要 新設時 毎 月

サ ー ビス名 取付料 付 加
使用料

ぺ 交換機が、あらかじめ登録してある端末間の通 円 円
信のみに制限して接続し、悪意呼や誤ダイヤル

ア 等による妨害を防 ぐためのサービスで次の2種

類がある
500 550

形
ア.ペ ア形閉域機能

閉域接続機能 希望する相手端末と1対1で のみ通信を行

グ
い、その他の端末からの着信については網

で接続を拒否するという機能
ル
イ.グ ル ー プ 形 閉域 機能

「 特定の端末群が1つ のグループを組み、同 500 550

プ 一グループ内の端末相互間に限 り接続を行

形 う機能

通信相手が1つ に固定されている場合、その相

ダイレ ク ト・コール 機 能 手番号を1度 交換機に登録しておけば、あとは 500 『
ダイヤル操作なしで発信できる機能

通信開始に先立ち、この機能を利用する加入回

相 手 通 知 機 能 線に、局交換設備から通信相手の加入回線番号 500 一

を通知する機能

通信相手の番号を2桁 の番号に短縮して登録し

短縮ダイヤル機能 ておけば、あとはこの短縮番号を使って通信で 500 450

きる機能

あ る特 定 の端 末 ・(例えば 、本 店 に置 か れ たオ ン

通信料一括課金機能
ラ イ ン ・シス テ ム のセ ン ター 等)に 着信 す るす

500べての呼の料金が、その端末側の支払いとなる
一

機能

* 発信側から着信課金による通信の要求があり着

着 信 課 金 機 能 信側が応諾した場合、その通信にかかる通信料 1,000 一
が着信側に課金される機能

* 端末機器が電子計算機などの場合、1の 加入回 ** **

パケット多重化機能 線で複数の相手と同時に通信するために、複数 500 300
の論理チャネルを設定する機能

* 常に通信相手が特定の1の 加入回線または論理

相手固定接続機能 チ ャネ ル に 固定 され 、発呼 、切 断 の操 作 な しで 500

接続できる機能

〈注>1.*パ ケッ ト交換サ ービスに限 り提供す る

2.**加 入回線1回 線につき1の 論理チャネル を除 く他 の論理 チャネル1チ ャネル ご との

料 金である
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3-2-6表 新 デ ー タ網 サ ー ビ スの 加入 区域(1983年3月 末現在)

回 線 交 換 サ ー ビ ス

札幌 、旭 川 、函 館 、青 森 、 仙台 、秋 田、 盛 岡 、山 形 、

福 島 、郡 山 、東 京 、相 模 原 、八 王子 、水 戸 、宇都 宮 、

前 橋 、浦和 、川 口、千 葉 、横 浜 、 川崎 、 甲府 、新 潟 、

長 野 、長 岡 、金 沢 、富 山、福 井 、静 岡 、浜 松 、 名 古屋 、

沼 津、豊 橋 、 岡崎 、一 宮 、岐 阜 、 四 日市 、津 、 京都 、

大 阪 、 神 戸 、千 里 、堺 、和 歌 山 、大 津 、奈 良 、姫 路 、

岡 山、 倉敷 、広 島 、福 山 、鳥 取 、松 江 、下 関 、 山 口 、

高 松 、徳 島 、松 山 、高 知 、北 九州 、福 岡 、久 留米 、佐

賀 、長崎 、大 分 、 熊本 、 宮崎 、 鹿 児島 、那 覇

(69加 入 区域)

パ ケ ッ ト 交 換 サ ー ビ ス

札幌 、旭 川 、北 見 、釧 路 、帯 広 、小 樽 、苫 小牧 、室 蘭 、

函 館 、青 森 、仙 台 、 八戸 、秋 田 、盛 岡 、酒 田 、 山形 、

福 島 、郡 山 、い わ き 、会 津若 松 、東 京 、八 王子 、武蔵

野三 鷹 、 田無 、福 生 、立 川 、国分 寺 、相 模 原 、宇都 宮 、

足利 、 日立 、水 戸 、筑 波研 究 学 園都 市 、 前橋 、高 崎 、

浦 和 、大 宮 、川 口 、草加 、所 沢 、上 尾 、 川越 、千葉 、

松 戸 、柏 、市 川 、船 橋 、横 浜 、 川崎 、登 戸 、横 須 賀 、

藤 沢 、平 塚 、小 田原 、厚木 、甲府 、新 潟 、長 野 、長 岡 、

上 越 、松 本 、諏訪 、金沢 、富 山 、高 岡 、福 井 、静 岡 、

浜 松 、名古 屋 、 沼津 、富士 、焼津 、清 水 、豊 橋 、豊 田、

岡崎 、一 宮 、岐阜 、大垣 、津 、 四 日市 、 京都 、大 阪 、

神 戸 、姫 路 、大津 、茨 木 、枚 方 、池 田 、宇 治、千 里 、

寝 屋 川 、八 尾 、堺 、豊 中 、奈 良 、和 歌 山 、西 宮 、加 古

川 、河 内枚 岡(東 大 阪市)、 岡山 、福 山、 広 島 、鳥 取 、

米 子 、 倉敷 、松 江 、 呉 、宇部 、下 関 、 山 口 、高松 、松

山、 徳 島 、今 治 、高知 、北 九州 、福 岡 、 久留 米 、佐 賀 、

長 崎 、佐世 保 、大分 、熊 本 、 八代 、 宮崎 、延 岡 、鹿 児

島 、那 覇

(129加 入 区 域)

デ ィジタル ・データ伝送 を可 能とするサー ビスで ある。1983年7月 、 日本国内の端末 と外 国の コン

ピュー タとの間で情報検索 などのための符号伝送 サー ビス を提供 していた 「国際 コンピュータアクセ

スサー ビス(ICAS)」 を統 合 した。

本 サービスの概 要は次の とお りである。

① 契約種別 として、次の3種 類が ある。

⑧ 加入契約

加入者線に よりVENUS-Pの 提 供を受 けるための契約 。

① パケ ッ ト交換サ ービスに よる利用契約

電電公社のパ ケ ッ ト交換 サービス加入者 がパ ケ ッ ト形態端末機器 を使用 してVENUS-Pの 提 供

を受 けるための契約。

◎ 加入電 話による利用契約
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加入電話 により、調歩式一般端末機器 を使用 してVENUS-Pの 提供 を受 けるための契約 。

② 端末機器 は利 用者 が自営 する。網 に接続 できる端末機器 はCCITT勧 告X.25に よるパ ケ ッ ト形

態端末機器 、同期式ハ イ レベル ・データリンク制御 手順(HDLC)、 ま たは同期式 基本形 デー タ伝

送制御手順(BSC)に よ る同期式一般端末機器、な らびにCCITT勧 告X,28に よ る調歩式一般端

末機器 である。

③ サービス対象地域 は、1983年8月1日 現在 で、アメリカ、カナダ、イギリス、フランス、西 ドイ

ツ、スイス、 オース トリア、ベルギー、スペ イン、スウェーデ ン、韓国、 シンガポ ール、南 アフ リ

3-2-7表VENUS-Pに お け る品 目

(1)加 入 契約

品 目 内 容 備 考

300bps
100bps、110bps、150bps、200bps、 お よ び300bpsに よ る 符

号 伝 送 が 可 能 な もの

調歩式一般端末機器に限る

1,200bps
100bps、110bps、150bps、200bps、300bpsお よ び1,200bps

に よ る 符 号 伝 送 が 可 能 な も の

2,400bps 2,400bpsに よ る符号 伝 送 が可 能 な もの 同期式一般端末機器およびパケ

ット形態端末機器に限る

4,800bps 4,800bpsに よ る符 号 伝送 が 可能 な もの

巴600bps
9,600bpsに よ る符号 伝 送 が可 能 な もの

(2)パ ケ ッ ト交 換サ ー ビス に よ る利 用 契約

品 目 内 容 備 考

2,400bps 2,400bpsに よる符 号 伝送 が 可能 な もの パケット形態端末機器に限る

4,800bps 4,800bpsに よ る符号 伝 送 が可 能 な もの

9,600bps 9,600bpsに よ る符 号 伝送 が 可能 な もの

(3)加 入電話による利用契約

品 目 内 容 備 考

300bps
100bps、110bps、150bps、200bpsお よび300bpsに よる符 号

伝送 が 可能 な もの

1調 歩式一般端末機器に限る

2着 信の取扱い.はできない
1,200bps

100bps、110bps、150bps、200bps、300bp『 お よ び1,200blお

に よ る符 号 伝 送 が 可 能 な もの



第2章 わが国の情報通信政策155

力共和 国、グァデループ、マ ルティニクの計15地 域 である。

④ サー ビスには、契約種別 に従 い、3-2-7表 に示 す品 目が ある。

⑤ 加入区域は当面 、東京23区 内 、大阪市 内であるが、その他 の地域についても需 要動 向により拡張

3-2-8表(1)VENUS-P加 入 時 に支 払 う料 金(1回 限}〕の 料 金)

(1983年7月15日 現 在)

料 金 種 別 単 位 料 金 額

契 約 料 1の 契 約 ご とに 300円

設 備 料

1)300bps

2)1,200bps、2,400bps、

4,800bpsお よ び9,600bps

加入者線1回 線ごとに

加入者線1回 線ごとに

*

80,000円

**

110,000円

取 付 料1 (DCE設 置料 ・付加機能設定料) 実 費

〈注>1.*専 用設備 利用規定(昭46,10.1公 社公示第86号)付 属料金表(以 下「公社料金表」)第1表

第1類 第1の1の(1)設 備料 の うち、2線 式の場合 と同額

〈注>2.**公 社料 金表第1表 第1類 第1の1の1の(1)設 備料 の うち・4線 式の場合 と同額

(2)サ ー ビスを利 用 している時の料 金(毎 月支払 う料 金)

料 金 種 別 単 位 料 金 額

① 基 本 料 加入者線1回 線ごとに月額

1)300bps 21,400円

2)1,200bps 28,200円

3)2,400bps 48,000円

4)4.800bps 75,000円

5)9,600bps 114,000円

② 通 信 料 有料時分1分 までごとに 45円

1有 料 パ ケ ッ トにつ き1セ グメ 3円

ン ト(64オ クテ ッ トまで)ご と

に

③ 付加機能使用料 加入者線1回線にっき1の論理チ

1)バ ケ ッ ト多重 化機 能
ヤネル を除 く他 の論 理 チ ャネル

1チ ャネ ル ご とに 月額

90円

2)短 縮 ダイヤル機能

ア)300bpsお よび1,200bps 1の 契約 ご とに 月額 270円

イ)2,400bps、4,800bpsお 加入者線1回 線ごとに月額 1,080円

よび9,600bps

3)ダ イ レ ク トコー ル機 能 加入者線1回 線ごとに月額 620円
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を予定す る。

⑥ 料金は情報量 に応 じた均一従量料金 であ り、 その詳細 を3-2-8表 に示 す。

⑦ 異種端末間通信 については、3-2-9表 の とお りで ある。

3-2-9表

VENUS-Pの 異

種 端 末間 通 信

外国側
日本側

X.25 HDLC BSC X.28
1

X.25 ○ ○ △1 03

HDLC ○ ○ △2 △4

BSC △1 △2 ○ ×

X.28 ○ ○ じ △

○ 印は相互通 信が可能

△印 は接続の規制 はないが制 約条件が 多くな る

×印 は通信不可

〈注>1.X.25端 末にBSCPAD機 能 を内蔵すれば通信可能

2。HDLC端 末側にBSC・PAD機 能 を内蔵すれば通信可能

3.X.25端 末側 にX,29機 能 を内蔵す れば通信可能

4.HDLC端 末にX.29機 能 を内蔵すれば通信可能

C欧 米諸国におけるディジタル ・データ網の動向

ア メ リカ で は、 国防 総 省 に よ るパ ケ ッ ト交換 技術 の開発 を土 台 に して、1970年 代 か らVAN

(ValueAddedNetwork:付 加 価値通信網)と 呼ばれ るディジタル ・デー タ網 が構 築 されてお り、

現在 このサ ービス分野 では、20数 社 が競合 してい る。また、最近、ATTお よ びIBMと い う電気通

信 ・コ ンピュー タ部 門 の両 巨頭 が デー タ通信 分野 への参入 を企 図 し、AIS/Net1000 、Information

Network構 想 を打 ち出 している。 この うち、AIS/Net1000は 、 アプ リケー シ ョンレベルでの交換機

能 を有 し、 システム間接続 に必要なすべての問題 をネ ッ トワーク側で カバ ー しようとしている点で注

目され る。

一 方
、 ヨー ロ ッパ 各 国 で はPTT(郵 電 省 ま た は郵 電庁:MinistryofPosts ,Telegraphsand

Telephones)ま たは公社 に'よって、各国 ごとに国内公衆 データ網 の構築 ・整備 が行 われている
。 こ

れ らは、国際電信 電話 諮問委員会(CCITT)の 勧告 に基 づ く トランスペア レン トな ネッ トワークで

あ る。 また、EC9カ 国 はヨーロッパ域内 データ網 である"Euronet"を 建 設 し、加 盟各国の デー タ

ベースの共同利用促進 を図 っている。

主要国 にお ける導入状況等 は、前頁3-2-10表 の とお りである。
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3-2-10表 主要 国 に お け るデ ィジ タル ・デ ー タ網 導 入の 動 向(1)

国名 サー ビス名 会 社 名 等 交 換
方 式

サー ビス

開始時期
備 考

Telenet GTETdenet P 1975年8月 1979年GTEと 合併

1980年 食lemai1

1981年 現在222交 換 局、市内ア クセス可能

都市約300

Tymnet TymnetInc. P 1977年 1980年On・TymeII、Tyme・Gram

ア クセ ス都市数270(ノ ー ド数 約800)

Graphnet Graphnet P 1975年1月 1975年 フ ァ クシ ミ リ蓄 積 ・交換 サー ビ ス

System王nc. 1976年 デー タ伝送サー ビス

1977年 国際サー ビス

COM-PAK ITT-DTS社 P/C 1979年12月 1979年FAXPAK(異 機程 ファクシ ミリ端

(Domestic 末間の通信サー ビス)

TransmissionSystems) ○交 換 局10局 、 コ ンセ ン トレー タ14都 市

UNINET UninetInc, P 1981年3月 UnitedTelecomComputerGroupの 内

ア 部利用のネ ッ トワー クをVANの ベー スと し

て利用
、 ○国際 キャリア30カ 国以上 と合意

Pacnet PacificNetwork P 1979年1月 28都 市 でサー ビス

メ CommunicationsCorp,

(1-Net社(C&WNorth

Americaグ ル ープ に併 合)

リ

の子会社)

AUTONET AutomaticData P 1982年 AutomaticDateProce皿ngInc.の ネ ッ ト

ProcessingInc, ワー クか ら発展

0120都 市 、250ア クセ ス ・ポ イ ン ト

カ ○約30カ 国の国際キ ャリア と合意

Cylix Cylix P 1982年 仇taCommunicationsCorp.のDCCネ ッ ト

Communications ワー クをVANに 発展

networkInc. O衛 星 とリンク

o地 上局 、ノー ドを25都 市に設置

0300都 市に提 供

AIS/Net AT&TInfomation
、

P 1983年 1983年 内予定17都 市にサー ビス ・ポ イン ト

計
1000 Systems 第3四 半期 を設置

(ATTの 分離子会社) に予定 1984年 末予定100都 市にサー ビス ・ポイン

トを設置

米国の端末の84%が 相互 に接
画

続可能

CNS Compuserve P 1982年 時点 Compuserve社 の 自社 ネ ッ トワー クをVAN
中

NetworkServices で準備中 に利用

○衛星 回線 と専用 回線で130都 市 を結 ぶ

カ DATAPAK TCTS P 1977年6月 交換局7局 、国内61都 市 でサー ビス提供

ナ

ダ INFOSWITCH CNCP P/C 1978年8月 交換局4局 、国内56都 市でサー ビス提供

<注>P:パ ケ ッ ト交換

〈資料〉 郵政 省調べ

,1回 線交換
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3-2-10衷 主 要 国 に お け るデ ィジ タル ・デ ー タ綱導 入 の動 向(2)

国名 サー ビス名 会 社 名 等
交 換
方 式

サー ビス

開始時期
備 考

PSS BT P 1980年10月 交換局9局 、交換局相 互間は48kbps回 線で

イ
接続

ギ
IPSS BT P 1978年 1978年12月 米国 との間に開始

リ
1980年1月 カナ ダ との間に開始

ス
1980年9月 スペ インとの間に開始

1981年PSSと 接 続

フ TRANSPAC Transpac社 P 1978年12月 交換 局19局

ラ (PTT) 1980年 テ レ ネ ッ ト、 タ イ ム ネ ッ トお よ び

ン ユ ー ロ ネ ッ ト と接 続

ス 1981年 初 西独DATEX-Pと 試 行サー ビス

西

ド
DATEX-P DBP . P 1980年 1981年8月 商用サー ビス開始

イ
ツ DATEX-L DBP C 1975年 50bps～48Kbpsを サ ポー ト

る RETD CTNE P 1971年 交 換 局7局 、 コ ンセ ン トレー タ局41局

二
1982年CCITT勧 告X25を 採用

ス 計 TELEPAC PTT P 1982年 末

イ 画 ～1983年

ス 中 DATEX・300 PTT C (予定) 300bps非 同期

オ DN-1 PTT P 1982年 交換 局3局 、コンセ ン トレー タ局57局
一

; (Data・
ダ. Network1)

E EURONET EC委 員会 P 1980年2月 交換 局4局 、コンセン トレー タ局5局

C 各国PTT

北 NPDN 北欧4カ 国 C 1979年 1979年 デ ンマ ー ク 、ス ウ ェー デ ン がサ ー ビ

欧 PTT P 1981年 ス開始
4

カ
1980年 ノル ウ ェー 、フ ィン ラ ン ドがサ ー ピ

国 ス 開 始 。 ユ ー ロネ ッ トと も接 続

ス1 TELEPAK PTT P 1981年 1984年 予定 完全 なパケ ッ ト交換網

ウデ

エン DATEX-L PTT C (不明) 300bps～91600bpsを サ ポー ト

オ ト DATEX-P PTT P 1982年

1リ

スア DATEX-L PTT C 1980年 1982年2,400bps～9,600bps開 始

オ 計 Telecom P 1982年 末
1ラ
ス リ
画 AUSTPAC Australia (予定)

トア 中

〈注>P:パ ケ ッ ト交換C

〈資料 〉 郵政省調べ

回線交換

1
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第3章 行政におけるコンピュータ利用と政策

1行 政 に お け る コ ン ピュー タ利 用 の現状

　

わが国の公的部 門(国 の行政機関、特殊 法人 、地方公共団体)に おけるコンピュータ の利用 台数 は、

1982年 度 末現在、3,078台 で あり、その内訳 は、国の行政機関;345台 、 特殊法人;786台 、地方公共

団体;1,947台 となっている。

※ 本項でいうコンピュータは、買取価格または買取換算価格が1,000万円以上の汎用ディジタル型のものをいう。

A国 の行政機関におけるコンピュータ利用の現状

(1)設 置 台数お よび適用業務の拡大

国の行政機関 において、 コンピュー タが最初 に導入 されたの は、1958年 度 であ り(気 象庁がIBM

704を1セ ッ ト導入 し、気象分析 に利用)、 その後、行政運営の合理化、行政水準 の向上 を図る観点か ら、

設置台数は年 々増大 し、1982年 度末 には、345台 に達 している。

コンピュータの設置 台数 は、1967年 度 に初 めて100台 を超 え、 その後1977年 度 まで毎年20台 前 後 の

増加 を続 け、1978～1980年 度 においては、伸 び率が鈍化 したが、最近、OA化 の進展等 によ り、再び

増加傾向 を示 している(3-3-1図)。

一方 、コンピュータの適用業務 は、給与、共済 、年金、保険等 の事務処理か ら、デー タベ ースの利

用 による行政施策 の企画、立案 、決定のための分野まで拡大 している。

この ようにコンピュータの利 用を中心 とす る行政情報 システムは、国民生活に密接かつ重大 なかか

わ りをもつ に至 ってお り、行政運営 の合理化 、行政サ ービスの向上などを図 るために欠 くことのでき

ないものとなっている(3-3-1表)。

一方
、この ようなコンピュー タ利用の拡大 は、システム経 費の拡大 を招 いているほか、データ保護、

プライバ シー保護、 コンピュータ ・システム ・ダウン等 による情報社会のぜい弱性 、データの国際流

通(TransborderDataFlow)な ど の各種 の対応が必要 になっている。

② システムの大型化 と処理方式の高度化

コンピュータ ・システムは、処理需要の増大 、高度化等 に伴い、大型化の傾 向が みられ、国の行政

機関の場合 、大型機 は、全設置台数の54.2%に 達 してお り、特殊法人、地方公共 団体等に比 してきわ
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3-3-1図 コン ピュ ー タ利用 の 推移
2,383億 円

セ ッ ト

(台)

2,200

運用経費

設置金額

(億円)

5,738人

,485i/

メ叉縫ジ∴
ノ 遷//

捻:808人/849億 円

↓"一 〆:/う15。194鯛

75禰 §砲 円99億円億円

(人)

7,000

セット数

運用経費
設置金額 年

度

〈注>1.運 用経費は、 レンタル費、通信回線費、消耗品費、外注費等の経費であ り、人件 費、設備 費等 は含 ま
ない

2.設 置金額 は、 コン ピュータ買取 金額(レ ンタル ・リース契約による ものは
、買取換算 額)で ある

〈資料〉 行政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告書
」

めて高 い割合 とな っている(3-3-2図)。

これは、為替、貯金、簡易保険、社会保険、車検登録等の全国的規模のオ ンライン ・システムが多

数運用 され てい ることによる。

また、国の行政機関 においては、オ ンライン化が急速 に進んでお り、オンライン機が占める割合 は、

全体 の69.9%に 及 ん でお り、他 の部 門(1982年 現 在 のオ ンライ ン化率;全 産業46 .6%、 都 道 府県
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3-3-1表 省庁別電子計算機設置台数および主要適用業務(1982年3月 末現在)

省 庁 名 台 数 主 要 適 用 業 務

総 理 府 本 府 2 統計

警 察 庁 5 統計 指名手配等照会 車両照会 運転者管理

行 政 管 理 庁 1 法令検索 給与共済

北 海 道 開 発 庁 3 技術計算 工事費積算 給与共済

防 衛 庁 51 補給管理 技術計算 通信交換 気象

経 済 企 画 庁 1 統計 経済分析計算

科 学 技 術 庁 12 技術計算

環 境 庁 3 情報検索 技術計算 統計 給与共済

沖 縄 開 発 庁 2 給与

国 土 庁 1 給与

法 務 省 8 犯歴票管理 出入国記録管理 供託金計算 入国審査

外 務 省 6 情報検索 旅券発給 電信メッセージ交換 写植

大 蔵 省 21 統計 情報検索 予算 ・会計 資金管理 徴税

文 部 省 9
へ

統計 情報検索 分析計算 技術計算

厚 生 省 12 統計 情報検索 社会保険 年金

農 林 水 産 省 16 統計 在庫管理 技術計算 情報検索

通 商 産 業 省 18 統計 分析予測計算 情報検索 技術計算 特許事務

輸出保険JIS管 理 機械類信用保険 鉱業権出願事務

運 輸 省 67 統計 分析予測計算 情報検索 技術計算 車検登録

気象 航空管制 海技従事者管理

郵 政 省 80 貯金 簡易保険 数理統計 電波監理

労 働 省 6 統計 雇用保険 労災保険 労働保険徴収 職業紹介

建 設 省 20 統計 技術計算 工事費積算 河川 ・道路管理 国土数値情報

会計予算管理

自 治 省 1 統計

計 345 A

〈資料〉 行政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告書』

39.9%、 市 区町村42.1%)に 比 して著 しく高 い(3-3-3図)。

(3)周 辺 装置および端末装置の高度化

外部記憶装置については、近年の情報処理 の高度化に伴 い、磁 気デ ィス ク装置1台 当た りの記憶容

量 が大容量化 してお り、一方、磁気 テープ装置お よび磁 気 ドラム装置 の設置台数(中 央処 理装置1台

当た り)は 、年 々減少傾向にある(3-3-2表)。

また、オンライン端末装置は、オンライン処理の進展に伴 い、設置台数が急速 に伸びてお り、中央
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3-3-2図 規模別設置状況の比較

(大

国の行政機関

特 殊 法 人

都 道 府 県

市 区 町 村

型)

全 産 業

(3,563)

〈資料〉 行政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告書」

(中 型)(小 型)

1 54.2% (187台) 37.4% (129台) 1
8.4%

(29台)1
/

125'・ (
203) 43.3(340) 30.9(243) 1
/ /

16.7(79) 48.2(228) 35.1(166)

/ /
13.3

(105)
46.5 (367) 402(317) 1

/
1・i・
23.・(11,436)1 69.2 (33,768) 1

345台

(昭和57年 度 末現 在)

786台

(昭和57年 度末現在)

473台

(昭 和57年4月1日 現 在)

789台

(昭 和57年4月1日 現在)

48,767台

(昭和57年6月 末現 在)

処理 装置1台 に接続 される端末装置数 も年々著 しい増大傾向 にある(3-3-2表)。

(4)運 用 要員の増大 と外部要員の活用

コンピュータ ・システムの運用要員 は、1974年 度 まで毎年10%を 超 える増加率であったが、その後

伸び率が鈍化 し、1980年 度 まで1～2%の 微 増 にとどまっている。 しか し、1981年 度 以降 は、地方 出

先機 関におけるコンピュータの導入 に伴 う要員増 により、毎年約10%の 増加 となっている(3-3-

1図)。

ま た、外部委託要員 お よびメー カー派遣要員(1982年4月1日 現在)は 、816人(外 部委託要員561人 、

メー カー派遣要員255人)が 配置 され てお り、その45.3%は 、SEお よび プログラマーが占めている(3

-3-4図) 。

外 部要員 の推移 をみると、1980年 度 までは毎年急±善していたが、1981年 度 以降、財政事情の悪化 に

伴 うゼ ロベース予 算、マイナスシー リング等 の実施 に より、SE、 プロ グラマ ーを中心 に減 少傾 向に

ある(3-3-4図)。

(5)運 用 経費の増大

運用経費 は、 コンピュー タ利用 の増大、高度化等に より、その増加傾向が著 しく、1973年 度(247

億 円)か ら1982年 度(1,449億 円)の10年 間 に5.9倍 に達 している(3-3-1図)。

また、運用経費(1982年 度)の 内訳 をみ ると、機器調達費 が820億 円(全 体の57%)が 最 も多 く、

次 いで、通信 回線費;163億 円(11%)、 備 品消耗品;155億 円(11%)、 外 注費;109億 円(8%)と な っ

てい る(3-3-3表)。
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3-3-3図 オ ン ラ イ ン処 理 機 設置 台 数の 推 移

(セ ッ ト数)

350

300

250

200

150

100

50

事項
年度

全 設 置

セ ッ ト数(A)

(A)に占めるオンライン

機の割合

オ ン ライ ン端 末

装 置 セ ッ ト数

オンライン

端末装置

6,424
5,651

(セ ッ ト数)

35,051

24123
,983

223
205

1968

122

14.8

69

148

17.6

70

171

19.3

71

182

22,5

72

205

24.4

73

222

28.8

74

230

41. .7

75

246

42.3

76

263

47.5

4,603

77

280

54.3

5,651

78

291

54.6

6,424

79

305

61.3

9,858

8081

307331

66.8

16,178

67.4

23,983

82

345

69.9

35,051

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

〈資料〉 行政管理庁 「電 子計算機 利用基本調査報告 書」

さらに、運用経費の費用 別推移 は、保守費が前年比 で61.7%の 伸 びとな っているのをは じめ、通信

回線費(前 年度比24.4%増)、 デー タ通信設備 サービス費(18.5%増)等 が著 しい増加傾 向を示 して

いる。また、金額 的には、オ ンライン化 の進展等 によ り、通信 回線費およびデータ通信設備サー ビスが、

それぞれ32億 円 、31億 円 と大きな増加額 となっている。

B特 殊 法 人 に お け る コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 現 状

公社 、公団、公庫 、事業団等の特殊法人におけるコンピュータ利用 は、年々増大 してお り、1982年

度 末現在、全 法人(99法 人)の うち、59法 人 に786台 が導入 されている。
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3-3-2表 周辺 ・端末装置設置台数の推移
(単位:台 数)

年度

装置名
52 53 54 55 56 57

対 前 年度

伸び率(倍)

中 央 処 理 装 置 280 291 305 307 331 345 1.0

外
部
磁気 テー プ装置

1,667

(6.0)

1,717

(5.9)

1,760

(5.8)

1,862

(6.1)

1,823

(5.5)

1,643

(4.8)

0.9

(0.9)
記
憶 磁気デ ィスク装置

1,229

(4.4)

1,226

(4.2)

1,439

(4.7)

1,804

(5.9)

1,980

(6.0)

1,963

(5.7)

1.0

(1.0)
装
置 磁気 ドラム装置

164

(0.6)

138

(0.5)

120

(0.4)

117

(0.4)

100

(0.3)

75

(0.2)

0.8

(0.7)

タ イ プ ラ イ タ ー
296

(1.1)

335

(1.2)

326

(1.1)

370

(1.2)

344

(1.0)

353

(LO)

1.0

(1.0)

入 カ ー ド 入 出 力
309

(1.1)

332

(1.1)

334

(1.1)

366

(1.2)
390

(1.2)

374

(1.1)

1.0

(0.9)

出 紙テープ入 出力
230

(0.8)

227

(0.8)

216

(0.7)

196

(0.6)

182

(0.5)

148

(0.4)

0.8

(0.8)

力 ラ イ ンプ リン ター
407

(1.5)

431

(1.5)

472

(1.5)

530

(1.7)

589

(1.8)

578

(1.7)

1.0

(0.9)

装 デ ィ ス プ レ イ
160

(0.6)

272

(0.9)

296

(1.0)

352

(1.1)

386

(1.2)

615

(L8)

1.6

(1.5)

置 OCR・OMR
45

(0.2)

44

(0.2)

46

(0.2)

41

(0.1)

54

(0.2)
40

(0.1)

0.7

(0.5)

プ ロ ッ タ ー
57

(0.2)

53

(0.2)
59

(0.2)

60

(0.2)

63

(0.2)
59

(0.2)

0.9

(1.0)

オ ンライ ン端 末装 置
5,651

(37.1).

6,424

(40.4)

9,858

(52.7)

16,178

(78.9)

23,983

(107.5)

35,051

(145.4) =

(参 考)

オ ンライン処理機台数
152 159 187 205 223 241 1.1

〈資料 〉 行政管理庁 『電子計算機利用基本調査報告書 』

〈注>1.()内 は、中央処理装 置1台 当た りの設置台数 である

2.中 央処理装 置1台 当た りの平均 オンライン端 末装置数は、各年度オンライン処理機 台数 を母数 と している.

(1)設 置 台数および設置金額 の増大

コンピュータの設置台数 は、1973～1982年 度 において3.1倍 と なってお り、この間 にお ける国の行

政機 関の伸 び率(1.6倍)を 大幅に上回 っている(3-3-5図)。

　

こ の ほ か 、 超 小 型 コ ン ピ ュ ー タ の み を設 置 し て い る も の 並 び に 端 末 機 の み の 設 置 、 お よ び 外 部 委

託 に よ り コ ン ピ ュ ー タ を利 用 し て い る も の が31法 人 あ る 。

※ 超小型 コ ンピュータは、買取換算価格1,000万 円未満の もの で、①デ ィジタル型 、②内部記憶容量が2 ,000ピ ッ ト以上、

③ フ'ログラム内蔵方式一 のものをいう。
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3-3-4図

外部要員利用め推移

(人)
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197576777879808182(年 度)

〈資料 〉行政 管理 庁 「電子計算機利用基本調査報告書 」

(2)大 法 人への集中傾向

法人別の コンピュータの設置台数 をみると、日本中央競馬会;161台 、 日本国有鉄道;147台 、 国際

電 信電 話公社;106台 、 日本電 信電 話公 社;97台 、 日本放 送協 会;50台 と 、 この5法 人 で全体 の

71.4%を 占めて'いる。

また、コ ンピュー タ ・システムの運用要員 は、1982年4月 現在、全法人で7,180人 が配置 されてい

るが、 日本電信電話 公社;2,477人 、 日本国有鉄道;1,843人 と この2法 人で全体の59.7%を 占 めて

いる。

(3)そ の他の傾 向

① 設置金額お よび運用経費 は、毎年大幅な増加傾向 にある。

② 中 ・小型の比率 が高 い(中 型機;340台 、43.3%、 小 型機;243台 、30.9%)。
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3-3-3表

運 用経 費 の 推 移

(単 イ立:億 円)

年 度 1975 76 77 78 79 80 81 82 伸 び率

82/81

機

器

調

達

費

レ ン タ ル 費 211 250 297 344 344 374 380 396
%

104.2

買 取 費 15 9 25 178 271 326 300 225 66.7

データ通 信設備

サ ー ビ ス 費 23 30 41 49 67 99 168 199 118.5

小 計 249 289 363 571 682 799 848 820 96.7

通 信 回 線 費 34 38 43 60 62 98 131 163 124.4

備 品 消 耗 品 費 56 63 90 101 115 116 149 155 104.0

保 守 費 7 10 10 15 26 39 47 76 161.7

外 注 費 32 45 43 54 72 92 99 109 110.1

そ の 他 26 46 49 48 43 65 105 126 120.0

合 計 404 491 598 849 1,00σ 1,209 1,379 1,449 105.0

〈資料 〉 行政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告{三}」

③ オンライン化 の比率が高い(オ ンライン処理機;562台 、71.5%)。

④ 漢字処理 が進展 してお り、加えて図形処理、音声処理等が普及 している。

⑤ 運用要員 は、全体 と しては横 ばい傾 向 とな ってい るが、一部 門当た りの要員数 は減 少 してい る

(一 部門当た り要員 数;1982年 度19.4人 、1975年 度28.3人)。

⑥ 適用業務 は、給与、会計 、統計等の管理業務、各法人の固有業務等か ら、情報検索、予測分析業

務に拡大 する傾向にある。

C地 方公共団体 におけるコンピュータ利用の現状

地方公共 団体の コンピュータ利用 は、1960年 度 に開始 され、その後 、事務処理の能率化 、住民サー

ビスの向上 など を図 る観点 か ら急速 に進展 し、1982年4月 現在 、47都 道府 県お よび875市 区 町村 に

1,947台(超 小型機 を含む)が 設置 されている(3-3-4表)。

このほか、2,175団 体 の市 区町村 が、外部の計算セ ンター等 に委託 して業務処理 を行 ってお り、 こ

れを加 えると全都道府県 および市 区町村(3,273団 体)の93%が コ ンピュー タを利用 している現状 に

ある。

(1)コ ン ピュータ利用の増 大

都道府県においては、1978年 度 か ら全 団体 にコンピュータが導入 されており、 この5年 間において、



第3章 行政におけるコンピュータ利用と政策167

3-3-5図 特 殊 法 人 に お け る コン ピ ュー タ利用 の 推 移

設置・遠 離 墾 設置法人数要員数

1973747576777879808182(年 度)

〈注>1.昭 和51年 度 、52年 度 の設置金額、要員数お よび昭和50年 度 、51年度 の運 用経費については、調査 を行っていないため

不明 である

2.運 用経費 は、決算額 である

〈資料〉 行政管理庁 『特殊法 人における電子 計算機利用 基本調査報告書』

設置台数 は414台 か ら869台(2.1倍)、 運用経費は319億 円 か ら482億 円(1.5倍)、 要員数 は2,654人 か

ら2,905人(1.1倍)と それぞれ増大 してい る。

ま た、市区町村 においては、この5年 間 において、導入団体(共 同導入 団体 を含む)は693団 体 か

ら875団 体(1.3倍)、 設置台数 は610台 か ら1,078台(1.8倍)、 運用経 費は628億 円か ら1,051億 円(1.7

倍)、 要員数 は4,896人 か ら5,774人(1.2倍)と 大幅 な伸 びとなっている。

(2)適 用 業務の拡大

コンピュータの適用業務 は、税務、給与 、各種統 計等 の大量定型業務か ら財務管理、公営住宅管理、

住民登録、各種証明書作成等 の業務へ拡大 しており、 さらに、近年 では、行政情報 を統一 的に管理 し、

各種計画 の策定等 に役立てるための努力(総 合行政 情報 システムの形成)が 行われている。

(3)そ の他の特色

① オンライン処理が進展(オ ンライン ・システムの利用 団体数 は対前年比10%増)し ているが、オ
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3-3-4表

地方公共団体におけ

る電子計算機利用状

況

区 分
電子計算機利用団体数

設置台数全団体数

導入団体 委託団体 計

都 道 府 県 47 47 一 47 869

市

区

町

村

単
独

利
用
団
体

特 別 区 23 19 4 23 31

市 町 村 3,255 568 2,018 2,586 1,010

小 計 3,278 587 2,022 2,609 1,041

共同利用団体 一 288 153 441 37

小 計 3,278 875 2,175 3,050 1,078

合 計 3,325 922 2,175 3,097 1,947

〈出所〉 自治大 臣官房情報 管理官室 「地方公共団体におけるコンピ ュー タの利用状 況」

(昭 和57年11月)

ンライン化の割合 は、国ci!行政 機関、特殊法人 に比較す るとまだ低い状況 にある(1982年 度 のオン

ライン化率 は、国の行政機 関;69.9%、 特 殊法人;71 .5%、 都 道府県;39.9%、 市 区町村;42.1%)。

② デー タベースの利用が進 んでお り、都道府県で は21団 体(対 前年度比50%増)、 市区町村 では35

団体(30%増)が 、統計、税務 、病院等の関係事務にデータベースを利用 している。

③ 漢字情報処理 が進展U
.てお り、都道府県では37団 体(対 前年比37.0%増)、 市区町村 では1,515団

体(34.4%増)が 利 用 している。

D情 報 処 理 関 係 予 算 の 概 況

1983年 度 の国の情報処理 関係予算 は、総額2,263億100万 円 で、前年度当初予算(2 ,139億6,100万

円)に 比 し、5.8%増 と なって いる(国 庫債務行 為 を除 く)。 この会計別 内訳 は、一般会計 が870億

5,600万 円(対 前年度 比7.1%増)、 特別会計 が1,392億4,500円(5 .0%増)と なっている(3-3-5

表)。

① 電子計算機運用等経費(レ ンタル費、通信回線費 、備品消耗 品費等)は 、5.9%の 伸 び率 となっ

ている。

な お、1983年 度 における コンピュー タの新規導入 は35台(増 設3台 を含 む) 、切 り替 えは47台 と

なっている。

② 情報 システム開発経費 は、厳 しい予算事情の中にあって、前年度 よりIL8%の 増 となっている。

な お、新規 シス テム開発経 費が予算化 され たもの は、条 例用語検 索 および用語例作成 システム
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3-3-5表

1983年 度情 報処 理 関

係 予算

会計

区分

経費
区分

一般会計 特別会計 合 計
対57年 度 当初予算比(%)

一 般 特別会計 合 計

電子計算機

運用等経費

千 円

49,019,322

千 円

115,019,103

千 円

164,038,425 109.4 104.5 105.9

情報システ

ム開発経費
2.816β06 3,242,329 6,058,635 99.2 125.8 111.8

情 報 処 理

振興等経費
35,220,229 20,984,013 56,204,242 104.8 105.0 104.9

統 計
87,055,857

(1,451,374)

139,245,445

(1,644,977)

226,301,302

(3、096,351)

107.1 105.0 105.8

〈注〉()内 は、 国庫債 務負担行為で ある

〈資料〉 行政管理庁調べ

(外務省)、医薬品等供給動向調査検索処理システム(厚 生省)、地域における生鮮食料品流通情報

加工分析 システム(農 林水産省)、経営改善システム(林 野庁)、 国有林野等利活用電算機処理シス

テム(林 野庁)、地震予知データ整理、解析 システム(建 設省)な どである。

③ 情報処理振興等経費は、562億400万 円(対 前年度比4.9%増 となっているが、その内訳は、情報

処理産業に対する助成措置費;140億7,200万 円、特殊法人、公益法人に対する電子計算機利用に関

する助成金、補助金、交付金;199億200万 円、情報処理教育の経費および大学、附属機関の電子計

算機運用経費;222億3,000万 円)で ある。

E行 政情報処理の推進方策

最近におけるコンピュータ利用に関する技術革新は目覚ましく、また、最近の行政情報システムを

取り巻 く社会環境は、大きく変化しており、行政情報システムは、行政の合理化、行政機能の高度化

に果たすべき役割がますます高まっているとともに、国民生活とのかかわりが拡大している。このた

め、行政管理庁では、これらの諸情勢、今後の技術的動向等を踏まえ、次の施策を推進 している。

(1)行 政情報システム高度化等基本計画の作成

行政情報 システムのいっそうの発展、高度化などを図るため、「行政情報システム高度化等基本計

画」を策定することとし、その具体的作業として、昭和55年 度から、総会部会、効率化部会、データ

ベース部会、要員部会を開催 し、1981年度末に各部会の検討結果を報告書 としてとりまとめ、今後、

その具体化を図ることとしている。
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(2)電 子計算機利用の効率化

各省庁におけるコンピュータの利用は、行政コス トの軽減、行政機能の充実等を図るため、ますま

す拡大 しており、衆議院決算委員会は、電子計算機の効率的かつ効果的な利用を推進する観点から、

「行政機関における電子計算機利用の効率化に関する議決」(昭和50年6月29日)を 行っている。こ

の議決に基づいて、次の措置を講 じている。

① 各省庁の専門家をもって構成する 「電子計算機利用効率化共同研究会」を設置 し、電子計算機利

用の効率化の推進に関する重要な課題について検討 して、その結果を 「電子計算機利用効率化に関

するガイドライン」として取りまとめ、広く各省庁の利用に提供している。

② コンピュータの効率化に関する基礎的な調査研究を行い、今後の効率化の推進に資するとともに、

「各省庁保有磁気データファイル台帳」および、「各省庁保有プログラム台帳」を作成 し、各省庁相

互利用の促進を図っている。

(3)行 政情報の総合的利用体制の整備

行政機能の複雑高度化などに伴い、行政機関が収集、作成する行政情報は、大量かつ広範多岐にわ

たっており、その有効的利用が強 く要請されている。このため、行政全体として行政データの総合的

利用を促進する観点から、次の対策を推進 している。

① 各省庁の専門家をもって構成する 「行政データ総合利用研究会」を開催 し、データベース化の推

進、データ提供体制の整備、クリアリング機能の整備、各種標準化の推進、データベースの相互利

用の推進等について、その方策を検討 している。

② 各省庁が所有する行政情報について、その所在、内容、利用手続等を迅速、的確に案内する機能、

いわゆるクリアリング機能体制を整備するための 「所在情報案内システム」の開発を行っている。

(4)デ ータ、プライバシー保護対策の推進

コンピュータ利用の拡大、高度化の進展に伴い、データの滅失、漏えい、き損等に対する防止対策

(データ保護対策)、および個人データ処理の増大(1982年1月 現在、国の情報 システムの個人データ

の保有状況は、78システム、約7億 件)に より、プライバシー保護対策の推進の必要性が高まってい

る。

データ、プライバシー保護法については、現在、世界各国のうち、13カ国において法律が制定され

てお り、OECDで は、個人情報処理に関する規制の国際的な調和を図る観点から、1980年9月23日

「プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイ ドラインに関する理事会勧告」を採択 し

ている。

このため、データ ・プライバ シー保護対策を推進する観点から、次の措置を講じている。

①1974年6月 、プライバシー保護対策のあり方について行政管理委員会に諮問を行い、翌年4月 、

具体的な方策、問題点について中間報告を得た。
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② この中間報告を受け、コンピュータ処理にかかわるデータ滅失、き損、漏えい等を防止するため、

関係省庁との協議を進め、1976年1月29日 事務次官等会議申し合わせとして 「電子計算機処理デー

タ保護管理準則」を定め、この準則に基づき各省庁におけるデータ保護管理規程の整備等の促進を

図っている。

③1981年1月 から、学識経験者 をメンバーとする 「プライバシー保護研究会」(座 長:加 藤一郎

東京大学法学部教授)を 開催 し、わが国のプライバシー保護対策のあり方について検討を進め、

1982年7月 にその報告を得ている。

この報告ではプライバ シー保護のため、公的部分だけでなく民間部門も対象として、個人デー

タ・システムの規律を目的とした個人参加の原則など、「5原則」を柱とする法制化の必要性を指

摘している。

(5)通 信回線利用の効率化対策

近年、行政機関においては、行政事務の合理化および行政サービスの向上を図るため、電話、ファ

クシミリ、データ通信等の通信回線利用が増大しており、これに伴い、通信経費の増加傾向が著 しく、

また行政の複雑多様化により、行政機関相互間の情報交換の必要性がますます高まっている。

これに伴って、通信回線の効率的利用、通信経費の節減、情報処理の迅速化等を図る見地から、合

理的、効率的な行政情報通信網の形成が必要となっている。

このような観点から、各省庁が共同利用できる 「行政電話網」の整備拡大を図るとともに、今後、

「行政データ伝送網」の実用化を推進することとしている。

(6)コ ンピュータ共同利用施設の運営

小規模省庁におけるコンピュータの単独導入、類似 システムの各省庁の重複開発等は、非効率な場

合が少なくない。このため、行政管理庁では、1978年4月 、電子計算機利用施設を設置し、その主要

業務として、次の事項を実施するとともに、その拡大を図っている。

① コンピュータ未設置省庁の事務処理のためのコンピュータの共同利用およびその業務支援。

② 全省庁の利用に供する法令検索システムおよび国会議事録検索システム等の運用。

③ 各省庁の情報システム関係要員に対する合同研修の実施。

④ その他、各省庁共通システムの開発、その成果の提供等。

(7)行 政情報システム要員対策の推進

近年、情報処理に関する技術革新および行政の多様化、高度化の進展に伴い、行政情報システム要

員の資質の向上が不可欠になっている。このため、その対策として、次の推進についての検討を行っ

ている。

① 研修体制の確立および研修の強化を図り、要員の資質の向上を図る。

② キャリアパス、ジョブ ・ローテーション等による処遇を確立し、人材の確保を図る。
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③ 各省庁間の人事交流等を促進 し、要員の有効的活用を図る。

④ 民間委託、派遣要員等の外務 リースを有効に活用する体制を整備する。

(8)コ ンピュータ等情報機器の総合的 ・計画的利用の推進

昭和56年12月28日 、閣議了解 「行政改革の推進に関する当面の措置」に基づき、コンピュータ等情

報機器の総合的 ・計画的利用を促進するため、各省庁の専門家をメンバーとする 「情報機器の総合利

用研究会」を設置(1972年7月27日)す るとともに、情報機器の利用に関する実態調査 を行い、今後、

上記の研究会の検討結果、調査結果をもとに、「コンピュータ等情報機器の総合的利用に関するガイ

ドライン」を作成することとしている。
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第1章 わが国の コンピュータ産業

1情 報産業の構成

通商産業大臣 の諮問機 関である産業構造審議会 の情報産業部会 は、1981年6月15日 に答申 を発表 し

たが、その中で、「情報化」 を次のように定義 している。

「情 報化 とは、情報 を物質 、エ ネルギーに次 ぐ第3の 要素と して認識 し、その生成、加工 、伝達、

34,764
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蓄積 、利用 を意識的 に行お うとする活動の総体 である」。

情報産業 とは、情報化 を供給面か ら支 える産業 の総称 であり、広義 には、放送、出版、新聞、教育、

調査研究 などの産業 を含 むが、 その中核 は、 コンピュータ機器 ・システムを提供す るコンピュータ産

業 と、 コンピュー タを活用 して各種 サービス を提供 する情報処理産業の二 つであ り、 この二つ だけを

指 して"情 報産業"と 称 することも多い。以下においては、情報産業 をコンピュータ産業 と情報処理

産業に絞 って論議 を進 めてい く。

一∵ 凝 議璽㍉
__

わが国の情報産業の生産高 は、4-1-1図 に示す とお りで、ハ ー ドウェアの生産高が大半 を占め

ている。

2コ ンピ ュー タ産業 の現状

(1)コ ン ピュータ実動状況 ・納 入状況

わが国におけるコンピュータの導入 は着実 に進 んで きている。設置金額ベース(ス トック)で みる

と1960年 代 半 ばは年率30～40%、1970年 代 前半 において も年率20%内 外 の高い伸 び率 を記録 した。

1970年 以 降も、その速度 は若干鈍化 したものの、なお年率10%以 上 の伸 びを示 している(4-1-2

図)。

これ を受 けて、わが国の コンピュータ納入台数(フ ロー)も 着実 に伸びてい る(4-1-3図)。

また最近、納入金額 に比べ、納入台数が著 しく伸 びていることか ら、小型 ・超小型機種 の納入台数が

急速 に伸びていることがわかる。 これは、オフィス ・コンピュータの急速 な普及 による ものと考え ら

れる。

(2)生 産状 況

外資系 を含 む コンピュー タ ・メーカーによるコンピュータ ・システムの国内生産状況 は4-1-1

表 の とお りである。生産高 は、1982年 で1兆7,333億 円 であ り、年率15・-25%程 度 の高 い成長率 を考

えると、今後 、わが国の リーデ ィング ・イ ンダス トリーとなることが予想 される。

(3)輸 出入状況

1982年 の コンピュータ ・システムの輸出は、前年 比で対世界全体 が76%の 大 幅 な伸び率 を示 した(4



4-1-2図 コン ピ ュー タ設 置 状 況 の 推 移
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4-1-3図 コン ピ ュー タ納 入状 況 の推 移
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4-1-1表 電子計算機および関連装置生産推移 (単 イ立:f意FI〕)

年度
項目

1977 1978 1979 1980
1

1981 1982

アナ ログ型電 子計算機
4

(98.2)

±

(一)

き

(一)

±

(一)

0 0

一"

ア

イ

ジ

タ

ノレ

型

電

子

計

算

機

一・ 般 用
2,786

(121.3)

3,667

(131.6)

4,470

(121.9)

4,616

(103.3)

5,385

(116.7)

6,449

(119.8)

制 御 用
159

(145.5)

132

(83.0)

115

(87.1)

275

(239.1)

282

(102.5)

254

(90.1)

計 算 機 本 体
2,945

(122.4)

3,799

(129,0)

4,585

(120.7)

4,891

(106.7)

5,667

(115.9)

6,703

(118.3)

外 部 記 憶 装 置
1,399

(94.7)

1,746

(124.8)

1,958

(112.1)

2,309

(117.9)

2,703

(117。1)

3,302

(122.2)

入 出 力 装 置
708

(117.6)

882

(124.6)

1,008

(114.3)

1,201

(119.])

1,554

(129.4)

2,034

(130.9)

周 辺 装 置
2,107

(101.3)

2,628

(124。7)

2,966

(112.9)

3,510

(118.3)

4,257

(121.3)

5,336

(125.3)

通 信 制 御 装 置
121

(137.5)

133

(109.9)

152

(114.3)

181

(119.1)

224

(123.8)

274

(122.3)

端 末 装 置
1,413

(120.3)

1,637

(115.9)

2,353

(143.7)

2,792

(118,7)

3,005

(107.6)

3,497

(116.4)

計
6,586

(114.6)

8,197

(124.5)

10,056

(122.7)

11,374

(113.1)

13,153

(115.6)

15,810

(120.2)

関

連

装

置

**

補 助 装 置

***

、電 子 計 算 機 装{置

250

(111.1)

353

(167.3)

380

(152.0)

525

(148.7)

452

(118.9)

737

(140.4)

404

(89.4)

1,148

(155.8)

364

(90.1)

1,167

(101.7)

432

(118.7)

1,091

(93.5)

合 計
1

7,193

016.2)

9,102

(126.5)

11,245

(123.5)

12,926

(114.9)

14,684

(113.6)

17,333

(118,0)

〈出所 〉 通産省 「生産動態 統計」
〈注>1,()内 は対前年伸 び率(%)

2.*1978～1980年 のアナ ログ型電子計算機の実績は 、計 算機 本体の一一般用に.含まれる

3.**分 類機 、検孔機 などのカー ド式関係機器(PCS)、 変換 装置(カ ー ド・紙テープ変換装置A-Dコ ンバー タなど)、

オン ライン機器 など

4.***プ ロセス制御、工 作機 械制御 、デー タ ・ロギ ング用 で本体 を分離 できる もの で、本体だけ を除いた装{置

一1-4図 ①) 。また、対米輸出 も前年か ら、121%の 伸 び を示 し、ついに輸出が輸入 を上回る こととな っ・

た(図4-1-4図 ②)。
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4-1-4図

コ ン ピュ ー タ輸 出 入

動 向

① 対・世 界全 体

② 対米国

(億 円)
4,000

3,000

2,000

1.000
815

691

0

197778

〈出所〉 大蔵省通関統計

(億 円)
1,500

1.000

500

79 80

o、

718

、0

584

0
197778

〈出所〉 大蔵 省通関統計

79 80

8182(年 ∬変)

1,583

,,01,1921
,083
、一一〇'

716

81 82(年 度)
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4-L5図JECCコ ン ピュ ー タ購 入 規模

(億 円)
6,000

5,000

,4,000

3,000

2,000

1,000

1961

5,917

571
368

268

3,408

3,002

922874892
825

4,1994・353

5,261

4,837

■//1
,872

82(年 度)

コンピュー タ産業が、拡大する世界市場 の中で激 しい競争 を していることや、アメリカ系 メーカー

の 日本 への投資意欲 や日本 メーカーの海外進 出意欲 をも考 え合 わせ ると、今後 も、この業界では、世

界的規模で ダイナ ミックな活動 が続 くものと思 われ る。

(4)日 本 電子計 算機株式会社(JECC)の 活 動状況

コンピュータ販売 の主流で ある レンタル制 度に伴 う販売 資金 の負担 を緩和 し、国産 メーカーの販売

体質 を強化 し、市場 にお ける公正 な競争 を確保するため、日本電子計算機㈱(JECC)が 、1961年8

月 にレンタル に伴 う資金需要 を補 うという目的で設立 され た。

以後,JECCの コ ンピュータ購 入、および稼動資産残高の推移 は4-1-5図 の とお りである。

3コ ン ピュー タ産業 の課題

1975年12月 、 コンピュータについての資本 ・輸入 の完全 自由化が完了 し、1976年4月 には情報処理

産業 についての資本の100%自 由化が完了 した。
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国際協調 を推進すべ く行 われ たこの自由化措置 にもかかわ らず、わが国の コンピュータ産業 は、新

機 種等の技術開発努力などにより、前節 で概観 したように、ようや く産業 と して自立 しつつある。現

在 では、わが国 は、アメ リカに次 ぐコ ンピュー タ保有国であ り、 しかも、 アメリカ以外では、その過

半数 が国産機で占め られてい る唯一の国 となっている。

しか しなが ら、 コンピュー タ産業 には依然、次の ような課題 がある。すなわち、 この産業 は技術集

約度 が高 く、巨大 な資本調達 力を要す るため、市場への参入障壁 はきわめて高 い。 このため、世界市

場 の約56%をIBM1社 が 占め、かつ アメ リカ系 メーカーで約80%の シ ェアを有 するという典型的 な

寡 占体制 が成立 してお り、 この中 で、国産 メーカーは世界市 場の約7.2%を 占 めているにす ぎない状

態 である(4-1-6図)。

コンピュータ産業 は、特 にスケール ・メ リッ トが大 きく作用す るという特徴 をもっている。このた

め、わが国の企業 と外 国企業 との間には、依然と して技術開発力、資金調達力、市場開拓力等の点で、

大 きな格差 が存在す る。

4-1-6図

世界 の メー カー 別 コ

ン ピ ュー タ設 置状 況

(金 額ベ ー ス)

ア
メ
リ
カ
外
設
置
額

他のアメ リカ系

メー カー

(12.6%)

IBMシ ェア

(25.5%十30.0%=55.5%)
ア

癖

ア
メ

リ

カ

内

設

置
額

(42.6%)

(設 置金 額136,680百 万 ドル 、1980年12月 末 現在)

〈注 〉 その他は、ソ連 ・東欧お よびオース トラ リアに設置 されてい るコン ピュー タであ るが、

そのメーカー 別シ ェアは不 明で ある

〈資料 〉 「IDC調 査」 な どに基づ き試算
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こう した中で、IBMは,わ が国において、1980年11月 に 、第4世 代 コンピュータのは しりである

3081Dを 発 表 し、 さらに1981年12月 に3081K、1982年4月 に3083E、B、J、1982年9月 に3084Q、

3081Gを 発 表 した。 この"308Xシ リーズ"は 、従 来の機種 に比べて コス ト・パ フォーマ ンスが格段

に向上 した新機種 であ り、これ を契機 にコンピュータはい よいよ第4世 代 に突入 したといえよう。

また、コンピュータ関税 は、1979年7月27日 、東京 ラウン ド関税交渉によ り前倒 しに税率 を引き下 げ、

1987年 に は、本体4.9%、 周辺端末6.0%と す ることとなったが、これ に加えて1982年 の市場開放策第

2弾 として、関税率引 き下 げ時期 を繰 り上 げて、1983年4月 か ら本体4.9%、 周 辺端末6.0%と な った。

この ように、内外の環境には厳 しい ものが あるが、わが国の コンピュータ産業 は、今後次 のような

課題 を克服 していかね ばな らない。

第一 に、第5世 代 コンピュータの ような独創的 ・先進的技術の研究 開発 に積極的 に取 り組 むことで

ある。従来わが国は、欧米先進 国で開発 された技術の導入 に頼 って きたきらいがある。 しか し、今や

情報化先進国 となったわが国 としては、世界 におけるその役 目を果たす観点か らも、未踏分野の技術

開発を推 進 してい く必要があ る。

第二 に、近年 の高度情報化 に伴 うコンピュータ ・ニ ーズに的確に対応 していくことである。産業 ・

社会のあ らゆる分野 に拡大 しつつあるニ ーズに応 えるため、単 に汎用機 のみならず、科学技術計算用

のスーパ ー ・コンピュータか ら家庭 や個人で使 われるパー ソナル ・コンピュータに至 るまでの用途 ・

機能に合 わせた専用機 を多く供給 していく必要がある。 また、今後のニューメディアの発達の基盤技

術 としてのニーズに も対応す る必要 がある。

第三に、円滑 な国際的展開 を図 ることである。現在 、わが国のコンピュータ産業 は世界か ら注 目さ

れてお り、半導体 やパー ソナル ・コンピュータでは、貿易摩擦の問題 も生 じている。 これは、各国間

における相 互理解の不足のための誤解に基づ くものと も考 えられるが、今後は、国際的ニーズの的確

な把握、技術開発 の強化 を図るとともに、相手国の国情 を踏 まえ、現地生産や技術協力 も含 め、多面

的な国際的展 開がきわめて重要 である。
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第2章 わが国の情報処理産業

1情 報処理産業の意義と役割

コ ンピュー タとこれに伴 う情報処理 は、いわ ば経済社会の神経系 として拡大を続 け
、複雑 化を増 そ

うとす るわが国経済社会 の効率 を高め、その機能を円滑 にし、調和 ある発展を助 けるものである。

しか しなが ら、この ような情報化 の進展 は、だれ もがコンピュー タを利用 し、その恩典 に浴 し得る

ような情報処理が、安価 なコス トでかつ安定的に行 われる ことが前提 となる。

情報処理 に対 するニーズは、1980年 代 における情報化の新 しい展開 に伴 い、飛躍的に増大 す●るもの

と考え られる。

情報処理産業 は、この ような情報処理ニーズに応え、情報処理技術の提供 によって産業全体お よび

社 会全体の情報化を促進 し、効率の高い活動 を保証 しようとするものであり、 この産業 に対する期待

はますます大 きなもの となっている。

このように、1980年 代 におけるわが国情報化社会の実現のために、大きな意義 をもつ情報処理産業

には、

① 経済活動 の広範かつ高度 に専門化 された分野 に情報処理技術 をサービスするスペ シャリス トとし

ての役割

② す ぐれた技術 と生産性向上の努力によってユーザ ーの情報処理 コス トの低減 を図る役割

③ 情報処理技術 をテコに、異企業 間、異業種 間の情報処理 システムのコーデ ィネー ターと して、わ

が国経済社会の システム化 を促進 していく役割

な どが強 く望 まれている。

わが国の情報処理産業 は、4-2-1図 の ように、

① コンピュータ ・プログラムの作成 を行 うソフ トウェア業

② コンピュー タを利用 して種 々の計算 を行 う情報処理サ ービス業(計 算 センターなど)

③ コンピュー タを利用 して情報 を検索、提供す る情報提供サービス業(デ ー タベ ース ・サー ビスな

ど)

と に大別 され、技術開発 の推進 ・通信 回線の開放等 を契機 と して、今後飛躍 的な発展が期待 されて

いる。
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4-2-1図

情報処理産業の位置

づけ
(業 務 内 容)

一ーーコン ピュ ー タ 、半 導 体 、集積 回 路 の製 造 ・販 売

一ーーソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ ス

ー一三十算 セ ン ター な ど

一ーーデ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス な ど

2情 報処理産業の現状

㌧

1981年 に おけるわが国情報処理産業全体の売上高は8,057億 円、事業所総数 は1,801事 業 所 、企業数

は1,364社 を数え、ここ5年 間、年率 平均20%程 度 の高成長 を遂 げている。

しか し、1970年 以 降に設立 された企業が6害1」以上を占めるな ど、産業 としての歴史が新 しいことや、

通信 回線の利用制度、 ソフ トウェアの法的位置づけ、ソフ トウェア流通の遅 れ、その他 もろもろの本

産業 を取 り巻 く環境条件の不備のため に、売上高上位 企業 でもいまだに年 間売上高180億 円程度 、約

4割 の企業 が年間売上高1億 円以下 と、まだまだ未成熟 な発展段階にある。

さ らに細か くみると、一概 に情報処理産業 といって も、ソフ トウェアの開発 および販売、計算 その

他 の情報処理サー ビス、デー タベース:サ ー ビス(情 報提供サ ービス)な ど多岐 にわたってお り、こ

の うちで最 も大 きいの は、情報処理 サー ビスの うちの計算業 務で あ り(32%)、 最 近 で は、 ソフ ト

ウェア開発、 プログラム作成の ウエ イ トがか なり高 ま りつつある(約28%)。 ま た、 デー タベース ・

サー ビスの割 合は、わが国 ではかな り低 く(約8%)、 先 進諸外 国に比 べ、著 しく遅れている分野 と

いえ よう。

ソフ トウェアの開発 および販売 を主 とす るソフ トウェア業においては、市場で販売 され る既製 品の

ソフ トウェアであるソフ トウェア ・プロダク トの割合が極 端に少 なく、ほとんどが個別の注文による

委託生産 であ り、 ソフ トウェア ・プロダク トの割合 が、全ソフ トウェアの半額 を超 えたといわれるア

メ リカとは好対照をな してい る。

計算その他 の情報処理サ ービス を中心 とす る情報処理サー ビス業 においては、オ ンライ ン情報処理

の割合 は、わが国独特 の通信回線 の厳 しい利用制約 の影響に より、諸外国に比べ著 しく小 さく、ほと
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4-2-1衷

最近5カ 年の売上高

成長状況

項目

年
企 業 数

売 上 高

(億円)

対前年伸び率

(%)

1企 業 当たり

の年間売上高

(百万円)

1企 業 当たり

対前年伸び率

(%)

1977 1,309 4,126 34.4 315 3.6

1978 1,336 4,602 11.6 344 9.2

1979 1,390 5,966 29.6 429 28.4

1980 1,343 6,698 12.3 499 16.3

1981 1,364 8,057 20.3 591 18.4

〈資料 〉 特定サー ビス業実態調査報告書

ん どの企業 がバ ッチ処理を主力 と している。

デー タベース ・サ ービス業 は、一部の株価情報 などを提供 している先発企業 を除 くと、 ようや くこ

れか らサー ビス を開始 し、拡大 していこうとする企業 が多い。アメ リカなどのデータベ ースをユー

ザ ーが利用 するような取次型の サービスを行 っている企業 も多 く、未発達 の度合いが強 い。

また最近 では、マ イクロ ・コンピュータ、 ミニ コンピュータなどハー ドウェアの低廉化 と小型化 を

反映 して、ハ ー ドウェアとソフ トウェアを組み合 わせ 、コンピュータ応用の制御 システムをつ くった

り、機 能を特定 したシステム機器 を製作 し、販売 した りす る、システム ・ハ ウスの成長 も目覚 ま しい

ものがある。

(1)売 上高の推移

情報処理産業の1981年 の売上高 は、特定サ ービス業実態調査(通 産省)に よれば8,057億 円で あり、

その最近5カ 年間の売上高成長状況は4-2-1表 の とお りであり、年平均の成長率 は20%で あ る。

従業員規模別売上高をみると、4-2-2表 の とお り、従業員50人 以 上の事業所の売上高が全体の

約8割 を占めてい る。

(2)企 業 数

.特定 サー ビス業実態調査 によれ ば、情報処理企業数 は1,364社 、事業所数は1,801と な っている。

(3)企 業規模

資本金規 模別でみ ると、1981年 で1,801事 業 所 の うち資本金1,000万 円 未満が678事 業所 あ り、全体

の37.7%を 占 めてい る。1,000万 円 以上1億 円未満 の事業所 が43 .7%、1億 円以上の事業所 はわずか

14.1%で あ る(4-2-3表)。

さらに1981年 にお ける状況 を1976年 と比較すると、資本金500万 円未満が6事 業所増 、資本金500万

円以上1,000万 円未満 が85事 業 所増 、資本金1,000万 円 以上1億 円未満が303事 業 所増、資本金1億 円
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4-2-2表

従業員規模別売上高

(単位:百 万円 ・%)

項 目

従業員規模(人)

年 間 売 上 高 1事 業当たりの売上高

1976年 構成比
●

1981年 構成比 1976年 1981年

1～4

1

2,726 0.9 5,550 0.7 19 33

5～9 7,688 2.5' 13,811 1.7 38 57

10～29 39,026 12.7 67,533 8.4 96 136

30～49 37,005 12.1 76,865 9.5 189 271

50以 上 220,521 71.8 641,932 79.7 676 1,056

計 306,968 100% 805,692 100% 241 447

〈資料 〉 特定サー ビス業実態 調査報告書

4-2-3表

資本金規模別事業所

数

項 目

資本金
1976年 1981年

1981年

構 成 比

5年 間 伸 び率

C81/'76)

500万 円未満 388 394 21∵9 L5

500万 円～1,000万 円 未満 199 284 15.8 42.7

1,000万 円 ～1億 円 未満 484 787 43.7 62.6

1億 円 ～10億 円 未 満 143 229 .12.7 60.1

10億 円以上 24 26 1.4 8.3

資本金なし 38 81 4.5 113.2

計 1,276 1,801 100% 41.1%

〈資料 〉 特定サービス業実態調査報告書

以上10億 円未満が86事 業 所増、資本金10億 円 以上 が2事 業所増 となっている。

従業員規模別従業員数を1976年 お よび1981年 で比較 すると、50人 未 満の事業所 に従事 する従業員 数

は、1981年 に あって は全体 の21.1%の22,314人 、1976年 に あっては全体の27.8%の16,397人 で あり、

従業員数で5,917人 の増加 となっている(4-2-4表)。

また、1981年 に おける1事 業所当た りの売上高 は4億4,700万 円、1人 当 たりの売上高 は760万 円 と

な っている(4-2-5表)。
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4-2-4衷

従業員規模別従業者

数

(単 位:人 ・%)

〈資料 〉 特定サービス業実態調査報告書

4-2-5表

情 報 処 理産 業 の 売上

高 規 模

(単 位:百 万円)

〈資料 〉 特定サー ビス業実態調査報告書

4-2-6表 損 益 状 況
/

項 目

従業員

規模(人)

従 業 者 数 5年 間

伸 び 率

C81/'76)

%

1事 業所当たりの

従 業 員 数

1976年 構成比 1981年 構成比 1976年 1981年

1～4 4正3 0.7 477 0.5 15.5 3 3

5～9 1,382 2.3 1,640 1.5 18.7 7 7

10～29 7,080 12.9 9,242 8.7 30.5 17 19

30～49 7,522 12.7 10,955 10.3 45.6 38 39

50以 上 42,628 72.2 83,584 78.9 96.1 131 137

計 59,025 100%1 105,898 100% 79.4% 46 59

＼ 事業所数 売 上 高 1事 業所当たり売上高 1人 当たりの売上高

1981 1,801 805,692 447 7.6

(単 位:百 万円 ・%)

業 種 項 目1

/

1980年 度
＼

対売上高比 1981年 度 対売上高比 対前年度比

売 上 高 443,909 100.00 524,168 100.00 18.08

情報処理産業 営 業 費 用 419,008 94.39 494,433 94.33 18.00

(379社) 営 業 利 益 24,901 5.61 29,735 5.67 19.41

経 常 利 益 20,950 4.72 25,482 4.86 21.63

売 上 高 193,289 100.00 234,261 100.00 21.20

うち

営 業 費 用 182,145 94.23 220,378 94.07 20.99

ソフ トウ ェア 業

営 業 利 益 11,144 5.77 13,883 5.93 24.58

(206社)
経 常 利 益 9,278 4.80 12,070 5.15 30.09

売 上 高 250,620 100.00 289,907 100.00 15.68

うち

営 業 費 用 236,863 94.51 274,055 94.53 15.70

情報処理サービス業
営 業 利 益 13,757 5.49 15,852 5.47 15.23

(173社)
経 常 利 益 11,672 4.66 13,412 4.63 14.91

〈資料〉 情報処理振興事業協会 「情報処理産業経営実態調査」
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4-2-7表 1981年 における都道府県別事業所数、従業者数、年間売上高、1事 業所当たり従業者数 ・年間売

上高、従業者1人 当たり年間売上高

F

従業者数 年間売上高
1事 業 所 当 た り 従業者1人 当

者区道府県別 事 業所数
(人) (百万 円) 従 業 者 数

(人)

年間売上高

(万円)

た り年間売上

高(万 円)

計 1,801 105,898 ・805
,692 59 44,736 761

北 海 道 44 ],377 10,328 31 23,472 750

青 ・森 4 171 878 43 21,961 514

岩 手 6 342 2,038 57 33,972 596

宮 城 24 1,181 8,955 49 37,312 758

秋 田 7 218 1,467 31 20,956 673

山 形 7 216 1,404 31 20,051 650

福 島 14 536 2,699 38 19,278 504

茨 城 15 1,079 5,295 72 35,299 491

栃 木 15 561 3,109 37 20,724 554

群 馬 12 981 5,109 82 42,575 521

埼 玉 30 878 3,766 29 12,554 429

千 葉 32 1,147 5,968 36 18,648 520

東 京 757 55,346 468,977 73 61,952 847

神 奈 川 86 7,294 71,573 85 83,224 981

新 潟 27 878 5,366 33 19,872 611

富 山 13 470 3,218 36 24,756 685

石 川 17 605 3,062 36 18,012 506

福 井 8 466 3,068 58 38,347 658

山'梨 9 264 1,225 29 13,611 464
・長 野 22 886 5,243 40 23,833 592

岐 阜 14 296 1,789 21 12,777 604

静 岡 22 911 3,998 41 18,175 439

愛 知 104 4,374 31,886 42 30,660 729

三 重 4 236 1,391 59 34,770 589

滋 賀 10 423 1,778 42 17,779 420

京 都 18 755 4,685 42 26,030 621

大 阪 235 14,816 92,840 63 39,507 627

兵 庫 22 1,365 8,289 62 37,679 607

奈 良 1 X X X X X

和 歌 山 2 X X X X X

鳥 取 6 210 1,0ユ2 35 16,867 482

島 根 8 108 743 14 9,289 688

岡 山 26 935 4,854 36 18,670 519

広 島 44 1,760 9,926 40 22,560 5〔迫

辿 ・ 口 13 339 1,902 26 14,630 561

徳 島 4 94 859 24 2ユ,483 914

香 川 9 406 2,380 45 26,439 586

愛 媛 9 236 1,662 26 18,470 704

高 知 9 251 1,219' 28 13,549 486

福 岡 43 1,942 12,039 45 27,997 620

佐 賀 4 132 524 33 13,105 397
・長 崎 4 223 953 56 23,837 428

熊 本 12 376 2,021 31 16,843 538

大 分 11 227 1,428 21 12,979 629

宮 崎 9 292 1,796 32 19,954 615

鹿 児 島 6 127 1,124 21 18,732 885

沖 縄 3 132 1,580 44 52,674 1,197
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(4)収 益 状況

比較的、業界の上位企業 を対象 として行 っている、情報処理振興事業協会の 『情報処理産業経営実

態調査報告書』 によると、1981年 度 においてソフ トウェア業では、全体の売上高は206社 全体 で2,343

億 円(1社 当 た りの売上高11億3,720万 円)に 対 し、経常利益120億7,000万 円(1社 当 た り5,859万

円)、 経常利益率 に して5.2%と な ってお り、対前年度 の伸 び率 では、売上高21.2%の 伸 び、経常利益

30.1%の 伸 びとなっている。

情報処理サt－ビス業では、全体の売上高 は173社 で2,899億 円(1社 当 たり16億7,576万 円)に 対 し、

経常利益134億1,200万 円(1社 当 た り7,753万 円)、 経常利益率 に して4.6%で あ り、対前年度の伸 び

率で は、売上高 で15.7%の 伸 び、経常利益14.9%の 伸 びであった(4-2-6表)。

(5)地 域 分布

都道府県別事業所数 をみると、圧倒 的に京浜 ・阪神地区が多 く、東京 、大阪、愛知 、神奈川、広島、

北海道、福岡の順 であり、特 に東京都 への集中が著 しく、東京都 だけで全事業所数 の42.0%、 全 売上

高の58.2%を 占 めている(4-2-7表)。

(6)技 術 者の状況

情報サ ービス業の従業者数 は、1981年 で105,898人 で あ り、その職種別構成比 をみ ると、 プログラ

4-2-2図(%)

情 報 サ ー ビス業 の従30
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4-2-8表 情報サービス業の職種別,男 女別従業者数および構成比(年 次別)

実 数 構 成 比(%)
区 分

1980年 1981年 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年

事 業 所 数 1,731 1,801 一 一 一 一
}

ス 情 計 93,271 105,898 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

業 報
務 サ 個 人 事 業 主、

部 「 家 族 従 業 者 4,539 4,486 5.6 6ユ 5.2 4.9 4.2

門 ビ
ま た は 有 給 役 員

ω 常 時 雇 用 従 業者 88,732 101,412 94.4 93.9 94.8 95.1 95.8

計 93,271 105,898 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
職

管 理 部 門 11,955 12,377 13.2 12.6 12.9 12.8 11.7

研 究 員 2,632 2,701 2.8 2.8 2.8 2.8 2.6

種
シ ステ ムエ ンジ ニア 13,673 16,699 13.1 13.4 13.7 14.7 15.8

プ ロ グ ラ マ ー 19,968 23,879 19.4 19.5 20.3 21.4 22.5

オ ペ レ ー タ ー 11,298 12,379 13.0 12.7 12.0 12.1 11.7
別

キ ー パ ン チ ャ ー 22,300 23,666 26.0 26.4 23.7 23.9 22.3

ω
そ の 他 11,445 14,197 12.5 12.6 14.6 12.3 13.4

男 計 93,271 105,898 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

女

別 男 59,546 68,455 62.1 61.5 64.2 63.8 64.6

(月 女1 33,725 37,443 37.9 38.5 35.8 36.2 35.4

4-2-9表 情報サービス業の業務種類別年間売上高構成比(年 次別)

年 次 計 事務計算

←

その他の

計 算

ソフ トウ ェア 開発 ・

プ ログラム作 成
カー ド

パ ン チ

マ シ ン

タ イム

販 売

システム

等管理運

営受託

情報提供

サービス

各種調査 そ の 他
ソフトウェア

・プロダクト そ の 他

1977年 (412,581)
100.0% 30.0 3.6 31.4 13.4 4.2 * 5.8 7.6 4.0

1978年 (460,242)
100.0%

29.4 4.2 33.8 13.3 2.6 * 5.9 6.8 4.0

1979年 (596,613)
100.0%

28.3 3.7 29.3 11.7 2.5 7.5 5.3 6.6 5.1

1980年 (669,844)
100.0%

27.1 3.4 31.2 11.1 2.3 7.3 6.6 5.8 5.2

1981年
(805,692)
100.0%

27.3 4.7 19.2 9.1 10.4 1.8 8.9 7.5 6.0 5.1

〈注>1*昭 和52年 、53年 の 「システム等管理運営受 託」 は 「ソフ トウ ェア開発 ・プログラム作成」 に含まれ る

2.()内 の数字 は当該業務部 門の年 間売上 高で、単位 は百万円であ る
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マー22.5%、 キ ーパ ンチ ャー22.3%、 システムエ ンジニア15.8%、 管 理部門 およびオペ レーターはど

ちらもU.7%で あ る。職種別構成 比の推移 をみ ると、プログラマーおよびシステムエンジニ アが急増

してお り、またオペ レーターおよびキーパ ンチ ャーの減少がめだつ(4-2-2図 、4-2-8表)。

(7)業 務 内容

業務内容 は、事務 計算が27.3%、 ソ フ トウェア開発 ・プログ ラム作成 が28.3%、 カー ドパ ンチが

10.4%を 占 めている。業務全体 に占め る構成比の年次別推移 をみると、事務計算、カー ドパ ンチ、マ

シンタイム販売の 占める比率が減少 している(4-2-9表)。
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第3章 わが国の情報通信事業

唖
電子計算機等 を電気通信 回線 に接続 して、データの伝送 と処理 とを一体的 に行 うデータ通信 は、昨

今の厳 しい経済情勢に もかかわらず、 ここ数年来 、順調な発展 を遂 げて きている。

他人の需要 に応 じて、データ通信 により情報処理 、情報提供を行 う情報通信事業 も、総体 と しては

順調 に発展 してお り、 その売上高 は、1982年 末 現在 で約9,630億 円(推 定)に 達 し、アメ リカに次 ぐ

市場規模 をもつに至 ってい る。

しか しなが ら、その市場構造 、事業基盤等について は、多くの問題 を内包 してお り、アメ リカに比 し、

未成熟 な段階 にある。

すなわち、

① 事業規模が小 さく、経営基盤 もぜい弱であ り、新規 サー ビスの開発 費などの負担 が困難であるこ

と。

② 一般企業 には自社 で システムを構築す る傾 向があ り、また、全般的にサービスレベルが低い こと

か ら、潜在市場の開拓 も不十分 な こと。

③ アメリカ系企業 は、ネ ッ トワー クを全世界的規模 に拡大 し、高度 なソフ トウェア、豊富 なデー タ

ベ ース を有 し、終 日サー ビス体制 を整えているが、わが国の情報通信事業 者は、資金面 、技術面 で

立 ち遅れているのみならず、技術の進歩 などに即応 した諸制度の整備が十分でないため、事業活動

が萎縮 す るおそれがあること。

などが、主 な問題 点と して指摘 できる。

しか し、最近、一般企業が情報処理 コス トの増加 や保守 ・要員管理の困難 さに対する認識か ら、情

報通信事業者 のシステムを利用する意向 を示 しつつ あること、また、事業者 自身 もソフ トウェアの充

実や中小企業VANへ の進出な どサー ビスの拡充 に努めてい ることなどか ら、将来、アメ リカのNIS

業 と同 じく、ネ ッ トワーク機能 を活用 したユーテ ィリティの提供 が進む ものと期待 されている。

情報通信事業 は、単独には電子計算機 をもつ ことの困難 な企業 や個人に、データ通信 サー ビスを提

供 することに より、情報の格差 を解消 し、データ通信 の普及 を促進 するものであるとと もに、情報通

信事業それ 自体 が知識集約的な戦略産業 と して、その発展 が期待 されているものであり、上に述べ た
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ような問題 点、発展動向を踏 まえ、中 ・長期的視野に立 った施策 を講 じてい く必要がある。

2情 報通信事業のサービス概況

A電 電公社

電 電公社が、1968年 に最初の デー タ通信サ ー ビスを開始 して15年 が 経過 したが、 この間 における

デー タ通信に対 する社会的ニーズの高 まりと電気通信 技術の進歩 が相 まって、今 日では、社会の隅々

までそのサー ビスの浸透が進 んできた。また1982年10月 に は、データ通信回線利用制度の改正が実施

され、これを契機 にコンピュータ間の有機的 なネッ トワーク化 がいっそ う進展 しようと してお り、通

信 と処理が融合 したデー タ通信 は、今後 さ らに多様化 ・高度化 しつつ発展 を遂 げていくもの と予想 さ

れる。

電電公社は、デー タ通信サ ービスについて、全国的 なネッ トワーク ・シス テム、社会福祉 ・社会開

発型の公共的 システム、先導的技術 開発 に資す るシステムについて、積極的な需要の開拓、喚起 に努

めるとしている。

電電公社のデータ通信 サービスには 「データ通信回線サー ビス」 と 「デー タ通信設備 サー ビス」が

あるが、 ここでは、情報通信事業 に該当す るデータ通信設備サ ービスについて述べ る。デー タ通信設

備サー ビスは、電電公社が通信 回線 、センター設備、端末機 およびソフ トウェアな どを一体 と して提

供 してい るサ ービスで あり、 システムの性格 、利用 態様 などか ら、「公衆 データ通信 サー ビス」 と

「各種 データ通信サー ビス」 に分類 される。1983年3月 末現在で前者 は18シ ス テム、後者 は65シ ス テ

ムが稼動 している(4-3-1表 、4-3-2表)。

(1)公 衆 データ通信サ ービス

公衆 データ通信サ ー ビスは、全国ネ ッ トワークを介 して電電公社のセ ンターにある大型 コンピュー

タを共 同利用することにより、高度な情報処理機能 を、手軽 に、 しか も経済的 に利用 できる レデ ィメ

イ ド型の オンライン ・サー ビスである。

このサービスには、高度な技術計算、経営科学計算 をタイム シェアリングで提供 し、建築 ・土木関

係 か らLSI回 路設計 、事務計算 、データベー ス情報検 索プログラムまで、約700本 の ライブ ラリーを

備 えて い る 「DEMOS」 と、販 売在 庫 管理 、生 産管 理 等が オ ンライ ン ・リアル タ イムで 行 え る

「DRESS」 が あ り、1983年3月 末現 在 で、 それ ぞれ2,500社(3,540端 末)、1,280社(9,300端 末

一 データテレホンを含 む)の 利用 に供 されている
。

電電公社 は、この公衆データ通信 サービスについて、多様化 、高度化する利用者の要望 に対応する

ため、1983年8月 、ネ ッ トワークの統合、新機能 の追加お よび料金体系の見 直 しを行った。



第3章 わが国の情報通信事業193

4-3-1表

セ ンター 、 サ ブセ ン

タ ー設 置 状 況

(1983年3月 末現 在)

通信局

科学技術計算システム 販売在庫管理システム

セ ンター 名 サ ブセ ン ター 名 セ ン ター 名 サ ブセ ン ター 名

東 京

東 京 第III

東 京 第Iv

国分 寺 、三 鷹 、相模 原

立 川 東京第II

東京第m

東京第V

関 東
横 浜 、 川崎 、千 葉 、前橋

浦和 、宇 都 宮 、水 戸
横 浜

水 戸 、前 橋 、宇 都 宮 、千

葉 、甲府 、浦和

信 越 新 潟 、長 野 、長 岡 、松 本 新 潟 、長 野 、長 岡 、松 本

東 海
名古 屋 、 静 岡 、岐阜 、浜

松 、四 日市 、 沼津

名古屋II

名古屋m

名古屋IV

岐阜 、一宮 、静 岡 、浜 松

豊 橋 、沼 津 、 四 日市

北 陸 金 沢 、福 井 、富 山 金 沢 、福 井 、 富 山

近 畿
大 阪第II

大 阪 第III

京 都 、神 戸 、八 尾 、西 宮

姫 路 、和歌 山 、堺 、寝 屋 川

大 阪 第III

大 阪 第IV

京 都 、神 戸 、姫路 、八 尾

和 歌 山

中 国
広 島、 岡 山 、倉 敷 、福 山

下 関 、松 江 、徳 山
広 島

岡 山 、下 関 、倉 敷 、福 山

松江 、鳥 取 、徳 山

四 国 高松 、松 山 、高 知 、徳 島 松 山 、高 松 、高 知 、徳 島

九 州 福 岡
北 九州 、熊 本 、大 分 、鹿

児 島 、長 崎 、佐 賀、 宮崎
福 岡 第II

北 九州 、熊 本 、 長崎 、大

分 、 鹿 児島 、佐 賀 、宮崎

佐世 保 、 久留 米 、那 覇

東 北
仙台 、福 島 、盛 岡 、山形

青 森 、秋 田
仙 台

盛 岡 、福 島 、山 形 、秋 田

青 森 、郡 山 、八 戸

北海道
札 幌 、旭 川 、釧 路 、函 館

帯 広 、室 蘭
札 幌 旭 川 、函 館 、釧 路 、帯 広

計 6 62 12 57

新 しい機 能の内容 は次のとお りであ る。

① ネ ッ トワー クの統合

従来別 々に構築 されてい たDEMOSとDRESSの ネ ッ トワークを統合 し、各 センター相互間の

通信 を可能 に してい る。 これ によ り、DRESSセ ン ター にあるデー タを使 ってDEMOSセ ン ター

で処理 を行 うなど、多彩な利用方法が可能 となっている。'

② 大容量記憶装置(MSS)の 導入
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4-3-2表

サ ー ビス 中の 各 種 デ

ー タ通 信 シ ステ ム

(1983年3月 末現在)

区 分 シ ス テ ム 名 シ ス テム

農林水産省生鮮食料品流通情報システム

航空貨物通関情報処理システム

病院情報システム

共同利用型
救 急 医療 シス テ ム(20)
/神 奈 川 、千 葉 、愛 知 、宮 城 、大 阪 、、

23

奈 良 、広 島 、滋 賀 、長 崎 、熊 本 、新

潟 、栃 木 、兵庫 、山 口 、高知 、京都

公 共 ・行政
～岩手 、佐 賀 、和 歌 山 、三 重 ノ

シ ス テ ム
運輸省自動車登録検査システム

地域気象観測システム

環境情報システム

個 別 型 官庁会計システム 7

社会保険システム

労働省システム

東京都工業用水道自動遠隔検針システム

共同利用型病院情報システム

全国銀行システム

全国信用金庫システム

相銀九州システム

共同利用型 全国信用組合システム 20

信用金庫協会システム(7)

農業協同組合システム(2)

産 業 ・経済 現金自動支払システム(5)

シ ス テ ム 音声照会通知システム

東亜国内航空システム

広島信用金庫システム

個 別 型
信用情報システム(2)

15
地方銀行システム(6) `

相互銀行システム(4)

時事通信社システム

一 部 のセ ンターに おいて、磁 気 テー プの代 わ りに低廉 な コス トで大量 のデー タを記憶 できる

MSSを 使用 してお り、短 時間 でデータの取 り出 しが可能 となっている。

③ 漢字 プ リンターの導入 によるセ ンター作表

セ ンターに設置 した漢字 プリンターにより、漢字は もちろん、自由な書式 による高速 での印刷作

表 が可能 とな っている。

(2)各 種 データ通信 サービス

各種 データ通信 サー ビスは、電電公社が企業や団体など、特定の利用者の注文 に応 じて、その対象

業務に適 したシステムを設計 し、サービスを提供 する、いわばオーダーメー ド型の データ通信サー ビ



第3章 わが国の情報通信事業195

スで ある。

電電公社 は、従来 か ら社会福祉 ・社会開発型 の公共的 システム、全国的なネ ッ トワーク ・システム、

先導的技術開発に資するシステム を中心 に積極 的な取 り組みを行 ってきてお り、その結果 、1983年3

月末 現在 で、サー ビス提供中の システムは65に 上 っている(4-3-2表)。

このうち、1982年 度 にサービスを開始 したシステムは、三重県救急医療情報 システム、東京都工業

用水道 自動遠隔検針 システム、全国信用組合 システム、および時事通信社 システムなどが ある。

B国 際電電

国際電電は、1973年3月 よ り、国際電電が あらか じめ用意 した システムをユーザーが共 同利用する

「国際オー トメ ックス ・サー ビス」 を提供 している。 このサ ービスは、同一 ユーザー内のメ ッセー ジ

交換 を行 うサー ビスで あって、サ ービス内容 と して は、メ ッセー ジの中継、再送 、速度変換 、多宛先

4-3-1図

国 際 オー トメ ックス ・

サービスの推移

250

200

150

100

50

139,133

-,一.

1973747576777879808182(年 度)
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伝送、優先通信、通信統計 の作成 などを提供 している。

端末 はポー リング、 フリーラ ンニ ング等の使用が可能 である。

サー ビスの推移 を4-3-1図 に 示す。

また、1976年9月 か ら、ユーザ ーの求め に応 じて システム を設 計 し、提供 する、いわ ばオーダー

メー ド型 の 「個別 システム ・サ ービス」 を提供 してい る。

この システムは、国内本支店 と海外支店間のメ ッセー ジ通信 と、国内取引先への メッセージ配信等

に利用 されている。1982年 度末現在 のシステム数 は4で ある。

この他 、国際間で特定の アプリケーシ ョン分野 において共同で網 を使用する、いわば業界共同網型

のサー ビスがあ り、国際電電 では現在 、国際航空 データ通信 システム、な らびに国際金融情報伝送

サービスを提供 している。

国際航空 データ通信 システムは、国際航空会社が共 同で設立 した国際航空通信共同体(SITA)が

構 築 した国際民間航空通信網 に組み込まれるもので、座席予約 、旅客情報 、積荷情報 などのメ ッセー

ジ通信 を行っている。

1979年9月 に運 用 を開始 後、 トラピックは伸 び続 けてお り、1983年6月 現在 の国内回線数 は約290

回線 である。

国 際金 融 情報 伝 送 サー ビス(IFITS)は1981年3月 か ら開始 され たサー ビス で、Societyfor

WorldwideInterbankFinancialTelecommunicationsS .C.に 加 盟する銀行 間の為替情報 などを伝送

するためのものである。 メ ッセージの安全対策 に厳重 な考慮が払われたシステムであ り、1983年6月

現在 の加入者数は88で あ り、月間1億8,000万 文字程度が送受 されている。

C民 間情報通信事業者

電電公社、国際電電 の提供するデータ通信 回線 に電子 計算機等 を接続 して、データ通信サ ービス を

提供 する民間情報通信事業者 は、郵政省が毎年実施 している 「情報通信業実 態調査」 によれば、1982

年末 現在、同調査 に回答 を寄せた企業156社 、292シ ス テムに達 している。

業者数、 システム数の推移 は4-3-2図 の とお りである。

1982年 末 現在 、情報通信事 業者 のシステムの適用業務別分類 は、4-3-3表 の とお りであるが、

この うち、複数のユ ーザー を対象 と してサー ビス提供 を行 っているシステムは、189シ ス テムであり、

残 り103シ ス テムは特 定の1ユ ーザーのみに対 してサ ービス提 供を行 う専用 システムで ある。サー ビ

ス提供地域 につ いては、東京地区、大阪地区、名古屋地区 などの地域的なものが282シ ス テム(1社

で複数地 域に提供中の ものを含 む)で あ り、全国的規模 のものは82シ ス テムとな っている。

また、実質的にわが国で初めての民間通信事業 である中小企業の ためのVANサ ー ビスが57年10月

に制度化 され、届出 により可能 となったが、57年 度 末現在、 この届出 を行 って実際にサ ービスを提供
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4-3-2図

情報通信事業者の推

移
300

200
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16,
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1973747576

〈資料〉 情報通信業実態調査

シス テ ム数

97

7778 79 808182

(年 度)

しているのは、4社4シ ステムである。

3デ ータ通信回線利用の現状

データ通信回線には 「特定通信 回線」 と 「公衆通信回線」の2種 類があ り、公衆電気通信法の改正

に伴 い、1971年9月 に特定通信 回線、1972年11月 に公衆通信回線が、それぞれサー ビスを開始 した。

1982年3月 末現在、特定通信回線 は約11万5,000回 線 、公衆通信回線 は約4万4,000回 線 、合計約15

万9,000回 線 が利用 されている。

なお、公衆通信網 をデー タ通信 に利 用する方法 としては、公衆通信回線 を利用す るほかにも、加入

電話網利用の場合 は、加入電話 に転換 器によ りデー タ端末装置 を接続 して利用する方法、 プッシュホ
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4-3-3表

適 用 業 務別 分 類
適 用 業 務

シ ステ ム数(N=292)

業 務 数

1 販売管理 159

2 在庫管理 94

3 生産管理 38

4 連送管理 31

5 人事情報管理 41

6 経営(行 政)情 報管理 48

7 経理財務管理 101

8 銀行業務 26

9 株式取引業務 15

10 保険業務 13

11 科学技術計算 29

12 給与計算 54

13 統計計算 50

14 原価計算 30

15 資料検索 53

16 座席予約 5

17 その他 50

18

`

不 明 16

計 888

〈資料 〉 情 報通信業実態調査

ンそのものをデータ端末装置として利用する方法と、加入電話などの送受話器に音響カプラーにより

データ端末装置を結合して利用する方法がある。また、加入電信網利用の場合は、加入電信に接続装

置によりデータ端末装置を接続 して利用する方法と、加入電信機そのものをデータ端末装置と して使

用する方法がある。
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Aデ ータ通信回線サービスの概要

(1)特 定 通信回線 サー ビス

特定通信回線サー ビスは、民 間企業 などが設置 する電子計算機 と遠隔地 の入 出力装置 を直結す る専

用線 タイプの電気通信 回線 を電電公社が提供 するサー ビスである。 したが って、電子計算機 と入出力

装置 との間 においては、常 に回線設定が なされている。 このため特定通信 回線 は、入出力装置 を常時

電子計算機 に接続 して使用す る場合 に適 した回線 であ り、各銀行 の預金オ ンライン ・、システム、製造

業者 、販売業者相互 間の販売在庫管理 システム、情報処理業者のTSSシ ス テム等 において数多 く使

用 されてい る。

特定通信回線の種類 は、4-3-4表 の とお りであ り、電子計算機の利用技術の高度化 、デー タ通

信 の普及発展等 を展望 して、1978年4月1日 より、従来の周波数帯域 によ り分類 した品 目(帯 域 品

目)の ほか に、符号伝送速度に より分類する品 目(符 号品 目)を 設 けた。 さらに、高速 のデータ伝送

に利用 できる電気通信 回線 と してD-1S(帯 域 品目)、D-13(帯 域 品目)、9,600bps(符 号 品 目)

が それぞれ新 たに提供 される こととな った。帯域 品 目の回線 は、周波数の分割使用 がで き、J-1

(240キ ロ ヘルツ帯)は5つ の1-1(48キ ロヘル ツ帯域)回 線に、1-1は12のD-1(3.4キ ロヘ

ルツ帯域)回 線 に分割 することができる。

なお、1980年1月18日 よ り、符号品 目に300bpsが 追加 された。

(2)公 衆 通信 回線 サービス

公衆通信回線サー ビスは、民 間企業などが設置す る電子計算機 と遠隔地 の入出力装置 を、加入電話

または加入電信の回線 および交換設備 を介 して結ぶ、交換回線 タイプの電気通信回線 を電電公社が提

供 するサ ービスである。 したがって、電子計算機 と入出力装置 との間においては、常 に回線設定がな

されているわ けではな く、通常 の加入電話または加入電信利用の場合 と同様 、必要 のつ ど、 ダイヤル

によって回線 設定 を行 う形態 となる。

公衆通信回線の利用 は、特定通信回線のように常時、回線設定 をす るまでもない、比較的 デー タ量

の少ない区間 に適 している。 また、既成の全 国的交換網 を利用す ることができるので、広範 囲にわ

たってデータ通信 を経済的 に行 うことができる利点が あるが、反面、通信速度、信頼性 、接続 時間な

どの面で、特 定通信回線に比べ て種 々の技術的制約がみ られる。

公衆通信回線サー ビスには、加入電話網 を利用す る電話型公衆通信 回線 と加入電信網 を利用する電

信型公衆通信回線 の2つ の品目が設 けられている。

電話型公衆通信回線 は、交流符号伝送用でおおむね1,200bps以 下 のデー タ伝送が可能である。な

お、規定周波数帯域 は、0.3キ ロヘルツから3.4キ ロヘル ツとなってい る。電信型公衆通信回線は、直

流符号伝 送用 で50bps以 下 の データ伝送 が可能 であ る。加入電信サ ービスにおいては、使用 コー ド
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4-3-4表 特定通信回線サービスの品目

区

分

品 名

内 容

規 格 種 別

帯

域

品

目

D規 格

(3.4キ ロヘ ルツ)

D-1

(帯 域使 用)

通 常0.3キ ロヘ ル ツか ら3.4キ ロヘ ル ツ までの 周 波数 帯 域 を伝

送 す る こ とが可 能 な もの

D-1S

(帯 域使 用 ・特)

通 常0.3キ ロヘ ル ツ か ら3.4キ ロヘ ル ツ までの 周 波数 帯 域 を伝

送 す る こ とが可 能 な もの であ っ て 、伝 送特 性 に 関す る補正 を

した もの

D-5

(1.200bps符 号 伝送)
1,200bps以 下の デー タ伝送 が 可能 な もの

D-7

(2,400bps符 号 伝送)
2,400bpsの デ ー タ伝 送が 可能 な もの

D-9

(4,800bps符 号伝 送)
4,800bpsの デー タ伝 送 が可 能 な もの

D-13

(9,600bps符 号 伝 送)
9,600bpsの デ ー タ伝 送が 可能 な もの

1規 格

(48キ ロヘ ル ツ)

1-1

(帯 域使 用)

通 常60キ ロヘ ル ツか ら108キ ロヘ ル ツ までの 周 波数 帯 域 を 伝

送 す る こ とが 可能 な もの

1-3

(48Kbps符 号 伝送)
48Kbpsの デ ー タ伝 送 が可能 な もの

J規 格

(240キ ロヘル ツ)

J-1

(帯 域使 用)

通 常312キ ロヘ ル ツ か ら552キ ロヘ ル ツ ま での 周波 数帯 域 を伝

送 す る こ とが 可能 な もの

符

号

品

目

50bps 50bps以 下 の 伝送 が 可能 な もの

100bps 100bps以 下 の デー タ伝送 が 可能 な もの

200bps 200bps以 下 の デー タ伝送 が 可能 な もの

300bps 300bps以 下 の デー タ伝送 が 可能 な もの

1.200bps 1,200bps以 下 の デー タ伝送 が可 能 な もの

2,400bps 2,40qbpsの デー タ伝 送 が可能 な もの

4,800bps 4.800bpsの デー タ伝送 が可 能 な もの

9,600bps 9,600bpsの デー タ伝送 が可 能 な もの

48Kbps 48Kbpsの デー タ伝送 が可 能 な もの

〈注>1.D-1.S規 格は、直営の変復調装置 と同等 の変 復調 装置 を用い た場合 、おおむね9,600bps以 下の 符号伝送が可能 な

ものである

2.符 号 品目は、 もっぱら符号 伝送に使用す る場合 に限 り提 供 され、 したがって混合使用は認め られ ない
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はJIS6単 位 に限定 され ているが、電信型公衆通信回線サー ビスにおいては、使用 コー ドは利用者が

自由に選定 でき、6単 位以外 の符号伝送 も可能 である。

Bデ ータ通信回線の利用状況

(1)特 定 通信回線

年 間30%前 後 の増 加率 で成長 を続 ける自営デー タ通信 システムの伸 びと相 まって、特定通信 回線の

利用 も過去3年 間を通 じ、年率20%前 後 の順調 な伸 びを示 している。

利用状 況の全般的な傾向と しては、D-1規 格 の伸 びが著 しい ことがめだっている(4-3-5表

参 照)。 この ため1982年3月 末現在 で、全 回線 に占め る比率 は50.9%に 達 している。

また符号品 目では4,800bps、9,600bps等 、高速回線の伸び率 が高 くなっている。

特 定通信回線の利 用状況を適用業務 によってみると、 ここ数年来、製造業者 、販売業者 による生産

販売在庫管理 シス テム による利用が優位 を占めている。また、1シ ステム当た りの回線数 は、公衆通

信回線を含 めて、1982年3月 末 で22.5回 線 となっているが、年々減少の傾向 にある。 これは、小規模

システムの増加が要 因と考 えられ る。

(2)公 衆 通信回線

公衆通信回線 は、データ通信の利用 が大企業だけでな く、 トラピック量の比較的少ない中小企業な

どにまで普及 して きていることを反映 し、過去3年 間を通 じ、年率40%前 後 と大幅 な伸びを示 してい

る。特 に、電話型公衆通信 回線 は著 しい伸 びを示 してお り、1982年3月 末の全公衆通信回線 に占め る

比率 は91.8%と な っている。

(3)デ ー タ通信回線 の利用制度の改善

1971年 の公衆電気通信法 の改正 によ り、 デー タ通信回線の利用制度が設 け られ、電気通信 回線 を2

人 以上の利用者が共同で契約 して使用 する 「共 同使用」 と、 自己の契約 した電気通信 回線 を他人に使

用 させ る 「他人使用」 が一定 の条件のもとに可能 になったが、その後のデータ通信 の高度化、特 に分

散処理に伴 うコンピュータ ・ネットワーク化の進展 に伴 い、利用者、各界か らデータ通信 回線利 用制度 の

改善の要望が出 され、これ に応 えるため、1982年10月23日 に公衆電気通信法の改正などが施行 された。

これに よってデー タ処理 のための回線利用は原則 と して自由となったことから、今後 は複数企業間

のネ ッ トワークの構築 など、デー タ通信 システムのネ ッ トワーク化 がい っそう進展 してい くものと思

われ る。例 えば、共同使用 につ いては製造 、販売 、運送等 を一体 と した物流総合 システムの発展、他

人使用については、情報通信業の分野 における複数の企業にわたるデー タ通信 システム提供の具体化

などが考 え られ る。また郵政大臣の個別認可によ り、公一 特一公 のような接続 についても可能 となっ

たことか ら、加入電話 を利用 した一般家庭 に対 するデータ通信 システムも普及 してい くもの と考え ら

れる。



4-3-5表 デ ー タ通 信 回 線 の 利 用状 況

年 度 別 52 53 54 55 56

区 別 回 線 数
対 前
年度比 回 線 数

対 前
年度比 回 線 数

対 前
年度比 回 線 数

対 前
年度比 回 線 数

対 前
年度比

D-1(帯 域 使 用) 25,658 125.1% 31β92 122.3% 39236 125.0% 48,930 124.7% 58,747 120.1%

帯
D-1S(帯 域 使 用 ・特) 一 一 2 一 49 2,450.0 169 344.9 294 174.0

D-5(1,200bps) 10,027 91.6 294 一 ll4 38.8 71 62.3 69 97.2

特 域 D-7(2,400bps) 4,607 174.6 95 一 99 104.2 115 116.2 101 87.8

D-9(4,800bps) 439 ]562 25 一 27 108.0 26 96.3 33 126.9

品 D-13(9,600bps) 一 　 一 一 一 一 3 一 2 66.7
定 1-1(帯 域 使 用) 64 278.3 95 148.4 140 147.4 165 117.9 197 ll9.4
目 1-3(48kbps) 82 143.9 1 一 　 一 1 一 1 100.0

通 J-1(帯 域 使 用) 4 一 4 一 7 175.0 10 142.9 12 120.0

50bps 11,653 105.0 12,055 103.4 17,873 148.3 22,768 127.4 26,006 114.2

信
符

100bps 482 87.6 423 87.8 413 97.6 373 90.3 338 90.6

200bps 5,961 91.4 5,963 100.0 6,124 102.7 6,540 106.8 7,437 ll3.7

回 号 300bps 一 一 一 一 一 　 一 一 7 一

1,200bps 一 一 10,584 } 11,353 107.3 11,803 104.0 11,201 94.9
品 2,400bps 一 一 5,788 　 7,039 121.6 7,890 112.1 8,622 109.3

線 4β00bps 一 一 592 一 888 150.0 1206 135.8 1,970 163.3
目

9,600bps 一 一 17 一 49 288.2 98 200.0 251 256.1

48kbps 一 一 92 一 104 113.0 101 97.1 113 111.9

計 58,977 112.1 67,422 114.3 83,515 123.9 100,269 120ユ 115,401 115.1

信公 電話 型(お お む ね1,200bps) 8,306 152.4 12,606 151.8 19,738 156.6 30,671 155.4 40,455 131.9

同衆 電 イ言亙嬰("50bps) 3,811 122.3 3,611 94.8 3,833 106.1 3,763 98.2 3,593 95.5

線通 計 12,117 141.5 16,217 133.8 23,571 145.3 34,434 146ユ 44,048 127.9

合計
回 線 数

伝 送 可 能 ビ ッ ト 数

71,094

73,112,400

116.2

128.0

83,639

91,235,800

117.6

124.8

107,086

116,445,000

128.0

127.6

134,703

146,683,850

125.8

126.0

159,449

178,073,650

玉18.4

121.4

回 線 交 換 サ ー ビ ス 一 一 　 一 69 一 106 153.6 391 368.9

パ ケ ッ ト 交 換 サ ー ビ ス 一 一 　 一 一 一 59 一

-

171 289.8

(参考)専 用 回 線 数 278,300 103.8 289,204 103.9 297β24 103.0 301,861 101.4 308.鮪6 102.4

〈資 料 〉 「通 信 白書 』

〈注 〉 特 定 通 信 回 線 の 帯 域 品 目お よ び公 衆 通 信 回 線 の 伝 送 可 能bpsの 算 出 に 際 し て は ・ 次 の とお り推 計 し た

D-1お よ びD-1S=1,200bps、1-1=]4,400bps、J-1=72,000bps、 そ の他;区 別 欄()内

8
N

ふ

雲

速

q.

這

田

s

響
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第1章 わが国のコンピュータ実動状況
通商産業省調査より

1は じめ に

通商産業省では1973年 度から 「電子計算機納入下取調査」 を実施 している。これは電子計算機の納

入および下取りの実態を調査 し、市場動向、市場構造の変化などを把握し、電子計算機産業の振興お

よび健全な情報化を図るための基礎統計とすることを目的として、電子計算機の製造業者、輸入業者

などを対象として行っているものである。

A本 調査の概要

(1)調 査 の範囲

この調査で は電子計算機 とは次の基準 に該当する汎用電子 計算機 をいう。ただ し、展示用の もの、

製造計画の ためのサ ンプル、 プロ トタイプのもの、およびプロセス制御用等 の専用機 と して設計 され

た ものは対象 としない。

① デ ィジタル型 であること。

② プログラムの蓄積方式で重要 な命令 を内部記憶装置 に記憶 しているか、または相 当性能 を有す る

こと。

③ 内部記憶容量 が2,000ビ ッ ト以上 であること。ただ し、サ イン、パ リテ ィ ・チェックのために有

する ビッ トは含 まない。

④ 電子論理演算 によ り行われる演算機構を有 すること。

(2)電 子 計算機型別分類基準

電子計算機(本 体+周 辺装置)設 置規模の分類 は、金額(レ ンタルの ものは売価に換算)に より次

のように行 った。なお、本統 計の金額 はすべて売価換算金額 である。

大型A5億 円 以上

大型B2億5,000万 円 以上5億 円未満

中型A1億 円 以上2億5,000万 円未満

中型B4,000万 円以上1億 円未満

小 型1,000万 円以上4,000万 円 未満
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超 小型1,000万 円未満

現在の電子計算機 は、システム規模 の上限 と下限の間がか なり広 いため、同一モ デルで もユーザ ー

の使用態様 次第で システム規模が異 なる。 したが って、同一モデルで分類 すると、あるシステムは大

型 に属 し、あるシステムは中型 に属 するということになる。 また、ここでいう型別 とは、物理的 な大

きさとい うよりも、む しろユ ーザーの投資(レ ンタル料 支出 または買 い取 り)と ニ ーズの水準 を表 し

ている。電子計算機の システム規模 は、おのず とユーザーのニーズと投資 力によって決 まるか らであ

る。

(3)シ ス テム増設 による型別移動の考慮

ユーザーにおける現実の電子計算機 の使用形態 をみると、 アプ リケーションの適用段階に合 わせて、

適当な システム規 模 を選択 し、後 日、経験 を積むに したがってメモ リー増設 や周辺機器の増設 をす る

ことが多い。その場合は、以前 には小型 も しくは中型であったものが 、増設 の結果、中型 もしくは大

5-1-1表

1982年6月 末 現 在汎

用電 子 計算 機 実 動状

況 お よび1982年 度 第

1・四半 期 納入 状 況

〔誹 ㌫ 警万」

1982年6月 末 実動 状 況 1982年 度 第1・ 四半 期 納 入状 況'

実動台数および金額 型別 シ ェア 納入台数および金額 型 別 シ ェア

大 型A
1,948

2,141,001

1.8

44.3

65

75,581

1.4

31.4

大 型B
1,615

592,234

1.5

12.2

58

22,425

1.3

9.3

大型(計)
3,563

2,733,235

3.2

56.5

123

98,006

2.7

40.7

中 型A
4,015

651,646

3.6

13.5

147

24,108

3.2

10.0

中 型B
7,421

474,225

6.7

9.8

285

17,486

6.3

7.3

中型(計)
11,436

1,125,871

10.4

23.3

432

41,594

9.5

17.3

小 型
33,768

615,686

30.6

12.7

1,378

25,704

30.3

10.7

超 小 型
61,621

362,573

55.8

7.5

2,608

14,629

57.4

6.1

増 設 二 二
一

60,977

一

25.3

合 計
110,388

4,837,364

100.0

100.0

4,541

240,910

100.0

100.0
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型 に昇格 して いるわけである。本統計 中、実動状況 に関するもの は、この型別移動 を考慮に入れて集

計 してある。

(4)調 査 の時点

ハ ー ドウェアをユーザーへ納入 した時点で集計 してある。

B1982年6月 末 現 在 に お け る 汎 用 電 子 計 算 機 実 動 状 況 お よ び1982年 度 第1四 半 期

(1982年4月 ～6月)に お け る納 入 状 況

5-1-1表 は、「1982年6月 末現在汎用電子計算機実動状況および1982年 度 第1四 半期納入状 況」

を示 した ものである。

5-1-1表 に よれ ば、1982年6月 末現在、わが国において実動 している汎用電子計算機は、総数

が110,388セ ッ トで、金額 では4兆8,373億 円 となっている。1982年3月 末 に対す る実動状況をみると、

総実動金 額で2.6%、 総 セ ッ ト数で3.8%増 加 している。 また、実動状況の型別 シェアをみ ると金額

ベースで は、大型機が56.5%、 中型機が23.3%、 小型機が12.7%、 超 小型機 が7.5%と な っているが、

台数ベースでは超小型機が55.8%と 最 大のシェアを有 してい る。

さ らに、1982年 度 第1四 半 期の納入状況 をみると、総数で4,541セ ッ ト、金額 に して2,409億 円 と

なっており、型別 シェアをみ ると、金額ベースでは大型機が40.7%と 最 も大 きく、台数 ベースでは超

小型機が57.4%と 最 も大 きなシェアを占めている。

2産 業別汎用電子計算機実動状況

5-1-2表 は、1982年6月 末現在 における 「産業別汎用電子計算機実動状況」 を示 したもので あ

る。

(1)設 置 台数 での上位 業種

1業 種 で1,000セ ッ ト以上の設置規模 をもつ業種 は次の18業 種 である。

卸 ・小売 ・商事

サー ビス業

(一 般サー ビス)

(情 報 サー ビス)

金 融

電気機械

法人団体農協

化学 ・石油

47,786セ ッ ト

8,834セ ッ ト

4,779セ ッ ト

4,055セ ッ ト

6,404セ ッ ト

4,730セ ッ ト

4,185セ ッ ト

3,815セ ッ ト

(43.3%)

(8.0%)

(4.3%)

(3.7%)

(5.8%)

(4.3%)

(3.8%)

(3.5%)
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5-1-2表

産業別汎用電子計算

機実動状況

(1982年6月 末現在)

(単 位:百 万円)

コー ド番 号 産 業 別 台 数 金 額 1セ ッ ト平 均

01 農 業 100 2β23 23.2

02 材 ・ 狩 猟 業 36 370 10.3

03 漁 ・水 産 ・養 殖 181 3,794 21.0

04 鉱 業 151 4,536 30.0

05 建 設 業 2,416 61,335 25.4

06 食 品 3,590 82,529 23.0,

07 繊 維 2,205 49,039 22.2

08 紙'パ ル プ 861 17,715 20.6

09 出 版 ・ 印 刷 994 41,644 41.9

10 化 学 ・ 石 油 3,815 178,459 46.8

12 ガラ ス ・セ メン ト 903 30,258 33.5

13 鉄 鋼 1,081 132,967 123.0

15 金 属 製 品 製 造 1,843 59,752 32.4

16 機 械 2,207 86,485 39.2

17 電 気 機 械 4,730 36,842 113.5

18 輸送 用機 械製造 1,774 201,374 113.5

20 精 密 機 械 919 47,227 5L4

21 そ の 他 製 造 3,762 76,737 20.4

ワ倫

422

卸 ・小 売 ・商 事

金 融

47,786

6,404 彊 15.2

112.1

25 証 券 305 68,119 223.3

26 保 険 661 151,825 229.7

27 不 動 産 281 5,259 18.7

28 運 輸 ・通 信 ・報 道 3,460 128,359 37.1

30 電 気 ・ ガ ス 464 72,086 155.4

一 サ ー ビ ス 業 8,834 406,050 46.0

32 (一 般サ ー ビス) 4,779 117,607 24.6

33 (情 報サ ー ビス) 4,055 ⑱ 71.1

34 病 院 797 25,177 31.6

35 大 学 1,168 142,397 121.9

36 高 校 499 10,074 20.2

37 そ の 他 学 校 325 10,780 33.2

38 地 方 公 共 体 1,607 110,552 68.8

39 政 府 775 147,541 190.4

40 政 府 関係 機 関 1,120 蛭 323.0

41 法 人 団 体 農 協 4,185 130,857 31.3

42 宗 教 法 人 39 1,130 29.0

43 分 類 不 能 110 5,188 47.2
～

合 計 110,388 ⑭ 43.8



208第5部 コ ン ピュ ー タ利 用 の 現 況

その他製造

食 品

運輸 ・通信 ・報道

建設業

機 械

繊 維

金属製品製造

輸送用機械製造

地方公共体

大 学

政府関係機関

鉄 鋼

3,762セ ッ ト

3,590セ ッ ト

3,460セ ッ ト

2,416セ ッ ト

2,207セ ッ ト

2,205セ ッ ト

1,843セ ッ ト

1,774セ ッ ト

1,607セ ッ ト

1,168セ ッ ト

1,120セ ッ ト

1,081セ ッ ト

(3.4%)

(3.3%)

(3.1%)

(2.2%)'

(2.0%)

(2.0%)

(1.7%)

(1.6%)

(1.5%)

(1.0%)

(1.0%)

(LO%)

(2)設 置金額での上位業種

①1業 種で1,000億 円以上の設置規模をもつ業種は次の13業種である。

卸 ・小売 ・商事

金 融

電気機械

サービス業

(一般サービス)

(情報サービス)

政府関係機関

輸送用機械製造

化学 ・石油

保 険

政 府

大 学

鉄 鋼

法人団体農協

運輸 ・通信 ・報道

7,287億 円

7,182億 円

5,368億 円

4,061億 円

1,176億 円

2,884億 円

3,617億 円

2,014億 円

1,785億 円

1,518億 円

1,475億 円

1,424億 円

1,330億 円

1,309億 円

1,284億 円

(15.1%)

(14.9%)

(11.1%)

(8.4%)

(2.4%)

(6.0%)

(7.5%)

(4.2%)

(3.7%)

(3.1%)

(3.1%)

(2.9%)

(2.7%)

(2.7%)

(2.7%)

②1業 種で1セ ッ ト平均1億 円以上の設置規模 をもつ業種 は次の10業 種 である。

政府関係機関3億2,296万 円

保 険2億2,969万 円
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証 券2億2,334万 円

政 府1億9,038万 円

電気 ・ガス1億5,536万 円

鉄 鋼1億2,300万 円

大 学1億2,191万 円

輸送用機械製造1億1,351万 円

電気機械1億1,350万 円 一

金 融1億1,214万 円

3地 域別実動状況

5-1-3表 は 、1982年6月 末現在 における 「地域別(都 道府県別)汎 用電子計算機実動状況」 を

示 したものである。

(1)設 置 台数 での上位地域

1地 域で1,000セ ッ ト以上の設置規模 をもつ ところは、次の19地 域 である。

東 京

大 阪

愛 知

神奈川

福 岡

北海道

広 島

兵 庫

埼 玉

静 岡

京 都

千 葉

宮 城

新 潟

長 野

岐 阜

香 川

36,238セ ッ ト

16,547セ ッ ト

6,695セ ッ ト

4,162セ ッ ト

3,947セ ッ ト

3,899セ ッ ト

2,942セ ッ ト

2,648セ ッ ト

2,370セ ッ ト

2,241セ ッ ト

2,135セ ッ ト

1,730セ ッ ト

1,728セ ッ ト

1,483セ ッ ト

1,181セ ッ ト

1,081セ ッ ト

1,016セ ッ ト

(32.8%)

(15.0%)

(6.1%)

(3.8%)

(3.6%)

(3.5%)

(2.7%)

(2.4%)

(2.1%)

(2.0%)

(1.9%)

(1,6%)

(1.6%)

(1、3%)

(1.1%)

(1.0%)

(0.9%)
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5-1-3衷

地 域 別 汎 用電 子 計 算

機 実 動状 況

(1982年6月 末現在)

(単位:百 万 円)

コー ド番 号 項目地域別
セ ッ ト 数 金 額

1

2
∩
」

4

500000

北 海 道

青 森

岩 手
宮 城
秋 田

3,899

679
544

1,728

541

114,972

14,571
15,278

59,817
15,997

06 山 形 660 16,958
07 福 島 689 20,125
8

0∨

0

0
茨 城
栃 木

1,002

905
116,080
33,523

10 群 馬 939 34,086

1

9←

3
4

511111

埼 玉
千 葉

東 京

神 奈 川

新 潟

2,370
1,730

36,238
4,162

1,483

85,761

73,340
1,912,496

401,804
39,809

16 富 山 774 27,793
7
811

石 川

福 井
965
498

25,132
11,320

9

0ーウ臼

山 梨
長 野

374
1,181

8,848

42,203

21

22
23

岐 阜
静 岡
愛 知

1,081

2,241
6,695

33,177

85,056

278,074」4

ご02り
烏

三 重

滋 賀
661

575

23,760'

29,660

6

72ウ'

京 都
大 阪

2,135

16,547
73,885
612,042

28 兵 庫 2,648 128,931
29 奈 良 354 7,073
30 和 歌 山 485 15,168

31 鳥 取 227 5,383
32 島 根 243 8,373
33 岡 山 1,010 36,064
34 広 島 2,942 104,338
35 山 口 757 25,004

C)

733
徳 島

香 川
307
1,016

7,559
24,686

8

0∨OO3
愛 媛

高 知
762

314
21,977

9,155
40 福 岡 3,947 129,140

41 佐 賀 346 9,756
42 長 崎 655 15,200
43 熊 本 601 21,958
4

544
大 分
宮 崎

615

391
15,275

8,751

46 鹿 児 島 671 17,661
47 沖 縄 510 11,318

48 不 明 291 9,027

合 計 110,388 4,837,364
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岡 山1,010セ ッ ト(0.9%)

茨 城1,002セ ッ ト(0.9%)

(2)設 置金額での上位地域

①1地 域 で1,000億 円 以上 の設置規模 をもつ と ころは、次の9地 域である。

東 京

大 阪

神奈川

愛 知

福 岡

兵 庫

茨 城

北海道

広 島

1兆9,125億 円

6,120億 円

4,018億 円

2,781億 円

1,291億 円

1,289億 円

1,161億 円

1,150億 円

1,043億 円

(39.5%)

(12.7%)

(8.3%)

(5.7%)

(2.7%)

(2.7%)

(2.4%)

(2.4%)

(2.2%)
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第2章 コンピュータ利用状況調査

第8部 集計表参照

今回の調査においては、第17回 目の 「コンピュータ利用状況調査」 として従来からの基本的調査項

目を踏襲 し、本章に掲げるとともに、通信回線開放の実現に対処して、1973年版より継続 して 「オン

ライン化調査」を実施 し、その第11回 の調査結果を、次の第3章 に掲げる。

〔調査項目〕

調査項目は次のとおりである。

① ハー ドウェア関係

5年 後の予想規模、グレー ド・アップの予定、保有セット数、使用時間、入力システム、周辺記憶

装置台数

② コンピュータ部門の月間運用経費

③ コンピュータ要員および教育問題

勤務制度、要員数、平均残業時間、平均年齢、平均給与、職務手当額、要員教育上の問題点

④ 被派遣要員数 ・費用、外注パンチ単価

⑤ 業務部門別コンピュータ化状況および予定

⑥ 平均ジョブ数

⑦ 使用言語

⑧ システム事故 ・障害対策、安全性対策、信頼性対策、合目的性 レベル

〔調査時点、対象〕

本調査は、1982年9月30日 現在を調査時点とし、調査票を同年11月25日 発送、1983年2月8日 に回

収を締め切った。

コンピュータ利用状況調査

発 送 数 回 収 数 回 収 率

4,457 1,220 27.4

なお、発送対象 は、1982年 版 『ユーザー調査年報』(情 報処理学会編)に よった。
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〔回答事業体 の規模〕

資本金平均;78億2,520万 円、年商平均;1,254億3,460万 円 、従業員数平均;2,262.7人

〔隻計表〕

巻末(8-1-1～8-1-24表)に 掲 げる。

A自 社 コ ン ピ ュ ー タ ・シス テ ム の5年 後 の 予 想 規 模 分 布(巻 末8-1-1表)

5年 後 に自社の コンピュータ ・システムは規模 を拡大す ると予想す る企業 の比率 は漸落 して きたが、

1977年 度 以降60%前 後 で保合 い気味 となっている。

調 査 年 度 拡大を予想する事業体

1982 62.2%

1981 60.4%

1980 62.6%

1979 59.5%

1978 60.6%

1977 59.6%

拡 大 を予想す る各社 の拡大率について、「わか らない」 という回答 を除 き、「減少」 を 「マイナス1

倍 」、「5倍 以上」 を 「6倍 」 として平均 をとると、全産業平均 で5年 後 に、現 システム規模の1.9倍

に なると予想 される。

5年 で1.9倍 と は、平均年率12、5%増 の割合で ある。

調 査 年 度 5年 後 の 規 模

1982 1.9倍

1981 1.9倍

1980 1.9倍

1979 1.8倍

1978 1.9倍

1977 1.9倍
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ま た、予想拡大率 を業種別 にみ ると、業種に よって大 きな差 がある。

拡大率の高い業種 5年 後の平均予想拡大率 拡大率の低い業種 5年 後の平均予想拡大率

大 学 2.7倍 農 林 水 産 業 1.0倍

広告・調査・情報提供サービス業 2.4倍
'損 害 保 険 業

1.0倍

不 動 産 2.3倍 生 命 保 険 業 1.3倍

地 方公共団体 2.2倍 石油製品製造業
1

1.4倍

非鉄金属 ・金属製品製造業 2.2倍 一 一

5年 後の予想規模
(単位:%)

5年 後規模

調 査 年 度

回

答

合

計

減

少

変
わ

ら
な
い

2

倍

3

倍

4

倍

5

倍

5

倍

以

上

わ

か

ら

な
い

1982 1,214(100.0%) 1.0 25.0 51.6 7.7 1.2 0.3 1.3 11.8

1981 1,130(100.0%) 1.2 25.3 49.5 8.2 1.2 0.5 1.1 13.1

1980 1,258(100.0%) 0.7 22.6 50.7 9.1 1.4 0.5 0.9 14.1

1979 1,258(100.0%) 1.0 26.8 49.0 8.7 0.2 0.5 1.0 12.7

1978 1,344(100.0%) 0.4 24.0 48.0 9.6 0.9 0.9 1.1 15.0

1977 1,368(100.0%) 1.1 24.2 47.7 8.6 1.1 1.0 1.2 15.1

Bコ ンピュー タ ・セ ッ ト保 有状況(巻 末8-1-2～8-1-4表)

1社 当 た りの保有 セ ッ ト数 は、全産業平均5 .5セ ッ ト(ミ ニコンピュー タ、オフ ィス ・コンピュー

タ等 を含む)で 、 ミニ コンピュータおよびオフィス ・コンピュータ等 を除いた汎用機 の保有セ ッ ト数

平均 は4.3セ ッ トとなっている。保有 セ ッ ト数 は調査年 によるサ ンプル構成 によ り必ず しも連続 した

傾向を示 さない点に注意 され たい。
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調 査 年 度 回 答 数 平均 保 有 セ ・ ト数 .

1982 1,214 4.3

1981 1,129 3.6

1980 1,266 3.0

1979 1,258 2.8

1978 1,344 3.2

1977 1,370 2.0

C入 力 シス テ ム の 現 状 と将 来(巻 末8-1-5～8-1-6表)

イ ンプッ ト方式 について現状 と将 来計画 を比較 すると、明 らかにパ ンチ方式 が減 り、キーイン方式

とOCR方 式 が増 える傾向がうかがえる。「その他」 には音声入力が入 っている。

入力システムの現状と5年 後の予想(多 重回答)

回答実数 パンチ方式 キーイン方式 OCR方 式 OMR方 式 MICR方 式 そ の 他

1982年 度

現 在

社数

%

1,172

100.0

823

70.2

929

79.3

274

23.4

216

18.4

50

4.3

35

3.0

5年 後
社数

%

1,134

100.0

487

42.9

1,026

90.5

520

45.9

161

14.2

76

6.7

102

9.0 「

Dコ ン ピュー タ使用 時間(巻 末8-1-7表)

調査年度別のラン時間を下表に掲げる。

調 査 年 度 回 答 社 数 総 平 均 時 間

1982 1,127 193.5

1981 1,067 206.8

1980 1,206 202.3

1979 1,271 196.4

1978 1,350 203.2

1977 1,336 198.6



216第5部 コ ン ピュ ー タ利 用 の 現況

E=1ン ピュー タ部門の運 用経 費(巻 末8-1-8～8-1-9表)

(1)業 種別集計

周辺記憶装置 あるいは端末機器の増加傾向 に対 し、その実態 を把握 するため、1973年 度 調査 か ら機

械設備関係費 を レンタル使用 、買 い取 り使用の おのおのにつき、CPU費 、周辺装置 費(記 憶装置 を

除 く)、 周辺記憶装置費、端末装置費の4項 目に細分 して調査 している。

運 用経 費中、機械設備費合計 は全経費 に対 し、全産業平均46.5%(1981年 度 調査では45.5%)で 、

これに人件費26.3%(1981年 度 調査 では26.2%)を 加 えると72 .8%に 達 し、全経費の大半 を占める。

機械 設備 を100と す るとき、CPU費 は全産業平均 で22.2%で あ り、周辺装置 、周辺記憶装 置、オ

ンライ ン端末装置 はおのおの9.1%、8.7%、27.5%を 占 める。

月間経費対月商比率 は全産業平均1,000分 の3.63(1981年 度 調査で1,000分 の3.93)で 、サ ンプル構

成 にやや問題のある1980年 度 を除 けばおおよそ増勢に従 っている。

従業員1人 当た りの月間 コンピュータ経費 は、公務 を除 く全産業平均20,800円 で1981年 度 調査 と変

わ らない。

(2)調 査 年別集計

各年の金額値 そのものは、サ ンプルの構成差のため、単純 に比較することはできない点 に注意 され

たい。

コンピュータ部門運用経費の月額平均年次別集計 (月額:千 円川

調 査 年 度 回 答 数 人 件 費 機械設備費 消 耗 品 費 外 注 費 そ の 他 総 計

1982 1,066
10,618.7

(26.3%)

18,766.3

(46.5%)

3,287.7

(8.2%)

5,229.2

(13.0%)

2,425.3

(6.0%)

40,327.2

(100%)

1981 1,007
9,877.9

(26.2%)

17,151.5

(45.5%)

3,291.1

(8.7%)

5,240.0

(13.9%)

2,108.0

(5.6%)

37,668.6

(100%)

1980 1,135
10,093.8

(27.5%)

16,375.1

(44.7%)

3,430.9

(9.4%)

4,882.7

(13.3%)

1,860.2

(5.1%)

36,642.6

(100%)

1979 1,150
9.63115

(25.7%)

17,899.7

(47.7%)

2,884.1

(7.7%)

4,790.2

(12.8%)

2,295.0

(6.1%)

37,800.5

(100%)

1978 1,240
9,592.8

(27.5%)

17,036.7

(48.8%)

2,580.4

(7.4%)

3,805.5

(10.9%)

1,866.4

(5.4%)

34,881.8

(100%)

1977 1,252
9,104.8

(27.1%)

16,429.4

(48.9%)

2,734.8

(8.1%)

3,796.9

(11.3%)

1,515.6

(4.5%)

33,581.5

(100%)
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Fコ ン ピュータ運用経 費指標 の企業規模 別水 準

① 月間コンピュータ経費の月商に対する比と、従業員1人 当たり月間コンピュータ経費が、企業の

従業員数規模の大小によりどのように変化 しているかを示 したのがA指 数表である。

従業員数300人 未満の例は、情報処理サービス業が多く、一般企業の経費水準の参考とはならな

い。

② 上 と同 じ経 費水準指標が、企業の年商規模の大小に よりどのように変化 しているか を示 したのが

B指 数表である。

月間経費対 月商比 と、従業員数規模の大小 の間 には直接 明瞭 な関係 は認 められない。

しか し、従業員1人 当た り経費 は、明 らかに従業員数規模 が大 きい企業 ほど低 くなっている。

年商50億 円未満の例 は、情報処理 サービス業 、ソフ トウェア業が多 く、一般企業 の経費水準 の参

考 とはならない。

前表 と同様 に、月間経費対月商比 は、年商規模が大 きい企業 ほど低 くなる傾向がみ られる。

しか し、従業員1人 当た り経費と、年商規模 の大小 との間には、直接明瞭 な関係 を認 めがたい。

③ バ ッチ ・システム ・ユーザ ーとオ ンライン ・システム ・ユーザーとを比較 すると、従業員1人 当

た りの経費 は両 システムで大差 があり、オンライン ・システムのほうが単位経費 は高いが(全 産業

総平均 でバ ッチ ・ユ ーザー10,300円/1人 、 オ ンライン ・ユ ーザ ー20、400円/1人)、 月間経費対月

商比で は、オ ンライン ・ユーザ ーよりもバ ッチ ・ユーザーの ほうが若干高い値 を示 したが明瞭 な差

は認め られない(バ ッチ ・ユーザ ー3.96/1000、 オ ンライン ・ユ ーザー3.71/1000)。

A指 数表 従業員数規模別 ・コンピュータ経費

従業員数規模

(人)

100人

未満

100

～

300

300

～

500

500

～

1,000

1,000

～

3,000

3,000

～

5,000

5,000

～

10,000

10,000

人以上

総平均

従業員1人 当月間経費

67

112.0

102

34.5

66

10.9

76

16.7

53

11.8

12

3.6

9

2.8

3

2.2

388

10.3

バ ッチ ・

ユ ー ザ ー

杜 数

平 均(千 円)

オ ン ラ イ ン ・

ユ ー ザ ー

社 数

平 均(千 円)

37

502.9

84

110.1

75

47.3

133

34.6

155

22.2

66

17.4

59

15.8

31

17.4

640

20.4

*全
ユー ザ ー

社 数

平 均(千 円)

105

251.1

194

69.8

148

29.6

21.7

27.8

219

19.2

・78

15.3

69

14.1

36

15.4

1,066

18.2

〈注 〉*全 ユ ー ザ ー に は 、パ ッ チ ・ユ ー ザ ー 、 オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー の 他 にオ フ ラ イ ン ・ユ ー ザ ー を 含む(オ フ ラ イ ン ・ユ ー

ザ ー の み 集 計 は 繁雑 を さ け る ため 表示 して い な い)
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B指 数 表 年 商規 模 別 ・コ ン ピ ュー タ経 費

年商規模

(億円)

10億 円

未満

10

～

30

}

30

～

50

50

～

100

100

～

300

300

1
500

500

～

1,000

1,000

～

3,000

3,000

～

5,000

5,000

億円

以上

総平均

月間経費対月商費

24

268.59

27

38.35

32

26.51

60

5.60

106

5.09

19

4.12

17

3.27

8

1.27

1

0.70

1

0.68 3.96

バ ッ チ ・

ユ ー ザ ー

社 数

平均比(1/1000)

オ ン ラ イ ン ・

ユ ー ザ ー

社 数

平均比(1/1000)

26

652.61

23

401.28

17

96.34

38

18.65

124

13.67

50

4.31

79

3.72

77

3.68

22

2.64

36

2.94

492

3.71

*

全 ユ ー ザ ー

社 数

平均化(1/1000)

52

483.55

50

205.52

50

49.19

104

10.56

242

9.49

77

4.11

99

3.57

87

3.36

24

2.43

38

2.82

823

3.63

〈注 〉*全 ユーザー には、バ ッチ ・ユーザー 、オンライン ・ユーザ ーの他 にオフライン ・ユ ーザー を含む(オ フライン ・ユー

ザーのみの集計 は繁雑 を さけ るため表示 して いない)

Gコ ン ピ ュ ー タ運 用 経 費 指 標 の 年 次 変 化(巻 末8-1-10～8-1-11表)

参 考 のため、全ユーザ ーについての経費指標が最近9年 間で、どの ように推移 しているか を示 した

のが下表 である。

従業員1人 当た りの経費 では1974--1975年 、1976--1977年 で 急上昇 している。

コンピュータ部門運用経費月額の月商に対する比率

調査年度 回 答 社 数
1社 当平均月間経費

(千円)

1社 当 平 均 月 商

(百万円)

月 経 費/月 商

(1/1000)

1982 823 38,510 10,611 3.63

1981 766 33,692 8,566 3.93

1980 895 32,742 10,946 2.99

1979 892 31,382 8,565 3.66

1978 994 29,676 9,884 3.00

1977 988 26,535 8,895 2.98

1976 878 26,208 10,057 2.60

1975 951 22,677 6,549 3.46

1974 825 17,355 5,516 3.14

〈注〉 コンピ ュー タ経費合計 と月商の双方 と も記入の あった回答につ いての集計で ある
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従業員1人 当たりコンピュータ部門運用経費月額(公 務を除 く全産業平均)

調査年度
回 答 社 数

1社 当平均月間経費

(千人)

1社 当平均従業員数

(人)

月 間 経 費/1人

(千円)

1982 1,066 40,327 2,214 18.2

1981 1,002 37,816 2,151 17.6

1980 1,133 36,692 2,378 15.4

1979 1,073 38,499 2,286 16.8

1978 1,171 36,027 2,145 16.8

1977 1,178 34,654 2,215 15.6

1976 1,036 31,272 2,694 11.6

1975 1,165 26,421 2,477 10.6

1974 1,029 20,899 2,679 7.7

〈注〉 コンピ ュー タ経 費合計 と従業員の双方 とも記入の あった回答 につ いての集計 である

Hコ ン ピ ュ ー タ要 員 と待 遇(巻 末8-1-12～8-1-15表)

要 員 数 は1事 業体 当 たり総 平均33.1人 で 、管理職1人 当 た りの人員構成 は、庶務 その他1.3人 、 パ

ンチャー1.2人 、 オペ レー ター1.0人 、 プログラマー3.3人 、SE1.9人 とな っている。

職務手当の平均 (単位:千 円)

調査年度 回答社数 職務手当記入数 パ ンチ ャー オ ペ レ ー ター プ ロ グラマ ー SE

1982 1,220 217(17.7%) 4.8 12.7 8.8 16.3

1981 1,133 200(17.6%) 4.4 12.2 9.3 15.1

1980 1,276 255(20.0%) 4.6 11.5 9.1 12.4

1979 1,271 260(20.5%) 3.8 12.9 7.7 15.2

1978 1,350 304(22.5%) 4.4 11.4 9.1 16.2

1977 1,375 315(22.9%) 4.2 10.0 9.3 15.8
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調査年度別1社 当たりコンピュータ社内要員数

職 種

調査年度

庶
務
そ
の

他

ノぐ

ン

チ
ヤ

|

オ
ペ

7
タ

1

プ

;
;
[

S

E

管

理

費

合

計
人

数

回

答

社

数

1982
4.4

(1.3)

4.1

(L2)

3.3

(1.0)

11.4

(3.3)

6.4

(1.9)

3.5 33.1 1,177

1981
4.7

(1.3)

4.1

(1.2)

4.3

(1.2)

11.8

(3.3)

6.3

(1.8)

3.5 34.8 1,088

1980
4.6

(1,3)

4.8

(1.4)

4.5

(1.3)

10.6

(3.0)

6.5

(1.9)

3.5 34.6 1,223

1979
5.0

(1.4)

5.9

(1.6)

4.2

(1.2)

11.4

(3.1)

6.9

(1.9)

3.6 37.1 1,221

1978
5.0

(1.5)

5.7

(1.6)

4.5

(1.3)

13.1

(3.8)

5.3

(1.5)

3.4 37.1 1,319一

〈注〉 下段()内 は管理職1人 に対する他職種人数割合の平均値を示す

全産業平均の給与の年度別推移
(単位:千 円)

調査年度

パ ン チ ャ ー オ ペ レ ー タ ー プ ロ グ ラマ ー SE

給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比

1982
123.9 +6.5

(+5.5%)

152.9 十9.7

(+6.8%)

185.1 +8 .6

(+4。9%)

233.4 +12 .3

(+5。6%)

1981
117.4 +3.3

(+2.9%)

143.2 +3.9

(+2.8%)

176.5 +9.7

(+5.8%)

221.1 +10.3

(+4.9%)

1980
114.1 +7.0

(+6.5%)

139.3 +4.9

(+3.6%)

166.8 +8.2

(+5.2%)

210.8 +10.4

(+5.2%)

1979
107.1 +5.8

(+5.7%)

134.4 +9.0

(+7.2%)

158.6 十8.7

(+5.8%)

200.4 +10.9

(+5.8%)

1978
101.3 +3.8

(+3.9%)

125.4 +7.8

(+6.6%)

149.9 +10.9

(+7.8%)

189.5 十12.9

(+7.3%)
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月残業時間の平均 (単 位:時 間)

調査年度

庶務その他 パ ンチ ャー オペ レー ター プ ロ グラマー SE 管 理 職

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

1982 16.0 6.2 12.7 6.7 19.1 8.0 22.3 9.9 24.1 14.8 22.0 16.0

1981 15.6 6.9 13.4 6.9 19.4 7.6 22.1 10.4 22.9 12.9 2L5 14.5

1980 14.4 6.4 14.6 6.8 18.8 8.0 21.5 10.0 23.0 17.3 20.9 8.9

1979 13.9 6.0 22.3 6.6 18.5 8.1 20.8 8.1 22.8 12.0 21.3 22.1

1978 14.5 5.9 16.7 6.3 19.4 8.4 21.2 9.1 22.1 10.3 21.8 17.4

1977 12.7 6.1 15.8 6.8 18.3 8.1 19.4 8.8 19.8 11.8 20.4 9.3

1被 派 遣要 員 と費用 、外注 パ ンチ単価(巻 末8-1-16～8-1-19表)

① アンケー ト回収社総数1,181社 中455社 が 、外部か らの派遣要員 を受 け入れている。全産業平均で、

被派遣要員 の1社 当た り平均人数 はパ ンチャー4、5人 、 オペ レー ター5.3人 、 プログラマ ー5.6人 、

SE1.9人 で あって1社 当た りの被派遣要員総人数 は18.0人 とな る。

派遣元 への支払いは1日 当た り、パ ンチ ャー1万4,100円 、 オペ レーター1万8,700円 、 プログラ

マー2万500円 、SE2万5,100円 となっている。

業務別外注パンチ単価平均 (単位:銭)

|

調査年度 数 字(A) 英 字(B) カ ナ(C)

算 術 平 均

〔A+号+c〕

平均単価で

外注のとき

1982 32.2 41.5 55.4 43.0 36.2

1981 31.3 41.5 54.3 42.4 34.4

1980 31.0 41.0 53.9 42.0 34.8

1979 30.8 40.6 52.9 41.4 36.0

1978 30.0 40.1 52.7 40.9 33.9

1977 30.1 39.7 53.1 41.0 33.0

1976 28.4 37.7 51.0 34.7 33.4
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② 外注 パ ンチの1字 当た り単価平均 は、全産業平均 で数字が32.2銭(1981年31.3銭)、 英字 が41 .5

銭(同41.5銭)、 カナが55.4銭(同54.3銭)と なっている。

Jコ ンピュー タ教育 費用(巻 末8-1-20表)

コンピュータ要員の教育費用 は、全産業平均 で年 間110万3,400円(1981年107万6,900円)、 要員1

人 当た りに引 き直すと3万800円(同3万2,300円)と なる。

一般社員 のコ ンピュータ教育費用 は
、全産業平均 で年間230万6,000円(1981年185万9,200円)、 従

業員1人 当た りに引 き直すと800円 程 度 とな っている。

コンピュータ関連教育費用

調査年度

コン ピ ュー タ部 門要 員 一 般 社 員

要員教育

費記入数

1社 当た

り平均額

(千円)

教育費、

要員数双
記入数

1人 当た

り平均額

(千円)

社員教育

費記入数

1社 当た

り平均額

(千円)

教育費、

従業員数
双記入数

1人 当た

り教育費

(千円)

1982 548 1,103.4 546 30.8 301 2,306.0 301 0.8

1981 518 1,076.9 514 32.3 275 1,859.2 273 0.6

1980 564 959.7 561 24.9 275 1,481.1 275 0.6

1979 543 1,078.6 537 24.9 258 1,249.1 257 0.3

1978 570 922.0 569 20.1 266 1,175.2 266 0.3

1977 585 928.6 581 18.1 299 1,056.1 297 0.3

K適 用業務(巻 末8-1-21表)

適用業務の各分野について、1981年 ま でにそれ らの業務 をコンピュー タ化 した企業の総数 を100%

と す る とき、計算 ・集計業務 をコ ンピュータ化 した社数 は78.6%で 、解析 ・予測 ・計画業務 をコン

ピュータ化 した社数は21.4%と な っている。

これ に対 し、今後3年 間 に計画中の業務 については、計算 ・集計業務 をコンピュータ化 しようとす

る回答 は全計画回答社 の40.6%,解 析 ・予測 ・計画業務の コンピュータ化計画社数 は59.4%で 、 適用

業務の高度化 を示唆 している。
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適用業務項 目の傾向

調査年度

現在 まで に コン ピ ュー タ化 した業 務項 目 今後3年 間に計画中の業務項目

計算 ・集計 解析 ・予測 ・計画 合 計 計 算 ・集 計 解析・予 測・計画 合 計

1982 78.6 21.4 100% 40.6 59.4 100%

1981
'

78.4 21.6 100% 29.3 70.7 100%

1980 79.1 20.9 100% 30.7 69.3 100%

1979 78.5 21.5 100% 42.9 57.1 100%

1978 79.1 20.9 100% 46.4 53.6 100%

1977 78.7 21.3 100% 54.4 45.6 100%

Lス ル ー プ ッ ト・タ イム と平 均 ジ ョブ数(巻 末8-1-22表)

全産業平均では、1社1日 の平均 ジ ョブ数 は186.3(1981年 度 調査で155.2)で 、 スループ ッ ト・タ

イムは1分 以 内、3分 以内、5分 以内、10分 以 内、30分 以 内の5段 階 にほぼ集中 している。

1日 平均 ジ ョブ数 の多 い業種 としては、石油製品製造 業(635.1)、 電 力 ・ガス事業(601.8)、 生 命

保険業(475.3)、 鉄 鋼業(392.6)な ど をあげる ことがで きる。

スル ー プ ッ ト ・タ イム別 、1日1社 当 た りジ ョブ数 平均

調査年度 1分以内 3分 以内 5分以内 10分 以内 30分 以内 1時間以内 3時間以内 5時間以内 5時間以上 合 計

1982

%

57.9

(31.1)

37.5

(20.1)

28.5

(15.3)

27.2

(14.6)

23.7

(12.7)

6.4

(3.4)

2.9

(1.6)

0.8

(0.4)

1.3

(0.7)

186.3

(100.0)

1981

%

42.8

(27.6)

31.6

(20.3)

22.5

(14.5)

24.8

(16.0)

23.3

(15.0)

5.8

(3.8)

2.6

(1.7)

0.9

(0.6)

1.0

(0.6)

155.2

(100.0)

1980

%

44.4

(29.6)

30.7

(20.5)

22.2

(14.8)

22.4

(15.0)

20.4

(13.6)

5.6

(3.7)

2.4

(1.6)

0.6

(0.4)

1.0

(0.6)

149.8

(100.0)

1979

%

36.7

(29.3)

24.0

(19.2)

18.4

(14.7)

19.5

(15.5)

17.8

(14.2)

5.5

(4.4)

2.4

(1.9)

0.5

(0.4)

0.5

(0.4)

125.3

(100.0)

1978

%

30.5

(26.6)

23.1

(20.2)

18.4

(16.0)

17.6

(15.3)

16.7

(14,6)

4.6

(4.1)

2.2

(2.0)

0.7

(0.6)

0.7

(0.6)

114.5

(100.0)

1977

%

28.4

(26.8)

20.9

(19.8)

16.1

(15.2)

16.2

(15.3)

15.7

(14.8)

4.9

(4.6)

2.3

(2.2)

0.8

(0、5)

0.7

(0.7)

105.8

(100.0)

P
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M使 用 言語

アセンブリ言語使用比率が漸減 し・COBOL、 機械語および特殊言語の使用割合が漸増 している。

使用言語比率平均

使用言語

調査年度

シ ンボ リッ ク言語

(%)

コ ン パ イ ラ 言 語

(%)

機

械

語

お

よ
び

特

殊
言(

暴%
口口)

回

答

客

者 一〇

〇

鉋

ア

セ

膓
リ
言
語

ジ

ご
不

レ

1

タ

A

L

G

O

L

F
O
R
T
R
A
N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

1982 9.0 1.3 0.2 6.8 64.3 4.6 8.6 5.2 1,151

1981 10.7 1.3 0.1 6.9 63.4 4.0 10.3 3.3 1,105

1980 12.7 1.9 0.3
'
7.3 61.9 4.0 8.7 3.2 1,229

1979 15.6 2.1 1.1 7.2 59.9 4.3 8.1 2.7 1,222

1978 16.6 2.2 0.1 7.4 59.4 3.4 8.2 2.7 1,306

オ ンライ ン ・ユーザーとバ ッチ ・ユーザーを比較す ると次の とお りで、アセンブリ言語 とPL/1の

使 い方 に大差がある。

オ ンラ イ ン ・ユ ーザ ー/バ ッチ ・ユ ー ザ ー別 使 用言 語 比率 平 均

使用言語 シ ンボ リッ ク言語

(%)

コ ン パ イ ラ 言 語

(%)

機

械

語

お

よ
び

特

殊
言(

呈%
ロロ)

ア

セ
ン

プ
ll

言

語

ジ

÷不

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F
O
R
T
R
A
N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー 11.6 1.2 0.1 7.1 62.5 6.7 6.8 4.1

バ ッ チ ・ ユ ー ザ ー 4.6 1.4 0.3 6.8 67.5 1.5 10.9 7.0

『
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Nシ ステ ム事故 ・障 害 、安全 性対策 状況(巻 末8-1-23表)

(1)シ ステム事故 ・障害状況

(()内 は%)

回答社数

現在までの総経験 過去1年 の経験

1,080

(100.0)

1,035

(100.0)

ハ ー ドウ エア 障害
1,005

(93,1)

888

(85.8)

ソ フ トウ ェア 障 害
785

(72.7)

601

(58.1)

空調故障
525

(48.6)

281

(27.1)

電源故li章
294

(27.2)

152

(14.7)

回線故障
475

(44.0)

376

(36.3)

配線破損
84

(7.8)

23

(2.2)

漏水による事故 ・障害
98

(9.1)

27

(2.6)

自然水害による事故 ・障害
27

(2.5)

14

(1.4)

火災による事故 ・障害
15

(1.4)

4

(0.4)

煙害による事故 ・障害
5

(0.5)

2

(0.2)

地震による事故 ・障害
23

(2.1)

3

(0.3)

人の過失による事故 ・障害
352

(32.6)

228

(22.0)

人の悪意による事故 ・侵害
1

(0.1)

0

(0.0)

その他
30

(2.8)

20

(1.9)
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システムの全部 または、一部の ダウン(運 営中断 ・停止)を きたした程度の事故 ・障害経験 は
、予

想以上 に多い ことがわか る。

(2)シ ス テム保護対策

システム保護対策について、対策の レベルに従い、下記のように重みづけ配点 を行 うとき、全産業

平均 の対策 レベル は下右 のようなものである。

シ ス テ ム 保 護 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

パ スワ ー ド制 、権 限 規 定 明確 ・徹底 化(ま た は 同等対 策) 2

パ ス ワ ー ド制 、権 限 規 定 明確 ・徹底 化 、(
また は 同等対 策)

コピー 分散
3

※重 層 パ ス ワー ド制 、 権 限規 定 明確 ・徹 底化 、

(ま た は 同等対 策)コ ピー 分散
4

重 層 パ ス ワー ド制 、権 限規 定 明 確 ・徹 底 化 、(
また は 同等対 策)

コ ピー 分 散 、 暗号 制
5

〈注 〉*権 限の上 下に伴 い、複数のパスワー ドが重 なるとき初め てシステムが動 く場合

前年度調査 よ りもO.1ポ ン ド程度上昇 しているものの、保護対策 レベル はいまだ低 いとい うことが

できる。ただ し、業種 に よってさまざまで、この事情 は以下 のすべてに通 じて同様である。

(3)シ ス テム建屋の不可侵性対策

本項 目の対策 レベル に従い、下記の ように重 みづけ配点を行 うとき、全産業平均の対策 レベルは、

下右の ような ものであ る。

入 館 監 視 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

受付者、来訪者名簿(ま たは同等対策) 2

受 付 者 、 来訪 者 名簿 、バ ッジ(ま た は同等 対 策) 3

受 付 者 、 来訪 者 名簿 、バ ッジand/orIDカ ー ド(ま た は同等 対 策) 4

受 付 者 、来 訪 者 名簿 、バ ッジand/orIDカ ー ド'(ま たは 同等 対策)

監 視 装 置
5

全産業平均レベル

1,67
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(4)コ ン ピュータ ・ル ームの不可侵性対策

本項 目の対策 レベルに従い、下記の ように重 みづ け配点を行 うとき、全産業平均の対策 レベルは、

下右 のような ものである。

入 室 監 視 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

受付者、来訪者名簿(ま たは同等対策) 2

受 付 者 、来 訪 者名 簿 、 バ ッ ジ(ま た は同 等対 策) 3

受 付 者 、来 訪 者名 簿 、バ ッ ジand/orIDカ ー ド(ま たは 同 等対 策) 4

受 付 者 、来訪 者 名簿 、バ ッ ジand/orIDカ ー ド、(または 同 等対 策)

監 視 装 置
5

全産業平均レベル

1.82

(5)地 震 対策

本項 目の対策 レベルに従い、下記の ように重 みづ け配点を行 うとき、全産業平均 レベルは、下右の

ようなものである。

地 震 対 策 レベ ル

特になし 1

転倒防止装置(ま たは同等対策) 2

転倒防止装置、すべり止め(ま たは同等対策) 3

転倒 防 止装 置 、す べ り止 め 、(ま た は 同等 対 策)

フ リー ア クセ ス ・フ ロア
4

転倒 防 止装 置 、す べ り止 め 、 フ リー ア クセ ス ・フ ロア

予 報機 関 との連 絡 ネ ッ トワ ー ク(ま た は 同 等対 策)
5

全産業平均レベル

セ ン ター 側

2.04

端 末 側

1.25

(6)火 災対策

本項目の対策 レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは、次頁上

右のようなものである。
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火 災 対 策 レベ ル

特になし 1

消火器具(ま たは同等対策) 2

消火器具、消火装置(ま たは同等対策) 3

*

消火器具、消火装置、避難システム(ま たは同等対策) 4

消 火器 具 、消 火装 置 、避 難 シス テム*(ま た は 同等 対策)

外部 防 災機 関 との連 絡 ネ ッ トワ ー ク
5

〈注〉*誘 導灯 、防煙具 、持出対策 、その他 を含む

(7)停 電対策

本項目の対策 レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行 うとき、全産業平均 レベルは、下右の

ようなものである。

停 電 対 策 レベ ル

特になし 1

バ ッテ リー 用 意(ま たは 同等 対 策) 2

バ ッテ リー 用 意 、 自家 発電 装 置(ま たは 同等 対 策) 3

バ ッテ リー 用 意 、 自家 発電 装 置 、定 周 波装 置(ま たは 同等 対 策) 4

バッテリー用意、自家発電装置、定周波装置 ・(または同等対策)

業者供給電源の2系 統化
5

全産業平均レベル

セ ンター側

1.52

端 末 側

1.19

(8)漏 水対策

本項目の対策レベルに従い、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業 レベルは、次頁上右の

ようなものである。
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漏 水 対 策 レベ ル

特になし 1

防水カバー(ま たは同等対策) 2

防 水 カバ ー 、マ シン上 ダ ク ト(ま た は同 等 対策) 3

防 水 カバ ー 、マ シ ン上 ダ ク ト、感 知装 置(ま た は 同等 対 策) 4

防水 カバ ー 、マ シ ン.ヒダ ク ト、感 知装 置 、(ま たは 同等 対 策)

室 の 防水 装 置

5

Oシ ステム信頼性対策(巻 末8-1-24表)

本項 目につき、下記の対策の どれか1対 策 をもつと きレベル1、2対 策 をもつときレベル2、 以下

5対 策 をもつとき レベル5と いうように重 みづ け配点 を行 うとき、全産業平均 レベル は下右 のような

ものである。

信 頼 性 対 策

自己診断システム保有

定期診断システム制

バ ッ クア ップ体 制

回線の二重化

CPUデ ュア ル ・シス テム 等

全産業平均レベル

2.10

Pシ ステム合目的性 レベル

(1)社 の基本ニーズへの対応

本項目の対応度に関し、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは下右のような

ものである。

社 の 基 本 ニー ズに対 応 して い るか レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対 しては十分に対応している 3

将来も含め、十分に対応している 4

完全な将来計画を常にもち、十二分に対応 している 5

全産業平均レベル

2.34
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(2)個 別部門ニーズへの対応

本項目の対応度に関し、下記のように重みづけ配点を行 うとき、全産業平均 レベルは下右のような

ものである。

個 別 部 門の ニ ー ズに 対応 して い るか レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対しては十分に対応している 3

将来も含め、十分に対応している 4

完全な将来計画を常にもち、十二分に対応している 5

全産業平均レベル

2.17

(3)新 規ニーズへの対応

本項目の対応度に関 し、下記のように重みづけ配点を行 うとき、全産業平均 レベルは下右のような

ものである。

新 規 ニ ー ズ に対 応 してい るか レベ ル

必ずしも+分 でない 1

おおむね対応している 2

現状に対しては十分に対応している 3

将来も含め、十分に対応している 4

完全な将来計画を常にもち、十二分に対応している 5

全産業平均レベル

1.96

(4)シ ステム更新への対応

本項目の対応度に関し、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均レベルは下右のような

ものである。

システムの更新は合理的に行われているか レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対 しては十分に対応している 3

将来も含めこ十分に対応 している 4

完全な将来計画を常にもち、十二分に対応している 5

全産業平均レベル

2.15

以上、合目的性4項 目は前年度調査とほぼ同じレベルを示 している。
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第3章 オンライン化調査

第8部 集計表参照

1973年版より新設 したオンライン化調査においては、

① センターCPUが 自社内に所在するのか、あるいは他の事業体に所在するCPUに 自己の端末機

を接続するのか、CPUと 端末機の所在、接続関係を調査して興味ある結果を得た。

② 諸種の端末機使用の現況と将来の使用予定を調査 して、端末機の利用傾向を明らかにした。

③ 各種通信回線使用の現況と将来の使用予定を調査 して、オンライン化動向の基礎資料を得た。

④ データ伝送方式、回線制御方式等を調査 して、オンライン化の技術的側面を観察した。

また1980年 度調査より、

⑤ オンライン ・システムの形態、ネットワークのあり方の現況と将来

⑥ データベース、サービスの利用状況、参入動向の現況と将来を調査し、新 しい情報ネットワーク

化の大勢を知る手がかりとした。

〔調査項目〕

オンライン化調査における調査項 目は次のとおりである。

① オンライン ・システムの形態の現況と予定

② コンピュータ/コンピュータ・ネットワークの現況と予定

③ 使用通信回線数の現況と予定

④ 特定通信回線利用の態様

⑤ 各種端末機利用の現況と予定

⑥ 速度別音響カプラー使用の現況と予定

⑦ オンライン方式－CPU構 成、ファイル構成 データ方式、通信制御方式

⑧ トランザクション量の現状と将来の増加予想

⑨ 記録通信設備利用の現況と予定

⑩ データベース ・サービス利用の現状と予定

⑪ データベース提供可能性の現状 と予定

〔調査対象〕

当協会調査による、1981年9月 現在で外部通信回線(日 本電信電話公社の回線または私設回線をい

う。構内回線を除く)を 利用 し、かつ自己のコンピュータを保有 してオンライン ・システムを実施 し

㌔
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ている事業体のみを調査対象 とする。

発送数2,486社 、 回収数735社 、 回収率29.5%で あ った。

〔調査時点〕

本調査 は、1982年 の9月30日 を調査時点 とし、調査票を同年11月25日 発 送、1983年2月8日 に回収

を締 め切 った。

〔回答事業体の規模〕

資本金平均;108億9,860万 円 、年商平均;1,847億9,040万 円 、従業員 数平均;3,048.5人

〔集計表〕

巻末(8-2-1～8-2-41表)に 掲 げる。

Aオ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム形 態 の 現 況 と予 定(巻 末8-2-1～8-2-2表)

ど のような形 態のオンライン ・システムが採用 されているかの問 いに対する答 えの総括が下表であ

る。形態の分類 は、通常行 われている分類 に従 っていて厳密 に論理的な ものではない。

特徴 と しては、メ ッセー ジ交換 システム、取引 処理 シス テム、 リモー ト・バ ッチ ・システム、

TSSシ ス テムが将来増え るであろうと予定 されている。

全産業 ・オンライン・

システム形態の現況と

5年 後の予定

t

(多 重回答)

システム形態

現 在 5年 後

社 数 % 社 数 %

実 回 答 、 社 数

t

722 100.0 648 100.0

デ ー タ 、収'集 シ ス テ ム 492 68.1 418 64.5

メ ッ セ ー ジ 交 換 シ ス テ ム 203 28.1 335 51.7

照 合 応 答 シ ス テ ム

(フ ァ イ ル 更 新 な し)
488 67.6 457 70.5

取 引 処 理 シ ス テ ム

(フ ァ イ ル 更 新 あ り)
473 65.5 480 74コ

リモ ー ト ・ジ ョブ ・エ ン ト リー

(リ モ ー ト ・バ ッ チ ・シ ス テ ム)
296 41.0 422 65.1

タ イ ム ・シ ェア リン グ ・シ ス テ ム 292 40.4 375 57.9

そ の 他 10 1.4 13 2.0

延 べ 回 答 社 数 2,254 312.2 2,500 385.8
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1

Bコ ン ピュー タ/コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワ ークの現況 と将 来(巻 末8-2-3表)

現在 、他社 を も含む コンピュータ/コ ンピュー タ ・ネ ッ トワークは制度的に諸種 の制限を伴 う。

自社 内 コンピュー タ/コ ンピュー タ ・ネッ トワークのみ な らず、他社 の コン ピュータ も含 むコ ン

ピュー タ/コ ンピュータ ・ネ ッ トワー クをもとうとす る予定 はそうとう高 くなっている。

コン ピュ ー タ/コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー クの 現況 と5年 後 の予 定

C/Cネ ッ ト

ワー クの

有無

現 在 5年 後

もって

い る

もっ て

い な い
計 もつ予定 もたな い 未 定 計

自社 の みの

コ ン ピュー タ ・

ネ ッ トワー ク を

社 数 252 400 652 259 62 201 522

% 38.7 61.3 100.0 49.6 11.9 38.5 100.0

他 社 も含む

コン ピ ュー タ ・

ネ ッ トワー ク を

社 数 153 384 537 240 69 252 561

% 28.5 71.5 100.0 42.8 12.3 44.9 100.0

計

社 数 405 784 1,189 499 131 453 1,083

% 34.1 65.9 100.0 46.1 12.1 41.8 100.0

実社数 348 501 377 102 319

C保 有回線の現況 と5年 後の予定(巻 末8-2-4～8-2-14表)

DDXの 出 現 によって、回線調査 を全面改訂 し、 すべ てのサ ービス ・メニューについての細表 を掲

げるとともに、冒頭 に、全総括表 、公衆回線 ・私設 回線 総合表 、特定 回線総合表、DDX総 合表 を掲

げ、いずれ も現状(1982年9月)と5年 後計画 を対比 して、わが国回線利用動 向を大観 するための便

を図った。

全総括表 によれば、現状 と5年 後の全体平均でみるとき、1社 当た りの特定 回線帯域 品目はや や増

加、符号品 目はやや減、公衆回線 電話型はまだそ うとう伸 びていき、DDXは か な り著 しい伸 びが見

込まれる。
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全産業 ・特定通信回線帯域品目の使用現況と5年 後予定

回 線 種 別 特 定 通 信 回 線

の特

実定

回通

答信

社回

数線

帯 域 品 目

実帯
同域
答品
社日
数の

D-1 D-1S D-5 D-7 D-9 D-13 1-1 1-3 J-1 計

現 在

〉

各記入社数 639 520 427 17 34 54 46 16 32 4 4

合計回線数 10,157 107 598 821 306 47 99 11 9 12,155

1社 当

回線数平均
23.8 6.3 17.6 15.2 6.7 2.9 3.1 2.8 2.3 23.4

5年 後

各記入社数 450 386 300 19 16 36 30 32 37 9 6

合計回線数 10,016 189 210 979 418 384 121 24 15 12β56

1社 当

回線数平均
33.4 9.9 13.1 27.2 13.9 互2.0 3.3 2.7 2.5 32.0

全産業 ・全回線の使用現況と5年 後予定全総括表

回 線 種 別 実

回

答

社

数

特 定回線 公 衆 回線 DDX 合

計

私

設

回

線

総

計

帯

域

品

目

符

号

品

目

電

話

型

電

信

型

回

線

交

換

ノぐ

ケ

ッ

ト

交

換

現 在

各 回 答 実 数 731 520 275 348 50 39 25 111

合 計 回 線 数 12,155 6,198 9,379 691 314 .103 28,840 3,217 32,057

同 上 百 分 比 42.1 21.5 32.5 2.4 1.1 0.4 100.0 100.0

1社 当回線数平均 、 23.4 22.5 27.0 13.8 8.1 4.1 39.5 29.0 43.9

5年 後

各 回 答 実 数 529 386 141 239 24 86 99 76

合 計 回 線 数 12,356 4,247 11,167 190 1,817 2,045 31,822 3,094 34,916

同 上 百 分 比 38.8 13.3 35.1 0.6 5.7 6.4 100.0 100.0

1杜 当回線数平均 32.0 30.1 46.7 7.9 2L4 20.7 60.2 40・7166・0
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全産業 ・特定通信回線符号品目の使用現況と5年 後予定

回 線 種 別 特 定 通 信 回 線

符 号 品 目 特
定

通

信
回

線

合
計

合符

国号

答品

社目

数の

50

bps

100

bps

200

bps

300

bps

1,200

bps

2,400

bps

4,800

bps

9,600

bps

48K

bps
計

現 在

各記入社数 275 11 3 38 4 101 122 114 64 11 639

合計回線数 76 106 903 7 2,464 1,778 645 170 49 6,198 18,353

1社 当

回線数平均
6.9 35.3 23.8 1.8 24.4 14.6 5.7 2.7 4.5 22.5 28.7

5年 後

各記入社数 141 0 0 4 3 44 72 54 52 15 450

合計回線数 0 0 47 23 1,419 1,695 552 398 113 4,247 16,603

1社 当

回線数平均
0.0 0.0 11.8 7.7 32.3 23.5 10.2 7.7 7.5 30.1 369

全産業 ・公衆通信回線

および私設回線使用現

況と5年 後予定

回 線 種 別 公 衆 通 信 回 線 私

設

回

線

回 公

答蓋

鶉

電

話

型

電

信

型

計

現 在

記 入 社 数 368 348 50 111

合 計 回 線 数 9,379 691 10,070 3,217

1社 当回線数平1勾 27.0 13.8 27.4 29.0

5年 後

記 入 社 数 248 239 24 76

合 計 回 線 数 11,167 190 11,357 3,094

1社 当回線数平均 46.7 7.9 45.8 40.7
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D国 際通信サービスの利用状況 と将来(巻 末8-2-15～8-2-16表)

今年版 も、国際通信利用動向につ いて、大 まか な調査 を継続 して行 うことと した。下表 の総括表 に

み るように、ICAS・VENUSへ の 大 きな期待が うかがわれ る。

全産業 ・国際回線使用現況と5年 後の予定

サ ー ビ ス種 別 回

答

実

社

数

特定通信回線 公衆通信回線 デ

1

テ

ル

オ

「

ト

ζ
ク
ス

I

C

A

S

V

E

N

u

S

延
べ

回

答

社

数

音

声

級

電

信

級

電

話

電

信

社 数 101 11 34 45

'

40 4 6 5 2 147

現 在

% 100.1 10.9 33.7 44.6 39.6 4.0 5.9 5.0 2.0 145.5

社 数 111 22 30 46 33 5 7 15 36 194

5年 後

% 100.0 19.8 27.0 41.4 29.7 4.5 6.3 13.5 32.4 174.8

Eセ ンターCPUと 端末機 の設置 ・接 続関係(巻 末8-2-17～8-2-18表)

わが国の オンライン化方式 を、機器の設置 ・接続関係によって分類 すれ ば、次の3方 式 に分かれる。

① 自社設置のCPUと 自社設置の端 末機 を回線で接続 してオ ンライン処理 を行 う場合

② 他社(親 会社、子会社 、共同 センター、民間計算 セ ンターを含 む)設 置のCPUと 自社設置の端

末機 を回線で接続 してオンライン処理 を行 う場合

③ 電電公社設置 のCPUと 自社設置 の端末機 を回線 で接続 してオンライン処理を行 う場合

※設置には、買い取り、レンタルまたはリース使用を含む。

なお①、② 、③ の各 ケースはある1事 業体 で重複 して採用 され ることが あるから、オ ンライン化方

式 の可能な組み合 わせば7種 類 となる。

基本的 な3方 式(他 の方式の重複使用の有無 を問わないとき)の 採用状態をみると、全産業平均 で

上 記① 方式 が98.5%(1981年98.2%)、 ② 方式 が9.4%(同10.8%)、 ③ 方 式が5.1%(同5.0%)と

な っている。

これに対 し、①方式の みを採用す る割合 は同 じく全産業 平均で86.8%(1981年86.2%)、 ② 方式 の

みの採用は0.8%(同1.0%)、 ③ 方式 のみの採用0.6%(同0.5%)で あ って、まだ単独方式 が圧倒 的

に多い。
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セ ン タ ーCPUの 所在(現 在)

調 査 年 度 回 答 実 数

オ ン ラ イ ン 化 社

端末機が自社の
CPUに 接続す

るシステム

端末機が他社の
CPUに 接 続す

るシステム

端末機が電電公
社のCPUに 接

続するシステム

延 べ 合 計

1982 711(100.0%) 98.5 9.4 5.1 112.9

1981 595(100.0%) 98.2 10.8 5.0 113.9

1980 617(100.0%) 97.1 10.4 6.5 113.9

1979 541(100.0%) 97.2 10.7 3.9 111.8

1978 434(100.0%) 95.2 10.4 8.1 113.6

1977 429(100.0%) 94.9 10.3 5.4 110.5

〈接続する他のセ ンター(自 社 、公社以外)の 種別〉

全産業平 均 で自社 の端末 を接続 す るセ ンター種別 は、現在 では子会 社(30.2%)、 独 立 営業 セ ン

ター(18.3%)、 同 業共 同セ ンター(17.9%)、 親 会社(15.6%)の 順 で あるが、5年 後 には子会社

接続する他のセンター(自 社、公社以外)の 細分類 (多 重回答)

親 子 系 同 独 そ 延 回

列 業 立
共 共 営 べ 答

△ △ 同 同 業 のム 五 セ セ セ A

ン ン ン
口 実

タ タ タ

調査年度 社 社 | 1 1 他 計 数

現 在% 15.6 30.2 10.7 17.9 18.3 23.3 116.0 262(100.0%)
1982

5年 後% 17.9 42.6 17.3 20.5 18.6 23.7 140.7 312(100.0%)

現 在% 14.3 33.0 8.5 13.8 18.3 28.1 116.1 224(100.0%)
1981

5年 後% 17.1 42.2 16.7 16.3 17.5 25.5 135.5 251(100。0%)

現 在% 15.7 30.4 10.3 14.7 16.2 27.9 115.2 204(100.0%)
1980

5年 後% 12.4 40.1 14.0 19.0 14.9 22.3 122.7 242(100.0%)

現 在% 13.9 33.7 8.0 15.0 15.5 32.1 118.2 187(100.0%)
1979

5年 後% 13.3 44.9
-
13.3 21.4 11.2 29.6 133.7 196(100.0%)

現 在% 11.7 32.7 6.2 16.7 20.4 25.9 113.6 162(100.0%)
1978

5年 後% 11.4 40.5 10.8 19.0 17.1 24.7 123.4 158(100.0%)

1977
現 在%

5年 後%

17.4

15.9

29.0

36.6

10.0

8.3

13.5

17.2

16.8

15.9

21.3

22.8

108.4

116.6

155(100.0%)

145(100.0%)
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(42、6%)、 同業 共同 セ ンター(20.5%)、 独 立営業セ ンター(18.6%)、 親 会社(17.4%)に な ると

予想 され ている。 またその他(23.7%)で は、"顧 客""得 意 先"等 の商取引関係 に重点を置 いた異業

種事業体 がの ぼっている。

F端 末 機 の 利 用 現 況 と5年 後 の 利 用 予 定(巻 末8-2-19～8-2-24表)

各 種 の端末機 を、自社 のCPUに 接 続 する もの、他社 のCPUに 接 続 するもの、電電公社のCPU

に接 続す るもの、 その合計(全CPU)と に分類 し、現在 の利用台数 と5年 後の利用予定台数 を調査

した。なお ノンインテ リジェン ト端末 とインテ リジェン ト端末 とに分けて調査 してい る。

全産業 の全CPUに 対 する全端末機 利用予定の現在 と5年 後 の利用予定 を比較 すると、総台数 にお

いて1社 当た り156台 か ら240台 と増加 する。それに加えてその質が向上 することもい うまでもない。

端 末機合計台数でみて、 ノンインテ リジェン ト端末 とインテ リジェン ト端末の比 は、現在約60:40

で あ る。5年 後 にこの比は54:46と イ ンテリジェン ト端末の割合が多 くなると予想 されるが、前年度

調査では44:56で あ ったので、今年度調査の結果か ら、 インテ リジェン ト化が伸 びなやむ傾 向を示 し

てい る。

端末機のインテリジェント化(平 均台数は個別平均、分母は各機種ごとの記入数)

機 師 爽

回

答

社

数

ンK
タB

法皇

諺
1リ

デC

イR

スT

プその

レ他

イの

金.
融

機

関

用

端

末

パ 紙

テ
1
プ
ン'

リ

1
ダ

チ/

亮
ξ了口

髭
)

イ 出
ン カ
プ 専
リ 川
ン プ
タ リ
1ン
も タ
含 「
む(
}ラ

P

O

S

端

末

予

約

用

特

殊

端

末

漢

字

端

末

F

A

X

端

末

複
合

端
末

制
御
装
置

そ

の

他

合

計

構

成

比

㊧
)

現

在

リ ノ

ジ ン
エイ

ン ン

ト テ

記 入 杜 数 581 231 455 63 68 42 311 13 3 72 4 41 78

業 師 毎 合 計 台 数 7,553 27,961 16,720 687 579 10,384 1,264 308 905 15 1,354 1,941 69,671 62.8

樹ln毎1杜 当平均台数 32.7 61.5 265.4 10.1 13.8 33.4 97.2 102.7 12.6 3.8 33.0 24.9 119.9

ジ イ

エン

ン テ

ト リ

記 入 社 数 422 95 212 80 23 31 73 8 1 35 1 88 47

業 種 毎 合 計 台 数 3」77 4,974 23,551 339 432 1,644 1,052 18 523 1 2,435 3,072 41,218 37.2

機種毎1社 当平均台数 33.4 23.5 294.4 14.7 13.9 22.5 13L5 18.0 14.9 1.0 27.7 65.4 97.7

計

記 入 社 数 711 295 567 116 89 67 弼 20 3 102 5 115 116

業 種 毎 合 計 台 数 10,730 32,935 40,271 1,026 1,Oll 12,028 2,316 326 1,428 16 3,789 5,Ol3 110,889 100.0

機種毎1杜 当平均台数 36.4 58.1 347.2 11.5 15.1 32.9 115.8 108.7 14.0 3.2 32.9 43.2 156.0

5

年

後

リ ノ
ジ ン
エイ

ン ン

トテ

記 入 社 数 399 123 鎚 35 21 27 207 13 2 go 20 24 43

業 種 毎 合 計 台 数 5,379 28,694 11,271 168 275 9,447 2,211 320 6,731 318 2,385 2,120 69,319 54.1

機種毎1社 当平均台数 43.7 93.2 322.0 8.0 10.2 45.6 170.1 160.6 74.8 15.9 99.4 49.3 173.7

ジ イ
エ ン

ン テ

ト リ

記 入 社 数 407 74 243 62 11 25 78 12 1 82 24 85 42

業 種 毎 合 計 台 数 3,023 22,474 17,286 198 376 2,587 5,296 5 1,943 631 3504 1,588 58,911 45.9

機種毎1社 当平均台数 40.9 92.5 カ8.8 18.0 15.0 33.2 411.3 5.0 23.7 26.3 41.2 37.8 144.7

計

記 入 社 数 脳 174 423 86 32 48 269 24 3 148 42 99 80

葉 挿 毎 合 計 台 数 8,402 51,168 28,557 緬 651 12,034 7,507 325 8,674 949 5,889 3,708 128,230 100.0

磯目晦1社 当平均台数
・

48.3 121.0 332.1 11.4 13.6 44.7 312.8 108.3 58.6 22.6 59.5 46.4 240.1
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G音 響カプラーの使用現況 と将来(巻 末8-2-25～8-2-28表)

わが国における音響 カプラーの使用現況につ いて は、他 に資料がないので、本調査が たぶん唯一の

調査 であろ うと思 われ る。 ⇒

735社 の オ ンライン回答社 中、現在 では190社 が カプラー を使用中であ り、4分 の3(75.3%)の 社

は10台 未 満 を使用 するにすぎない。5年 後 には回答社が243社 と増 しー(将来 に関す る予想 を尋 ねるア

全産業 ・速度別 ・音響カプラー使用現況と5年 後の予定

使用台数範囲

伝送速度別

10台

未満

10～

30台

30～

50台

50～

100台

100台

以上
計

使

用

現

況

300bps以 下

社 数 8.4 14 5 1 7 111

% 75.7 12.6 4.5 0.9 6.3 100.0

300～1,200bps

社 数 59 9 1 1 2 72

% 81.9 12.5 ユ.4 1.4 2.8 100.0

1,200bps超

社 数 32 .8 1 0 1 42

% 76.2 19.0 2.4 0.0 2.4 100.0

計

社 数 175 31 7 2 10 225

% 77.8 13.8 3.1 0.9 4.4 100.0

実 社 数 143 29 7
-

2 9 190

5

年

後

予

定

300bps以 下

社 数 45 23 7 7 10 92

% 48.9 25.0 7.6 7.6 10.9 100.0

300～1,200bps

社 数 51 40 11 14 7 123

% 41.5 32.5 8.9 11.4 5.7 100.0

1,200bps超

社 数 34 16 5 10 7 72

% 47.2 22.2 6.9 13.9 9.7 100.0

.計

社 数 130 79 23 31 24 287

% 45.3 27.5 8.0 10.8 8.4 100.0

実 社 数 109 67 21 26 20
1
243
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ンケー ト回答数のほうが現状 回答数 よりも多いのは珍 しい例 で、カプラーに対する回答者の真剣な注

目度が うかがわれ る)、10台 未満 の社数 は半数以下 にまで減 り、多台数使用へ とシフ トしている。

また、現状 回答190社 の保有 カプラーは合計3,925台 で300bps以 下 が多いが、5年 後 には243回 答 社 、

合計10,275台 と増 し、 しか も1,200bps超 へ と高速度機のほ うへ とシフ トして,いる。

全産業 ・速度別音響カプラー現有台数および5年 後保有台数各推定

速 度 別
300

bps

以

下

300

～

1,200

bps

1,200

b声

超

合

計

実

社

数

;
当
平
均
台
数

現 有 台 数 推 定
台 数 2,375 990 560 3,925 190 20.7

% 60.5 25.2 14.3 100.0

5年 後保有台数推定

台 数 3,490 3,945 2,840 10,275 243 42.3

% 34.0 38.4 27.6 100.0

HCPUと ファイルの構成方式、伝送方式

CPU構 成 は73.6%がSimplex方 式 であ り、マスター ・フ ァイルのア クセス方式と してはRandom

方 式 が、70.9%で 最 も多い(多 重 回答)。

また伝送方式 と しては半二重方式が69.9%と 多 く、通信制御方式 は78.7%が ポ ー リング方式 である。

1ト ランザ クシ ョン量(巻 末8-2-29～8-2-33表)

① 全産業平均で トランザ クシ ョンの平均字数 は430.1字 で あ り、平均1日 の トランザ クション数は

4万400、 ピーク時の1日 トランザ クション数 は8万 である。

5年 後 の平均 トランザクシ ョンの増大予想 について は、不 明回答 を除き 「5倍 以上」 を6倍 とし

て平均 をとると、全産業平均で は2.6倍 に なると予想 されている。

②1976年 度 調査か ら、字長 、 トランザク ション数 、両者 の積 の トランザクシ ョン量 に関 し、おのお

の分布状態 も算出 した。

字長 では、64字 未 満10.2%、64--128字22.2%、128～256字27.0%と な っていて、比較的短い字長

のこの3種 だけで合計59.4%と な る。

1日 の トランザ クシ ョン数で は、1日3,000ト ラ ンザ クシ ョン未満が34 .3%を 占める。

1日 の トラ ンザ クシ ョン量で は、1日50万 字 未満が31%を 占め る。
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トランザクション平均学長、平均および最繁忙時の1日 トランザクション量

調査年度
平 均 字 数 平 均1日 トラ ンザ ク シ ョン ピー ク時1日 トランザ クシ ョン

記入数 記入数 記入数

1982 577 430.1 586 40,406.9 578 80,141.6

1981 508 339.7 519 41,253.4 516 77,174.7

1980 514 358.1 537 44,246.5 533 80,064.6

1979 451 330.6 472 40,844.3 468 67,405.3

1978 371 327.7 384 65,593.8 376 79,928.8

1977 371 287.1 381 53,267.7 374 90,489.2

Jフ ァ ク シ ミ リ(巻 末8-2-34表)

フ ァクシ ミリは、現在最 も高い増加率を示 すコ ミュニケーシ ョン手段 であ る。国内用では、全産業

平均で現在 、1社 平均公衆回線利用13.7台 、専用線利 用32.0台 を使用 してい るが、5年 後には、全産

業平均 で1社 平均公衆 回線利用23.8台 、 専用線利用28.8台 の使用のほか 、デ ィジタル網 による使用が

14.7台 と予想 されている。

国際間 ファクシ ミリにつ いては、5年 後 に公衆 回線 利用1社 平均15.1台 、 デ ィジタル回線利 用で

10.7台 が予想 されている。

K電 信 設 備(巻 末8-2-35表)

コ ンピュータ ・ユ ーザーにおいて も電信設備 の使用率 は高い。国内用 では、全産業平均で現在 、1

社 平均加入網利用7.5台 、 専用線利用21.8台 を使用 しているが、5年 後には、全産業平均で1社 平均

加入網利用8.8台 、専用線利 用24.2台 の使用の ほか、デ ィジタル網利用で8.1台 が予想 されている。

また、国際電信設 備 については、全産業平均 で現在、1社 平均加入網利用3.4台 、専用線利用19.3

台 を使用 して いるが、5年 後に は、全産業平均 で1社 平均加入網利用3.5台 、専用線利用28.3台 の ほ

か、ディジタル網利用で4.3台 の使用が予想 されている。

L外 部 デ ータベ ース ・サ ー ビスの利用現 状 と将 来(巻 末8-2-36～8-2-37表)

今 回答735社 の うち現在214社 がバ ッチ方式 またはオ ンライ ン方式 で、なん らかの外 部デー タベー

ス ・サー ビス を利用 している。科学技術分野、特許分野 での文献情報 と、産業 ・経済 ・社会 その他 の
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分野 での数値情報の利用率 が高 い。

また、 この調査の回答社 グル ープでは、すでにオ ンラインでのデー タベース ・サー ビス利用の多い

ことが注 目される。

5年 後の見込 みでは、いずれの分野においても利用予定数、割合が増 えている。音響 カプラーにお

ける回答 と同 じく、現状 に対す る回答社数 よ りも、5年 後予 定に対する回答社数 のほうが多い という

のは珍 しい現 象で、カプラーや デー タベース ・サー ビスがいかに注目 され、関心 をもたれ てい るかが

わか る。

全産業 ・データベース利用の現状と5年 後の利用予定

利 用 情 報 . 実 文 数 画 映 音 延
献 値
情 情 べ

回 報 報
像 像 声

答, 科 特 そ 産 科 そ 産
回

学 の 業 学 の 業

社 技
術

許

分 鍵 技術 舞
情 情 情

答

社
分 社 分 社

利用方法 数 野 野 会 野 会 報 報 報 数

社 数 97 32 30 19 23 49 2 0 0
*
155

現

在

パ ッ チ

% 100.0 33.0 30.9 19.6 23.7 50.5 2.1 0.0 0.0 159.8

の 社 数 162 87 75 40 25 57 7 0 4
**
295

利 オ ン ラ イ ン

潟

犬}↓4

% 100.0 53.7 46.3 24.7 15.4 35.2 4.3 0.0 2.5 182.1

***

況 社 数 214 107 95 51 41 67 9 0 4 394

集 計

% 100.0 50.0 44.4 23.8 19.2 40.7 4.2 0.0 L9 184 .1

社 数 92 32 31 35 26 51 10 2 4

*

191

5

年

バ ッ チ

% 100.0 34.8 33.7 38.0 28.3 55.4 10.9 2.2 4.3 207.6
、

後 **

の
社 数 234 111 99 105 87 135 61 18 30 646

利
オ ン ライ ン

用
% 100.0 47.4 42.3 44.9 37.2 57.7 26.1 7.7 12.8 276.1

予 ***

定
社 数 275 132 121 127 103 161 67 20 33 764

集 計

% 100.0 48.0 44.0 46.2 37.5 .58.5 24.4 7.3 12.0 277.8

〈注〉*パ ッチ方式の行で どれかひ とつで も回答のあ った社の計

**オ ンライ ン方式の行につ き同上

***バ ッチ方式で もオンライン方式で もどちらか ひとつ でも回答の あった社の計、単純に*+、**で はない
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M自 社 デー タに よ る外 部へ の デ ータベ ー ス提 供 の可 能性(巻 末8-2-38～8-2

-39表)

数 こそ少ないが、 自社蓄積 データを、外部 にデー タベースと して提供す る可能性 を積極 的に回答 さ

れ た社が、これまた下表 にみるように現状 よ り5年 後予定 について回答社が増 えている。

自社 デー タのデータベース化提供であるか ら、数値情報 に重点があることが明瞭 に読み取れ、論理

的 にも、実態 か らして も首肯 できるところであろう。

全産業 ・データベース提供可能性の現状と5年 後見込

提 供 情 報 実 文 数 画 映 音 延
献 値
情 情 べ

回 報 報
像 像 声

回

答 科 特 そ 産 科 そ 産

社

学
技
術

許

分

の 業

竃
芒
技
術

の業

鍵
情 情

答

者

分 社 分 社

提供方式 数 野 野 会 野 会 報 報 報 数

社 数 27 4 1 3 7 18 1 0 ◎

*
34

バ ッ チ

現 % 100.0 14.8 3.7 11.1 25.9 66.7 3.7 0.0 0.0 125.9

在
で
の 社 数 23 9 5 4 7 14 2 1 1 4;*
提 オ ン ライ ン

供
可

% 100.0 39.1 21.7 17.4 30.4 60.9 8.7 4.3 4.3 187.0

能 ***

性 社 数 41 11 5 6 12 26 3 1 1 65

実 計

% 100.0 26.8 12.2 14.6 29.3 63.4 7.3 2.4 2.4 158.5

社 数 38 9 4 8 11 24 4 3 3
*
66

5
バ ッ チ

年 % 100.0 23.7 10.5 21.1 28.9 63.2 10.5 7.9 7.9 173.7

後
の **

提
供

社 数 71 23 8 27 22 36 19 6 11 152

オ ン ライ ン
可
能 % 100.0 32.4 11.3 38.0 31.0 50.7 26.8 8.5 15.5 214.1

性 ***

見 社 数 94 27 10 32 28 50 23 9 13 192
込
実 計

% 100.0 28.7 10.6 34.0 29.8 53.2 24.5 9.6 13.8 204.3

〈注〉*バ ッチ 方式 の行で どれかひ とつで も回答のあった社の計

**オ ンライン方式の行 につ き同上

***バ ッチ方式 で もオンライン方式 で もどちらか ひとつで も回答の あった社の計 、単純に*+**で はない
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Nシ ステ ム事故 ・障 害状況(巻 末8-2-40～8-2-41表)

(1)シ ステム事故 ・障害状況

システムの全部または一部ダウン(運 営中断 ・停止)を きたした程度の事故 ・障害経験は、今年度

からの新調査で予想以上に多いことがわかる。

現在までの総経験 過去1年 の経験

回 答 社 数 680 671

(%) (100.0) (100.0)

ハ ー ドウ エア障 害 642

(94.4)

582

(86.7)

ソ フ トウ ェア 障害
567

(83.4)
456

(68.0)

空 調 故 障
360

(52.9)

183

(27.3)

電 源 故 障
212

(31.2)

113

(16.8)

回 線 故 障
432

(63.5)

351

(52.3)

配 線 破 損
60

(8.8)

19

(2.8)

漏水による事故 ・障害
80

(11.8)

21

(3.1)

自然水害による事故 ・障害
23

(3.4)

12

(1.8)

火災による事故 ・障害
12 2

(1.8) (0.3)

煙害による事故 ・障害
3 2

(0.4) (0.3)

地震による事故 ・障害
16 3

(2.4) (0.4)

人の過失による事故 ・障害
266

(39.1)

170

(25.3)

人の悪意による事故 ・侵害
1 0

(0.1) (0.0)

そ の 他
18 8

(2.6) (1.2)

〈注〉 「その他」 では、落雷 ・ハ ム無線の混信 などが のぼ ってい る



(2)シ ステム安全対策

システム保護対策について、対策のレベルに従い

平均の対策 レベルは下右のようなものである。

シ ス テ ム 保 護 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

パスワー ド制、権限規定明確 ・徹底化(ま たは同等対策) 2

パ スワー ド制 、 権 限規 定 明確 ・徹 底 化 、(ま たは 同等 対 策)

コ ピー 分散
3

重 層パ ス ワー ド制 ご権 限規 定 明確 ・徹 底 化 、(ま た は同等 対 策)

コピー 分散
4

誓竺 ㌶ ご㌫ 、蹴 定明確惚 イヒ'… 噸 欄
5
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、下 記 のように重 みづ け配点を行 うとき、全産業

全産業平均レベル

センター側 端 末 側

1.741.71

〈注 〉*権 限の上下 に伴 い、複数のパ スワー ドが重 なる とき初 めてシステムが動 く場合

要するに、安全対策 レベルはいまだ低 いとい うことができる。ただ し、業種 によって さまざまで、

この事情 は以下のすべてに通 じて同様 である。

(3)シ ス テム建屋の不可侵性対策

本項 目の対策 レベ ルに従い、下記の ように重みづ け配点 を行 うとき、全産業平均の対策 レベルは、

下右の ような ものである。

入 館 監 視 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

受付者、来訪者名簿(ま たは同等対策) 2

受 付者 、来 訪者 名 簿 、バ ッジ(ま たは 同等 対策) 3

受 付者 、来 訪者 名 簿 、バ ッ ジand/orIDカ ー ド(ま たは 同等 対 策) 4

受 付者 、来 訪者 名 簿 、バ ッジand/orIDカ ー ド、(ま たは 同等 対 策)

監 視装 置
5

全産業平均レベル

1.93
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(4)コ ン ピュータ ・ルームの不可慢性対策

本項 目の対策 レベルに従 い、下記の ように重みづけ配点 を行 うとき、全産業平均 の対策 レベルは、

下右の ようなものである。

入 室 監 視 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

受付者、来訪者名簿(ま たは同等対策) 2

剛 者、来訪者繍 、'バッジ(ま た{ま同軸 策) 3

受 付 者 、来 訪者 名 簿 、バ ッ ジand/orlDカ ー ド(ま たは 同等 対 策) 4

受 付者 、来 訪者 名 簿 、バ ッ ジand/orIDカ ー ド、

(ま たは 同等 対策)監視 装 置 5

全産業平均レベル

2.12

(5)地 震 対策

本項 目の対策 レベルに従 い、下記の ように重 みづ け配点を行 うとき、全産業平均 レベ ルは、下右の

ようなものである。

地 震 対 策 レベ ル

特になし 1

転倒防止装置(ま たは同等対策) 2

転倒防止装置、すべ り止め(ま たは同等対策) 3

転 倒 防 止装 置 、すべ り止め 、

(ま た は同 等対 策)フ リー ア クセ ス ・フ ロア 4

転倒 防 止装 置 、す べ り止め 、 フ リー ア クセ ス ・

(ま た は 同等 対 策)フ ロア
、予 報機 関 との連 絡 ネ ッ トワ ー ク

5

全産業平均レベル

セ ンター 側

2.32

端 末 側

1.28

(6)火 災 対策

本項 目の対策 レベル に従い、下記の ように重 みづ け配点 を行 うとき、全産業平均 レベルは、次頁上

右 のような ものである。
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火 災 対 策 レベ ル

特になし 1

消火器具(ま たは同等対策) 2

消火器具、消火装置(ま たは同等対策) 3

消 火器 具 、消 火装 置 、避 難 システ ム*(ま た は 同等 対 策) 4

消 火器 具 、消 火装 置 、避 難 シス テム 率(ま た は 同等 対 策)

外部 防災機 関 との 連絡 ネ ッ トワー ク

5

〈注〉祷誘導灯、防煙具、避難具、持出対策、その他を含む

(7)停 電 対策

本項 目の対策 レベル に従 い、下記の ように重みづけ配点 を行 うと き、全産業平均 レベルは、下右の

ようなものである。

停 電 対 策 レベ ル

特になし 1

バ ッテ リー用 意(ま た は 同等 対 策) 2

バ ッテ リー用 意 、・自家 発 電装 置(ま たは 同等 対 策) 3

バ ッテ リー用 意 、 自家 発電装 置 、(ま たは 同等 対 策)

定 周 波装 置
4

バッテリー用意、自家発電装置、定周波装置、
(または同等対策)業者供給電源

の2系 統化
5

全産業平均レベル

セ ンター 側

1.74

端 末 側

1.21

(8)漏 水対策

本項 目の対策 レベ ルに従い、下記の ように重みづけ配点 を行 うとき、全産業平均 レベルは、次頁上

右の ようなものである。
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漏 水 対 策 レベ ル

特になし 1

防水カバー(ま たは同等対策) 2

防 水 カバ ー 、 マ シ ン上 ダ ク ト(ま たは 同等 対 策) 3

防水 カバ ー 、マ シ ン上 ダ ク ト、感知 装 置(ま たは 同等 対 策) 4

防 水 カバ ー 、マ シン上 ダ ク ト、感知 装 置 、

(ま た は同 等 対策)室 の 防 水装 置 5

O信 頼性対策

本項 目につ き、下記の対策 のどれか1対 策をもつ ときレベ ル1、2対 策 をもつ とき レベル2、 以下

5対 策 をもつ とき レベル5と いうように重 みづ け配点 を行 うとき、全産業平均 レベル は下右の ような

もの である。

信 頼 性 対 策

自己診断システム保有

定期診断システム制

バ ッ クア ップ体 制

回線の二重化

CPUデ ュ アル ・シ ステ ム等

全産業平均レベル

2.18

P合 目的性 レベル

(1)社 の基本ニーズへの対応

本項目の対応度に関 し、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは下右のような

社 の基 本 ニー ズに対 応 してい る か レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対しては十分に対応している 3

将来も含め、十分に対応している 4

完全な将来計画を常にもち、十二分に対応している 5

全産業平均レベル

2.48
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もの である。

(2)個 別 部門ニーズへの対応

本項 目の対応度 に関 し、下記 のように重 みづ け配点 を行 うとき、全産業平均 レベルは下右 のよ うな

ものである。

個 別部 門の ニー ズに対 応 して い るか レ ベ ノレ

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対しては十分に対応している 3

将来 も含め 、十分 に対 応 して い る 4

完全な将来計画を常にもち、十二分に対応している 5

全産業平均レベル

2.25

(3)新 規 ニーズへの対応

本項 目の対応度 に関 し、下記の ように重 みづ け配点を行 うとき、全産業平均 レベル は下右 のような

ものである。

新規 ニー ズ に対 応 して い るか
1 レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2 .

現状に対しては十分に対応している 3

将 来 も含 め 、十分 に対 応 してい る 4

完全な将来計画を常にもち、十二分に対応している 5

全産業平均レベル

2.07

(4)シ ステム更新への対応

本項目の対応度に関し、下記のように重みづけ配点を行うとき、全産業平均 レベルは下右のような

ものである。

システムの更新は合理的に行われているか レベ ノレ

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対 しては十分に対応している 3

将来 も含 め 、十 分 に対 応 して い る 4

完全な将来計画を常にもち、十二分に対応している 5

全産業平均レベル

2.23
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第1章 ロー カル ・エ リア ・ネ ッ トワー クの 動 向

1ロ ー カ ル ・エ リ ア ・ネ ッ トワ ー ク の 背 景

ローカル ・エ リア ・ネ ッ トワー ク(LAN)は 、 デー タ通信の発展 によ り現れてきた網 の一形態 と

みなすことがで きる。

1960年 代 、デー タ通信 は、中央情報処理 セ ンターを中心 に、オフライン ・バ ッチ処理 の形態か ら始

ま り、データ通信技術の発展に伴 い、1970年 代 には、オンラインによるリアルタイム処理が銀行 など

を中心 に始まった。

これ らはいずれも集中処理形態 をとってお り、現在 も多 くの システムが この形態で運用 されている。

しか しなが ら、1970年 代後半 には、ひとつの企業 内において ミニコンピュータ(ミ ニ コン)等 を利

用 して、情報処理量 の増大 に伴 う負荷の分散 や、資源の共用を行 うために、各地 にミニコンを設置 し、

それ らをネ ッ トワークで結 ぶことに より、システム全体での処理能力向上、機能拡大をめざ したシス

テムが現 れてき た。 これ らは、ローカル ・コ ンピュータ ・ネ ッ トワーク(LCN)と 呼 ばれ、企業 内

に閉 じたひとつの網とみなすことができる。

今 日では、ミニ コンと同様 に、インテ リジェ ン ト機能 をもったオフィス ・コンピュー タ(オ フコン)、

汎用 マイクロ ・プロセ ッサ ーを用いた低 価格 なパ ーソナル ・コンピュータ(パ ソコン)や ワー ドプロ

セ ッサー(ワ ー プロ)が 現れ、オフ ィス ・オー トメー ションをめ ざして、オフ ィスへ導入 してい く傾

向が続 いてい る。

この ような現状 において、LCNで 考 え られ た負荷分散、資源 の共用などの発想 をもとに、これ ら

のインテリジェ ン ト機能 をもった機器を相互 に接続 するLANの 考 え方がでてきた。

また、オ フィス ・オー トメー ションにおけるLANで は、負荷分散 や資源の共用 だけでな く、その

通信機能を利用 した電子 メール等の通信 アプ リケーシ ョンが盛 り込 まれてきている。

この ような性格 をもつLANを 利 用 したオ フィス ・オー トメー ションは、単一業務 の オー トメー

シ ョン化だけにとどまらず、種 々の業務 を トー タル的 に扱 ってい く方向に進展 してい くことが予想 さ

れ る。

LANは 、1980年 代 に至 って、多 くの製品が発表 され 、ファク トリー ・オー トメーシ ョンや オフ ィ

ス ・オー トメーシ ョンへの適用が推進 されてお り、外国では1万 システム以上導入 されているが、 日
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本 においては、LANの 導 入 は始 まったばか りで あ り、今後 オ フィス ・オー トメーシ ョンの市場での

伸びが期待 されている。

2ロ ー カ ル ・エ リア ・ネ ッ トワ ー ク技 術

ローカル ・エ リア ・ネ ッ トワークとは、同一 ビル内、あるいは同一構 内などの比較的狭 い地域に分

散配置 された各種 コンピュータ、端末 、大容量記憶装置、 プリンター等および他 ネッ トワークとの接

続用ゲー トウェイなど を結ぶ構内ネ ッ トワークで、分散処理 による構内での資源共用 、負荷分散、信

頼性 向上 のための手段 を提供す るものであると定義 できる。

ま た、LANで は従来の ネ ッ トワー ク形態 にと らわれない自由な構成 とする ことがで きるとい う特

徴 をもっており、種々の方式が提案 されている。

Aロ ー カ ル ・エ リア ・ネ ッ トワ ー クの 原 理

LANは 、10mか ら10km程 度 の距離 を1M--10Gbps程 度 の通信速度で結 ぶ高速のネ ッ トワーク

であ り、伝送路 には多 くの機器 が接続 されるため、各接続機器か らの トランザ クシ ョンを効率 よく、

高速 に送受信 できることが必要条件 となっている。

LANで は 、このことに対処す るため、利 用形 態や トランザク ション特性 に応 じて種々の方式 が考

え られて いるが、原理的には、伝送路 、 トランシーバー部 および コン トローラー部か ら構成 され、1

6-1-1図

ロー カル ・エ リア ・

ネ ッ トワ ー クの構 成

トラ ンシ
ー バ ー部

伝 送 路

トラ ン シ
ー バ ー部
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つの接続機器か ら送信 されたデータをLANに 接 続 された他のすべ ての機器 が受信で きるようになっ

てお り、 デー タを受 け取 るか否 かは、そのデータに付加 されたア ドレス情報 などにより、受信側 で判

断す ることになる(6-1-1図)。

トランシーバ ー部 は、伝送路か ら情報 を受信 した り、伝送路 に情報を送信 した りするための網駆動

部で あり、 コン トローラー部 は、情報 の送受信制御 、誤 り制御 や、宛先制御などのロジカルな制御 を

行 う部 分である。

Bロ ー カル ・エ リア ・ネ ッ トワ ー クの 分 類

LANに は前述 のように種々の方式が あり、 トポ ロジー(ネ ッ トワー ク形状) 、 アクセス方式(デ ー

タの送受方式)、 伝送媒体、伝送方式な ど種 々の要素に より分類 される。

(1)ト ポ ロジーによる分類

LANは 、 ネ ッ トワーク形状 によって、バス形 、 リ
.ング形 、ルー プ形 およびスター形に分類 できる

(6-1-1表)。

① バ ス形ネ ッ トワーク

パ ス形 ネッ トワークは、非常に シンプルな構造 を してお り、1本 のケーブルに各 ノー ド(ネ ッ ト

ワー ク ・アクセス単位)が 、それぞれ ある間隔 を置いて接続 されたネッ トワークである。

各 ノー ドは最短点でケーブルに結 ばれ、通信中の他 ノー ドに影響 を与 えることな くノー ドの追加、

取 りはず しが可能なようにケーブル ・タップを利用 して同軸ケーブルに接続 する方法 が一般的であ

る。

② リング形、ループ形 ネッ トワーク

リング形 およびループ形 ネッ トワークは、形状と してはともに環状構成 をとっているが、ループ

形 の場合 、ネ ッ トワーク制御はループ内の制御装置 が一元管理 することとな り、 リング形の場合 、

各 ノー ドでの分散制御 となるため、ネ ッ トワー クの信頼性の面 ではリング形が有利 となる。

また、 これ らの トポロジーでは、 メッセージは一度各 ノー ドに取 り込 まれ、増幅 ないし再生 され

て通過す るため、あるノー ドに故障が発生 すると、メ ッセー ジの流れは止 まって しまう。 この場合

には、代替用 リングに切 り替えた り(ル ープバ ック)、 故障の起 こったノー ドを短絡 した り(バ イ

パ ス)す る復 旧方法が とられる。

③ スター形 ネ ッ トワー ク

ス ター形 ネ ッ トワー クでは、各 ノー ドは中央 ノー ドか ら放射状に延 びたケーブルで結 ぼれ、通信

の制御は中央 ノー ドが行 う。

このため、中央 ノー ドに故障が発生 すると、 システム ダウンとなる欠点があるが、電話交換網 と

同様 の形態 となっているため、既存の配線 を利用す ることがで きるなどのメ リッ トがある。
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6-1-1表 ローカル ・エ リア ・ネ ッ トワー クの 分類

形

態

特

徴

方 ア
ク
セ
式 ス

伝

送

媒

体

バ ス 形

○小 規模 か らシス テ ムが

経 済的 に 構成 で きる

●信 号 はバ ス上 を両 方 向

にf云送 され る

●ノー ドの 故 障 は 、そ の

ノー ドのみ に 閉 じ、他

に影響 を 及ぼ さ ない

●網 全 体 を制 御 す る装 置

が ない ため 、送 信 権 の

ぶつ か り問 題 が生 じる

CSMA/CD

トー ク ン

同軸 ケー ブル

リ ン グ 形

●チ ャネル 割 り当 て等 の

通 信 制御 は 、ルー プ内

の 各装 置 に分 散 して ゆ

だね られ る

●総 線 路 長 を短 くで きる

●ルー プ 内 の装 置 故 障 に

よ り、シ ス テム ダ ウ ン

とな る。

た だ し、 ルー プ バッ久

ノぐイノξス 動 イ乍に よ り、

部 分故 障 と して閉 じ込

め るこ とは 可能

トー クン

TDMA

同 軸ケ ー ブ ル

ペ ア線

光 フ ァイバー ・ケ ー ブル

ル ー プ 形

●チ ャネ ル割 り当 て等 の

通 信 制御 は、、ルー プ制

{卸装 置 力ぐイ了う

●総 線 路長 を短 く構 成 で

きる

●ルー プ 制御 装 置 の故 障

は シ ステ ム ダウ ン と な

る

●ルー プ 内 の他 の装 置 故

障 で もシ ステ ム ダ ウ ン

とな る。

た だ し、この ケ ー ス で

は 、ル ー プバ ッ ク、バ

イパ ス動 作 に よ り、部

分故 障 として閉 じ込め

る こ とは可能

トー クン

TDMA

1司軸ケ ー ブル

ペ ア線

光 フ ァ イバー ・ケー ブ ル

ス タ ー 形

●中 央の 装 置 がすべ ての

通 信 を集 中制 御 す る

●端 末 当た りの制 御 コ ス

トを安 くす る こ とが で

き る

●中 央の装 置 が故 障 を起

こ した場 合 、 シ ステム

ダウ ン とな る

ペ ア 線

光 フ ァイバ ー'ケ ー ブ ル

② アクセス方式による分類

LANで 用 い ら れ る ア ク セ ス 方 式 と し て は 、CSMA/CD(CarrierSenseMultipleAccesswith

CollisionDetection)方 式 と トー ク ン ・パ ッ シ ン グ 方 式 が パ ケ ッ ト交 換 形 通 信 と し て 一 般 的 で あ る 。

回 線 交 換 形 通 信 に は 、TDMA(TimeDivisionMultipleAccess)が あ る 。

①CSMA/CD方 式

CSMA/CD方 式 では、デー タを送信す るノー ドは、伝送路上 に他の どの ノー ドもデー タを送信

して いないことを確認 して、データを送信する。

この とき、他の ノー ドはデータを受信可能 な状態 と しておき(例 えば、バ ス形 ネッ トワークで ネッ
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トワークに接続 された ノー ドが常 にネ ッ トワーク上の デー タを監視 している状態) 、各受信 ノー ド

でデータに付加 されたア ドレスか ら、自ノー ド宛のものかど うかを判定す る。

本方式では、各 ノー ドは非 同期 にデータを送出できるため、複数の ノー ドが同時にデータを送 出

した場合 や、伝送路上での伝送遅延 により、データの衝突が発生 し、正 しい情報 を受信で きな くな

ることが ある。この ため、送信側 において、データ送出に並行 して、衝突があるか否 かを判定 し、

衝突 を検 出 した場合、適 当な時間 をおいてデー タを再送 する方式が とられている(6-1-2図)。

この ように、CSMA/CD方 式 では、手順 が簡単で ある反面、通信 トラピックが増大す ると衝突

確率 が増大するため、再送回数が増 すこととな り、スル ープッ トが低下す る。

また、デー タの衝突 を確実 に検 出するためには、網内の伝送遅延時間 に制限を与える必要があ り、

大規模 な網の構成 には不向 きである。

本方式 は主 に、バス形ネ ッ トワークで用 いられる。

② トークン ・パ ッシング方式

6-1-2図CSMA/CD方 式

終 端・

ノー ドA ノー ドC

へ!一 ∋ ～、 ■
、 1一

ノー ドB

終端

、

●バ ス が空 い て いる こ とを確 認 して
、デー タ を送 出す る

ノー ドA ノー ドC

一
ハ
..` 、!　 2

、 r

ノー ドB

●送出 開 始 後 、一定 時 間 デー タ の衝 突 をモ ニ ター す る

●衝 突 を検 出後 、 ラン ダム に時 間 を置 いて 再送 出 す る
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ノー ド

● 送 信 し た い ノ ー ドは 、

フ リ ー ・ トー ク ン が く

る の を 監 視 す る ・

● フ リー ・ トー ク ン が き

た ら 、 ビ ジ ー ・ トー ク

ン と し 、 デ ー タ を 付 加

し そ送 信 す る

● 自分宛 の デー タが くる

とこれ を受 信 す る

● ビジー ・ トー クン が リ

ン グ内 を一巡 して送 信

ノー ドに もどっ て くる

と、フ リー ・トー クン

を生成 して 送 信す る

'
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トーク ン ・パ ッシング方式では、1ト ー クン」 と呼ばれる特定の ビッ トパ ター ンが リング状 の伝

送路 内を巡回 し、データを送信 しようとする ノー ドは、その トークンをと らえ、相手先ア ドレスと

データを付加 して送信す る。

この とき、 トークンを他 のノー ドが使用 しない ように、 トー クンの中に使用中の表示 を設定す る
。

他 ノー ドは トークンが使用 中の間、送信 できないが、送信 ノー ドが リング内 を一巡 した トークン

の使用中表示 を取 り去る ことにより、他の ノー ドが使用可能となる(6-1-3図)。

本方式 は、CSMA/CD方 式 に比較 して、 トラピック量 が増大 して も、伝送効率 が良い ことが特

徴 であ る(6-1-4図 、6-1-2表)。

③TDMA方 式

TDMA方 式 では、デ ィジタル伝送路の タイムスロ ッ トを各 ノー ドに対 して通信チ ャネルと して

割 り当てることにより、伝送路 を複数回線 に分割 して通信を行 う。

チ ャネルの ビッ ト割 り当て を自在にす ることによ り、高速 チャネルか ら低速チ ャネルといった

ビッ ト・レー トの異なるチャネルを設定す ること も可能である。 また、理論上 、ある特定 のチャネ

ルだけ 、 トークン ・パ ッシング方式 を採用するといったことも考え られ、各種 ニーズに対 して柔軟

に対応 できる。

6-1-4図CSMA/CDと トー ク ン ・パ ッシ ン グの伝 送 効 率

平

均

網

内

遅

延

時

間

100

一 リン グ(ト ー クン)

50
___バ ス(CSMA/CD)

10

5

平

均

網

内

遅

延

時

間

100

50

10

5

リン グ

(ト ー ク ン)

バ ス

(CSMA/CD)

100
.20.40.60.81.000 .20.40.60.81 .0

伝 送 路 使 用 能 率 伝 送 路 使 用 能 率

a)1Mbpsb)10Mbps

,〈注 〉 ケー ブル 長 さ;2km,ス テ ー シ ョン数;50,パ ケ ッ ト長 さ:1,000bit平 均(指 数 分 布),リ ン グ 構 成 時 ス

テ ー シ ョン 当 た りの遅 延;1bit,ヘ ッ ダ124bit,平 均 網 内 遅 延 時 間 は パ ケ ッ ト正 味 の 送 信 時 間 で 正規 化
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6-1-2表CSMA/CDお よび トー ク ン ・パ ッ シ ン グの 特徴

lCSMA/CD
トー ク ン ・パ ッ シ ン グ

●低負荷時はたいへん効率よく働 く ●衝 突 が起 きな い の で 、高 負荷 時 で あ って も、

長
● トー クン の よ うなキー に なる制 御 情 報 が存 在

網内遅延時間は一定値以内に収まる

特 しないたの、障害処理がきわめて簡単になる ●任意の長さのデータが安全に伝達できる

所 (デ ー タの衝 突が 起 こ っ た と き と同 じ処 理 で

よ い)

●回 線使 用率 が10%以 上 に な る と、 衝突 が 多 く ●障 害(ト ー ク ン破壊 な ど)の 検 出お よ び回 復

徴 短 発生し、網内遅延時間が急速に増大する 処理がたいへん複雑になる

所 ●一 定長 以 下 のデー タ を送 信す る場 合 、衝 突 の ● リン グ を一巡 したメ ッセ ー ジ を取 り除 くため

検出ができないことがある の回路が必要

しか しなが ら、一般的 に、単一チ ャネルだけを扱 うCSMA/CD方 式 や トーク ン ・パ ッシング方

式 に比較 して高価 になる。

(3)伝 送媒体

LANで 用 い られる伝送媒体 には、 よ り対線 、同軸 ケーブル、光 ファイバ ー ・ケーブルが ある(6

-1-3表)
。

価格の面 において は、よ り対線が有利 であり、パーソナル ・コンピュー タやワー ドプロセ ッサーな

どを接続 した小規模、低価格 なネッ トワークに向いている。

また、雑 音に対 しては、同軸ケ ーブルや光 ファイバ ー ・ケーブルが有利であ り、ネッ トワーク規模

と しても大 きくす ることができ、同軸 ケーブル を利用 したLANが 数 多 く発表 されている。

光 ファイバー ・ケーブルにつ いては、光 スター ・カ プラー(光 分岐装置!が すで に開発 されてお り、

技術的 には同軸 ケーブル を光 フ ァイバー ・ケーブルで置 き換え ることが可能である。

6-1-3表

代 表的 な 通信 媒 体 例

1

通 信 媒 体1最 大通信速度 通 信 距離 コ ス ト 特 徴

よ り 対 線 ～1Mbps ～1km 低
安価

設置が容易

ベ ー ス バ ン ド

同 軸 ケ ー ブ ル

～50Mbps ～2 .5km 中
信頼性、柔軟性、経済

性に優れる

バス構造に向くブ ロー ドバ ン ド

同 軸 ケ ー ブ ル

～150Mbps ～300km 中

光 ケ ー ブ ル 数Gbps ～300km 高 高速伝送、雑音に強い
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さ らに、光通信 の伝送容量 が大 きい ことを利用 して、高速の リング形 ネ ッ トワークが種々発表 され

てお り、.今 後、光 ファイバ ー ・ケーブルおよび光/電 気変換器の低価格化 に伴 って、光LANが 多 数

でてくることが予想 される。

(4)伝 送方式

LANの 伝 送方式 と しては、単一チ ャネル上 に信号 を送 るベ ース ・バ ン ド伝送方式 と、伝送帯域 を

複数 の周 波数 帯域(複 数チ ャネル)に 分割 し、それぞれのチ ャネルで独立 な信号 の送信 が可能 な ブ

ロー ド・バ ン ド伝送方式 がある。

前者では、一種類の信号 しか送受 できないが、高速であるため、複数装置 が時分割的 に通信 を行 う

ことによ り、伝送 路を共用 できる。

後 者では、帯域分割 であるため、アナログ信号や ディジタル信号 など、種類の異なる信号 を1つ の

伝送路上 で送受可 能であるが、帯域分割のための変復調器が必要となり、 コス ト的に高 くなる。

3ロ ー カ ル ・エ リア ・ネ ッ トワー ク の応 用

ローカル ・エ リア ・ネ ッ トワークは、広 い構内や高層 ビル全体 をカバーする大規模 なものか ら、1

つ のフロア程 度の小規模な ものまで、種々考 えられる。

また、そこで発生 する情報 も、データ、音声、イメー ジ、映像 といった多種 多様 なメデ ィアにわたる。

このため、地理 的条件、規模 、扱 う情報 の種類に応 じて最適 な トポ ロジー、アクセス方式等 を採用

する必要がある。場合 によっては、各種 トポロジー、アクセス方式 を組 み合わせた複合形 ネ ッ トワー

クで実現する ことも可能である。

このように、LANの 技 術 を用 いることに より、企業固有の社内 ネッ トワークを構築 できるわけで

あるが、LANそ れ 自体 は通信手段 を提供す るだ けであるため、導入にあたっては、LANの 高 速性、

柔軟性 を生 か した通信アプ リケーションを付加 することが必要 とな る。すなわち、どのような装置 を

接続 して、どの ような通信 を行 うかということが問題 となってくる。

このため、LANで は種々の アプリケー ションが考え られてお り、オフィス ・オー トメー ションを

目的 とした電子 メール ・システムや、電子 ファイル ・システムがその代表例 である。

以下にその主な ものについて記 す。

(1)電 子 メール ・システ ム

電子 メール ・システムは、社内の各部局や各個人相互間の情報 、連絡事項 の交換 を行 うための シス

テムであ り、その例 として、音声 メール、ファクシ ミリ ・メール、テキス ト・メールなどがあげられる。

利用者 が、LANに 接 続 された端末装置 か ら配達先 を付加 してメ ッセージを入力す ることによ り、

LAN内 に接続 された メール ・システムにメ ッセー ジが蓄積 され、配達先ア ドレスにより配達 され る



第1章 ロー カ ル ・エ リア ・ネ ッ トワー クの動 向261

とい ったシステムを構成 できる。 この場合、配達先の付加方法によっては、同一 メッセージを複数の

相手 に配達する ことや、配達時間 を指定す ることも可能 となる。

(2)電 子 ファイル ・システム

電子 ファイル ・システムは、オ フィスで広 い空 間を占有 するフ ァイリング書架や書庫 を電子化 し、

LANの 通信機能 を利用 して各個・人が自由 に書類の保管、検索 、廃棄 を可能 とす るもので ある。

この ようなシステムでは、文書 を保管 するための大容量文書 ファイル装置 、それ にアクセスす るた

めの端末装置 がLANを 中 心 に配置 されることとなる。また、大容量文書 フ ァイルを複 数台設置す る

ことにより、分散形 ファイル ・システムを構成する ことも可能である。

(3)コ ン ピュータ ・システム

社 内各所に分散配置 され たコンピュータの処理能力 を利 用 して、端末装置か ら各種 の処理を依頼す

るための システムである。

本 システムでは、 コンピュータ ・ハ ー ドウェア資源の共用のみで なく、アプ リケー ション ・プログ

ラムパ ッケー ジの共 同利用 など、 ソフ トウェア資源 の共用が可能 となる。

また、資源の共用 とい う観点 からみ ると、高価な端末装置(例 えば、高速 で高印字品質 を有す る印

刷装置等)をLANに 接 続 し、共用で きることもひとつの メリッ トである。

(4)情 報検索 システム

情報検索 システ ムで は、LAN内 の データベースへのアクセスのみな らず、LAN外 の デー タベース

へのアクセス も必要 となって くる。

この ような場 合、端 末装 置、社 内デー タベ ース ・マ シ ンに加 えて、他 ネ ッ トワー クを経 由 して

LAN外 の デー タベースにアクセスするためのゲー トウェイ機能 をもった装置が必要 である。

(5)マ ル チ ・メデ ィア通信 システム

現状 では、LANは 、 データ通信 を主体 とした ものが多 く、音声、 デー タ、 イメージ、映像 を統 合

的に扱 ってい くものはあま りない。 それぞれの通信 メディアに合 わせ た個別のLANと な っているの

が現状 である。

しか しなが ら、今後音声 とデー タの統合やフ ァクシ ミリとデータの統合 なども考え られ、その場合

には、伝送路 を共有 して種 々の メデ ィアによる通信 が行われるこζになる。

また、文書 を音声に変換 した り、 ファクシ ミリ用 のイメー ジに変換 して出力 するなどのメディア変

換機能 を用いた複合通信 も考 え られ る。

(6)異 機 種端末間通信

LANに お いては、種 々の端末 が接続 されるため、同種端末間通信 のみな らず、異機種端末 間通信

が必要 となり、そ こではプロ トコルの整合 をとるための プロ トコル変換機能 が必要 となる。

しか しなが ら、 プロ トコルの異なる端末装置が種 々接続 されることになると、それぞれの プロ トコ



262第6部 コ ン ピュ ー タを め ぐ る周 辺 の 動 向

ル処理機能を用意することとなるため、プロ トコルの標準化が重要な検討課題となっている
。

この ようにLANを 利 用する ことによ り、 さまざまなシステムが実現可能 である
。

従来 の通信 システムにおいては、 アプ リケーションごとにシステムが構築 されていたが、LANを

利 用 することにより、種 々の通信 シス テムを1つ のネ ッ トワーク上で構築す ることが可能 となった
。

また、大 きな処理能力を もつ センターに、すべての機能を集中的にもたせ る方法と異 なり
、各機 能

を分散化 し、負荷 に合 わせ てそれぞれの機能 も複数の装置で実現するといった構成 も可能である
。 こ

の ため、 システム としての信頼性 が大幅 に向上することとな る。

今後は、この ようなアプ リケー ションを実現、強化 してい くための ソフ トウェア開発 が重要な課題

とな励であろう。特 に、通信処理 ソフ トウェア(す べてのアプ リケー ションに対 して共通 に利用 でき

るような高位 レベル ・プロ トコルまで包含 した通信処理 プログラム)の 充実が望 まれるところである
。

4ロ ー カ ル ・エ リ ア ・ネ ッ トワ ー ク の標 準 化 動 向

LANに 端 末装置 を接続す る際に問題 となって くるのは、プロ トコルの整合である。一般的 に、メー

カーが異なれば、通信 プロ トコル も異 なってくることにな り、簡単 には接続 できない ということがわ

かる。

この ようなことに対処す るためには、前述 したようなプロ トコル変換機能 を設 ける こともひとつの

方法で あるが、LANお よびそれに接続 される機器の通信手順 に関する標準化が 、最 も重要 な課題 で

ある。例 えば、電気物理的 な レベル(電 圧 レベル、信号線の数や ピン配列等ハ ー ドウェアに依存する

部分)に つ いては、整合が とれないと接続 さえ もで きないとい うことになる。

CCITTお よ びISOで は、異種 コ ンピュータ ・ネッ トワー クなどを接続す るための標準 化を行 っ

て いる。 その標準案 は、OSI(OpenSystemsInterconnection)と 呼 ばれ、物理 レベ ルか らアプ リ

ケー ションレベルまでを7つ のプロ トコル階層 に分けたモデルとなっている(6-1-5図) 。

物理 レベルは、システム間の電気的、機械的条件 を規定 したもので、CCITTの 定 めたX .21、V.24、

V.35な どがある。

デー タ リンク層 は、 システム間の デー タリンクを確 立 し、データ伝送 と誤 り制御 を行 うもので
、

HDLC(ハ イ レベル ・データリンク制御)や 、X .25レ ベ ル2な どがある。

それ以上の層 につ いて は、特 に定めていないものが多い。

IEEE(ア メ リカ電気電子学会)の ロー カル ・ネ ッ トワー ク委員会(プ ロ ジェク ト802)も この2

層 に焦点 を絞 って標準化 を進 めている(6-1-6図)。

IEEE802で は、CSMA/CDバ ス、トーク ン ・リングおよび トークン ・バスの3種 類の標準案 となっ
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て い る 。

ま た 、ECMA(EuropeanComputerManufacturersAssociation)で は 、IEEE802で の 標 準 化 案

を も と に 標 準 化 を 進 め て お り 、OSI参 照 モ デ ル の ト ラ ン ス ポ ー ト レ イ ヤ ー の 標 準 化 に も 着 手 して い

る 。 ・'

5今 後の課題

これ まで、ローカル ・エ リア ・ネ ッ トワーク技術 およびLANの 応 用について述 べてきたが、今後、

LANの 応 用面 での充実 に伴 って、オフィス ・オー トメーシ ョンの市場 で大 き く発展 してい くものと

思われる。

しか しなが ら、現状のLANは デ ータ通信主体 の通信 ネ ッ トワー クとなってお り、電話などの音声

通信 は、PBXな ど の交換機 に依存 している。近年 では、LANで 音 声 を扱 ってい く試 みや、PBXで デ ー

タ通信機能 を実現 して いく試みがな されてい る。PBXに つ いては、デ ィジタル化 と相 まって、デー

タ通信機能 を有 したものが製品 としてでて きている。

当面 は、それ ぞれの特性 を生 か した シTステムを独 自に構成す る方向 と、PBXとLANが 互 いに機

能 を補い合 うように両者 を結合 した システムを構成 する方向がでて くるであろう。

ま た、LANだ け に閉 じて考 えるな らば、規模 の 多様化、各種LANの 組 み合 わせ による ネ ッ ト

ワー クの複合化の方向に向か うであろう。 また、ネ ッ トワークの広域化 に伴い、公衆網 との接続 が行

われるようになれば、公衆網の特性 との整合性 が今後重要となる。

さらに、5年 か ら10年 後 を考 えたとき、LAN、PBXと い った区別 なく、音声、デー タ、イメージ、

映像 を扱 ってい く統合形 ネ ッ トワークの出現 が予測 される。

このような通信 システムを実現 していくためには、①伝送容量の拡大、② それぞれのメデ ィア特性

を包含 した通信方式 の確立、③ ノー ドの低価格化、④ ゲー トウェイ機能の強化、⑤ アプ リケーシ ョン ・

ソフ トウェアの充実 が課題 となるであろう。
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第2章 双方向CATVの 動向

近時ニューメデ ィアと呼 ばれ る一群の電気通信サ ービスの中のひとつと して双方向CATVが 取 り

上 げ られて きてい る。本来CATVは 双 方向機能 を技 術的に もった電気通信媒体 であるが、今 日に至

るまで、その潜在能力が十分生か されていない状態 にあったということができよう。今日のニ ューメ

デ ィア時代の中で双方 向CATVが ど う期待 され、ど ういった方向 に動 きつつあるのか について概要

を紹介する。

匠
世界各 国の双方向CATVは ア メ リカを除 き、 わが国 も含め試行段 階にあるといえ る。 アメ リカの

双方向CATVも 防 災 ・防犯サ ー ビス な どの一部 を除 き もっぱらCATV本 業 の料金 多層化 とそれ に

伴 う顧客管理 の用 に供せ られており、 したがって自己の施設内の双方 向通信の域 にとどま っている。

なかには銀行 などの外部施設 とネ ッ トワー クしてテ レバ ンキ ングなどを試行中のところもある。以下

に国内および海外の現状 を概観 してみ よう。

(1)国 内 の現状

かつて昭和45年 前 後 に、わが国で提唱 された双方向CATVの 概 念 としてCCISが あ ったことを記

憶 されている方 もあろう。当時 アメ リカの国内で激 しく交 され てい たCATV事 業 の性格論議 を超 え

るものと して、CATVを 受 信障害改善機能 を含 むデータ ・画像 伝送設備 と規 定 し、CCIS(Coaxial

CableInformationSystem)と 命 名 した ものであった。その概念の現実 モデルと して、郵政省 の設置

したCCIS調 査 会(昭 和46年 設 置)を 中心 に、多摩 ニュータウンに多摩CCISが 設 置 され、昭和51

年1月 か ら55年10月 の 間、双方向 を含 むCATVに 関 する種 々の実 験が行 われた。 このモデルでは、

双方向機能と しては映像 回線4回 線 を除いては、リクエス ト信号など、加入者か らの上 り回線 は公衆

通信 回線 を使用 するものであった(ハ イブ リッ ド方式)。

昭和53年7月 に は⑱生 活映像 情報 システム開発 協会 に より、奈良県 生駒市 に東生駒Hi-OVIS

(HighlyInteractiveOpticalVisualInformationSystem)が 設 置 され た。Hi-OVISは168端 末 に"上

り"、"下 り"各1芯 計2芯 の光 ファイバ ーを配置 した映像双方 向システムで、チ ャネル選択(切 り替え)

をセ ンターの ビデオ ・ス ウィッチャーの動作 により行い、加入者宅 内に設置 されたビデオ カメ ラか ら
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の映像信号はセンターに伝送 され、学習塾番組などでは学習者の姿が他の加入者に放送されるといっ

た参加型の機能を備えるものであり、今日まで最も進んだ双方向システムとされている。

昭和56年 に肋研究学園都市コミュニティケーブルサービスが設立され、筑波研究学園都市を中心に
シ

双方向機能をもつCATVの 建設が目下進められている。現在、双方向機能は施設の稼動状況を遠隔

監視(SV)す るために用いられているが、昭和60年 開始を目途として、有料テレビ、ケーブルテキ

ス ト(CATVを 用いたテレテキス ト)、防災 ・防犯などを含む双方向機能の実用化の調査研究が進め

られている。

この ほか 、神奈川県横 浜市 の若葉台団地 の警報 システムCATV 、 奈 良県今市 町、福井県高浜町 の

双方向 システムのほか、山梨県 甲府市(NNS)の 自主放 送番組 のための部分的双方 向システムなど

が ある。

また最近、双方 向CATVを 建 設 し、運営 しようとす る計画が全国各地 で進 められてお り、昭和60

年 前後 に計画のい くつかが具体化 される もの と期待 される。こう した各地 の動向に対応 して、郵政省

はCATVの 双 方向サ ービス につ いて ヒアリングを行 い、その結果 に基づ き、5月30日 「センター と

端末間の双方向サー ビス」 を認 める方針 を示 したが、 これによって今まで曖昧であった双方 向概念 に

一応の行政解釈が示 されたもの といえよう
。

② 海外の現状

まず、 ヨーロッパの現状 を概観 してみよう。 ヨーロッパ大陸 は北アメ リカと異 な り、比較的狭小な

国土 の国家が国境 を接 して入 り組んでお り、さ らに民族、言語 、文化、風俗の点でそれぞれの国が異な っ

てお り、テ レビジ ョン放送 システムそれ自体 に複雑 な事情 を内包 している。このため、概 してヨーロ ッ

パ諸国の電気通信主管庁(PTT)は 多 チ ャネルのテ レビジ ョン放送 を構築 すること自体に消極的 な

態度 をと り続 けてきた。

と ころが、1980年 代 に入 って次第 に政策の転換 がみ られるようにな り、イギ リス、フランス、西 ド

イツ等 に、CATVを 政 策 テーマ に取 り上 げる動 きが出てきた。 こうした動 きの背景 には、「通信衛星

(CS)お よ び放送 衛星(BS)を め ぐるEC圏 あ るいは自国内の諸問題 と、アメ リカで発展 している

CATVの 動 向 と、すで にアメ リカで到達 している産業規模(1981年 現 在約2兆 円)に 刺激 された形

で政府 レベルで国内産業振興政策と して取 り上げたことが契機になってい ると考 えられる。

イギ リス は古 くか らRediffusion方 式 と呼 ばれる対 ケー ブル を用 いたCATVが 発 達 していたが、

伝送 チ ャネル数に限界 があるため、近時 アメリカと同 じ同軸ケーブル方式(例 えば ミル トン ・キー ン

ズ)が 採用 され る例が増 えつ つあ る。サ ッチャー政権下 になってか ら、CATVの 育 成を主張 するハ

ン ト報告(1982年10月)や 通称"ケ ーブル白書"(1983年4月) .が提 出 され、放送の多様化 とCATV

の普 及 などが活発 に論 じられている。 まず 、放送の多様化 を促進する ことが主題で双方向CATVは

次 の段階 と して位置づ けられている。'
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フ ラ ンスではやや急進 的な計画が実施 に移 され ようと しており、当面、同軸 ケーブルで市場浸透 を

図 り、 しか る後 に光 ファイバ ーで置換 し、統一 してい くといった、テ レマ ティーク構想 とDBSと が

相互 に関連 した形 でCATVが 取 り上 げ られている ものといえよう。

西 ドイツで は、 コール政権 になって国 内産業重点政策 のひとつ と して、CATVが 公 約と して取 り

上 げ られ たことによ り、にわか に注 目を浴びてい るが、当面4都 市でCATV実 験 施設の設置 が計画

されてい る。双方向CATVはISDNで あ るBIGFONの 一 環 と して考 えられて いると伝 えられて い

る。

これ らヨーロ ッパ諸 国のCATVは 、 民間の所 有 と運用 を前提 とした草 の根的展開 を図るというよ

りは、PTTが 上 か ら計画 し、実施 しようとする傾 向が強 いなどの点で、アメ リカとは違 った展開 が

み られ る もの と期 待 され てい る。 この ほか に オース トラ リア もABT(AustralianBroadc『sting

Tribunal)がCTV(有 線 テ レビジョン)、PTV(有 料 テ レビジ ョン)等 の導入 に関 し、調査 を行 い、

近 く実施 に移 され る機運 にある。

CATVが 最 も発達 してお り、 したがって双方 向CATVが 先 導的に発達 しつつ あるのはアメ リカで

ある。ア メリカの双方 向CATVを 理 解す るため には、回 り道の ように思われるが、CATV事 業 その

ものに、一端 の理解 をもってお くことが必要 であ る。換言 すれば、 アメリカでは、双方 向CATVは

CATV事 業 の内発的動機 に基づいて発展 して きている点 に注目する必要がある。

アメ リカのCATV事 業 者 は、1960年 代 末 か ら一貫 して、CATVの 存 在 意義 は"morechannels,

betterpicture"に あ りと主張 して きた。 とりわ け提供番組 の多様化 を図 るとい う主張 は、1970年 代

あつれき

の放送事業者 との軋轄 と連邦 ・州 ・地方 行政 体の間の規制権限争いの中で、CATV事 業 者 にとって

は、政治的 にも重要 な生命線 であったといえよう。

しか しなが ら、FCCの 義 務づ けなどの努力 にもかかわ らず、 自主放送 などによる番組 の多様化 は

成功せず、再送信 チ ャネルを増 やすなどの方法による時期が長 く続いた。1972年 に 国内通信衛星の運

営 に関 して"複 数参入政策"が 打 ち出 され、RCAア メ リコム社のサ トコム衛星 により、HBO(1975年)

を皮 切 りに、 ショー タイムなど次々 に衛星利 用のCATV向 け番組 供給 ネ ッ トワー クが形成 され、

CATV事 業 者 は一挙 に多数の番組 チ ャネルを利用 する ことができるようになった。番組 の供給 サ イ

ドか らの多様化 が一挙 に進展 し、CATV事 業 者 の番組 多様化 を外か ら推進す る結果 とな ったのであ

る(1978年 前 後)。 こうした番組供給事業者は、CATV事 業 者 との間 に供給契約 を結び、加入者への

営業推進 ・料金 回収 ・端末装置 の据 え付 けお よびその管理 は、CATV事 業 者 に任せ る方式 をとって

お り、 自社 のプ ログラムを契約 した加入 者数 に比例 した料金 をCATV事 業 者 か ら受 け取 る形式 と

な っている。

こうしたネ ッ トワーク番組 をCATV事 業 者が導入 し、販売 してい く場合 、従来の ような加入者当

た り10ド ル/日 といった固定料金 の ままで は多数の有料番組 を加入者 に一律 に販売 しなければな ら
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ず、基本固定料金が上昇 してしまい、受信者の平均的経済負担能力を上回る料金となり、低所得者層

の加入促進上、大きな障害となってしまう。こうしたことが原因で地上系のCATVが もたついてい

ては、衛星回線料を負担して、番組供給を行う事業者の円滑な事業展開は望めない。

6-2-1図 テ ィ ア ド(tiered)プ ロ グラ ム方 式

① テ ィア ド ・プ ロ グラ ム の例(WarnerCommunicationofPittsburgh)
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く注〉 予備チ ャ ネルにPPVが 行われ てい る。VIEWER'SCHOICEと 銘 うっている
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② テ ィア ド ・プ ロ グラ ミン グの 番組 区 分

種 別 区 分 内 容

ベ ー シ ッ ク ・チ ャ ネ ル 加 入 す る と基 本 料 金(basicfee)で み られ るチ ャネ ル

ベ ー シ ッ ク (Basicservice) 再送信主体

サー ビ ス ベ ー シ ッ ク ・テ ィア 衛星経由の番組の再送信チャネルを組み合せて、料金に階層をっけ

(Basictier) チ ャ ネ ル グルー プ

有料 チ ャネ ル を通 して行 われ るサ ー ビ ス。 数チ ャ ネル あ り、そ の 内の
ペ イ ケー ブ ペ イケー ブル ・チ ャ ネ ル

チ ャ ネル を選択 して契 約す る(option)。HBO.ShowtimeCinemax

ル (PayCableChanne1)
な どが それ。 月極

ペ イ ・パ ー ・ヴ ュー 番組ごとに値段がつけられていて視聴した番組ごとに課金される番組

(Pay・Per・View,PPV)

そ こで、テ ィア ド・プログラム方式が考案 され た。 まず、衛星 ネッ トワークの内ベーシック ・サ ー

ビスとテ レビジ ョン放送局の再送信 を組 み合わせ て、何段階かの ティア ド編成 をつ くる。その各テ ィ

ア ドに有料番組 をオプシ ョンで選択提供する方法 がと られ るようにな った。 この ような料金 システム

で は、多種類の料金、6-2-1図 に示 した例で は最大27種 類 の料金 に対応 してCATV業 務 を行 わ

なければならな くなる。

このように料金 が多層化 された結果 、CATV事 業 者 には顧客管理面 で多大 なジ ョブが生ず ること

となった。 こう した状況の中で、まず顧客 の登録 、契約サービス別受信端末の コン トロール、料金請

求業務 、契約 の停廃 ・変更 などの面で電算化 が進め られた。

契約サー ビス別 に加入者端末 をコ ン トロールす る方法 としては、 ア ドレサ ブル端末が ある。 これは

セ ンターか ら端末の チューナー(同 調回路)部 分 を一方通行的に遠隔操作 する もの であるが、一方通

行の遠 隔操作 では不正聴取 には全 く無防備である。そ こで、双方向的に不正聴取 を検出す ることが行

われ るようになった。 ここまで くれば、双方向的 にデータ通信 を行 うことと本質的に同 じで あり、要

はいかに して安価 なシステムを構築 するかが課題 とな り、 さまざまな方法が提唱 され、また実施 され

るに至っている。データ通信と してみた場合、通常の デー タ通信 システムとほぼ同様 と考えて よいが、

CATV網 はセ ンター と端末の間が樹枝状網で あること、 したが って流合雑 音の影響 を受 けやすい点

を考慮する必要がある。

さらに重要な ことは、こうしたテ ィア ド方式に より、サー ビスおよび料金 が多層化 され、加入者の

チ ョイスの幅が拡 大され、多様 な嗜好 に応え られるようになった結果 、加入者 の利用料支出が拡大 さ

れ(約10ド ル(固 定)か ら34ド ル(テ ィア ド))、 この ためにこう した電算化 ない し、端末 に要す るコス
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トが吸収 され るようにな った、あるいは吸収 することにCATV事 業者 が自信 をもつ ようになった こ

とである。

アメ リカで双方向 システムが進展 している理由には、フランチ ャイズ制の存在をあげる必要がある。

フ ランチャイズは、大部分の州 では市 などの地方行政体 が与える ことになってお り、数社 の申請者 の

1社 に、提供するサービスの豊 富さなど、市民 に与えるサ ービスの量 ・質お よび料金の合理性等を基

準 に判断 して、付与 され る原則 となっている。この ような原則下 では、衛星経 由の番組供給が豊富 と

なった今 日、多チ ャネル ・システム(54chs、104chs)が 提 案 されることは容易に想像できるであろう。

さ らに最近、 フランチャイズ応札が大都市圏(ピ ッツバー グ、シンシナテ ィ、ヒュース トン、シカゴ、

ニュー ヨー ク等)で か けられ、応札 条件 書(RFP:RequirementforFranchiseProposal)の 中 で、

"l
nstitutionalNetwork"と 呼 ばれ る行政機関、学校、病 院、事業所 などを結ぶ広帯域映像 ・データ

通信網の建設 が義務づ けられ、ここで使われるデータ通信方式の優秀 さが競 われ るよ うになり、デー

タ通信施設 と して も使 える双方向 システムが開発 される機運 にある。

今 ひとつの重要 なポイン トは、ペ イ ・パ ー ・ビュー(PPV;PayPerView)と 呼 ばれ る有料番組 シ

ステムである。これは、あ る定 め られたチャネル(通 常2～4chs)に 有 料番組 を流 しておき、各番組

には番組単位 であらか じめ値段がつ けられており、別のチ ャネル と小冊子 で番組 内容が案内 されてい

て、視聴者 は好 きな時間に好 きな番組 だけを視聴する仕組 になっている。視聴者に対 して、受信 を確

認 した後 に課金 する 「確認」 システムがある。 このPPVの 手 順 は 「取引確 認プロセス」 と類似 して

.お り、また、好 きな番組 を注文 して受信 することか ら 「オーダー ・エ ン トリー機能」 を有 すると理解

されが ちであるが、現行のPPVで は流 されている有料番組 の時刻表 に合わせて視聴 する(映 画館 と

同 じ)も の で、任意の時間 に頭出 しか ら視聴で きる ものではない一 したがって、番組(動 画)を オー

ダー しているものではない一 ー一点に留意 してお く必要がある。

2双 方 向CATVシ ス テム

アメ リカを中心 に発達 してきた、同軸 ケーブル型双方向CATVと イ ギ リスを中心 に提唱 されてき

た、対 ケーブル型双方 向システムに区分 して、シス テム構成の概 要を紹介する ことにする。前者は樹

枝状 網、後者 は星(ス ター)状 網 を基本 と している。特 に後者 は、わが国のHi-OVISに み られる網

構成 で、電話網 も同 じ構成 をとってお り、将来のINS加 入 者回線、光 フ ァイバーCATVも 同様 に星

状網 を構成す ると思 われ る。

(1)同 軸 ケー ブル型双方向CATV

1本 の 同軸 ケーブルを双方向回線 を して利用 し得 ることは、早 くか ら広 く知 られていた。1970年 前

後 にアメリカのFCC(連 邦 通信委員会)に 提 出された各界か らの リポー トでは、この特性 が注目され、
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6-2-2図

同 軸 ケー ブ ル型 双 方HeadEnd

向CATVの 基 本構 成 同軸ケーブル
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… 玉 上・バン・

「有線 都市 論(TheWiredCityProposal)」 、 「広帯 域 通信 の未来(TheFutureofBroadbandCom・

municationNetwork)」 、 「有線 国家(TheWiredNation)」 等 の論文 では、CATVを 未 来 の通信 ネッ

トワークとして政策的 に位置づけるよう求めていた。

これ らの リポー トを反映 してFCCが 策 定 した1972年 の 第3次 規 制で は、大都 市 内の一定規 模の

CATV施 設 に対 し、双方向通信機能(technicalcapacityfornon-voicereturncommunications)を 具

備するよう、指示 した。これ に触発されて、1974年 前 後か ら10数 例 の双方向実験施設 が設置 された。

これ らの施設 は多種 多様 であったが、今 日、主流 とな っている技術 と基本的 には同 じ、同軸 ケーブル

を周 波数分割 して"上 り"、"下 り"回 線 を構成 し(6-2-2図)、 センターと端末間は 「半2重 」のポー

リング ・セ レクティングで通信 を行 うものが設置 され た。 しか しこの頃の実験施設 では、技術的な成

功 はともか く、利用技術が未成熟であったため、防犯 ・防災(Security)向 け の利用が有望 だとしなが

らも、実験の スポ ンサーが引 き揚 げると業務 を停止 して しまった。

1977年 末 、オハイオ州 コロンバ ス市に初の実用型のQubeシ ス テムが設置 され、一躍注 目を浴 びた。

Ωubeシ ス テムは一 条同軸 ケー ブル を用 いたポー リング方式 であったが、当時勃 興期 にあった有料

ケーブルの課金 システムとマルチ ・チ ャネル ・コンバ ータ(端 末)シ ステムの機能 を組み合 わせ、初め

てCATVの 業 務 支援 システムを構築 した。 また、従 来の実験施設 とは異 な り、大規模 なシス テム構

成 と した点でパイオニ ア的存在であったといえ、大規模 な双方向 システムに固有 な問題である流合雑

音の累加 を軽減す るためBGC(BridgerGateController)を 設 置 するなどの特徴 を有 して いた。6-

2-3図 に Ωubeシ ス テムの概要 を示す。幹線か ら信号 を分岐増幅 し、加入者線(タ ップオフ ・ライ

ンまたはフ ィーダ ・ラインと呼 ばれる)に 分配す る増幅器 を"bridger"と い い、このbridgerにBGC

が付 加 されていて、セ ンターか らの指令 によって特 定のbridgerの 上 り回線のgateがON/OFFさ れ

る。gateが 開 放 されたbridgerに 接続 されている加入者(通 常150世 帯 前後)の みが選択的 にポー リン

グされる。
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6-2-3図Qubeシ ス テム の概 要
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すで に述べた ようにCATVで は双 方向通信機能 は有料 テ レビの業務の用に供 されている。6-2

-4図 の ように
、端末 のマ イクロ ・コンピュータを介 して所定の受信チ ャネルの スクランブル を解 除

したりするセンターか らの遠隔操作(telecontroDが 中 心である。ア ドレサブル ・コンバ ータの機能 は

この遠 隔操作のみである。ア ドレサ ブル ・コンバータのブロックダイアグラムを6-2-5図 に示す。

したが って、interactiveな 端 末 では、 この遠 隔操作機 能のほかに業務 を より確 かにす る機能 がつ い

ている。例 えば、加入者端末 が改造 などの意 図をもって こじ開け られた場合 、セ ンターが これ を検知
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6-2-4図lnteractiveな 加 入者 端 末の 構 成

チー タ ・チャネル

受 信 機

デー タ

送 信

「

1変 調 器l
L_一 一一__‥__J

r..-L-「

1遠 隔制御受信1
」一… 「-J

AUX

(遠6扇 ユニ ・ソ ト用)

VIDEOTEX

デ コー ダ 加入者室内

TV受 像機

臼
オ ーデ ィオ機 器

6-2-5図 ア ドレサ ブル ・コンバ ー タの 構 成

入力

ケー ブ ル

TVか ら

データ
受信機

映 像
デ コー ダ

デコーダ
制御信号

CH3ま た は4
加入者

TV受 像機

〈注 〉*セ ンター か ら加 入 者 別 に 契 約 チ ャネ ル な ど を指 示 して くる

く資料>J.(㊤nick他 ℃ableTelevision,AnOverviewofTechnology"RCAEngineering,26-3,

Nov/民c./1980よ り作 成.

して全 サー ビスを停止 せ しめるとか、PPVの 場 合、 プレビュー期間が過 ぎた時点で課金 に入 ること

を確 認するとか、R-rateやX-rateの 成 人向け番組 を子 どもが見 ないようにするペ アレン ト・キー

の挿入の有無を検 知 してデス クラ ンブ ラーを制御 するといった機能 である(キ ー は隣家の ものを借 り

て きて も動作 しない)。

この ような用途で発生す る上 り信号 は、きわめて散発的に発生する もので ある。 しか し一方 では、
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常にポー リングを行っていなければな らない。これだけではきわめて非効率 な上 り回線 といわなけれ

ばな ら.ない。 そこで さまざまな用途 が付加的に考 えられることになる。加入者が キーパ ッ ドを操作 し

て民意調査 に参加するオピニオ ン ・ポー リング、キニパ ッ ドにメッセージ ・ランプがついていてホ テ

ルなどで行われているメ ッセージ ・サー ビス をCATVセ ン ターで行 うなどのサービス機 能などが付

加 されている。 さらに煙感知器 、ガス検知器 、侵入セ ンサー等の メーク接点 の変化をセンターに転送

する防犯 ・防災サー ビスがオ プションと して提供 されている。 この防犯 ・防災 は、 日本の警備保障会

社 の業務 とは異 な り、センターで検知 された後 、係員 が電話で確認 したうえで所轄 の警察署や消防署

に再転送 するだけであるが、かな り好評 と伝 え られている。 このほか に電気 、ガス、水道の 自動検針

やロー ドサーベイが提唱 されているが、これ らの業務 は加入者 とは関連 なく、こうした公益 ・公共サ ー

ビス事業者 との関連 で実現性 が生ず るものであり、実用化 された事例は少ない。

また、双方向CATV施 設 の上 り ・下 りの帯域を専 用 して、 ある特定 のポイン ト間にデータ回線 を

設 け、これ を賃貸 することが考 えられる。1974年 、 ニューヨーク市のマ ンハ ッタン島の南半分 を業務

区域 とす るマ ンハ ッタン ・ケーブル ビジョン(現 在、 グループWと 改称)が 、 ウォール街のバ ンカー ト

ラス ト社 とブロー ドウェイ街のバ ンクアメ リカ社の間にコンピュータを結んだ小切手情報 を交換す る

データ リンク業務 を開設 した。1976年 に は、光 ファイバ ー専用線 を銀行間に敷設 し、9.6、19.2、50、

230Kbpsの デ ータ通信 を行 っている。 この ニューヨークの事例が地方行政体(municipalities)の 参 考

となって、今 日、大都市 圏のRFPでinstitutionalnetworkを 条件づ けているといわれてい る。

6-2-6図

Dial-A-Program

方 式 の 構 成

加入者1

ダ・アル ・ 口TVセ ・ ・ ダイアル 加入者・

口

他の番組選択
器へも供給

番組 選 択器

(5,000回 線収 容)

口 加入者・

ダイ アル

口
有線専用受信機
当システム用に
設計されたもの
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(2)ペ ア ・ケーブル 、光 ファイバー ・ケーブル による双方向CATV

い ま だ実用化 されている事例 はないが 、網構成 の基本形が星状網 ないし、その変形 である点で、電

話網 の置局構造 に馴 じみやすいので、今後の光 ファイバーCATVの 進 展などを考 えるうえで参考 と

な ろう。

イギリスで は、有線 ラジオ放送か ら発達 してきたRediffusion方 式 が主流 であった。ペア ・ケーブ

ルを使 って1対 当た り1チ ャネル、計2～ .3チ ャ ネル のTV信 号 を伝送 す るもので、加入 者宅へ は

並列抵抗分割 で分岐す るパ ーティライン方式であ った。これを改良 し、,Quistケ ー ブルと称 する特殊

な多対 ビデ オケーブ ルを使 って、-1加 入 者当 た り1チ ャネ ルを リモー トセ レク ションで伝送 す る

Dial-A-Pr。gram(DAP)方 式 が開発 され、1970年 ア メ リカのデニスポー トでデモ ンス トレー ション

設置 された。当時提案 されたDAPシ ス テムの構成 を6-2-6図 に示 す。 この方式 は容易に想像 さ

れ る ように、電 話 と同様 な双方 向 システ ムに転化 し得 る もの で、電話 と映像 サー ビス を重 ね た

DAP-Telephoneシ ス テムが提唱 されている(6-2-7図)。

このような星状網 を基本 とす る設備 は、局と加入者間の伝送可能な距離 によって、6-2-8図 ①

に示すように、局エ リアを分割 して② のようにサブセンター(集 線局)に 小 グループの加入者 を収容

し、 さらに集線局 を星状網 、またはループ網 で収 容 する方式 をとることが通常行われる。 これ ら星状

網構成をとるシス テム は、洞 軸 ケーブル方式の ような樹枝状網 と異 なり、網構成 自体は美的であ り、

かつ 明瞭 な位 階制(hierarchy)ネ ッ トワー クを構成 することができる。 しか し、局 の入線 が大束 と

なるほか、加入者線長 が大 き くなり、ケーブル対数 の逓降 に際 し、全対切断 ・接続が避 け られない こ

6-2-7図DAPTelephoneシ ス テムの 構 成
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6-2-8図 サ ー ビス エ リア と局 の 配 置
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光 ファイバー ・ケーブル を用 いたCATVで は 、光分岐や光増 幅が実用化 され るまでは、星状網構

成 をとるものと考え られ、6-2-8図 の ようなセ レクター方式(原 理的に は6-2-6図 と 同 じ)

が 採用 されることとなろう。同図はセ ンター(ま たはサブセ ンター)と 加入者宅 内設備の部分 を示 し

た一例であるが、 センターには1加 入者 当た り4セ レクター(SELC)を も ち、センター ・加入者間

は1芯 の光 フ ァイバー によ り、TV3波 、AM/FM(モ ノ7ル 、ステ レオ方式)約30波 伝 送 を想定

し、IF多 重 方式 を採用 してい る。また、各家庭では複数のTV受 像機 の同時利用 が考 え られること、

裏番組の録画 などの要請 が考 え られ ること、 ラジオ放送 とTV放 送 の同時受 信が考 え られ ることな

6-2-9図 光ファイバーCATVの 加入者系の基本構成例
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どか ら、最大4TVチ ャネルの同時受信、 ラジオ放送受信時 には最 大3TVチ ャネル同時受信 が可

能 となるよう考慮 してある。TV放 送 の選局 は、すべて各TV受 像 機 に付属するキーボー ド(KB)を

操作 して、セ ンターのSELCを 動 作 させて行 う。KBな ど か らの信号 の上 り回線 は光 フ ァイバ ーの

波長多重で行 う、などとしている。

このように、星状網 システムで は電気通信 の網構成か らみて、均整のとれ たシステムを構成するこ

とが できるが、反面 、施設 コス トが大 きくな り、サ ービス提供料金 を通 じて投下資本 を回収する こと

がCATV事 業 単独 で は、困難 になると考 え られ る。 また、INS(高 度 情報 サー ビス)の 加入者網 も

基本的 には星状網構成 になるものと想像 され、伝送線路が メタルであれ、光 フ ァイバーであれ、加入

者当た りTV4チ ャネル程度伝送 しようとすれば、セ ンターおよび端末 、特 にセ ンターの重装 備化

は避 けられないもの と考え られる。

3双 方 向CATVと デ ー タ通 信

最近 「双方向CATV」 と 呼 ばれる概念 が高 い関心 を呼 んでいるが、今 日で は定ま った考 え方 はな

い といってよいで あろう。本来CATVは 、 双方向機能 を具備 することがで きる性 質をもってい るも

のであ るが、最近 、CATVの サ ービス業務 の中で、その潜在能力 が開発 され、経済上採算性 が確 認

され るようになった ことによ り、改 めて関心 を呼んでいるということがで きよう。双方向CATVは

デ ータ通信技術 を用いてお り、それゆえにCATV加 入 者 の宅内 に種々の機能 のデータ端末 を付加す

れば、豊 かなホーム ・データ端末 を構成 し得 るであろうと考 えることは自然 な発想であ り、かつ容易

に理解 し得 るところである。

しか しなが ら、一般の デー タ通信概念 とはい くつかの点 で異な っている。特 に双方 向CATVを 一

般のデータ通信サ ービス提供に転化するには、制度問題 は一時置 くと して も、サービス単位 で独立の

経済的フ ィー ジビリテ ィを確認 する必要があ り、避 けて通 ることのできない問題 である。こう した不

確実 さに関 しては不 問 として、以下 に双方 向CATVと デ ータ通信 のかかわ り方 および将来動 向等 に

つ いて検討 してみ よう。

(1)シ ス テムの構成

双方向CATVは セ ンターの コンピュー タと加入者端末 の コンピュータ間の通信 である。現状のセ

ンターの コンピュータは ミニ コン級 を数 台設置 し、マルチ ・プロセ ッシングを行 わせている。通信制

御 処理(CCP)機 能 が中心 で、大型化すれ ばゲー トウェイ機能 をもたせ 、外部接続 を行 うことも可

能 となる。

端末のコ ンピュー タはマイクロ ・プロセ ッサー(Z80な ど)が 置かれ、センター との応答や各部の

機器の制御 を行 う(6-2-10図)。 μCPUの 制 御範囲 を広 げれば、種々の家庭内機器 の制御やデー
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6-2-10図 ホ ー ム ・ タ ー ミナ ル ・ユ ニ ッ トの 例
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タ伝送が可能 で、総合的なホームター ミナル ・システムに発展 し得 る。現在 の主流 は8bitμCPUを

使 用 した端末 であるが、16bitμCPUを 使 用 した もの も現れている。

通 常は、セ ンターCPUと 加入者端末 の間で デー タリンクが構成 されているが、不正聴視(盗 聴)

や端末器 の盗難を防止するために、端末 のCPUを 屋外 に出 し、数軒の加入者の共用端末(屋 外ユ ニ ッ

ト)と する傾 向が現れ てい る。 こう した場合、セ ンターCPU 、屋 外ユニ ッ ト間 と屋外ユニ ッ ト、加

入者端末間とは独立のデータ リンクを構成 することになる。

(2)回 線 構成

CATVで は、多チ ャネルの映像 回線 をCE(C:セ ン ター、E:端 末)型 で構成 しているのが普通

であるが、双 方向CATVで は 、この 映像 帯域 の下側に低域上 り回線 を設 け、FDM(周 波 数分割)

で上 り、下 りチ ャネル を構成 している。したがって、下 りデータチ ャネルは高域 映像 チャネルの中に
、

上 りデータチ ャネルは低域チ ャネルに設 けている。

変調方式 はFSK、PSKで 約256Kbpsの 伝 送速度 を有 している。通信方法 は半2重 のポーリング ・

セ レクシ ョン(polling-selection)が 当 初使用 されていたが、最近 は上 り、下 りで対 にな ったループ

回線 を数 チャネル設 けてお き、衝突方式 で回線 を捕捉す るCSMA/CD(CarrierSensedMultiple

Access/CollisionDetection)方 式 が使用 される傾向にある。またパケ ッ ト(packet)通 信 方式 を応

用 した方式 も提唱 されている。CSMA/CD方 式 の中にポー リング方式やパケ ッ ト方式に も拡張でき

るソフ トウェアも開発 されてい る。CATVの 加 入者か らのデータ接続要求の発生な どの実際の統計

デー タがないため、上記3方 式 のいずれが現実に合致する ものであるか は軽 々に結論する ことはでき
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な いが、外部のデー タベースへの接続 などといった外部相互接続性の良 さか らいえぱ、パ ケ ッ ト方式

が優れているといえよ う。

伝送制御方式 と して は、HLDC(High-levelDataLinkControlProcedure)が と られ てお り、 ア

メ リカで はIBM系 のSDLC(同 期 データリンク制御手順)が 一般 に広 く用 い られているように見受

け られる。

(3)Videotexと 双 方向CATV

Videotexは 文 字 や図形 を家庭のCRTで 表 示す る システムであ るが、プ レゼ ンテー シ ョン レベル

が人間系であるものの、本質的にはセンター ・コンピュータと端末 コンピュータ間のデー タ通信で あ

る。 この点か らアメ リカで は、CATVの 双 方 向性が着 目される傾向がある。

アメ リカで は1983年 がVideotex実 用 化 の年 であ り、カナダのテ リ ドン方式 を北米規格(NAPLP

:NorthAmericanPresentationLevelProtocol)と して採用す ることを決めている。 こう した状況 を

反映 して、双方向CATVシ ス テムを設計 するにあたって、institutionalnetworkの よ うな地 域内の

閉域 データ通信網 を超 えて、外部IP(lnformationProviders)や デ ータベ ースへの接続 をあ らか じ

め考慮 しておこうとする動 きが出ている。 もちろん、こうした動 きはフランチャイズ競争 を有利に展

開す るための技術 的チ ャームポ イン トにす る狙 いが潜 んでいる ことも考え られるところである。

(4)広 域 データ通信 ネ ッ トワー ク

フランチャイズ許可当局が要求す るinstitutionalloopは フ ランチ ャイズ地域 内の閉域 システムで

あるが、データ通信 と しては広域 システムと して拡張す ることが可能である。1983年2月 、アメリカ

の長 距 離 部 門 の通 信 会 社MCI(MicrowaveCommunicationInc.)とCATV会 社 のC。xCom'

municationInc.が 両社 の施設 を使 って、ネ ブラスカ州 オマハ市のCATV施 設 とカ リフォルニア州

サンディエ ゴのCATV施 設 を結 んで、TVlchの6MHz当 た り96デ ィジタル、240ア ナ ログの音声通

話路 を構 成 し、 さらに1.544Mbpsの デ ータ転送 サー ビスを行 うことを発表 した。 この計画 はMCI

社 が積極 的であるといわれて お り、1982年1月 の同意審決(ConsentDecree)の 結 果、長距離部 門

会社 が地域電話会 社(LocalTelephoneCompany)に 対 し、アクセスチ ャー ジを支払 うことになる

ため、MCI社 は電話網 をバ イパ スする方法 を検討 しており、今回のア クションはその一環 ともみ ら

れる。

音声伝送 はともか く、デー タ伝送 に関 しては、一部のCATV事 業 者 にも同調 の動 きが あると伝 え

られてい る(CableAtlanta社 、Ga.)。

4制 度上の問題

コ

わが国 で は表立 った議 論 は ない まま、昭和45年 前 後 の第1次CATVフ ィ;バ ー以来、双 方 向
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CATV概 念 は影 をひそめてい た。57年 前 後か ら双方 向CATVの 認 可 を求める声が強 くなり、郵政省

電気通信政策局の聴 聞を経て、58年5月30日 、セ ンター、端末間の双方向通信 を原則的に認め る方針が示

され た。現行の有 線 テレビジ ョン放 送法 では双方向CATVを 規 律 してお らず、有線 テ レビジ ョン法

の基本法 である、有線電気通信法の施行規則第12条 第1項 第7号 の 「公益上特別の理由がある場合」

に該当するもの として取 り扱われている。ただ し、 これ らの システムを相互に接続 して広範囲 なネ ッ

トワークを形成 して行 う通信や、セ ンターを通 じて行 う端末間通信など、完全に自由な双方向通信が

で きる システムは除外 している。具体的 にはペイテレビ、テ レメータリング、テ レショッピングなど

の用 に供す る双方 向CATVの 範 囲 である。次の段階 と して、差 し当 た り双方 向CATVか らデー タ

ベースへの アクセスの問題 があるが 、同 じ法解釈が適用 され るものと考え られる。

ア メ リカで はか つて双 方 向CATVを 特 殊公 衆通 信(SpecialCommonCarrier)の 分 野 と して

FCCの 規 則下 に置 くことが試み られ たが、CATV事 業 者の反対にあい、その後の規制緩和策 の進行

の中で、特 段に問題 と され ることなく今 日に至 って いる。 しか し、institutionalloopを フ ランチ ャ

イズ当局(市 などの行政体)が 要求 し、機能 として広範 な地域情報媒体と して許認可 するようになっ

た結果、今 日まで市な どが確立 して きたフランチ ャイズ許認可権 限を危 うくしつつあるといわれてい

る。元来、CATV事 業 は道 路占用権 を得 る ことが最重要条件 であったが、 この道路 占用許認可権 は

市 などの地方行政体 に存 したことか ら、CATVの 発 展過程でCATVの フ ランチ ャイズ許認可権 は地

方行政体 にあ りという考え方 が定着 してきたものであった。一方 、電信 ・電話等の伝統的な電気通信

事業 は、地方行政府が 『便利必要証書』 を発行 し、これに基づ いて州の公益事業局(PUC:Public

UtilityCommission)が 許 認可す ることになって お り、CATVが 広 範 な通信サ ービス を行 う場合、

いず れの許認可方式 に従 うべ きかが改 めて問 われ ることにな る。また、先 に例 をあげたMCI-Cox

の 例 の ように、州 に またがって営 む電気通信 はFCCの 管 轄 に属 し、州内 の部分 はFCCの 規 則 に

従 って州 のPUCが 管 轄す ることになる。

事 実、MCI-Coxの 事 例は電話事業者 との間で、法的 な論争 をひき起 こ している。1983年4月22日

付FCC宛 請 願書 でCox社 は 、①完全 な州 内の施設 が州際の施設 によって州際の通信 を発呼 し、分

配 ま た は着信 す る ことの通 信施 設 の規 制 につ い て、FCCは 州 お よび地方 当局 の規 制 を先 取 り・

(preempt)し てい ることを明確 に宣言す ること、②institutional広 帯域網が州内または州 際の通信 を

行 うことは、それがstand-alone型 で あれ(同 社 の行 う)、DigitalTerminationSystem(DTS)で

あれ、前項でい う州 際設備であ ることにほかな らないと認 めるよう、主張 している。

これ に対 して電 話会社側 は、① オマハ市 の フランチャイジーはCoxCableofOmahaで 、 同社 の

Bケ ーブルを使 ったinstitutionalloopの 会社 たるCommLineofOmahaは 市 か らフランチャイズを

受 けていない ばか りか、FCCお よ び州PUCの いずれか らも規制 されていない状態で営業 を行 って

いるが、本行為は州 内の公衆通信業務 の貸線業務 に該当する、②州内のポイン ト・ツウ ・ポイン ト、
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ポ イ ン ト・ツウ ・マルチポイ ン ト通信 を行ってお り、州 際通信事業 とはいえない、③CommLineは

サ ービスの一般供給 を行 って いない こと、交換業務 を行 っていないこと、特別の顧客 を対象 に個別の

料金 を設定 してい ることなどを理 由に公衆通信事業 でない と主張 しているが、CATVケ ー ブルの沿

線で任意 の顧客 を対象に し得 るものである、④ ネブ ラスカ州法では、ある電話会社の業務範 囲で電話

業務 を開始す る場合 には、 『便利必要証書』 が必要で あるとされてお り、同証書 を必要 とする こと、

など10項 目をあげ、同社 の業務の停止 をPUCに 求 めてい る。

この ように、双 方向CATVの 制 度面 には解決 され るべ き問題が潜在 しており、業務 の進展 ととも

に顕在化 して くる もの と考 え られる。特 に電話網 との差異 、境界が不 明確 になるなど、伝統的 な制度

では調整 し、規律 することが困難 な状況 が出現する ことが予想 されるが、電気通信制度 は各国固有の

歴史的背景 を有 しており、それぞれの展 開の道 を選 びつつ進展 してい くもの と思 われ る。 このために

は、議論が一部の専門家の間 にとどまることなく、サー ビスの受容者の立場か ら国民的 レベルで展開

され る必要があると思われる。
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第3章 衛星通信の動向

1ま えが き

最近、電話局などの屋上に、大空に向けられているアンテナがみられるようになってきた。

これ らのアンテナは、今年の2月 および8月 に打 ち上げに成功 した通信衛星2号(CS -2a 、

CS-2b)を 使った国内衛星通信用地球局のものである。

国内衛星用の通信は、1970年 代前半、カナダやアメリカにおいて登場 して以来、10年を経過 してい

るが、この間、カナダは国内通信網の基幹伝送路や遠隔地への伝送路として国内衛星通信を発展させ

てきている。

アメリカでは、「オープンスカイ政策」のもとに、CATVへ の番組供給手段として、大きな衛星通

信需要があるほか、ATT,独 立系電話会社および衛星通信業者が、電話やデータ通信分野において

多様な利用を展開 している。

このような、アメリカ、カナダにおける国内衛星通信の利用形態が、通信政策 ・地理的条件の異な

るわが国にそっくり移ってくるとは考えられないが、今年から使用が開始された国内衛星通信が、

データ通信などとも重要なかかわりをもち始めていることから、わが国における国内衛星通信技術を

正確に把握する意義は大きいものと考えられる。

本章では、わが国における国内衛星通信の現状と衛星通信技術の将来動向について述べる。

2衛 星通信とは

「衛星 通信」 という言葉 は、人工衛星 を使 って行 う通信 の総称の意味で使 われているが 、ITUな

どの用語 によれば、「宇宙無線 通信(spaceradio-communication)」 とい う言葉 が正式 である。宇宙

無線 通信 は、宇宙飛行体 であるロケ ッ トや人工衛星 などに設置 され る無線局(宇 宙局 と称 する)や そ

の他 の宇宙 にある物体 を使用す る無線通信 である。

宇 宙無線通信の基本形式 は、6-3-1図 に示す ように、(a)宇宙局 と地球局間の通信 、(b)宇宙 局相

互 間の通信、(c)宇宙 局 を介す る地球局間の通信一 とに分け られる。この うち、(c)の分 類の ように地

球上 における通信 に、地球 を回る人工衛 星 を用 いる場 合 を特 に 「衛星通信(satellitecommunica.
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6-3-1図 宇宙無線通信の基本形式

』
S

E

太線

細線

ISL

宇宙局

地球局

ア ップ リンク

ダウ ンリン ク

衛星 間 リン ク

/'

地 球

tion)」 と呼称 している。

宇宙無線通信 は、周波数の分配の観点か らその利用 目的 によって次の ような業務 に分類 されて いる。

① 固定衛星業務(Fixed-SatelliteService)

これ には例 えば、 インテルサ ッ トを使 って いる国際通信や、今 回の通信衛星2号 を使 った国 内通

信 がある。

② 移動衛星業務(Mobile-SatelliteService)

これ は、 さらに次の3種 類 の業務 に分類 される。ただ し、これ らの業務 において、宇宙局と特定

の地球局 とを連絡す る経路は フd .一 ダ ー ・リンク(FeederLink)と して固定衛星業務と して扱 う

こともできる。

◎ 航空移動衛星業務(AeronauticalMobile-SatelliteService)

⑤ 海 上移動衛星業務(MaritimeMobile-SatelliteService)

これ には、 アメリカのマ リサ ッ ト、国際通信 を目的 とするインマルサ ッ トが ある。わが国にお

いて は1980年 代 後半 に航空 ・海上移動衛星業務 などの実験 を行 う計画がある。

◎ 陸上移動物体業務(LandMobile-SatelliteService)

③ 放 送衛星業務(Bioadcasting-SatelliteService)

これ には、わが国の実験用中型放送衛星(BS)や 今年度末 に打 ち上 げ られ る放送衛星2号(BS-

2)が あ る。 ・ 、'・

④ 衛星 間業務(lnter-satelliteService)

以上が、狭義な意味での衛星通信業務であり、この他、観測や測位などを目的としたものとして

「宇宙運用業務」「地球探査衛星業務」「気象衛星業務」「電波天文業務」「無線航行衛星業務」などが

ある。
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3通 信 衛 星2号(CS-2)

わが国最初の 「実用通信衛星」(CS-2aお よびCS-2b)は 、今年2月 および8月 、宇 宙開発

事業団種子 島宇宙セ ンターか らN-llロ ケ ッ トで打 ち上 げられた。

CS-2aは 東径132度 、CS-2bは 東 径136度 の 赤道上空36,000kmに 静止 し、正常に動作 を続 け

ている。

CS-2の 概 観 と主要 諸元 を6-3-2図 お よび6-3-1表 に示す。

6-3-2図CS-2概 観図

ゲー ジ ン グ機 構

ソー ラア レー

(上 部)

上部 円錐

地球 セ ンサ ー

Sバ ン ドア ンテ ナ

ソー ラア レー

(下 部)

ア キ シャ ル ・

ス ラス タ一

通信 用 ア ン テナ

支 持部

ワ プル コレ クター

(OBM)

ドラ イブ ・モー ター ・

アセ ンブ リ(DMA)

椎葉 タ ン ク

機 器 プ ラ ッ ト

フ オー ム

フ ジア ル ・

ス ラス ター

ア ポ ジ ・モー ター

(AKM)
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6-3-1表

CS-2の 主 要 諸元
姿 勢 安 定 方 式 ス ピ ン

重 量 約350kg(静 止軌道上初期)

大 き さ

直径 約2.2m

本体の高さ 約2.1m

アンテナまでの高さ 約3.3m

電 力 約500w

寿 命 5年(目 標)

CS-2の 最 大の特徴 は、実用 システムとして世界 で初めて30GHz(ア ップリンク)お よび20GHz

(ダ ウ ン リンク)の 準 ミリ波帯を使用 していることである。

30/20GHz帯 の 中継器や アンテナなどの衛星搭載用通信機器 は、昭和40年 代 の初 めか ら電電 公社 に

おいて最 初の研究 が開始 され、昭和52年 に は実験用中容量静止通信衛星(CS)が ア メリカの ロケ ッ

トで打ち上 げ られ、30/20GHz帯 を中心 とす る衛 星搭 載通信機器の宇宙 における動作確認 を行 うこと

がで きた。

これらの成果に基づいて、搭載通信機器の国産化の技術を確立 し、衛星全体で国産化率、約60%の

CS-2が 実現された。

CS-2の 通信系主要諸元は6-3-2表 に示すとおりであり、6系 統の準 ミリ波帯中継器 と2系

統のマイクロ波帯中継器が搭載されている。

準 ミリ波帯中継器には、地上の準 ミリ波 ・ミリ波通信方式の実用化で蓄積されてきた超高周波無線

6-3-2表

CS-2通 信 系 の 主要

諸 元

準ミリ波帯 マ イ クロ 波帯

簡便

波

数 用

上 り 回 線 27.5～29.25GHz 5.925～6.425GHz

下 り 回 線 17.7～19.45GHz 3.7～4.2GHz

トラ ンス ポ ンダ数 6系 統 2系 統

ア ン テナ 0.95mφ(シ ン グル ビー ム、準 ミ リ波 帯 ・マ イ クロ 波帯 共 用)

トラ ンス ポ ンダ 飽和 出力 34.OdBm以 上 34.5dBm以 上

E.LRP, 37.OdBw 29.5dBw

G/T 一3 .8dB/k 一6
.OdB/k
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技術 とともに搭載 用20GHz帯 進 行波管増幅器 をは じめ とする中継器の小型軽量化技術 および電子部

品の高信頼化技術 などが総 合的に生か されている。

搭載 ア ンテナは、30/20GHzの 準 ミリ波帯お よび6/4GHzの マ イクロ波帯 を共用する機械的 デス

パ ン形 ホーンリフ レクター ・ア ンテナで、準 ミリ波帯については日本列島の形状 に合わせて能率 よく

サー ビスエ リアを照射す るようにビーム成形 を行 っている。 ビーム形成 は、反射鏡 の鏡面 を修正 する

ことによって実現 され、同 じ反射鏡 を同時にマイクロ波帯で使用す ることで、離島を含 む日本全土 を

サー ビスエ リアとすることができる。CS-2の ア ンテナパ ター ンを6-3-3図 に示す。

6-3-3図CS-2の ア ンテ ナパ ター ン およ び電 電 公社 の 地球 局
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4通 信方式および地球局設備

CS-2を 使用 して国内衛星通信を行うのは、公衆通信業務を目的とする電電公社と公共業務用通

信などを目的とする警察庁、建設省、消防庁、郵政省、国鉄および電力各社である。

各機関のCS-2の 「利用権」および 「持ち分」を6-3-4図 に示す。

6-3-4図

CS-2に お け る持 ち

分 と利用 権 ① 持 ち分

電電公社

6割 ×口

国(宇 宙開発

事業団)

4割

電 力 各 社(言 十10害11)

・割・器

　コエ国 鉄6割
× 百ラ

② 利用権

電電公社

6本

警察庁

1本 建 設省O.4本

消 防庁0.2本

郵 政 省0.2本

国 鉄0.1本

電 力 各社0.1本

(計8本)
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以下に、CS-2に 搭載されている中継器のうち、30/20GHz帯4系 統、6/4GHz帯2系 統を使用す

る電電公社の国内衛星通信システムを中心に、その運用状況ならびに地球局技術の概要について述べ

る。

(1)運 用状況

CS-2aが 利用機関に引き渡された5月4日 以降、電電公社では衛星と地上設備を組み合わせた

各種の試験を実施 し、5月31日 に準 ミリ波車載局およびマイクロ波車載局が、また6月21日 には小笠

原局および犬石局が、さらに9月1日 には準 ミリ波固定局のうち札幌、大阪、広島の3局 がそれぞれ

開局 し、順次運用を開始 した。さらに、残された総括局に設置する準 ミリ波固定局の工事および車載

局の増備計画が現在進められているところである。この結果、現在運用中の地球局は準 ミリ波固定局

6-3-5図CS-2を 用 い た国 内衛 星通 信 方 式

地

上

網

準 ミ リ 波(30/20GHz)
・マ イ クロ波(6/4GHz)

準 ミリ波固定局

く総括局〉

購 ・
、ミ 、 、 、

× 、 、
、 、 、
、 、

、

、

× 、

、

＼

準ミリ波固定局

〈総括局〉
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」二

網

子 ＼ 、 o
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〈小 笠 原〉

衛星 通 信統 制 局

〈東 京 〉

地上 網 →一 ーーー 一一

蓼
＼護

._.▲ 義
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(兼衛星監視制御信号送受信局)

〈千葉 ・大石〉

車載局'義違

(検討中)車 載局

＼ 〈全 国〉

蝶ぽ
準 ミ リ波小 型 局

〈ユ ーザ ー 構内 〉
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4局 、マイクロ波固定局2局 、準 ミリ波車載局2局 、マイクロ波車載局2局 となっている(6-3-

3図)。

この間、衛星通信は小笠原の自即網編入のための中継回線、7月 の山陰地方の水害および10月の三

宅島の火山噴火における災害時の臨時回線、催 し物会場などにおける電話やテレビジョン中継用の臨

時回線などとして公衆通信網の高信頼化、従来の地上方式では困難な領域への公衆通信サービスの拡

大を実現している。

(2)回 線構成'

CS-2を 用いた国内衛星通信方式の概要を6-3-5図 に示す。通信方式としては、通信網にお

ける役割に応 じて30/20GHz帯 および6/4GHz帯 のおのおのについてTDMA方 式による固定局間通

信方式とFM方 式による車載局通信方式とがある。各通信方式の主要諸元を6-3-3表 に示す.。

30/20GHz帯 の固定局間通信は、総括局間の中継伝送路として、中継線交換機相互間の回線および

専用回線などを設定する(6-3-6図)。 回線設定方法としては、総括局間にメッシュ状の回線を

設定 し、溢れ呼や災害時を含む異常 トラピックの吸収等に使用される。また、大きな災害などにより、

総括局が孤立した場合には、システム最大容量に相当する回線をその局に集中して重要通信などを確

保することが可能である。

6-3-3表 通 信 方 式の 主要 諸 元

使 用 中継 器

周 波 数帯
30/20GHz帯 6/4GHz帯

地 上 局 固定局～固定局 固定局～車載局 固定局～固定局 固定局～車載局

用 途

RC相 互間回線の設

定、通信網の高信頼

度化等

催し物、災害特等に

おける臨時回線の設

定(本 土内)

離島回線の設定 催し物、災害時等に

おける臨時回線の設
、

定(主 として離 島など)

多 元 接 続 8局 間TDMA 2局 間FDMA 8局 間TDMA 2局 間FDMA

変 調 方 式 65Mb/sBPSK FM 100Mb/sQPSK FM

1中 継器当た

りの伝送容量
電話480ch*

電 話132ch宰

また は

テ レビ1ch

電 話192～672ch*

お よび

テ レ ビ2～Och*'

電 話132chか

または

テ レ ビ1ch

備 考

阜デ ィジ タ ル 信 号 イ ン

タ ー フ ェ ー ス

1,544Mb/s×20

1

牢ア ナ ロ グ信 号 イ ン タ

ー フ ェー ス

車載 局 間の 通 信時 は

電 話60ch

*デ ィ ジ タ ル 信 号 イ ン

ター フ ェー ス

**1
、544Mb/s×(8～28)

デ ィ ジ タ ル 信 号 イ ン

ター フ ェ ー ス

32,064Mb/s×(2～0)

*ア ナ ロ グ信 号 イ ン タ

ー フ ェー ス

車 載 局 間の 通 信時 は

電 話60ch
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6-3-6図 総括局間回線構成
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6-3-7図 離 島 回線 構 成

「圏

哩　
/〆v＼N＼

マイクロ

波固定局

父 島

D30

母 島

D30

L専 用 線.___

エ

L_」

6/4GHz帯 の固定局通信は、小笠原などの離島と本土間の中継伝送路として、離島の加入者線交換

機と本土側の中継線交換機との回線および専用回線などを設定する(6-3-7図)。

車載局通信は、任意の場所に車載局を移動して、固定局との間に電話もしくはテレビジョンの臨時

回線を設定する。電話の場合は、移動形交換装置などと既存中継線交換機との回線として、またテレ

ビジョンの場合は車載局側の端末と、既存の全国テレビジョン中継網の端局 との回線としてそれぞれ

使用される(6-3-8図)。

準 ミリ波車載局は本土内において、またマイクロ波車載局は離島および本土内で地上マイクロ波方
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6-3-8図 車 載 局 に よ る回 線構 成

アレビ アレビ
専用者 中継網

團

ア レ ビ

局

CS-2

//蔑
マイクロ波

準 波

固定局

xx

臨時電話

可搬形

交換機

アレビ

専用者

災害救済

式との電波干渉の問題のない場合において使用することを目的としている。

(3)地 球局無線系技術

約36,000kmの 距離 を電波が伝搬する衛星通信では、伝搬損失が大きいので、地球局としては、衛

星に十分な強さの電波を届 けるために、大出力の送信機や衛星からの微弱な電波を受信するために内

部雑音の小さい受信機が使用 される。

また、電波を能率よく送受信するため、アンテナは、開口径の2乗 に比例して利得が上がるので、

高利得を必要とする衛星通信では、口径の大きいものが使用される。

このように、衛星通信では、送信機の出力、受信機の内部雑音、アンテナ利得を総合的に検討 し、

地球局の設計が行われている。

公衆通信に用いられている地球局の例では、送信出力300W、 .受信系雑音温度(受 信機内部雑音や

外来雑音)220K、 アンテナ口径11.5mφ となっている。

(4)多 元接続技術

多元接続技術は、地理的に散在 している多数の地球局が1つ の衛星を共用する技術である。

多元接続方式には、衛星の中継器の周波数帯域を分割共用する周波数分割多元接続(FDMA)方

式(6-3-9図)ど 、信号列の時間を分割共用する時分割多元接続(TDMA)方 式(6-3-10

図)と がある。

1970年代前半までの多元接続方式は、ディジタル信号の高速処理や同期確立技術などが十分でな

かったこと、各地球局において高価なメモ リー素子などが必要であったことから、すべてFDMA方



292第6部 コ ン ピュー タ をめ ぐる周 辺 の動 向

6-3-9図

FDMA方 式
衛星

冒 衛星,辮 域
今●BB-AB-CC-B

flf2f3f4

周波数

舗 鮎

各地球局は、自局宛

帯域のみ選択受信する

B

(・)地球 局 か ら鶴 へ のア ・プvン ク
.(b)衛 星 か ら地 球 局 への ダ ウンv。 ク

6-3-10図

TDMA方 式

衛星

馨
A'BB ←AB◆CC-B

(a)地 球 局 か ら衛星 へ のア ップ リン ク

転
B

各地 球 局 は 、 自局 宛

タ イム ス ロ ッ トのみ

選 択受 信 す る

(b)衛 星 か ら地 球 局へ の ダ ウ ン リン ク
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式であったが、その後のディジタル技術の急速な進歩とそれに伴う経済化により、TDMA方 式が主

流となりつつある。

TDMA方 式は、周波数帯域や電力の利用効率がFDMA方 式に比べ優れているほか、伝送容量の

異なる回線を効率よく収容することができ、回線設定に柔軟性があるので国内衛星通信における中心

的な多元接続技術といえる。

CS-2を 使った国内衛星通信においては、公衆通信がTDMA方 式 を主に使用 し、公共通信は、

複数の独立機関がおのおの独自の通信 システムを構築することから、FDMA方 式が使用されている。

これらFDMA方 式やTDMA方 式では、周波数領域および時間領域において、回線間の混信(ま

たは衝突)が 発生しないように、衛星回線が設定 される。

一方、データ通信などにおいては、ランダムに衛星回線を設定 し、回線間の衝突をある程度許容す

るパケット衛星通信(PSN)な どのランダムアクセス方式がある。

この方式は、各地球局がデータを"パ ケット"と 呼ばれる一定長のブロックに分割し、これに宛先

などのヘッダー情報を付加 して、ランダムに送出する。各地球局からのパケットは、衛星上で共通に

中断され、全地球局に対 して一斉に送信 される。各地球局はこれらの信号の中か らパケット・ヘッ

ダーをもとに自局宛のパケットを抽出する。

この本方式を、衛星通信に適応すると、伝送遅延およびパケ ットの衝突による伝送効率の低下が大

きいので、あらか じめタイムスロットを指定 し、これに同期して送信するスロット付ALOHAや タ

イムスロットを予約する方式など、伝送効率の改善方法が各種提案されている。

(4)公 共業務用通信等

本計画は、学識経験者、利用関係者等からなる 「衛星利用パ イロット計画に関する調査研究会」に

おいて、本計画の基本方針、実施項目の選定、実施結果の評価等を審議することとしている。この基

本方針の大要は次のとおりである。

① 実験は、原則として、郵政省が利用するCS-2の 中継器を使用 して実施する。

② 実験実施項目は、必要性、実現性、将来性等の高いものなどの視点から年度ごとに定める。58年

度においては、◎ 新聞紙面等伝送実験(高 速 ファクシミリ同報を含む)、⑤ コンピュータ ・

ネットワーク実験、◎CATVへ の番組分配等映像伝送実験一 を行う計画である。

③ 実験は、郵政省電波研究所を中心として実験参加機関の協力を得て実施する。

5通 信衛星3号(CS-3)

CS-2の 後 継機 と してのCS-3に つ いては、昭和55年 度 か ら本格 的な検討が開始 され た。

郵 政省 は、搭載通信 機器 につ いて電電 公社 の協 力 を得て、昭和56年 度 にシングルビーム550kg級
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衛星の概念設計を、57年度に国産H-1ロ ケットによる打ち上げを基本とした予備設計をそれぞれ実

施 した。これを受けて昭和58年 度に、宇宙開発委員会は、CS-3の 昭和63年 打ち上げを正式に決定

した。

電電公社 は、56年 度 か ら搭載通信機器の試作を行 っている。

CS-3に お いては、20GHz帯 進 行波管の高出力化 や高信頼度部品の開発 によってCS-2に 比較

して、伝送容量が1.5倍 、寿命 が1.4倍 とな る計画 である。

6衛 星通信利用形態の展望

衛星通信は、自然災害に対する高信頼性とともにサービスエリアの広域性、コス ト・品質の均一性、

回線設定の迅速性 ・同報性など、地上方式にない数々の特徴を有 している。

公衆通信網としての衛星通信は、その特徴を生かしてネットワークの一部として利用される。すな

わち、高信頼性と柔軟性に着目した市外中継回線への適用、広域性や迅速性に着目して離島などへの

中継回線、高速 ・広帯域回線の利用者構内への直接提供および臨時回線の設定、さらには、船舶など

の移動体通信への適用も、もちろんのことである。

このように、地上網 に埋め込んだ形での利用は、一方では衛星通信の特徴が表面に出ないといった

考え方もある。しか し、地上網と衛星通信網との両方の長所 を生かすことにより、衛星だけで単独に

通信網を構築する場合に比べて、利用する側にとってはむしろメリットの大きいサービスを実現でき

るものと考えられる。

利用面での地上方式との本質的な相異は、コス トの遠近隔差がゼロであること、および片方向で

O.25秒 の伝送遅延が生 じることである。

データ通信の観点からは、伝送遅延対策が技術的に最も重要な課題であるが、これらは、端末もし

くは個々のサービス対応のソフ トウェアの問題 として解決する必要がある。現状としては、すでに国

際間、国内でも小笠原 ・本土間で、衛星回線に収容されている専用回線などを使って、データ通信や

ファクシミリ通信が行われており、わが国ではまだ衛星回線の利用について経験が少なく、技術的に

解決すべき問題も多く、.当面の衛星通信利用形態としては、地上網に埋め込む形式と特徴 を生か した

衛星独立網としての形式の両面から利用が進められることになると考えられる。

電電公社では、緊急時通信 ・離島通信等の目的に優先的にCS-2aを 使いつつ、CS-2bを 用い

て独立網としての新サービス(試 行)を 昭和59年度後半をめどに開始する予定である
。
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第4章 コンピュータ・グラフィックスの動向

1は じめ に

コンピュー タ ・グラフィ ックス(以 下CGと 略 す)と いう言葉 が ここ2～3年 さかん に聞か れる

ようになった。CGと は コンピュータで図形 や画像 を扱 うことである。文字や数値 だけの世界か ら絵

の世界への発展 を意味 し、単に図面 を扱 う設計分野だ けにとどまらず、ビジネス、科学技術計算、アー

トなどきわめて広 い分野への適用 が進んでいる。

コンピュータ関連技術の飛躍的発展 に伴い、長年夢 であった実用的CGの 世 界が今一気 に開かれよ

うと しているが、お そらく10年 後 にはCGが 特 殊な もので はな く、 ごく常識的 なもの になって いる

ことは疑 いないであろう。

以下 に、CGの 動 向 を、応用面、基礎技術面か らとらえてみたい。

2コ ン ピュ ー タ ・グ ラフ ィッ クスの応用の現状 と動 向

CGの 応 用分野 はきわ めて多岐 にわたってい る(6-4-1表)。 これ らを厳密 に分類 する ことは

難 しいが、利用 目的の観点か ら6-4-1図 に示 すように、大 き く3つ に分類す ることができる。 こ

れらの分野 を中心に現状 と動向を眺めてみ たい。

(1)CAD/CAM

① 設 計者 がグラフィック ・ディスプ レイ装置(以 下CDと 略 す)を 用い、設計や製図のために用意

され ている命令語(コ マ ン ド)を 駆使 しなが ら、データベース上 に設計 すべき"も の(モ デル)"を

つ くってい く。 そ して最終 的に図面 やNC工 作 機械 のためのデータを出力す るもので ある(6-4

-2図) 。

CAD/CAMの 利 用 は、 自動車、船舶 、航空機、機械や それ らの部品の設計 か らプ リン ト基板、集

積 回路(LSI)、 配 線な どの電気関係 の設計 、さ らにプ レス金型、配管、土木 ・建設 、地図、住宅、

アパ レル、店舗設計などにわたり、実 にさまざまな設計 に活用 され ている。

CAD/CAMの ね らいは、設 計業 務 を極 力 自動化 し、工期短縮 と省力化 しようとすることが主であ

るが、設計 に必要 な各種計算やチェ ックを精度高 く行 うことによる品質 の向上や、設計 と製造 間の デー
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6-4-1表

コン ピュ ー タ ・グラ

フ ィッ クスの 応 用 と

利 用 分 野

応 用 分 野 利 用 分 野

設計の自動化 CAD/D(ド ラプ デ ィン グ/デ ザ イ ン)'

生産の自動化 CAM(マ ニ フ ァ クチ ャ リン グ)

データ分析 統 計 グラ フ ィックス

データ説明(図 形化) ビ ジネ ス/技 術デ ー タ ・グラ フ ィ ックス

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン
ビ ジ ュ ア ル ・シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

フ ラ イ ト ・シ ミ ュ レー シ ョン

解 説 プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン ・ア ニ メ

動画製作'

、

コ ン ピ ュ ー タ ・ア ニ メ(マ ン ガ 、CF)

文書 ・画像編集 ワ ー ド/イ メー ジ ・プ ロセ ッ シン グ

イ メ ー ジ ・ゼ ネ レ ー シ ョ ン
デ ィ ジ タ ル ・ア ー ト

デ ザ イ ン ・シ ミ ュ レー シ ョン

地図情報管理
マ ツ ピン グ

カー トグ ラフ ィ

リモ ー ト ・セ ン シ ン グ 〃

6-4-1図

コン ピュ ー タ ・グラ フ ィ ック スの 利 用 目的

グラ フ ィックス

コ ン ピ ュ

ー タ ・

ア ニ メ ー

ン ヨン

`
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6-4-2図CADシ ス テ ム例

● 襲
グラフ ィック・デ ィスプ レイ

聴 ……,

ドラ フ ター

/
ビ

CADプ ログ ラム(一 例)

●図形 処 理(生 成)

点 直線 、円/円 弧 、

自由 曲線 、 複合 曲線 、

平 面 、回転 面 、 自由 曲面

●図形 操作

移 動 、 回転 、拡 大 ・縮 小 、

グルー プ 、 複写 、 鏡像

●製図機 能

角度 、線種 、投 影 、

寸法 線 、バ ル ー ン 、文 字

●図形解 析

曲率 、面積 、重 心 、

モー メン ト、体 積 、重 量

データベース

形 状

構 造

属 性

タの受け渡 しを迅速かつ正確 に行 うことによる効果 も期待 している。 しか し、現在 の技術 レベルでは

後者の期待効果を満足 させ ることには限界があ り、今後のソ リッ ド・モデ リングの処理の実用化が待

たれ るところである。一方、実用 レベルとしては、図面 を清書す る製図 システムとして利用 されてい

るのが大半である。

②CAD/CAMの 動 向 をみ るとき、6-4-3図 に示す ように、

● システムの機能的拡張 としてCAE化 、FMSへ の融合化

● システムの質的拡張 と して、ソ リッ ド・モデル を基に した設計化

● 道具 と しての コンピュー タ ・シス テムの大型機 や ミニコ ンをベースと したター ンキー ・システ

ムか ら高性能 マイクロ ・プロセ ッサーをベースと したエ ンジニ アリング ・ワークステーシ ョン化

が大きな動 きと してみ られ る。

◎CAD/CAMは 概 念 的 に、6-4-4図 のCAEの イ メージにみ るように、設 計 ・製造 に関連

する諸々の システムを統合化 あるいは一貫化する ことがも くろまれてお り、最終 的にはFA(工

場 の自動 化)を め ざす もの である。 しp・しFAに 至 るまでに は、まだ多 くの年月 を要 すると予

想 されているので、現時点 では、CADを 取 り巻 く多 くの工学的解析 を行 う計算 システム、例 え

ば有限要素法 を使 った構造解析 や、シ ミュ レーシ ョンなどを現在 のCADシ ステムに統合化 して
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6-4-3図

CAD/CAMの 動 向 r

現

、

CAD/CAM
、 一

ンス ア ム

＼ ノ

汐

■θエ ン ジ ニ ア リ ン グ ・

ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン

⇒

も

FA(フ ァ ク トリー一 ・オ ー トメー シ ョン)

■θCAE

(コ ン ピ ュ ー タ ・エ ー デ ィ ド ・

エ ン ジ ニ ア リ ン グ)

⇒FMS

(フ レキ シブ ル ・マ ニ フ デクチ ャ リ

ング'シ ステ ム)

ワ イ ヤ ー ・フ レ ー ム ・モ デ ル

サ 三 フ ・ 一 ス ・モ デ ル

■レソ リ ッ ド ・モ デ ル

6-4-4図CAEの イ メ ージ

、マ ン ・マ シ ン

CAD

●設 計

●製 図

●構 造 解 析

●ン こユレー シ ョン

エンジニア リング

デー タベ ー ス

●生 産 管 理

●工 程 管 理

CAM

●NC

● ロ ボ ッ・ト

ヘ
ー ー ー 一 一 」 、

一 一¶ 一 宇 一1〆

γ

無人化

工 場

い くことが現実的 といえる。

⑤ 一方、CAEの 効 果 を最 大限にするためには、物体 のモデル を3次 元の固体表現(ソ リッ ド・

モデ リング)す ることが必要 であ り、そのため、各種の手法 とそれをサ ポー トするための ソフ ト

ウェア ・パ ッケージが開発 されてお り、すでに一部商用化 され てい る。 しか し、 ソリッ ド・モデ

ルは、モデルと しての完 備性 は高 いが、表現で きる範囲 に限界があ り1ま た入力方法が複雑かつ

計算時間が膨大 にかか ることか ら、使いやすくなるにはまだ数年 を要 するだろう。さ らに大事 な
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ことは、従来の三面図 を主体 と した設計法 が、立体 イメージ(ソ リッ ド・モ デル)を 主体 とした

設計法 を うま く融合で きるか否か は大 きな課題 で あり、CAEの 効 果 を最大限 にするためには新

しい設計法の確立が必要 となるか もしれない。

◎CAD/CAMシ ス テムの開発 につ いそみれば、大手企業で個別 に専用 に開発 される システムの

割合 は小 さくな りつつ あり、現在で はほとんどが出来合いの ター ンキー ・システムで ある。ター

ンキー ・システムには、 ソフ トウェア ・ターンキー とハー ドウェアを含んで専用化 したシステム

とがある。 ここ数年 ミニ コンをベ ースに したシステムの普及が 目覚 ま しいが、機能拡張性 を求 め

た汎用大型 コンピュータ化と、低価格化 を求 めたマ イクロ ・プロセ ッサ ー化 の二極分化がみ られ

る。特 に32ビ ッ トマ イクロ ・プロセ ッサーの出現 により、これ を利用 した高性能 ワークステーシ

ョンでの ター ンキー ・システム化の動 きが急 であり、低価格化に伴 う普及が期待 されている。

④ 利用分野 については、電気関連、特 に回路設計やLSIの 設 計分野 での利用 がよ りさかんにな

る ことは確実で、製造業 における機械設計など、すでに利用 されている分野 に加 え、意匠設 計、

分子構造設計 など、新 しい分野 にお ける利用 も始 まってお り、CADへ の 期待 はますます広 がっ

ている。

◎ ここ1～2年 、"CAD/CAMブ ー ム"と で も呼べ る状況 であ り、多 くのユ ーザ ーが導入 し、

使用 を始 めている。一方、市場 の伸 びとして、年々30～40%が 予想 されてい るが、ユ ーザーでは

試行段階の ところも多 く、本格的使用 はこれか ら始まるであろう。

(2)ビ ジ ネス ・グラフィックス

① ビジネス ・グラフィックス(以 下BGと 略 す)と は、6-4-5図 の ように、 コンピュータで計

算 された り、蓄積 され たデータをグラフやチ ャー トと して、視覚化 し、わか りやす く表示す ること

(デ ータ ・プ レゼ ンテーシ ョン)を いう。 したがって、単にデー タをグラフ化することだ けでな く、

デー タを蓄積 ・検索 したり、統計分析 した りするシステムを含めて"BG"と 称 す ることがある。

BGは 普 及 し始めたばか りであるが、 コンピュータで扱 うデータ(情 報)の 有効活用化のために1

今後 、急速な普及 が見込まれている。

②BGの 潜 在需要 は膨大 であるといわれているが、既存 システムとの整合、 グラフ作成 ソフ トウェ

アの開発 、グラフィック ・ター ミナルの低価格化 、と解決すべ き課題 はたくさんある。 しか し、かつ

ての漢字(日 本語)化 と同 じように、全 く自然な流 れと して、BG化 が 進むであろう。 これに対応す

るため、製品のアプローチ に次の3つ の流れがある。

⑤ 汎用キ ャラクター ・ター ミナルが グラフィック機 能を備え る流れ

⑤ グ ラフ ィック ・ディスプレイ(高 画質)の 低価格 化の流れ

◎ パーソナル ・コ ンピュー タが多機能化 し、グラフィック機能や コミュニケー ション機能 をもち、

汎用 ター ミナルに代 る流れ



300第6部 コ ン ピュー タを め ぐる周 辺 の動 向

6-4-5図

ビジ ネ ス ・グラ フ ィ

ッ クスの シ ス テ ム構 成
●
⑥.

●ハ ー ド コ ピ ー

● プ ロ ッ ター

● ス ラ イ ド

■ デー タベ ー ス

● 統 計 分析

"
・i

.グ ラフ作成1

(グ ラ フ作 成 機能)
権 グ ラ フ
折線グラフ

円 グ ラ フ

帯 グ ラ7
Zグ ラ フ

ケイ線 グラフ

絵 グ ラ フ
地図グラフ
レーダー・チャート

ガント'チ ャー ト

散 … 図
ポー トフォリオ
'チ ャー ト

ト図
W図写

トリックス図

デー タベ ー ス

である。

結論 的に、いずれ もがパ ーソナル ・コンピュータと しての機能 をもち、多機能 ワークステーシ ョン

化する方向 である。

しか し、一方、 プ レゼ ンテー ション用資料 、例 えばスライ ドやOHP用 トランスペア レンシーな ど

を作成 するための プレゼ ンテーシ ョン ・グラフィックスが普及す るであろうが、そのためのデータを

作成するデシジ ョン ・サポー トを含 めたシステムが普及するといわれている。

③ コンピュータを利用 する人 たちが羅列 された文字の解読 に疲れ、理解 しやすい、楽 しい情報表 現

を求めるのは自然 な流れであ る。 しか し、BGの 普 及 にあたって、次の環境 に対す る課題 を解決する

必要がある。

⑤ 日本 は、アメ リカほどプレゼ ンテーションにお金をかけない伝統がある。

⑤ グラフをわか りやす く、美 しく表現するためには、"絵 こころ"な る芸術 セ ンスを必要 とす る。

◎BGと は異 な るが、最近話題 のINS構 想 の一 環 と してのキ ャプテ ン ・システムや ビデオ テッ

クス とい われる画像 情報サー ビス ・シス テムもCGの ひ とつ の分野 といえる。特 にこの ための

画像 情報 を作成 す るIPS(イ ンフ ォメーシ ョン ・プロバ イダー ・システム)は 単 なる絵描 き シ

ステムで なく、 ビジネス ・グラフを作成 する機能 も多 く備えたものになる。

(3)ア ニ メーシ ョンとイメージ ・ゼネ レーション

① 動 きの ある映像 や芸術的映像 をCGで つ くることをいい、 コンピュー タによる新 しい画 材 と し

て注 目されている分野である。
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基本的 には、静止画 をつ くり、それ に動きを与 えて動画 をつ くるのであるが、 自動的 に動 きをっ く

るものと、1枚1枚 の絵 を従来のセル ・アニメ(め くり絵)と 同様 につ くり、動きとするものがある。

このための システムと して、色づ けシステムは多 くみ られるが 、自動的 に動 きをつ くり出す システム

はまだ数少ない。その ひとつの代表的 システム例 を6--4-6図 に示 す。

利用分野 としては、コマー シャル ・フィルム用の映像作成 やアニ メ(マ ンガ)の 作成があ るが、最

も期待 されているの は、教育 や商品説明のためにもの ごとを動画でわか りやす く印象深 く解説 するた

めのアニメー ションの作成である。 しか し現在 は、まだ限 られ た分野 で しか使用 されていないが、今

後 の普及が期待 され る。

② まだ商用 の システムが数少 ないので、動向 を詳細 に把握す るのは難 しいが、次 のような方 向性が

あるといえる。

⑤ 立体(3次 元)モ デルに光 の反射、屈折、透過 を加 え、実物感 だけでな く、光源 を任意 の位置

に置 くことによって、きわめて特徴 的なイメージを表現す ることを、数学 モデルを駆使 してつ く

り出す方向。

これ は、CF(コ マ ー シ:k・ル ・フ ィル ム)や ア三 メ ・マ ンガなど娯楽の ための映像の制作 に一

役 を担 うことになるが、制作 コス トと多 くの制作時間が必要 であるうえ、作品 に一過性 の性格 が

強 いこ とか ら、 きわめて効果的な作品がつ くれる反面、利用範囲 は狭 いだろう。

6-4-6図 コ ン ピュ ー タ ・ア ニ メー シ ョンの シス テ ム構 成

'グ ラフ ィ
ック'デ ィスプ レ イ

s圏
① 基本画入力 ② アニメー ト情報

モニターTV

VTR

澄'

⑧ ④,

一
ー

－

CPU

⑥ 自動出力

デ ィスケ ッ ト/デ ィス ク

→

/

凹
蕪

鐸
⑦ 基本画記録
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⑤2次 元の画像 を主体 とし、これ に動 きを自動的につ くり、 ビデオ ・テープなどに収録 するシス

テムがあるが、これが低価格化す る方向にある。 このシステムは、教育用や解説用 アニメを手軽

にかつ安価 に制作す るときに有効 である。VTRや ビ デオ ディスクの普及に伴 い、ビデオ用の ソ

フ ト制作 ツールと して、強力 にな るであろう。

◎ ペ イン ト・システムといわれる下絵に一枚ずつ色づけをす るものがある。 この色づけされ た絵

をフ ィル ムに1コ マ1コ マ収録 してアニメーシ ョンをつ くることもできるが、基本は静止画 をつ

くるシステムであることか ら、アニ メづ くりにはあま り省力効果がな く、静止画作成 向きに特化

するか、画像のデ ィジタル処理(変 形など)を リアルタイムに行 うシステム化へ指向するであろ

う。

④ ホ ビー用 として、パ ソコンとテ レビを組 み合 わせたアニメー ション ・システムが登場 してお り、

パソコンの世界 においてパ ソコン ・グラフ ィックスがホ ビーの用途 にまで浸透す るだろう。

◎ 以上 と多少性格 を異 にす るが、ゲームやフライ ト・シミュ レー ションのように、 リアル ・タイ

ムなアニメーション ・システムの要求が多 くなってお り、高速表示可能なグラフ ィック ・デ ィス

プレイの低価格 化に伴 い、急速 に発展する ことが予想 される。

③ この分野 でコンピュータの利用 が進 むためには、次の課題 が解決されな ければな らない。

⑧ 出力媒体がVTRで あ り、この装置 が現在 で は高価(5,000万 円 以上)で あ り、利用 しにくい

ため、低価格化が必要 である。現在 、VTRは1イ ンチのもの しか自動 出力 できないが、3/4イ ン

チあるいは1/2イ ンチのVTRで も 自動的に収録で きるようになる日が近 い。

⑤ テ レビへの直接出力やVTRへ の出力 を目的 とす るとき,TV規 格(NTSC)に 合 わせる必要

が あ り、 このため解像 度が512本 に限 られ、画 質が悪 い。 したが って、高画質化の手法を用 いる

必要があ り、この技術 の開発 と適 用が進むだろ う6

3コ ン ピ ュ ー タ ・グ ラ フ ィ ッ ク ス の技 術 動 向

(1)コ ン ピュータ ・グラフィックスの技術 分野

コンピュー タ ・グラフィックス(CG)の 基礎技術動 向をみるとき、その技術分野 を次の ように分

類す ることが できる。

以下、特 にめだった変化 を示 してい る分野に焦点 をあててその動 向を眺めてみたい(6-4-7図)。

■ ハ ー ドウェアお よびシス テム

● グラフ ィック ・デ ィスプ レイ装置

● 図形/画 像入 出力装置

● ホス ト・コンピュー タ ・システム
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6-4-7図 コ ン ピュー タ ・グラ フ ィック スの コン ピ ュー タ ・シ ス テ ム構成

ホ ス ト ・コ ン ピ ュー タ

グラフ ィ ック ・デ ィス プ レ イ装 置
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図形/画 像入力装置 図形/画 像出力装置

●画像記憶装置

■ ソフ トウェア

● グラフ ィック ・サ ポー ト・ソフ トウェア

● 図形処理 ソフ トウェア

また、以下 に述べ る図形 と画像 の違 いについて、次の ように区別 している(6-4-8図)。

@図 形 とは、幾何学 的 に表現お よび演算で きるもので、点(ポ イン ト)、線、面、立体 で表現 さ

れるもの をい う。

⑤ 画像 とは、濃淡 や色 をもった点(ド ッ ト)の 集ま りで表現 されるもの をい う。

(2)グ ラ フィ ック ・デ ィスプレイ装置

① ラス ター型が主流化

グラフ ィック ・デ ィスプ レイ(GD)の 表 示方式 に、ランダム(ス キ ャン)型 、ス トレージ(チ ュー

ブ)型 、ラス ター(ス キ ャン)型 、プラズマ型 とある。2～3年 ほど前 まで はランダム型、ス トレー

ジ型が主流で あったが、現在で は、 ラスター型 が飛躍的 に普及 している し、今後 は特殊 な分野 を除い

てほとんどラスター型 で占められる ようになるであろう。

ラスター型 が台頭 してきた主 な理由は、色数が豊富 なこと、画像処理に適 していること、低価格化
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6-4-8図

図 形 と画 像 (図形)
0 x1 y1

1 x2 y2

1 x3 y3

1 x1 y1

＼ / ＼
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(画像)

些～色鵬

瞬 一
ー
一
● ●
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(メ モ リー)

が容易なこと、信頼性 が高 いことなどである。大 きな欠陥であ った線質の悪 さや、動きのなさはア ン

ティ ・エ ー リアジングの手法や、ハ ー ドウェアによる座標変換やク リッピングの高速化 によって解決

されている。

一方
、ランダム型 は低価格化と多色化が難 しく、退潮が急である。 ス トレージ型は、大型 ・高線質

と過去の ソフ トウェア財産の蓄積 でランダム型 ほど急激 な退潮はあ り得ないものの、カラーと動的表

示 が難 しい ことか ら、徐々に使 われ る割合が小 さくなってい くだろう。また、 プラズマ型はカラー化

は望 めない ものの、フラ ッ ト大画面かつ"う す型"で あるため、いくつかの利用分野 によっては、魅

力的な ものとなろう。

② ラスター型 グラフィック ・ディスプ レイ ・アーキ テクチャ同一化

ラス ター型GDは 、機能 ・性能面か ら多種多様 であ り、その用途 もきわめて広 い。 しか しラス ター

型GDの 動 向をみ るうえで、6-4-9図 の ように大 きく4つ に分類 してみた。

⑥ 図形処理用 と して、CAD/CAMや 科 学技術計算 で使 われ る場合が多い。 このため、線質 がよ

いこと、対話(イ ンタラクティブ)性 に優 れていることが必須条件で ある。従来、この分野 でラ

ンダム型やス トレージ型が線質 がよいために多 く使 われていたが、ラスター型 の技術 向上 により、

差が少な くなっている。総合的 にみて、ラスター型が主流 になるだろ う。

図形処理用 ラスターGDの 進 歩 は急速 で、2年 前か ら本格的 に普及 を始 めて、その低価格化 ・

高性 能化 は驚 くほどで、6-4-2表 の ように、ここ1--2年 の うちには4つ の分化が進 むだろ
コ

う。共通 していえることは、超高解像機 を除いては、1,024本 ラスター ・60Hzノ ン インターレー

ス、多色表示 は標準的 にな り、かつ人間工学的配慮 がなされ たデザ イ ンになる。
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6-4-9図 ラス ター型 グラ フ ィ ック ・デ ィス プ レイの 種 類 と動 向

(用 途)(現 行) (将 来)

ラ ン ダ ム 型

ス トレー ジ型

ラ ス タ ー 型

ラス ター 型2D・ 高 解像

図 形'処 理

ラ ス ター 型3D・ 高解 像

画 像 処 理 ラ ス タ ー 型
一

ラス ター 型 多色

ビジネ ス ・グラ フ(OA

ワー クス テ ー シ ョン)

ラ ス ター 型
●汎用 ター ミナル

●グラフ ィック ・デ ィス

プレイ

●パ ー ソナ ル ・コン ビュ

タ

ビッ トマ ップ ・デ ィスプ レイ

多機能PC

同一 アー キ

テ クチ ャ化

リアルタイム ・アニ メー シ ョン ラ ン ダ ム 型 ラ スター 型3D・ 高 速描 画

6-4-2表 図 形処 理 ラ ス ター ・グ ラ フ ィッ ク ・デ ィス プ レ イの動 向

分 類 主 な 仕 様 特 徴 主な利用分野

●3D、 カ ラ ー1,024色 以 上 ●ソリッド表現 ソリッドや高操作性を

●1,024本 ラ ス タ ー 、ノ ン イ ン タ ー レー ス ●高操作性 求 め るCADシ ス テ ム

高 級 機 ●大 容 量セ グ メン ト ・バ ッフ ァ

●高 イ ン タ ラ クテ ィブ

● ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン

●3D/2D、 モ ノ ク ロ ●高 線 質 線質重視のCAD/C

超高解像機
●1,5000r2,000本 ラ ス ター 、

● 高 速 描 画

●大型画面 AMシ ス テム

●26"CRT

●2D、 カラ ー256色 以上 ●低 価 格 一般CAD/CAM

中 級 機
●1 ,024本 ラ ス ター 、 ノ ン イ ン タ ー レ ー ス

● セ グ メ ン ト ・バ ッ フ ァ

●普 及 機 科学技術計算

●イン タ ラ クテ ィブ

●2D、 ヵラ ニ8色 以 上 ●超低価格 低コス トCAD/CAM

簡 易 機
●780本 ラ ス ター 以上 、 ノン イン ター レー ス ●単 能 科学技術計算

ビジネス ・グラフ

制 御モ ニ ター

⑤ 面像処理用 として、 リモー ト・セ ンシング医療用モニ ター、 イメージ ・シンセシス、 アニメー

ションな ど用途 は広 い。 このため、色数が多いこと、高速 なコ ミュニケーション ・インタフェー

スをもっている ことが必須条件 である。また画像 をピクセルや ラス ター単位でオペ レーシ ョンが

自由にで きる ことが望 まれ る。
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この分野の ター ミナルは、従来図形処理用と区別 されてきたが、今後同一化 するであろ う。

◎ ・ビジネス ・グラフやOAワ ー クステーシ ョン用 と して、 コン ピュータの端末 と して広 く使用

され る。 これは、従来のキ ャラクター ・デ ィスプレイの機能に加 えて、 グラフを描 く機能 を必要

とされ る。またさらに、今 日OAワ ー クステー ションとしてイメージ処理が不可欠となって きた。

この ため2つ の方向性が考 え られ る。1つ は、多機能パ ソコ ンをGDと して使用す る方向、もう

1つ は、操作性 を重視 して、マルチウィン ドー操作、シンボル操作 、マ ウスによる操作、文章(文

字)と イメージや図形 の混在操作など、主体 とした ビッ トマ ップ ・ディスプ レイの方 向が ある。

多機能パ ソコンの低価格化 は進むが、 ビッ トマ ップ ・デ ィスプレイはカラー化が進 むだろう。

⑥ その他 の動 きと して、3次 元 のサ ーフェース ・モデルを リアル タイムに動 かすことのできる

GDの 出現 である。 その用途 は現在 のところフライ ト・シ ミュ レー ションや アニ'メ映像制作用な

どが考え られ るが、将来的 には利 用分野 の広が りが期待 される。

③ グラフ ィック ・デ ィスプレイの周辺装置の多様化

⑤ 入 力装置 と して、キーボー ドや ライ トペ ンは少なくな り、ファンクシ ョン ・キニを主体と した

コン トロール ・キーボー ドやマ ウス あるいは タブ レッ トによるメニュー操作 が多 くなる。 また

タッチ ・パ ネル を利用 したソフ ト・キー操作 も多 くなろ う。 またジ ョイステ ックやダイアルは3

次元操作上たいへん有効 な装置であ り、欠かせない。音声入力 も有効 な手段で あるが、コマ ン ド(言

葉)を 十分識別できるよう設計することが難 しく、実用上問題 がある。

また、4次 元 タブ レッ トと称 して、X、Yの 座標値に加 え、ス タイラスペ ンの筆圧 および傾 き

の値 を入力す る装置 があり、用途 によって は有効な ものであろ う。

⑤ 出力装置 と しては、ハ ー ドコピー装置が あるが、一般の ドッ ト式 プ リンターを使用することが

ほとんどで、 この動 向に依存する。白黒のハー ドコピーは大型化 が、カラーでは高解像 化および

低価格化 が課題であるが 、急速に解決 され るだろう。む しろ今後 の課題 は品質を上 げることに主

眼が置 かれるだろ う。カラー ・ハー ドコ ピー装置の方式には、 インク ・ジェッ ト、熱転写、イン

パ ク ト・ドッ ト方式 の3つ がある。それ ぞれに一長一短が あるが、いずれの方式 も信頼性向上 と

低価格化が課題 である。

他 の出力装置 と して、ス ライ ド・メーカー、プロジェクターがあ り、す でに1,024本 ラ スター

用の ものがあるが、今後 さ らに高速化す るモニター出力に対応 してい くことが課題 である。CG

が プ レゼ ンテー ション用 に多 く使 われ てくるであろうし、その際こう した出力装置が重要 になっ

て くる。

④ 人間工学的配慮 が不可欠

長 時間GDに 向 か って作業 することが前提 とな るため、操作上 、環境上 きわめて人 間工学 的配慮

がな されていなければな らない。そのため、眠性疲労 を防 ぐため、高解像60Hzノ ンイ ンター レース ・
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モニ ターを使用 した り、CRTの 傾 き ・高 さ ・角 度 を自由 に変え られた り、入力機器 も疲 れにくく操

作 しやす くした り、種 々の改良が なされたもの となる。

(3)図 形/画 像入 出力装置

図形用 と画像用 とでは原理的 に装置 が異 なるが、出力装置においては、 ドッ ト・プリンターの高解

像度化 によって、GDと 同様 、共用化の方向が顕著 にな ってきている。装置 は6-4-3表 の ように

分類で きるが、以下に主な動向 をみてみる。

① 図形 入力装置

⑧ 図形入 力装置 と して最 も代表的なのは、 ディジタイザ ーあるいはタブレッ トであり、 これ らに

大 きな変化はない。一方、手描 き(フ リースケ ッチ による)図 面 を読 み取 り、正確な図面 に自動

的 に清書 する システムが開発 されてお り、本格的 に実用 され るようになるであろう。 しか し適用

・図面が回路図など単純 な図形 に限 られている
。

最 も要求の強い入力装置 として、図面の自動入力がある。 これ は6-4-10図 の ように、図面

をスキャナーで画像 と して読 み取 り、 これを自動的 に図形 に変換する ものであるが、現在そのロ

6-4-3表

図形/画 像入出力装

置の種類

種 類 図 形 処 理 画 像 処 理

入力装置

●デ ィジ タイザ ー/タ ブ レ ッ ト

●手 描 き入 力装 置

●図面 自動 入 力装 置

● カ メ ラ

● ス キ ャ ナ ー

● フ ァ ク シ ミl!

出力装置
● プ ロ ッ ター/ド ラ フ ター

●マ イ ク ロ ・フ ィ ッ シ ュ

● ドッ ト ・プ リン ター/フ ァ クシ ミリ

●フ ィルム/ビ デ オ ・テ丁 プ

6-4-10図 図面 自動 入力 装置

層

ス キ ャ ナ ー 自動変換

図面

プ

/ .射 ・:・ / 譲 `

修正

補正

(≡)i蕪i

..・:・:..

÷:・
画 像

,

r
¶

図 形

/

騨`
/∨
＼ ノ
図形D/B
＼ ノ

?
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ジックはあるものの、計算時間が多 く、必要かつ完全な図形認識が不可能なため修正 や再入力が

必要 であ り、実用的とはいえない。 しか し、画像 ・図形 変換 をハー ドウェア化 し、修 正 ・再入力

を会話 的に行 い、1枚 の図面 を完全 に入力す るの に2～4時 間で可能 なシス テムがア メリカで開

発 されて おり、今後の急速な進歩が期待 される。

② 図形出力装置

プロ ッター/ド ラフターが代表的であるが、この分野 ははっきり二極化 している。

⑥ ペ ンプロ ッ ト方式の ものは、低価格化 で、10万 円台か ら高級な ものでも1,000万 円以下 にな っ

てきてお り、低価格化 はさらに進 むだろう。

⑤ 静電方式の プロッターがペ ンプロッターに劣 らない線質とな り、かつ高速出力可能 なことか ら、

普及 が著 しく、大きなシェアを占めることになろう。

◎ ほかに、大型製図機 と して、フラ ッ ト・ベ ッ ド式の ものがあるが、特定の使用 に限 られてお り、

近 い将来大 きな変化 はないだろう。

③ 画像入出力装置

コ ンピュー タにおける画像 情報 の取 り扱 いが急速 に多 くなってきている。 この ため画像入 出力装置

の開発が さかんであ り、 カメラやスキ ャナーによる入力、 ドッ ト・プ リンター、 フィルムや ビデオ ・

テープへの出力、フ ァクシ ミリの入出力装置 を代表的な ものとしてあげることができる。現在の一般

的 な傾 向 と して、高解像度化 、カラー化 が指摘 で きるが、今後 の大 きな流 れと して、スキ ャナーや

ファクシ ミリの利用が多 くなるだろう。

(4)ホ ス ト・コンピュータ ・システム

従来CAD/CAMや コ ンピュー タ ・アニ メー シ ョンな ど にお いて は、汎用 コ ンピュー タや スー

パー ・ミニ コ ンを使用 して いるケースが ほとんどであ り、特 に ター ンキー ・シス テム においては、

スーパー ・ミニ コ ンをホス ト・コンピュー タに しているものが大多数 であった。 ところが、マ イク

ロ ・プロセ ッサーをベ ースと した"ワ ークステーシ ョン(WS)"と い われ る高性 能32ビ ッ ト・アー

キテ クチャ ・パ ソコンの出現で、専用 目的のホス ト・コンピュータはこの ワークステー シ ョンに ドラ

ステ ィックに変わる ことが予 想 される。

特 にここでいうWSは 汎 用 目的の高性能パ ソコ ンを指すのではなく、エ ンジニ ア リング/サ イエ ン

テ ィフ ィック ・ワークステー ション向 きの ものを指す。 この種のパソコンと して国産の ものも出始め

ている。

(5)画 像 記憶装置

画像 を記憶 する方法 として、デ ィジタル方式 とアナ ログ方式 があるが、コンピュータで処理 しやす

い形 と して、デ ィジタル方式 が一般的である。 しか し、モノクロでも大量 の情報量 とな り、 カラーで

は膨大 な量 となる。一般的カ ラー画像 でも1メ ガバイ ト必要である。 このため、磁気 デ ィス クや磁気
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1

テー プへの記憶 は経済性や効率性 から得策ではな く、光デ ィスクの利用が普及 し始 めている。

現在光 デ ィスクは、高解像化がなされ 、実用可能 となってお り、画像だけでなく、数値情報 もデ ィ

ジタルで記憶で きるほどの信頼性をもったものが出現 して きた。すで に国内のメーカニ数社が発表 し

てお り、普及 に一段 のはずみがつ くだろう。今後 、カラー化、 ランダム ・書 き込み可能化が課題であ

る。一方、光 デ ィス クの応用技術開発 も進んでお り、文書 ファイルと してやイメージ処理用記録 ファ

イルとしてなど利用範 囲が広 がっている。

また、市販 の ビデオデ ィス クを利用 したコ ンピュータ ・システムと して、パ ソ コンやTVと 組 み

合わせた商品紹介や教育 システムが数多 く出現 してきている。

(6)グ ラ フィックス ・ソ フ トウェアの標 準化

これまで述 べてきたように、CGの 応 用分 野は多岐 にわた り、CGの た めの装置 は非常 に多様 であ

る。従来 、メー カーが提供す る個別 なグラフィックス ・ソフ トウェアを使用 して きたため、応用 ソフ

トウェアの移植性 と装置 に対 する独立性 がきわめて乏 しく、利用者 にとって大 きな問題で あった。こ

のため、 この10年 間 、欧米 を中心 に大勢 の人 々によってCGの イ ンタフェー スの標準化の努力 がな

され てきた.1979年 、AC立 のGSPξ か ら提案 されたCORESYSTEMと 、1982年 、ISOで 国 際規

格草案 になったGK§ を源流 と して、具体化 の動 きが急である。特 にアメリカにおける標準化動向の

影響力が大きい。 したがって、以下に、アメリカにおける標準化 の動向 を述べ る。

① 標準化の対象 は、6-4-11図 の ように、 アプ リケーシ ョン ・プログラム、グラフィックス装置
　

お よび図形データ ・ファイルとのインタフェースであ り、ANSIの 次 の機 関で検討が進 め られてい

る。

④ANSIX3H3

×3H31:GKS,PHIGS

X3H33:VDI,VDM

⑤ ・ANSIY14,26:IGES

◎ANSIX3L2,1:NAPLPS

*ACM:AssociationforComputingMachineryGSPC:GraphicStandardPlanningComittee

GKS:GraphicalKernelSystemANSI:AmericanNationalStandardsInstitule

②COREシ ス テムか らGKSへ

COREシ ス テムが提案 されての ち、ア メリカや 日本ですでに30種 以 上 のソフ トウェアが開発 さ

れ てきた。 しか し、ISOの 勧 告 を受 けて、ANSIがGKSを 標 準案 として採択 した ことか ら、GKS

をベ ース とした システムが標準 として最 も有力 になって きた。 なおGKSは2次 元 グラフィックス

のインタフェースであ り、3次 元への拡張 をすべきか否かが大 きな課題 となっている。
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6-4-11図 グラ フ ィッ ク ・ソ フ トウ ェ アの標 準 化動 向
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一方、既存 のCOREユ ーザ ーを生 かすうえで も、COREも ひ とつの標準 と して認める努力がな

されている。

③COREか らGKSへ 移 行す ることによって機能が落 ちないよう、またより高 いレベルの機能 を標

靴 するため、PHIG§ の検討 も進 んでいる.・ れはグラフ,。 ク・のモデ リ。グを含み、3次 元

処理 、高度の対話性 をもたせるものである。標準 と して公開 されるのは、1985年 に なるであろう。

④ グラフ ィックス装置 に独立性 を保つ うえに不可欠になるのが、装置とのインタフェースの標準化

ホ ホ
で、 この ためVDI/VDMが 考 え られている。VDIは 最 も基本的な図形 ・画像処理 コマ ン ドを定義

したものである。

雛 案 と して、NAPLP9が 糠 されて・・る.VDMは 、VDIで の データの流れを。 。イルに記

憶 したものと思えば よい。

⑤CAP/CAMシ ス テムでつ くられた製 品定義 デー タは、異 なったシステム間では互換性がなかっ

たが、この互換性 をもたせ るためのデータ ・フォーマ ッ トがIGE§ で ある。CAD/CAMシ ス テム

間のデータ交換の標準はIGESを もとに拡張されるであろう。

⑥ 従来のCGの 世界とは別の流れで、ビデオテックスの分野が急速に発展 している。ビデオテッ

クスも画像を中核 として扱うことか らCGの 分野ともいえるが、日本では郵政省 ・電電公社が進
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め て い る キ ャ プ テ ン ・シ ス テ ム の よ う に 、 そ も そ も 通 信 系 の 応 用 か ら発 生 し て き た も の で あ る 。 こ

の ビ デ オ テ ッ ク ス の 画 像 情 報 の プ ロ トコ ル と して 、 現 在 世 界 に 欧 州 のCEPT方 式(英;プ レ ス テ

ル 、 仏;テ レ テ ル 、 西 独;ビ ル トシ ル ム テ キ ス トな ど)、 北 米 のNAPLPS方 式(カ ナ ダ の テ リ ド

ン)、 日本 の キ ャ プ テ ン方 式 の3つ が あ る 。 こ れ ら3方 式 を 一 本 化 す る た め の 問 題 も あ る が 、 ア メ

リ カ に お い て 、NAPLPSがANSIで 検 討 中 で あ り 、 先 のVDIと し て も位 置 づ け ら れ よ う と し て

い る こ と か ら 、NAPLPSイ ン タ フ ェ ー ス を 多 く の 企 業 で 採 用 す る 動 き が 顕 著 に な っ て く る だ ろ う 。

*PHIGS:Programmer'sHierarchicalInteractiveGraphicsStandardVDI:VirtualDeviceInterface

VDM:VirtualDeviceMetafileNAPLPS:NorthAmericanPresentationLevelProtocolSyntax

IGES:InitialGraphicsExchangeSpecification



1i



第7部 資 料



314第7部 資 料

1金 融機関における
技術革新の進展の現状と今後のあり方

金融制度調査会専門委員会報告(要 約)

第1現 状

金融機関をめぐる機械化は、技術革新の進展に伴い、個別金融機関内の機械化という第一段階から、

金融機関相互間を結ぶオンライン化という第二段階を経て、今や金融機関と企業、家庭等を結ぶ第三

段階に進む状況にある。

1.個 別金融機関内の機械化

我が国金融機関の機械化の経緯をみると、まず行内事務の合理化、省力化を主な目的として、昭和

30年代半ばにコンピューターの導入が行われ、その後40年代に入ると、預金 ・為替業務を中心に、本

支店間のコンピューター、端末機を直結するオンライン化へと進み、同一金融機関であればどの支店

でも預金の出 し入れが可能なサービス等ができることとなった。

さらに50年代には全科目総合オンラインシステムが導入され、各科目間の連動処理が実現 し、為替

振込金の預金口座への自動入金や貸出金の預金口座からの自動引落とし等が可能となった。

現在、金融機関の本支店を結ぶオンラインは、既に全国銀行、相互銀行、信用金庫のすべてに導入

されており、また、現金自動支払機(CD)、 現金自動預入支払機(ATM)等 顧客が操作する機械 も

相当普及 してきている。

この結果、公共料金の自動支払、給与振込、現金自動支払機等を利用した営業時間の延長、企業に

対する集金代行サービス等の形で顧客サービスの向上が図られている。

2.金 融機関相互間の機械化

金融機関相互間の機械化としては、各金融機関のコンピューターをオンラインで結ぶネッ トワーク

が、内国為替取引を行う全銀データ通信 システムやCDの オンライン提携等の形で進展 している。

現在、CDの オンライン提携は59年1月 には各業態ごとに提携iが一本化する予定になっており、全

銀データ通信 システムも59年8月 から全民間金融機関の加入が実現する運びとなっている。

3.金 融機関と企業、家庭等との間の機械化

金融機関と企業、家庭等との間の機械化はまだ初期段階にあり、コンピューターにより人手を介さ
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ず企業、家庭等に入出金状況等を連絡する自動連絡 システムやデジタルデータ交換網によるデータ送

付が行われているにすぎない。'

しかし、最近では金融機関の渉外員が携帯 し、企業や家庭において預金の出し入れ等をオンライン

処理することのできるポータブル端末機が導入され始めている。'

第2今 後の見通 し

金融機関と企業、家庭等とを結ぶオンラインネッ トワーク化は、新 しい通信手段の登場、投資コス

トの低減等を背景に今後かなりの展開をみる可能性がある。

ただ、企業、家庭等のニーズによっては、その普及の速度はかなり異なることが考えられる。

1.機 械化の進展要因,

(1)新 しい通信手段の登場

大量のデータを高速かつ正確に伝送することが可能なデジタル通信や光ファイバー通信、テレ

ビ受像機や電話等の端末機を利用 して情報をテレビ受像機に映し出 したり、利用者側からの指示

を送ることのできるビデオテックス(郵 政省と電電公社がキャプテンの名称で実験サービス中)、

企業、家庭等あらゆる先を複合的な情報通信手段で結ぶINS(電 電公社が構想中)等 様々な新

しい通信手段が登場 しつつある。

(2)投 資コス トの低減

技術革新の進展は、コンピューター購入等に要する投資コス ト等を急速に低下させつつある。

(3)回 線利用規制の緩和

公衆電気通信法の改正(57年10月 施行)に より、原則として回線利用が自由化され、金融機関

と企業、家庭等との間をオンライン化し、多様な金融業務を提供するネットワークを構築するこ

とが可能となった。

また、主として中小企業のために通信業務を行 う付加価値通信業者(VAN)の 制度も認めら

れた。

(4)機 械利用の一般化

パーソナルコンピューター等が企業、家庭等に普及するにつれて、顧客の機械に対する慣れ、

親 しみが増し、金融取引についても機械で処理することがごく自然なものとなってくる。

(5)周 辺業界における機械化の進展'

消費者金融専業者、信販会社、証券会社さらには郵便貯金といった周辺の分野においても機械

化が進展しており、将来は信販会社等が家庭の端末機を利用したホームショッピングサービスに

乗り出してくることも想定される。

(6)海 外における機械化の進展
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米国においては、機械 を利用 した対企業向けサービスがかな り普及 して おり、端末機操作 にょ

る資金移動サ ービスが受 け られ るほか、残高や入出金照会 は海外 にある口座についてもサー ビス

を受け うる状況にな りつつ ある。

今後 、こうした機械 を利用 した金融取引サービスの提供が我が国よ り速 くかつ広範 に進展 して

い く可能性が ある。

2,オ ン ライン化に対 するニーズ

(1)企 業

企業 にとって、金融機関 との間のオンライン化 には、事務の合理化、取引の迅速化、資金運用

の効率化等の メリッ トがあ ると考 え られ る。

しか し、実際のニーズは、当該企業の業種 ・規模 ・機械化進展状況等に より大 きな差があり、

一般 的には
、いまださほど切迫 したものとは感 じられない。

ただ、機械化に強 い関心 を持 つ企業 もあ り、コス ト負担の程度 にもよるが、金融機関側か ら適

切なサービス提供 が行 われれば、ニ ーズの高 まりが加速 される可能性がある。

(2)家 庭

金融取引 に関するサ ービス提供 のみで は、オンライン化に対す るニーズはさほど強 くないと考

え られる。

ただ、医療、買物 、教育等 に関する情報提供 ・コンサル ティング機能 さらにはホームシ ョッピ

ングやホームリザベーシ ョン等 とともに総合サ ービス化が図 られる場合には、相応のニーズが出

て くる可能性 がある。

(3)金 融 機関

金融機 関にとって、企業、家庭等 とのオ ンライン化には、事務 の合理化、新 たなサー ビスの提

供による収益機会 の開拓等のメ リッ トがあ り、また、機械化 を進 めつつある周辺業界や海外金融

機関との競争上か らも、前向きに取 り組むニーズが強 まって くるもの と思われる。

しか し、オ ンライン化 を進めるためには設備投資 ・ソフ トウェア開発や安全対策のために膨 大

な コス トを要する こと等 に留意 する必要がある。

3.当 面 の展 開の可能性

(1)フ ァームバ ンキ ング

金融機 関のコンピューターと企業の事務所や工場等の コンピューターあるいは端末機 とが結 ば

れると、企業 内において端末機操作 によ り、①送金 、代金取立依頼 のほか、一定 限度額の範囲内

での借入、②特定口座 への余資集中等 による効率的資金運用 、③ 口座残高や入出金状況等の迅速

な把握、各種証券情報 や外為情報等の入手、④財務相談等が行えることとな る。

その際、企業 によってニーズや コス ト負担能力にかな りの差があるの で、当面 は一部の企業 を
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対 象 に ファ.一ムバ ンキ ングが進展す る可能性が強い。

(2)ホ ー ムバ ンキング

金融機 関のコンピューターと家庭の端末機 とが結ばれると、在宅 のままで端末機操作 により、

①預金残高確認 、口座 間振替 による支払 、公共債等の購入 、ロー ンの申 し込み、②金利比較等 の

情報入手 や財務相談、③他業界 との提携 によるホ ーム ショッピングやホームリザベ ーシ ョン等 が

行 えるようになる。

しか し、ホームバ ンキ ングにつ いては、家庭側のニーズ、ハー ド・ソフ ト両面 における開発状

況 を考えると、当面急速な展開 はな く、徐 々に進んでいくもの と見込 まれ る。

(3)ポ イ ン トオブセールス(POS)

現 在 、小売店の各売場等の端末機 とコンピューターセ ンターとをオ ンラインで結 び、販売量 、

在庫量の管理 が行 われ てい るが、将来は、このシステムと金融機 関のコンピューターとをオ ンラ

インで結び、顧客の信用状況 の即時チ ェック、売買代金 の即時振 替を行 うこと も技術的 に可能 と

なる。

(4)日 本 銀行を中心 とす るデー タ通信決済 システム

日本銀行では、日本銀行 と金融機関等 とをオンラインで結 び決済を行 うシステムを構築するた

めの検討 を開始 したところである。

第3金 融全体に対する影響

今後の機械化は、進展の速度、広がり等において、不透明な部分が少なくないため、その及ぼす影

響を予測することは困難であるが、金融機関と企業、家庭等との間のオンライン化は、これまでの個

別金融機関内や金融機関相互間の機械化とは質的に異なる影響をもたらすものと思われる。

1.金 融機関業務に及ぼす影響

(1)業 務内容の変化

預金、貸出、為替といった金融機関業務については、機械処理が一層進展し、現物の受渡しや

融資の最終判断等を除くほとんどの取引が機械で操作されるようになる。 しかも、ファームバ ン

キング、ホームバ ンキングが普及すると、在企業、在宅での取引のウエイ トも高まってくるもの

と思われる。

また、従来副次的な意味合いしかもたなかった情報提供業務やコンサルティング業務の重要性

が急速に高まることも予想される。

(2)新 商品の開発

機械化の進展は、企業、家庭等の金利選好の高まりとあいまって、①投資性 と決済性とを兼ね

備えた商品、②市場性資産を小口化 し、日々決算を行う商品等の新商品の開発インセンティブを
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高め、また開発余地を広めていくと予想される。

(3)・店舗の変容

金融機関の機械化の進展に伴って、新しい型の店舗が出現してくることが予想されるほか、金

融機関業務のうち、在企業、在宅で行われる部分が多くなるので、店頭取引の比重が低下し、従

来の店舗の性格が変化する可能性がある。また、支店数の資金吸収力に与える影響が弱まること

も考えられる。

(4)営 業日、営業時間の変化

大手消費者金融専業者では、既に、CDに よる24時間営業が行われており、金融機関としても、

競争上同様の機械稼働による営業日の増加、営業時間の延長を図る必要が生ずると考えられ、従

来とは異なった対応を迫 られることが予想される。

2.金 融取引に及ぼす影響

(1)金 融機関相互間の取引

金融機関相互間のオンライン化は業態間の業務提携を行いやすくし、業態間の業務内容、取扱

商品等を同質化させる環境を醸成することも考えられる。他方、各金融機関が独自に専門性を十

分に発揮 してこそ提携のメリットが大きくなるため、むしろ、業務提携によって専門性が維持さ

れるのではないかとの見方もある。

さらに業務提携の進展は、金融機関相互間の系列化や再編成を促す可能性がある。

また、オンライン化が普及すれば、金融機関相互間の連結が進み、資金過不足の調整が相対で

直接行われる要素も強まってくるのではないかとの意見もある。

(2)企 業、家庭等との取引

在企業、在宅で様々な金融サービスが受けられ、また、取引内容が極めて多面的なものとなる

ので、企業、家庭等の金融機関選定の基準は、商品の優劣はもとより、情報 ・サービス提供の内

容等まで含めた総合的なものとなり、企業や家庭の選択眼は厳 しさを増すものと予想される。

また、店頭取引のウエイ トが低下するにつれ、顧客の店舗選択の基準が変化し、これまでの地

理的利便さ等は次第に重要性を失うとの見方もある。

さらに、企業、家庭等の資産管理技術が向上 し、資金の移動性が飛躍的に高まる可能性がある。

なお、オンライン化の進展を契機に企業は取引行数を減少させ、メインバンクが絞られてくる

との見方があるが、複数金融機関との取引を続けることは、借入も含めた総合的取引関係の維持

や金融機関間における相互牽制を図るという意味もあり、直ちに絞込みは行えないとの意見が一

般的であった。

(3)周 辺業界との関係

機械化の進展を背景に、消費者金融専業者等によるキャッシングサービスや証券会社による預
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金類似商品の開発が進んでいる。

また、金融機関と証券会社、保険会社、信販会社、消費者金融専業者等非金融機関との間でコ

ンピューター接続が行われ、業務提携が進展することも考えられる。

こうした過程を通 じ、金融機関と非金融機関の商品、業務内容は次第に重複 していくものと予

想される。

(4)企 業相互間の取引

企業と企業との間がオンラインで結ばれるようになると、親会社や商社等がファイナンスカン

パニーの機能を果たしたり、代金授受に関 して、企業相互間で資金融通等が行われやすくなるの

ではないかという考え方 もある。

また企業相互間の決済についても、端末機操作によって行われるという考え方もあるが、① ト

ラブルが生 じた場合の法的保護、②期限前の現金化の必要性といった問題があり、従来同様手形

を利用 した取引が行われる蓋然性が高いと思われる。

3.金 融政策に及ぼす影響

(1)現 金需要への影響

現金通貨は、準備預金とともに、信用創造のベースをなすものであるが、機械化の進展に伴い、

現金節約効果は次第に強まる可能性がある。

(2)マ ネーサプライへの影響

機械化が進展すると、①企業、家庭等の資金運用の効率化が進み、特定口座への資金集中等に

よって流動性預金残高が圧縮される、②新 しい金融資産が創設され、それがマネーサプライ統計

を撹乱する、③通貨の回転速度が変わり、マネーサプライと物価や実体経済との関係が不安定に

なるなどの影響が生ずる可能性がある。

(3)金 融政策手段への影響

金融取引における機械化の進展は、公開市場操作の機動性を増すメリットがあると考えられる。

なお、新しい金融資産が増加する場合には、準備預金対象債務について見直しの必要が出てく

るケースもありうる。

第4検 討 を要する課題

金融機関と企業、家庭等とのオンライン化に当たっては、金融機関の公共性等に鑑み、安全性の確

保、接続困難性の克服等についての検討が必要である。

1.安 全性の確保

(1)安 全対策についての考え方

オンライン化の下では、個々の金融取引の全過程に機械が使われることとなるので、広範囲か
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つきめ細かな安全対策が施されなければ、個々の金融取引の安全性が保証されず、ひいては信用

秩序の維持にも問題が生ずることとなる。

したがって、ネットワークの中心部のみならず、ネットワークの末端で行われる取引にっいて

も安全対策を講じ、全体としての安全性を確保することを考える必要がある。そのためには個別

金融機関があらかじめ安全対策を講ずることはもとより、金融業界全体として安全性基準を作成

することが望ましい。

(2)安 全性を脅かす諸要因

安全性 を脅かす要因としては、地震等の自然災害 ・火災等の事故 ・設備上の欠陥 ・誤操作等の

偶発的事故と不正行為 ・破壊行為等の犯罪(意 図的行為)が ある。

また、一カ所への情報集中は、プライバシーや企業機密が侵害される危険性を高めるものと考

えられる。

(3)具 体的な安全対策

偶発的事故の場合は、原因が解明されないケースはほとんどないので、高信頼性部品の使用、

通信回線の多ルー ト化や装置の二重化、障害の自動検出装置の設置といった対策に十分の費用と

労力をかければ、技術的には相当の安全性が確保される。

一方、犯罪については、コンピューター施設の防護、データの暗号化等の対策が考えられる。

しかし、偶発的事故に比べ十分に有効な対策はまだみつかっていない。

また金融機関が被った損害を保険で補償することも考えられる。ただしこの場合も、情報の価

値の評価、責任の所在の確定、適正な保険料率の算定等検討すべき課題が多い。

2.接 続困難性の克服

(1)コ ンピューター、端末機接続の困難性

我が国の場合、コンピューター、端末機には種々の機種があり、システムも個別金融機関によ

りバラバラに構築されがちである。

したがって、企業等にとって接続 プログラムや端末機が取引金融機関の数だけ必要となり、資

源の多大なロスが生 じやすくなっていると思われる。また、こうした場合、企業側が取引金融機

関を選択するに際 し、自由な選択が阻害されるという問題がある。

(2)付 加価値通信業者等の育成

企業、家庭等と金融機関のコンピューターを効率的に連結するとともに、取引関係を固定化し

ない開放的ネッ トワークを構築するためには、付加価値通信業者や金融機関で構成される共同セ

ンター等を育成して、異なる機種のコンピューター、端末機の接続を行わせることが考えられる。

(3)標 準化の必要性

広範なネッ トワークを構築 していくためには、付加価値通信業者等で対応する場合でも、現在
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メー カー別 、利用企業別 でバ ラバ ラに作 られているハ ー ドウェア、ソフ トウェアの両面 における

通信制御上の規約 を標準化 して いくことが肝 要である。 また、標準化 された種 々の規約 を統一 し

て一つ の通信規約体系 を作 り上 げる ことが望 ま しい。

こうした標準化 は、バ ラバ ラな機械化が進 めば進 むほど困難となるので、できるだけ早 い時期

に行ってお くことが必要 である。

3.法 律 関係の明確化

オ ンラインを利用 した決済 は、従来の現金、手形 、小切手 とは異 なる新 しい支払決済の方法 である

ため、① どの時点、 どの行為 をもって決済完 了とみなすべ きか、②送金事故や犯罪の場合、誰が責任

を負うべきか、③ コンピューターを利用 した行為の法 的証拠能力をどう考 えるかなど今までの法律解

釈 では解決 の難 しい問題 が生 じることも予想 され る。

こう した問題 を解決 し、取引の安全を図る見地 か ら、オンラインを利用 した支払決済に適合 した取

引ルールや法制面での整備 を行 って いくことが重 要である。

第5今 後 における対応のあり方

金融機関と しては、機械化の流れ に的確 に対応 するため、経営 の一層の効率化 を図 りつつ長期的視

野に立 って、前向 きであるとともに漸進的 に着実 な対応 をす ることが肝要である。

また、行政 と して も、金融機関の対応 に即 した適切 かつ弾力的な対処が望まれる。

1.タ イム リーな対応

(1)技 術 革新 の進展

先に述 べたとお り、今後 の機械化 の進展速度 を的確 に予測することは難 しく、また、フ ァーム

バ ンキ ング、ホームバ ンキングに対 する企業、家庭 のニーズの先行 きには不確かな面 もあるが、

一方で技術革新 は
、意外 に速 く進展 する可能性 もあ り、ファームバ ンキ ング等が急速 に展開す る

素地ができてくる こと も予想 される。

こうしたなかで、オ ンライン化に よる金融サー ビスの提供 には、多大の投資 コス トと多数の開

発要員 を必要 とする ことを考 えると、短期間での対応 は不可能であるので、情勢に遅 れないタイ

ム リーな対応 を考えてい く必要がある。

(2)周 辺 業界 との競争

周辺 業界 における機械化 の進展に鑑 みると、金融機関が機械化 への適切 な対応 を怠れば、サー

ビス競争に遅れ をとることとなりかねないの で、その面 においてもタイム リーな対応が必要 であ

る。

ただ、金融機関の公共性 の大 きさを考 えると、安全性の確 保等 に十分留意 する必要がある。

(3)国 際 的な競争
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米国等における金融機関の機械化が一層進展するなかで我が国金融機関の対応が遅れた場合に

は、国際競争力が低下する懸念がある。 したがって、我が国金融機関が国際的ネットワークに本

格的に参加し、また、国際間の標準化活動に積極的に加わっていくことが必要である。

なお、通信ネットワークが形成されていく過程においては、ナショナルセキュリティの観点に

も十分配慮する必要がある。

2.人 間関係への配慮等

機械化の進展に伴い、①店頭取引の減少等による人間関係の稀薄化、② コンピューターに対する適

応力の世代間等の格差の表面化、③情報過多によりかえって適切な判断が困難となる可能性等の諸問

題が生ずることも考えられるので、今後の対応に当たっては、これ らの問題についても十分な配慮を

加えていくことが必要である。

3.金 融機関経営上の取組姿勢

(1)取 組の基本姿勢

今後予想される技術革新に伴う高度情報化の進展への対応は、金融機関自らの経営のあり方に

かかわる重大な課題であるので、まず金融機関自らが、自らの責任において前向きに取り組んで

いかねばならない。

しかし、金融機関の公共性に鑑み、金融機関経営や金融秩序等に及ぼす影響にも十分配慮 して、

漸進的に着実な対応 をすることが肝要である。

(2)コ ス ト増による経営圧迫

金融機関と企業、家庭等とのネットワーク化を進めるためには、設備投資コス ト、システム開

発コス ト、運営コス ト等多額の負担がかさむと考えられる。

また、オンライン取引による資金の移動性の高まりは、金融機関にとっては資金の不安定化に

つながり、金融機関の収益管理は困難の度を増すものと予想される。

(3)共 同化等による対応

こうしたコス ト負担を軽減するためには、設備投資、システム開発、メインテナンス等の面で

の共同化による対応や情報処理業者等が開発 した市販 ソフ トウェアの利用といった方法も考えら

れる。

共同化に関 しては、独自性を生かしたサービス提供が困難となる可能性もあるが、システムの

基本部分は共同化によって対応し、きめ細かい内容については各行独自の工夫をこらすなどの方

法が考えられる。

(4)合 理的な受益者負担

機械化に伴うコス ト増については、受益者に対 しても、その受けるサービスやメリットに見

合った合理的な負担を求めることが必要である。
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この点に関 し、我が国においては従来利用者側に 「サービスは無料」との意識が強く、また金

融機関側には横並び競争意識から採算度外視の過剰サービスが行われがちな面があったが、今後

は、適正かつ合理的な受益者負担の原則が自ずと受け入れられる環境が整っていくことも考えら

れる。

(5)主 体的経営判断の必要性

金融機関の外部との接続の形で進展すると予想 される今後のオンライン化では、従来のそれに

比 し顧客ニーズの把握が難しく、また安定資金や利鞘の確保の点でも見極めにくい面があるほか、

多大のコス トを要するので、これまで以上に的確な主体的判断が必要となる。

したがって、機械化投資については、横並び意識の強い投資態度は危険であり、将来の採算性

を十分計算 しながら、あくまで主体的経営判断に基づき投資を行うという姿勢が極めて重要に

なってくると考えられる。

4.金 融行政の進め方

金融機関のオンライン化の進展に対応 していくに当たっては、金融機関の自己責任と自主性尊重を

原則としつつも、その公共性と社会的責任の大きさに鑑み、行政面においても、個別金融機関による

対応 を補完するための適切な措置が講 じられるべきである。

その際の行政の進め方については、金融機関が提供する機械化サービスに対する国民的ニーズの動

向等を的確に見極めるとともに、金融機関経営上のコス トと国民経済上の効用とのバ ランス、ネット

ワーク全体の安全性、取引金融機関選択の自由、ナショナルセキュリティ等に十分配慮するなど国民

経済的かつ長期的視野に立って対応 していくことが肝要である。
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2世 界コミュニケーション年の概要

世界 コ ミュニケー ション年の概要

1世 界 コミュニケ ー ション年 とは

国際連合は、昭和56年(1981年)の 第36回 総 会において、昭和58年(1983年)を 世界 コ ミュニケーシ ョ

ン年(WorldCommunicationsYear。 略称 はWCY。)と することを決議 しました
。

世界 コ ミュニケー ション年の 目的 は、国際連合総 会決議(昭 和56年11月19日)に よれ ば、「コ ミュ

ニケ ーションの発展 に関す る政策 の深 い考察及び分析 を行 うための機会 とし
、通信 インフラス トラク

チ ャーの発展 を促進 する」 ことと され ています。世界 コ ミュニケーシ ョン年の主導機関 としては、国

際連合の専 門機関の一つ であ る国際電気通信連合(ITU)が 指 名され、各国際機関相互 間の調整 を図

ることとされています。

●名 称 世界 コ ミュニケーシ ョン年

WorldCommunicationsYear(略 称 はWCY)

●期 間

●主導機関

●ア ー マ

●目 的

●組 織

昭和58年(1983年)1月1日 か ら12月31日 ま での1年 間

国際電気通信連合(ITU)

通 信 インフラス トラクチャーの発展

① 各国において コ ミュニケーションの発展 のための政策 について分析、検討 を行

う機会 とする こと。

② 経 済 ・社会 の発展 にとって必 要不可欠 な要素 としての通信 イ ンフラス トラク

チ ャーの一層の発展の契機 とすること。

③ 一般市民 及び当局者 に情報 メデ ィアの重要性 を認識 させる機会 とすること。

世界 コ ミュニケー ション年 は、国内 レベル、地域 レベル、世界 レベルで事業が行わ

れ、次の機関がその推進 に当た ります。なお、活動の重点は、国内 レベルに置かれ

ることにな っています。

① 国内 レベルー 国内委員会

国内計画 を準備実行するとともに、地域及 び世界計画 との調整 を行 う組織 です。
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② 世界 レベル

○ 国際連合機関間委員会

地域的、世界的な計画の準備実行をする組識で、国際機関の代表で構成され

ます。

○ 世界コミュニケーション年事務局

世界コミュニケーション年の管理及び財政運営を行う組織で、ITU事 務総

局長の下に設置されます。

2世 界コミュニケーション年に関する経緯

昭和52年(1977年)7月

同 12月

昭和53年(1978年)初

昭和55年(1980年)7月

同10月

昭和56年(1981年)7月

同 11月

国 際連合経済社会理事会(ECOSOC)は 、1978・-1987年 を 「アフ リカ

運輸通信 の10年 」 と宣言 し、世界 コ ミュニケーシ ョン年 を示唆する決議

を採択するよう総会 に勧告。

第32回 国 際連合総会 において上記決議採 択。ITU等 と協議 して1978・一一

1987年 の うち1年 を世界 コ ミュニケーシ ョン年 と して提案 するよう事務

総長 に要請。

ITU,国 際機関間の調整 を行 い,1983年 を世界 コミュニケー ション年と

して提案。

ECOSOC,資 金 確保が できれ ばとの条件付 きで、1983年 を世界 コ ミュ

ニケーシ ョン年 とす ることを第35回 国 際連合総会 に勧告。

第35回 国際連合総会 、ECOSOCの 勧 告 を承認。

ECOSOC、ITUか らの報告 を得 て、1983年 を世界 コ ミュニケーシ ョン

年 とすることを第36回 国 際連合総会に勧告。

第36回 国 際連合総会 において、「1983年 一 世界 コ ミュニケー ション年」

を決議。

3"国 際年"と は

世界 コ ミュニケーシ ョン年 は、国 際連合総会の決議 により設定 され た"国 際年"で す。

国際年 とは、政治 、経済、社会 、文化 、人権等の各分野 において、世界の多 くの国が関心 を有 し、

かつ優先的に解決 されるべ き世界的な問題 につ いて、その解決 に向けて国際的に取 り組む ことを目的

として設定 されたものです。
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我が国の取組について

1概 要

(1)世 界 コ ミュニケー シ ョン年 に係 る施 策について、総合的かつ効果的な推進 を図るため、政府 に内

閣総理大臣を本部長 、文部大臣、通商産業大臣及 び郵政大 臣を副本部長 と し、関係行政機関の代表

により構成 され る 「世界 コ ミュニケー ション年推進本部」が昨年9月10日 の 閣議決定で設置 された

ところである。

また、政府の推進本部 と緊密な連携 をとりつつ、世界 コ ミュニケーシ ョン年事業 を準備
、実行す

るため、民間代表 を主体 と した 「世界 コ ミュニケーシ ョン年 国内委員会」(永 井道雄委員長)が10

月19日 に発足 した。

(2)コ ミュニケーシ ョンは、人間関係 における最 も基本的な要素であ り、社会 ・経済 ・国民生活にとっ

て重要な役割 を果たす ものである。

社会の情報化の進展 に伴 い、コ ミュニケーションの手段 と しての コミュニケー ション ・メディア

は、社会 ・経済活動 のみな らず国民生活 に深 く浸透 し、あ らゆる分野 において大 きな変革 と著 しい

進展を促 す重要な役割 を担 っている。

反面 、コ ミュニケーシ ョン ・メデ ィアの普及 に伴い、情報の はん濫、情報化社会のぜい弱性等 、

コ ミュニケーションと深 く係る数 々の問題がでて きてお り
、 これ らの問題 が社会 に及ぼす影響は従

来 とは比較にな らないほ ど大 きなもの となってお り、今後、その解決が急務 とされている。

また、国際化 の進展に伴 い、グローバルなコ ミュニケー ションが成立 する基盤が出来上がって き

ているが、同時 に、情報 流通 の不均衡、通信 インフラス トラクチャーの南北格差等 の問題解決 に向

けて取 り組 むことが必要 となって きている。

この ような現状 と課題 を踏 まえてみるとき、世界 コ ミュニケーション年の目的 は、21世 紀 へ向け

ての コ ミュニケーションの在 り方について、国民全体 として考えるための機会 とす ることであり
、

また、 コ ミュニケー ション発展のための各種 の施策について、将 来に向 って、その充実発展 を図る

ための契機 とするところにあ る。

(3)世 界 コ ミュニケーシ ョン年推進本部 と世界 コ ミュニケーション年国内委員会 との間で緊密な連携

を図 りつつ、それぞれの役割分担 に基づ き、世界 コ ミュニケー ション年事業の推進 を図 ることと し

ている。
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(国 連 大 ・学)

他

〈国内 レベ ル 〉

世界 コミュニケー ション年推進本部 世 界 コ ミュニ ケ ー シ ョン年 (関 連 団 体)
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世 界 コ ミュ ニケ ー シ ョン年 関 連 行事 表(1)

月 政府 ・国内委員会 日… 問 海 外 記 念 日、月 間 、週 間

●内閣総理大臣による声 ●1日 ～6月10日 ●16日 ～19日

明の発表 21世 紀賞論文募集 (ハ ワ イ)

●12月22日 ～3月25日 (毎 日新聞社) PTC国 際会議

世 界 コ ミュニケ ー シ ョ ●14日 ～3月 正8日

ン年切手のデザインコ 東西 学 生 デ ィベ ー ト

ン ク ー ル ・コ ン テ ス ト(サ ン

1
●27日 ～2月9日ITU ケイ新聞社)

訓練標準化 ●1日 ～2日 サ ン シ

(CoDevtel)セ ミナ ー ヤ イ ンシ テ ィ特 別 無

●12月28日 ～2月28日 線局開設(日 本アマ

ア イ ドル キ ャラ ク ター チュア無線連盟)

の愛称募集

●24日 国 際 コ ミュニ ●1日 テ レビ放送

ケ ー シ ョン研 究 発 表 開始記念日

2
会(日 本新聞協会)

●28日NTT国 際 シ

ンポ ジウ ム(日 本 竜

信電話公社)

●13日 ～5月8日 ●7日 ～23日 ●22日 放送 記 念 日

エ レ ク トロ メデ ィア (欧州各国)

つ うしん科学博(中 欧州電気通信シ

日新聞本社他) ンポ ジウ ム

3 ●17日 ～18日 講 演会 ●22日 ～24日

「ニ ュー メ デ ィア 政
(西 ドイツ)

策の視点 と今後の方 シ ン ポジ ウム 、

向」(日本 デー タ通 信 「コ ミ ュ ニ ケ ー シ

協会) ヨン と開 発 」

●5日 ～7月20日 世 界 ●5日 ～8日 コ ミ ュ ●(フ ラ ンス) ●20日 ～26日

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 年 ニ ケ ー シ ョン 宇宙通信セ ミナー 郵便週間

記 念論 文 ・作 文 コン ク TOKYO'83(通 信 021日 ～27日

一 ル. 機械工業会) 民間放送週

4
●20日 ～7月8日 世 界 間

学 生 通 訳 コ ンテ ス ト

●下 旬 ～5月 上 旬 世 界

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 年

協賛展示(逓 信総合博

物館、電気通信科学館)

●12日 講 演会 「情 報 化 ●3日 ～8日 創 作折 03日 ～4日 ●17日WorldTele・

5 と地球社会」 り紙 の世 界展 ・展 覧 (オ ー ス トラ リア) communlca・

●31日 ～6月5日(東 京) 会(国 際折り紙研究 デ ィジ タル 通 信 tionDay

世 界 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ
会) ネ ッ トワー クの
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世 界 コ ミュ ニケ ー シ ョン年 関 連 行事 表(2)

月 政府 ・国内委員会 民 間 海 外 記 念 日、月 間 、週 間

ン年切 手 デザ イ ン コン ●1日 ～10月26日 標準化に関する

クール応募作品展 第10回 東京国際照明 セ ミナー

デ ザ イ ン コンペ テ ィ ●16日 ～21日

シ ョソ83(山 際 照 明
(ア ル ゼ ンチ ン)5 造形美術振興会)
電気通信展示会

●18日 第1回 毎 日レ TECO'83
一"一

ア イス ・フ ォ ー フ ム

(毎 日新聞社)

●18日 ～26日(大 阪) ●15日 第2回 毎 日レ ●上旬(UPU) ●1日 電 波 の 日

世 界 コ ミュニ ケー シ ョ
一

デ ィス ・フ ォー フ ム 青少年手紙作文

ン年 切 手 デザ イ ン コ ン (毎 日新聞社) コ ン クー ル

クール応募作品展 ●21日 ～23日'83YO ●6日 ～10日

KOHAMAコ ンビ (フ ィン ラ ン ド)

6 ユー タ ・フ ェ ア(神 国際 シ ンポ ジ ウ

奈川新聞社) ム ・電気 通 信 と

●16日 ～19日'83東 京
人間

お もち ゃシ ョー(日

本玩具国際見本市協

会)

●26日 ～8月7日 コ ミ ●4日 ～7日'83 ●30日 ～8月6日 ●2日 ユ ネス コ加

ユ ニ ケ ー シ ョ ン ・フ ェ OFFICEAUTOM (ハ ン ガ リー) 盟記念日

ア'83(展 示会) ATIONSHOW 第68回 世 界エ ス

(第3回)(日 本経 済 新 ペ ラ ン ト会 議

聞社)
7

●13日 ～15日 ±也王求時

代の民際交流世界の

人々 との コ ミ ュニ ケ

一 シ ョン(民 際 フ ォ

一ラム実行委員会)

●1日 ～5日 放 送 ・情 ●19日 ～21日 ア マ チ ●3日 ～12日

報処理に関するアジア ユア無 線 フ ェス テ ィ (ブ ラ ジル)
一

フ オー フ ム バ ル(日 本ア マ チ ュ 放 送セ ミナ ー

8 ア無線連盟)

●25日 ～30日 ス ー バ

一 ・ウ ェー ブ 大 博 覧

会(ラ ジ オ たん ぱ)

●12日 ～14日 世 界 コ ミ ●1日 ～17日 第68回 ●11日 ～14日

ユニ ケ ー シ ョン会議 二 科 展 世 界 コ ミュ (イ ギ リス)

(東京) ニケ ー シ ョン年 を主 電気通信ユーザ
9

●19日 ～21日 世 界ア マ 題 と したポ ス ター デ
一

一 フ ォー フ ム

チュア無線国際会議
ザイン展示(二 科会 ●下 旬(イ ギ リス)

デザイン部門) WCY懸 賞論文
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世 界 コ ミュ ニケ ー シ ョン年関 連 行 事表(3)

月 政府 ・国内委員会 民 間 海 外 記 念 日、 月間 、週 間

●26日 ～10月1日 ア ジ
コ ン ク ー ル

9 ア ・太平洋電気通信束

京会合

●17日 世 界 コ ミュニ ケ ●26日 ～11月1日 ●1日 ～31日 情報
一 シ ョン年 中央記 念式

テ レコム83 化 月間,ラ

典 (ス イス) ジオ月間

●世 界 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ 電気通信展、フ ●6日 ～13日 国際

ン年切手の発行 オー ラ ム83、 プ
文通週間

ッ ク フ ェ ア 、 フ
`

イル ム フ ェス テ
●9日UPU記 念

10 イパ ル 、国 際青 日

少年作品コンク ●23日 電信電話記

一 ル
念 日

●30日 ～31日 ●24日 国連 の 日

(ス イス) ●27日 中11月9日

SYMCOM'83
読書週間

ニ ュ ー メ デ ィア

とP,R

●7日 ～8日 郵 便 シン ●1日 ～4日'83ホ ー ●16日 ～18日

.ポ ジ ウム(高 度 情 報 化 ム ・エ レ ク ト ロ ニ ク (ベ ル ギー)

1]
社会の進展と郵便) ス ・シ ョー(日 本 経 新しい電気通信

● コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョン 発 済新聞社) シス テム とサ ー

展のための長期行動計 ビスに関する国

画の策定 際会議

● ク ロ ー ジ ン グ ・セ レ モ ●1日 ～3日 日本 コ

12
二 一 ン ピ ュー タ ー ・グ ラ

フ ィ ッ ク ス'83(日

本経済新聞社)
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3電 気通信システムの将来像に関する

調査研究会報告書(昭 和58年8月)抜 粋

提 己

※

以上、第1部 から第IV部 まで電気通信システムの将来像について幅広い検討を加えてきたところ

であるが、本調査研究会としては、電気通信が時間克服性、距離克服性という他の手段にはない独自

の優れた特質を有 しており、この特質を十全に発揮させることこそが、21世紀へ向けて豊かな生活の

実現、社会 ・経済の活性化、地方における定住化の促進、国際化への対応等、我が国が抱える今後の

課題解決のための先導的方策と考えるものである。そこで以下において特に21世紀へ向けて新電気通

信秩序を形成するため重要と考えられる施策を提言として掲げ、高度な電気通信システムが構築され、

これを基盤とした高度情報社会が早期に実現されることを期待する。

なお、これらの施策を展開するにあたっては、特に次の点に留意することを要望する。

その第一は、国際的な視野からの施策の実施である。

現在、我が国は高度情報社会へ向けての大きな時代の変革期にある。この高度情報化の流れは、人

類史的にみても未知の領域であり、未だこの変革を経験 して成熟過程に入った国は存在 しないので

あって、我が国における高度情報化及びその基盤をなす電気通信の高度化への取 り組みは、世界的な

時代先導的役割を果たすものである。

したがって、政策の展開にあたっては、常にこのことを念頭に置き、国益の確保と合わせて国際間

の協調を保持し、ひいては人類の福祉向上と相互理解に資することを考慮する必要がある。

またこの分野は、①先端技術分野であること、②情報という国の安全にもかかわる分野であること、

③すべてのネットワークが究極的にはグローバル化する可能性があること、④競争原理を導入した国、

一元的にこれを運営する国等各国により様々の異なる政策がとられていること、等から、将来にわた

り国家間において様々なコンフリク トが生 じることが予想 される。

このような中にあって、我が国としては、二国間または多国間の政策調整の場においてできる限り

の努力を行い、国際的視野での電気通信の円滑な発展を図っていく必要がある。

第二は、国民生活に対する配慮である。

高度な電気通信 システムの構築は、医療 ・福祉の向上、生活行動の合理化の達成等豊かな国民生活
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を実現するとともに、情報通信産業の形成 ・発展、行政活動ならびに企業活動の効率化 ・適正化の推

進等、社会 ・経済全般の活性化を促進するものと考えられる。

しか しながら一方、高度情報化の進展は、情報利用技術のあり方による情報格差の問題、特定の機

関における個人情報の集積によるプライバシー保護の問題、大量な情報の流通および変動による精神

的緊張の増大の問題、既存企業へのインパク ト等、様々の問題の発生をもたらすと予想 されるところ

である。

したがって、電気通信の高度化がもたらすこのような多面的な影響に十分配慮して、公共の利益な

らびに個人の利益を確保することに努めなければならない。

以上を前提として、以下に重要な施策を項目別にあげておく。

1光 ファイバ、衛星通信 を導入 した広帯域ディジタル統合網 を構築すること

トランスペアレン トでかつ基本的な電気通信網 はすべての電気通信サービス及び社会 ・経済の基盤

となるものであるため、政府はこれについて長期的な視点から総合的な方策を樹立 し、時代の変化に

即応した電気通信網の高度化を図る必要がある。

この場合の到達目標としては、今世紀中は、64Kb/s系 の伝送を可能とするディジタル統合網及び

産業用 を中心とする別網としての広帯域網を構築すべきであり、21世紀においては、望ましい高度情

報社会の形成に資するため、できる限り早期に衛星通信、光ファイバを導入した広帯域ディジタル統

合網を全国的に構築する必要がある。

2衛 星通信の利用の促進 を図 ること

衛星通信は地上系の通信にはない優れた特質を有 しており、既にCS-2が 実用に供され、その有

用性が確認されているところである。

したがって、衛星通信の経済性の向上を図り、衛星の特質を活かした新 しい利用を可能とするため、

大容量衛星の開発をすすめるとともに、3に 指摘する新規参入を含む利用のあり方等の方針を確立 し、

衛星通信の基盤を整備 しておくことが必要である。

3全 分野に競争原理の導入 を図ること

利用者の選択の自由度を高め、効率的でかつ高度な電気通信システムを構築するためには、電気通

信分野の活性化を図る必要がある。このためには、公衆電気通信の一元的運営という従来の考え方を

踏襲することなく、全分野に競争原理を導入し、多元的な電気通信事業体の参入への道を開いておく

必要がある。この場合、民間企業の資金を結集し、新たな電気通信事業体を設立 して、何 らかの形で

実質的な競争状態を確保することが必要である。
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また、当面、既存電気通信事業体が支配的な力を有するものと予想されることから、ネットワーク

相互間の接続の確保、既存事業体の内部相互補助の抑制等、公正かつ有効な競争条件を整備 して、競

争原理の有効性を確保するとともに利用者の利益保護を図ることが肝要である。

4標 準化を推進すること

電気通信システムの高度化 ・多様化 ・ネットワーク化を図るためには、ネットワークと端末機器と

の接続、ネットワークと通信処理装置との接続、複数のシステム相互間の接続等が重要となる。これ

らの接続を可能とするためには、CCITT等 の国際的動向も踏まえつつ、プロ トコル等技術的な規格

を統一する標準化を推進する必要がある。

したがって・例 え ば ソフ トウエア・ハ ー ドウエ アを含 め たJCS(JapanCommunicationsStan・

dard;日 本 電気通信規格)を 設 け、一元的 ・総合的視点 か らこれを進 める必要 がある。

なお、標準化 は効率化 を促進 する反面、かえって将来の技術開発を阻害 する可能性 もあるので、こ

の点にっいて十分 な配慮 が必要 である。

5研 究開発体制の整備 を図ること

電気通信は先端技術分野であるとともに、技術依存度の高い分野である。したがって、研究開発体

制のあり方が電気通信の将来を決するといっても過言ではなく、今後とも国家的視野で強力かっ効率

的な研究開発体制の整備を推進することが必要である。

このためには、既存の電気通信事業体の研究開発の活性化を進めるとともに、従来にも増 して民間

の自主的研究開発に期待 し、両者の競争体制を確保する一方、基礎的研究部門においては、両者の技

術力の結集を図り、研究機関相互間の人材交流を行うなどして全体的技術水準を向上させる必要があ

る。

さらに、大学等の基礎的教育研究機関が電気通信分野における技術開発に寄与 しうる仕組みを作る

とともに、独創的で優れた研究者を養成 ・確保していくために、人材の育成を促進する必要がある。

6情 報通信産業の充実 ・強化 を図ること

電気通信システムの高度化 ・多様化と情報通信産業の発展は、密接不可分の関係にあり、両者があ

いまってはじめて達成 されるものである。

したがって、電気通信政策の視点から、情報通信産業の総合的な充実 ・強化を図る必要がある。こ

れは基本的には民間の活力や創意工夫のもとに推進されるべきであるが、情報通信産業は未だ経営基

盤が脆弱な企業が多いことから、金融面 ・税制面の措置を講じる必要がある。
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7デ ー タベ ー スの構 築 を図 るこ と

高度情報社会の形成には、情報の蓄積 ・共有化が不可欠であるが、我が国のデータベースは未だ揺

藍期にある。このため、他国のデータベースに対する依存度が強まりつつある。

また、国際間情報流通の面からみた場合、情報の自由な流通は原則として維持されるべきと考える

が、国際的な情報源の多様性 を確保するためにも特定国へ情報が集中する状況が生 じることは望まし

くないと考えられる。

したがって、我が国としても、データベース振興計画を樹立し、できる限り早期にデータベースを

構築 し、技術先進国としてこの分野における世界的な寄与を行 っていくべきであると考える。

8料 金の遠近格差の是正に向けて努力すること

電気通信の料金は、技術革新の進展及び競争原理の導入により遠近格差の是正の方向に近づくもの

と考えられる。さらに、電気通信の特質を活かし、情報格差の是正を図る意味から、政策的にもかか

る方向が望ましい。

この点に鑑み、競争が成熟する以前においても、料金政策として遠近格差是正の方策を推進すべき

である。

なお、全国均一料金制については、競争のあり方、電気通信事業体のあり方を総合的に勘案して今

後検討 していく必要がある。

9法 制度の整備 を図 ること

これまで述べてきた施策は、それぞれが相互に関連 し、不即不離の関係にあることから、今後の電

気通信政策の展開にあたっては、長期的視野のもとに、電気通信事業のみならず、これに関連する事

業及び関連機器の高度化、情報通信産業の充実 ・強化等をも包含 した新 しい制度を確立していく必要

がある。

このためには、まず電気通信事業の一元的運営を前提としている既存の法制度の総合的かつ抜本的

な見直しに着手するとともに、今後の電気通信政策の基本的なあり方を明らかにし、時代の変化に弾

力的に対応しうる新たな立法措置を講ずることが必要である。

※ 同報告書 第1部～第】V部を指す。「提言」は第V部にあたる。
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第 一 次 産 業 計

国産 4
1CO.0

0
0.0

0
0.0

1
25.0

2
50.0

2
5α0

0
0.0

0
α0

0
0.0

5

第 一 次 産 業 計
0 1
20.0

1
20.0

3

60.0

0

0.0

0

0.0
0
0.0

0
0.0

0

0.0

5

100.0

1.20 外国 2
100.0

0
0.0

】
5α0

1
50.0

2
100.0

1
5α0

0
0.0

0

0」0.

0
0.0

5

第 二 次 産 業 計 2 3
0.6
128
24.6

299
57.5

39
75

8

1.5
0
0.0

3
0.6

40
7.7
520
100.0

1.85 計 5
100.0

0
0.0

1
20LO

2
40.0

4
8α0

2
4α0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

9

第 三 次 産 業 計 3 8
L3
164

26.8

292

47.6

48

7.8
5
0.8

1
0.2

13

2.】

82

13.4

6】3

100.0

L86

第 二 次 産 業 計

国産 436
100.0

12
2.8

85
19.5
270
61.9

162

37.2
153
35.1

23
5.3

69
158

17

3.9
791

公 務 計 1 0

0.0

11

14.5

32

42.1

7

9.2
2
2.6

3

3.9

0

0.0

21

27.6

76

100.0

2.16 外国 166

10α0
12
7.2'

53
3L9

92
55.4

67
4α4

27
16.3

6
3.6

16

9.6
】

0.6

274

全 産 業 計 6 12
LO
304

25.0

626

51.6

94

7.7
15
1.2

4
0.3

16

13

143

11.8

1,214

100.0

1.87 計 520
100.0

20
3.8
122
23.5

341
65.6

2】6
層4L5 174

335
29
5.6

81
15.6

18
35
1ρ01

主

な

業

種

建 設 業 0 0

0.0

】2

25.5

26

55.3
5
10.6

1

2.1

0

0.0

1

2.1

2

43
47
100.0

L98

第 三 次 産 業 計

国産 467
100.0

19
41
123
263

248
53.1

147
31.5

108
23.1

24
5.1

76
16.3

16
3.4
761

食 品 製 造 業 0 0

0.0

8

20.5

26

66.7
0
0.0

1

2.6

0

0.0

0

0.0

4

10.3
39
100.0

1.83 外国 236

】00.0

】7

7.2

80
33.9

113
47.9

56
23.7

19
8.1

4
1.7

29
12.3

2
0.8
320

繊 維 工 業
0 1

2.9

13

37.1
20
57.1

0

0.0

0

0.0

0

0.0
0
0.0

1
2.9

35
100.0

L53 計 612
100.0

32
5.2
193
31.5
352
57.5

199
32.5

121
19.8

27

4.4
90
14.7

17
2.8
LO31

化 学 二1二業
0 0
0.0

20
27.4

41

56.2

3

4.1

l

l.4

0

0.0

1

1.4
7
9.6

73
100.0

1.83

公 務 計

国産 74
100.0

1
L4

41
55.4

27
36.5

7
9.5

3
4.1

2
2.7

11
14.9

0
0.0

92

鉄 鋼 業
0 0
0.0

8

32.0

14
56.0

2

8.0

0

0.0

0

0.0
0
0.0

1
4.0

25
100.0

1.75 外国 6
100.0

1
16.7

1
16.7

2
333

0
0.0

1
16.7

0
0.0

1
16.7

1
16.7

7

電 気機 械器具
製 造 業

0 0
0.0

11

19.0
37
63.8

8
13.8

1

1.7

0

0.0
0
0.0

l
L7

58
100.0

1.98 計 77

100.0
2
2.6
42
54.5

29
37.7

7
9.1

4
5.2

2
2.6

11
14.3

1
1.3
98

輸送用機械器具
製 造 業

1 0
0.0

9
20.0

27

60.0

3

6.7

0

0.0

0

0.0
0
0.0

6
133

45
100.0

1.85

全 産 業 計

国産 981
100.0

32
3.3
249
25.4
546

55.7
318
32.4

266

27.】

49
5.0
156
15.9

33
3.4
1,649

卸 業 ・ 商 社
2 0

0.0
41
30.6

70
52.2

8

6.0

2

L5

0

0.0

1

0.7

12

9.0
134
100.0

L80 外国 410
100.0

30
7.3
135
3219
208

50.7
125
30.5

48
1L7

10

2.4
46
1L2

4

】.0

606

小 売 業
0 2

3.9

11

21.6
29
56.9

4

7.8

0

0.0

0

0.0
0
0.0

5
9.8

51
100.0

1.72 計 1,214

】00.0

54
4.4
358
29.5

724

59.6
426
35.1

301
24.8

58
4.8

182

】5.0

36
3.0
2,139

金 融 業 0 0
0.0

26

21.7

65

54.2

9

7.5

1

0.8

1

0.8
2
1.7

16
13.3

120
100.0

1.96

主

な

業

種

建 設 業

国産 39
100.0

2

5.】

8
20.5

20
513

14
35.9

14
35.9

2

5.1
7
17.9

1
2.6

68

運 輸 ・通 信
倉 庫 業

0 0
0.0

18

36.0

26

52.0

2

4.0

0

0.0
0
0.0

0

0.0

4

8.0

50

100.0

1.65 外国 15
100.0

1
6.7

4

26.7
8
533

7
46.7

3
20.3

0
0.0

2
13.3

0

0.0
25

電力 ・ガス事業
1 0

0.0

5

455

4

36.4

1

9.1
0
0.0

0
0.0

0

0.0

1

9.1

11

100.0

1.60 計 47
100.0

3
6.4

12

25.5
27
57.4

20
42.6

15

31.9
2
4.3

8
17.0

1

2.】
88

広告 ・調査・情報

提供 サー ビス業

0 0

0.0

2

25.0

4

50.0

1

12.5
0
0.0

0
0.0

1
12.5

0

0.0

8

100.0

2.38

食 品 製 造 業

国産 34
100.0

1

2.9
5
14.7

17
50.0

13
382

18
52.9

3
8.8

2
5.9

2
5.9

61

情報処理 サービス
・ソフトウェア 業

0 1

1.3

12

15.8

42

55.3

12

15.8
0
0.0

0
0.0

0

0.0

9

11.8

76

100.0

L96 外国 16
100.0

1
6.3

0
0LO

11
6&8

7
43.8

4
25.0

1
6.3

1
6.3

0
0.0

25

計 39
100.0

2
5.1

5

】2.8
26
66.7

19
48.7

20
51.3

4
1α3

3
7.7

2
5.1

81

8-1-2(1)全 コン ピ ュー タの業 種別 ・型 別保有 社数

(各 業種.機 種 毎に上段;社 数,下 段;%)
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望
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ト
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8-1-2(2) 全 ⊃ン ピュー タの業種 別 ・型別 保有社 数

(各 業種,機 種毎 に上段1社 数,下 段;%)

型 別

業 種 別

回

答

実

数

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

事

ヌ⊇ξ

↓

ミ

;

乏

「
タ

そ

の

他

延
べ
回
答
社
数

主

な

業

種

繊 維 工 業

国産 26
100.0

1

3.8

4

】5.4

】4

53.8

13

50.0

8

30.8

0

0.0

2

7.7

2

7.7

44

外国
17

100.0

0

0.0

8

47.1

6

353

9

52.9

3

17.6

1

5.9

0

0.0

0

0.0

27

計 35
100.0

1

2.9

8

22.9

18

5L4

22

62.9

10

28.6

1

2.9

2

5.7

2

5.7

64

.

化 学 工 業

国産
57

100.0

0

0.0

15
263

39
68.4

'19

333

22
38.6

3
53

6

1α5

2
3.5
106

外国
27

100.0

0

0.0

14

51.9

14
51.9

9

333

4
14.8

1

3.7

2
7.4

1

3.7

45

計
73

100.0

0

0.0

24

32.9

51

69.9

26

35.6

26

35.6

4

5.5

8
11.0

3
4.1
142

鉄 鋼 業

国産
20

100.0

1

5.0

5

25.0

14

70.0

9

45.0

6

30.0

1

5.0

3

15.0

1

5.0

40

外国
10

100.0

2

20.0

6

60.0

5

50.0

1

10.0

2

20.0

1

10.0

1

10.0

0

0.0

18

計
25
100.0

2

8.0

8

32.0

17

68.0

10

40.0

8

32.0

2

8.0

3

12.0

1

4.0

51

電 気機械 器 具

製 造 業

国産
50
100.0

2
4.0
14
28.0

34
68.0

17
34.0

13
26.0

3
6.0

8
16.0

1
2.0
92

外国
16

100.0

2
12.5

4
25.0

9
56.3

6

37.5

2
12.5

0
0.0

2
12.5

0

0.0

25

計
57

100.0

3

5.3

17

29.8

40
70.2

21

36.8

15
263

3
53

10
17.5

1
L8
110

輸送用機械器具

製 造 業

国産
41

100.0

4

9.8

10

24.4

22

53.7

16

39.0

1】

26.8

0

0.0

7
17.1

1
2.4
71

外国
16

100.0

4

25.0

6

37.5

ll

68.8

8

50.0

1

6.3

0

0.0

2
12.5

0

0.0

32

計
46

100.0

6

13.0

14

30.4

28

60.9

21

45.7

12

26.1

0

0.0

9
.19.6

1

2.2

91

卸 業 ・ 商 社

国産
104

100.0

0

0.0

10

9.6

62

59.6

46

44.2

35

33.7

9

8.7

7

6.7

3

2.9

172

外国 43
100.0

1
23

10

23.3

19

44.2

17

39.5

8

18.6

1

2.3

5

11.6

1

2.3

62

計 135

100.0

1

0.7

20
14.8

80
59.3

63

46.7

40

29.6

10

7.4

ll

8.1

3

2.2

228

小 売 業

国産
41

100.0

0

0.0

6
14.6

27

65.9

13
31.7

8
19.5

3
7.3

4
9.8

1

2.4

62

外国
15

100.0

0

0.0

1

6.7

7

46.7

7

46.7

4

26.7

0

0.0

1

6.7

0

0.0

20

計
50

100.0

0

0.0

7

14.0

34

68.0

19

38.0

ll

22.0

3

6.0

5
10.0

1
2.0
80

8-1-2(3)全 コン ピュー タの業種 別 ・型保有社 数

(各 業種,機 種毎に上段;社 数,下 段;%)

型 別

業 種 別

回

答

実

数

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

多

ズコぎ

ユ

↓

三
コ
乏

「
タ

そ

の

他

延
べ

回
答
社
数

主

な

業

種

金 融 業

国産
64

100.0

7

10.9

29

45.3

27

42.2

10

15.6

4

63

l

L6

9

14.1

3

4.7

90

外国
82

100.0

7

8.5

41

50.0

42

51.2

14

17.1

0

0.0

1

1.2

6

73

0

0.0

111

計
119

100.0

14

1L8

66

55.5

66

55.5

24

20.2

4

3.4

1

0.8

12

10.1
3
2.5
190

運 輸 ・ 通 信

倉 庫 業

国産
40

100.0

0

0.0

5

12.5

19

47.5

13

32.5

14

35.0

2

5.0

11

27.5
1
2.5
65

外国
17

100.0

0

0.0

4

23.5

10

58.8

7

41.2

2

11.8

0

0.0

1

5.9

0

0.0

24

計
50

100.0
0

0.〔}

9
18.0

28
56.0

19

38.0
16
32.0

2
4.0

11
22.0

1
2.0
86

電力 ・ガス事業

国産
7

100.0
1
14.3

3
42.9

4
57.1

2
28.6

1
143

0
0.0

1
14.3

0
0.0
12

外国
6

100.0
1
16.7

5
833

0
0.0

0

0.0

0
0.0

0

0.0

1
16.7

0

0.0

7

計
12

100.0

2

16.7

7

58.3

4

33.3

2

16.7

1

8.3

0

0.0

2

16.7

0

0.0

18

広告 ・調査・情報

サ ー ビ ス 業
、

国産 6
100.0

0
0.0

3
50.0

2

33.3

2

333

2

33.3
0
0.0

0
0.0

0
0.0

9

外国
3

100.0

0

0.0

1

333

0

0.0

1

33.3

0

0.0

1

333

1

33.3

0

0.0

4

計
8

100.0

0

0.0

4

50.0

2

25.0

3

37.5

2

25.0

1

12.5

1

12.5

0

0.0

13

情報処理サービス

ソ フ トウェア業

国産
65

100.0

5

7.7

26

40.0

38

58.5

18

27.7

19

29.2
3
4.6

10

15.4

2

3.1

121

外国
27

100.0

4

14.8

10

37.0

14

51.9

3

1L1

4

14.8

1

3.7

4

14.8

0

0.0

40

計
76

100.0

6

79

32

42.1

49

64.5

20

26.3

22

28.9

4

5.3

12

15.8

2

2.6

147

P

L1

＼'
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ト

|

〉

望

山
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8-1-3(1)業 種 別 ・回答社 保有台数 合計

(各 業種.機 種毎に上段;台 数,下 段;%)

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

多

ズヲ

ζ

↓

三
ヨ乏

「
タ

そ

の

他

合

計

第 一 次 産 業 計

国産
0

0.0

0

0.0

1

4.0

2

8.0

22

88.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

25

100.0

外国
0

0.0

1

4.8

1

4.8

18

85.7

1

4.8

0

0.0

0

0.0

0

0.0

21

100.0

計 0

0.0

1

2.2
2
4.3

20
43.5

23
50.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

46

100.0

第 二 次 産 業 計

国産 66

2.1

186

5.9

402
12.7

507
16.0
1,254
39.6

215
6.8
239
7.5
298

9.4

3,167
100.0

外国
32

4.2

99
13.0

180
23.7

265
34.8

105
13.8

35
4.6

44

5.8

1
0.1

761

】00.0

計
98

2.5

285

7.3

582

14.8

772

19.7

1,359

34.6

250

6.4

283

7.2

299

7.6

3,928

100.0

第 三 次 産 業 計

国産
36

1.9

217

1L5

300

15.9

343

18.2

425

22.5

80

4.2

316

16.8

168

8.9

1,885

100.0

外国
44

6.2

153

2L4

162

22.7

131

183

129

18.1

4

0.6

81
'11
.3

10

L4

714

100.0

計 80
3.1
370
14.2

462

17.8
474
18.2

554

2L3
84
3.2
397
15.3

178
6.8
2,599
100.0

公 務 計

国産 2
1.4

47

32.2
28
19.2

12

8.2

16

1LO

10

6.8
31
21.2

0
0.0

146

100.0

外国
1

9.1

1

9.1

3

27.3

0

0.0

1

9.1

0

0.0

4

36.4

1

9.1

11

100.0

計 3
L9

48
30.6

31
19.7

12
7.6

17
10.8

】0

6.4

35
22.3

1
0.6

157

100.0

全 産 業 計

国産
104

2.0

450

8.6

731

140
864
16.5

1,717

32.9
305
5.8

586

11.2

466

8.9
5β23

100.0

外国
77

5.1

254

16.9

346

23.0

414

27.5
236
15.7

39
2.6

129

8.6

12

0.8

1,507

100.0

計 181
2.7

704

10.5

1,077

16.0

1,278

19.0

1,953

29.0
344
5.1

715

10.6
478
7.1
6,730
100.0

主

な

業

種

建 設 業

国産
2
0.6

8
2.2

28
7.8

45
12.5

235
65.1

21

5.8

21
5.8

1

0.3

361

100.0

外国
l
L8

4
7.0

16
28.1

22

38.6

7
12.3

0
0.0

7
12.3

0

0.0

57

100.0

計
3

0.7

12

2.9

44

10.5

67
16.0

242
57.9

21

5.0

28

6.7

1

0.2

418

100.0

食 品 製 造 業

国産
1

0.3

5

1.3

23

6.0

41

10.7

128

335

55

14.4
3
0.8

126

33.0
382
100.0

外国
2

2.1

0

0.0

12

12.4

35

36.1

39

402

8

8.2

1

1.0

0

0.0

97

100.0

計
3

0.6

5

1.0

35

73

76

15.9

】67

34.9

63

13.2

4

0.8

126

26.3

479

100.0

8-1-3(2)業 種別 ・回 答社保 有台数

(各 業種,機 種毎に上段:台 数,下 段;%)

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

多
寿ξ

↓

三
ヨぎ

「
タ

そ

の

他

合

計

.

主

な

業

種

繊 維 工 業

国産
1

0.6

4

2.4

34

20.4

43

25.7

68

40.7

0

0.0

4

2.4

13

7.8

167

100.0

外国
0

0.0

12

17.6

10

14.7

30

44.1

8

1L8

8

1L8

0

0.0

0

0.0
68
100.0

計
1

0.4

16

6.8

44

1&7

73

3L1

76

32.3
8
3.4

4
1.7

13

5.5

235
100.0

化 学 工 業

国産
0

0.0

17

4.7

51

14.1

40

1Ll

93

25.8
51
14.1

9
2.5
100
27.7

361
100.0

外国
0

0.0

14

15.9
31
35.2

17

19.3

14

15.9
2
2.3

9
10.2

1
1.1

88
100.0

計 0
0.0

31
6.9

82
】83

57
12.7

107

23.8

53

1L8

18

4.0

101

22.5

449

100.0

鉄 鋼 業

国産
4

2.7

43
29.1

18

12.2

42

28.4

27

18.2

5

3.4

8

5.4

1

0.7

148

100.0

外国
4

4.5

27

30.7

31

35.2

2

2.3

2

2.3

15

17.0

7

8.0

0

0.0

88

100.0

計
8

3.4

70

29.7

49

20.8

44

18.6

29

12.3

20

8.5

15

6.4
1

.0.4

236
100.0

電 気機械 器具

製 造 業

国産
45

9.8

56

12.2

56

12.2

38

8.3

181

39.4

21

4.6
32
7.0

30
6.5
459
100.0

外国
3

5.7

10
18.9

18

34.0

18

34.0

2

3.8

0

0.0

2

38

0

0.0

53

100.0

計
48

9.4

66
12.9

74

14.5

56

10.9

183

35.7

21

4.1

34

6.6

30

5.9

512

100.0

輸送用機械器具

製 造 業

国産
ll

3.6

22

7.2

35

1L5

70

23.0

130

42.6

0

0.0

32

10.5

5

L6

305

100.0

外国
20
13.6

19
12.9

19

12.9

82

55.8

2

L4

0

0.0

5

3.4

0

0.0

147

100.0

計
31

6.9

41

9.1

54

1L9

152

33.6

132

29.2

0

0.0

37

8.2

5

L1
452
100.0

卸 業 ・ 商 社

国産
0

0.0

11

2.4

73

16.2

98

21.7

208

46.1
46
10.2

ll
2.4

4

0.9

451
100.0

外国
9

3.9

14

6.1
31
13.4

49

21.2
103
44.6

1
0.4

15
6.5

9

3.9

231

100.0

計 9
1.3

25
3.7
104
15.2

147
21.6

311
45.6

47
6.9

26

3.8

13
L9
682

100.0

小 売 業

国産
0

0.0

8
6.3

29

22.7

18
14.1

14

10.9

14

10.9

44

34.4

1

0.8

128

100.0

外国
0
0.0

1
3.2

7
22.6

12
38.7

10

32.3

0
0.0

1

3.2

0

0.0

31

100.0

計 0
0.0

9
5.7

36
22.6

30
18.9

24
15.1

14
8.8

45
28.3

1
0.6
159
100.0
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8-1-3(3)業 種別 ・回 答社保有 台数 合計

(各 業種,機 種毎 に上段;台 数,下 段:%)

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

3

ズコぎ

ユ

』

ミ

;

ぎ

「
タ

そ

の

他

合

計

主

な

業

種

金 融 業

国産
13

6.4

80

39.2

37
18.1

23
11.3

9

4.4

1

0.5

16

7.8

25

123

204

100.0

外国
18

8.4

91

42.3

67
31.2

25
11.6

0
0.0

1

0.5

13

6.0

0

0.0

215

100.0

計
31

7.4

171

40.8

104

24.8

48
11.5

9

2.1

2

0.5

29

6.9

25

6.0

419

100.0

運 輸 ・ 通 信

倉 庫 業

国産
0

0.0

6

4.5

21

玉5.9

17

12.9

55

41.7

2
L5

30
22.7

1

0.8

132

100.0

外国
0

0.0

4

8.3

10

20.8

26

54.2

7

14.6

0

0.0

1

2.1

0

0.0

48

100.0

計
0

0.0

10

5.6

31
17.2

43

23.9

62

34.4

2

1.1

31

17.2

1

0.6

180
100.0

電力 ・ガス事業

国産
1

6.7

4

26.7

4
26.7

2
13.3

3
20.0

0

α0

1

6.7

0

0.0

15

100.0

外国
2

20.0

7

70.0

0

0.0

0

α0

0

0.0

0
0.0

1

10.0

0

0.0

10

100.0

計
3

12.0

ll

44.0

4

16.0

2

8.0

3
12.0

0

0.0

2

8.0

0'

0.0

25

100.0

広告・調査・情 報

提供 サ]ビ ス業

国産
0
0.0

4

7.5

2

3.8

31

58.5

16

30.2

・0

0.0

0
0.0

0
0.0

53

100.0

外国
0

0.0

1

20.0

0

0.0

1

20.0

0

0.0

1

20.0

2

40.0

0

0.0

5

100.0

計 0
0.0

5

8.6

2

3.4

32

55.2

16

27.6

1

1.7

2

3.4

0

0.0

58

100.0

情報処理 サービス

・ソフトウェア業

国産
13

5.0

51

19.7

45

17.4

34

13.1

62

23.9

3

L2

48
18.5

3
L2
259
100.0

外国
9

12.0

22

29.3

20
26.7

5

6.7

8
10.7

1

L3

10

13.3

0

0.0

75

100.0

計
22

6.6

73

2L9

65
19.5

39.
1L7

70

21.0

4

1.2

58

17.4

3

0.9

334

100.0

8⊥1-4主 力機 種別 ・外部 メモ り保有 台数 平均

機 種 別

主力機種別

回

答

社

数

M

T

ド

ラ

イ

ブ

ド

ラ

ム

デ

三
イピ

ン

ス ド
ル

数
ク)

そ

の

他

超 大 型 52 43.4 2.6 100.1 1.1

大 型 323 11.0 0.1 29.5 3.4

中 型 566 3.0 0.1 7.9 2.2

小 型 173 0.4 0.2 3.6 1.1

超 小 型 25 0.4 0.0 3.6 23

オ フィス コン ピュー タ 0 0.0 0.0 0.0 0.0

ミ ニ コ ン ピ コ ー タ 6 1.5 1.2 4.5 1.0

そ の ・ 他 0 0.0 0.0 0.0 0.0

総 平 均 1,145 6.6 0.3 17.4 2.3

－

u

×
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』
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8-1-5業 種 別 ・入力 システム の現状

(各 業種毎に上段;社 数,下 段;%)(多 重回答)

入 力 方式

業 種 別

回

答

社

数

ノぐ

ン

チ

方

式

キ

|

イ

ン

方

式

O

C

R

方

式

O

M

R

方

式

M

I

C

R

方

式

そ

の

他

延

べ

回

答

社

数

第 一 次 産 業 計
5

100.0

1

20.0

5

100.0

1

20.0

3

60.0

0
0.0

0

0.0

10

200.0

第 二 次 産 業 計
501

100.0

356

7L1

423

84.4

128

25.5

120

24.0

4

0.8

11
2.2
1,042
208.0

第 三 次 産 業 計
589
100.0

403

68.4

457

77.6

106

18.0

75

12.7

46
7.8

20
3.4
1,107
187.9

公 務 計 77
100.0

63

8L8

44

57.1

39

50.6

18

23.4

0

0LO

4

5.2

168

218.2

全 産 業 計
L172
100.0

823

70.2

929

79.3

274

23.4

216

18.4

50

43

35

30

2327
198.5

主

な

業

棚

建 設 業
45
100.0

32
71.1

32
7L1

8

17.8

8

17.8

0

0.0

0

0.0

80
177.8

食 品 製 造 業
39
100.0

19

48.7
35
89.7

5

12.8

14

35.9

0

0.0

1

2.6

74
1897

繊 維 工 業
35
100.0

20

57.1

32

91.4

7

20.0

6

17.1

0

0.0

0

0.0

65
185.7

化 学 工 業
71

100.0

54

76.1

64

90.1

24

33.8

14

19.7

0

0.0

2
2.8

158
222.5

鉄 鋼 業
25
100.0

19
76.0

24
96.0

11

44.0

6

24.0

0

0.0

0

0.0

60

240.0

電気 機械 器具
製 造 業

56

100.0

41
73.2

46

82.1

15

26.8

17

3α4

0

0.0

0

α0

119

2125

輸送用機械器具
製 造 業

42

100.0

36
85.7

33
78.6

16

38.1

11

26.2

3

7.1

4

9.5

103

245.2

卸 業 ・商 社
127

】00.0

55
433

113
89.0

11
8.7

8
6.3

0
0.0

4

3.1

191

15α4

小 売 業
47

100.0

32

68.1

37
78.7

9
19.1

4

8.5

1

2.1

0

0.0

83

176.6

金 融 業
ll9

100.0

94
79.0

93
782

18

15.1

8

6.7

45

37.8

4

3.4

262

220.2

運 輸 ・ 通 信

倉 庫 業

49
100.0

37
75.5

37
75.5

7
14.3

5
10.2

0

0.0

2

4.1

88

179.6

電力 ・ガス事業
12

100.0

10

83.3

】1

9L7

10
833

3
25.0

0

α0
0
0.0

34

283.3

広告 ・調査 ・情報
提供 サー ビス業

8

100.0

6
75.0

5

62.5

1

12.5

2

25.0

0

0.0

0

0.0

14

175.0

情報処理サービス
・ソフトウェア 業

72

100.0

57
79.2

44
61.1

24
333

8
1L1

0

0.0

2

2.8

135

187.5

8-1-6業 種別 ・入 力シ ステム5年 後の予 想

(各 業種 毎に上段1社 数.下 段:%)

入 力 方 式

業 種 別

回

答

社

数

,ぐ

ン

チ

方

式

キ

|

イ

ン

方

式

O

C

R

方

式

O

M

R

方

式

M

I

C

R

方

式

そ

の

他

延

べ

回

答

社

数

第 一 次 産 業 計
5

100.0
0
00

5
100.0

3
60.0

1
20.0

0
0.0

0
0.0

9
180.0

第 二 次 産 業 計
494

100.0

177

35.8

466

94.3

249

50.4

74
15.0

10

2.0

50
10.1

LO26
207.7

第 三 次 産 業 計
562

100.0

255

45.4

503

89.5

211

37.5

66

11.7

66

1L7

48

85

1,149

204.4

公 務 計
73

100.0

55

75.3

52

7L2

57

78.1

20

27.4

0

0.0

4

5.5

188

257.5

全 産 業 計
1,134

100.0

487

42.9
,

1,026

90.5

520

45.9

161

14.2

76

6.7

102

9.0

2,372

209.2

主

な

業

種

建 設 業
45

100.0

20

44.4

40

88.9

21

46.7

5

1L1

1

2.2

3

6.7

90

200.0

食 品 製 造 業 38
100.0

8

21.1

36

94.7

17

44.7

8

21.1

0

0.0

6

15.8

75

197.4

繊 維 工 業 35
100.0

12

34.3

33

94.3

10

28.6

6

17.1

0

0.0

4

11.4

65

185.7

化 学 工 業
69

100.0

25

36.2

67

97.1

35

50.7

10

14.5

0

0.0

10

14.5

147

213.0

鉄 鋼 業
25
100.0

13

52.0

25

100.0

15

60.0

4

16.0

0

0.0

1

4.0

58

232.0

電気 機械 器具
製 造 業

56
100.0

2】

37.5

54
96.4

32
57.1

7
12.5

2
36

3
5.4

ll9

212.5

輸送用機械器具
製 造 業

40

100.0

20

50.0

36

90.0

26

65.0

8

20.0

5

12.5

7
17.5

102

255.0

卸 業 ・ 商 社
122

100.0

29

238

11i

gLO

27

22.1

9

7.4

1

0.8

13

10.7

190

155.7

小 売 業
44

100.0

19

43.2

43

97.7

19

43.2

0

0.0

3

6.8

1

2.3
85
193.2

金 融 業
114

100.0

59

51.8

102

89.5

45

39.5

9

7.9

59

51.8

9

7.9

283

248.2、

運 輸 ・ 逓 倍

倉 庫 業

47

100.0

21

44.7

43

91.5

22

46.8

3

6.4

0

0.0

4

8.5

93

197.9

電力 ・ガス事業
12

100.0

7

58.3

12

100.0

11

91.7

3

25.0

0

0.0

1

83

34

283.3

広告 ・調 査 情 報
提供 サー ビス業

7

100.0

3

42.9

7

100.0

3

42.9

2

28.6

0

0.0

1

14.3

16

228.6

情報処理 サービス
・ソフトウェア 業

69
100.0

44

63.8

50

72.5
33
47.8

8

1L6

1

L4

5

7.2

141

204.3
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8-1-7 1セ ッ ト当 り月間ラ ン時間

/,.・
タイム

回

収

社

数

集
計

対
象
セ
ッ

ト
数

回

答

社

数

一

〇
〇
H

未

蘭

一 一

〇五
〇〇
以H
上

未

膚

三
〇

1

;

8

二
〇
〇

「

:

8

二
五
〇

1
三
〇
〇
.H

三
〇
〇

1

三
五
〇
H

三
五
〇

「

四
〇
〇
H

四
〇
〇

[

四
五
〇
H

四
五
〇

1

五
〇
〇
H

五
〇
〇

1

五
五
〇
H

五
五
〇
H
以
.ヒ

婬

平

均

時

間

1,220 41652 輻127

100.0

杖鼓

%

244

21.7

188

16.7

182

16.1

207

18.4

95

8.4

71

6.3

38

3.4

36

3.2

19

1.7

16

1.4

31

2.8

193.5

8-1-8(1) 業 種別 ・コ ンピ ュー タ経 費月額平 均(U
(各真田毎に上段: 1社 当り平均金額,下 段;%,単 位.千 円)

経 費 名

桑 田

回

答

殻

人

件

費

機 械 設 個 関 係
は

計

(
再

掲
)

レ ン タ ル 料

C主 置
P記)
u憶
(装
国璽
算 ・
法制■御

袋

周

(
辺塞

鴫

■竺

周

辺

記

憶

装

置

塙

A
オ末
ン
ラ装
イ
ン
》 口

(
閲小
械
レ
ン
タ
ル
費計
)

第 一 次 産 真 計
4 2,940.8

12.5

289.3

1.2

596.0

2.5

491.3

2.1

9,363.5

39.9

101740.0

45.8

23445.3

100.0

第 二 次 産 貫 計
474 12,582.7

30.6

a459.7

8.4

L225.9

3.o

L251.1

3.o

4004.9

9.7

9,941.6

24.2

4】,149.2

10α0

第 三 次 産 類 計
517 9,317.2

22.7

3334.0

8.1

1,573.4

3.8

L覗5、3

3.4

ユ762.9

9.2

10,251.5

25.0

41,065.0

100.O

公 務 計
7ハ 7.4163

24.4

6ρ13.9

19.8

2,886.7

9.5

3417.7

1L2

2」49.3

7.】

14,467.5

47.6

30,仙7.7

100.0

全 産 集 計
1,066 10.61息7

263

3556.9

8.8

L502.7

37

L472.2

3.7

3784.1

9.4

10,396.4

25.8

40,327.2

100.0

主

な

妾

■

健 投 泉
44 7,847.8

30.5

2ρ2L9

7.9

783.1

3.0

922.6

3.6

3196.4

12.4

6,924.1

26.9

25,696.3

100.0

食 品 製 造 莫
36 7,088.6

3a4

2,658.3

12.5

876.4

41

L3248

6.2

2,276.4

10.7

7,135.9

33.6

2L226.9

100.0

巴 緒:[業
32 8,600.0

31.5

2,585.4

9.5

L499.8

55

1398」

5.1

1386.0

5.1

.
6,869.3

25.1

27338.5

100.0

化 学:1:哀
67 7,421.3

30.6

2,570.8

10.6

1,188.2

4.9

LOO7.0'

4.2

1,982.9

7.8

6,648.9

27.4

24,243.5

100.0

敏 胡 皐
25 69,079.2

28.2

20,624.0

8.4

2,244.1

0.9

2,828.O

L2

1L35s.6

4.6

37,051.7

15.1

24叱879.2

1000層

電気機械圏只製造寅
55 1S121.4

33.0

3678.3

8.0

L327.2,

2.9

1.65LO

3.6

・`,965.7

10.8

11,622.2

253

45.8915

100.0

篭送用欄 只地 黄
41 225932

30.4

3555.1

4.8

L547、1

2.1

1,673.9

2.2

16,087.4

2L6

22863.4

30.7

74,416.2

ハ00.0

御 集 商 社
114 5ρ65.3

30.1

1,507.6

9.0

587.S

3.5

637.8

3.8

】,704.2

10.1

4,437.1

26.4

16.8298

100.0

小 売 真

45 3528.9

30.1

1.9770

16.8

5763

4.9

632.6

5.4

750.1

6.4

39361

335

11,738.8

100.0

金 融 藁
97 12,732.6

17.0

5,658.5

7.6

a601.9

4.8

1,913.3

2.6

9,179.8

12.3

2り,353.5

27.2

74,717.8

100.0

遣他・通信・倉田裏
48 9.η5.6

513

1,616.5

8.5

897.5

4.7

845.5

4.5

L251.7

6.6

4,611.3

24.4

18,929.7

100.O

電 力 ガス ●黄
10 25,025.0

7.8

1ユ273.9

4.1

5,084.2

1.6

9,889.8

3.1

9.9462

31

3a194.1

11.9

32L7040

100.0

広告 ・頂査 ・情報

提 供 サー ビス 藁

7 7,175.7

20.0

278&4

7.8

L944.0

5.4

L677.3

4.7

4720.3

ハ32

U.130.0

31.0

35,874.0

100.0

情 報 処 理 サ ー ビ ス ・

ソ フ ト ウ エ ア 真

62 224222

334

も131.9

6.2

2241.7

3.3

225L4

34

a128.7

7.6

137536

205

67,087.8

100.0

－

u

＼'

氏

ト

1

、

芭

ω
《
声



8-1-8(2) 業 種別 ・コ ンピ ュー タ経 費 月額平均(2}

(各車口毎に上段 1社 当り平均金団,下 段%.単 位:千 円)

経 費 名

粛 頓

機 械 殴 傷 関 係
縁

計

A

再

掲)

償 却 費

保

守
貧

民

験
費

胞

榎

設

爾

合
計

C主 口
P配)
u億
(螢
債置
算 ・装制

置卸
・装

周

(
辺昆

店星

置竺

周

辺

記

憶

装

置

噛

〔
オ末
ン
ラ装
イ
ン
)口

(
箇小

城

伍

却

賃計
)

第 一 次 産 室 計
375.3

1.6

399.8

L7

102.5

0.4

0.0

0.O

877.5

37

151.3

0.6

11■68.8

50.2

2a4453

100.0

集 二 次 産 集 計
395.2

1.0

94.4

02

822

0.2

390.5

09

962.3

2.3

7,609.8

18.5

1&5137

4S.0

4U49.2

100ρ

餌 三 次 産 裏 釘
888.4

2.2

325.0

0.8

266.8

0.6

2467.4

6.0

3988.2

9.7

5,226.7

12.7

ハ95136

47.5

4LO65、0

】00.0

公 務 針
94.8

03

52.4

0.2

35.2

0.1

190.7

0.6

37ユ2

1.2

5637

1.9

15,404.5

50.6

3a姐 η

10α0

金 座 裏 釘
6143

L5

204.6

05

168.7

0.4

1.3830

34

2β90.2

5.9

5,956.7

148

18」766.3

465

40327.2

100.0

主

な

叢

田

値 段 藁
6315

25

95.9

0.4

35.0

0.1

274.2

L1

1,036.7

40

2.4883

9.7

10,449.0

40.7

2S696.3

100.0

食 品 製 造 摸
17L7

0.8

17.8

0.1

28.8

0.1

121.3

0.6

339.6

L9

2,406.6

1L3

9β82.0

46.6

21,226.9

100.0

口 繕 工 業
104.6

0.4

288.3

u

27.4

0」

▲47.4

0.5

567.7

2.1

4,206.1

|5.4

1】.64ao

42.6

27,338.5

100.0

化 学 土 栗
215.0

0.9

32.1

0.1

4L8

0.2

3623

1.5

65LI

2.7

蕊847.4

159

11,147.4

46.0

24.2435

100.0

鉄 飼 業
540.3

0.2

1734

0.1

145.4

0.1

1,096.4

0.4

955.6

0.8

68.0443

27.8

107ρ51.5

4a7

24↓8792

10qO

電気機械圏具製造婁
1,119.1

2.4

2348

0.5

383.5

0.8

1,255.9

2.7

2,993.3

6.5

4,689.9

10.2

19,305.4

42.】

45,891.5

100.0

輸送用獺 只製造業
527.9

0.7

45.8

0.1

38.4

0.1

259.3

0.3

87L5

1.2

13524.8

18.2

37,259.7

50」

74,416.2

100.0

翻 案 ・ 商 社

.292
.7

L7

IO5.7

0.6

60.2

0.4

39L9

2.3

850.5

5.1

1.16L4

6.9

6,449.0

38.3

16,829.8

100.0

小 売 裏
865

0.7

25.1

0.2

28.4

0.2

227.9

L9

367.8

3.4

709.5

6.0

5,013.4

42.7

lL738.8

100.0

金 融 棄
2.4832

3.3

938.4

L3

933.0

1.2

1L311.7

15.1

15,666.4

2LO

8,378.4

1L2

44,398.2

59.4

74,717.8

100.O

運翰 ・通信 ・倉庫莫
281.5

1.5

56.5

0.3

59.6

0.3

533

0.3

450.9

2.4

L387、5

ア.3

6.4497

34.1

1&929.7

100.0

電 力 ガス 唱真
309.8

0.1

940.0

0.3

218.0

0.1

2,722.1

0.8

4189.9

13

137.10L6

42.6

179,485.6

5S.8

32L704.0

100.0

広告 ・調査 ・情報

提供 サー ビ ス真

1,499.4

4.2

15⑨

0.0

360.0

1.0

2L3

0.1

L896.6

5.3

L589.7

4.4

14.6ハ63

40.7

3S874.0

100.0

筒 口 処 理 サ ー ビ ス ・

ソ フ ト ウxア 藁

952.1

L4

5334

0.8

3228

0.5

6045

0.9

Z412.8

36

2035.1

30

1a20L5

27』

67,087.8

1000

8-1-8{3) 業 穂別 ・コ ンピ ュー タ経 費 月額 平均{3}

(吾桑田毎に上段11社 当り平均金額.下段;%. 単位:千 円)

経 費 名 消 耗 品 な ど
麓

カ 磁 プ 電 消
‖

(

ド 気 力

1

り 力 、

粍
㊨ ン

.

紙
テ ド

ト 冷 品 計
予

1

プ

1デ

イ

プ ス

ク

用

紙

暖

房 合

A
再

掲
藁 樋 費 費) 費 費 肝 )

痢 一 次 産 莫 尉
76.3 142.5 1,549.3 1.oo28 η70.8 2入4453

03 α6 6.6 43 11.8 10《10

第 二 次 産 真 計
n4.2 169.6 1.2615 1.67底6 32238 4t,149.2

03 04 31 41 7.8 10qO

第 三 次 産 裏 釘
76.4 1725 L637.6 1,665.0 ユ55&8 仙.06so

02 0λ 4.0 4.1 &7 1000

公 務 針
35.7 `64.5 1.3628 22L6 1,784.6 3a417.7

α1 ●5 45 α7 5.9 1000

全 産 藁 打
905 1πL5 L45L7 1.S724 328η 4q3272

02 04 a6 39 &2 1000

口 伎 量
32.5 67.3 799.1 3s6.4 1.25&4 2S69&3

0.1 03 a1 1.4 4.9 1000

食 品 製 造 真
i730 95.9 97〔ト0 557.9 1,796.8 21.22&9

0.8 o.5 4.6 26 &5 10α0

主 日 報 工 菓
90.1 1s38 1,648.8 8326 2725.3 27,338.5

0.3 0.6 6.0 30 1α0 10ao

化 学 工 秦
45.8 84.8 1,059.2 5152 1,70S.0 2↓2435

0.2 0.3 4.4 21 7ρ 1000

鉄 ■ 皐
5825 1,022L1 ↓5s88 凪g2G5 23089.9 2448792

α2 《M L9 6.9 9メ 10息0

な 電気日展掴只製造藁
134.8 235.3 1,899.0 7728 3041.9 45.89L5

0.3 αs 4.1 L7 66 1000

輸送用醐 貝製造貢
195.4
一2734

1.73↓4 蕊1343 S337,5 7441&2

o.3 α4 23 4.2 7.2 10《10

郷 貫 ・ 商 社
42.8 86.4 9831 6241 ハ,736.5 16L829.8

α3 α5 5.8 ユ7 1α3 10α0

貴 小 売 車
30.3 6S.0 54S.4 319.6 96〔L3 `1.738L8

0.3 0.6 4.6 27 &2 10α0

金 融 頚
832 362.1 2239.9 30433 S72&5 74717.o

0.1 0.5 30 4」 7.7 10α0

運輸 ・通信 ・倉■泉
35.4 49.2 559.6 394.8 LO39.0 1ag29.7

02 α3 30 21 3s 100ρ

日 電力 ガス 亭貝
71&0 664.8 lqo79.3 11,797.2 2a2S93 32L7040

0.2 02 31 37 72 10㊤0

広告 ・■査 ・情田 65.0 51.7 209《LO 947.0 31537 3S87↓0

提供 サー ビ ス頁 02 α1 58 26 息8 10《10

情報処理サービス ・ 139.2 2923 324`2 2」97tL9 664&6 67.087』

ソ フ ト ウ ェ ア 泉 0.2 ●4 ω ↓4 9.9 10立0

ω
《
N

oo

`「℃

1・:

1

、

註

肝

斗

×

Nll

ベ

マ

詩



8-1-8(4)業 種別 ・コンピ ュー タ経 費月額平 均(4)

(各 藁屋毎に上段;1社 当り平均金額,下 段,%,単 位:千 円)

経 費 名 外 注 費

委 さ ブ プ そ 外
目

ん
o 口

託 孔
グ
ラ

グ 注
針ラム

計 費
作 ム の 費

算 検
成
委

晴
合

(
再

孔 託 入
掲

真 田 費 費 費 費 他 計 )

第 一 次 産 乗 計
L1238 1351.8 1.1275 180.3 944.3 4,727.5 2344S.3

4.8 5.8 4.8 o.8 4.0 20.2 100.0

第 二 次 産 業 計
460.7 7748 L340.4 193.0 2,200.7 4,969.6 41,149.2

1.1 1.9 3.3 0.5 5.3 12.ハ 100.0

鋼 三 次 産 藁 計
1,346.5 1,400.6 LOO8.4 255.8 L5263 5544.4 4LO65.0

3.3 34 2.5 0.6 3.7 135 100.0

公 務 討
S36.0 2754.2 262.5 50.9 LO91.7 4,695.3 30,417.7

1.8 9.1 0.9 0.2 3.6 15.4 100.0

金 座 棄 計
897.8 1,212.3 UO6、8 214.0 L795、0 5,229.2 40,327.2

2.2 3.0 2.7 0.5 4.5 130 100.0

建 設 業
341.7 888.5 a269.9 175.9 593.8 5,269.8 25,696.3

L3 3.5 12.7 0.7 2.3 20.5 100.0

食 品 製 造 業
366.6 865 276.8 32.7 340.5 1.1030 21226.9

L7 0.4 1.3 0.2 L6 5.2 100.0

398.4 507.6 5896 74.4 7392 2,409.3 27,338.5

主 巴 雑 工 業
1.5 2.2 22 0.3 2.7 88 100.0

740.0 48L6 486.7 178.4 308.3 2,195.0 24,243.5
化 学:【 二 業

3.1 2.0 2.0 0.7 1.3 9.1 100.0

鉄 鋼 莫 L611.0 2,480.9 9,749.1 L352、8 25,904.6 4LO98、4 2軋879、2

.0.7 1.O 4.0 0.5 10.6 16.8 100.0

464.8 1,oo5.4 994.3 259.6 L546、0 4,270.0 45,891.5

な 電気筒械器具製造業
LO 2.2 2.2 0.6 3.4 9.3 100.0

籠送用㎜ 具製造業
525.8 1,848.0 6990 118.5 4.2289 7,420.2 74,416.2

0.7 2.5 0.9 02 5.7 10.0 100.0

卸 藁 ・ 商 社
309.0 910.3 746.6 196.8 66L9 2,824.5 16.8298

1.8 5.4 4.4 L2 3.9 16.8 100.O

東 小 売 業
586.8 7430 174.6 106.6 301.4 1,912.4 IL738、8

5.0 6.3 L5 0.9 2.6 16.3 100.0

金 田 藁
2,038.5 822.3 L159.4 556.0 L937.8 6,514.0 74,717.8

2.7 1.1 L6 0.7 2.6 8.7 100.0

運翰 ・通信・倉庫業
141.1 113.2 280.5 48.7 476.7 し060.3 18β29、7

0.7 0.6 L5 03 2.5 5.6 100.0

目 電 力 ガ ス 事業
15,282.4 &626.5 6,168.0 L4532 22,945.9 54,476.0 32L7040

4.8 2.7 1.9 0.5 7.1 16.9 100.0

広告 ・周章 ・情 報 a335.0 2,659.6 2.3553 433.7 1,406.6 10,190.1 3臥874.0

提 供 サー ビス章 9.3 7.4 6.6 1.2 3.9 28.4 100.0

情報処理サービス ・ 2.9033 5,014.4 2269.1 387.0 32897 ほ8632 6?ρ87.8

ソ フ ト ウ ェ ア 棄 43 7.5 3.4 0.6 4.9 20.7 10α0

8-.1-8(5)業 種別 ・コン ピュー タ経費 月額平均(5)
(各震■dilC上段;1社 当り平均金扇,下 段.%,単 位;千 円)

経 費 名

某 屋 別

そ の 他
館

針

他
か
ら翻

り
か
け
ら
れ
た
費
用

通

信

回

●

使

用

科

ヂ

`

タ

●

送

費

そ

の

他

連

絡

費

な
ど

そ

の

他

合

計

餌 一 次 産 藁 計
L187.5

5」

0.O

O.0

50.0

02

L237.5

5.3

2入445.3

100.0

0.0

0.0

節 二 次 産 泉 針
1,106.5

2.7

1053

0.3

647.6

1.6

1,859.4

4.5

4L149.2

100.0

209.6

0.5

第 三 次 産 藁 計
1,737.3

4.2

280.2

0.7

1,106.6

2.7

3133.0

7.6

41,065.0

100.0

458.5

1.1

公 務 針
978.0

3.2

329

0.1

105.7

03

1,116.6

37

30,417.7

100.0

45.2

0.1

金 座 妾 断
L404.2

3.5

184.9

0.5

831.9

2.1

2425.3

6.0

4α327.2

100.0

31&5

0.8

主

な

真

田

口 葭 葉
650.8

2.5

77.7

0.3

145.8

0.6

874.3

34

25,696.3

100.0

223

0.1

食 品 製 造 藁
LO50.0

4.9

156.7

0.7

149.8

0.7

1,356.5

6.4

21,226.9

100.0

35.0

0.2

口 姪 工 棄
1,065.7

39

95.6

0.3

799.6

2.9

1,960.9

7.2

27,338.5

100.0

187.5

0.7

化 学 工 翼
1.3753

5.7

96.6

0.4

303.0

1.2

1,774.9

7.3

24,243.5

100.0

94.0

0.4

鉄 鋼 真
2,210.5

0.9

404」

0.2

】.9457

0.8

輪560.3

L9

244,879.2

100.O

34.8

0.0

電気機械器具製造業
1,8ほ6

4.0

2099

0.5

2」29.3

4.6

4152.8

9.o

45.8915

100.0

1,407.6

31
..

輸送用=具 製造業
1,304.2

L8

97.1

0.1

404.3

0.5

1,805.7

2.4

7↓416.2

100.0

345

0.0

勧 業 商 社
563.1

33

38.4

0.2

153.1

0.9

754.6

4.5

16,629.8

100.0

75.0

α4

小 売 泉
260.6

2.2

14.8

0.1

48.4

0.4

3238

2.8

1L738.8

100ρ

148

0.1

金 融 菓
4,402.4

5.9

503.7

0.7

438.4

0.6

s344.5

7.2

74,717.8

100.0

668.7

0.9

直輪 ・通信 ・倉庫是
567.3

3.0

20.8

0.1

77.0

α4

665.0

3.5

181929.7

100.0

264.7

1.4

電 力 ガス 事泉
a737.5

1.2

1,661.5

0.5

34,059.1

10.6

39,458.1

123

321,704.0

100.0

19.8

0.0

広告 ・頂査 ・情田

提供 サー ビス 藁

674.》

1.9

↓7

0.0

593

0.2

738.1

21

35,874.0

100.0

0.0

0.0

情 報 処 理 サ ー ヒ'ス ・

'ノ フ ト ウ ェ ア 叢

2,476.1

3.7

1,082.5

1.6

2,393.7

3.6

5,952.3

8.9

67,087.8

100.0

2,240.6

3.3
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8-1-9業 種別 ・機械 設備 費構成

(各 業田tStc上 段;1社 当 り平 均金額,下 段;%,t口 位;千 円)

経 費 項 目

業 種

C

P

u

周

辺

装

置

周

辺

記

憶

装

置

;
ラ

工
端
末装

置

保

守

費
・

保

険

費

合

計

回

答

社

歎

第 一 次 産 業 計
664.5

5.6

995.8

8.5

593.8

5.0

9,365.5

79.6

151.3

L3

11,768.8

100.0

4

第 二 次 産 業 計
a8549
20.8

L320.3

7.1

輻3332

7.2

4395.4

237

7,609.8

41.1

1&513.7

}00.0

474

第 三 次 産 業 計
4,222.4

2L6

1,898.4

9.7

1,682.1

8.6

6,230.3

31.9

5,226.7

26.8

19,513.6

10α0

517

公 務 計
6,108.7

39.7

2,939.1

19.1

3,452.9

22.4

2340.O
l5.2

563.7

37

15,404.5

10α0

71

全 商 策 計
4,171.3

22.2

1,707.3

9.1

1,640.9

8.7

5,167.1

27.5

5,956.7

3L7

18,766.3

10α0

1,066

主

な

業

田

餌 投 業
2,653.4

25.4

879ユ

8.4

957.7

9.2

a470.6

33.2

2,488.3

23.8

10,449.0

100.0

44

食 品 製 造 業
2,829.9

28.6

894.2

9.0

1353.6

13.7

2,397.7

24.3

2,406.6

24.4

9,882.0

10α0

36

繊 維 工 楽
2,690.0

231

1,788.1

15.4

1,425.5

12.2

1,533.4

13.2

4,206」

36.1

11,643.0

100.0

32

化 学:1:莱
2,785.7

25.0

1,220.2

1α9

1,048.8

9.4

2,245.2

20.1

3847.4

34.5

1L147.4

100.0

67

鉄 鋼 楽
21,164.2

19.8

2,417.6

23

2,973.4

2.8

12,452.O

ll.6

68,044.3

63.6

107,051.6

100.0

25

地気機械9倶 製造業
4,797.4

24.9

1,562.0

8.1

2,034.4

10.5

622L6

32.2

4,689.9

24.3

19,305.4

1000

55

輸送川機械器具製造業
4,083.0

11.0

L592.9

43

1.7123

4.6

16,346.8

43.9

13524.8

363

37,259.7

10α0

41

卸 藁 ・ 商 社
L800.3

27.9

693.2

10.7

698.0

10.8

2.096」

32.5

1,161.4

18.0

6,449.0

100.0

114

小 売 業
2,063.5

4L2

601.4

12.0

66tO

132

978.0

19.5

709.5

14.2

5,013.4

1000

45

金 融 業
8.14L7

18.3

4,540.3

10.2

2,846.3

6.4

20,49L5

46.2

8378.4
18.9

44398.2

1000

97

運 輸'通{8・ 倉庫業
1,898.0

29.4

954.O

l4.8

905.1

14.0

1,305.0

20.2

1,387.5

21.5

6,449.7

10α0

48

電 力 ・ ガ ス Φ 業
1a583.7

7.6

6.0242

3.4

10,107.8

5.6

12,668.3

7.1

137,101.6

76.4

179,485.6

10α0

10

広 告 ・田 査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 棄
.

4,287.9

293

1,959.9

13.4

2,037.3

13.9

4.74L6

32.4

1,589.7

10.9

14,616.3

10α0

7

1

情 報処理 サー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

5,084.0

279

2,775.1

15.2

2,574.1

14.1

5,733.2

3L5

2」035,1

11.2

18,201.5

100.0

62

8-1-10(総 合)業 棟別 ・1社 当 り月間経 費対 月商化 平均

闇 コンピュータ経費合計 と月商の双方 と も記入のあ った回答につい ての集計であ る。

回

答

社

数

1
社当

り
(

千

経円
費)

1

社

当

り(

平 百

均 万
月 円

商)

月間経費/月 商

平
均

⊥
1㏄o

上
限

L
l㎜

下
限

⊥
1㏄o

第 一 次 産 業 計 4 23445.3 11,549.7 2.03 2.29 0」67

第 二 次 産 業 計 467 4L667.6 10,923.7 3.81 806.02 α19

第 三 次 産 業 計 352 34,49】.7 10.1850 3.39 1,985.64 0.18

公 務 計 0 0.0 OO 0.00 0.00 α00

全 産 業 計 823 38,509.9 10,610.8 3.63 1,985.64 0.18

主

な

業

種

建 設 業 43 26,128.7 11,005.7 237 68.58 0.47

食 品 製 造 業 36 2L226.9 6,112.6 3.47 84.83 0.32

繊 維 工 業 32 27,338.5 7,305.0 3.74 27.41 0.79

化 学 工 業 67 24,243.5 7,566.5 3.20 47.88 0L43

鉄 鋼 業 24 255,033.5 38,304.9 6.66 10.73 1.17

電 気機 械器 具
製 造 業

55 45,891.5 9,266.0 4.95 7ω8 1.02

輸送用機械器具
製 造 業

40 76,182.5 21,353.0 3.57 31.27 0.29

観 葉 ・ 商 社 111 17,II5.7 18,802.9 0.91 596.40 036

小 売 業 45 11,738.8 ag3α7 2.99 36.20 1.66

金 融 業 96 75,427.4 67,751.7 1.11 46.94 024

運 輸 ・ 通 信

倉 庫 業
48 18,929.7 2,991.8 6.33 142.81 L36

電力 ・ガス事業 10 321,704.0 26,110.3 1232 44.18 0.74

広告・調査 ・情報

提供 サー ビス業
7 35,874.0 10,21L5 3.51 172.40 α86

情報処理 サービス
・ソフトウェア業 62 67,087.8 121.7 55L35 1,985.64 12.40

金融業 ・証券業 ・生命保険業 ・損害保険業は年商(月 商)の 意味がらがうので,産 業計の計算から除外してある。
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8-1-11 (総 合)業 種別 ・従業 貝1人 当 り月 間経費

囲 コンピコ一夕経 費合計 と従業員数の双方 とも記入のあった回答についての集計である。

業 種

回

答

社

数

1

聾
り

(

雛

1
社

ヲ鶏

_

警・
数)

月間経 費/1人(千 円)

平

均

上

限

下

限

第 一 次 産 業 計 4 23,445.3 1,863.8 12.6 13.9 2.4

第 二 次 産 業 計 474 41,149.2 2,820.3 14.6 763.3 0.6

第 三 次 産 業 計 517 41,065.0 1,189.7 34.5 3,507.4 0.2

公 務 計 71 30,417.7 5,638.1 5.4 L344.0 0.6

全 産 業 計 LO66 40β27.2 2,213.6 18.2 3.5074 0.2

公務を除く全産業計 995 41,034.3 1,969.2 20.8 3,507.4 0.2

主

な

業

種

建 設 業 44 25.6963 2,412.3 10.7 137.2 L1

食 品 製 造 業 36 21,226.9 1224.8 17.3 116.6 .2 .1

繊 維 工 業 32 27,338.5 2,41L1 11.3 1963 1.7

化 学 工 業 67 24,243.5 2,019.3 12.0 190.0 4.5

鉄 鋼 業 25 244.8792 9,991.1 24.5 40.5 2.6

電 気 機械器 具
製 造 業

55 45.89L5 3645.2 12.6 33.2 2.2

輸送用機械器具
製 造 業

41 74,416.2 6,535.0 1L4 847 0.6

卸 業 ・ 商 社 114 16,829.8 744.0 22.6 178.8 2.9

小 売 業 45 11,738.8 1,255.3 9.4 106.5 1.4

金 融 業 97 74,717.8 1,331.2 56.1 181.2 13.3

運 輸 ・ 通 信

倉 庫 業
48, 18,929.7 1,678.8 11.3 218.0 LO

電力 ・ガス事業 10 321,704.0 5,448.6 59.0 188.8 5.0

広告 ・調査・情報

提 供サー ビス業
7 35,874.0 1,200.0 29.9 287.3 4.3

情報処理サービス
・ソフトウェア業 62 67,087.8 150.5 445.7 3,507.4 1L5

8-1-12主 力機 種別 ・1社 当 り要 員数平 均

o囹 度 パ オ プ S 冒 合 回

拐 ン ぺ o

計 答

そ チ レ ,' 理 社

の 介 ` ,
人

実

主力●田 他 ` , ? s 臼 敗 数

～t内要員記入社敗 40 21 25 37 37 4s 45

社 内 要 員平 均 406 t62 150 536 532 17.8 196.4

超 大 壁
n闘 方1人に対する
地目屋人倣間合ザ均 2.3 09 08 30 30 1.0 1LO

扉㊨要員記入日数 6 16 27 19 16 3 33

尿 冶 要 員 平 均 4.8 12.7 192 17.9 38 20 587

社内曹`ユ記入社敬 266 139 163 2go 229 314 325

}ヒ内 要 員 平 均 73 62 6.0 2|.) 11.8 `.5 ∬.9

大 喝 ⑰原信1人に対する砲口簡人数割合平均 1.1 1.0 o.9 33 L8 LO 9.1

派遣要員£入社霞 20 )16 176 94 77 9 230

尿 道 要 員 平 均 05 56 6.4 7.9 30 00 236

8t内臼貝£入社数 237 312 278 529 286 477 575

社内 蔭 口 平 均 L5 30 L7 63 1.9 1.7 162

中 型 面■者1人に対する笛"目人融剤合平均 o.9 L8 1.0 38 1.2 10 9.7

振週要員紀人杜歎 9 97 8s 38 24 1 165

蕗違 ● 貝 平均 0.1 1.9 〕.5 08 0.3 OO 46

社内田口配入社散 22 93 86 163 65 99 192

社内 ● 貝 平 均 03 ■6 L2 2.2 06 0.9 6.7

小 壁 管理者1人に対†る地口囹人数割合平均
03 1.8 1.3 2.5 o.7 1.0 7.7

派直要員£入社数 0 10 5 5 4 0 19

扉直 書 員 平 均 00 07 04 α3 0.2 0.0 1.7

社円貨貝w入 社敷 5 9 13 18 10 12 31

社 内要 員 平 均 0.4 2.9 1.5 2.4 2.9 o.8 10.8

■ 小 型 面理者1人に対する
亀目思人散割合平均

0.5 36 1.9 2.9 3.6 1.0 134

原』●員配入社敬 0 2 1 , 3 o 4

諏 ■臼 貝 平 均 0.0 40 6.3 0.3 1.3 OO 11.8

社内書員記入紅殻 o 0 0 0 0 o o

社 円債 貝 平 均 α0 00 0.0 00 0.O 00 00

オフ{ス コ ン ピ⊃一, 管理者1人に対する
他唱●人数割合平均 00 00 00 00 o.o oo 00

脈晶質員記入吐数 o 0 0 0 0 o 0

尿 遠唇 貝 平 均 00 0.0 00 00 0.0 α0 00

社内要員妃入社敵 3 2 1 5 3 4 8

杜 内 書員 平 均 09 35 10 31 45 L6 146

ミ ニ コ ン ビ 全一,
ロロ奮1人に対する
他■田人数割合平均 os 2.2 0.5 1.9 2.8 `0 9.o

扉■臼日記入社数 0 0 o 1 0 1 2

扉 冶 要員 平 均 00 α0 αo 05 00 砿5 1.o

社内憤貝配入社数 0 o 1 o o 1 1

社 内 要員 平 均 0.O o.o 1.0 oo 00 `.0 20

そ の 亀 菅垣村1人に対する
亀●扇人数聞合平均

0.0 00 1.0 OO 0.O 1.o 2.O

厩●但良民入社数 0 o 1 0 σ 1 ⑪

振 ● 要員 平 均 αo 00 1.O OO 0.O 1.0
「

20

吐内書貝記入社数 573 576 567 1ρ42 630 952 1,177

社 内 要員 平 均 '.4 4.1 33 11.4 6.4 35 331

口 平 均 口皆冒1人に対する飽■●人数割合平均 1.3 1.2 Lo 33 1.9 1.o 96

"■ 書眉記入社殿 35 241 295 158 `24 15 455

扉 冶要 員 平 均 o.6 45 5.3 56 1.9 oo 18.o
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8-1-13 業種別 ・従業員数規模別 ・コ ンピュー タ要員 平均 と対 合 従業 員数比

(各真田dilc上段:1社 当り平均嬰員数.下段:対全従皐貝殻比1'1000)

全從貫目歌境甑 従婆 五 五 一 三 四 五 一

・

=
「 五

一 合
垣員

o o o o o o o O
o
>員 o o O o o o o o

散散
人

～ ' ' ' ～

o
'
o
～
o
'
o
o

双 九 二 =一 四 九 二i 円 九
、 o記

入
社

未
九

九

九

九

九

九

九

九

九

九
九

九
九
九

九九

九

人

助
貝 ■ 散 商 人 人 人 人 人 突 人 人 ., 上 計

5 0.O 0ρ &o a5 0.0 30 ●0 α0 2!.0 00 7』
廓 一 次 産 裏 釘

0.00 0.00 37.56 9.42 0.00 586 0.00 0.00 339 ooo 509

510 5.7 4.9 4.3 7.4 7.7 10.8 19.6 40.5 4&6 3631 340
餌 二 次 産 菓 計

298.25 67.67 2α89 21.78 17.57 14.94 11.6ハ 10.92 9.63 1203 )L89

591 14.7 24.4 242 30.4 36.1 32.6 36.8 65.1 90.5 179.6 347
餌 三 次 産 業 針

643.26 34L79 130.12 88.30 8L96 46.62 2227 17.27 14.30 圧81 2&28

75 16.0 00 5.5 は7 5.5 7.4 16.4 1&2 234 36.7 19.1
公 務 針

1000.00 0.00 27.57 37.86 12.37 10.68 9.13 474 347 L57 343

1,181 14.3 2ハ.1 砥5 18.0 2L6 19.7 26.2 44.1 64.1 249.5 333
全 疏 某 計

637」1 294.85 97.15 52.46 49.20 2η2 1559 11.75 9.45 9:45 1507

46 0.O 10.0 32 4.7 2ρ 8.4 16.3 35.7 521 7LO 21.3
口 殴 裏

0.00 200.00 16.01 1392 5.00 10.91 9.38 10.45 7.42 5.29 8L17

38 0.0 30 5.0 5.7 4.0 115 22.6 0.0 830 00 1臥3
食 品 製 造 藁

0.00 50.00 24.15 16.85 1〔Loo 15.06 1436 0.0① 1Lo9 ooo は78

33 LO 2.0 47 &0 73 12.8 15.0 26.0 67.5 11&3 27.6

縞 ■ 玉 章
58.82 26.67 21.37 26.67 17.17 20.70 12.61 6.53 10.91 息20 9.78

71 0.0 30 4.8 &2 7.5 10.3 22.5 39.7 86.8 56.0 2L7

化 学:〔 藁
ヨ三 0.00 40.00 23.43 2302 16.76 15.00 12.14 10.43 10.29 431 1L1戊

24 0.0 30 63 4.0 9.3 85 233 535 00 759.2 171.7
畝 綱 玉

0.00 3】.2S 27.75 1L43 2028 10.46 1358 1S95 αoo 1679 凪65

58 0.0 0.0 5.0 59 7.3 12.3 1&5 3&5 823 385.4 5L4

電気機械田具製造某

な
0.00 0.00 22.27 18.23 16.88 16.04 11.11 10.69 1L52 15.19 ほ87

46 O.0 0.O 2.3 0.0 0.0 8」 17.6 21.6 72.0 3173 57.3
翰馴1蹴 倶製造章

0.00 0.00 12.73 0.00 0.00 11.16 10.54 5.84 976 7.84 8.11

ハ34 6.4 4.6 6.9 16.3 14.9 1LO 22.4 35.0 72.8 oo 132
卸 真 商 社

190.79 61.38 37.46 47.90 32.92 17.25 16.06 ぬ11 9.84 0.00 17.69

泉 50 1.5 30 7.6 6.3 9.0 134 25.0 428 700 00 17.4
小 売 業

88.24 50.00 40.03 17.74 21.30 18.58 12.45 10.75 10.13 αo① 1a47

115 14.0 4.0 10.0 18.8 16.6 28.8 50.9 116.6 171.5 3255 49.3
金 融 皐

1000.00 53.33 46.30 56.43 37.00 37.02 3051 3L22 27.35 2427 3066

50 0.0 4.3 8.o 7.0 8λ 7.5 27.0 355 29.8 16↓0 1臥6
遡槍 ・通信 ・倉庫業田

0.00 57.52 44.60 2L13 18.77 10.9】 14.15 9.82 5.49 1406 11.48

t2 0.O 0.0 0.0 0.0 11.0 1LO 405 85.0 8鼠5 1363 7&3
電刀 ガ ス夢 裏

0.00 0.00 0.00 0.00 2292 15.99 24」06 2297 1356 息97 11』2

広告 側 査 情報 8 0.O 臥0 2.5 5.0 α0 6.0 130 00 71.0 00 151

提供 サ ー ビ ス貢 α00 137.93 12.66 1370 0.00 1071 65鵬 《Loo 12.86 αoo 1U5

情報処理サービス 73 22.3 635 133.9 24L3 449.0 "L5 322.0 α0 0.0 00 109.7

ソ フ ト ウ ェ ア 章 964.74 912.85 82395 685.61 99u7 662」7 257.60 0.00 ooo αoo 73&77

8-1-14 業 種別 ・職 敵別 ・年齢 平 均 および 月額給 与平均

囲 「月額給与 」は,毎 月定額を支給せられる賃金の合計で,賞 与, 超過勤務手当を含まない。

臼 田

業 種

2

ζ
|

真

7
タ

ζ
グ
ラ
マ

S

E

回

答

社

数

軍
部

(
給千
与円
)

年
齢

(
給千
与円
)

年
齢

(
給千
与円
)

年
齢

(
給千
与円
)

第 一 次 産 業 計 2α0 111.0 24.0 119.0 233 136.0 358 232.S 4

第 二 次 産 業 計 22.4 1233 26.0 152.4 28.6 188.5 34.0 238.0 446

第 三 次 産 業 計 23.1 1232 26.0 153.4 28.5 184.1 32.9 231.8 511

公 務 計 28.4 147.5 32.5 164.0 292 1739 33.5 197.3 69

全 産 業 計 23LO 123⑨ 26.0 152.9 28.6 185.1 335 2334 1,030

主

な

栗

桶

趣 設 某 22ユ 122.8 25.0 160.8 28.8 196.4 32.7 239.4 38

食 品 製 造 業 2L8 125.8 25ρ 149.7 27.8 19LO 334 233A 32

繊 維 工 業 22.7 11α8 26.1 13L2 29.6 174.3 35.5 232.8 29

化 学 玉 乗 21.8 1213 25.0 146.2 27.7 18α5 33L8 245.9 63

鉄 綱 玉 2LO 122.8 25.8 148.9 30.5 201.5 336 234.5 20

㊨気機械器具製造莱 232 117.6 285 15α3 27.3 173.5 3a7 2408 51

輸送川機殿 兵艦 231 134.1 26.6 173.9 28.6 189.5 34.0 229.4 39

卸 業 ・ 商8ヒ 233 124.1 23.9 14L6 2&6 188.7 334 24t8 117

小 売 業 21.1 118.5 2&3 136.8 27.6 17α7 30.9 20α8 SO

金 融 業 2L9 118.3 27.5 171.8 28.8 1931 335 2534 100

運輸 ・通信 ・o岨 業 23.0 118.3 26.9 151.1 29.2 1862 34.6 2534 48

電 力 ・ ガ ス 事 業 230 117.0 24.8 138.7 28.1 177.1 33L9 2402 9

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 某
20.0 110.0 47.0 28α0 29.0 197.0 34.5 190.0 7

情 報処理 サー ビス ・

ソ フ ト ウ ユ ア 業
23.3 122.1 24.4 1".2 26.6 157.5 3LO 20&6 58

ω‥

①

Oo

u

×

氏
ト

1

、

生

肝

斗

×

Vt
よ

×

合



8-1-15業 種 別 ・社 内要 員職務手 当平均

職 種

業 種

回

答

数

無

記

人

数

記

入

数

ノマ

ン

チ

.♀
円
1)

オ

ペ

レ

1♀
円
タ)

.
プ

ロ

グ
(

ラ千

円
マ)

S

♀
円
E)

第 一 次 産 業 計 5 5 0 0.0 0.0 0.0 0.0

第 二 次 産 業 計 522 458 64 3.8 12.5 13.0 20.6

第 三 次 産 業 計 616 481 135 4.5 13.1 &6 14.9

公 務 計 77 '59 18 ll.3 2.0 3.0 1.0

全 産 業 計 1,220 1,003 217 4.8 12.7 8.8 16.3

主

.

な

業

種

建 設 業 47 36 11 3.3

.
.

2.0 33 3.0

食 品 製 造 業 39 32 7 2.0 】5.0 1L5 12.0

繊 維 工 業 35 31 ・4 13.0 23.0 27.5 26.7

化 学 工 業 73 64 9 3.9 12.5 25.7 37.3

鉄 鋼 業 25 23 2 2.0 0.0 6.0、 0.0

電気 機械 器具
製 造 業

58 54 4 2.0 29.0
■

2.0 24.0

輸送用機械器具
製 造 業

46 43 3 10.0 5.0 1LO 16.0

卸 業 ・ 商 社 136 103 33
'2
.6 4.6 88 lL1

小 売 業 51 42 9 1.6 0.0 3.0 6.0

金 融 業 120 96 24 L8 17.0 4.8 10.6

運 輸 ・ 通 信

倉 庫 業
50 42 8 4.0 10.0 3.7 8.0

電力 ・ガス事業 12 11 1 1.0 2.0 0.0 0.0

広 告調 査・情報

提供サー ビス業
8 5 3 0.0 0.0 8.0 30.0

情報処理サービス
・ソフトウェア業 76 49 27 9.5 14.3 12.1 26.6

8-1-16業 種別 ・1社 当 り社 内要 員数 平均 と被派 遣葵貝数 平均

(冬菜日毎に上段:1社 当り平均要員敬,F段:1社 当り平均派遣要員数)

口 糧

真 田

庶

務

そ

の

他

'ぐ

ン

チ

?

1

オ

ペ

レ

`

タ

プ

ロ

グ

ラ

ム

S

E

管

屋

陰

合

計

回

答

社

数男 女 計 男 女 甜 朔 女 計 男 女 計 男 女 針 男 女 計 男 女 計

第 一 次 産 婁 計
0.2 0.8 1.0 OO 0.6 0.6 0.2 04 0.6 LOO.2 1.2 2.4 0.2 2.6 18 0.0 18 5.6 2.2 7.8 5

oo 0.0 0.0 0.0 0.0 0ρ 10.0 0ゆ 10.0 11,00.0 1LO 5.0 OO 5.0 OO OO OO 26.0 0.0 あ,0 1

第 二 次 産 業 計
1.0 2.1 3.1 0.0 3.7 3.7 2.7 0.9 3δ 8,53.4 1L9 7.6 0.2 78 3.9 0.O 4.0 zハ.7 10.3 34.0 510

0.2 0.5 0.7 0.4 6.5 7.0 4.2 0.5 4.7 8.71.0 9.7 2.5 0.0 2.5 0.1 0.0 0.1 16.1 8.5 24.6 183

第 三 次 鵡 叢 話
23 3.4 5.7 OO 4.9 5.0 2.8 0.9 3.7 9.1 22 113 5.6 0.2 5.8 33 0.1 33 23.1 11.6 34.7 591

03 0.4 0.7 00 2.7 2.8 6.0 03 63 3.0 0.3 3.4 1.7 0.0 L8 0.0 00 00 1L1 3.9 15.0 加

公 傷 討
L6 0.9 2.5 0.0 1.0 1.0 0.5 0.0 0.5 9.4 0.6 10.0 2.6 0.4 3.0 2.0 0.0 2.1 16.2 3.0 19.1 75

0ρ 0.0 OO O.O 3.6 3.6 2.4 02 2.6 0.5 0.1 0.7 0.5 OO 0.5 0.0 0.0 OO 3.5 40 7.5 51

金 売 栗 晶
L7 2.7 4.4 OO 4.1 42 2.6 0.8 3.4 8.8 2.6 11.4 62 02 6.5 3.5 0.0 3.5 22.9 lo.5 詔.3 1」81

0.2 0.4 0δ 0.2 4.4 4.5 4.9 0.4 5.3 5.1 0.6 5.6 L9 00 L9 0.0 OO 0.0 12.3 5.7 18.0 455

ε

な

震

樋

口 投 薫
0.8 L8 2.5 OO 2.0 20 1.0 0.5 い4 7.9 1.5 9.3 3.2 0.1 33 2.7 0.0 28 155 5.9 213 46

0.0 0.1 0.1 0.0 2.6 2.6 L5 0.4 1.9 7.6 0.4 8.1 0.5 o.1 0.6 0.0 00 00 9.7 3.5 13.2 17

食品 製 造 婁
0.1 0.2 0.3 0.0 2.1 2.2 0.8 LO 18 4.8 0.9 5.8 3.1 1.4 4.5 L7 0の L7 lo.5 5.8 |63 濁

0.0 00 0.0 0.0 2.4 2.4 2.4 o.1 2.5 0.6 0.0 0.6 OJ 0.0 0.1 0.0 0.O 0.O 3.1 2.5 5万 8

繊 維r某
1.2 |.8 2.g 0.0 3.4 3.4 1.4 0.5 1.9 7.3 2.7 lo.1 6.4 OJ 6.5 2.8 0.0 2.8 19.1 8.5 27.6 田

0.0 0.6 o.6 0.0 2.9 2.9 5.7 0.4 6.1 7.9 0.9 8.8 0.6 0.0 0.6 0.1 0.0 0.1 14.2 4.8 19.0 9

化 学L藁
0.4 1.3 1.7 OO 22 2.2 0.9 1.1 20 4.8 2.8 7.6 5.6 0.1 5.7 2.5 0.0 25 14.3 7.5 2L7 η

0.0 0.1 0.1 0.0 1.0 LO 2.1 0.1 22 o.7 0.3 LO 0.1 0.0 0」 0.0 oo 0.0 2.9 1.5 4.4 怨

鉄 鋼 葉
4.4 6.6 1LO 0.3 6.0 6.3 カ3 0名 24.5 393 22.6 62.0 4).5 L7 42」 ～5,8 0.0 25.8 "4.0 訂,7 17L7 24

03 lJ L9 8.2 42.O 艶.2 13.2 2.5 15.7 97.0 12.3 冨迎.3 3L5 0.0 3L5 0.0 0.0 0.0 150.7 57.9 期.6 10

電気楓械器具製

造皇

0.7 3.4 4.1 0.1 7.5 7.6 5.7 L2 6.9 12.1 2.9 15.0 13.0 0.1 13.1 4.6 0.1 4.7 363 15.1 51.4 田

0.0 LI L2 0.0 6.0 6.0 6.3 O.3 6.5 3.6 1.0 45 2.o 0.0 2.0 0.1 0.0 o.| 12.0 8.4 20.4 田

倍返川機械治具

製造藁

2.7 62 8.8 0.0 9.5 9.5 2.4 L5 4.0 U.4 6.3 17.7 103 0.2 lLO 63 0.0 6.3 33.7 田.6 57.3 46

1.7 0.9 2.6 0.0 18.8 188 108 1.8 12.6 12.4 0.3 12.7 2.8 0.1 2.8 0.4 0.0 0.4 28.0 2L9 e.9 16

副 業 ・商 社
02 1.3 1.5 0.0 2.2 22 0.4 08 L2 3.0 1.o 4.0 2.7 0.1 2.7 L5 0.1 1.6 7.9 5.3 13.2 134

0.1 0.6 0.7 o.1 5.1 5.2 5.7 0.4 6.1 1.2 0.2 L4 L5 0.0 L5 0.1 0.0 0.1 8.7 6.2 14.9 38

小 売 藁
0.6 2.0 2.5 oo 4.0 4.0 0.6 1.3 1.9 4.9 0.9 5.9 1.7 0.1 |.9. 1.2 0.0 1.2 9」 83 17.4 缶

0.3 0.3 0.6 0.1 3.5 3.6 3.0 0.3 33 0ぷ 0.0 0£ 03 0.0 03 0.0 0.0 0.0 4.5 4.1 8.6 16

金 融 業
2.8 53 8.1 0.0 2.9 2.9 63 1.6 7.9 17.1 2.6 19.7 6.1 0.1 6.3 4.5 0.0 4.5 363 12.5 49.3 115

0.1 0.1 0.2 0.0 1.3 13 65 0.3 6.8 4.6 0.1 4.7 |.9 0.0 2.0 0.0 0.O O.0 13.2 1.8 15.0 臼

運 輸・通 信

倉 庫 婁

0.6 1.0 L6 o』 5.4 5.5 L3 08 2.1 4」 0.7 4.8 2.6 0.0 2.6 L9 O.1 2.0 10.7 7.9 18.6 ω

00 OJ 0.1 00 5.1 5.1 2ρ 03 2.3 03 0.0 0.3 0.4 0.0 0.4 0.0 0.0 oo 2.8 5.6 8.3 9

電 ノハ・ガ ス 事 実

4.6 5.7 10.3 OO 7.1 7.1 6.3 0.8 72 13.8 L8 15.7 田.3 3.o 駈3 9.7 0.1 9.8 57.8 18.5 763 12

4.6 0.0 4.6 0.0 L4 14 lO.4 0.0 10.4 L9 0.1 2.0 0.4 0.0 0.4 0.0 0.0 OO 17.3 1.6 18.9 7

広告・凋査・情

報蹴 サーヒ'ス某

o.6 2.8 3.4 0.0 04 0.4 O.0 0.1 0.1 3.8 0.9 4β 3.9 0.6 4.5 2.0 0.1 2.1 103 4.9 15.1 8

0.0 0.0 0.0 OO 7.0 70 4.8 03 5.0 1.3 OO 1.3 3.5 0.5 4.0 0.0 0.0 0.0 9.5 7.8 17.3 4

情 報処 理 サ ー ビ
ス ・ソ フ トウ ェ

ア 東

10.9 10.8 21.7 0.0 ⑳.5 20.5 83 0.9 92 23.7 7.7 31.3 17.6 0.3 17.9 8.8 0.2 9.0 69.2 40.4 109.7 73

02 0.2 0.3 0.0 2.82.8 83 0.1 8」ヨ5.3 L1 6.4 3.1 0.0 3.1 0.1 0.0 0.1 17.4 42 2L5 脇

目

u

×

ド
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8-1-17業 種 別外 注パ ンチ単 価平均

(単 位:銭)

文字種別

業 極

数

字

(A)

英

字

(B)

カ

ナ

(C)

左

の

平

均

{A÷c}

平 と
均 き
単
価
で
外
注
し

5
る

第 一 次 産 業 計 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

第 二 次 産 業 計 3L3 39.1 52.9 41.1 36.7

第 三 次 産 業 計 32.8 43.5 58.0 44.8 36.7

公 務 計 32.7 42.0 53.6 42.8 32.3

全 産 業 計 32.2 4L5 55.4 43.0 362

主

な

業

棚

建 設 業 33」 42.5 61.9 45.8 36.5

食 品 製 造 業 37.3 29.7 50.0 39.0 26.1

繊 維 工 業 33.3 40.8 54.5 42.9
.

48.0

化 学 工 業 30.6 37.6 50.7 39.6 37.8

鉄 鋼 業 3】.3 38.0 48.5 39.3 38.7

電 気機 械器具
製 造 業 33.8 46.2 59.9 46.6 38.3

輸送用機械器具
製 造 業 32.8 39.9 55.1 42.6 31.8

卸 業 ・商 社 32.4 45.6 57.9 45.3 37.4

小 売 業 32.8 40.5 54.8 42.7 30.5

金 融 業 34.3 45.4 6L5 47.1 40.7

運 輸 ・通 信
・ 倉 庫 業 34.2 46.7 6L7 47.5 34.5

電力 ・ガス事業 34.0 44.3 62.0 46.8 30.2

広告 ・調査 ・情

報提供サービス業
29.8 4L8 5L8 41.1 38.5

情報処理サービス
・ソフトウェア業 30.6 40.6 53.8 4L7 34.7

81-1-18地 方別 ・外注 パ ンチ単 価平均

(銭)

字 種

地 方

数

字

(A)

英

字

(B)

カ

ナ

(C)

左

の

平

均

∫.・…C-,

13
L'

平 と

均 き
単
価
で

外
注
し
て
い

る

北 海 道 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

東 北 34.1 39.5 58.1 43.9 35.6

北 陸 29.9 36.4 49.1 38.5 39.2

関 東 32.0 4L8 55.6 43.1 36.4

東 京 31.9 44.4 56.7 44.3 35.5

東 海 33.7 435 59.2 45.5 38.4

近 畿 38.5 53.6 7L8 54.6 32.7

中 国 30.8 40.7 53.5 4L7 35.3

四 国 31.3 40.3 572 42.9 40.2

九 州 ・沖 縄 32.5 41.6 53.1 42.4 32」

全 国 平 均 32.2 41.5 55.4 43.0 36.2
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8-1-19派 遣元に対する派遣葵貝1人 当り日額換算支払費用平均

(千 円)

職 種

業 種

パ

ン

チ

ャ

|

オ

ペ

レ

1

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

第 一 次 産 業 計 0.0 0.0 0.0 α0、

第 二 次 産 業 計 12.1 17.7 22.9 29.1

第 三 次 産 業 計 15.5 18.4 18.6 23.3

公 務 計 17.4 22.5 17.1 22.0

全 産 業 計 14.1 18.7 20.5 25.1

主

な

業

種

建 設 業 13.9 16.2 19.5 26.5

食 品 製 造 業 14.0 14.2 16.0 22.0

繊 維 維 工 業 12.0 29.0 4L6 26.5

化 学 工 業 12.3 16.5 17.8 26.0

鉄 鋼 業 12.0 15.6 20.0 27.3

電 気 機 械 器 具 製 造 業 12.3 15.9 20.4 30.5

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 lL6 19.6 24.6 3L3.

卸 業 ・ 商 社 26.6 15.6 16.9 21.4

小 売 業 10.5 15.1 19.0, 31.5

金 融 業 10.6 19.6 19.6 21.6

運 輸 ・ 通 信 ・ 倉 庫 業 12.3 18.0 0.0・ 0.0

電 力 ・ ガ ス 事 業 10.0 14.0 19.3 2|.0

広告 ・調 査 ・情報提供 サー ビス業 9.0 10.3 20.0 20.5

情報処理 サー ビス・ソフトウェア業 21.1 27.6 15.7 222

8-1-20業 種別 ・コ ンピ ュー タ関 連教育 費用

対 象

業 種

コン ピュータ部門 要員用 一 般 社 員 用

要

員

教

育

費
記

入

数

豆
当
平
均

憩
千

畳

数数
育

亘

要
員
数
双
記
入

天
当
平
均

更
千

畳

社

員

教

育

費
記

入
数

豆
当
平
均

竺
千

畳

教入
音数

費

従
業
員
数
双
記

天
当
教
育

三
千

巴

第 一 次 産 業 計 1 100.0 1 50.0 1 100.0 1 03

第 二 次 産 業 計 244 830.6 243 26.2 150 2,117.6 150 0.7

第 三 次 産 業 計 258 1,294.5 257 30.4 120 2,929.1 120 2.4

公 務 計 45 1,509.4 45 74.7 30 829.8 30 0.1

全 産 業 計 548 1,103.4 546 30.8 301 2,306.0 301 0.8

主

な

業

種

建 設 業 22 1,372.4 22 56.9 15 3,606.0 15 1.1

食 品 製 造 業 22 476.5 22 22.1 11 6.0483 ll 3.1

繊 維 工 業 ll 1,740.7 11 28.9 7 526.9 7 0.2

化 学 工 業 35 588.7 35 24.2 19 3.43L8 19 L3

鉄 .鋼 業 13 1,576.2 13 21.0 7 900.0 7 0.2

電気機械機具 製造業 32 948.7 32 28.7 16 1,192.5 16 1.1

輸送用機械器具製造業 21 1,II4.7 21 16.7 14 3,536.1 14 0.3

御 菜 ・ 商 社 48 770.7 48 46.0 26 3,100.6 26 2.3

小 売 業 25 645.2 25 26.6 9 8,077.8 9 3.9

金 融 業 51 1,234.5 51 26.1 24 3,929.7 24 4.7

運 輸 ・通 信 ・倉 庫 業 23 687.7 23 36.1 10 1,074.3 10 0.8

電 力 ・ガ ス 事 業 8 2,424.0 8 323 4 2,325.5 4 0.4

広 告 ・調査 ・情 報提 供
サ ー ビ ス 業

2 248.5 2 6.7 3 478.0 3 0.2

情 報処 理 サ ー ビス ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

40 3,639.2 40 28.8 】6 L936,9 16 ll.8
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8-1-21適 用 業務項 目分 布

(上 段:社 数,下 段%)(多 重回答)

8-1-22ス ルー プ ッ トタイム 別 ・1社1日 当},平 均 ジ ョブ数分布

(各 業種 毎に上段:平 均 ジ ョブ数,下 段%)

適用業務

利用 水準

生

産

在

庫

営

業

経

理
財
務

人

事
労
務

技

術
設
計

企

画
調
査

広

告
宣
伝

そ

の

他

回

答

実

数

小

計

合

計

スル ープ ッ ト

タ イム

業 種

回

収

総

数

ジ

膓
無
記
入
数

ジ

ヲ
記
入
杜
数

一

分

以

内

三

分

以

内

五

分

以

内

δ
分

以

内

三
〇
分

以

内

一

時

間

以

内

三

時

間

以

内

五

時

間

以

内

五

時

間

以

上

合

計

現
在
ま
で
に
コ
ン
ピ
ュ

ー
タ

化
し
た

も
の

計算 ・集計

解析 ・予測

・計画

1981

年 まで

%

333

9.6

608

17.6

634

183

677

19.6

740

2L4

175

5.1

156

4.5

39

1.1

96

2.8

3,458

10α0 4,553

78.6

第 一 次 産 業 計 5 2 3
1.7

16.7

L7

16.7

0.7

6.7

2.7

26.7

2.0

20.0

1.O

lO.0

0.3

3.3

0.0

0.0

0.0

0.0

10.0

10α0

第 二 次 産 業 計 522 147 375
56.3

29.0

38.7

20.0

30.6

15.8

30.O

l5.5

26.5

13.7

6.9

3.6

3.0

1.5

0.8

0.4

1.1

0.6

193.8

1000
1982

年まで

%

137

12.5

182

16.6

178

163

232

21.2

169

15.4

75

6.8

65

5.9

13

L2

44

4.0

LO95

100.0 5,795

100.0

第 三 次 産 業 計 616 208 408
62.5

33.4

37.5

20.1

28.7

153

25.8

13.8

22.1

1L8

5.8

3.1

2.7

L4

0.6

0.3

1.4

0.7

187.1

100.0

公 務 計 77 19 58
39.3

27.8

3LO

22.0

15.5

10.9

20.2

143

17.9

12.7

7.5

53

5.1

3.6

2.5

1.7

2.4

1.7

141.3

100」0
1981

年まで

%

114

14.1

105

13.0

154

19.1

ll6

14.4

113

14.0

89

1LO

97

12.0

3

0.4

16

2.0

807

100.0 1,242

21.4

全 産 業 計 1,220 376 844
57.9

31.1

37.5

20.1

28.5

153

27.2

14.6

23.7

12.7

6.4

3.4

.2.9

1.6

0.8

0.4

13

0.7

186.3

100.0

建 設 業 47
.
10 37

99.0

48.3

28.9

14.1

21.5

10.5

24.1

11.8

2L7

10.6

5.7

2.8

2.4

1.2

0.9

0.5

0.7

0」3

205.1

100.0
1982

年まで

%

70

16.1

64

14.7

81

18.6

66

15.2

38

8.7

58

133

40

9.2

6

1.4

12

2.8

435

100.0

食 品 製 造 業 39 10 29
43.9

29.0

28.9

19.0

25.1

16.6

25.8

17.0

19.4

12.8

5.6

3.7

L8

L2

0.4

03

0.8

0.5

15L6

100.0

繊 維 工 業 35 10 25
55.6

25.7

48.4

22.4

46.8

21.6

22.8

10.5

344

15.9

4.9

23

2.4

L1

0.3

0.1

α5

0.2

216.l

lOO.0

今の
後も
三の
年
間
↓ζ
計
画

計 算 ・ 集 計

149

12.5

138

11.6

143

12.0

255

21.4

162

13.6

129

10.8

141

1L8

35

2.9

39

33

1,191

100.0

1,191

406 2,934

100.0

化 学 工 業 73 23 50
49.6

29.9

34.1

205

31.8

19.2

25.9

15.6

16.0

9.7

5.1

3.0

L7

1.0

0.2

0ユ

1.5

0.9

166.0

100.0

鉄 鋼 業 25 8 17
100.8

25.7

71.7

1&3

93.0

23.7

50.6

12.9

46.3

1L8

10.5

2.7

7.5

2.0

5.9

1.5

5.8

L5

392.6

100.0

解 析 ・予測 ・計 画

225

12.9

228

13.1

302

17.3

331

19.0

216

12.4

144

8.3

238

13.7

40

2.3

19

1.1

1,743

100.0

L743

59.4

電気機械 器 具

製 造 業
58 21 37

57.1

263

35.1

16.2

29.9

13.8

38.9

17.9

32.5

15.0

12.1

5.6

8.1

37

L8

0.8

L6

0.7

217.1

100.0

輸送用機械器具

製 造 業
46 14 32

47.6

18.6

48.5

19.0

30.3

1L8

55.4

21.7

55.9

2L9

13.0

5.1

4.O

t6

0.2

0.1

0.6

0.2

2553

100.0

延 べ 社 数

%

1,028

1L8

L325

15.2

L492

17.1

1,677

19.2

1,438

16.5

670

7.7

737

8.4

136

1.6

226

2.6

&729

100.0

卸 業 ・商 社 136 47 89
15.7

2LO

13.8

18.5

18.4

24.6

12.0

16.1

9.5

12.7

3.2

43

1.l

l.5

0.2

0.3

0.8

1.0

74.8

100.0

小 売 業 51 12 39
37.3

34.4

18.9

17.5

23.8

22.0

10.6

9.8

10.0

93

4.1

3.8

L5

13

1.0

0.9

1.1

1.0

1083

100.0

金 融 業 120 38 82
71.6

28.9

45.4

18.4

36.8

14.9

42.9

17.3

37.0

15.0

7.7

3.1

34

1.4

0.7

0.3

1.8

0.7

247.3

100.0

運 輸 ・通 信 ・

倉 庫 業
50 11 39

39.8

37.5

223

21.0

13.2

12.4

14.5

13.7

10.8

10.2

3.5

33

L5

1.4

0.0

0.0

0.5

0.5

106.2

100.0

電力 ・ガス事業 12 1 11
233.5

38.8

124.0

20.6

57.1

9.5

78.5

13.1

72.2

12.0

22.5

3.7

10.O

L7

1.6

03

2.5

0.4

60L8

100.0

広告 ・調査 ・情

報提供サービス業
8 6 2

137.0

52.7

32.0

123

24.0

9.2

22.0

8.5

31.5

12」

10.5

40

2.5

1ρ

ρ5

α2

0」0

0.0

260.0

100.0

情報処理 サービス
・ソフトウェア 業

76 31 45
97.6

28.2

76.8

22.2

66.6

193

430

12.4

38.3

1L1

lL8

34

6.7

L9

1.9

α6

2.9

0.8

3455

100.0
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8-1-23業 種 別 ・事 故 ・障害等 の過去1年 間 の経験

〔各業種毎に上段:社 数,下 段%)(多 重回答)

回 '、 ソ 空 電 回 (配 漏 口自 火 煙 地 シ人 シ人 そ

1 フ 含 書然 災 害 震 ス の ス の
、 水 1こ .に に テ過 テ 悪

答
ド ト 調 源 線 ネ線 轡 よ よ よ ム失 ム意
ウ ウ ズ に る る る 障に 侵に
工 工 ミ よ 事 事 弧 害 よ 害 よ

の

実 ア ア 故 故 故 食破 る 故 故 故 そ る そる 」

障 障
い
等

事故
毒 旙 亘

の事
他故
の弔
砲故

業 種 数 害 害 障 障 障 )旧 水 . 暫 害 害 . 7 他

4 2 3 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第 一 次 産 業 計
100.0 50.0 75.0 25.0 0.0 5α0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

433 377 249 126 74 153 17 10 5 1 0
'2
104 0 11

第 二 次 産 業 計.
100.0 87.1 57.5 29.1 17.1 35.3 3.9 2.3 1.2 0.2 0.0 0.5 24.0 0.0 2.5

531 454 314 134 70 210 5 17 9 3 2 0 113 0 6

第 三 次 産 業 計
100.0 85.5 59.1 25.2 13.2 39.5 0.9 3.2 1.7 0.6 0.4 0.0 21.3 0.0 1.1

67 55 35 20 8 11 1 0 0 0 0 1 11 0 3

公 務 計
100.0 82.1 52.2 29.9 1L9 16.4 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5 16.4 0.0 4.5

1,035 888 601 281 152 376 23 27 14 4 2 3 228 0 .20

全 産 業 計
100.0 85.8 58.1 27.1 14.7 36.3 2.2 2.6 1.4 0.4 0.2 0.3 22.0 0.0 L9

38 36 25 12 4 ll 0 1 0 0 0 0 2 0 0

建 設 業
100.0 94.7 65.8 31.6 10.5 28.9 0.0 2.6 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0

35 28 20 10 5 12 2 1 0 0 0 0 10 0 1

食 品 製 造 業
100.0 80.0 57.1 28.6 14.3 34.3 5.7 2.9 0.0 0.0 0.0 0.0 2&6 0.0 2.9

32 26 17 4 7 9 1 0 1 0 0 1 10 0 3

繊 維[業
100.0 8L3 53.1 12.5 21.9 28.1 3.1 0.0 3.1 0.0 0.0 3.1 31.3 0.0 9.4

56 51 40 17 10 29 2 1 0 1 0 0 10 0 0

ヒ

化 学L業
100.0 91.1 71.4 30.4 17.9 5L8 3.6 L8 0.0 1.8 0.0 0.0 17.9 0.0 70.0

21 20 13 5 6 8 0 0 1 0 0 0 5 0 1

鉄 鱈 某
100.0 95.2 6L9 23.8 28.6 38.1 0.0 0.0 4.8 0.0 0.0 0.0 . 23.8 0.0 4.8

道 気機械 器具 50 46 28 16 6 18 4 0 0 0 0 0 10 0 1

製 造 業 100.0 92.0 56.0 32.0 12.0 36・0 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 2.0
な
輸送川機械器具 40 36 22 15 10 15 0 2 1 0 0 0 10 0 2

製 造 某 100.0 90.0 55.0 37.5 25.0 37.5 0.0 5.0 2.5 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 5.0

117 101 62 29 13 38 1 4 1 0 1 0 28 0 4

御 菜 ・商 社
100.0 86.3 53.0 24.8 11.1 32.5 0.9 3.4 0.9 0.0 0.9 0.0 23.9 0.0 3.4

業 44 34 20 14 7 13 0 3 3 0 0 0 9 0 1

小 売 業
100.0 77.3 45.5 3L8 15.9 29.5 0.0 6.8 6.8 0.0 0.0 0.0 2α5 0.0 2.3

llO 96 80 19 13 73 3 2 3 2 0 0 24 0 0

金 融 業
100.0 87.3 72.7 17」 1L8 66.4 2.7 L8 2.7 1.8 O.0 0.0 21.8 0.0 0.0

権 運 輸 ・通 信 ・ 42 33 25 11 7 ll 0 1 0 1 0 0 9 0 0

倉 庫 業 100.0 78.6 59.2 26.2 16.7 26.2 α0 2.4 0.0 2.4 0.0 0.0 21.4 0.0 α0

12 10 11 0 2 7 0 0 0 0 0 0 5 0 0

電 力 ・ガス事業
, 10α0 83.3 91.7 0.0 16.7 58.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4L7 0.0 0.0

広告 ・調査 ・情 7 7 7 1 1 1 0 0 0 0 0 0 2 0 0

報提供 サービス業 100.0 100.0 100.0 14.3 143 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 28.6 0.0 0.0

情報処理 サービス 67 59 39 20 6 26 0 4 0 0 0 0 16 0 0

・ ソ フ トウ ェ ア 業 100.0 88.1 58.2 29.9 9.0 38.8 0.0 6.0 0.0 α0 0.0 0.0 23.9 0.0 α0

8-1-24業 種 別'信 頼性対 策

(各 業種 毎に上段:社 数,下 段%)

信頼性対策

業 種

回

答

実

数

ス自

テ己
ム診

保断
有 シ

シ定

う期ζ

診

制断

体パ

タ

ち
制ブ

二回

重縁

化の

シデC

ス ユ
Pテ ア

ムルU

第 一 次 産 業 計
4

100.0

2

50.0

0

0.0

4

100.0

0

0.0

0

0.0

第 二 次 産 業 計
448

100.0

206

46.0

286

63.8

320

71.4

12

2.9

21

4.7

第 三 次 産 業 計
509

100.0

244

47.9

312

61.3

371

72.9

55

10.8

110

21.6

公 務 計
67

100.0

30

44.8

41

6L2

47

70.1

0

0.0

9

13.4

全 産 業 計
1,028

100.0

482

46.9

639

62.2

742

72.2

68

6.6

140

13.6

主

な

業

種

建 設 業
41

100.0

17
-4L5

24

58.5

38

92.7

0

0.0

0

0.0

食 品 製 造 業
35

100.0

15

42.9

24

68.6

28

80.8

0

0.0

2

5.7

繊 維 工 業
26

100.0

10

38.5

15

57.7

19

53.1

0

0.0

1

3.8

化 学 工 業
62

100.0

37

59.7

39

62.9

41

66.1

2

3.2

.3

4.8

鉄 鋼 業
22

100.0

9

40.9

13

59.1

15

68.2

1

45

5

22.7

電気機械器具製造業
51

100.0

26

5LO

42

82.4

35

68.6

3

5.9

1

2.0

輸 送 用 機械 器 具
製 造 業

42

100.0

21

50.0

』29

.

69.0

32

76.2

4

9.5

5

1L9

卸 業 ・ 商 社
】ll

100.0

56

50.5

62

55.9

79

7L2

7

6.3

4

3.6

小 売 業
42

100.0

22

52.4

30

71.4

32

76.2

0

0.0

5

11.9

金 融 業
106

100.0

49

46.2

66

62.3

86

81.1

27

25.5

59

55.7

運輸 ・通信 ・倉庫業
39

100.0

16

4LO

22

56.4

26

66.7

2

5.1

3

7.7

電 力 ・ガ ス 事 業
12

100.0

8

66.7

6

50.0

10

83.3

2

16.7

4

33.3

広 告 ・調査 ・情報 提

供 サ ー ビ ス 業

5

100.0

3

60.0

2

40.0

4

80.0

0

0.0

1

20.0

情 報処 理サー ビス ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

64

100.0

33

51.6

41

64.1

47

73.4

9

14.1

15

23.4

－
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8-2-1業 種別 ・オ ンラ イン システム 形態 の現況

(各 某簡Cと{ζ,上 段:社 敬.ト 段;%)

システム形態

玉 簡

実

ll可

答

～t

敏

デ

|

タ

収

集

シ

ス

テ

ム

メ
7

セ

|
ジ

交
換
シ
ス
テ
ム

照

会
^悟

る答

1シ

撒・

ζ1

取

引
^処

:理

1シ

器 ・

;:

^1}

リ モ

モ1

(ト
六 ジ
7,
チ プ

シ 三
スシン
テス ト
ムテ リ)ム ・

タ
イ
ム

ζ

7

多1

ヨ

ζ

そ

の

他

延

べ

回

答

吐

数

箇 ・次 ∂董 菜 計
2

100.0
2

100.0

1

50.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

250.0

第 二 次 産 業 計
306

100.0

242
79」

74

242

222

.725

188

6M

152

49.7

130

425

4
じ3
1,Ol2

330.7
一

箆 三.次 産 業 計

一一

379
|00.0

237

625
123

325

240
63.3

266
70.2

137
36.1

143
37.7

5
1.3
U51
303.7

公 傷 計
35

100.0

11

3L4

5

14.3

25

7】.4

18

5L4

7

20.0.

19

54.3

】

2.9

86

2457

全 権 藁 計
722

100.0

492
68.|

203

28.1

488

67.6

473

655

296

41.0

292

40.4

10

1.4

2254

3122
・一 －

E

な

.業

種

一 一 呼

建 設 莱

一・..-

21

|00.0

9
42.9

1

4.8

11

524

5

23.8

14

66.7

13

6L9

0

0.0

53

252.4

食 品 製 造 粟
32
1〔}0.0

27
84.4

6

18.8

19

59.4

22
680

10

313

9
28.1

|
3.1

94
293.8

.

組 継 」二 裏
19

100.0

18

94.7
4
21.1

16

842

14

737

12

63.2
8
42」

0

0.0

72

.3789

化 学 工 粟
57
100.0

51
89.5

19

333

44
77.2

36
632

29
50.9

30
52.5

0
0.0

209
3657

巨. 16
100.0

15

93.8
9
56.3

15
93.8

13
8L3

9
56.3

7

43.8

1

63

69

431.3
一

電 気 機 械 器 具
製 造 業

38

100.0

28

73.7
10
26.3

31
816

24

632

20

52.6

15

39.5

0
∩0

128

336.8

輸送用機械器艮
製 造 態

26
100.0

22
84.6

6

23.1

20

76.9

19

73.1

14
S3B

14
53.8

0
0.0

95
365.4

卸 莱 ・ 商 社
80
|00.0

65

81.3
17
21.3

52
65.0

54
675

33
4t3

23
28.8

1
13

245
3063

小 売 業
32

100.0

24
75.0

7

219

18.3
6.3

19

59.4

4

125

2

6.3

0

0.0

74

231.3

金 融 貰
103

100.0

48

466

72

69.9

76

73β

94

91.3

24

23.3

34

33.0

1

1.0

349

338.8

運輸 ・通イ《.い月曜菓
26
100.0

2"
76.9

6

23.1

16

615

22

846

9

34.6

4
15.4

0

0.0

77
2962

電 力 ガ ス 事 業
9

100.0

7

77.8
1

11」

8
88.9

4
44.4

6

667

7

77.8

0

0.0

33

366.7

広告 ・淵 査 ・情報
提 供 サ ー ビス 責

3

100.0

1
33.3

0

0.0

2

66.7

3

100.0

2

66.7

2

66.7

0

0.0

10.

333.3

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ニア 粟

53
100.0

39

73.6
8
15.1

32
60.4

36
67.9

27
50.9

29
54.7

0
0.0

171
3226

('

8-2-2業 種別 ・オン ライン システ ム形態 の5年 後の 予定

(各?鵠ボCと に.ヒ 殿:}|:敗,ド 区t:%)

システム形態

菜 種

、

実

回

答

～{=

散

デ

1

タ

収

集

シ

ス

テ

ム

メ
,

セ

|
ジ

交

換
シ
ス
テ
ム

照

会
一め

:答

1。

寮 ・

巴:

取

引

;処

7理
1

ぱ
;:

^リリ
モ

モ1

(ト

六 ジ
7.
チ プ

シ シエ

㌶・ζ
ム テ リ
)ム ・

タ

1

て
ア
リ
ン
グ

ζ
孟

そ

の

⊥

延

べ

回

答

}ヒ

敗

第 一次 産 粟 計 1
100.0

0

0.0

←
|

・⑪11・ ・;
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

第 二 次 産 業 計 280
100.0

196
70.0

144
51.4

200
71.4

199

71.1
-・ 一 『L

260
76.9

2U
75.4

-一.

199
58.9

169

60.4

5

1£

U24

401.4
一

189
55.9

8
2.4

1287

380.8
第 三 次 産 業 計

338

100.0

210

62.1

185

54.7

一 一

236
69.8

公 務 計 29
100.0

12
4L4

6

2n.7

20
69 .0

21
724

12

4M

17

S8.6

0

0.0
88
3034

全 産 業 計
648
100.0

418
645

335
51.7

457
70.5

480
74.1

422

65.1

375

57.9

13

20
2500
385.8

主

な

某

屋

建 設 貰 19
100.0

10
526

7

36.8

13

68.4

8

42.1

17

895

16

842

0

0.0

71

373.7

食 品 製 造 業 29
100.0

24
82.8

13

44.8
-　

9

50.0

20
69.0

20
69.0

19
655

15
5L7

1

34

112

3862

繊 維 上 筆
18

|00.0

17

944

..}

t5

83.3

14

77.8

13

72.2
10
556

0
0.0

78

433.3

化 学 工 震 54
100.0

38
70.4

32
593

39
722

39
722

43
79.6

35
64.8

0

0.0

226

4185

鉄 鋼 粟
15

100.0
12
80.0

9
60.0

11
73.3

14
933

－A.

11

73.3

12

80.0

1

6.7

70

466.7

電 気 機 械 器 具
製 造 業

34
|00.0

2|

61.8
18
529

25
73.5

25
73.5

29
8S3

19
559

0

0.0

137
402⑨

輸 送用機 械器具
製 造 業

22

100.0

16

72.7

15

582

言†-1、
63.6

16

72.7

1s

68.2

13

59.1

1

4.S
90
409.1

卸 蒸 ・ 商 社 η
100.0

47
662

43
60.6

52
732

52
732

38

535

36

50.7

3

42

271

38L7

小 売 業
29

100.0

17

58.6

11

37⑨
16
552

24
828

16
55.2

9
3LO

0
0.0

93

3207

金 融 業 92

100.0

53

57.6

68

73.9

73

793

82

89.1

44

47.8

S1

55.4
2
22

373
405.4

逓倍 ・通r.]・倉庫業 23
100.0

13

565

12
522

14

60.9

20

87.0

16

696

8

34.8
0
0.0

83
350.9

電 ノ」 ガ ス 事 業 9
100.0

8
88.9

4
44.4

7
77.8

4

4・1、4

8

88.9

8

88.9

0

0.0
39
4333

広告 ・調査 ・情報
提 供 サ ー ビ ス 藁

3

100.0

1

333

1

33.3
3

100.0
3

100.0
2
66.7

2
66.7

0
0.0

12

400.0

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェ ア 業

48
100.0

39

8L3

23

47.9

37

77.1

38

792
33
68.8

33
6&8

2
42

205
427.1

抽

斗

Nll

へ

Y
→
●

ω

日

oo
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×

比

い
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、
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斗

×
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べ

詩



8-2-3(D業 種別 ・コンピュー タ/コ ンピュー タ ・ネットワー クの現 状 と5年 後 の予 定(1)8-・2-3(2)業 種別 ・コンピュー タ/コ ンピュー タ・ネッ トワー クの現 況 と5年 後の予 定(2)

(各 業種,ネ ットワーク種類Cと に,上 段:社 数,下 段1%)(各 業種,ネ ・ノトワーク種類どとIC,上 段:社 数,下 段:%)

/Cネ ットワークの
有 無

」"

業 種

現 在 5年 後

も

5
る

い も

な つ

い て

計

も
つ
予
定

も
た

な
い

未

定

計

一

次

産

業

計

自 社 の み の
コン ピュー タ ・

ネ ッ トワー クを

1
50.0

1
50.0

2
100.0

0
0.0

0
0.0

1
100.0

1
100.0

他 社 も 含 む
コ ン ピ ュー タ・

ネッ トワー クを

0
0.0

1
1000

l
lOO.0

1
50.0

0
0.0

1
50.0

2
100.0

計 1
33.3

2
66.7

3
100.0

1
33.3

0
0.0

2
66.7

3
100.0

実 社 数 1 1 1 0 1

二

次

産

業

計

自 社 の み の
コ ンピ ュー タ ・

ネ ッ トワー クを

129
45.4

155
54.6

284
100.0

134
59.8

20
89

70
31.3

224
100.0

他 社 も 含 な
コ ンピ ュー タ ・

ネッ トワー クを

48
216

174
78.4

222
100.0

87
35.8

35
14.4

121
49.8

243
100.0

計 177
350

329
650

506
100.0

221
47.3

55
1L8

191
40.9

467
100.O

実 トヒ 数 152 210 167 44 142

三

次

産

業

計

自 社 の み の
コ ンピ ュータ ・

ネ ソ トワー クを

119
35.6

215
64.4

334
100.0

123
459

37
13.8

108
40.3

268
100.0

他 社 も 含 む
コ ンピ ニー タ ・

ネ ッ トワーク を

102
35.5

185
64.5

287
100.0

149
51.7

23
80

116
40.3

288
100.0

計 221
35.6

400
644

621
100.0

272
.18.9

60
10.8

224
40.3

556
100.0

実 ト.ヒ 敬 189 258 204 46 151

公

務

計

自 社 の み の
コ ン ピュー タ ・

ネ ッ トワー クを

3
9.4

29
90.6

32
100.0

2
69

5
17.2

22
759

29
100.0

他 社 も 含 む
コ ンピ ュータ ・

ネ ッ トワー クを

3
1L1

24
88.9

27
100.0

3
10.7

11
393

14
50.0

28
100.0

計
6
10.2

53
89.8

59
100.0

5
8.8

16
28.1

36
63.2

57
100.0

実 社 数 6 32 5 12 25

全

産

業

計

自 社 の み の
コ ン ピュー タ ・

ネッ トワー クを

252
387

400
61.3

652
100.0

259
496

62
119

201
38.5

522
100.0

他 社 も 含 む
コン ピュータ ・

ネ ッ トワーク を

153
28.5

384
71.5

537
100.0

240
428

69
123

252
44.9

561
100.0

計 405
34.1

784
65.9

1,189
100.0

499
46ユ

|31
12.1

453
418

1ρ83

100.0
L.

実 社 数 348 501 377 102 319

C/Cネ ットワークの

有 無

業 種

現 在 5年 後

㌧

5
る

い も

な つ

い て

計

も
つ

予
定

も
た
な
い

未

定

計

主

な

菜

種

睡

設

業

自 社 の み の
コン ピ ュータ ・

ネ ッ トワークを

8
40.0

12
60.0

20
100.0

9
60.0

2
13.3

4
26.7

15
100.0

他 社 も 含 む
⊃ ンピ ュ一夕 ・

ネ ッ トワ ークを

3
20.0

12
80.0

15
100.0

6
40.0

6
40.0

3
20.0

】5
100.0

計 11
31.4

24
68.6

35
100.0

15
50.0

8
267

7
23.3

30
100.0

実 社 数 11 15 12 6 6

食

品

製

造-

業

自 社 の み の
コン ピ ュータ ・

ネッ トワ ークを

10
37.0

17
63.0

27
100.0

12
54.5

3
13.6

7
31.8

22
100.0

他 社 も 含 む
コ ンピ ータ ・ユ

ネ ソ トワー クを

2
8.7

21'
91.3

23
100.0

7
25.0

3
10.7

18
64.3

28
100.0

計
12
24.0

38
76.0

50
100.0

19
38.0

6
12.0

25
50.0

50
|00.0

実 社 数 12 25 17 5 18

繊

維

工

業

自 社 の み の
コン ピュー タ ・

ネッ トワー クを

10
66.7

5
333

15
100.0

9
75.0

1
8.3

.

2
167

12
100.0

他 社 も 含 む
コ ンビ 一夕 ・ユ

ネ ソ トワ ークを

11
68.8

5
313

16
100.0

9
69.2

2
15.4

2
15.4

13
100.0

計 216
77

10
323

31
100.0

18
72.0

3
12.0

4
.16.0

7

25
100.0

実 社:数 14 6 12 3 3

化

学

.1:

業

自 社 の み の
コ ン ビ㌧ 一 夕 ・

ネ ソ トワー クを

24
43.6

31
564

55
100.0

29
65.9

4
9.1

11
25.0

44
100.0

他 社 も 含 む
コ ンビ'ユー タ ・

ネ.ノ トワー クを

6
15.4

33
84.6

39
100.0

17
38.6

9
20.5

18
40.9

44
100.0

計 30
31.9

64
68.1

94
100.0

46
52.3

13
148

29
33.0

88
100.0

実 社 敗 27 40 36 10 22

鉄

鋼

※

自 社 の み の
コン ピュ ータ ・

ネ・ノトワ ー クを

8
53.3

7
46.7

15
100.0

10
71.4

2
143

2
143

14
100.0

他}tも 含 む
コン ピ ー タ ・ユ

ネッ トワ ークを

4
28.6

10
71.4

14
100.0

4
26.7

2
13.3

9
60.0

15
100.0

計 12
41.4

17
58.6

29
100.0

14
48.3

4
13B

11
37.9

29
100.0

実 社 数 9 11 10 3 9

N

斗

×

SJL

ぺ

k'

詩

出
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8-2-3(3)業 種 別 ・コンピュー タ/コ ンピュー タ ・ネットワークの 現況 と5年 後の予 定(3)

(各 業種、ネットワーク種類 ζ二rと1こ,」二段:社 数,F殿:9も)
'

＼＼ ・ネ・・認

業 種

現 在 5年 後 C/Cネ ソトワークの

有 無

菜 種

現 在 5{ε 後

駕

日
る

い も

な つ

い て

計

も
つ

予
定

も
た
な
い

未

定

計
日

日
る

い も

な つ

い て

計

も
つ

予予 定

も
た
な
い

未

定

計

,

主

な

X

閲

電
気
機
械
器
具
製
造
業

自 社 の み の
コン ピ ュータ ・

ネソ トワー クを

16
42.1

22
57.9

38
100.0

23
67.6

0
0.0

11
32.4

34
100.0

「E

な

粟

極

運
輸

通
∫i↑

倉
庫
業

自 社:の み の
=コン ピ ュータ ・
馳

不ソ トワ ークを

7
26.9

19
73.1

26
100.0

11
47.8

1
4.3

11
478

23
100.0

他 社 も 含 む
コ ン ピュータ ・

ネッ トワ ークを

3
10.3

26
89.7

29
100.0

14
467

1
3.3

15
50.0

30
100.0

他 社 も 含'む
コ ン ピュー タ ・
馳

不ッ 人ワーク を

6
26.1

17
73.9

23
100.0

12
52.2

1
4.3

10
43.5

23
100.0

計 19
28.4

48
71.6

67
100.0

37
57B

1
1.6

26
40.6

64
100.0 計 13

265
36
73.5

49
100.0

23
50.0

2
4.3

21
457

46
100.0

実 社 数 16 30 25 1 18 実 ト|:数 11 23 17 2 13

輸
送
用
機
械
器
▲:し

製
造
業

自 社 の み の
コン ピ ュータ ・

ネ ッ トワ ーク を

16
64.0

9
360

25
100.0

9
69.2

1
77

3
23.1

13
100.0

電
力
.

ガ

ス

事
業

自 社 の み の
コン 己 ユ一 夕 ・

ネッ トワー クを

55
5.6

4
44.4

9
100.0

6
75.0

0
0.0

2
25.0

8
100.0

他 社 も 含 む
コン ピ ュータ ・

ネ ッ トワ ークを

5
263

14
73.7

19
100.0

8
36.4

2
9.1

12
545

22
100.0

他 社 も 含 む
コ ン ピ ュータ ・

ネ ソ トワー クを

l
l2.5

7
87.5

8
100.0

2
22.2

2
22.2

5
556

9
100.0

計 21
477

23
523

44
100.0

17
48.6

3
8.6

15
429

35
100.0 計 6

35.3
11
647

17
100.0

8
47.1

2
11.8

7
41.2

17
100.0

実1ヒ 数 19 17 14 3 13 実 社 敬 5 8 6 2 6

御

菜
■

社

自 社 の み の
コ ンピ ュータ ・

ネ ッ トワ ークを

36
49.3

37
50.7

73
100.0

23
46.9

7
143

19
38.8

49
100.0 提広

供告

サ頴
1査

ビ・

ス情

業報

自 社 の み の
コ ンピ ュータ ・

ネッ トワークを

1
333

2
667

3
100.0

1
100.0

0
0.0

0
0.0

1
100.0

他 社 も 含 む
コ ンピ ュー タ ・
ネ ソ トワ ーク を

商-

15
29.4

36
70.6

51
100.0

28
48.3

4
6.9

26
44.8

58
100.0

他 社 も 含 む
コ ンピ ュータ ・

ネ ッ トワ ークを

0
0.0

1
100.0

l
lOO.0

2
66.7

0
0.0

1
33.3

3
100.0

計 51
41.1

73
58.9

124
100.0

51
47.7

11
10.3

45
42.1

107
100.0 計 1

25.0
3
75.0

4
100.0

3
75.0

0
0.0

1
25.0

4
100.0

実 社 数 44 48 40 9 31 実 社 数 1 2 3 0 1

小

売

業

自 社 の み の
コ ン ピ ュー タ ・

ネ ッ トワ ークを

10
323

21
67.7

31
100.0

15
55.6

4
14.8

8
296

・

27
100.0

;き

1『

蓮
業 ・

自 社 の み の

コ ンピ ュー タ ・ネ
ッ トワ ークを

19
380

31
620

50
1009

21
51.2

4
98

16
39.0

41
100.0

他 ト1:を 含 む
コンピュー タ ・

ネ ソトワ ークを

8
30.8

18
69.2

26
100.0

13
48.1

4
148

10
37.0

27
100.0

他 社 も 含 む
コン ピ ュータ ・
も

不 ッ トワークを

6
17.1

29
82⑨

35
100.0

21
525

3
7.5

16
40.0

40
100.0

計 18'3L6 39
68.4

57
100.0

28
5L9

8
14B

18
33.3

54
100.0 計 25

29.4
60
70.6

85
100.0

425
|.9

7
8.6

32
39.5

81
100.0

実 社 数 14 23 18 4 ll 実 枚 数 22 38 31 5 20

金

融

業

自 社 の み の
コ ンピ ュータ ・

ネ ッ トワー クを

19
238

61
76.3

80
100.0

26
37ユ

12
】7.1

32
45.7

70
1000

、

」

他 社 も 含 む
コン ピ ュー タ ・

ネ ッ トワー クを

51
56D

40
440

91
100.0

44
61.1

4
5.6

24
333

72
100.0

8十
70
40.9

101
59.1

171
100.0

70
49.3

16
11.3

56
39.4

142
100.0

実 社 数 60 68 53 14 40

8-2-3(4)業 種別 ・コンピュータ/コ ンピュー タ ・ネッ トワー クの現況 と5年 後 の予定(4)

(各 業種,ネ ットワーク種類CとIC,上 段:社 数,下 段:%)
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8-2-4業 種 別 ・通 信回線 数(特 定 通信 回線 一帯 域品 目)現 況/オ ンラ イン

(各`P某 所CとIC,ヒ 段:起 人ll.数,中 段 合計"1紗 数,ド1.11社 当りΨ均川線数・)

r`叶線fl∬別

業 随

特 定 通{liII,1線

実 特

1"1速

答1`rl

～1:線

数 の

11}`£ 、``11`目

'1≦{}}

lli1妓

答1㌔1㌧

ll.日

数 の

b

,1

}
ト

D

l

s

1)

5

|

1

P

7

1)

9

,}ll
'13
11

」

|

3

」

1
1汁

笛 吹 ρ↑ζ 業 計
1 1 1

22
220

olo

・8[・8 1
ol〔}

・8];

il
i4

鍵
gl18

31}61

3,4r3.4
-↓

O
o
O.0

0
0
0.0

22
22.0

1
4
4.0

3
6
2.0
2,928
12.7

.・.

第 二 次 産 ※ 計ヰ 195
2,668
13.7-

215

7」25

33.1「「「一.－L

|6

342

21.4

8620

25.2156

3.13.52,8」,一__.↓_-亨r.一.-

8115111,雷
9よ二一2u⊥23旦.

|

231

・・3巨

19

14

38

2.7-・..

0
0
0.0

3
7
一臼

O
o
∩.0

1
3
30

0
0
0.0

8,845
329

360
189

第.:次 産 業 計

2

2

1.0
炉

246

」9、3,

2

4

2.0

6

10

1.7-一一.

】

6

6.0

公 路 計
32 0)

06
0.06.0

全 産 業 計
639 520 427

10,157
23.8

|734
107598
6317.6

54
82|
15.2

46

306

6.7
-.一 」--.

1
1
Lo

16
47
2.9-一 一
1
1

辿

32
99
3」

4
11
2.8

4
9
2.3
12,155
23.4

0
0
0
0
0.0

0

0

0.〔}

87
62

「A　 一 ・L-..「

建 設 業
16 14 い

84
7.6

00
00
0,000

τ'

1

1.0

食 品 製 造 業
25 21

・ 一 一 」

17

18
106
5.9-「T.

15
120
8.0

11
27
2070-一 　 一.}一 .一 ・'一 一1-一 ・

oll
Oll

-.oo」10

0
0
00

0
0
0.0
120
57

2
5
2.5

0
0
0.0

1
1
|.0

132'
7.8

繊 維 玉 案
1

一

17

O

O.〔}

00
0
0.0

2
3
15

0
0
0.0

1

1

1.o
－

1
1
1.0

1
5
5.0

一}
化 学 」二 裏』EL
___

48 42

.L
37
243
6.6

2
2
1.0

0
0
0.0

32
86
2,730
-.一 「 → 一.一

3

7

2.3
「 ■--

|
1
1.0

一
2'13
416
2,Ol2.0

0
0
0.0

00

0.0
276
66

な

業

種

鉄 鋼 業
15 1312

197
164

1
7
7.o

|
1
10

一
。.8!1ム

0
0
0.0

0
0
0.0

207
15.9

電 気 機 械 器 具
製 造 業

一ポ

.、駕
`291

2
10
5.0

・

0

0

0.0

'

41
121
3,OlO

81ξ
00-.3

0
0
0.0

1
1
1.0
874
265

輸 送用機 械器具
製 造 業

26 20 18
565
31.4

0
0
0.0

2
6
3.O

34
1826
6,065

1il

1と81,器

1
4
4.0

1
4
.10
665
333

卸 業 ・ 商 社
65 61 44

296
6.7

0
0
0.0

3
9
3.0

6
20
3.3

12
373
.1 11!1i

1
1
1.0

1
3
30
373
6.1

小 売 玉
25 21 18

106
～q

1
2
2.n

1
2
2.0

3
8
L

1
1
1.0

olo
O10
no∩0

0
0
00

0
0
0.0
U9
5.7

金 融 業
101 72 52

3,909
75.2

5
68
136

18
488
27.1

15
699
466

4
190
47.5

2
2.0

113
6
2.0

1
3
3.0

0
0
0.0

5β65

74.5

運輸 ・通信 ・倉庫業
24 18 15

135
9.0

1
2
2.0

0
0
0.0

3
14
4.7

1
7
7.0

1
3
3.0

1
1
10

0
0
0.0

0
0
0.0
162
9.0

電 力 がス$菜
6 3 2

26
13.0

0
0
0.0

0
0
0.0

1
9
90

1
3
3.0

0
0
00

00

0.0

0
0
0.0

0
0
0.0

38
12.7

広告 ・調査 ・情報

提供 サ ー ビ ス 業

3 3 2
1155

1
1
1.0

0
0
0.0

0
0
0.0

0
0
0.0

0
0
0.0

1
1
1.0

0
0
0.0

0
0
0.0

13
4.3

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェ ア 業

50 42 42
892
21.2

1
9
go

1
52
520

1
1
LO

0
0
0.0

0
0
0.0

2
4
2.0

1
3
3.0

0
0
0.0
961
22.9

8-2-5 業種別 ・通信回線数(特定通信回線一符号品目)現況/オ ンライン

(各 業種Cとic,上 段1記 入IL数,叶 殺 合計[[可線数,下 段1祉 当り平均同線数)

ll》1絞f'fi冒‖

特 定 通 Ω 回 線

業 種

符 号 品 目

猷匙 符

1∩1号

答 品

ト1:日
数 の

第 次 産 業 計
0

第 二 次 産 業 計
102

五
(、

h/s

0
0
00

5
30
6.0

第 三 次 産 業 計
t555

41
82

公 訴
|8 1'

5
5.0

全 産 業 計
275

1
11
76
6.9

2 0

0

0、0

90業0

0.0_LLト____

O

o

b/s

0

0

0、0

1

3

3、0

2
103
51.5

0
0
0.0

3
106
35.3

0
0
0.G

0
0
0.0

瑛

1化 学 」二.E

5川8
.4=
18

・!巫

1rO

381。8

鉄 鋼 業

な
覇 気 挺進械 器 §141。 §

輸 送 貝1機 械 器LI13

製 造 業

卸 業 ・ 商 社

小 売 草

金 融 業

運輸 ・通信 ・n〔4喋

電 力 ・ガ ス'P叢

広 告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビス 食

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェ ア 文

16

11

0
0
0.0

種

3

7.

2、3

0
0
0.0

・sl'1'i
,ill

7

4

1

27

0

0

0、0

o
o
OO

O
o
O.0

O
O
OO

0
0
0.0

O
o
O.0

0
0
0.0

0
0

ユ'
1
5
5.0

O
o
O.0

0
0
00

O
o
O.O

1

98

98、0

O

O

h/s

0
0
00

23
162
7,0

u
651
592

O

O

h/s

0
0
0.0

3
4
1.3

1
3
30

o
(、
b/s

0
0
0.0

30
241
8.0

69

2.199

,al
22,5

38
903
238

0

0

0、0

1
15
15.0

0
0
0.0

4
7
1.8

0

0

0、0

0
0
0.0

2
4
2.Ol

7
37
5.3

0
0
0.0

0
0
0.0

3
31
10.3

ユ

し
0
0
.0

1
9
90

4
18
45

L,,i
2
3
15

jl.9
2
24
12.0

101
2.464
24.4

〔}

0

0.0

1
3
3.0

3
28
9.3

6
17
2.8

2
[
15

2
15
75

1
3
3.0

1
12
12.0

3
154
5L3

0

0

0、0

0
0
0.0

O
o
O.0

3
428
142.7

4
62
15.5－

Oll

ol『1

0011・0

_Ωi[L1…1
　

81,、3Z
0、0

0
0
00

0
0
0.0

0
0
0.0

1

3

3、0

336

1
2
2.0

2
51
25.5

0
0
0.0

12
395
32.9

四

〇
〇
b/s

0
0
0.0

44
215
4.9

70
L414
2.2

8
149
186

122
1.778
14.6

1
1
1.0

四

八

〇
〇
b/s

0
0
0.0

46
228
5.0

61
374
1

7
43
6.1

114
645
5.7

1
5
50

2
3
15

2
35
175

8
22
2.8

5
9
18

4
62
15.5

6
34
5.7

ノモ

六

〇
〇

b/s

0
0
0.G

28
80
2.9

32
85

4
5
13

64
170
2.7

1
7
7.0

2
2
|D

2
9
45

7
14
2.0

阜 ・・

1剖

・.・L23

0

0

0、0

3
20
6.7

774
624314
8、96.135

2`
5`
2.5i

4
13
33
134
1

1.082[
31.8i

2引
8±i

8き
27.7

o
o
OO

15
182
12.1

|〔}i

3113

.1:

6i

l81
12
89
7.4

6
19
3.2

4
358
.8

0
0
0.0

14
151
10B

1

4

、10

3
5
1.7

7
21
30

1
3
3.0

2
U
5..5

11

1.0

9
26
2.9

四
八

K

h/s

0

0

0、0

6
34
5,7

5
13
3.0

0
0
0.0

11
49
4.5

0
0
00

o
o
o.o

1
1
1.0

0
0
0.0

t
2
2.0

1
24
24.0

3
72
.3

1
6
6.O

0
0
0.0

1
2
2.0

O
O
O.0

1
1
1.o

0.0

1
5
50

計

0
0.0

997
98

4.885

3|、5

316
|76

6.198
22.5

13
5

合特
定
通
{辞
回
線
計 の

1
22
22.0

263
3.925
14.9

343

13、730

40.0

32
676
21.1

639
118:532
8.7

16
100

32
36

25
152
6.1

ロ1

40[

28.0

17272

16.0

127
7.1

48
403
8.4

60
6.7

15

267

17、8

91

6、5

34
965
28.4

209

16、1

26
87433
.6

57
3.6

95
8.6

65
430
66

1一

2.800
483

49
7.0

181
41:

l
LO

1.288
47.7

25
214
36

101
8.165
80.8

24

2U

8、R

6
219
365

3

14

4、7

50

2.249

45、0

N

斗

＼'

"1

べ

×

共

ω
口
an



8-2-6業 種別 ・通信 回線数(公 衆通 信 回線 ・私 設 回線)現 況/オ ン ライ ン

(各笈駅Cと に,ヒ 段=.紀人秒数,d吸:合 計1"[紗敬,F段:1社 当り"・tJ回線敬)

回線種別
公 衆 豆 偏 回 線

私

実 公 電 電
果圃 設
通
答 儲 話 ∩ 計 何
トL・纏

薫 風 数の 型 型 線

2 2 1 0
第 一 次 産 ※ 針 96 7 103 o

480 70 5'5L
－ αo

第 二 次 が 粟 計
206 1942730

14.|

29
311
10.7
3。41い 謡
14.Rl37.1

・,,

155 147 20 S7
第 三 次 躍 集 計 6,488 373 6,861 1,447

44.1 18.7 44.3 25.4
,

5 5 0 7
公 務 計 65 0 65 26

130 0.0 13∫) 37

368 348 50 n1
土 産 瑛 計 9,379 691 10ρ70 3217

27.0 13.8 274 29.0
一一-一 一 ←一一 一一 ー 一

玉.5 14 2 1
建 設 蓑 57 9 66 6

4.1 45 44 60

24 24 0 5

食 品 製 造 業 323 0 323 13
135 0.0 13.5 26

17 17
.
4 5

繊 維 工 糞 98 86 184 50
5.8 215 10.8 10.0

36 34 4 4
化 学 工 業 254 13 267 33

主 7.5 3.3 7.4 8.3
,

13 13 1 7
鉄 鋼 業 254 3 55 1ρ67

40 3D 42 1524

な

電気 機 械 器 具
製 造 業

24 23
1」42
49フ

2
3
1.5

1,145

47フ

3
27
9.0

輸 送用筒械 留具
製 造 業

16 15
166
11.1

6
157
26.2

323
20.2

6
269
448

46 45 5 3
卸 藁 ・ 商 社 3734 41 3,775 13

83.0 82 82.1 4.3

薬 15 15 0 1
小 売 業 222 0 222 10

14.8 0.0 14.8 10.0
.

27 24 7 15
金 融 菓 559 219 778 81

233 313 2&8 5.4

田 12 11 1 7
運袖 ・通信 ・倉庫業 61 10 71 55

ノ5.5 10.0 59 79

2 2 0 3
電 力 ・ガ ス Φ 菓 25 0 25 175

125 α0 12.5 583

広告 ・照査 ・情報
提 供 サ ー ビ ス 菜

2 2
14
70

1
28
280

42
210
1}
|70

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェ ア莱

31' 29
LOO634
.7

1{
30・

1018
32.8

7ξ
9.4

8-2-7業 種 別 ・通 信回 線数 ・特定 回線 ・帯域 品 目5年 後予定/オ ン ライ ン

(各斑 亡とに,.}:段;記入社敬,中段:合Xf[n]線敬,下段:1社 当り9tj回線敬)

回線種別 特 定 通 口 回 線

n}域 品 目

実 特

同定 実{汀 D DID D D D 1 1 」

答 回
回 域 1 【 5 7 9 13 1 3 1 計

菜 種 社線
答 品
社 日

S

敬の 欽 の 1
1 1 1 0 0 0 0 0 110 0

鵠 一 次 産 業 計 30 0 0 0 0 0 310 0 33
30.0 0.0 00 00 OO α0 30 0.0 0.0 33.0

194 175 139 10 4 9 12 18 22 1 4
第 二 次 産 業 計 2,693 62 27 39 38 72 71 2 9 3ρ13

19.4 62 6.8 4.3 32 4n 32 2.0 2.3 17.2

237 197 151 8 11 25 17 13 14 8 2
第 三 次 産 業 計 6,894 125 171 919 379 295 47 22 6 8,859

45.7 155 15.5 36.8 22.3 22.8 3.4 2.8 30 450

18 13 9 1 1 2 1 1 010 0
公 務 計 399

44.3
2
20

`2
120

21
10.5 1ム

16
16.0 08108 0

0.O
431
34.7

450 386 300 19 16 36 30 32 37 9 6
全 産 業8† 10Pl6 189 210 979 418 384 121 24 15 12356

33.4 9.9 13.1 272 139 120 3.3 2フ 25 32.0

15 15 12 0 0 1 1 2 1 1 0
建 設 業 86 0 0 1 4 2 2 2 0 97

72 0.0 0.0 lo 4.0 10 20 20 0.0 6.5

15 13 10 1 1 0 0 3 0 0 0
食 品 製 造 乗 108 10 15 0 0 12 0 0 0 145

10.8 10.0 150 0.0 0.0 40 0.0 0.0 0.0 112

11 11 11 0 0 0 0 0 2 0 0
繕 維・ 工 瑛 llO 0 0 0 0 0 3 0 0 U3

10.0 0.0 0.0 00 0.0 0.0 15 0.0 0.0 10.3

31 29 22 2 3 1 3 2 5 0 0
化 学.[案 178 6 `2 6 12 4 8 0 0 226
主 8.1 30 40 60 40 20 1五 00 00 τ8

9
・

7 6 1 0 0 0 0 1 0 2
鉄 鋼 叢 189 5 0 0 0 0 5 0 4 203

31.5 50 0.0 00 α0 0.0 50 0.0 20 2go

な

電 気 機 械 田 貝
製 造 褒

33 32 28
1,340
47.9

3
31
1α3

0
00
.0

3
13
43

2

2』

2
3
15
手
1£

0
0
00
}
10
L399
437

輸送用機械 器具
製 造 業

20 `6 132
14
16.5
8
ρ0

0
0
00
1
30

2

u
29

4.5

4
35&8

0
0
0.0
三
40

276
173

44 41 26 0 1 5 10 6 3 3 0
卸 粟 ・ 商 社 315 0 2 31 38 27 6 7 0 426

12.1 α0 20 62 3.8 4.5 2.0 23 0.0 10.4
莱

17 13 11 0 1 0 1 2 0 0 0
小 売 粟 120 0 2 0 1 2 0 0 0 125

10.9 0.0 20 00 1.0 1.0 α0 00 00 96

77 61 44 5 8 13 3 1 1 0 0
金 融 草 3518 99 155 846 313 25.0 3 0 o 5,184

80.0 19.8 194 65.` 1043 2500 30 α0 OO 850

田 17 15 11 1 0 3 1 1 1 1 0
運輸 ・通信 ・爾庫実 121 15 0 25 10 5 1 3 0 180

110 150 0.0 83 10.0 50 1∫} 30 0.0 120

5 3 2 0 0 1 1 0 0 0 0
電 力 ・ガ ス 事 業 59 0 0 5 15 0 0 0 0 79

295 0.0 00 50 150 0.0 OO 0.0 00 263

広告 ・週 査 ・情報

提 供 サー ビス 業

3 3 2
20
10.0

1
1
10

0
0
00

0
0
00

0
0
0.0

0
0
0.0

1
1
1n

1
1
10

0
0
σ0

23
η

情報処理サービス ・ 35 31 30 1 0 1 0 1 4 1 2
ソ フ ト ウ ェ ア 粟[ 1267

422
10
1α0

0
0.0

2
20

0
00

8
80
20
50

8
80

6
30
1,321
42.6

-

ω
a
a

o◎

u

×

民

戸

|

、

望

謎'

斗

×

su1

べ

×

共



8-2-8業 種別 ・通信 回線数 ・特 定通信 回線 ・符号 品 目5年 後予 定/オ ンライ ン

(各業種ごとFC,上段:記入社数、中段=合計回線数、下段:1社 当り平均回線数)

業 種

回線種別

患 一 次 産 業 計

策 二 次 産 業 計

第 三 次 産 業 計

公 務 詩

会 産 業 計

…「元一… 夏一三

食 品 製 造 業

し　 　

1.維 工 業
　

1-
i化 学 工R
主L -一 一

1鉄 鋼m.
1_

1電 気 機'械 器 具

・L≡.9.-2…

ご 器量

ピ∴
　

1-一'一.一'

種

「

金、 融 業

遵1輸・通tpi'・倉庫業

正直ノ」・ガ.ス 事 業

広告 ・調 査 ・情報

提 供 サー ビス 業

ぐ撤 処理サービス ・

戸 フ トウ ・ア 業

特 定 信 回 線

符 号 品 目

実 符
国 号
答 品
枯 日
数 の

0

50

84

7

141

0

5

4

4

4

9

8

4

7

35

2

4

・ 逐

14

五

〇

b/s

0
0
0.0

0
0
0.0

0

0

0、0

0
0
0.0

0

0

0.0

『

0

0.0

0

0

0.0

0

0

0.0

0

0

0、0

0

0

0.0

0、

O

O.o

o

O

o.o

・0

0

0、0

0

0

_」 旦

0
0
0.0

0

0

0、O

0

0

0、0

0
0
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8-2-9業 種別 ・通信 回線数 ・公衆 通信 回線 ・私設 回線5年 後予定/オ ン ライ ン

(各※種ごとに,上殿1記 入社数,中段;合 計回線数.ド段:11t当 り平均回線数)

業 種

1動線種 別

第 一 次.産 業 計

策 二 次 産 業 計

第 三 次 産 業 計
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全 産 業 計
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8-2-10業 種別 ・通 信回線数 ・DDX・ 回 線交換5年 後予定/オ ンラ イン

(各m種cと+C,上 段:記 入比数,中 段:合計回線数,下 段;1社 当り平均回線数)
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8-2-11業 種 別 ・通 信 回線数 ・DDX・ パ ケ ッ ト交換5年 後予 定/オ ン ライ ン

(各業種Cと;C,上 段:記 入社数,中 段:合計回線数,ド段:1社 当り平均回線散)
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8-2-12業 種 別 ・.回 線 数 総 括 表5年 後 予 定/オ ン ラ イ ン 、

(各業種 ともGC,1段:記 入社数,2段=合 言・t回線数,3段1同 上百分比.4段:1批 当り平均回線数)
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142.4

221

0.5
10.5

8

題
10.5

6

盤 1暑3.8B18
111098 4,593

820

小 売x
21

1鑓
24.5

___題L

7
)52
29.7
」」7 樽

O
o
O.0
⊥

。.}
so

l

o.]
LO

1喬↓.↓
つ43

11
100.0
15.0

526

25.0

金 融 業

.一ー

78 61

5オ842
.7
85.0

1.7認

i↓:}

7鵠

48↓

日
留 :}1

8

1i:i号・68.81n6.0
106
4mO
.06
.4

8,333

106.8

運輸 ・通信 ・倉庫業

21
1爵

{18

2

|2
2.0

6

11.≧
75

0
0
0.0
0.0 16

2
83
.1
40

257
100.0122

570

100.014
.O

327

15.6

電 力 ・ガ スrβ 業
8

8! 溺94.0
98
162
300

0
00
.Oor
}

1↓

11』

00

0.O
o.o

555100
.∩
69.4
188i
lO1.7

860

1075

広 告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 業

3

・　1
2
1920
.495

1

{藷

8
8:8

1↓18

:君
,8{
30.0

1。8.8
31.0

2↓
100.0
20.0

113

37.7

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェ ア 業

40 ・8]1

42.6

14

]8、6
52.4

111i21
1鵯

11

2}
.葦
19.4

10184

4.7
18.4 鰯

7

18品
19.1

4D"

1022

8-2-13業 種別 ・特定 通信 回線利 用態様 現況

(各 業種Cと に,上 段':社 数,下 段:%)

区 別
「

業 種

回

答

実

数

自

己

単

独

使

用

共

同

使

用

他

人

使

用

の

主

他

人

使

用

の

客

延

べ

合

計

第.次 産 業 計
1

100.0

l

lOO.0

1

100.0

0

0.O

0

0、〔}

2

200.0

第 二 次 産 業 計
263

100.0

242

92.0

70

26.6

18
6.8

73

12
4.6

342
130.0 .

第 三 次 産 ※ 計

L

344
100.0

284
82.6

58

16.9

一}π 「

・

21.2

22

6.4

437

127.0
.一 一 ・

公 務 計 32
100.0

32

100.0

0
0.0

1

3.1

「

0

0.0

33

103.1

全 産 業 計
640

100.0

559

87.3

129

20.2

92

14.4

34

5.3

814
127.2

}

主

な

業

種

.

建 設 業

・一 一.一ー一 一

16

100.0

16

100.0

1

6.3

0

0.0

1
6.3

18
112.5

一'

食 品 製 造 業

・v

23

100.0

21
91.3

5
21.7

1
4.3

0

0.0

27

117.4
.

繊 維 」二 業

...一..「-

16
100.0

16
100.0

7

43.8

0

0.0

0

0.0

23

143.8

化 学.i二 業
50

100.0

.

45

90.0

8

16.0

3

6.0

5

10.0

61

122.0

鉄 鋼 業

.」

15

10.0.0

▲4

93.3

7

46.7

2

13.3

2
13.3

25
166.7

」

電 気 機 械 器 具
製 造 業

35

100.0

.

33

94.3

7

20.0

4

1.1.4

1
2.9

層45

噛128
.6

輸送用機 械器具
製 造 業

25

100.0

24

96.0

8
32.0

1

4.0

1
4.0

34
136.0

卸 業 ・ 商 社 65
100.0

60
92.3

9
13.8

4

6.2
2
3.1

75

115.4

小 売 業
25

100.0

19

76.0

8

32.0

1

4.0

0

0.0

28

112.0

金 融 業
101

100.0

95

94.1

17

16.8

21

20.8

14
13.9

1471
145.5

運輸 ・通信 ・倉庫業 22

100.0

20

go.9

2

9.1

4
18.2

1

4.5

27
122.7

電 力 ・ガ ス 事 業 5
100.0

5
100.0

一

1

20.0

0
0.0

0

0.0

6

120.0

広 告 ・調査 ・情報
提 供 サ ー ビス 業

3

100.0

3

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

情報処理サービス ・
'ノフ トウ ェア 業

51

100.0

20

39.2

6

11.8

38

74.5

3

5.9

67
131.4

N

斗

×

klt

ぺ

×

べ

ω
σ1
0



8-2-14業 種別 ・5年 後の特定通信回線利用態様予定

(各業種Cと に,上 段:社 数.下 段:%)

8-2-15業 種別 ・国際 通信 回線使 用現況

(各某日Cと に,上 段:社 敗,下 段:%)

区 別

業 種

回

答

実

数

自

己

単

独

使

用

共

同

使

用

他

人

使

用

の

主

他

人

使

用

の

客

延

べ

合

計

回線箇別

.

ヌ… 権

回

答

実

社

敬

特定通"回 線 公衆通信回線 デ

1

テ

ノレ

オ

1

ト

メ

7

ク

ス

I
c
A
S

.

v

E
N
u
S

延

べ

回

答

社:

数

音

声

級

電

Ω

級

音

声

級

電

信

級

第 一 次 産 業 計
1

100.0

1

100.0
1

100.0
1

100.0
1

100.0
4

400.0
ぷ 一次 産 業 計

L

1

100.0
0
00

0
0.0

1
100.0

0

00
i

0

0.0

0

0.0

0

;o、

0

0.0
.L

}
1000

第 二 次 産 業 計
242

100.0

212

87.6

100

刊,3
34
14.0

27
11.2

373
154.1

第 二 次 産 褒 辞
54

100.0

6

11、】

n
20.4

26
48.1

25

463
一

1

19
-A.A.A・.

5

119

3

5.6
>'

2

3?

74

1370
」

第 三 次 産 業 計 303
100.0

243

8α2

102

33.

85

28.1

36

11.9

466

153.8

-一.一 　 一.・

第 三 次 産 業 計

"

42
100.0

「

4

9.5

←

16

38.1

15

35.7

0

α0
L-一

4

9.5

2

48
-A.A..

0
0.0

0

0.0

68

1619

公 務 計 31
100.0

31
'

100.0
0
00

1

3.2

'1

3.2

33

106.5

-

2

500

・

0

0.0

一

〇

〇.0

0
0.0

0
0.0

4

100.0

‥}

公 務 計 4
100.0

1

25.0

22

52.4
.一 〉A

l

25.0

全 産 業 計
577

100.0

487

84.4

203

35.2
121
2LO

65
1L3

876
15|.8

全 産 業 計
101

100.0
11
10.9

34
33.7

45
446

40

39.6

4

40
.

6

5.9

5

5.0
2
20

147
145.5

主

な

藁

田

建 設 業 17
1000

16

94.1

3

17.6

1

5.9
2
U,8

22
129.4

主

な

業

種

一'1『.

建 設 業 2

100.0

0

0.0

0

0.0
2

10《LO

0

0.0

0

00

0

0.0

0

0.0

0

0.0
2

100.0

食 品 製 造 業 23
1000

18
78.3

8
34.8

4

17.4

6

26.1
36
156.5

.

食 品 製 造 粟
4

100.0
0

α0

0

0.0

2

50.0

3
75⑩

0
0.0

0
0.0

1
250

0
0.0

6

150.0

繊 維 工 業
16

100.0
16
100.0

9
56.3

0

0.0

2

12.5

27

、6&8
繊 維 」二 業

,L.

3
10〔10

「

0

0.0

L

O

O.0

1

33.3

2
66?

0
0.0

0
00

0
00

0

0.0

・

3

100.0

化 学 工 業
40

100.0
33
82.5

14
35.0

7
17.5

5

12.5

59

147.5
化 学 」1業

.

9

100.0
.L.

1

11.1

1

11.1
」

4

44.4
,、'

5
55.6

'".}'-T

2

40.0
,

0
0.0

.}一.

0

0.0

0

0.0
-一 一 一.

1

11」
.一'一 一

〇

〇〇

一 －A-,

12

133.3

→　 一

鉄 鋼 業
15
100.0

15

10α0

7

46.7
3
200

2
13.3

27
180.0

敏 鋼 菓
5

100.0
1
200

1
200

3
60.0

0

00

0

00

0

00

7

1400

電 気 機 械 器 具
製 造 業

33
100.0

29
87.9

13

39.4

7

21.2
2
6.1

51
154.5

電 気 機 械 器 具
製 造 業

10
100.0

2

20.0
2
20.0

5
50.0

0

0.0

0

0.0

「

0

00

0

0D
L

2

200

11

110.0

輸送用機械留具
製 造 業

22

100.0
20
90.9

11
50.0

2

9.1

2

9.1

35

159.1

輸送用機械 器具
製 造 業

8
100.0

2

250

4

500

「

3

37.5

5
62.5

0
0.0

「

1
12.5

1

125

國 ・,

0
0.0

16

200.0

観 葉 ・ 商 社 56
100.0

47

83.9

19

39」4
6
10.7

3

5.4

75

1339
勧 業 ・ 商 ～ヒ

14

10(LO
2

143

9

64.3

6
42.9

9
643

2
14.3

3
2L4

0
0⑩
6
00

3|
22t4

小 売 業 26
100.0

23

88.5
L

5

19.2

3

11.5

1

3.8
32
123.1

小 売 草
3

10α0
0
0∬

1
333

0
0.0

2

66.7

0

00

0

00

0

α0

0

0.0

3

10〔10

金 融 業
94

100.0
88
93.6

32
34.0

28
29.8

19

20.2
167
1777

金 融 業 6
100.0

1

16.7

3

50.0

3

50.0

1
167

0
0.0

0
00

0
0.0

0
00

8

133.3

運輸 ・通信 ・倉庫業 19
100.0

15
78.9

9

47.4

4

21.1
5
26.3

33
173.7

運輸 一通{邑‡・倉庫業 3

100.0
1
33.3

2
667

0
00

0

00

1

33.3

2

66?

0

00

0

00

6

200.0

電 力 ・ガ ス 事 業 5
100.0

5
1000

1

20.0

1

200

0

0.0

7

140.0
電 力 ・ガ ス 事 業 0

0.0

0

00
0
00

0
0.0

0

00

0

0.0

0

0.0

0

00

0

0.0

0

00

随 ・調査 ・情報
提 供 サ ー ビス 業

3

1000
2

66.7
1
33.3

1

33.3

0

00

4

1333

広告 ・調査 ・情報
提 供 サ ー ビス 業

1

1000
0
00

0
00

1
1000

0

00
0
0.0

0

0.0

0

α0

0

0⑩
1

100.0

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェア 業

43

100.0

17

39.5

17

39.5
36
83.7

6
140

76

176フ

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ユ ア 業

8
1000

0

0.0

4

50.0

3

37.5

1

125

1

12.5

0

0.0

2

250

0

00
11
137.S

ω

8

c◎

u

×

尺

い

1

、

主

×

NIL

へ

×

べ



8L2-16業 種 別 ・国際 通信 回線5年 後使 用予定

(各 業種CとIC,上 段:社 数,下 段:%)

回線種別

業 腫

回

答

実

社

数

特定通信回線 公衆通信回線 デ

|

テ

ル

オ

|

ト

メ

'

ク

ス

I

C
A
S

V
E
N
u
S

延

べ

回

答

社

数

音

声

級

電

信

級

音

声

級

電

信

級

第 一 次 産 業 計
1

1000

1

1000

0
0.0

1
100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

00

0
00

2
2000

第 二 次 座 乗 計
55

100.0
11
20.0

7

127

24

43C

15

273

1

1.8

2
36

6
10.9

19
34.5

85

1545

第 三 次 産 業 計
52

100.0

lo

19.2

22

423

19

36.5'

17

327

4

η

5

9.6

9

173

17

327

103

198.1

公 務 計
3

100.0

0

00

1
33.3

2
667

1
33.3

0

00

0

00

0

0.0

0
α0

4
133.3

全 産 業 計
111

100.0

22

19.8

30
270

46

414

33

297

5

4.5

7

63

15

13.5

36
32.4

194
174.8

主

な

業

種

建 設 業
1

1000

0

00

0
0.0

1
10α0

0

0.0

0

0.0

0

00

0

00

0
0⑩

1
100.0

食 品 製 造 薬
3

100.0
0
0.0

0

0.0

2

667

2

667

0
0.0

0
00

1
33.3

1
333

6

200.0

繊 維 工 業
4

1000
1
25.0

0

0.0

0

0.0

2

50.0

0
0.0

0

0.0
1
250

1

25.0

5

125.0

化 学 工 業
8

100.0

0

0.0

0

0.0

3

37.5

2
25.0

0

0.0

0

0.0

1

125

2

25.0

8

1000

鉄 鋼 菜
6

100.0

1

167

1
167

3
500

2

333

1

167

1

167

1

167 133』

12

200.0

電 気 機 械 器 具
製 造 業

13

1000

4

30.8

3

23.1

5
38.5

0

0.0

0

0.0

0
00

0

α0

6
46.2

18
1385

輸 送用機 械器具
製 造 業

6
1000

.

3
500

2

33.3

2

333

2

333

0
00

1
16フ 333
,i3
500

15

2500

卸 業 ・ 商 ～t
14

100.0

.

3

21.4

9

643

5
357

12
857

2

143

2

143

2

143

3

2t4

38

271.4

小 売 業
3

100.0

.

0

0.0

1
33.3

1
333

1

333

0

0.0

0

00

0
0.0

0
0.0

3

100D

金 融 業
6

100.0

.

3
50.0

2

33.3

4

667

0

0.0

0

0.0

0
00

0
0.0

2
333

11
183.3

運輸 ・通情 ・倉庫業 4
100.0

.

1
25.0

1

250

0

00

0

0.0

0
0.0

2
500

0

00

2

50.0

6

1500

電 力 ・ガ スdl藁 0
0.0

0

0.0

0

α0

0

00

0
0.0

0
00

0

00

0

00

0

0、.

0

0.0

広告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビス 桑

2

10α0

0

0.0

0

α0

1

500

0
0.0

0

0.0

0

00

1

5(10

1
500

3
150.0

情報処理サービス'
ソ フ トウ ェ ア 藁

11

100.0

2

18.2

6

54.5

4
364
3
1273

2

18.2

1

9.1

3

273

6
54.5

27
245.5

8-2-17業 種別 ・セ ン ターCPUの 所在(現 在)

(各業種ζごと}こ,上段:社 敵,.F段:%)

接 続別

業 種

回

答

実

数

C

P

u

な

き

社

オ ン ラ イ ン 化 杜

雑
壊 すが る

髭
の テ

計
8

欝

欝

iム

端u

籠
屯 す

理
性 ス

9ζ
P

延

べ

合

計

第 一 次 産 業 計 2
10α0

0
0.0

2
100.0

0
0.0

0
0.0

2

100.0

第 二 次 産 業 計
304

100.0
2
0.7

302
99.3

35
U.5

14
4.6

351

115.5

第 三 次 産 業 計
371

100.0

2

0.5

362

97.6

32

8.6

22

5.9

416
U2.1

公 務 計 34
100.0

0

0.0

34

100.0

0

0.0

0

0.0

34

100.0

全 産 業 計
711

100.0
4
06

700

98.5
67
94

36
5.1

803

112.9

主

な

業

種

建 設 業 21
100.0

0

0.0

19

90.5

3

14.3

2

9.5

24

114.3

食 品 製 造 業 31
100.0

0
0.0

31
100.0

0
0.0

3
9.7

34

109.7

繊 維 工 業 19
100.0

0
00

19
100.0

0
0.0

0
0.0

19

10〔10

化 学 工 業
57

100.0

0

α0

57

100.0

8

14.0
3
5.3

68
119.3

鉄 鋼 菜 16

10〔LO

0

α0

16

100.0

4

25.0

1

6.3

21
131.3

電気 顧 械 器 具
製 造 業

37

100.0

1

2.7

37

100.0

5

13.5

0

0.0

42
113.5

輸送用機械器具
製 造 業

25
100.0

0
0.0

25
100.0

4
16.0

2
8.0

31

124.0

御 菜 ・ 商 社
78

100.0
l
l.3

78

1000

6

7.7

0

0.0

84
107.7

小 売 業
31
100.0

0

0.0

31

100.0

2

6.5

0

0.0

33
106.5

金 融'業 102
100.0

1
LO

96
94.1

9
8.8

20
19.6

125

122.5

運輸 ・通信 ・倉庫業 26
100.0

0
0.0

25
96.2

3
11.5

0
0.0

28

107.7

電 力 ・ガ ス 事 業 9

100.0

0

0.0
9

100.0
0
0.0

0
0.0

9

1000

広告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビス 業
3

100.0

0

0.0

3

100.0

1

33.3

0

00

4

133.3

情報処理サービス'
ソ フ トウ ェ ア 業

50
100.0

0

0.0

50

100.0

1

2.0

▲

2.0

52
104.0
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8-2-18業 種 別 ・セ ン ターCPUの 所在(5年 後)

(各 薬種Cと に、上段:社 数」下房t:%)

接 続 別

業 種

回

答

F

実

数

C

P

u

な

き

社

オ ン ラ イ ン 他 社

讃攣
が る

起

寮元
昆

讃箏
が る

艦

§ζ
昆

熱
量季

萎妻

§z

延

べ

合

計

第 一 次 産 藁 計
1

100.0
0
00

1
10α0

0

α0

0
0.0

1

10α0

田 二 次 産 業 計 245

100.0

2

α8
241
98.4

34
13.9

14
5.7

289
118.0

笛 三 次 産 業 計 267
10α0

2

α7

258

96.6

33

124

16

60
307
115.0

公 務 計 21
100.0

0

α0

21

100.0

0

0.0

1

4.8

22

104.8

全 産 業 計
534

100.0
4
0.7

521
97.6

67

12.5

31

5.8

619

115.9

主

な

票

田

建 設 業 18

10α0

0

α0
16
88.9

3

】6.7

2
11.1

21
116.7

食 品 製 造 業 25
100.0

0'

0.0

24

96.0
2
8.0

1

4.0
27
108.0

繊 維 工 業 16
100.0

0
00

16

1000

0

0.0

0

00

16

10〔10

化 学 工 業 43
10α0

0

α0

43

100.0

10

23.3

2

4.7

55

127.9

鉄 鋼 棄
10

100.0
0
α0

9
9α0

1

10.0

2
20.0

12
層

120.0

電気 磯 城 器 具
製 造 禦

32

100.0
1
3.1

32
100.0

4

12.5

1
3ユ

37

115.6

輸送 用機械 器具
製 造 皐

22

100.0

0

0.0

22

100.0
3
13.6

3

13.6
28
127.3

観 葉 ・ 商 社 56
100.0

0
00

56

100.0

7

12.5

0

00

63

112.5

小 売 業 22
100.0

1
4.5

22
100.0

3

13.6

1

4.5

26

118.2

金 融 業 73

100.0

l

L4
65
89.0

8
11.0

12
16.4

85
116.4

運輸 ・通信 ・倉画業 20
100.0

0
0.0

19

95.0

3

15.0

0

0.0
22
11α0

電 力 ・ガ スO業 8
100.0

0

0.0

8

10α0

0

00

0

00

8

10α0

広告 田五 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 業
2

100.0

0

00
2

100.0
0
0.0

0

α0

2

1000

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェ ア 業

37

109・0

0

0.0.
37
】00.0

5
13.5

1
2.7

43

116.2

8-2-19CPU所 在 別 ・ノンイ ンテ リジ ェン ト端 末機 保有現 況

機 積
層

実

回

答

社

Kり
Bン
Pタ

完/

1タ

授
ド7
'タ

Cデ

Rイ

T
ス
そプ

の

他 レ

金

融

機

関

用

端

紙

子
ブ

7

乏
ン

キ イ

!参(
ツカ

!膓

複声

出(一

力z

専ンプ

用 リ
ブン

リタ

蟻

P

O

S

端

予

約

用

特

殊

端

漢

字

端

・F

A

X

端

複

合

端

末
制
御
装

そ

の

合

全 産 業 数 プ) の イ 未 チ
)デ
タむ 末 宋 末 宋 置 他 計

記 入 社 数 571 204 453 56 63 42 ⑰ 】3 3 72 3 39 74

自社CPU 業種毎合計台数 7」77 27β72 13,913 657 579 10362 1,264 308 905 13 L290 1B30 66,170
一社当平均台数

35.2 61.5 248.4 10.4 13B 33.6 97.2 102.7 12.6 4.3 33.1 24.7 115.9

記 入 社 数 48 35 22 3 0 0 11 0 0 0 1 2 2
他社CPU 業種毎合計台数 鵬 89 327 0 0 19 0 0 0 2 62 4 786

一社当平均台数
8.1 4.0 109.0 0.0 0.0 L7 0⑩ 0.0 0.02.0 3LO 2.0 】6.4

記 入 社 数 29 12 0 7 11 0 2 0 0 0 0 1 3

公社cpu 業種毎合計台数 93 0 2,480 30 0 3 0 0 0 0 2 1σ7 2,715
一社当平均台数 78 0.0 354.3 2.7 0.0 1.5 0.0 α0 0.0 0.0 2.0 35.7 93.6

記 入 社 数 581 231 455 63 68 42 311 13 3 72 4 41 78

小 計 業種毎合計台数 7,553 27,961 】6,720 687 579 10,384 ],264 308 905 15 1,354 1,94] 69,671
一社当平均台数

`

32.7 6L5 265.4 10」 138 33.4 97.2 102.7 12.6 3.8 33.0 24.9 H9.9

8-2-20CPU所 在別 ・ノ ンイ ンテ リジ ェン ト端 末機5年 後 保有予 定

日 荊 実 Kン Gデ 金 紙 キ ス 出( P 予 漢 F 裡 そ
.△

口

金 産 業

回

答

社

数

Bタ
P/
(
キ タ
|イ
ボ ブ
1ラ

rイ

プ タ
リ)

Rイ

Tス

そ

の プ

他 レ

の イ

融

機

関

用

端

末

〒
ブ

ソ

タ

づ
チ

!ク
(ツ
カ1
セ
こ ッ

Tト
プを/含

デむ
イ)

'

房

専ンブ

用 リ
ブン

リt
ン禽

タ色

O

S

鶴

来

約

用

特

殊

端

末

字

端

末

A

x

端

末

合

端

末
制
御
装
置

の

他 計
記 入 枚 数 387 108 300 30 19 26 206 12 1 89 20 23 40

自若1℃PU業桶毎合計台数 5,189 28,211 8,322 」61 265 9,272 2,111 300 6,719 318 2279 1,936 65,083
一社当平均台数 48.0 94.0 2774 8.5 102 45.0 175.9 300.0 75.5 15.9 99.] 48.4 168.2

記 入 社 数 36 19 24 2 0 0 7 1 0 2 0 3 1

他社CPU 業種毎合計台数 142 454 276 0 0 166 100 0 12 0 106 5 L261
一社当平均台数

7.5 ]8.9 138.0 0.0 0.0 23.7 100.0 α0 6.0 0.0 35.3 5.0 350

記 入 社 数 22 10 5 3 3 1 2 0 1 0 0 0 3

公社CPU 業種毎合計台数 48 29 2,673 7 10 9 0 20 0 0 0 179 2,975
一社当平均台数 4.8 58 891.0 2.3 10.0 4.5 0.0 200 0.0 0.0 OO 59.7 1352

記 入 社 数 399 123 308 35 21 27 2σ7 13 2 90 20 24 43

小 計業種毎合計台数 5,379 28,694 11271 1田 275 9,447 2211 320 6,731 3】8 2,385 2」20 69,319
一社当平均台数 43.7 93.2 322.0 8.0 10.2 45.6 170.1 160.0 748 15.9 99.4 49.3 173.7
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8-2-21CPU所 在別 ・インテ リジェン ト端末機 保有現 況

機 種 実 Kン Cデ 金 紙 キス 出( P 予 漢 F 複 そ 合
Bタ
Rイ 融 T !ク

( 房 約 合

全 産 業

回

答

社

数

P/

♀タ
1イ
ボ ブ

1ラ

rイ
プタ
リ)

T
ス
そ

の プ

他 レ

の イ

機

関

用

端

末

7
Y

z
チ

ツカ

!セ

テ ツ
1ト

zξ
フむ)

専ンプ

用 リ

プン

リ{
ン含

胞

O

S

端

末

用

特

殊

端

末

字

端

末

A

X

端

末

端

末
制

御

装

置

の

他 計

記 入 社 数 409 89 207 76 23 31 71 8 1 35 1 84 41

自社CPU 業種毎合計台数 3,124 41856 23,000 339 429 1,597 1,052 18 393 1 2,395 2,953 40,157

一社当平均台数 35ユ 23.5 302.6 14.7 13.8 22.5 13L5 18.0 11.2 LO 28.5 72.0 98.2

記 入 社 数 29 6 11 3 0 2 2 0 0 0 0 7 5

他社CPU 業種毎合計台数 17 117 56 0 3 47 0 0 0 0 38 8 286

一社当平均台数 2.8 10.6 18.7 0.0 1.5 23.5 0.0 OO 0.0 0.0 5.4 1.6 99

記 入 社 数 10 2 1 4 0 0 0 0 0 1 0 2 2

公社CPU 業種毎合計台数 36 1 495 0 0 0 0 0 130 0 2 11] 775

一社当平均台数 18.0 1.0 123B 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 130.0 0.0 1.0 55.5 77.5

記 入 社 数 422 95 212 80 23 31 73 8 1 35 1 88 47

小 計業種毎合計台数 3,177 4,974 23,551 339 432 1,644 1ρ52 18 523 1 21435 3ρ72 41,218

一社当平均台数 33,423.5 294.4 14.7 13.9 22.5 131.5 18.0 14.9 1.0 27.7 65.4 97.7

8-2-22・CPU所 在別 ・イ ンテ リジ ェン ト端 末機5年 後保有 予定

機 種

全 産 業

実

回

答

社

数

唇》
牢タ

細
1プ
ドラ
'イ

ブ タ

リ)

Cデ

Rイ

T
ス
そ

のブ

他 レ

のイ

金

融

機

関

用

端

末

紙

〒

7

ソ

麦

チ

音
治
1セ

ニ ッ

巽纏

イ

出(一

用
事 ン

町
プン

リ{
ン含

タ9

P

O

S

端

末

予

約

用

特

殊

端

末

漢

字

端

末

F

A

X

端

末

複

合

端

末
制

御

装

置

そ

の

他

合

計

記 入 社 数 395 70 235 58 11 25 77 12 1 81 23 83 36

自社CPU 業種毎合計台数 2,962 22,014 16,519 198 361 2,550 5,296 5 1,934 629 3,404 L313 57,185

一社当平均台数 42.3 93.7 2848 18.0 14.4 33.1 4413 5.0 23.9 273 41.0 36.5 1448

記 入 社 数 39 4 18 3 0 2 3 0 0 2 1 8 7

他社CPU 業種毎合計台数 27 456 204 0 5 37 0 0 9 2 76 ]22 938

一社当平均台数 6.8 25.3 68.0 00 2.5 12.3 0.0 0.0 4.5 2.0 9.5 174 24」

記 入 社 数 14 4 2 4 0 1 0 0 0 0 0 3 3

公社CPU 業種毎合計台数 34 4 563 0 10 0 0 0 0 0 24 153 788

一社当平均台数 8.5 2.0 140.8 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0 51.0 56.3

記 入 社 数 407 74 243 62 11 25 78 12 1 82 24 85 42

小 計業種毎合計台数 3β23 22,474 17,286 198 376 2,587 5,296 5 1,943 631 3,504 1,588 58,911

一社当平均台数 40.9 92.5 278.8 180 15.0 33.2 441.3 5.0 23.7 26.3 412 378 144.7

8-2-23(1)業 種 別 ・CPU所 在 別 ・端 末 機 合 計 数 保 有 現 況(1)

(各産 業,CPU別CとSC,t段:記 入社敢,中 段:合 δ忙↑数,ト 殴11社 当り・P均合 歓)

機 種 実 Kブ タ Cプ 金 紙 ン キテ会 出 イ P 予 漢 F 複 そ 合

回

Bりl

Pン)

^タ

ltレ

Tイ

そ

融

商

テチ

1
プ

}イ む

・ ス)

ツ ク

カ ン

砕 プ

川 リ
0
約

川 字
A
合
.

端

答
キ ・/

1タ

の
他
関
リ

1(

カ

プ ン

リト
S 特 X

水

制
の

社
ボ イ

}プ
ドラ

?
ア

イ

用

端

|

ダ

/

テ セ

1ン

プ ト

ン を

歩合

(む

端
殊

端

端
端 御

銭

業 種 数 ・ イ ス 末 パ /を ラ) 末 末 末 木 置 他 1言卜

2 1 1 0 1 0 1 0 0 1 0 1 1
一 llりtCpu 9 228 0 1 0 137 0 0 1 0 2 2 380

9.0 228.0 0.0 1.0 0.0 137.0 0.0 0.0 1.0 0.0 2.0 2.0 190.0

次

.一・一.

0 0 0 0 0 0 0 0 0

・

0

'

0 0 0

他社CPじ 0 C 0 ∩ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0

産
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公社CPU 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※ 0.0 0.0 0.0 00 OO 0.0 00 00 0.0 OD 00 0.0 00

2 1 1 0 1

.

0 1 0 0 1 0 1 1

計 小 計 9 228 0 1 0 137 0 0 1 0 2 2 380

9.0 228.0 0.0 1.o 0.0 137.0 0.0 0.0 1.0 0.0 2.0 2.0 190.0

302 u9 267 4 22 33 168 4 0 42 1 45 54

二 白ltCPu 2β33 18β39 18 98 402 5,783 805 0 549 1 11439 11518 32ρ85

22.1 70.6 4.5 45 12.2 34.4 2013 0.0 13.1 1.0 32.0 28.1 1602

次

他)1:CPL:

35

一

26

259

10.0

1川1

,gl。 。

0

0

0.0

1

0

0

0.0

8

55

69

0

0

0.0

0

0

0.0

0

0

0.0

1

2

2.0

5

36

7.2

4

9

23

535

15.3

斗産
1

14 9 110 0 0 0 0 0 0 0 1 3

公}1二CPu 84 liO 0 0 0 0 0 o
`0

1 171 257

粟 9.3 1.00.∩ 0.OI `).0
|

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 57.0 18.4

計 小 計

304 133

2,976

.

267・4]

19.014118

1

当 、;;
169

5β38

4

805

0

0

42

549

2

3

46

11476

57

L698 32β77

22.4 71.2 4.5 4.5 12.2 34.5 2013 0.0 13.1 L5 32』 298 108.1

362 133 271 104 56 31 180 16 3 47 3 59 47

.三 n礼CPし` 7,434 13β33 36β34 874 589 5,432 ㌧511 326 527 13 2,118 2,970 7|,961

55.9 49.2 354.2 15.6 190 30.2 94.4 108.7 11.2 43 35.9 63.2 198.8

次 32 14 ll 5 0 2 5 o 0 0 0 4 3

他1[CPF 41 32 383 0 3 11 0 0 o 0 64 3 537

2.9 29 76.6 0.0 1.5 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 16.0 1.0 168

r:τ

22 5 0 10 11 0 2 0 0 1 0 2 2

公 ト1:{'PU 45 0 2975 30 0 3 0 0 130 0 3 47 3,233

粟 9.0 0.0 2975 2.7 0.0 1.5 0.0 0.0 130.0 0.0 1.5 23.5 147.0

371 146 273 111 51 31 182 16 3 47 3 63 52

計 小 計 7,520 13365 40,192 904 592 5,446 1,511 326 657 13 2,185 3,020 75,731

51.5 49.0 362.1 148 19.1 299 94.4 108.7 14.0 4.3 34.7 58.1 204.1
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8-2-23(2) 業 種 別 ・CPU所 在 別 ・端 末 機 合 計 数 保 有 現 況(2)

(各 又挿、('Pl'別C'と に,1・殿:記 人ll.ψ, `IQ:ζ 〒.lyfii{,ドP撒1▲1」 「 り ・ドピJfテ敏)
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1D297.5
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0
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0

0

0.0

12
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18.4

102

|.298

127

0

0

0.0

1

130

130.O

102

1,428

14.0

F

A

x

0

0

0.0

0

0

0.0

0

0

0.0

0

0

0.0

4

14

3,5

1

2

2.0

0

0

00

5

16

3.2

合

火

脚

5

126

25.2

0

0

0.O

O

O

O.0

5

126

25.2

110

3β85

33.5

9

100

11.1

3

4

13

115

31789

32.9

そ

|

・1

他

6

293

48B

∧

0

0

0.0

0

0

0.0

6

293

488

10S

4.T83

443

7

12

1.7

5

218

43.6

116

5.O13

43.2

計

1.091

55.9

0

0、0

0

0.0

1901

55、9

106327

151.9

IP72

16,0

3.490

969

110βS9

156.0

8-2-24(1) 業種 別 ・CPU所 在 別 ・端 末機 合計数5年 後保 有予定(1}

(各鵠 、CPU別Cと に、上段:記 入杖鼓,中 段:合計台数、ド段: 1社当 りgeftrtt)

実 Kブ タ cプ 金 紙 ン キデ含 出 イ P r 庚 F 複 そ、 合

ll.1
Bり|
Pン)

(タ

Rレ
Tイ

そ

融

磯

テ チ
「

プ

14む

・ ス)

ツ ク

ノ」ン

専 プ

用 り
0
杓

川 字
A
合

端

答
キ/
1タ
の
他 ,関

|

.

り

1^

・ カ

プン

リ ト
s 特 x 末

利
の

ボ ィ～ヒ

い プ
ドラ

;已
{1

|

ダ
/

テ セ

}'

プ ト

ンを

タ含

(む

■
殊

斌

喧
宿 国

債

菜種 数 ・ イ ス|茱
|

パ /を
')フ
末 .束 末 末 口 他 針

一

|
l

l自}tCPu

1ili
、。li:

0・01300・010・0

0

0

0.0

:
0;1.
0200

0.0`200.0
}

0

0

0.0

0

0

0.0

0

0

0.0

0

0

0.0

0

0

0.0

0

0

0.0

500

500.0

次 00 0 0 n
1

0{00 0 0 0 0 ¶1

他～ヒCPU 0 0 0 0 000 0 0 0 0 0 0

0、0. 0.0 0.0 0.0 ・oi・ ・・ … 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

産 '→

.

00 0 0 0 00 0 0 0 0 0 0

公社CPU 10 0 o 0 010 0 0 0 0 0 0 0

粟 }o.o 0.0 0.0 0.0 0,OlO.Ol 0.∩

㎡.一

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0
← ・一,〒 、 一

1
」10

1 0 0 o}1 0 n 0 0 0 0

計 小 計 0 300 0 0
.

01200 0 0 0 0 0 0 500

0.0 300.0 0.0 0.0 ・・0120α0 0.0 0.0 α0 0.0 00 0.0 SO〔10

241'691 205 4 7 23 127 7 0 74 23 43 37

二 廟社CPIl 哺77 33,578 33 44 237 5,527 L441 0 6,175 465 2968 848 52993

12・3 163B 83 63 103 43.5 205.9 0.∩ 83.4 20.2 69.0 229 219.9

次

他社CPU

341161

1・・

23

468

0

0

0

0

0

0

50

1720

0

0

3

11

O

n

5

94

3

12 860

16.4 20.3 0.0 0.0 0.0 34,40.0 0.0 3.7 0.0 18.8 4.0 253

産

公社CPU

。「,
19

5

26

0

0

O

n

0

0 7
丁 ・

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4

27S 327

莱
1・ ・ 5.2 0.0 0.0 0.0 70 0.0 0.0 0.0 00 0.0 688 23.4

245 81 209 4 7 23 128 7 0 74 23 44 41

計 小 計 L799 34ρ72 33 44 237 5,706 L441 0 6,186 465 3,062 U35 54,180

1222 1630 83 63 103 44.6 205.9 0.0 83.6 20.2 69.6 2η 22U

258

]

79 194 73 20 23 131 16 2 64 16 51 32

三 創ヒCPU 6』73 15β86 24,747 307 374 5β17 5966 305 2161 436 2β70 2383 67225
78.1 81.9 339.0 15.4 163 44.4 372.9 152.5 338 273 52.4 74.5 260.6

.

次 33 7 16 5 0 2 5 1 0 1 1 5 5

他社CPU 66 442 480 0 5 31 100 0 10 2 88 115 1339

9.4 27.6 96.0 0.0 25 6.2 100.0 0.0 10.0 2n 176 23.0 40.6

産 1

16 6 1 6 3 1 1 0 1 0 0 3 2

公社CPU 63 1 3,236 7 20 2 0 20 0 0 24 57 3,430

業 10.5 1.0 559.3 23 20.0 20 0.0 20.0 0.0 0.0 80 285 214.4

267 84 196 81 22 23 131 17 3 64 17 53 37
計 小 計 6302 16329 2a463 314 399 5β50 6,066 325 2171 438 2フ82 a55S 71A94

75.0 83.3 35L4 143 173 447 3568 108.3 33.9 250 525 691 269β

ω
Φ
鼻

oo

u

＼'

尺

い

1

、

蟄

斗

×

N.11

べ

×

合

畔



8-2-24(2)業 種 別 ・CPU所 在 別 ・端末機合 計数5年 後保 有予定(2)

(各業爾,CPU別Cと に,上段:記 入lm敗,中段:合計台数,ト段:1社 当り平均台数)

機種 実 Kブ タ Cプ 金 紙 ン キデ含 出 イ P 予 漢 F 複 そ 合

回

Bリl

Pン)

(タ

Rレ

Tイ

そ

融

機

テチ
1

プ

1イ む

・ ス)

ツ ク

カ ン
専プ

用 リ
0
約

用 宇
A
合

端

答 キ/
1タ
の
他
関

.

リ

1(

・ カ

プ ン
リ ト

S 特 X
末

制
の

社
ポイ

1ブ

ドラ

の
デ

イ

用

端

`

ダ

/

テ セ

|'

プ ト

ンを

タ含

(む

端
殊

端

端
塙 御

法

業種 数 イ ス 末 パ /を ラ) 末 末 末 末 置 他 計

21 9 16 1 ・3 2 9 0 0 10 2 2 2

公 自社CPU 301 461 61 8 15 278 0 0 317 46 45 18 1,550

33.4 28β 6LO 27 75 30.9 0.0 0.0 3L7 23.0 22.5 9.0 738

0 0 0 0 0 o 0 o 0 0 0 0 0

他社CPU 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 α0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

勝
1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公社CPU 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6

0.0 6.0 0.0 0.0 0.0 no 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.∩

21 9 17 1 3 2 9 0 0 10 2 2 2

計 小 計 301 467 61 8 15 278 0 0 317 46 45 18 1,556

33.4 27.5 61.0 2.7 75 30.9 0.0 0.0 3L7 23.0 225 9.0 74.1

521 157 416 78 30 48 258 23 2 148 4196 71

全 自社CPU 8,151 50,225 24841 359 626 11β22 7,407 305 8β53 9475,683 3,249 122,268

5L9 120.7 3185 12ρ 13.0 44.1 3220 152.5 58.5 23.1 59.2 458 234.7

67 23 39 5 0 2 10 1 0 4 1 10 8

産 他社CPU 169 910 480 0 5 203 100 0 21 2 182 127 2,199

73 23.3 96Ω 0.0 25 20.3 100.0 0.0 5.3 20 18.2 15.9 328

31 13 7 6 3 1 2 0 1 0 0 3 6

業 公社CPU 82 33 3,236 7 20 9 0 20 0 0 24 332 3,763

63 4.7 5393 23 20.0 4.5 0.0 20.0 0.0 0.0 8.0 553 12L4

534 174 423 86 32 48 269 24 3 148 42 99 80

計 小 計 8,402 51」68 28.5▽ 366 651 12ρ34 7507 325 8,674 949. 5β89 3,708 128,230

483 121.0 332.1 11.4 13.6 44.7 3128 1083 58.6 226 59.5 46.4 240.1

8-2-25業 種別 ・速度 別 ・音 響カプ ラ使 用現況

(各業種,速 度別 ごとに,上 段:社 数,下 段:%)

使用台数分布

伝
送

業 速

種 産別

;
台
未
満

;
1

三

〇

三

〇

1
五

〇

五
〇

⊥
○
○

5
0
台
以
上

計

一

次

産

業

計

300bps以 下
0

00

0
0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

300-1,200bps
0

00

0

0.∩

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1.200bps超
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

00

0

0.0

計
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

実 社 数 0 0 0 0 0

二

次

産

業

計

300bp8以 下
48

88.9

3

5.6

1

1.9

0

0.0

2

3.7

54

100.0

300'1.200bps
27
844

2

63

1

3ユ

0

0.0
2
63

32

1000

1.200bp8超
16

84.2

3

15.8

0

0.0

0

00

0

0.0

19

100.0

計
91
867

8

7.6

2

1.9

0

0.0

4

3.8

105

100.0

実 社 数 75 8 2 0 3

三

次

産

業

計

300bp8以 下
33

61ユ

11

20.4

4
74

l

l.9

5

9.3

54

100.0

300-1,200bps
32

80.0

7

17.5

0

0.0

1

2.5

0

0.0

40

100.0

1、200bps超
15
68.2

5

227

1

4.5

0

0.0

1

4.5
22
100.0

計
80

69{}

23

198

5

4.3

2

17

6

5.2

116

1000

実 社 数 64 21 5 2 6

公

務

計

300bps以 下
3

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

300-L200bp8
0

0.0

0

0.0

0

00

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1,200bps超
1

100.0

0

0.0

0

0.0

0
0.0

0

0.0

1

100.0

計
4

100.0

0

0.0
0
0.0

0

0.0

0

0.0

4

100.0

実 社 数 4 0 0 0 0

全

産

業

計

300bp8以 下
84

75.7

14

12.6

5

4.5

1

0.9

7

63

111

100.0

300-1.200bps
59
819

9
12.5

1

1.4

1

1.4

2
28

72

100.0

1.200bps超
32

76.2

8

1go

1

2.4

0

0.0

1

2.4

42

100.0

計
175
778

31

13.8

7

3ユ

2

0.9

10

44

225
100.0

実 社 数 143 29 7 2 9

N
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×

su1

べ
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ω
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8-2-26業 種別 ・速度 別 ・二音響 カプ ラ5年 後使 用予 定

(各 業種,速 度別Cと に,上 段:社 敗,.ド 段1%)

使用台数分布
伝
送

業 速度

閲 別

一

〇
台
未
満

一

〇

1

三

〇

三

〇

1
五

〇

正i

O

⊥
o
o

δ

9虚 計

一

次

産

業

計

300bP⑨ 以 ド
6
0.0

0
0.0

0
0D

0

0.0
0
0.0

0
「

0.0

300-1,200bps
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.∩

l

lOO.0

l

lOO.0

1.200bps超
0

0.0

0

0.0

0
0.0

0

0.0

0

0.0

0
0.0

言.卜
0

0.∩

0

0.0

0

0.0

0

0.0

l

lOO.0

1

100.0

実 社:数 0 0 0 0 1

二

次

産

業

計

300bps以 ド
28

62.2

13

28.9

1

2.2

0

0.0

3

67

45

100.0

300-L200hps
26
51.0

14
27.5

5
98

4
7.8

2
3.9

51
100.0

L200bps超
2∩

667

6

20.0

2

67

1

3.3

1

3.3

30

100.0

8十
74

58.7

33

26.2

8

63

5

4.0

6

4B

126

100.0

実 ト上 数 60 28 7 4 4

三

次

産

業

計

300bps以 ド
16

348

10

21.7

6

13.0

7

15.2

7

15.2

.

46

】00.0

300-1.200bps
25

36.2

25

362

5
7.2

10
14.5

4
5.8

69
100.0

1.200bps超
14

33.3

10

238

3

7.1

9

2L4

6

14.3

.

42

100.0
.

計
55
35.0

45
287

14

8.9
26
16.6

17

10.8

157

100.0

実 社 数 48 38 13 22 15

公

路

計

300bps以'ド
1

100.0
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

1
1000

300-L200bps
0

0.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

.

2
100.0

.

L200bps超
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

計 1
333

1
33.3

1
33.3

0
0.0

0

0.O

.

3
100.0

.

実 社 敵 1 1 1 0 0

全

産

業

計

300bps以 ド
45
48.9

23
25.0

7

7.6

7

7.6

10

109

92

100.0

300-L20qbps 51

41.5

40
32.5

ll
8.9

14
1|.4

7

5.7
123
100.0

1,200bps超
34

47.2

16

・22
.2

5

6.9

10

13.9

7

97

72

100.0

計 130

45.3

79

27.5

23

8.0

31

10.8

24

8.4

287
100.0

実{上 数 109 67 21 26 20 243

8-2-27業 種 別 ・速 度別 ・音智 カプ ラ合計 現有 台数推 定

(各藁屑Cと に,上 段:台 数.下段:%)

速度別 三 三 一 合
O
o

O
o
|

、

二

b 一 o
/

、

o

s
二 b
o /

某 屋
以 9 ●

/
'ド

3 超 計

鵠 一 次 産 婁 計 0

0.0
0
α0

0
0.0

0

0.0

第 二 次 産 業 針 740
49.5

615

41.1

140

9.4
1,495
1000

第 三 次 産 粟 計 1,620 375 415 Z410
67.2 15.6 17.2 100.0

公 路 計 15 0 5 20
75.0 α0 25.0 10α0

全 焼 粟 計 2,375 990 560 3925
60.5 25.2 14.3 100.0

建 設 瑛 25 10 5 40
62.5 25.0 125 100.0

食 品 製 造 業 40 210 10 260
15.4 808 3.8 10α0

繊 維 工 業 15
37.5

10

25.0
15
375

40
10α0

化 学 」:菜 255 45 15 315

E 81ρ 14.3 4.8 1000

鉄 鋼 粟 5 5 10 20
25.0 25.0 50.0 )00.0

電 気 商 旅 器 具 250 235 45 530

な
製 造 業 47.2 44.3 8.5 10《LO

輪 着用観 械器具 60 45 10 115
製 造 粟 52.2 39.1 87 10ρ0

卸 業 ・ 商 社 225
64.3

50

14.3

75

21.4
350
10α0

棄

小 売 粟 25 25 10 60
4L7 41.7 16.7 100.0

金 融 業 20 130 255
.

405
49 32.1 63.0 10α θ

田
通箱 ・通信 ・伽 口業 20 5 5 30

66.7 16.7 16.7 1000

電 力 ・が ス 堪 某

>

25 0 5 30
83.3 0.0 16.7 100.0

広 告 ・調 査 ・情 嬢

提 供 サ ー ビス 業
5・

20.0

20
80.0

0

・0
.0

25
1000

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェア 藁

565

86.3
65
9.9

25

3.8

655

1000

ω
①
①

oo

u

×

尺

い
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、

主
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8-2-28,業 種別 ・速度 別 ・音響 カプ ラ合計5年 後保有 台数推定

(各業種ごとに.上段:台数.下 段:%)

業 種

速度別

第 一 次 産 業 計

策 二 次 産 業 計

第 三 次 産 業 計

公 務 貯

金 産

一'一「"

1建

業 計

設 鷲

－
i食 品 製 ‥
ユ

1繊 維 工 業

・曉

1-一 一 一
　

Hヒ 学 二1:黛』E1

「 。一一二
l
l気 機 械 器R

造 業

　

i製

国

法用機械 器興
造 黛

観 葉 ・ 商 社

小 売 頗

金 融 業

運輸 ・通信 ・倉庫業

電 力 ・ガ ス 享 宴

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 業

情報処理 サービス ・
'ノフ トウ ェ ア 業

o
O

b
/
8

以
下

O

O.O

1.040

35.6

2、445

34.5

5
7.7

3.490
34.0

65

39,4

200
36.7

10

3、9

315
60.6

0

0.0

295

34.9

45

29.0

220
24.4

45

42,9

700

25.3

5
8.3

80

38.1

0

00

555

39,5

o
o
l

二

〇〇

b
/
6

二

〇
〇
h

/

り

超

200

100.0

0

0.0

1.310
44.8

575

19.7

2、375

33.5

2.265

32.0

60

92.3

0
0.0

3.945

38、4

2.840
27.6

90
54.5

10

6.1

275

50.5

70
12.8

160

62.7

165

31.7

45
47.4

3201
37.9

85

4n
7.7

50

52,6

230

27.2

55
35.5i

55
35.5

395

43.9

2B5
31.7

'一 十 一

3030

28.628.6

790
28.6

25

41.7

85

40、5

0

0.0

710
50.5

1.275

46.1

30
50.0

45

2L4

40

100、e

140

10.0

合

計

200

100.0

2.925

100.0

7,085

1no、0

65

100.0

10.275

100.0

165
100.0

545

100、0

255
100,0

520

100.0

95

100.O

R45

100.0

155
100.0

900

100.0

105

100.0

2、765

|OO.0

60

100.0

210

100.0

40

100.O

1,405

100.0

8-2-29業 種 別 ・トランザ クシ ョン平均字 長,平 均 お よび最繁忙 時 の1日 トランザ クシ ョン数

業 田

番

百

膓

チ

ζ

:

記

入

社

数

ピ ト

ラ|

ン
ク ザ

時 ク

シー

●
日 ン

記

入

社

敬

平

均

字

数

記

入

社

数

第 一 次 産 業 計 1 125.0 1 200.0 1 3.0000

第 二 次 産 業 計 254 405.3 252 22,965.0 249 53,851.6

第 三 次 産 業 計 295 421.1 305 57β90.8 303 106,950.3

公 務 計 2? 772.4 28 13,817.9
-

25 20,154.8

全 産 業 計 577 43〔11 586 40,406.9 578

-

80,14L6

主

な

菜

種

館 設 業 17 308.1 14 55,486.5 13 207,597.7

食 品 製 造 業 28 327.0 25 5,860.5 25 13,442.8

繊 維 工 業 17 482.8 16 10,770.6 15 36,127.2

化 学 工 業 47・ 3853 50 12,520.5 50 20,297.1

鉄 鋼 業 14 861.4 13 23,809.2 13 32,315.4

電気 機 械 器 具
製 造 業

34 502.7 32 14,318.1 30 24,615.6

鎗送用機 械器具
製 造 業

22 332.4 24 37.9183 24 54,177.9

卸 叢 ・ 商 社 65 417.6 68 9,608.1 68 16,658.8

小 売 業 24 518.9 25 22,710.0 25 62,019.2

金 融 業 89 26LO 94 90,583.8 94 167,965.2

運輸 ・通信 ・倉庫業 25 313.5 23 57,008.2 23 129,866.0

電 力 ・ガ ス 事 業 7 818.6 8 50,737.5 8 72;375.8

広告 ・据査 ・情報

提供 サ ー ビ ス 業 2 7500 1 33.00α0 1 50,000.0

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェ ア 業 40 493.5 40 118,075.0 40 190,865.0

N

斗

×

Xi1

べ

×

宍

ω
o
∨



8-2-30ト ランザ クシ ョン字・長分布

1

(各業閲ごと`こ,上殿:毎 ヒ数,下 段:9も)

8-2-31平 常 日の1日 トランザ クシ ョン数 分布

(各 菓掴cと1こ,上 質:～t敬,』 ド段:%)

トランザクシ・ン

平均字数

業 楓
」

＼

六

四

字

未

満

六
四
字
以
上一
二
八
字
来
演

三
八
字
以二
上五
六
字
未
踊

二
五
六
字
以三
上八
四
字
栄
爵

三
八
四
字
以丘
上一
二
字
未
萌

三
二
字
以六
上四
〇
字
末
縞

六
四
〇
字
以ヒ
上六
八
字
未
満

七
八
六
字
以八
上九
六
宇
未
聞

八

九
六一

字'

以o
上二
四

字

末

踊

二

〇二
二'
四〇
字四
以八
上字
未
満

「

〇三
四'
八〇
宇七
以二
上字
未
爵

三i

o

七

二

字

.以

上

計

■

平均1日
トランザクシ.ン数

業 栢

「
o

o
o

未

画

三

〇
〇五
〇-
以o
止o
o
未
満

互

o
o
O-
～o
、

o
o
o

5、
o
o三
〇〇
～'

O
o
o

三

q

O
o五
〇〇
～'
o
O
o

五

Q

O-
OO
OO
～'
o
O
O

5

q

o
O
o

以
上

合

9

計

① 一 次 産 藁 計 0
α0

1
100.0

0

0.0

0

0.0

0

0ρ

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

α0

0

α0

0

00
1

100.0
鵠 一 次 産 業 計

1

100.0

0

α0

0

0.0

0

00

0

0.0

0

00
0
0.0

1

100.0

第 二 次 産 業 計
.

20

79

57

22.4

68

268

34

13.4

27

10.6

5

20

5

20

8

3.1

10

3.9

17

67

0

0.0

3

1.2

254

1000
第 二 次 産 業 計

106
42.1

22
肪

36

143

52

206

12

4.8

12

4.8
12
48

2S2
100.0

第 三 次 産 業 計
35

U.9

63

2L4

86

29.2

36

122

25

85

8

21

2

0.7

9

3.1

8

27

14

47

3

1⑩

5

20

295

10〔10
第 三 次 産 業 計 81

26.6

19
6.2

35
11.5

57
18.7

33

10.8

38

125

42

138

305

1000

公 務 計
4

14.8

7

25.9

2
7.4

2
7.4

1

3.7

0
00

2
74

1
37

2

!f.
3
1L1

2
74

1

3.7

27
1000

公 務 計
,

13
46.4

3

1α7

6

21.4
2
7.1

1

3.6

2
7.1

1

36

28

1000

34
59

5
α9

10

17

577
100.0

全 産 業 計
44

75

77

13」
111
189

46
7.8

52

89

55

94

586

1000
金 座 藁 計

,

59

10.2

128
222

156

270

72

125

53
9.2

13
23

9

1β

18
3.1

20
3.5

201
34.3

2

1L8

1

59

0

0.0

17

100.0

1

7.1

2

143
1
7.1

0
00

2
143

14

100Ω

－L_..㊨ 〉

魍.設 業
4

23.5

6

35.3
2
U鵬

1
5.9

1

5.9

0

0.0

0

α0

0

0.0

0

α0

主

な

集

団

一.

建 設 業 7

50.0

1

7.1
一 一,一 一一一

食 品 製 造 慕 え
.

5

17⑨

8

286

5

179

3

107

0
0.0

2
7.1

0
ρ0

2
7.1

1

36

0

α0

0
00

28

1000
食 品 製 造 莱 12

480
2
80

5
20.0

5
20.0

1

40

0

00

0

00
25
10α0

主

な

異

極

繊 維 工 業
0
0.0
丁
118

5
29.4

1
59

3
176

1
5⑨

1
59

2
11A

0
00

2
11A

0
α0

0
0⑩

17
10α0

繊 維 工 業 6
37.5

0

α0

2

125

7

438
1
63

0
α0

0

00

16

100.0

化 学 工 業
1

2.1

ll

23.4

16

340

7

149

6

128

1

2.1

0

00

2

43

0

0.0

2

43

0

00

1

2.1

47

100.0
化 学 工 業 20

40.0

5

10.0

8

160

11

220

3

60
2
40

1
20

50
100.0

鉄 鋼 業
0

00

1

7.1

4

28.6

5

35.7

0

α0

0

0.0

0
00

0
0.0

0

0.0

3
21.4

0

00

1
7.1
14

1000
鉄 鋼 案 4

30.8

2
15.4

3

23.1

1

77

1

η
1
η

1
77

13
1000

電 気 抱 擁 器 具
製 造 業

2

5.9

14
41.2

4
1L8

4
11.8

1
2.9

0
00

1
29

1
29

2
5.9

4
1L8

0
0.0

1
29

34

100.0

電 気 機 械 器 具
製 造 業

14
43.8

3
9.4

3
9.4

8
250

2

63

1

3.1

1

a1
32
100.0

輸送 用機械 器具
製 造 業

2
9.1

5
22.7

5
227

2
9.1

5

22.7 .

1

4.5

0

αo

0

00

1

45

1

4.5

0

0.0

0

0.0

22

1000

輸送用田械器具
製 造 業

7

29.2

1

42

6

250

5

20.8
0
α0

3

125

2

83

24

1000

卸 業 ・ 商 社
5

7.7

13

200

20

30.8

6

9.2

10

15.4

4

62

l

l5

2

3.1

0

ρ0

2

3.1

0

0.0

2

3.1

65

100⑩
日 案 ・ 商 社 23

33.8

9

132

13

19.1

16

23.5
6
88

1
L5

0

00

68

1000

小 売 業
6

25.0

4

167

5

20.8

4

16.7

1

4.2

0
0.0

0
00

0
α0

1

42

2
83

0
0.0

1
42
24

1000
小 売 業 12

480

1

40

4

16.0

4

16.0

2

80

0

α0
2
80

25

1000

金 融 業
7
7.9
22

24ク

38
42.7

9
10.1

5
5β

l
u

0
α0

2
2.2

2
2.2

3
3.4

0

0.0

0

0.0
89
1000

金 融 業 2
2.1

1
L1

4
43

21
223

15

16ρ

26

27.7
25
26C

94

10《10

運輸 ・通信 ・自陣瑛
5

200
8
32.0

4

160
2
80

1

40

0

0.0

0

0.0

1

40

2

80

2

80

0

0.0

0

00

25

100.0
運槍 ・通信 ・倉庫棄 10

43.5

3

13.0

6

26.1
1
43

0

0.0

1

43

2
留

23
1000

電 力 ・ガ ス41業
1

143

O

OO

0

0.0

2

28β

1
143

0

0.0

1

143

0
0.0

0
00

1
143

1
143

0
00

7
1000

電 力 ・ガ ス 事 業 1

125

0

α0

0

00
2
25.0

1
125

3
375

1

125
8

1000
層

広告 ・田査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
0
0.0

0
0.0

O
OO

0

0⑩
1
50.0

0

00

0

00

0

0.0

1

50.0

0

0⑩

0

00

0

0.0

2

100.0

広 告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビス 業

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0

00

1

1000

0

00
0
0.0

1

10〔10

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェ ア 業

3
7.5

10
25.0

11

275

5

12.5

4

100

2

50

0

α0

1

25

0

0.0

2

50

1

25

1

25

40

100ρ

情報処理サービス ・
ソ フ トウ ェ ア業

11
275

3

75

5

12.5
6
150

6

150

1

25

8

200

40

1000

ω
①
oo

oo

u

×

氏

ト

1
、

主

斗

×
Njl

ベ

マ

詩



8-2-32平 常 日の1日 トラ ンザ クシ ョ.ン量(字 ×数)分 布

(各業種Cと に,上 段:社 数,下 段;%).

平均1日

青笹者㌔

業 樋
ノ

?
五

未

'簡

?
五

以

圭

6
未
満

一

.-

o

～

三
〇

三
〇
t

三
〇

三
〇

こ

9
0

三
.

〇

二

÷
O

三
.

O
～

二

9
0

二

?
○

以

上

合

計

平

均

書
万e

第 一 次 産 業 計 1
100.0

0
0.0

0

0{}

0
0.0

0
α0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

1
100.0

0.1

'一

第 二 次 産 業 計 91
3&6

34

144

38
16.1

15
6.4

23
97

9
38

3

13
23
97

236
100.0

12.1

　 『 一一 一

第 三 次 産 業 計
'

「 一一

66

23.4

29

10.3

44

15.6

竺
8.5

37

13.1

14

5.0

13

46

55

195

282

100.0

19.2

」
.一..一.一 ・..

公 務 計 11

423

3

n.5

4

15.4

3

1L5

1

3.8

1

3.8

0

0♪

3

11.5

26

}ooo

82

一

分 顧 業 計 169
3lO

66
12.1

86

15.8

42
7.7

6|

n.2

24
4.4

16
23

81
14.9

545
100∫}

15.6

.'・..w.一 「一.]

1建 設 業

8
57.1

2
143

n

OO

-

1
7.1

.

1
7.1

1
7.1

0

0.0
1
7.1

14
100.0

5.2

后=一 。 13

54.2

0

0.0

7

29.2

2

83

2

83

0

0.0

0

0.0

0

0.0

24

100.0

13

已 ・ ・

L

5

313

1

63

.

2
12.5

2

12.5

一一

3

188

3

18.8

0

0.0

0

α0

16

100.0

4.4

1化 学 工 業
主:トーーーーー一

1鉄 鋼 莱

17

38.6

7

15.9

7

15.9

4

9.1

5

11.4
L

1

2.3

0
0.0

3
6.8

44

1000

35

「

3

23.1

3
23.1

一 一

2

15.4

・FP

1

77

.9

】

7.7

1
7.7

O
OO

2
15.4

13
100.0

325'

1電 気 機 械 摺 貝製
造 業

13

41⑨

3

97

7

226

「

1
3.2

3
97

0

0.0

0

0.0

4

12.9

31

1000

1t1

輸送用機械器具
製 造 業

6

28.6

4

1go

2

9.5

0

0.0

・

4

190

・

0

0.0

1

48

4

190

21

1000

125

・

1卸 業 ・ 商 社:
17

270

11

17.5

|9

30.2

6

9.5

3

4β

】

1.6

・3

48

3

48

63
1000

42

※i.'

小 売 業

一 －

ll

47.8

3
130

2

87

1

43

1
4.3

1
43

0
0.0

4
17.4

23
100.0

14.1

「

金 融 業 3
3.4

4

4.5

.「

9
10.2

12
13.6

23

26.1

6

6.8

5

5.7
26
29.5

88
100.0

26.5

種1
運輸 ・通信 イ、庫業

一 一 ー-

冠 ノ」 ・ガ ス'b某

10

45.5

2

9.1

4・

18.2

2

9.1

1

4.5

1

4.5

0

0.0

2

9.1

22

1000

480

1

143

0
0.0

0

0.0

1

.143

1

】43

0

0.0

2

286

2

286

7

1000

35.5

1踏 。酬,蝦{
提 供 サ ー ビス 叢

」9

0

0.0

0

0.0

一}

o

α0

0

0.0

}

0

0.0

0

0.0

一

1

100.0

一

〇
〇〇

1
1000

165

.

情報処理サービス ・

ワ フ トウ エ ア 莱
8
21.1

3

79

丁
18.4

一

1

2β

7
18.4

1
26

1
26

一

10
263

38
100.0

18.4

8-2-33業 種 別 ・5年 後の 平均 トラ ンザ クシ ョン量 の増大 予想

(各業国 ごとに,上 段:社 数.下 段:%)
F

倍 率

菜 種

記

入

数

埴

少

不

変

二

倍

三

倍

四

倍

五

倍

五

倍

以

上

わ

か

ち

な

い

平

均

倍

率

第 一 次 産 業 計
2

1000

0

ρ0

1

500

0

00

0

α0
ρ

0

00

0

00

0
0.0

.

1
500

100

踊 二 次 唾 棄 計 281
100ρ

4
M

6

2.1

123

430

74

263

15

53

9

3.2

11
39

39
13.9

2.65

笛 三 次 産 業 計
342

100.0

3

0.9

18

53

166
485

59
173

18
53

11

3.2

13

3.8

54

15.8

2.53

公 務 計
30

1000

0

00

3

1(10

7

233
1
33

2

67

0

0.0

4

133

13

433

3.06

全 産 業 計
655

100.0

7

u

28
43

296
45.2

134

20.5

35

53

20

3.1

28

43

107
163

260

主

な

某

国

建 設 業
16
1000

0

00

1

6.3

4

250

5

31.3.

2

12.5

0

0.0

1
63

3
18.8

292

食 品 製 造 業 30
10α0

1
33

0

0.0

15

50.0

2

67

0
0.0

2
6フ

2
67

8

26?

259

砧 維 工 業
17

100.0

0

0.0

0

0.0

9

523

6

35.3

.0

00
1
59

0

00

1

59.

2.56

化 学 工 業
54

1000

1

19

1
19

25

463

17
3L5

2

37

0

0.0

2

3.7

6

u.1

2.52

鉄 鋼,業
.15

1000

1
6フ

0
00

4
267

5

20.0

1

67

1

67

1

6?

4

267

282

電 気 機 械 器 具
製 造 業

35
1000

0
00

,1

29

15

42.9

12

343

3,

86

1

29

1

2.9

2
5.7.

:

273

輸送用碩械器具
製 造 業

27
10(10

0

0.0

0

0.0

10

,370

13

48.1

2

7.4

0
0.0

0

0.0
2
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8-2-35電 信設備使用の現状 と5年 後の予定
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100.0

111

47.4

99

423

105

44.9

87

37.2

135

57.7

61

26.1

18

7.7

30

12.8

646

2761

産

業

計

オ ン ライ ン
162

100.0

87

53.7

75

463

40

247

25

15.4

57

35.2

7

4.3

0

0.0

4

25

295・

182ユ

小 計
275

100.0

132

48.0

121

44.0

127

46.2

103

37.5

161

58.5

67

24.4

20

73

33

12.0

764

2778実 計
214

100.0

107

50.0

95

44.4

51

23.8

41

19.2

87

40.7

9

4.2

0

0.0

4

L9

394

184ユ

N

斗

×

＼』1

ぺ

×

共

寄
目



8-2-38業 種 別 ・デ ー タ ベ ー ス提 供 可 能 性 の 現 況

(各 業 種,利 用 方式Cと に,上 段:社 数,下 段:%)
'

8-2-39eCkft別 ・デー タベ ー ス提 供可能性 の5年 後 予想

(各 業種,利 用方式Cと に,上 段:社 数,下 段:%)

提供情報

提

供

業 方

式稲

実

回

答

社

数

篇
目

着着
画

像

情

報

映

像

情

報

音

声

情

報

延
'
べ

回

答

社

数

提供情報

提

供
業 方

式団

実

回

答

社

数

姦§ 禽

画

像

情

報

映

像

情

報

音

声

情

報

延

べ

回

答

社

数

科

学
技
術
分
野

特

許

分

野

髪そ
.の

§ 他

‡1分余野

科

㌘
技
術
分
野

肇そ
.の

§他

亘分
会 野

科

学
技
術
分
野

特

許

分

野

嚢そ
.の

援他

註分
会 野

科

学
技
術
分
野

藪
.の

欝他

亘分
会 野

}

次

産

業

計

バ ッ チ
0

0.0

0

0ρ

0

0.0

0

00

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

00

0

00

0

0.0

一

次

産

業

計

パ ッ チ
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

00

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

オンラ イ ン
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

00

0

0.0

0

α0
オ ンラ イン

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

実 計
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

'

/0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0
美 辞

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

00

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

α0'

二

次

産

業

計

パ ッ チ
3

1000

1

333

0

0.0

0

0.0

2

66.7

1

333

0

0.0

0

0.0

0

0.0

4'

133.3
二

次

産

業

計

パ ッ チ
10

1000

2

20.0

2

200

2

20.0

2

20.0

6

600

2

20.0

1

100

1

100

18

180.0

オ ンう イン
4

1000

2

50.0

2

50.0

1

25.0

3

75.0

3

75.0

1

25.0

1

25.0

1

250

14

350.0
オンラ イン

17

100.0

9

529

6

353

6

35.3

9

529

5

294

3

176

1

59

1

5.9

40

235.3

実 計
7

1000

3

42.9

2

286

l

l43

5

714

4

07.1

1

143

1

14.3

l

l43

18
・

257.1
実 計

26

100.0

10

38.5

8

308

8

30.8

11

423

11

423

5

19.2

2

77

2

77

5!
219.2

三

次

産

業

計

バ ソ チ
17

100.0

2

1L8

1

59

2

11.8

3

176

12

70:6

1

5.9

0

0.0

0

0.0

21

123.5
三

次

産

業

計

パ ッ チ
20

100.0

6

30.∩

2

100

4

20.0

7

35.0

12

60.0

2

10.0

2

100

2

100

37

1850

オ ン ライン
17

100.0

7

41.2

3

17.6

3

176

4

23.5

9

52.9

1

5.9

0

0.0

0

0.0

27

158.8
オ ンライ ン

48

100.0

14

29.2

2

42

16

333

13

27.1

26

54.2

15

31.3

5

10.4

0

20.8

101

210.4

実 計
26

1000

7

26.9

3

11.5

4

15.4

5

19.2

16

6L5

2

77

0

0.0

0

0.0

37

1423
実 計

57

100.0

16

28.1

2

3.5

18

3t6

15

26.3

30

526

17

29.8

7

123

1

.193

116

203.5

公

務

計

パ ッ チ
7

1000

l

l43

0

0.0

1

14.3

2

28.6

5

7L4

0

00

0

0.0

0

0.0

9

1286
公

務

計

バ ッ チ
8

100.0 、

1

12.5

0

00

2

25.0

2

25.∩

6

750

`0

0.0

0

0.0

0

00

11

137.5

オ ンラ イン
2

1000

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0D

2

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

100,0'
オ ンライ ン

6

1000

0

0.0

0

0.0

5

83.3

0

00

5

833

1

167

0

0.0

0

00

11

1833

実 計
8

100ρ

1

12.5

0

0.0

1
'12
.5

2

25.0

6

75.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

10

1250
実 計

11

100.0

1

9ユ

0

00

6

545

2

18.2

9

818

1

9.1

0

0.0

0

00

19

1727

全

産

業

計

パ ッ チ
27

100.0

4

148

1

37

3

11.1

7

25.9

18

667

1

37

0

0.0

0

0.0

34

125⑨
全

産

業

計

パ ッ チ
38

100.0

9

23.7

4

105

8

21.1

ll

289

24

63.2

4

10.5

3

79

3

79

66

1737

オン ライ ン
25

100.0

9

39.1

5

217

4

17.4

7

30.4

14

60.9

2

8.7

1

43

1

43

43

187.0
オ ンライ ン

71

100.0

23

32.4

8

113

27

38.0

22

31.0

36

507

19

268

6

8.5

11

155

152.

214.1

実 計
41

100.0

11

26.8

5

12.2

6

146

12

29.3

26

63.4

3

7.3

1

24

1

24

65

158.5
実 計

94

1000

27

287

0

106

32

340

28

298

50

532

23

245

9

9.6

13

13.8

192

2043

巽
N
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u
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8-2-40業 種別 ・事 故 ・障害等 の過去1年 間の経験

(各寒極Cと+C,上 段:社 数.ド 段1%、 多重回答)

業 種

1書紋 ・Ptttξ別

第 一 次 産.鷺 計

第 二.次 産 皇… 計

第 三 次 産 業 計

何 ハi・ ノ

■ フ
・;に

、1エ

宴

飲 宵

公 針

金 産 業8t671582456
100.0867680

主は

。 某

201816

100.090.080.0

29^1B

100.082S62、1

雑
な

田

1616

100.01000

電 気 機 械 器"3735

製 造 業100、094、6

鎗 送 馬 機 械 器 具2624

製 造 業loeD92,3

7262卸 業 ・ 商 社

100.086.1

3124小 売 業

100.077.4

9482金 融 業

100.087.2

2519運輸 ・通信 ・倉庫業

100.0760

電'カ.ガ ス 山 菜98100
.088.9

広告 ・調 査 ・情報33
提 供 サ ー ビ ス 莱10〔) .OlOO.0

情鰍 四囲サービス ・5044
ソ フ トウsア 業100 .OSS.O

9

56.3

24

64.9

16

51.5

46

63、9

IS

58、1

74

78.7

15

60、0

9

100.0

3

100、0

32

640

空

調

故

障

1

50.0

88

31.2

86

24.4

s

22.9

183

27.3

6

30、0

9

310

1

5.9

17

34.0

4

25.0

11

29、7

11

423

20

27.8

9

29.0

13

13.8

7

28.0

0

0.0

1

33.3

17

34.0

電

源

故

障

0

0、0

56

19.9

52

14.8

5

143

113

16S

4

20.0

4

13.8

4

23.5

10

20.0

3

18.8

4

10.8

9

34.6

10

13.9

4

12.9

11

11.7

6

240

2

22.2

1

333

6

12,0

回

線

故

障

1

50.0

143

50、7

196

55.7

11

31.4

351

52.3

10

50、0

12

4L4

8

47.1

29

58.0

6

37.5

16

43.2

15

57.7

37

5L4

11

35.5

71

75.5

11

44,0

7

77.8

1

33.3

26

520

配い
線等
破)
損

ぴ

毛
ス

ミ
食

O

O.0

13

4.6

5

L4

1

2.9

19

28

0

0.O

2

6.9

1

5.9

2

40

0

0.0

4

10.8

0

0.0

1

1.4

0

0.0

3

3.2

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0、0

漏

水

0

0.0

9

32

12

3.4

0

0、n

21

3.1

1

5.0

1

3.4

0

0.O

I

20

0

0、0

0

0、0

1

3.8

3

4.2

1

3.2

2

2.1

1

40

0

0.0

0

0⑩

3

6ρ

自害
然

水

に

よ
る
tP

改

口

0

0.0

5

1.臼

7

20

0

0.0

12

|B

0

0、0

0

0.0

1

5、9

0

0.0

1

63

0

0.0

1

3.8

1

L4

1

3、2

3

3.2

O

O.O

0

0.0

0

0、0

0

0.0

火

災
FC

よ

る

改

口
寓

0

0.O

1

0.4

1

0.3

0

e.O

2

0.3

0

0.0

O

O.O

0

0.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0、0

0

0.0

1

1.1

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

煙.

害
に

よ

る

故

0

0.0

0

0.0

2

0、6

0

0、0

2

03

0

0.0

0

0.0

地 人ス

震 のテ
に 過ム

よ 矢口
に摺る

よ・坐
るそ故

i邪 の

亘i竺 他

.一旦,.トニ」

00

0.00.0

2

0、7

0

0、0

1

29

3

0.4

0

0.0

0

0、0

0
、1

0.05.9

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

1.4

0

0.0

0

0、0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0、0

0

0、0

0

0.0

O

O.O

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0,0

0

0.0

73

25.9

91

25.9

6

17.1

170

25.3

1

5、O

8

27、6

5

29,4

10

20.0

4

25.0

8

21.6

8

30.8

22

30.6

8

25.8

23

245

6

24.0

5

55.6

2

66.7

12

24.0

人ス
のテ
.憩ム

意侵
に害

よ・
るそ
事の
故地

シ

0

0.0

0

0.0

0

0,0

0

0.0

0

0.0

0

0、0

O

OD

O

O.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0,0

0

0.0

0

0、0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

そ

の

他

0

0.0

4

1A

3

0.9

1

2.9

s

1.2

0

0、0

0

0、0

1

5.9

0

0.0

1

63

0

0、0

0

0.0

2

2S

0

0.0

0

0.O

0

0.0

0

0.0

O

ao

0

0.0

8-2-41業 種別 ・信頼性 対策

(各業種cと に,上 段=社 数、 ド段;%)

業 種

回

答

実

数

第 一 次 産 業 計
2

100.0

第 二 次 産 業 計
282
100.0

第 三 次 産 業 計
:33

100.O

公 務
30計

100.0

全 産 業 計
64?

100.0

L二 二_.
1鉄 鋼 業

19

100.0

29

100.0

15

100.0

な

種

51

100.0

16

100、0

電 気 機 械 器S↓35
製 造 某100、0

輸 送i掃機 械 器 ～匙29

製 造 業100.0

卸 ※ ・ 商 社

小 売 業

金 融 業

運輸 ・通信 ・飾 業

64

100、0

27

100.0

96
100.0

23

100.0

電 力 ・ガ ス 事 業
9

100.0

広告 ・調.査 ・情報2
提 供 サ ー ビ ス 業100,0

■

情報処理サービス'4g
'ノフ トウ

ェ ア 業100.0

自
己
診
断
シ

う
ア
ム

保
有

1

50.0

149

52.8

160
48,0

11
36.7

321

49.6

10

52.6

12
4L4

7
46.7

33
64.7

9

56.3

20

57.1

16
55.2

29

45、3

12
44.4

45

46、9

10
43,5

5
55.6

2
100、0

28

57.1

定
期
診
断
シ
ス
テ
ム
制

バ

ツ

ク

ア

ノ

ブ

体

制

0

0、0

2
100.0

192

68.1

201

71,3

208254

62.576.3

20

66.7

24

80.0

420
64.9

481
74.3

15

78.9

17

89、5

2122
72.475.9

1110
73.366.7

3334
64.766.7

911

56.368.8

3127

88.677,1

20

69.0

22

75.9

33

51.6

18
66.7

48
75,0

58
60.4

14

60.9

19
70.4

15

65.2

59
55.6100.0

1
50.0

1
50.0'

34

69.4

37
75.5

回

線

の

重

化

0

0.0

12

4.3

50

15.0

0
0.0

62

9.6

0

0,0

0
0.0

0
0.0

2
3.9

0

0.0

3

8.6

4

13.8

5
7.8

0

0.0

27

28.1

2

8.7

2
22.2

0

0,0

9

18、4

c
P
旦

二

元
シ

ろ
ア
ム

0
0.0

19

6.7

99
29.7

8

26、7

126

19.5

0
0.0

2
6.9

1

6,7

2

3.9

4

25.0

1
2.9

5

17、2

4

5.3

4

14.8

57

59.4

3
13.0

4
44.4

1

50.0

15

30.6

.
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情報化社会を支える

躍進する企業
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懇 テ 灘 麟 臨 拶 ・ .
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菌・ 薩 懸i灘1

騒客欝翻懸

診 〃 。

す

て
ミ

鉱

石

を

鉄

へ
:
o

C巨
A大
Cい な

継
㌧ 〃'

缶
気

概

ビジ ネス ・アプ リケ ーシ ョン ●事務管理

システム

プ ロセス ・コントロール

システム

ユ ーザ ー ・ベ ー シック

ソフ トウェア

●営業管理

●生産 管理

●人 事管理

●財 務

●経営計画

●オフィス・オートメーション

●プロセス制御

●システム制御

●環境制御

●理化 学機器制御

●数値 制御

●機器類検 査

銀 行総 合 オンライン、外 国 為 替 オンライン、農 協 信 川 オンライン、

財 形 、年 金 、自動 車 保 険 、長 期 総 合 保 険 、証 券 オンライン、国 債
ファン ド、etc.

営 業 情 報 オンライン、販 売 管 理 、物 流 オンライン、マー チャンダ イ
ジング、在 庫管 理 、etc,

生 産 計 画 資 材 管 理 、工 程 管理 、設 計 試1乍 、。t。.

人 事 情 報 、人事 考 課 、給 与 、福 利 厚 生 、etc.

経 理 、財 務 会 計 、予 算 編i成 、利 益 管 理 、etc.

経 営 戦 略、需 要 予 測 、収 支 予 測 、営 業 所 実 績 分 布 、。t,.

システム・コンサ ル テー ション

製 油 オンサ イト、オフサ イト、操 油 自動 化 、エ チ レン プ ラント、LPG

出荷 管 理 、高 炉 、転 炉 、焼 結 、原 料 ヤ ー ド、厚 板 スラブヤ ー ド、焼
鈍 、アル ミ板 、ダ ム、浄 水 場 、ガ スデ ー タ処 理 、etc,

放 送 自動 化 、自動 倉 庫 、船 舶 自動 化 、衛星 」画信 、テ レックス自動

化 、画 像 通 信 、デ ー タ ハ イウェイ、etc.

交 通 管 制 、新 交 通 システム、大 まt汚 染 監 視 騒 音 監視 、ビル空 調 、
水 質 汚 濁 監 視 、etc.

核 医 学 画 像 処理 、人 聞 ドックデ ー タ管 理 、分 析 機 器 、デ ー タ処
理 、ラボ ラトリオー トメー ション、etc.

製 図機NC、 位 置決 めNC、 ロボ ット、etc.

エ ンジン テスト、通 信 回 線 監 視 、基 板 回路 、etc.

●デ ザイン・オートメーションCAD(電 子1亘1路、機 械 部 品)、 自動 作 図 、電 子 写 植 、etc.

● アプリケーション 支 援

●計算機システムの構築

●ユーザー言語の開発
および日本語処理

画面 コン トロール 、デ ー タエ ントリ、周 辺 機 器制 御 、検 索、RJE、

デ ー タベ ー ス管 理 、メッセー ジ コントロール 、etc.

ネットワー ク、異機 種 間 結 合 、集 中 分 散 、etc.

ロボ ット'言語 、クロス コンパ イラ、レポー トジェネ レー タ、漢 字 イン

タ フェー ス、etc.

田0竃祭黎≧鷺顯顯曇熟熟
〈営 業 囎 〉● シスエ ・コンVJ・ テーシ・ン● ビジネス・77・Jケ ーシ ・ン・システムの開 発● カ セス..ン ト。_ル ウ ステムの 開発

● ユーザー・ペーシ・クツ フトウェアの開 発 ● ターンキ_-1ス テムの 開 発 と販 売 ● ・Aシステム の 研 究 開 発 と販 売

● ソフトウェア・プロダクツ 輸 入 ・開 発 ・販 売 ・国 内 および自社 ソフトウ
ェアの 製 品化 と販 売





システム化への積極的なアプローチが始まる。

高い価格性能比が達成されると、シス

テム構成が、適用業務がさらに大きな

世界へ入っていくことができま克

lBM4361プ ロセッサーとIBM4381プ ロ

セッサーは「超」中型。お客さまのシス

テム化の成熟をお手伝いしま硫

使 い や す さに ゆとり。

lBM4361プ ロセ ッサ ー 。

IBM4361プ ロセッサーの処理能力は、

外観が同 じIBM4331よ りひとクラスも

ふたクラスも上。例えばIBM4361-5型

は、IBM4331-2型 と比べて商業計算

用で約3倍 、科学技術

計算用で約4倍 と強化

されています。しかも生成

済みシステム・ソフトウェア

も用意。導入が簡単で

かつ対話型式によるガ

イドや自動作成される手順

業務開発等をやさしくしてし

性 能 は 大 型 並 み 。

lBM4381プ ロセ ッサ ー。

IBM4300とIBM308Xと の間隙を埋 め

たIBM4381プ ロセッサー。大型プロセッ

=整 ▲

IBM4361プ ロセッサ ー

墾 ＼ lBM



オンライン端末に

lBMマ ルチステーション5550
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います。例えば、科学技術計算での内

部処理性能はIBM4381-2型 の場合、

IBM4341-2型 の約3倍 。この性能向

上は、パッケージング技術やモジュラー

設計、内部データ経路などの大型シス

テムの技術や、新しい空冷方式による冷

却技術によってもたらされています。シス

テム/370XAモ ードで稼働できることも

大きな特長のひとつ。これによりIBMで

最大能力をもつIBM3084-Q型 にまで

至る拡張性をお客さまに提供します。
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一 ■■■■■■■一 一 ▼ 一

いい縁 とりもつコンピューター

日本アイビー・エム株式会社
東京都港区六本木3-2-12〒106ftO3(586}llll㈹

資料請求およびお問合せtよ 宣伝③ 係まで

lBM4381プ ロセッサ ー

4361/4381プ ロセッサー



口

口
、

、 , モゴ〉「E翁
口 〔コー誌
φ
■)

⊂

一 一 「シ ⇔ 几

ワ

』
、

◎

・。・… 。・。田 本 ユ ニ ・バ ッ ク

UNIVAC120が ひ らいた

日本 のコンピュー タ時 代 。

昭 和30年2月 。 このEl、lil本 初 の

コンピュー タUNIVAC120が 東 京 証

券取 引所 と野 村 讃 券 に導 入 され ま

した 。翌31年 の 経 済 白書 は 、「もは

や 戦後 で は な い」 と告 げ 、「今 後 の

成 長 は技 術 や 産 業 の近 代 化 に よっ

て支 え られ る」 と将 来 への 指 針 を示

しま した。 証 券業 界 が業 務 を コン

ピュ ー タ処 理 に き りか えた の は 、

まさ に時 代 の 変 化 を明 確 に告 げ る

特 徴 的 な出 来事 とい え ます 。

オンライン時 代 を実 現 。「やまびこ」

=:ンピュ一 夕UNIVAC490。

座 席 予 約 や キャ ッシュレ ス時 代 など

今 日の 暮 らしを支 えるオ ン ライン ・

シ ス テ ム に先鞭 を つ けた の も 日本

ユ ニパ ックで す。それ は昭 和39年 の

高 速 デ ー タ伝送 の 実験 に始 まりま尤

この とき使 われ たUNIVAC490は 、

遠 方 か らで も、呼 び出 せ ば必 要 な

情 報 が瞬 時 に か えって くるこ とか ら

「や まび こ」と愛 称 さ れ ま した
。

そ して 、 この実 験 の 成 功 を契 機 に

銀 行 や 旅 行サ ー ビ ス会 社 、製 鉄 所

などで の オ ン ライン化 が続 々とス タ

ー トした ので す。

超 大 型 コンピュー タか らOAシ ステム

まで一。 日本 ユ ニパ ックは、創 造 的

わ た した ちは 、だ れ もが いつで も

コンピュー タ を使 え、ビ ジ ネ ス活 動

の 創 造 性 を高 め るこ とを 目ざ して

歩 み つ づ け て き ま した 。 い ま、情

報 が 資 源 とな り、創 造 力 が商 品 と

な る時 代 。 この 新 しい時 代 に

わた した ち日本 ユ ニパ ック は 、さ ま

ざ まな エ ポ ック を築 き上 げ て きた

ように 、 これ か らもコン ピュー タの

世 界 に大 きな革 新 を呼 び お こ して

い きます。

●

コンピュー タと共 に25年 。

日本 ユニパ ックは今 日も、

パ ソコンから超 大 型 まで

使 いや すい価値 あるシステムを

お届 けしています』

コンビュークの総合企業

なビジネス活動を支えます。

常 に時 代 の ニー ズ を先 取 りし、コン

ピュー タ の新 しい歴 史 を きりひらい

て きた 日本 ユ ニパ ック。

白 刀匡ユ='1-・7り 鷺 ¶三橋流ll-17-Sl宇m

日 旙竃ユ ニ's-・7」● 情 報 …ソス 号Lム
吏京 都.E区 赤坂2`1-22赤 坂'ノインタワー 本館 〒IO,tt(03,S81-8111



情報を活用する

丸善オフィスオートメーション
運

1情團

世界の古敵情報検索
サービスDIALOG

⌒
画

一
.爵 ■

丸善のコンピュータシステム

≡fiMELCOM80

解
図書館システム

丸善オフィスオートメーション

コンピュータを柱とした

αF縞

富士通PACOM

笥

⌒

こ
=「=・
_口 罷

匝

ネットワークシステム

■■ 二 ● ▲ 壽牽

現 場 デ ー タの 宝 庫 で あ る オ フ コ ン と直 結 した社 長 室 の パ ソコ ンを活 用 して 、経 営 の意 志 決

定 に役立 つ きめ 細 か く タイム リー な情 報 に加工 し提 供 す るデ シ ジ ョン・サ ポー ト・システム 。

さ ら には 、情報 そ の ものか ら、情報 の処 理 、伝 達 、検 索 、保 管 まで 、OAの す べ て をカ バ ー す る

機 器 ・シス テム に よ り、丸 善 は 、OAの 実 践 に トー タル にお応 え して い ます 。

〔世界の情報 身近なOA〕

⑭丸善

■詳しい資料を送呈1お 申込みは下記までどうぞ

〔電 子 計 算 機 部 〕 〒103東 京 都 中 央 区 日 本 橋3-9-2tt(03)272-0331

汐 業,・斤=トL巾 丸呑(011)241～7250/f山 吉 呑(0222)65-7747/IJii易tt(0252)44-9333/‡ 黄i其看(045　 212-3】71

名 古 ノi!告(052,261-2251/金1尺 呑(0762,61-6331/iid:占1;呑(075)24正 一2161/人llitt(06}251-2621

ト申ノ1呑(G78　 391-6001/ム 臣路 呑(0792)22-2313/1`ψIlh口(0862,31-2261/戊 ム.〔.btt(082)247-2251

北)L州tt(093}511-5992/福 「剣呑(e92}291-4S31■ 各 営 巣 所 のOAシ ョウル ーム を お 気 軽 に ご利 用 くだ さい 。

資料 請 求

コンピュータ
白書
MOA
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情 報の洪水・… どう しますか?

KOO欝 開発計算センクー
〒100東 京 都早 代田 区丸 の内1-8-2(第 一鉄 鋼ピル)暦03-213-0921㈹

■TSS・RJEサ ービス ■経営事務 ・科学技術計算 ■日本語情報処理 ■モニターオープン

■システム設計 ・ソフトウエア開発 ■社会環境問題の解析 ■図形総合処理 ■情報処理コンサルタント



ノッ コンをオフコンで不ットワー 。

最適モデルから最適システムへ
エリア

拡張自在なオフコンAREA-5

カシオの新OAオ フコンAREA-5は 、業 務 量 の 増 大

に対 応 して主 記 憶 容 量 を1,152KBま で ディスク容 量

を最 大296MBま で 増 設で きます。また豊 富 な周 辺 機

器 を接 続 して、いつも業 務 量 に応 じた最 適 なモ デ ル へ

拡 張 で きます』 さらに各種 の サ ー バ や プ ロセッサ その 他 の 拡

張 オプ ションにより、パ ソコンネット、ワー クステー ションネ ットな

ど最 適 な システムへ の 拡 張 も万 全 で 丸

エ リ ア

AREA-5パ ソコンネットワークの特長

●El常 業 務 処理 の デー タを応 用 して、経営 者 の正確 な判断 材料、

意思 決 定情 報 が作 成 できます。 ●ファイルを各部 門 間の パソコン

で共 有 で きるので 必 要 な時、必要 なi吉報 を見やすい形 で提 示 で

き、全社 的 な情報 の管 理 も容 易 です。● 各 課で 作成 したプ ログラ

ムは、それ ぞれ の課 で 自由に使えるので プログラム開発の重 複も解

消 でき、共 有の 財産 として活 用 で きます。●ホ ストコンピュー タと結

び、分 散型 の広 範なパソコンネットワークを展 開で きま一97.

cAs■oSystem85

エリア

内旨 計算横書_社__1____講



(全国に拡がる特定回線網)

大規模オンラインネットワークを

用いた多様なサービスンタ

●VAN● データー伝送

●リアル タイムデータ処理

●電子メール

技術は最先端4γ

●データ保護・機密保護

●通信 回線網の監視 と制御

●異機種 間結合3

♂蹴 犠
グ璽敵 ・べ

鷺ン

己迎

o♂

'

「

_鍵
接続ポイント

◎ 本社 ・支社(8ヶ 所)

○中継基地(8・ヶ所)㈱ 協栄 計算センター

本社 〒158東 京都世 田谷区等 々力1-5-12

TELO3(703)4111



コンビューターゲット

21世 紀 へ 向 けての コンピュー タ

利用技術 、今 、16年 の 歴 史

の 上 に立 つ 「九 段 コ ン ピュー ター

サ ー ビ ス 」の 開 発 目 標 で す,

事 業内容

●総合オンラインサービス

●事務計算サービス

●科学技術計算サービス

●システム、ソフトウェア開発

●コンピュータ室運用管理

●コンピュータの導入および利用に関するコン

サル牙 ング

●データ・エントリーサービス

●OA機 器 用ソフトウェアの開発、およびOAシ ス

テム販売

●OAに 関するコンサルティング

●情報処理に関する教育、出版

●各種汎用パッケージの開発、販売

[二叉九段コンピューターサービス株式会社
本社/〒102東 京都千代田区九段北1-13-5(日 本地所第一ピル)ft(03)239-062[㈹

大阪支店/〒542大 阪市 南区鰻 谷西之町6(三 栄 ビル)ft〔06)252-7450㈹

最大の成果 をひき出 します。
新 しい多様 なサービスを提供 します。

o

嘉オ5覇

日本語
滴 報処

翻 工刀、

通産省認定 「安全対策実施事業所」(御幸事業所)

巨 ∋ セ ツ ト ヲ ル ヲ ス ー ム ズ 株 式 会 社 、

黍二.三営業§ 名古屋市中区栄・丁目1番1号(広横 第一生命・・)〒46・ ・・…2・261-1181㈹
〒460ft〈052>231-7611㈹第 一営 業 部 名古屋市中区錦三丁 目20番27号(御 幸ビル)

東 京 営 業 部 東京都千代田区神田小H【町一丁目5番地(神 田東海ピル)〒101ft〈03>293-3581㈹



ソ7ト の時代奄力強くリ
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〈シ ス テ ム ハ ウ ス 〉

コ アデ ジタ ル㈱ 東 京都 渋 谷 区渋 谷3-26-20ミ ツ ウ ロコ ビル 〒150TEL(03)407 -6581㈹

サ ン フ ラ ン シス コ事 務 所1660SouthAmphlettblvd ,#108SanMateoCalifornia94402

大 阪 コア㈱ 大 阪市 東 区淡 路 町3-37富 山化 学 ビル 〒541TEL(06)222 -6581㈹

〈ソ フ トハ ウ ス 〉

㈱ シ ス テ ム コア 東 京都 新 宿 区南 元 町19信 濃 町外 苑 ビル 〒160TEL(03)359-0461㈹

九州 営 業所TEL(092)712-5652㈹

㈱ デ ン ケ イ 東 京都 渋 谷 区南 平 台1-ll星 和南 平 台 ビル 〒150TEL(03)496 -8941㈹

大 み か営業 所TEL(0294)53-0221㈹

㈱ 応 用 シ ステ ム研究 所 東 京都 渋 谷 区渋 谷3-26-20ミ ツウ ロコビル 〒150TEL(03)407 -6581㈹

沼 津連 絡所TEL(0559)63-6291{tV

㈱ レデ ィ ス コァ 東 京 都 渋 谷区 渋 谷3-26-20ミ ツウ ロコ ビル 〒150TEL(03)407 -6581㈹

〈シ ン ク タ ン ク 〉

西 日本 シン ク タ ンク㈱ 広 島 県大 竹 市 南栄3-4-13〒739-06TEL(08275)3-3315㈹





UCEC

ソフトはピコ.一マン、
い▲ ひかりのように

未来をみつめる理念の追求

いま… … 夜 明 け を迎 え よ うとして い るわれ らの 母 な る大 地 … …。

東 雲 の か なた 、はるか悠 久 の 宇 宙 か ら、 さん さん と降 りそ そ ぐ陽 光 は 、

確 か な 未 来 をみつ め る人類 の 英 知 に よせ る感 動 で あ り、

そ してまた 無 限 の ロマ ン を創造 す る人 類 の 情 熱 をた たえる賛 辞 でもあ りましょう。

この 地 球 上 に 、永 遠 なる人 間 生 活 が 息 づ き、その 未 来 社 会 の 豊 か さに 壮 大 な願 望 を抱 くか ぎ り、

ソ フ トウェア と人 間 社 会 との か かわ り合 い は ますます 深 まるに 違 いあ りません 。

ソフ トウェア 創 造 は 、 どの よ うな希 求 で あ っても時 代 の 変 遷 に敏 感 に適 応 し、

つね に 明 るい 未 来 を確 実 に把 握 し得 るもの と確 信 します 。

CECは 、人 間 生活 を さらに 向 上 させ るた めの 理 念 を追 求 しなが ら、

現 代 社 会 のあ らゆる問 題 解 決 に トー タルな 視 野 での 企 業 努 力 をつ づけ てゆ きた い と考 えて います 。

CEG:鷲i鷲 鷲
本 社/〒|50東 京都渋谷区渋谷3.-15-6〔 並 木 僑 ピ ル)ttO3-407-8561{代 表)

名古屋 支店/〒460名 古屋市中 区栄2-5-1〔 宝 第 一 ピ ル}ttO52-231-1073(代 表}

大 阪 支 店/〒530大 阪市北区中之島3-2-18(住 友中之島 ビル)ttO6-441-2946{代 表}

九 州 支 店/〒812福 岡市t8多 区博多駅前1-9-3〔 福 岡MIDビ ル)呑092-472-5e21(代 表)

川 崎 工 場/〒211川 崎市幸区鹿島田1013-1呑044-511-1451〔 代 表)



1958年 創 業 ・創 立 満25周 年

信頼に応える総合情報サ ービス●情報処理の未来をひらく《CRC複 合システム》

価値ある情報は、明日の産業技術 経営技術
リ ソ ー ス

のための知識資源で尤CRCは 総合1青報サー

ビスの豊富 な経験 と多彩なサービス体制で、

"情報の海"の 中か ら知識資源 を採掘
、壮大 な

未来構築のお役に立てます6
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《CRCの 主 な業 務 》

●情報処理サービス

●システム設計 ソフトウェア開発

●シンクタンク

●コンサル牙 ング

●コン巳 一夕・システムの運営保守

●データ・エントリ・サービス

●ターミナルの開発・販売

t⊃ 子ユリ!」サーチVvD1*五 衰社
〒103東 京都 中央 区日本 橋本 町3-2ft(03)665-9711(ダ イヤルイン案 内)

[R[N雌 ■品1灘iiil賊 難i鰻i、代、
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新総合情報処理センターを目指すMKCグ ループ

は、システムサービス部門を拡充強化し、80年代後半

の高度情報化社会に対応し得る、高度技術集団と

して、新会社ジャスネット株式会社(資本金8000万

円)を設立 いたしました。

ジャスネット(ジャパ ン・システA・ネットワー ク)は、MKC

グル ーフ⑳ 総 合 力を結集 し、様 々なユーザ ーニーズ

に的確に対応 する複合技術 サー ヒスを提 供しま土

唖 血 肥 ヨグループ(資 本金4億7720万 円.後 期1β50名)

＼冒ジャスネット株式会社
東 京本 社 〒107東 京 都 港 区赤 坂3-3-3(住 友生 命 ビル)TEL(03)583-0126㈹

大 阪本 社 〒542大 阪 市 南 区南 船 場4-2-4(日 本生 命御 堂 筋 ピル)TEL(06)244-9545㈹

支社:札 幌 、 仙 台 、 前 橋 、名 古 屋 、和 歌 山、広 島 、福 岡

〔関連 会社 〕 丸 栄計 算 セ ンタ ー㈱ 、㈱ マ リテ ック、㈱ イ ン プ ッ ト研 究 所 、朝 日エ ム ケ ー シー㈱

和 歌 山 丸栄 計算 セ ン ター㈱ 、㈱ 関西 丸 栄計 算 セ ン ター



新世代のソフトウェア・テクソロジーに挑戦'
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システム、ソフトウェア開発からリモー ト

コンピューティングサービスまで
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中 央計算 セ ン ター は 、1961年 の 創業 以

来、 あ らゆ る分野 に おい て情報 処理 サ

ー ビス を中核 と して お書 様 と ともに歩

ん で まい りま したが 、高度情 報 社会の

到 来 とい われ る今 日、 コンピ ュー タの 利

用形 態は ます ます 、多 様化 、高度 化 して い

ます 。
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大型 コン ピュー タに よ る情報 処理 サ ー ビス

(事務 計算 、経 営情報 計 算 、科 学技 術訓'算)

コンサル テ ーシ ョン とシス テム販 売

(シ ステ ムサ ーベ イ、 コ ンピ ュー タ導 入の コ

ンサ ルテ ー シ ョン)

ソ フ トウ ェア開発

(オ ンライ ン システム の開 発、 アプ リケー シ

ョン ・ソフ トウ ェアの 開発 、ユ ーテ ィリテ ィ

ソフ ・ エア醗 洛 酬lpll肩 ソフ トウ ェア
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バランスとれていますか?

● ・ ジ ●

DPCは コン ピュー タが普 及 し始 めた1964

年 に、 今 日の利 用高 度化 と多様 化 を予 測・

し、単 にソ フ トウェ アの 開発 とい

的サ ー ビス に止 ま らず、 パ ソ コン

超 大 型 コン ピュー タ に至 るまで 、

入、運 営 、管 理 に関 す る全 ての ニ

ー ズ に対応 で き る企 業 で す
。

現 在 で は、数 多!の ユーザ

ー に対 して
、 シス テムの

効果 とコス トのバ ラン ス

を考 慮 し、 トー タル な

次 元 でサ ポー トして い

ます。

ゆ

※TMSはTOTALMANAGEMENTSERVICEの 略です。一
〈本 社 〉

〈営 業 所 〉

〈システ ムセンター〉

〈関連会社〉

東 京都中央区銀座2-8-15共 同 ビル(銀 座通 り)3F皆firO3-567-5211

大 阪 ・北 九州 ・新 潟 ・日立

東 京都港区新橋6-2-1木 村 ビル 岱03-436-1008

DPCAMERICAINC(米 国 ・ロサ ンゼル ス市)

コ ンピュー ターエ イ ド株式会社 日本産業 開発株式会社

●設立年月/昭 和39年8月 ●資本金/4億1千7百 万円●代表取締役/安 藤多喜夫
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漢字テLタ 処理、日本語文書

処理グ ラフ処理、作表 計算

処理、通信処理など、1台で 多

彩 な機 能を発揮 。しかも、複

数の機能を同時活用する融

合処理を初めて実現しました。

ひ
ホ ストとオンライン伝送 しな

が らローカル業 務処理や文

書、グラフ作成を行なったり

DP/2で は、最大6種 類まで

の業 務が同時 に並行処理

できまt.(DP,'OAターミナルは3種類1。

ホストの端末 エミュレータを

豊富 に用意。プ ログラムの変

更 なしで ホストが所 有する

デLタ が活用可能。公衆回線

特 定回 線、またDDX網 に

よるデー タ通信 もで きます。

目的業 務に合 わせた各種の

デ ータ処理 システムがCOB

OLを ベー スにして構 築 可

能。漢字 ソート機 能やディス

プ レイ画面 ユー ティリティな

ど豊富 な ソフトがあります。

DPシ リー ズと1司一'思想か

ら生 まれたトータルワークス

テーションは、DPシ リー ズの

上 位機 とプログラムの互 換

性があるので 柔軟な分散処

理 システムが構築で きます。

資料 請求 券

ト一夕ルワークステーンヨン

コンピュータ自害

トータル ワークステーション
ー

Tos日n[DD/◎ 禽タ。ミナル・TOSBn【

資料こ.t希望の方は右記へ 東京芝浦電気㈱電算機・OAシステム事案部 〒105東 京都E区 虎ノ門1-26-5(第17森 ビル)TEL(03)507-6731

エネルギー とエ レクトロニクス

先端技 術をオ7/スに…E&Eの 東芝



分散処理時代 ネットワーク時代

より深 くoΦo● よ り広 くeogee

シ

IBMマ ルチステーション5550も

lBMシ ステム/36も

トッパ ンムーアBSが お届け致 しま硫

ヘ ロ バ ヨ コ ペ 　

　 ほ る の 　 の ゆ ミL-
●

一 当
IBMマルチステーシ・ン5550館 露 髄 蝿 謹 園1一

主な営業内容

●アプリケーションソフトウエアの開発

●日本企業の海外 システムの開発及びインストール

●MIDASバ ンキングシステムの販売

●業種別 業務別ソフトウエア パッケージの販売

臨 ■IBM特 約店

国 国 トッパ ンム ーア

●IBMマ ル チステーション5550シ ステム/36の 販売

●IBMマ ルチステーション5550関 連 トータルサービス

■システムサービスセンターの設置

(通信 テLタ ベース インターフェイス 簡易言語

パッケージ導入等各種 コンサルティング)

・ワープロ 簡易言語 各種講習会実施

〒107東 京 都港区赤坂8-5-32赤 坂 山勝ビル

ピシ京スシ文テムズ欝
Phone(03)・405-6580(代 表)



明日のコンピュータのあるべき姿を見つめ

情熱を燃やす集団
それがNTISで 丈

N'TES
ComputerSystemCreator

日電東芝情報システム株式会社
本 社/〒108東 京 都 港 区 芝 五 丁 目37番8号(住 友 三 田 ビル)麿 東 京(03)454-352|(大 代)

ft札 幌(Oll)222-1668ft仙 台(0222)21-1241宕 新 潟(0252)41-1705ft松 本(0263)36-5080rt名 古 屋(052)264-0921

ft大 阪(06)220-4981ft広 島(0822)47-3962廿 松 山(0899)45-0830呑 福 岡(092)714-6261



研究開発 をサポー トする

⑭ ほ 機 構 砺 扉(lns,.。,JUSE)

問題解決 の ご相 談は本社

技 術 営 業 部 へ(03)352-2231(大 代表)

業務内容の一部ご紹介

統計解析、多変量解析

●会話型多変量解析プログラム(CMAP)

●重回帰分8斤{こよる水質予沮り

○会話型データ解析システム(CDA)

●会話型クラスター分析(CONTAX.MVAL)

デ ー タベ ー ス

ソ フ トウ エ ア ・パ ッケ ー ジ

シコパ

●薬 効 評価 シス テ ム(CEVA、
タイ　エフ コポル

●COBOL開 発支 援 ツー ル(DF'COBOL)
・ マップ

● 多変 電解 析 プ ロ グ ラムパ ッ ケー ジ(MAP)
ディ　ピ　エス

● ダ イナ ミック ・プ ロセ ス ・シ ミュ レー シ ョン(DPS)

な ど、 多数 あ り。

●デー ターシステムの鵠査、設計、開発、運用

●化学物質データベース

●生化学物質データベース

●ガスクロマ トグラフィー ・質量スペク トルデータベース

●飼料成分データベース

●食品品質成分 データベース

r、

霞 ヶ関情報 センター

一

一

r、

本 社

一

一

-、

筑波情報セ ンター

IBM3081,HITAC,M260H

サ テ ラ イ ト ・コ ン ピ ュ ー タ

＼ ノ

HITACM・260H8MB

ACOSシ ス テム6504MB

Sノ

HITACM260H

サ テ ラ イ ト ・コ ン ピ ュ ー タ

s ノ

東 京 都 千 代 田区 霞 が 関3-2-5〒100

私 書 箱ll2霞 が関 ピル31階

TEL(03)580-4771(代)

東 京都 渋谷 区 千駄 ヶ谷5-IO-H

日科 技 連 ピル 〒151

TEL.(03)352-2231(代)

茨 城 県新 治 郡桜 村 梅 園2-1-16

丸 文筑 波 ピル2階 〒305

TEL,(0298)51-3082(tＬt)

ヒューマン コンピュータサービ ス

日本 情報 開発

当社 は,創 業 以 来 多数の 優れ た 技術 者 と,長 年 培って きた 質の 高 い 技 術

サー ビスに より,コ ンピュー タに 関 するあ らゆるニーズに お応 えす る とと も

に.年 々すば らしい業 績 をあけ て まいりました。

今 後 とも"コ スト・パ フォーマ ンスを 追求 す る担 い手"を スロー ガンに、情

報産 業 の 先 駆 者 として価 値の あ る情 報 サ ー ビスで 信 頼 と期 待 にお応 え

す るよ う.最 大 の 努 力 を重 ねて ゆ く所 存 であ ります。

1.コ ン トロ ール ・シ ス テ ム の 設 計 とプ ロ グ ラ ム 開 発

●ピル ・コントロールシステム●公 害 監視 システム●鉄 綱 システム

■石 油 オフサイトシステム ●防 災 システム ●水処 理 システム ●物

流合 理化 システム ●パ イプラインコントロールシステム ●デ ータ通

信 システム●交 通管 制 システム●ガス自動 化 システム ■電 力 自動

化 システム●拡 散炉 コントO－ル システム●エンジン・コントロール シ

ステム 創Cテ スターコントロール システム ●飼料 入 出 荷管 理 システ

ム ●図 形処 理 システム ●振 動 解 析 システム ●音 声解 析 シ ステム

●三次 元 測定 システム●警備 保 障システム ●移動 交 換機 システム

2.ビ ジ ネ ス ・シ ス テ ムの 設 計 とプ ロ グ ラム 開 発 ・

●銀 行オンライン・システム ●医療 情 報 システム ●会 計情 報 シス

テム●予約 情報 システム ●生 産 管 理システム ●資 料管 理 システム

●運 輸 情報 システム●被爆 管理 システム●人 事・給 与 システム●維

持 管理 システム●各種 デ ータ〉くンクシステム●各種 統 計 技 術計 算

3.ベ ー シ ッ ク・ソ ブ トウ ェ ア と プ ロ グ ラム 開 発

●各種 コンパイラー ●クロス・アセ ンブラー ●オペ レーティング・シス

テム ●デニプレックス・システム ●各種 コントロール ・システムのモニ

ター ●各種 ユーティリティ・システム●各 種サ ービス・プログラム

オペレーション委託から電算

室の一括運用管理

3センター連携による大量デー

タ処理および漢字情報処理

NI1)株 式会社 日 本 情 報 開 発
本 社 〒|60東 京 都新 宿 区 西新 宿8|93電 話(03)3652621㈹ セ ンター ・営 業所=新 宿 ・千 葉 ・仙 台
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日本 シー ディー シー は、世 界有数 の

コンピュータ企 業 として躍進 する米 国

コントロール ・デー タ社 の日本法 人

てす。

コントロール ・データ社 は、コンピュ

ータ専業 メーカー の先 駆とじτ誕生 。

以来、スー パ ーコンピュー タやその

周辺機 器 の開 発と提 供を通 じて 顧

客 とともに先進 技 術の 開発 と社会 ニ

ー ズ め充 足 に努力 していま魂 この

蓄 積 した先 進 技 術 と問 題解 決 のノ

ウハ ウを活 かして コンピュータや周

辺機 器 にとどまらず、情報処 理、教

育、コンサ ルティングなど、各種 コン

ビ。ユー タ・サ ー ビス、さらには金融 や

保 険 サ ービ スなど、幅広 いビジネス

を展 開しています。日本 シーディーシー

は、このうちの各種 コンピュー タ事業

を、わが国 で提供 していま七

●コントロール・データ社の概要

本社/米 国ミネソタ州ミネアポリス

売上高/約1兆750億 円(1982年 度)

従業員/約5万6千 人

事業内容/コ ンピュータ・システム、コン

ピュータ周辺機器、科学技術情報処理

サービスCYBERNET、 ビジネス情報処

理サービスCALL、教育サービスPLAτ0、

国際銀行業務処理システムARB酊 、金

融・保険サービス

営業地域/世 界47ヵ国

●世界34ヵ国の事業所がサポートしま充

●AUSTRAL|A

●AUSTRIA

●BELGIUM

●BRAZiL

●CANADA

■CHINA

●DENMARK

●FINLAND

●FRANCE

●GERMANY

●GREECE

●HONGKONG

●ISRAEL

●ITALY

●JAPAN

●KOREA

●KWAJALEIN

●MEXIGO

●NETHERLANDS

●NEWZEALAND

●NORWAY

●PORTUGAL

●ROMANIA

●SINGAPORE

●SOUTHAFRICA

●SPAIN

●SWEDEN

●SWITZERLAND

●TAIWAN

●THAtLAND

●UNITEDKINGDOM

●USA

■USSR

●YUGOSLAVIA

日爪 三「ヲ子三「旅 式合社

東京都豊島区東池袋3丁 目1番1号 サ ンシャイン60

電話(03)982-6211(代 表)〒i70私 書箱 第IH5号
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◇霧嘉言惣驚驚
ご賢 くだ さい。オフィスの デ スクやテー ブル の〔ドに、すっぽ り

収 まる62,3cm。 しか ち放 熱 が きわめて少 なく、ファンの 音 も

タイプや人の 話 声 より静 か。 名.機VAX-11/730の32ビ

ット・アーキ テクチ ャを一 気 に縮 めた新 鋭 機 合VA)←ll

ファミリー との 完 全 な互 換 性 を備 え、汎 用 デ ー タ処 理 、

タイムシェアリング リアルタイム処 理 に優 れ た能 力 を発揮 。

またEthernet、X.25パ ケ ット交 換 、SNA/Gateway

を含 むDECnetに より、 他 社 コンピュー タ との 通 信 も

フレキ シブ ル。ICレ イアウ ト、
.小 規 模 ロジ ックシ ミュ

ぐ　

レー タ、マッピング まで、幅広 い分 野で 活躍 しま七

イ 饅
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●最大8人 のユー ザが 同時 に使 用 できるマルチ ・ユ ーザ ・システム。

●メモ リ拡張 最大3MB、 仮 想 アドレス空間 も巨大 な4ギ ガB。

●52MB(～6MB+26MB)の 新 型デfス ク ・ドライブ を装備 。

●52MBの デ スクトップ 型 サブ システム を容易 に 追加 。

●COBOL、FORTRAN、PL/1な どの 豊富 な言 語 。

●移動 に便利 なキャスター付 で設置 場所 自由 自在 。

●62.3cm(H)X44.5cm(W)×72.4cm(D)重 さ93kg。
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世 界最 高 速 スーパ ーコンピュータSX'2
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コンピュータとコミュニケ ーションの 融合 《C&C》 にもとづ き、最新 の アーキテクチャを駆使 し、

数 々の先 進 技 術 を採 用 して時 代 の 多様 なニーズに応 えていますb羅Ψ

NECが 世 界に誇る通 信技 術や電 子 デバ

イス技 術に、最新 のアー キテクチャを駆使

した世 界最 高速 の スー パ ー コンピュー タ

《SX-2》 。ここで実 証 した先 進 技術 の もと、

多 彩 な機 能 と柔軟 性 の あるソフトウェアを

備 えたNECコ ンピュー タは、それ ぞれ優 れ

た性 能 が 高 く評 価 され、さまざまな分 野 で

今 日も重 要 な働 きをしています。

●世 界 最 高 速 の ス ーパ ー コンピュー タ

SX-1、SX-2

●最 先 端 技 術 を駆 使 した 汎 用 コンピュータ

ACOSシ ステム250/410/350/450/550/

650/750/850/950/1000(中 ・小型一超大型)

■多彩 な複合 機能 のOAオ フィスコンピュータ

NECシ ステ ム20/18、50/ス ー パ ー8、

50γ38、100/48、100/45、100/85、

150/55、150/75

●先 進 の16ビ ットパ ー ソナル コンピュー タ

N5200モ デル05、PC-9801F、PC-100、

PC-9800シ リーズ

●洗 練 の8ビ ットパ ー ソナ ル コンピュー タ

PC-2000/6001mklI/8001mkH/

8200/8800

●分 散 処 理 専 用 コンピュータの エ ー ス

N4700分 散 処 理 シ ステム

●32ビ ットの スー パ ー ミニ コンピュー タ

NECMSI20/140/190

●低 価 格 の 高 性 能 ミニコン

NECMS8モ デル5

●OA複 合機 能 の オフィスターミナル

N6300モ テ"Jレ55

●OAの 先 端で 活 躍 するターミナル

インテリジェントターミナル

デ 一夕エ ントリターミナル

業種 別 専 用 ターミナル

業務 別 専 用 ターミナル

■世 界初 、音声 日本 語 ワードプロセッサ

文 豪VWP-103Nモ デル2

●OAの 日用 品、日本 語 ワードプロセッサ

文 豪NWP-8N/i3Nモ デル2/20N

●OAシ ステムを包含 した

分 散処 理 ネットワーク体 系 《DlNA》

C&C光 ネットワークシステム

C&Cネ ットワーク構 成機 器

C&Cネ ットワークソフトウェア

NECコ ンビ=一 ケ
日本電気株式会社
お問 合 せ は:情 報 処理 ・宣 伝

TEL(03)454-lllI(大 代 表)



OAシ ステムサービス

オフィスコンピュー 久 ワードプロセッサ、ファクシミリな

どOA機 器 の導 入 に関して、 お客さまの利 用形 態 を

十分検討の うえ最適の機器 を提供 しま丸 もちろんリー

スの取 り扱 いも行うほか、システム開発 、プログラム作

成、保守などもお引き受けする万全の体制 です』

コンサルタントサービス

コンビ。ユータの導入計画 やシステム開発、要 員教育な

どさまざまなご相談 に応じます。

ナイス エコー

NEIS・ECHOサ ー ビス

マシンタイムサービス/各 種 コンピュータや漢 字プ リ

ンタ、またXYプ ロッ久OCR、OMRな どの周辺 ・端 末

機 器がお客さまの使 いたいときに自由に利 用で きる便禾ll

な時間利用サービスです。

ファシリティ・マネジメントサービス

24時 間フル稼 動するコンピュータ室の 全般 的 な管理

運営 を、確 実に代行いたします。

ナイス エコー

ナイス ネット

NEIS・NETサ ー ビス

・,'k'"!

El本語情報処理 もできるオンラインシステムの共 同不ll用

サー ビスです。TSSやCRJEに より最新鋭の大型コン

ピュー タが好きなときに使えるので 経 済的でダイナミッ

ク。オンラインシステムのメリットがフルに活用で きます。

NEIS・ECHOサ ー ビス

入出力サービス/カ ードパ ンチ、フロッピィパン

チをはじめとして、MTか らフロッピィなどへの媒体

変換、漢字 による入 出力、図 形入出 力サ ービス

などコンピュータまわりの入出力に関するあらゆる

ご要望 にお応 えします。 響讐 ㌻響 饗 浮ぶ、、

受託計算サービス
ナ イス ネ ット

オンライン処 理(NEIS・NETサ ー ビス)、バッチ処理

などにより、あなたの会 社のシステム設計からプ ログラ

ミング1デ ー タ処理までのいっさいを受 託するサービ

スで す。経営事 務計 算、科学技 術計算 など、実績 の

ある豊富 なアプ リケー ションが 自在にご利用できま尤

取引銀行が、ある意味で全社のいのちなら、情報もいのち。仕

事のなかで情報をどう処理し、どう活用していくか。これが これ

からの経営戦略です。成功への近道で丸 と、なると、やっぱり

日本電気情報サービスですね。全国25社 を結ぶオンライン

ネットワークを軸にした、対応多彩なサービス体制がフルに

力を発揮。常にあなたの会社の将来を考えた、最適な情報

処理システムを提供しま丸 どうぞ なんなりとご相談ください。

eno
情報サービスは、経営戦略になる。

NEC日 本電気情報サービス株式会社
本 社 〒108東 京都 港区 芝4-|4-2(第2田 町 ビル)fi(03)454-5川 ㈹

芝 事 業 所 〒105東 京都 港区 芝1-15-ll(芝 光 和 ビル)tt(03)452-5141㈹

大 阪 支 社 〒565大 阪府 豊中 市新千 里西 町i-2-2(住 友 コンピュータビル)tt(06)833-2725㈹

名古 屋 支社T460名 古屋 市中 区新栄2-28-22(日 本 電気名 古屋 ピル)tt(052)261-8621㈹

r
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口]宇 宙 開発 プ ロジ ェク ト 囲 ソフ トウェア・プロジェク ト

国 研究開発 プ ロジ ェク ト 固 海外 プロジェク ト

匿]ア プリケーシ ョン・プロジ ェク ト ⑥ 出版 プ ロジ ェク ト

団 情報処理技術者教育 プロジ ェク ト

圓 日本電子開発株式会社
本 社 〒160東 京都新宿 区西新宿7-7-30小 田急柏木 ビル

TELO3-367-5021({k>

事業所:札 幌 ・新潟 ・名 古屋 ・福岡 ・鹿児島
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JIPの ネ ッ トワー クサ ー ビスは

全 国 どこか らで も コ ミュニケ ー トします。

社 会 経済 活動 が 複雑 化 、多様 化 す るに伴 い、 コン ピュー タ と通 信 を

結 合 した情 報 化 は 今 や不 可 欠 でt。JIPは 、超大 型 コンピュー タB7800

とM・200H(IAP付)を ホ ス トマ シンと し、 これ ら と全 国?ヶ 所 の拠 点

を結 ん だダ イナ ミック なオ ン ラインネ ットワー ク(JIPNET)を 構 築

し、 各種 サ ー ビ ス を提供 してお ります 。

JIPNETサ ー ビ スは オ ン ライン・サ ー ビ ス、 オー プ ン ・サ ー ビ ス、

受託 計 算 サ ー ビ ス、情 報 機 器 の開 発 ・販売 サ ー ビスを は じめ、M・200

Hの 強 力な コン ピュー テ ィング ・パ ワー を利 用 した大 型 科 学 技 術計 算

(LASS)サ ー ビ ス、 そ して、 ユー ザ の皆 さ まの情 報 収 集 ・管理 に最

適 な デー タベ ー ス・サ ー ビスな どか らなってお り、幅 広 い 分 野 で

ご利 用 いただ い て お り ます。

JIPは 、 ます ます 多 様化 す る情 報 化 ニ ー ズ を的確 に

と らえ、JIPNETを は じめ とす るサ ー ビ スを さ ら'・

に 充 実 させ て ま い ります。
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金画を織綾する

U,Pの ダイナξック

コξコ=ケ ーション

おか げさまで20年

明日ひらく技 術のJIP

創立20周 年

dP日 本電子計算株式会社
〒103東 京 都 中 央 区 日本 橋 兜 町6-7(富 士 ピル)

TEL.03-668-6171

大阪 支店呑064486021名 古屋支店暦0522013141

福 岡 支店呑09244|0771新 潟支 店f]tO252285123

札幌営業所nOI12213763仙 台営業所rtO222-663441

広島営業所ttO822al3255高 松営業所ttO878-22-5590
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ニッセツの トータル システム
●電算機 総合 設備の企画 ・

設 計 ・施 工

●フリーアクセスフロアー

●ニッセツ式耐震 ネガラミ

●間仕 切 ・天井 ・吸音 ・防音

●耐 火書庫 室

●CDブ ース

●静 電防止 カーペット

●空調設備

●水冷電 算機用 チラー

●受変電 設備

●エマソンUPS

(無 停 電電 源装 置)

●CVCF、AVR、MG、 トランス

●パ ワープロテクター

●サイリスターインバーター

●非 常用 電源 装置

●端末機 用発 電装 置

コンピュータの八一 モニゼー ション

日本電算設 田

●回線切替装 置

●通信 回線設備

●MODEM、MDF、1DF

● 同 軸アレスター

●CPS

● ハ ロンガス消 火システム

●入出管理 システム

●電 源 ・電圧監視 装置

●週 間プログラム設 定器

備株式会社
本 社/〒103東 京 都 中 央 区 日本 橋 蛎 殻 町2-8-5興 洋 ビル7StO3(666)5551

大 阪 支 店/〒661尼 崎 市 戸 ノ 内 町5-12-10ftO6(499)5500

営 業 所/札 幌 、 名 古 屋 、 福 岡 、 四 国 、 沖 縄 、 大 阪 工 場 、 パ ン チ セ ン タ ー 、

関 連 会 社/(株)ニ ッ セ ツ サ プ ラ イ 、(株)ニ ッ セ ツ サ ー ピ ス 、(株)ニ ッ セ ツ 空 調 設 備 、

(株)ニ ッ セ ツ北 電 気 通 信 、(株)ニ ッ セ ツ 製 作 所
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高速通信回線が日本全国を走る。通信ε1青報処理の融合時代を先取りした、わが国

有数のコンピュータ・ネットワークNBCNET。 お客さまは、コンピュータを導入する

ことなく、リアルタイムで全国オンライン処理が実現できま尤 情報処理産業のパイ

オニアとして、つねに新時代を切り拓いてきたNBCは 、その豊富な経験と、若々しい

チャレンジ精神で、情報化社会 のめざましい発展 をしっかりと支えてゆきます。

NBCは 、コンピュータ・マネジメントの すべてをサポー トします、

●オンラインネットワークサ ー ビス● 受 託 計算 サ ー ビス● ソフトウェア開発 ●デ ータエ ントリ●ファシ

リティマネジメントサー ビス● コンピュータ関 連 用 品 ・備 品 販 売 ● オフィスコンピュー タ・OA機 器 販 売

若 さと英 知の

∧旧[}
欝 日本ビジネスコンサルタント
本社/東 京都渋谷区道玄坂H6-5tto3(a76)2801

札幌/秋 田/仙台/日立/氷河 横浜/静岡/金沢/名古屋/

京都/大 阪/神戸/岡 山/福山/松江/浜田/広 島/山 口/

下関/高 松/松山/北 九州/福 岡/博 多/佐 賀/鹿 児島



次世代言語Adaが っいに実用化。UNlX、C言

一

つ いにAdaが 実用 化。 日本 ・デ ータゼネ ラル

よ りお届 けす るAdaは 、米国 国防総 省(DOD)

のACVC検 定 にパ スした、 コンピコ、一 タ ・メ

ーカーで は世 界最初 かつ唯 一一の正 式なAdaで

す。Adaコ ンパ イ'ラと一イ本化 した、DOD・ST-

ONEMAN要 求 仕様 準 拠の 豊富 な開発支援 ツ

ール もADEと して整備 され
、生産性 を さ らに

高 めてくれ ます。また 、全世 界に普 及 しつつあ る

SYSTEMIIIUNIXを ベースとしたAOS/VSUNX

も新 発売 され、32ビ ッ ト・スーパー ・ミニ コン

ECLIPSEMVシ リーズ用 のオペ レー テ ィン

グ ・システ ムAOS/VSの 下で 、UNIXシ ス テ

ム と、Ada、APLFORTRAN77、COBOL、

PASCAL、 などの多彩な言語 を同時に使 うこ

とができるようになりました。

最先端ソフトを利用できるECLIPSEMV

之 リーズ、MV800011の 新登場で新世』

UNIXや 最新の豊富 な言語 が使 用で きる32ビ ッ

ト・スーパー一■ミニ コンECLIPSEMVシ リーズ

に、新 し くMV/800011が 登 場 。 従 来 の機 種

MV/8000の 性 能 を保持 しなが ら価格 を約40%

低下 させ、いっそう魅 力的な コ ストパ フ ォー マ

ンスを実現 しました。4.3Gバ イ トの広 大 なア

ドレス空 間とそれ をサ ポー トす る洗 練 された2

32ビ ッ ト ・エ ク リ プ ス ・コ ン ピ ュー タ

つ のOS(仮 想 記憶方式 と実記憶 方式)、 そ して

卓越 した演算処 理速度 を誇 るECLIPSEMV

シ リーズは、エ ン トリー ・マ シンMV/4000、

世 界最 高のハ イエ ン ド・マシ ンMV/IOOOOに 、

この新MV/800011が 加 わ り、スー パー ・ミニ と

しては最強の フル ラインを築 きあげ ま した。

※Adaは料トllFl防総省の.UNIXはベル研'効i斤の登納鼎票です。
ADEはROLM杜 の商標です。

日原4.子:-e7u:ネ51b
本社 東京都渋谷区神宮前6-12-20〒150e(03)406-5451㈹

大阪(06)311-0791・ 名古屋(052)203-5571・ 仙 台(0222)23-8128

筑波(0298)24-1609・ 広島(082)246-1020・ 福岡(092)472-5917

ECUPSEMVシ リーズ

最 強のスーパー・ミニには

最 先端のソフトが似合う。
ECLIPSEMVシ リーズで、Ada、C言語そしてUNIXが 使えるようになりました。
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◎HitachiSK

纏 の
で す・

隔芦

緻密なチームプレー、正確なパスワークで厚いディフェンスを破りゴ→レを目指す!

ソフ トウェアづ くりもそれぞれの専門技 術

者が高度の テクニックを駆使 して完ぺ きに仕

上 げていきます。

日本最大 の規模 を持つ 酒 立SK＼ は、「技術

の 日立」の一員 として、豊富 な経験 と若 い新鮮

なアイデア ・結束 されたチームワークで、使

いやすい ・信頼 され るソフ トウェアを自信 を

持 って開発 し産業界 のお役に立 っています。

今、あなたの会社で ソフ トウェアづ くりに

貴重な時 間と多 くの人材 を投 入 してい ると し

たら 必ず しも得策ではありません。

専門技術 を生か した ソフトウェアづ くりは、

技術 と経験のある日立SKに お まかせ くだ さ

い。

きっ とご満足 いただけることを確信 してお

ります。

日量ソフトウェアエつジニアリつグ株 式會 冠
本 社 〒231横 浜 市 中区尾 上町6丁 目81番 地tt(045)681-2111(大 代)
大 森 事 務 所 〒140東 京 都 品川区 南大 井6-23-15(日 立大 森 別館)tt(03)765-3111(大 代)

大 阪 営 業 所 〒541大 阪市東 区北 浜4-6(日 生 日立 ビル)tt(06)222-1021

名古屋 営 業所 〒460名 古 屋市 中区 栄3-17-12(日 立 ビル)e(052)264-0027

お問合 せ は営 業部 へ



枝術の日立
⑮HITACH1

スーパーコンピュータHITACS-810

日立 が生 んだ スーパーコンピュータHITAC

S-810。 最大集積度1,500ゲ ー トの超 高速論理

LSIを はじめとする半導体技術、ソフトウユア技術

など最先端 を行 く独創技術 が凝縮 されていま玄

このスーパーコンピュータ開発 に注がれた技術

こそ、ホストコンピュータをはじめ、オフィスコンビ

ュー久 分散処理コンピュータ、端末システムなどの

HITACフ ァミリーを支える基盤 となっているので℃

田]□[咽 ◎ ファミリー
スー パ ー コンピュータ Sシ リーズ

ホス トコンピュータ Mシ リーズ

オフィスコンピュータ・分 散処 理 用 コンピューダ ・ ・Lシリーズ

端末システム Tシ リーズ

ミニコンピュータ
"Eシ リ

ーズ
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●お問い合わせば=情報システム営業本部 電話(03)763-2411または最寄りの支店へ…

株 式 飾 日 量X他 所 ¶翻1㍑1;!鍋=;ll;lh中 部(052)251'3"端 道〔0")261'313"蜘222)2牛012F北陸(0'64'33"851"
☆詳しい資料をご希望の方は、お手数ですが資料請求券をはがきに貼り、貴社名、所在地、電話番号、ご氏名を明記して下記へお送り

ください。〒i40東 京都晶川区南大井6-27-18(日立大森第二別館)㈱ 日立製作所コンピュータ事業本部 技術本部

資料請求券

コン白書

H|TAC
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○
使 いやすく、身近になったオンライン サービス乞

北海道からでも、沖縄からでも、中央の超大型ホストコン

ピュータが自由に使え、さらに、各サービス拠点間の情報

処理も速やかに行なえる、富士通エフ・刀 ・ピーのオンライ

ン・ネットワ一名 文字通りli体全国を網羅するこのネット

ワークを利目:1すれば 本社と遠隔地の支社間との情報

処理も、各地の仕入先・納入先との情報処理も、社内処

理と全く同じ感覚で行なえます、

富士通エフ・アイ・ピーは、総合情報処理センターとして、

VANサ ービスを加えて一層充実したFACOM-TSSサ ー

ビスをはじめ、事務計算、科学技術計算、さらにシステム

開発、OA機 器 販売などあらゆる分野で皆様のお役に

立ってまいりました。これからも長年の経験を生かし、ますま

す多様化するニーズに応え、キメ細かでしかも的確な情報

処理サービスを提供してまいりま七

FIP・NET

AP=ア クセスポイント

SC=サ テライトコンピュー タ

●お客様は、最寄りのAPおよびSCより、手軽に中央の超大型コンピュータが使
用できま克

主 要 業 務:事 務 ・技 術 受 託 計 算 、TSSサ ー ビス、

システム 開 発 、アプ リケー ションプ ログ ラムの 開 発 、ユー

ザ`シ ステムサ ポ ー ト、OA機 器 販 売

富士通エ7ア イビー株式会社
■ 本 社 〒105東 京 都 港 区 新eS6-1-11TEL.03(433)2251

営 業 所 一北 海 道 ・東 北 ・仙 南 ・福 島 ・多摩 ・長 野 ・名 古屋 ・大 阪

広 島 ・九 州 ・北 九州 ・鹿 児 島



システムづくりへ加速する要求に対応

「
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口
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一 書

M-340

より多くの人 が安心 して使 いこなせるシステム

こそ時代 の要請で主 富士 通 は、FACOM

M-300シ リーズに、さらに、FACOMM-340

モデルクツレープ=M-340/M-340S/M-340R

およびFACOMM-360Rを 新 たに加え、いま

フル ラインア ップ を完 成 しました。しか も、

抜群 のコストパ フォーマンスとフィールドアッ

プグレー ドにより、十分 な拡張性 でお応 えい

たします。

M-382

M・38e

M・380S

M・ ・380R

M・360

M・360R

M-340

M・340S

M・340R

M-320

M・310

ム構築の可能性を拡げる

各機 種 は、先進のアーキテク

チャに加え、取 新のオペ レーティングシステム

「X8FSP」 を対応
。設計や変更 が容 易なリレ

ー ショナルデータベ ース、第2次 回線 開放 に

対応 したネットワークシステムへの配 慮、新開

発の大容量記憶装置=CLSで 自動化 ・省力

化 を実現 。さらにご好評 いた だ いてきた

富士通 の日本語情報 システム「JEF」の機 能

に加 え、文書 処理 はもとより、イメー ジ処理

や音声処理を強化 した「JEFII」を採 用。統 合

的なシステムづくりを可能 にしました。

_欝 鐵
★システムづくりにさらに可能性を拡げるコンピュータ

FACOMM-340芳 群 ア/M-360R
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富 士 通 繍 麟 識
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1総 論 情報技術の広が りと人間 ・社会

II調 和ある情報化社会へ向けて

巨]新 しい 経 済 尺 度`〉 イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン ・エ コ ノ ミー"

回MEと 労 働 問題[iiコエ レク トロニ クス ・デバ イスを中心

にした最新技術囚CGの 新分野固ニュー ・メディアの世

界回 デー タベ ー ス ・サー ビス時代回 デー タ通信 自由化の

波田 ネ ットワー ク ・サ ービス[9]パ ソ コン産業 の新 しい波
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